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ま え が き 
 
 
  電子航法研究所は、電子航法（電子技術を利用した航法）に関する試験、調査、研究及び

開発等を行うことにより、交通の安全の確保とその円滑化を図ることを目的に設立されていま

す。当研究所は平成 13 年 4 月 1 日に「独立行政法人」として改組され、17 年度まで第 1 期中

期計画、18 年度からは第 2 期中期計画を開始し、独立行政法人としての設立の趣旨を踏まえ、

自律的かつ効率的で透明性の高い業務運営を図りながら、より質の高い研究成果をあげること

を目指しております。 
 
 
  当研究所の研究活動は、社会ニーズに沿った研究を重点的に選定し、航空安全、ATM の

効率、航空機運航者の利便性、それぞれの向上を目指した研究を進め、その成果を国の空港整

備事業や国際民間航空機関等の国際標準策定作業に反映させるなど国内外において多大な貢献

を果たしています。またそれとともに、基礎的、先導的な研究も実施し、電子航法に関する基

盤技術の蓄積にも努めております。 
  

 
この電子航法研究所年報は、第 2 期中期計画の最終年度である平成 22 年度に当研究所が

行った業務について、その概要を収録したもので、研究所の運営に関する事項、各研究領域の

研究業務、独立行政法人としての中期目標・中期計画・財務諸表等を紹介しています。 
 

   
  当研究所としましては、国、産業界、大学等と連携し、国の担う航空交通管理に係る業務

を支援する中核的な研究機関としてその使命を果たすべく努力してまいりますが、皆様には、

この年報を通じて、当研究所の活動についてご理解いただき、あわせて忌憚のないご意見をい

ただけますようお願い申し上げます。なお別に刊行している電子航法研究所研究報告及び電子

航法研究所研究発表会講演概要には詳細が記載されておりますのであわせてご参照いただけま

すと幸いです。 
 
 
 平成 23 年 10 月 
 

               独立行政法人電子航法研究所 

理事長 平 澤 愛 祥 
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１ 沿  革 
 我が国の航空技術研究再開の機運にのって昭和28年４月、

運輸技術研究所に航空部が設置された。昭和33年に科学技術

庁に長官の諮問機関として電子技術審議会が設けられ昭和

34年８月、諮問第２号「電子技術に関する重要研究及びその

推進措置について」に対する答申を行い、電子航法評価試験

機関（Evaluation Center）の新設が必要なことを指摘した。

次いで、同審議会は昭和35年９月に、諮問第１号「電子技術

振興長期計画について」に対する答申を行い、それに沿って、

昭和36年４月、当時の運輸技術研究所航空部に電子航法研究

室（定員５名）が新設された。 

 電子技術審議会等の諸答申を背景として運輸省は昭和37

年５月、運輸関係科学技術試験研究刷新要綱を決定した。こ

れに基づき、船舶技術研究所、電子航法試験所などの新設組

織ごとに設立準備室をつくり電子航法試験所設立計画の決

定をみたが、最終的には、新設の船舶技術研究所の一つの部

として電子航法部（２研究室14名）が設けられた。 

 昭和39、40両年度の予算において、電子航法評価試験のた

め試験用航空機の購入が認められ、ビーチクラフトスーパー 

H－18双発機を購入した。また、昭和40年度は飛行試験要員

として、１研究室９名の増員が認められた。一方、昭和41

年度には、航空交通管制の自動化に関連する試験研究に必要

な電子計算機の借上げが認められた。 

 宇宙開発の一環として、人工衛星を航空機及び船舶の航法

に利用しようとする開発研究は、我が国においても昭和38

年に着手された。その結果をもとに、運輸省は昭和40年４月

「人工衛星による航行援助方式の開発に関する基本方針」を

決め、昭和41年度は衛星航法研究室（３名）が新設された。 

 電子技術審議会は昭和39年６月、電子航法評価試験機関の

拡充強化を建議し、さらに、昭和41年６月の諮問第５号「電

子技術に関する総合的研究開発の具体策について」に対し、

研究機能と評価試験機能をもつ電子航法研究所の設置を答

申した。また、運輸省の航空審議会においても昭和41年10

月、諮問第12号「航空保安体制を整備するため早急にとるべ

き具体的方策について」に対して同様の答申があった。 

 昭和41年度予算要求において、運輸省は電子航法研究所の

設立を要求したが、認められず、翌42年度予算において再度

設立要求を行った結果、昭和42年６月からの10か月分の予算

として電子航法研究所の新設が認められた。 

 しかし、運輸省設置法の一部改正が７月10日になったため、

昭和42年７月10日付けで電子航法研究所として設立される

ことになった。 

 当時の組織は下記のとおりであった。 

 

総  務  課 

企画調査室 

管制施設研究室 

電子航法研究所   電子航法部     機 器 研 究 室 

航 行 研 究 室 

システム研究室 

衛星航法部 

電子装置研究室 

 

 43年度には、ATC 実験棟を建設するとともに、46年度まで

にATC シミュレータを整備した。 

 45、46年度には、電波無響室を整備し、また、研究所発足

以来、44年度までは人員、組織とも変化がなかったが、45

年度に３名の増員が認められ、電子航法部を廃止し、電子航

法開発部（機器研究室）と電子航法評価部（管制施設研究室、

航行研究室）を設置し、総務課に総務係をおいた。 

 46年度には、１名の増員が認められ、電子航法開発部に援

助施設研究室を設置するとともに主任研究官３名（ILS、海

上交通管制、データ処理）を発令した。 

 47年度は、３名の増員が認められ、企画調査室を廃止して

研究企画官をおき、総務課に人事係をおいた。また、電子航

法開発部建屋、衛星航法研究棟を建設した。 

 48年度には、３名の増員が認められ、電子航法評価部に管

制システム研究室を設置し、同部に主任研究官１名（飛行実

験）を発令し、総務課に企画係をおいた。 

 49年度は、３名の増員が認められ、電子航法開発部に航法

システム研究室を設置し、電子航法評価部に主任研究官１名

（ATC シミュレーション）を発令し、総務課に会計係をおい

た。さらに、同年度には、実験用航空機の更新が認められ、

50年10月にビーチクラフトB －99が引渡された。 

 50年度は、２名の増員が認められ、電子航法開発部に着陸

施設研究室を設置した。 

 51年度は、航空局からの要望研究、技術協力依頼等航空行

政に直結する試験研究をさらに促進し、成果の活用をすみや

かにするため、空港整備特別会計を導入するとともに所の定

員・予算約１／４を特別会計に移管した。これに伴い、電子

航法評価部を改組し、航空管制研究室、航空保安施設基準研

究室及び海上交通管制研究室を設置した。また、飛行実験セ

ンターとして、宮城県岩沼市に岩沼分室を設置し、業務係を

おき、飛行実験体制の整備に着手した。さらに、電子航法評

価部に信頼性主任研究官をおいた。 

 52年度は、４名の増員が認められ、電子航法評価部航空保

安施設基準研究室を航空施設基準研究室と航空機器標準研

究室の２研究室とした。また、アンテナ試験塔を整備した。 

 53年度には、４名の増員が認められ、10月１日に電子航法
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評価部の航空施設基準研究室、航空機器標準研究室に新たに

設置された運用技術研究室を加えて、航空施設部が発足した。

さらに、54年１月には岩沼分室に分室長をおいた。 

 54年度には、東北財務局より土地8,943㎡の所管換を受け、

岩沼分室を新築し、屋上にレーダー塔を設置した。 

 55年度には、海上保安庁より格納庫（建坪825㎡）の所管

換を受けた。 

 この年から、主任研究官の発令方法が変わり、従来例えば

信頼性主任研究官と呼んでいたのが、単に主任研究官となっ

た。 

 56年度は、１名の増員が認められ、新システム（MLS）の

調査研究体制に着手した。また、岩沼分室野外実験場の整備

を行った。 

 57年度は、１名の増員が認められ、新システム（MLS）の

調査研究体制の強化を図った。 

 58年度は、１名の増員が認められ、航空施設部に新着陸施

設研究室を設置した。 

 59年度は、１名の増員（専門官）が認められ、岩沼分室で

の研究支援業務の強化を図った。 

 60年度は、１名の増員（研究企画官付専門官）が認められ、

企画調整部門の強化を図った。 

 61年度は、１名の増員が認められ、MLS 研究体制の強化を

図った。 

 62年度は、１名の増員が認められ、衛星航法部に搭載装置

研究室を設置した。また、管理庁舎兼衛星航法実験棟の建設

工事に着手した。 

 63年度は、管理庁舎兼衛星航法実験棟が竣工した。 

 平成元年度は、１名の増員が認められ、航空管制の研究体

制の強化を図った。 

 平成２年度は、１名の増員が認められ、空地データリンク

の研究体制の強化を図った。 

 平成３年度は、１名の増員が認められ、衛星データリンク

の研究体制の強化を図った。 

 平成４年度は、１名の増員が認められ飛行場管制の最適手

法の研究体制の強化を図った。 

 平成６年度は、１名の増員が認められ空港面航空機識別表

示システムの研究体制の強化を図った。 

 また、仮想現実実験施設を整備した。 

 平成７年度は、１名の増員が認められVHF デジタルリンク

の研究体制の強化を図った。 

 平成12年度は、国土交通省設置法等関係法令の施行により、

平成13年１月６日をもって「国土交通省電子航法研究所」と

なった。 

 また、ATC シミュレーション実験棟が竣工した。 

 平成13年度は、中央省庁等改革推進本部決定及び関係諸法

令の施行を受け、４月１日をもって「独立行政法人電子航法

研究所」が成立となった。 

 所長・研究企画官が廃止され、役員として理事長・理事・

監事が設置され、総務課に企画室を設置した。また、電波無

響室が改装となった。 

 平成14年度は航空施設部、電子航法評価部、衛星航法部を

航空システム部、管制システム部、衛星技術部と名称変更し

研究室が廃止され研究グループを編成した。 

 平成15年度は、研究プロジェクトチーム設置を規定し、先

進型地上走行誘導管制システム開発プロジェクトチーム及

び高精度測位補正技術開発プロジェクトチームを設置した。 

 平成16年度は、関東空域再編関連研究プロジェクトチーム

を設置した。 

 平成18年度は、本所に研究企画統括を設置。企画室を廃止

し、企画課を設置。４研究部制を廃止、３領域制（航空交通

管理領域、通信・航法・監視領域、機上等技術領域）を導入、

関東空域再編関連研究プロジェクトチームを廃止した。 

 平成19年度は、総務課に管財係を新設。会計第一係を経理

係、会計第二係を契約係に変更。航空機安全運航支援技術研

究プロジェクトチームを設置した。 

平成 20年度は、企画課に企画第三係を新設した。 

また、6 号棟（旧管制システム部研究棟）の建

替工事に着手した。  

平成21年度は、先進型地上走行誘導管制システム開発プロ

ジェクトチームを廃止した。 

平成 22 年度は、6 号棟（旧管制システム部研究

棟）の建替工事が完了した。また、高精度測位補

正技術開発プロジェクトチーム及び航空機安全運航支援

技術研究プロジェクトチームを廃止した。 

予算及び職員数の推移

予算額（単位：千円）

年 度 42 43 44 45 46 47

予 算 額 146,979 199,819 206,041 223,518 276,360 304,646

対 前 年
増 減 率

－ 35% 3% 8% 23% 10%

職 員 数 31人 31 31 34 35 38

年 度 48 49 50 51 52 53

566,398 624,659 780,222
(147,938) (221,040) (374,664)

対 前 年
増 減 率

18% 17% 32% △ 0.008% 10% 2%

職 員 数 41 44 46 48（13） 51（16） 55（19）

年 度 54 55 56 57 58 59

949,812 962,617 933,404 1,197,423 1,249,486 1,254,326
(521,262) (551,380) (536,456) (797,831) (856,061) (811,413)

対 前 年
増 減 率

21% 1% △ 3% 28% 4% 0.3%

職 員 数 58（21） 59（22） 59（22） 59（23） 60（24） 61（25）

年 度 60 61 62 63 元 2

1,793,576 1,700,338 1,746,126 1,490,728 1,280,080 1,450,731
(1,158,355) (1,225,191) (1,321,124) (1,058,040) (834,104) (989,047)

対 前 年
増 減 率

42% △ 5% 2% △ 14% △ 14% 13%

職 員 数 62（26） 63（27） 64（27） 63（26） 64（27） 64（28）

年 度 3 4 5 6 7 8

1,519,380 1,614,482 1,993,269 3,145,664 2,845,843 2,385,950
(1,034,497) (1,105,035) (1,480,859) (2,635,883) (2,322,699) (1,859,062)

対 前 年
増 減 率

5% 6% 23% 58% △ 9.5% △ 16%

職 員 数 65（28） 65（28） 65（28） 66（29） 66（29） 66（29）

年 度 9 10 11 12 13 14

2,155,519 1,646,097 1,565,260 1,665,631 2,322,080 1,813,574
(1,627,169) (1,112,230) (1,015,415) (1,037,366) (1,096,909) (1,068,770)

対 前 年
増 減 率

△ 10% △ 24% △ 5% 6% 39% △ 22%

職 員 数 65（28） 65（28） 65（28） 64（28） 64（28） 64（28）

年 度 15 16 17 18 19 20

1,681,891 1,792,287 1,669,176 1,687,115 1,683,558 1,640,300
(1,061,803) (1,130,083) (1,055,686) (1,061,322) (1,072,631)

対 前 年
増 減 率

△ 7% △ 7% △ 7% △ 1% △ 0.2% △ 2.6%

職 員 数 64（30） 63（29） 60（27） 60（27） 60（27） 60

年 度 21 22

1,618,083 1,597,527

対 前 年
増 減 率

△ 1.4% △ 1.3%

職 員 数 60 60

注１：（　）内は，空港整備特別会計で内数。平成20年度以降は区分経理の廃止に伴い、特別会計の予算は一般会計へ

　　　移管された。

予 算 額

予 算 額 566,444426,008361,473

予 算 額

予 算 額

予 算 額

予 算 額

予 算 額
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評価部の航空施設基準研究室、航空機器標準研究室に新たに

設置された運用技術研究室を加えて、航空施設部が発足した。

さらに、54年１月には岩沼分室に分室長をおいた。 

 54年度には、東北財務局より土地8,943㎡の所管換を受け、

岩沼分室を新築し、屋上にレーダー塔を設置した。 

 55年度には、海上保安庁より格納庫（建坪825㎡）の所管

換を受けた。 

 この年から、主任研究官の発令方法が変わり、従来例えば

信頼性主任研究官と呼んでいたのが、単に主任研究官となっ

た。 

 56年度は、１名の増員が認められ、新システム（MLS）の

調査研究体制に着手した。また、岩沼分室野外実験場の整備

を行った。 

 57年度は、１名の増員が認められ、新システム（MLS）の

調査研究体制の強化を図った。 

 58年度は、１名の増員が認められ、航空施設部に新着陸施

設研究室を設置した。 

 59年度は、１名の増員（専門官）が認められ、岩沼分室で

の研究支援業務の強化を図った。 

 60年度は、１名の増員（研究企画官付専門官）が認められ、

企画調整部門の強化を図った。 

 61年度は、１名の増員が認められ、MLS 研究体制の強化を

図った。 

 62年度は、１名の増員が認められ、衛星航法部に搭載装置

研究室を設置した。また、管理庁舎兼衛星航法実験棟の建設

工事に着手した。 

 63年度は、管理庁舎兼衛星航法実験棟が竣工した。 

 平成元年度は、１名の増員が認められ、航空管制の研究体

制の強化を図った。 

 平成２年度は、１名の増員が認められ、空地データリンク

の研究体制の強化を図った。 

 平成３年度は、１名の増員が認められ、衛星データリンク

の研究体制の強化を図った。 

 平成４年度は、１名の増員が認められ飛行場管制の最適手

法の研究体制の強化を図った。 

 平成６年度は、１名の増員が認められ空港面航空機識別表

示システムの研究体制の強化を図った。 

 また、仮想現実実験施設を整備した。 

 平成７年度は、１名の増員が認められVHF デジタルリンク

の研究体制の強化を図った。 

 平成12年度は、国土交通省設置法等関係法令の施行により、

平成13年１月６日をもって「国土交通省電子航法研究所」と

なった。 

 また、ATC シミュレーション実験棟が竣工した。 

 平成13年度は、中央省庁等改革推進本部決定及び関係諸法

令の施行を受け、４月１日をもって「独立行政法人電子航法

研究所」が成立となった。 

 所長・研究企画官が廃止され、役員として理事長・理事・

監事が設置され、総務課に企画室を設置した。また、電波無

響室が改装となった。 

 平成14年度は航空施設部、電子航法評価部、衛星航法部を

航空システム部、管制システム部、衛星技術部と名称変更し

研究室が廃止され研究グループを編成した。 

 平成15年度は、研究プロジェクトチーム設置を規定し、先

進型地上走行誘導管制システム開発プロジェクトチーム及

び高精度測位補正技術開発プロジェクトチームを設置した。 

 平成16年度は、関東空域再編関連研究プロジェクトチーム

を設置した。 

 平成18年度は、本所に研究企画統括を設置。企画室を廃止

し、企画課を設置。４研究部制を廃止、３領域制（航空交通

管理領域、通信・航法・監視領域、機上等技術領域）を導入、

関東空域再編関連研究プロジェクトチームを廃止した。 

 平成19年度は、総務課に管財係を新設。会計第一係を経理

係、会計第二係を契約係に変更。航空機安全運航支援技術研

究プロジェクトチームを設置した。 

平成 20年度は、企画課に企画第三係を新設した。 

また、6 号棟（旧管制システム部研究棟）の建

替工事に着手した。  

平成21年度は、先進型地上走行誘導管制システム開発プロ

ジェクトチームを廃止した。 

平成 22 年度は、6 号棟（旧管制システム部研究

棟）の建替工事が完了した。また、高精度測位補

正技術開発プロジェクトチーム及び航空機安全運航支援

技術研究プロジェクトチームを廃止した。 

予算及び職員数の推移

予算額（単位：千円）

年 度 42 43 44 45 46 47

予 算 額 146,979 199,819 206,041 223,518 276,360 304,646

対 前 年
増 減 率

－ 35% 3% 8% 23% 10%

職 員 数 31人 31 31 34 35 38

年 度 48 49 50 51 52 53

566,398 624,659 780,222
(147,938) (221,040) (374,664)

対 前 年
増 減 率

18% 17% 32% △ 0.008% 10% 2%

職 員 数 41 44 46 48（13） 51（16） 55（19）

年 度 54 55 56 57 58 59

949,812 962,617 933,404 1,197,423 1,249,486 1,254,326
(521,262) (551,380) (536,456) (797,831) (856,061) (811,413)

対 前 年
増 減 率

21% 1% △ 3% 28% 4% 0.3%

職 員 数 58（21） 59（22） 59（22） 59（23） 60（24） 61（25）

年 度 60 61 62 63 元 2

1,793,576 1,700,338 1,746,126 1,490,728 1,280,080 1,450,731
(1,158,355) (1,225,191) (1,321,124) (1,058,040) (834,104) (989,047)

対 前 年
増 減 率

42% △ 5% 2% △ 14% △ 14% 13%

職 員 数 62（26） 63（27） 64（27） 63（26） 64（27） 64（28）

年 度 3 4 5 6 7 8

1,519,380 1,614,482 1,993,269 3,145,664 2,845,843 2,385,950
(1,034,497) (1,105,035) (1,480,859) (2,635,883) (2,322,699) (1,859,062)

対 前 年
増 減 率

5% 6% 23% 58% △ 9.5% △ 16%

職 員 数 65（28） 65（28） 65（28） 66（29） 66（29） 66（29）

年 度 9 10 11 12 13 14

2,155,519 1,646,097 1,565,260 1,665,631 2,322,080 1,813,574
(1,627,169) (1,112,230) (1,015,415) (1,037,366) (1,096,909) (1,068,770)

対 前 年
増 減 率

△ 10% △ 24% △ 5% 6% 39% △ 22%

職 員 数 65（28） 65（28） 65（28） 64（28） 64（28） 64（28）

年 度 15 16 17 18 19 20

1,681,891 1,792,287 1,669,176 1,687,115 1,683,558 1,640,300
(1,061,803) (1,130,083) (1,055,686) (1,061,322) (1,072,631)

対 前 年
増 減 率

△ 7% △ 7% △ 7% △ 1% △ 0.2% △ 2.6%

職 員 数 64（30） 63（29） 60（27） 60（27） 60（27） 60

年 度 21 22

1,618,083 1,597,527

対 前 年
増 減 率

△ 1.4% △ 1.3%

職 員 数 60 60

注１：（　）内は，空港整備特別会計で内数。平成20年度以降は区分経理の廃止に伴い、特別会計の予算は一般会計へ

　　　移管された。

予 算 額

予 算 額 566,444426,008361,473

予 算 額

予 算 額

予 算 額

予 算 額

予 算 額
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（平成23年3月31日現在）

(平成23年3月31日現在）

研究企画統括

航空交通管理領域

３　役職員数

課長補佐（企画）

２　組　　織

理 事

監 事

理 事 長

総 務 課

64

45

14

1

企 画 課

一般勘定

通信・航法・監視領域

機上等技術領域

航空機安全運航支援技術研究プロジェクトチーム

業務係

高精度測位補正技術開発研究プロジェクトチーム

総務係

人事係

経理係

課長補佐（総務）

課長補佐（会計）

契約係

管財係

計

研究職

事務職

研究企画統括

理事長

監事（非常勤）

監事

理事

1

1

1

企画第一係

企画第二係

1

岩沼分室

企画第三係

 （平成23年3月31日現在）

４　所　　在

５　建　　物

所 在 地

岩沼分室 〒989-2421

電 話

電子航法研究所 〒182-0012 0422-41-3165

　宮城県岩沼市下野郷字北長沼４

竣工年度建 物

　東京都調布市深大寺東町7丁目42番地23　　

建 ・ 延 面 積

0223-24-3871

１号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積390㎡，延面積780㎡ 昭和47年度

平成19年度

２号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積569㎡，延面積1,092㎡ 平成12年度

改装

(ATCシミュレーション実験棟)

３号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積232㎡，延面積465㎡ 昭和43年度

改装

４号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積490㎡，延面積980㎡ 昭和53年度

昭和63年度

６号棟 鉄筋コンクリート2階建，建面積355㎡，延面積653㎡ 平成22年度

改装

仮想現実実験棟 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造２階建，建面積480㎡，延面積703㎡ 平成６年度

電波無響室 鉄筋コンクリート２階建，建面積590㎡，延面積687㎡ 昭和45年度

内装寸法：奥行32ｍ，幅７ｍ，高さ５ｍ 昭和48年度

増築

平成13年度

改装

アンテナ試験塔 鉄筋造，カウンタポイズ直径25ｍ，奥行・幅13ｍ，高さ19.5ｍ 昭和52年度

所属換

屋上にレーダー塔を設置

岩沼分室建屋 鉄筋コンクリート２階建，建面積287㎡，延面積497㎡

実験準備室：鉄筋造一部中２階建，建面積160㎡，延面積203㎡ 昭和53年度

平成22年度

岩沼分室格納庫 鉄骨造平屋建，面積825㎡ 昭和55年度

平成22年度

５号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積630㎡，延面積1,160㎡ 

昭和54年度

平成22年度

改装
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（平成23年3月31日現在）

(平成23年3月31日現在）

研究企画統括

航空交通管理領域

３　役職員数

課長補佐（企画）

２　組　　織

理 事

監 事

理 事 長

総 務 課

64

45

14

1

企 画 課

一般勘定

通信・航法・監視領域

機上等技術領域

航空機安全運航支援技術研究プロジェクトチーム

業務係

高精度測位補正技術開発研究プロジェクトチーム

総務係

人事係

経理係

課長補佐（総務）

課長補佐（会計）

契約係

管財係

計

研究職

事務職

研究企画統括

理事長

監事（非常勤）

監事

理事

1

1

1

企画第一係

企画第二係

1

岩沼分室

企画第三係

 （平成23年3月31日現在）

４　所　　在

５　建　　物

所 在 地

岩沼分室 〒989-2421

電 話

電子航法研究所 〒182-0012 0422-41-3165

　宮城県岩沼市下野郷字北長沼４

竣工年度建 物

　東京都調布市深大寺東町7丁目42番地23　　

建 ・ 延 面 積

0223-24-3871

１号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積390㎡，延面積780㎡ 昭和47年度

平成19年度

２号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積569㎡，延面積1,092㎡ 平成12年度

改装

(ATCシミュレーション実験棟)

３号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積232㎡，延面積465㎡ 昭和43年度

改装

４号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積490㎡，延面積980㎡ 昭和53年度

昭和63年度

６号棟 鉄筋コンクリート2階建，建面積355㎡，延面積653㎡ 平成22年度

改装

仮想現実実験棟 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造２階建，建面積480㎡，延面積703㎡ 平成６年度

電波無響室 鉄筋コンクリート２階建，建面積590㎡，延面積687㎡ 昭和45年度

内装寸法：奥行32ｍ，幅７ｍ，高さ５ｍ 昭和48年度

増築

平成13年度

改装

アンテナ試験塔 鉄筋造，カウンタポイズ直径25ｍ，奥行・幅13ｍ，高さ19.5ｍ 昭和52年度

所属換

屋上にレーダー塔を設置

岩沼分室建屋 鉄筋コンクリート２階建，建面積287㎡，延面積497㎡

実験準備室：鉄筋造一部中２階建，建面積160㎡，延面積203㎡ 昭和53年度

平成22年度

岩沼分室格納庫 鉄骨造平屋建，面積825㎡ 昭和55年度

平成22年度

５号棟 鉄筋コンクリート２階建，建面積630㎡，延面積1,160㎡ 

昭和54年度

平成22年度

改装
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第 ２ 部
試験研究業務
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１ 航空交通管理領域 
Ⅰ 年度当初の試験研究計画とそのねらい 

 平成22年度における研究は、行政当局の要望などを考慮して、

下記のように計画した。 

１．ATMパフォーマンスの研究 

２．洋上経路システムの高度化の研究 

３．ターミナル空域の評価手法に関する研究 

４．トラジェクトリモデルに関する研究 

５．RNAV経路における総合的安全性評価手法の研究 

６．ターミナル空域の定量的リスク評価モデルに関する研究 

７．分散認知による管制業務の技術伝承に関する研究 

８．空港面トラジェクトリに関する予備的研究 

９．拡張現実技術を用いた管制業務支援技術に関する研究 

10．高緯度地域における電離圏・大気圏の基礎研究 

11．航空交通流管理における管制空域の複雑性に関する研究 
12．航空交通の同期化に関する研究 

13．データ統合により得られる便益に関する基礎的研究 

14．確率的シミュレーションに関する研究 

15．気象予測情報の航空交通管理への利用に関する調査 

16．予防安全支援のための創発型認知シミュレーションの

開発とその適用手法に関する研究 

 

 １から５は重点研究、６から９は指定研究、10から14は基礎研

究、15は調査、16は競争的資金によるものである。 

１は指標及び運航データなどを使用した評価手法の検

討により、我が国の航空交通管理における性能評価の指針

の確立を目指す研究である。 

２は洋上管制において管制間隔の短縮が進められてい

る中で、より経済的な運航を求めるユーザーニーズをふまえ、効率

のよい飛行経路を設定する方法について研究するものである。 

 ３は今後見込まれる大幅な航空交通量増加に備え、輻輳

するターミナル空域を最適化するための総合的な評価手

法及びターミナル空域設計用評価ツールを開発する研究である。 
 ４は実飛行データ等の解析による航空機トラジェクト

リ（軌道）の推定およびモデル化技術、並びにトラジェク

トリを管理するためのデータ活用技術の開発を行う研究

である。 

 ５はRNAV/RNPの事前および事後の安全性評価手法を確立する

ことが目的であり、衝突危険度モデルに基づく定量的な安全性評

価手法の研究およびRNPを含む高度なRNAV運航導入のための導

入前定性的安全性評価手法に関する調査を行う。 

６は複雑な運航を行なうターミナル空域での定量的リスク評価

モデルを開発し、航空機同士の間隔・航空機と地上障害物の間隔

が与えられたときの衝突リスクを評価する手法を研究する。 

 ７は専門的な管制業務の技能やノウハウを分散認知のフレーム

ワークを応用して定式化し、知識表現モデルとして構造化を行っ

て評価する手法を研究するものである。 

 ８は東京国際空港における航空機の地上走行の分析およびこれ

に基づく空港面交通の渋滞緩和策の検討を行い、併せて将来の空

港面交通におけるトラジェクトリ管理の実現を目指す研究である。 
９は飛行場管制業務を支援するための仕組みとして、拡

張現実技術を使ったシステム環境を整備し，基本コンセプ

トと要素技術，またその業務環境に効率的にアクセスする

ためのユーザ・インタフェースの構築に係る要素技術につ

いて試作評価等を行うものである。 

 10は高緯度地域で発生する電離層擾乱などGPS測位に影響を及

ぼす大気活動の観測とその影響を評価する研究である。 

 11は航空交通流管理において交通量調整の判断のために用いら

れる航空路管制セクタ・レーダ席管制官の作業量予測及び適正作

業量の精度向上を目指す研究である。 

 12は航空交通流の効率向上を図るため、運航中の航空機の速度

調節を行うなど日本における航空交通同期の検討を行うものであ

る。 

 13は気象情報・運航情報等の航空交通管制に用いられるデータ

の統合に基づく情報共有により多くの便益が得られることが期待

されることから、統合システムにおいて可能となるアプリケーシ

ョンをデモンストレーションし、統合システムの便益を明確化し

ようとする研究である。 

 14は4次元トラジェクトリ管理や機上間隔維持支援システム（A

SAS）などの将来の航空交通管理（ATM）手法が導入された場合、

十分な安全性を保証しながら望ましい性能が発揮されるかを評価

するため、確率的シミュレーション（ハードウェアの故障やヒュ

ーマンエラーを模擬する確率モデルを利用した数値シミュレーシ

ョン）法を発展させるものである。 

15は精密なトラジェクトリ予測への利用を目指し、航空交通管

理に利用可能な気象予測情報について調査を行う。 

16は航空管制業務を対象例として、人間－機械系相互作用の逐

次的分析が可能な創発型チーム認知シミュレーションの設計方法

論を構築し、予防安全研究分野における研究手段としての認知シ

ミュレータの基本的有効性の検証を行う研究である。 

 

Ⅱ 試験研究の実施状況 

１の「ATMパフォーマンスの研究」では、実運用データからの
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実績値の取得方法などを含めてATMパフォーマンス指標値の算出

手法を検討した。また、検討した算出手法を実データに適用しAT

Mパフォーマンスの試行解析を行った。 
２の「洋上経路システムの高度化の研究」では、北太平

洋における UPR の導入効果（運航効率等）についてシミ

ュレーションにより検証を行った。また、経路ネットワー

クのチェック機能の強化等、洋上シミュレータ機能の充実

を図った。 

３の「ターミナル空域の評価手法に関する研究」では、羽田空

港到着機レーダデータを利用して実運用における羽田到着機の到

着フェーズ滞留時間の測定を行った。また、バーチャル地球儀ソ

フトウェア上に3次元でトラジェクトリ（軌道）を表現する手法を

用いて、羽田空港D滑走路供用開始後に予定される新出発到着飛行

方式の描画モデルを作成した。 

４の「トラジェクトリモデルに関する研究」では、航空機の飛

行性能データ、気象データ等を使用して航空機の4次元トラジェク

トリ（緯度、経度、高度、時刻）を生成するモデルの開発及び評

価を行った。トラジェクトリモデル評価システムにはトラジェク

トリ生成機能を追加した。また、トラジェクトリ管理の運用手法

について検討するため、諸外国の文献を調査して我が国の運航を

想定した運用シナリオを作成した。 

 ５の「RNAV経路における総合的安全性評価手法の研究」では、 
ターミナル RNAV1 経路の導入後の定量的安全性評価手法

の調査・研究・当該手法の適用、レーダデータ等の収集・

解析、RNAV5 経路／ターミナル RNAV1 経路の継続的安全

性評価実施方法の開発を行った。また、インターネットを

利用したハザードのリスク評価システムを考案・検討し、

構築した。 

６の「ターミナル空域の定量的リスク評価モデルに関する研究」

では、定常的な交通流における航空機間の平均的な衝突危険度の

推定方法を開発し、ICAOのSASP（管制間隔・空域安全パネル）

作業部会全体会議で提案した。また、航空機と地上障害物の定量

的危険度推定に関する研究に着手した。洋上航空路の衝突危険度

推定については、縦時間間隔を導入している航空機を対象として、

フライトプラン上の対気速度といった情報を考慮することによっ

て、より正確に安全度を計算する手法の開発を行った。 
７の「分散認知による管制業務の技術伝承に関する研

究」では、管制官のスキル・ノウハウを現場状況に基づい

て分散認知分析を行い、管制官の専門的知識やスキルの構

造を体系化する知識構造化のための分析ツールについて

プロトタイプの構築を行った。 

８の「空港面トラジェクトリに関する予備的研究」では、

MLAT(マルチラテレーション)評価データから東京国際空

港の航空機地上走行に関するデータ分析を継続して行っ

た。また、滞留の状況を詳細に分析し、可視化した。さら

に、分析データをシナリオとした簡易シミュレーションの

評価および渋滞緩和の対応策検討を行った。 

９の「拡張現実技術を用いた管制業務支援技術に関する

研究」では、レーダやマルチラテレーションシステムから

獲得されている航空機の位置情報を活用して航空機の識

別および位置等の情報を映像に重ねて表示を行えるよう

な拡張現実技術の仕組みの実現を目指し、パノラマ合成画

像技術について開発を行った。 

10 の「高緯度地域における電離圏・大気圏の基礎研究」

では、高サンプリング(10Hz)の GPS 観測データから、オー

ロラ発生時に GPS 信号の強度が短時間に変化し、電離層

擾乱による影響がみられることを確認した。 

11 の「航空交通流管理における管制空域の複雑性に関す

る研究」では、空域への入出域時刻から管制作業量の予測

を試み、3 つに特徴の異なるセクタにおいて、パラメータ

の推定を行った。 

12 の「航空交通の同期化に関する研究」では、速度制御

された交通流に関する解析を行うとともに、トラジェクト

リ予測誤差を考慮に入れて新たな順序付け戦略を研究し

ていくためのソフトウェアを開発した。 

13の「データ統合により得られる便益に関する基礎的研究」で

は、セーフティクリティカルシステムの開発手法に関するソフト

ウェア工学の知見や分散ハイパーメディアシステムのソフトウェ

アアーキテクチャの既知の利点と限界、それらを実装したオープ

ンソフトウェアCOTSの使用方法・開発環境等の基礎的な情報収集

を行った。 

 14 の「確率的シミュレーションに関する研究」では、特

殊な数学的手法を導入することにより、ICAO で定められ

た「2 億時間の飛行につき 1 回以下の衝突回数」をシミュ

レートするために必要な時間を、従来の 1500 年から数時

間程度に短縮させるという大きな成果が出た。 

 15 の「気象予測情報の航空交通管理への利用に関する調

査」では、航空交通に利用可能な気象予測情報について調

査を行い、気象分野の研究者・技術者と、協力関係を構築

した。また、数値予報について調査し、その可視化ツール

の開発を開始した。 

 16 の「予防安全支援のための創発型認知シミュレーショ

ンの開発とその適用手法に関する研究」では、先行研究に

おけるレーダ対空席のタスク困難度変化、管制官の処理方

法によるパフォーマンスなどを時系列的に可視化した

CAPS（Chart of ATC task Processing State）に、調整席の業

務を加えた両席のインタラクション分析・可視化手法の開

発を行った。 

 

今年度は、上記の16件の研究に加えて、以下に示す3件の受託業

務を行った。これらは、上記の研究及びこれまでの研究等で蓄積

した知見や技術を活用したものである。 

(1)三沢米軍飛行場整備調査検討のためのTAAMシミュレーション 

(2)平成22年度首都圏空港の増枠時期の判定に関する調査 

(3)横間隔の衝突危険度推定手順策定に係る支援作業 

 

Ⅲ 試験研究の成果と国土交通行政、産業界、学会等に及ぼす効

果の所見 
当領域が実施している研究の成果は、今後設置・運用す

る施設に対する技術基準、設置基準の策定など国土交通行

政と深く関わっている。特に重点研究の成果は航空行政に

直接に反映されるもので、社会的貢献に繋がっている。 

これらの成果は、日本航空宇宙学会、日本航海学会、電

子情報通信学会、米国航空宇宙学会(AIAA)などの多くの学

会や日米太平洋航空管制調整グループ会議(IPACG)などの

国際会議等においても発表している。 

また、日本航空宇宙学会では航空交通管理部門を通じて

積極的に研究発表・啓蒙を行った。 

          （航空交通管理領域長 藤森武男） 
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着フェーズ滞留時間の測定を行った。また、バーチャル地球儀ソ

フトウェア上に3次元でトラジェクトリ（軌道）を表現する手法を

用いて、羽田空港D滑走路供用開始後に予定される新出発到着飛行

方式の描画モデルを作成した。 
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トリ（緯度、経度、高度、時刻）を生成するモデルの開発及び評
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トリ生成機能を追加した。また、トラジェクトリ管理の運用手法
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性評価実施方法の開発を行った。また、インターネットを

利用したハザードのリスク評価システムを考案・検討し、

構築した。 

６の「ターミナル空域の定量的リスク評価モデルに関する研究」

では、定常的な交通流における航空機間の平均的な衝突危険度の

推定方法を開発し、ICAOのSASP（管制間隔・空域安全パネル）

作業部会全体会議で提案した。また、航空機と地上障害物の定量

的危険度推定に関する研究に着手した。洋上航空路の衝突危険度

推定については、縦時間間隔を導入している航空機を対象として、

フライトプラン上の対気速度といった情報を考慮することによっ

て、より正確に安全度を計算する手法の開発を行った。 
７の「分散認知による管制業務の技術伝承に関する研

究」では、管制官のスキル・ノウハウを現場状況に基づい

て分散認知分析を行い、管制官の専門的知識やスキルの構

造を体系化する知識構造化のための分析ツールについて
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ATM パフォーマンスの研究【重点研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

      担 当 者 ○蔭山 康太、福田 豊、木村 章、宮津 義廣、秋永 和夫 

研究期間  平成 19 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

航空交通管理（ATM）は安全性、経済性、効率性そし

て定時性の提供を目的として航空交通や空域を動的かつ

統合的に管理し、航空交通業務や空域管理、航空交通流管

理など航空機の運航に関わる機能を実施する。航空需要の

増大に対して、ATMの分野では処理容量の向上などの性

能向上により対応を行ってきた。引き続いたATMサービ

ス向上が要求されるため、ATMの性能（以下、ATMパフ

ォーマンス）の継続した向上が必要とされる。 

ATMパフォーマンスの向上では、現状を評価すること

で、向上を確実にすることが極めて大切である。同時に、

ATM は多数の目的遂行を要求されるために、ATM パフ

ォーマンスの評価は多角的な指標に基づく必要がある。こ

の評価の継続的な実施により、経年変動の傾向の把握や、

特に向上が必要とされる項目の特定が可能となる。また、

各指標の要因分析により、その項目値の向上のための施策

の指針が取得できる。 

国際民間航空機関（ICAO）では、ATMパフォーマンス

評価のための11種類の重要分野を設定した。欧米では、

ATMパフォーマンスを評価するための指標が検討されて

おり、それに利用するデータベース構築、ツール開発など

が行われ、運用されている。しかしながら、我が国におい

てはパフォーマンスを指標化し、定量的・定性的に評価解

析する手法がまだ確立していない。このため、将来の航空

交通需要に適切に対応し安全性と効率性を向上するため

に、有効な指標および指標測定技術の開発・解析評価を実

施する必要がある。 

 

２．研究の概要 

本研究では、運航の所要時間や飛行距離など効率に関連

した項目を主たる対象として、実運用データからの実績値

の取得方法などを含めて、ATM パフォーマンス指標値の

算出手法を検討した。また、検討した算出手法を実データ

に適用することで、ATM パフォーマンスの試行解析を行

った。同時に、ATM パフォーマンス評価システムを製作

することでパフォーマンス評価環境を検討した。 

 

３．研究成果 

3.1 ATM パフォーマンス評価手法の検討 

 以下のような分野を対象として、パフォーマンス評価項

目および各項目のパフォーマンス値の算出手法を検討し

た。 

・定時性 

・予測性 

・効率性 

 定時性の分野の検討では国内線運航の主要空港を対象

として、公示スケジュール上の出発・到着時刻を実績時刻

と比較した。比較のために、ATMシステムのジャーナル

からのスポット出発・到着の実績時刻の取得を可能とした。 

 検討結果からは、国内線運航の高い定時性が示された。

同時に、空港間で定時性に差異が存在することや、悪天候

の影響が大きい場合が存在することなどが確認された。 

 予測性は運航実績の計画への適合度に対応する。運航所

要時間を指標として、予測性の分野を検討した。検討のた

めに、スポット情報管理システム（SMAP）、飛行情報管

理システム（FDMS）などのジャーナルに含まれる項目を

検討し、運航中のイベントである出発・離陸・着陸・到着

の発生時刻の取得に必要な項目の抽出を可能とした。出発

から到着までの運航を４つの局面に分割し、各局面に対し

て運航の所要時間の標準値を設定し、実績値から標準値を

減じることで局面毎の遅延時間を算出した。図１に局面へ

の分割の考えを示す。国内の幹線上の運航データを対象と

して、局面間で遅延の代表値・ばらつきを比較することで、

大きな遅延が発生する箇所を検討した。検討結果からは、

出発前の局面において発生する遅延、すなわちスポット出

発時の遅延が特に大きいことが示された。 

 同時に、飛行距離の予測性を検討した。運航者による飛

行計画の飛行距離と、その実績値が近いほど予測性は高い

という仮定の下、飛行距離の計画値と実績値の差を指標と

した。定義した指標値を算出するため、飛行距離の実績値

に加えて、FDMSのジャーナルからの飛行距離の計画値の

取得を可能とした。検討結果からは、全体的な飛行距離の

予測性は高いことが示された。また、飛行の局面間で比較

すると予測性は出発・巡航の局面では比較的高く、到着の

局面での予測性が低い傾向が示された。 

 効率の分野の検討では、飛行距離を指標とした。飛行距

離の実績値を空港間の大圏距離と比較した。パフォーマン

ス値算出のために、レーダ情報処理システム・ジャーナル

 

 

に記録された航空機の航跡から飛行距離の実績値を取得

することを可能とした。そして、国内の幹線上の運航を対

象として効率を検討した。検討結果からは、飛行距離の実

績値は到着の局面で延伸する割合が高く、空港周辺の空域

などの特徴を示すことがわかった。 

以上の項目に加えて、希望巡航高度の取得率や地上走行

の所要時間の度数分布、時間帯による変動などを実運用デ

ータに基づき検討した。 

 これらの解析結果は各種の学会講演会に加えて、航空関

係者による ATM 運用概念の検討会である ATM 高度化ワ

ーキンググループで報告した。また、CARATS 指標検討委

員会に対して飛行距離の実績値などの解析結果を提供し

た。 

 

 

 

図 1 運航の局面毎の遅延算出 

 

3.2 ATM パフォーマンス評価システム 

ATM パフォーマンス評価は日常的に実施される必要が

ある。日常的な評価においては、定型的な解析手順の繰り

返しが想定される。解析手順の記録、および各種の機能の

実装により、簡易な操作によるパフォーマンス実績値の算

出が可能となる。 

日常的な ATM パフォーマンス評価環境の検討を目的

として、ATM パフォーマンス評価システム（Comprehensive 

Assessment System of Performance for ATM Review : 

CASPAR）を製作した。 CASPAR の製作においては、以

下のような機能の実現を目的とした。図 2 に CASPAR 実

行画面の例を示す。 

•  ATM 運航データベース 

•  簡易な操作によるパフォーマンス値算出 

•  パフォーマンス値の要因解析のための補助情報の表示 

効率的な ATM パフォーマンス評価の実施にはデータ

ベースの構築による各種の収集データの統合および一元

的な管理，そして容易な検索・抽出を実現する必要がある．

効率的なパフォーマンス評価環境の構築を目的として， 

ATM 運航データベースを設計し、実装した。データベー

スにおいては飛行情報管理システムやレーダ情報処理シ

ステム、スポット情報管理システムなど各種の ATM シス

テムのジャーナルから取得した各種の項目を運航毎に関

連付けて記録するとともに、データベース管理システムの

機能により、迅速な検索・抽出を可能とした。 

提供を受けた 2007 年から 4 カ年の期間中に定期的に記

録された延べ 150 日間分のデータ提供を国土交通省航空

局から受け、そのデータをデータベースに格納した。デー

タベースには運航中の各イベントの実績時刻、使用機材に

関する情報、そして航跡などが記録される。 

該当データの迅速な検索・抽出により、パフォーマンス

値の算出時間が短縮される。CASPAR では遅延時間や飛行

距離、交通量などの項目についてパフォーマンス値を算出

し、表計算ソフトウェアのファイル形式で出力することを

可能とした。表計算ソフトウェアのファイル形式の使用に

より、データの再利用などに関する汎用性が実現されると

同時に表計算ソフトウェアの機能の活用による出力ファ

イルの柔軟な検討や加工が可能となった。 

航跡表示などによる交通状況の再現は、パフォーマンス

値の要因分析に有益な情報を提供する。そこで、レーダ情

報処理システムのジャーナルから取得した各飛行の航跡

を動画や静止画として表現する機能、および航跡を動画・

静止画ファイルとして保存する機能を実装した。動画によ

る再生機能においては、２次元表示に加えて３次元表示で
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ATM パフォーマンスの研究【重点研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

      担 当 者 ○蔭山 康太、福田 豊、木村 章、宮津 義廣、秋永 和夫 

研究期間  平成 19 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

航空交通管理（ATM）は安全性、経済性、効率性そし

て定時性の提供を目的として航空交通や空域を動的かつ

統合的に管理し、航空交通業務や空域管理、航空交通流管

理など航空機の運航に関わる機能を実施する。航空需要の

増大に対して、ATMの分野では処理容量の向上などの性

能向上により対応を行ってきた。引き続いたATMサービ

ス向上が要求されるため、ATMの性能（以下、ATMパフ

ォーマンス）の継続した向上が必要とされる。 

ATMパフォーマンスの向上では、現状を評価すること

で、向上を確実にすることが極めて大切である。同時に、

ATM は多数の目的遂行を要求されるために、ATM パフ

ォーマンスの評価は多角的な指標に基づく必要がある。こ

の評価の継続的な実施により、経年変動の傾向の把握や、

特に向上が必要とされる項目の特定が可能となる。また、

各指標の要因分析により、その項目値の向上のための施策

の指針が取得できる。 

国際民間航空機関（ICAO）では、ATMパフォーマンス

評価のための11種類の重要分野を設定した。欧米では、

ATMパフォーマンスを評価するための指標が検討されて

おり、それに利用するデータベース構築、ツール開発など

が行われ、運用されている。しかしながら、我が国におい

てはパフォーマンスを指標化し、定量的・定性的に評価解

析する手法がまだ確立していない。このため、将来の航空

交通需要に適切に対応し安全性と効率性を向上するため

に、有効な指標および指標測定技術の開発・解析評価を実

施する必要がある。 

 

２．研究の概要 

本研究では、運航の所要時間や飛行距離など効率に関連

した項目を主たる対象として、実運用データからの実績値

の取得方法などを含めて、ATM パフォーマンス指標値の

算出手法を検討した。また、検討した算出手法を実データ

に適用することで、ATM パフォーマンスの試行解析を行

った。同時に、ATM パフォーマンス評価システムを製作

することでパフォーマンス評価環境を検討した。 

 

３．研究成果 

3.1 ATM パフォーマンス評価手法の検討 

 以下のような分野を対象として、パフォーマンス評価項

目および各項目のパフォーマンス値の算出手法を検討し

た。 

・定時性 

・予測性 

・効率性 

 定時性の分野の検討では国内線運航の主要空港を対象

として、公示スケジュール上の出発・到着時刻を実績時刻

と比較した。比較のために、ATMシステムのジャーナル

からのスポット出発・到着の実績時刻の取得を可能とした。 

 検討結果からは、国内線運航の高い定時性が示された。

同時に、空港間で定時性に差異が存在することや、悪天候

の影響が大きい場合が存在することなどが確認された。 

 予測性は運航実績の計画への適合度に対応する。運航所

要時間を指標として、予測性の分野を検討した。検討のた

めに、スポット情報管理システム（SMAP）、飛行情報管

理システム（FDMS）などのジャーナルに含まれる項目を

検討し、運航中のイベントである出発・離陸・着陸・到着

の発生時刻の取得に必要な項目の抽出を可能とした。出発

から到着までの運航を４つの局面に分割し、各局面に対し

て運航の所要時間の標準値を設定し、実績値から標準値を

減じることで局面毎の遅延時間を算出した。図１に局面へ

の分割の考えを示す。国内の幹線上の運航データを対象と

して、局面間で遅延の代表値・ばらつきを比較することで、

大きな遅延が発生する箇所を検討した。検討結果からは、

出発前の局面において発生する遅延、すなわちスポット出

発時の遅延が特に大きいことが示された。 

 同時に、飛行距離の予測性を検討した。運航者による飛

行計画の飛行距離と、その実績値が近いほど予測性は高い

という仮定の下、飛行距離の計画値と実績値の差を指標と

した。定義した指標値を算出するため、飛行距離の実績値

に加えて、FDMSのジャーナルからの飛行距離の計画値の

取得を可能とした。検討結果からは、全体的な飛行距離の

予測性は高いことが示された。また、飛行の局面間で比較

すると予測性は出発・巡航の局面では比較的高く、到着の

局面での予測性が低い傾向が示された。 

 効率の分野の検討では、飛行距離を指標とした。飛行距

離の実績値を空港間の大圏距離と比較した。パフォーマン

ス値算出のために、レーダ情報処理システム・ジャーナル

 

 

に記録された航空機の航跡から飛行距離の実績値を取得

することを可能とした。そして、国内の幹線上の運航を対

象として効率を検討した。検討結果からは、飛行距離の実

績値は到着の局面で延伸する割合が高く、空港周辺の空域

などの特徴を示すことがわかった。 

以上の項目に加えて、希望巡航高度の取得率や地上走行

の所要時間の度数分布、時間帯による変動などを実運用デ

ータに基づき検討した。 

 これらの解析結果は各種の学会講演会に加えて、航空関

係者による ATM 運用概念の検討会である ATM 高度化ワ

ーキンググループで報告した。また、CARATS 指標検討委

員会に対して飛行距離の実績値などの解析結果を提供し

た。 

 

 

 

図 1 運航の局面毎の遅延算出 

 

3.2 ATM パフォーマンス評価システム 

ATM パフォーマンス評価は日常的に実施される必要が

ある。日常的な評価においては、定型的な解析手順の繰り

返しが想定される。解析手順の記録、および各種の機能の

実装により、簡易な操作によるパフォーマンス実績値の算

出が可能となる。 

日常的な ATM パフォーマンス評価環境の検討を目的

として、ATM パフォーマンス評価システム（Comprehensive 

Assessment System of Performance for ATM Review : 

CASPAR）を製作した。 CASPAR の製作においては、以

下のような機能の実現を目的とした。図 2 に CASPAR 実

行画面の例を示す。 

•  ATM 運航データベース 

•  簡易な操作によるパフォーマンス値算出 

•  パフォーマンス値の要因解析のための補助情報の表示 

効率的な ATM パフォーマンス評価の実施にはデータ

ベースの構築による各種の収集データの統合および一元

的な管理，そして容易な検索・抽出を実現する必要がある．

効率的なパフォーマンス評価環境の構築を目的として， 

ATM 運航データベースを設計し、実装した。データベー

スにおいては飛行情報管理システムやレーダ情報処理シ

ステム、スポット情報管理システムなど各種の ATM シス

テムのジャーナルから取得した各種の項目を運航毎に関

連付けて記録するとともに、データベース管理システムの

機能により、迅速な検索・抽出を可能とした。 

提供を受けた 2007 年から 4 カ年の期間中に定期的に記

録された延べ 150 日間分のデータ提供を国土交通省航空

局から受け、そのデータをデータベースに格納した。デー

タベースには運航中の各イベントの実績時刻、使用機材に

関する情報、そして航跡などが記録される。 

該当データの迅速な検索・抽出により、パフォーマンス

値の算出時間が短縮される。CASPAR では遅延時間や飛行

距離、交通量などの項目についてパフォーマンス値を算出

し、表計算ソフトウェアのファイル形式で出力することを

可能とした。表計算ソフトウェアのファイル形式の使用に

より、データの再利用などに関する汎用性が実現されると

同時に表計算ソフトウェアの機能の活用による出力ファ

イルの柔軟な検討や加工が可能となった。 

航跡表示などによる交通状況の再現は、パフォーマンス

値の要因分析に有益な情報を提供する。そこで、レーダ情

報処理システムのジャーナルから取得した各飛行の航跡

を動画や静止画として表現する機能、および航跡を動画・

静止画ファイルとして保存する機能を実装した。動画によ

る再生機能においては、２次元表示に加えて３次元表示で

─ 15 ─



 

  

の航跡の表現や気象レーダにより記録されたレーダ・エコ

ー・データの航跡への重畳表示を可能とした。また、当研

究所の重点研究「A-SMGC システムの研究」で実装した

機能に基づき、空港目を対象とした航跡再生も可能とした。 

 

４．考察等 

 本研究では、以下のような項目を達成した。 

・ ATMパフォーマンス指標の検討および提案 

・ 実運用データからのATMパフォーマンス指標値の算

出手法の検討および提案 

・ ATMパフォーマンスの試行解析 

・ ATMパフォーマンス評価システムの試作 

 本研究では遅延時間や飛行距離などを直接的に指標と

したパフォーマンス評価手法を検討した。近年は ATM の

環境対策の重要性が増しているため、燃料消費量も指標と

して含める必要がある。一方、燃料消費量は直接の計測が

困難であるため、モデリングやシミュレーション技術など

を活用したパフォーマンス評価手法の検討が必要とされ

る。 

 このため、次年度以降の重点研究「ATM パフォーマン

ス評価手法の研究」においては、モデリングやシミュレー

ション技術を活用したパフォーマンス評価手法を検討す

る予定である。 

 

図 2 パフォーマンス評価システムの実行画面の例 
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の航跡の表現や気象レーダにより記録されたレーダ・エコ

ー・データの航跡への重畳表示を可能とした。また、当研

究所の重点研究「A-SMGC システムの研究」で実装した

機能に基づき、空港目を対象とした航跡再生も可能とした。 

 

４．考察等 

 本研究では、以下のような項目を達成した。 

・ ATMパフォーマンス指標の検討および提案 

・ 実運用データからのATMパフォーマンス指標値の算

出手法の検討および提案 

・ ATMパフォーマンスの試行解析 

・ ATMパフォーマンス評価システムの試作 

 本研究では遅延時間や飛行距離などを直接的に指標と

したパフォーマンス評価手法を検討した。近年は ATM の

環境対策の重要性が増しているため、燃料消費量も指標と

して含める必要がある。一方、燃料消費量は直接の計測が

困難であるため、モデリングやシミュレーション技術など

を活用したパフォーマンス評価手法の検討が必要とされ

る。 

 このため、次年度以降の重点研究「ATM パフォーマン

ス評価手法の研究」においては、モデリングやシミュレー

ション技術を活用したパフォーマンス評価手法を検討す

る予定である。 

 

図 2 パフォーマンス評価システムの実行画面の例 
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洋上経路システムの高度化の研究【重点研究】 

 

担当領域   航空交通管理領域 

担 当 者  ○福島 幸子、住谷 美登里、福田 豊 

研究期間   平成 20 年度～平成 23 年度 

 

１．はじめに 

洋上管制においては、航空機航法精度の向上や衛星デー

タリンク通信の利用による管制間隔の短縮を進めている。

航法性能要件 RNP4 適合機の増加に伴い，縦間隔 30NM，

横間隔 30NM の適用事例の増加が予想される。このよう

な環境下において、上層風の状況や各航空機の性能を勘案

した、より経済的な運航を求めるユーザーニーズが高まっ

てきている。現在、日本と北米間には PACOTS（PACific 

Organized Track System）経路が引かれている。これは、管

制横間隔として隣の経路と 50NM 以上の間隔が確保され

た、可変経路である。毎日の気象予報を反映し、各方向の

経路が 1 日に 1 回、設定・公示される。 

洋上空域における交通需要は増加しており、日米太平洋

航空調整グループ会議（IPACG）においても、間隔短縮や

経路設定条件の緩和や、太平洋地域における利用者設定経

路（UPR; User Preferred Route）の導入地域の拡大に向け

た検討が行われている。UPR はユーザが飛行ごとに希望

の経路を飛行する方式である。近年の燃料費の高騰や環境

意識の高まりもあり，世界的に導入の要望が高まっている。

この要望に対応して，UPR は交通量の少ない空域から導

入されている。より交通量の多い空域での UPR の導入に

は、管制間隔の確保など多くの課題の検討が必要である。  

そのため、本研究では洋上空域におけるより効率的な経

路システムについての検討を行っている。 

 

２．研究の概要 

本研究は 4 年計画である。平成 22 年度の研究において

は、以下を実施した。 

・ 北太平洋の経路傾向の分類 

・ 北太平洋の UPR の傾向分析 

・ 太平洋西行きUPRのロシア空域を含んだUPRの傾向

調査 

・ 速度の異なる航空機が混在した場合の管制シミュレ

ーション 

・ 洋上管制シミュレータの性能向上 

 

３．研究成果 

3.1 北太平洋の経路傾向の分類 

 北太平洋全体の効率性向上のために、NOPAC(NOrth 

PACific)利用空域を含んだ UPR の導入が検討が必要であ

る。UPR は PACOTS の位置に近いことから、UPR の位置

的な分布の傾向をつかむため、代表的な東行き PACOTS

（北から TRK1、2、3）と西行き PACOTS（北から TRKC、

E、F）の福岡 FIR 東側境界（東経、約 160 度～165 度）で

の南北位置関係で分類した。分類内容と年間の割合を表 1

に示す。また、図 1 に月毎のタイプ別内訳を示す。 

表 1 PACOTS 位置の分類 
タイプ 福岡 FIR の東側境

界線での東西交通

流の分離 

北 に 位 置 す る
TRK 

割合

W ○ 西行き TRK 56%
M × - 39%
E ○ 東行き TRK 5%
 

 

図 1 PACOTS 位置（年間） 

冬場はほとんどがタイプ W であり、夏場はタイプ M が増

える。タイプ E は年間を通して少ないことが分かる。多

くの種類の日があった、2010 年 10 月について、福岡 FIR

への入域経路を図 2 に示す。なお、これは NOPAC とロシ

アの経路のみ示しているので、全体の交通量を示さない。 

 
図 2 PACOTS 位置（2010 年 10 月） 

 全体的には R220 から入域する日が多いが、ロシアの経

路である、G583,B337 からの入域が多い日や、そもそも北
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からの入域が少ない日がある。 

 

3.2 NOPAC 上の UPR の傾向分析 

 いままでの UPR の検討では、交通量の多い NOPAC 経

路は飛行条件を変更しないことで検討されてきたが、さら

なる効率化のために、NOPAC 経路の条件を変更して UPR

を導入することが検討された。 

 その結果、3.1 で分類した、「タイプ W」の場合は、東

西交通流が南北に分離される傾向にあるため、よいことが

わかった。 

 また、タイプ E やタイプ M は東西交通流が交錯するこ

とが予測されたが、都市対毎の経路が南北に分離されると

きは、東西交通流の交錯が少ない日もあったため、さらに

詳細な検討をすすめたい。 

 

3.3 太平洋西行き UPR のロシア空域を含んだ UPR の傾

向調査 

 太平洋西行き経路の最適経路が必ずしも NOPAC や

PACOTS とは限らない。燃料や時間のみで考慮すると、ペ

トロハヴロフスクカムチャキーFIR、ユージノサハリンス

ク FIR といったロシアの空域を通過する方が最適な場合

もある。そこで、ロシア空域最南の経路である、G583 か

ら R220 に遷移する経路の新設が求められている。そのた

め、どの程度その経路の使用することがあるか、またその

ときの通過高度を調査した。 

 

3.4 速度の異なる航空機が混在した場合の管制シミュレ

ーション 

 高密度交通空域では、多くの航空機の速度が一定だと、

効率的な運用ができる。しかし、最近速度の遅い航空機の

割合が増加し、効率を低下させることがある。そこで、速

度の遅い航空機に高度の優先順位や経路の優先順位を下

げる運用を模擬した。 

 その結果、隣接経路の消費燃料の差が少ない日でないと、

非現実的ではあるものの、速度の遅い航空機の経路を分散

させるのが最も効率が良かった。 

 

3.5 洋上管制シミュレータの性能向上 

 22 年度はシミュレーション機能の充実をはかるために、

以下を改善した。 

(1) 経路ネットワークのチェック機能の強化 

(2) 管制シミュレーション時の管制指示入力方法の改善 

(3) 管制シミュレーション時の ITP/CDP 用位置確認ウイ

ンドウの新設 

 

 (1)の経路ネットワークデータは、都市間ごとに定義す

るものである。以前は都市間ごとに共通のデータを用いて

日を変えたシミュレーションを行っていた。混雑空域での

UPR の計算においては、検討すべき制限（ネットワーク

の変更）が日々変化するため、都市間ごとのネットワーク

データへの編集が必要となった。また、国際的にも飛行経

路の選択肢が広がっており、頻繁なデータ変更が必要とな

った。そこで、地図上のマウス操作による編集機能を向上

させ、チェック機能も強化した。 

(2)においては、今までは管制シミュレーションを行う

時の管制間隔は全ての航空機で共通であった。実際は航空

機によって搭載機器が異なる（RNP4、RNP10 など）ため、

個別属性設定により、現実に即したシミュレーションが可

能となる。 

 (3)は、現在国際的に検討中の、高度変更時のみに管制

間隔を短縮できる方式を管制シミュレーションでも模擬

するものである。具体的には、CDP（Climb and Descent 

Procedure）という ADS-C を用いた上昇降下方式や、ITP

（In-Trail Procedure）という ADS-B を用いた上昇降下方式

を検討する。これらの方式の実施には周辺機との位置関係

（距離や速度差）の把握が不可欠であり、この情報を把握

する機能を付加することで、CDP や ITP の有効性や課題

を検証できる。 

 

４．まとめ 

PACOTS 分布の季節的特徴を調べ、西行きトラック

が北側に位置する 56%の時は、UPR を導入したとき

に、NOPAC 空域での東西交通流の交錯が少ないこと

がわかった。  

また、速度による制限を加えた場合、隣接経路と消

費燃料の差が少ない場合は、低速機の経路を変更する

ことで全体的な効率が改善されることがわかった。  

平成 23 年度は，北部太平洋も含めた空域において，

UPR の効果や RNP4 機の割合による管制間隔短縮の

効果を検証する予定である。   

また、西行き PACOTS の UPR 化について、導入への課

題を検討する予定である。 
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洋上経路システムの高度化の研究【重点研究】 

 

担当領域   航空交通管理領域 

担 当 者  ○福島 幸子、住谷 美登里、福田 豊 

研究期間   平成 20 年度～平成 23 年度 

 

１．はじめに 

洋上管制においては、航空機航法精度の向上や衛星デー

タリンク通信の利用による管制間隔の短縮を進めている。

航法性能要件 RNP4 適合機の増加に伴い，縦間隔 30NM，

横間隔 30NM の適用事例の増加が予想される。このよう

な環境下において、上層風の状況や各航空機の性能を勘案

した、より経済的な運航を求めるユーザーニーズが高まっ

てきている。現在、日本と北米間には PACOTS（PACific 

Organized Track System）経路が引かれている。これは、管

制横間隔として隣の経路と 50NM 以上の間隔が確保され

た、可変経路である。毎日の気象予報を反映し、各方向の

経路が 1 日に 1 回、設定・公示される。 

洋上空域における交通需要は増加しており、日米太平洋

航空調整グループ会議（IPACG）においても、間隔短縮や

経路設定条件の緩和や、太平洋地域における利用者設定経

路（UPR; User Preferred Route）の導入地域の拡大に向け

た検討が行われている。UPR はユーザが飛行ごとに希望

の経路を飛行する方式である。近年の燃料費の高騰や環境

意識の高まりもあり，世界的に導入の要望が高まっている。

この要望に対応して，UPR は交通量の少ない空域から導

入されている。より交通量の多い空域での UPR の導入に

は、管制間隔の確保など多くの課題の検討が必要である。  

そのため、本研究では洋上空域におけるより効率的な経

路システムについての検討を行っている。 

 

２．研究の概要 

本研究は 4 年計画である。平成 22 年度の研究において

は、以下を実施した。 

・ 北太平洋の経路傾向の分類 

・ 北太平洋の UPR の傾向分析 

・ 太平洋西行きUPRのロシア空域を含んだUPRの傾向

調査 

・ 速度の異なる航空機が混在した場合の管制シミュレ

ーション 

・ 洋上管制シミュレータの性能向上 

 

３．研究成果 

3.1 北太平洋の経路傾向の分類 

 北太平洋全体の効率性向上のために、NOPAC(NOrth 

PACific)利用空域を含んだ UPR の導入が検討が必要であ

る。UPR は PACOTS の位置に近いことから、UPR の位置

的な分布の傾向をつかむため、代表的な東行き PACOTS

（北から TRK1、2、3）と西行き PACOTS（北から TRKC、

E、F）の福岡 FIR 東側境界（東経、約 160 度～165 度）で

の南北位置関係で分類した。分類内容と年間の割合を表 1

に示す。また、図 1 に月毎のタイプ別内訳を示す。 

表 1 PACOTS 位置の分類 
タイプ 福岡 FIR の東側境

界線での東西交通

流の分離 

北 に 位 置 す る
TRK 

割合

W ○ 西行き TRK 56%
M × - 39%
E ○ 東行き TRK 5%
 

 

図 1 PACOTS 位置（年間） 

冬場はほとんどがタイプ W であり、夏場はタイプ M が増

える。タイプ E は年間を通して少ないことが分かる。多

くの種類の日があった、2010 年 10 月について、福岡 FIR

への入域経路を図 2 に示す。なお、これは NOPAC とロシ

アの経路のみ示しているので、全体の交通量を示さない。 

 
図 2 PACOTS 位置（2010 年 10 月） 

 全体的には R220 から入域する日が多いが、ロシアの経

路である、G583,B337 からの入域が多い日や、そもそも北

0
5

10
15
20
25
30
35

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
2009 2010

E
M
W

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728293031
M W W W M M M W M W W M M M E M M M M W W W W W W M M M E M M

Date/PACOTS location type

(G344) CALMA (R591) AKISU
R580 OMOTO R220 NIPPI
G583 LATAK B337 ANIMO

 

からの入域が少ない日がある。 

 

3.2 NOPAC 上の UPR の傾向分析 

 いままでの UPR の検討では、交通量の多い NOPAC 経

路は飛行条件を変更しないことで検討されてきたが、さら

なる効率化のために、NOPAC 経路の条件を変更して UPR

を導入することが検討された。 

 その結果、3.1 で分類した、「タイプ W」の場合は、東

西交通流が南北に分離される傾向にあるため、よいことが

わかった。 

 また、タイプ E やタイプ M は東西交通流が交錯するこ

とが予測されたが、都市対毎の経路が南北に分離されると

きは、東西交通流の交錯が少ない日もあったため、さらに

詳細な検討をすすめたい。 

 

3.3 太平洋西行き UPR のロシア空域を含んだ UPR の傾

向調査 

 太平洋西行き経路の最適経路が必ずしも NOPAC や

PACOTS とは限らない。燃料や時間のみで考慮すると、ペ

トロハヴロフスクカムチャキーFIR、ユージノサハリンス

ク FIR といったロシアの空域を通過する方が最適な場合

もある。そこで、ロシア空域最南の経路である、G583 か

ら R220 に遷移する経路の新設が求められている。そのた

め、どの程度その経路の使用することがあるか、またその

ときの通過高度を調査した。 

 

3.4 速度の異なる航空機が混在した場合の管制シミュレ

ーション 

 高密度交通空域では、多くの航空機の速度が一定だと、

効率的な運用ができる。しかし、最近速度の遅い航空機の

割合が増加し、効率を低下させることがある。そこで、速

度の遅い航空機に高度の優先順位や経路の優先順位を下

げる運用を模擬した。 

 その結果、隣接経路の消費燃料の差が少ない日でないと、

非現実的ではあるものの、速度の遅い航空機の経路を分散

させるのが最も効率が良かった。 

 

3.5 洋上管制シミュレータの性能向上 

 22 年度はシミュレーション機能の充実をはかるために、

以下を改善した。 

(1) 経路ネットワークのチェック機能の強化 

(2) 管制シミュレーション時の管制指示入力方法の改善 

(3) 管制シミュレーション時の ITP/CDP 用位置確認ウイ

ンドウの新設 

 

 (1)の経路ネットワークデータは、都市間ごとに定義す

るものである。以前は都市間ごとに共通のデータを用いて

日を変えたシミュレーションを行っていた。混雑空域での

UPR の計算においては、検討すべき制限（ネットワーク

の変更）が日々変化するため、都市間ごとのネットワーク

データへの編集が必要となった。また、国際的にも飛行経

路の選択肢が広がっており、頻繁なデータ変更が必要とな

った。そこで、地図上のマウス操作による編集機能を向上

させ、チェック機能も強化した。 

(2)においては、今までは管制シミュレーションを行う

時の管制間隔は全ての航空機で共通であった。実際は航空

機によって搭載機器が異なる（RNP4、RNP10 など）ため、

個別属性設定により、現実に即したシミュレーションが可

能となる。 

 (3)は、現在国際的に検討中の、高度変更時のみに管制

間隔を短縮できる方式を管制シミュレーションでも模擬

するものである。具体的には、CDP（Climb and Descent 

Procedure）という ADS-C を用いた上昇降下方式や、ITP

（In-Trail Procedure）という ADS-B を用いた上昇降下方式

を検討する。これらの方式の実施には周辺機との位置関係

（距離や速度差）の把握が不可欠であり、この情報を把握

する機能を付加することで、CDP や ITP の有効性や課題

を検証できる。 

 

４．まとめ 

PACOTS 分布の季節的特徴を調べ、西行きトラック

が北側に位置する 56%の時は、UPR を導入したとき

に、NOPAC 空域での東西交通流の交錯が少ないこと

がわかった。  

また、速度による制限を加えた場合、隣接経路と消

費燃料の差が少ない場合は、低速機の経路を変更する

ことで全体的な効率が改善されることがわかった。  

平成 23 年度は，北部太平洋も含めた空域において，

UPR の効果や RNP4 機の割合による管制間隔短縮の

効果を検証する予定である。   

また、西行き PACOTS の UPR 化について、導入への課

題を検討する予定である。 
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1. はじめに 

航空機の安全運航を実現するため、航空機同士の間

隔・航空機と地上障害物の間隔の基準が策定されている。

航空交通流が高密度化し、地上障害物が高層化する中で、

効率運航を実現するためには安全性を損なわない範囲で

間隔基準の短縮が必要となる。しかし、効率性のみを考慮

した議論では間隔は短縮の一途を辿ることとなり、安全性

が損なわれる。したがって、安全性の観点から航空機同士

の間隔・航空機と地上障害物の間隔を研究することが必要

となる。 
また、その研究成果は国際民間航空機関 (ICAO, 

International Civil Aviation Organization)における基準策定

作業に寄与する可能性がある。 
 そのような国内外の要望に応えるため、本研究では、定

量的安全性評価手法の開発を行う。 

 

2. 研究の概要 

本研究にあたっては航空機同士及び航空機と地上障害

物の確率モデルを用いた定量的衝突危険度推定手法の確

立を目指す。それらを応用した狭隘な空域の有効利用の方

法の提言を行う。また、研究成果を ICAO などの国際標準

化団体に提供し、国際標準化作業に協力する。 

 

3. 研究の成果 

3.1. 航空機間の衝突危険度モデルの高度化と国際貢献 

電子航法研究所では 1960 年代に開発された衝突危険度

モデルを用いて、管制間隔の安全性評価を実施してきた。

このモデルは、洋上空域や短縮垂直間隔適用空域を飛行す

る巡航航空機の衝突危険度の推定には適しているが、ター

ミナル空域等の複雑な運航を行う空域には適用できない。 

2000 年代にターミナル空域等の複雑な運航を行う空域

にも適用可能な衝突危険度理論式が開発され、ターミナル

空域における衝突危険度推定も可能となってきた。 

 

第 17,18 回 SASP (Separation and Airspace Safety Panel)作

業部会全体会議に参加した。SASP では PANS-ATM を改定

する際は、ハザード分析だけでなく、典型的な運用環境に

おける衝突危険度推定も同時に行う。 

 

 

 

 

 

 

我々は PANS-OPS 等で用いられている質点運動モデル

と SASP で標準的に用いられている VOR機や RNP 機の航

法誤差モデルを仮定して、VOR 出発経路と RNP 経路（図

1）や VOR 出発経路とホールディングパターン（図 2）と

の適切な間隔について検討を加えた。これらは第 17 回

SASP 作業部会全体会議にて発表された。 

また、衝突危険度理論式は固定された航空機ペアに対す

る衝突危険度の計算方法を示しているが、定常的な交通流

における平均的な衝突危険度の推定方法については示し

ていない。平均的な衝突危険度推定方法を開発し、第 17

回 SASP 作業部会全体会議にて提案した。 

以上 2 つのシナリオを含むより広範なシナリオに対応

できるよう、汎用的な衝突危険度推定プログラムの試作品

の開発にも着手している。 

 

Blue: Nominal trajectory model for 
OR26

Red: Nominal trajectory model of 
PANS- OPS area construction
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Deviation caused from 
30 knots cross-wind
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図 1：シナリオ(OR26) 
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1,200 feet

TAS at 
4,000 feet

22.2° Fly-by 
turn

7.8° Fly-by 
turn

TAS at 3,000 feet 
during the flight

TAS at 
400 feet

TAS at 
400 feet

TAS at 
1,200 feet

30° turn

60° turn

 
図 1：シナリオ(OR26) 

 

ターミナル空域の定量的リスク評価モデルに関する研究【指定研究 A】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○藤田 雅人、森 亮太 

研究期間  平成 22 年度～平成 23 年度 

 

 

─ 21 ─



 

 

    

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

35

20 25 30 35 40 45 50 55 60

Route direction (NM)

pe
rp

en
di

cu
la

r d
ire

ct
io

n 
(N

M
)

Horizontal trajectory  
of holding aircraft 
with τ1=0 and τ2=6

Horizontal trajectory  
of holding aircraft 
with τ1=0 and τ2=0

Horizontal trajectory  
of holding aircraft 
with τ1=6 and τ2=−6

271R

VOR is located at (0,0).

Horizontal trajectory  
of VOR departing 
aircraft on 239R

Horizontal trajectory  
of VOR departing 
aircraft on 296R

 

図 2：シナリオ(OR27) 

 

衝突危険度推定に際しては、航法精度を初めとするいろ

いろな誤差は両側指数分布・正規分布ならびにそれらを足

し合わせたものとして表現されることが多い。2 つ以上の

誤差の和を考える場合（例えば、速度誤差と初期位置誤差

など）、畳み込み積分と呼ばれる積分値を計算する必要が

ある。 

一般に積分を計算する方法は、Gauss-Lagrange 法等の被

積分関数の値に適切な係数をかけ和をとるものと、積分の

解析解を用いる方法の 2 つがある。前者はあらゆる関数に

対して適用できるが、計算時間を要するため多くの積分時

間を要する。我々は、任意の数の両側指数分布と正規分布

の畳み込み積分を計算するための公式を導出し、第 18 回

SASP 作業部会全体会議にて提案した。同内容の論文を数

学専門誌に投稿したところ、残念ながら、既にこれらは既

知であることが判明した。 

 

3.2. 航空機と地上障害物の定量的危険度推定に関する研

究 

前節における SASP をはじめ、電子航法研究所では長年

ICAO への技術貢献を行ってきたが、さらにその範囲を拡

大し、航空機と地上障害物との間隔を設定する PANS-OPS

の改訂を行う IFPP(Instrument Flight Procedure Panel)への技

術貢献の検討をはじめた。今年度はその初期段階として、

PANS-OPS の理解および現状の調査を行った。2011 年 3

月には第 8 回 IFPP の本会議に航空局のアドバイザーとし

て参加した。今後は、より詳細な技術的な検討を行う、PBN

および CRM(衝突危険度モデル)の作業部会への参加を検

討している。 

 

3.3．洋上航空路の衝突危険度推定 

洋上航空路においては、安全性を考慮した上で、縦間隔

が短縮されてきたが、一般に安全度を計算する場合には、

危険を過小に評価しないように保守的に安全度を見積も

る。しかしながら、あまりに保守的であると、実際には安

全であるにも関わらず、安全でないという結論が下され、

結果として間隔短縮が進まないことになる。 

現在、洋上航空路の縦時間間隔は 15 分から 10 分に短縮

されてきており、安全性を担保する上でより正確に安全度

を評価する必要がある。そこで、縦時間間隔を導入してい

る航空機を対象として、フライトプラン上の対気速度とい

った情報を考慮することによって、より正確に安全度を計

算する手法の開発を行った。今年度は洋上南方経路を対象

として評価を行った結果、実際に設定された安全性を満た

していることがわかった。本手法は、他の空域にも同様に

適用することができるため、より正確な安全性の検証に利

用できると期待される。本内容は、論文誌に投稿し受理さ

れた[5]。 

 

掲載文献 

(1) Fujita, “Average collision risk for OR 26”, ICAO 

SASP-WG/WHL/17 WP/18, Montreal, Canada, May 2010 

(2) Fujita, “Average collision risk for OR 27”, ICAO 

SASP-WG/WHL/17 WP/19, Montreal, Canada, May 2010 

(3) Fujita, “Methodology for averaging collision risk”, ICAO 

SASP-WG/WHL/17 IP/5, Montreal, Canada, May 2010 

(4) Fujita, “Convolutions of Gaussian distributions and double 

exponential distributions”, ICAO SASP-WG/WHL/18 

IP/5, Brussels, Belgium, November 2010 

(5) Mori, “Safety Assessment for Reduced Time-based 

Separation Minima on Oceanic Routes,” Journal of 

Mechanical Systems for Transportation and Logistics, The 

Japan Society of Mechanical Engineers, (in press). 

 

 

  トラジェクトリモデルに関する研究【重点研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○福田 豊、瀬之口 敦、白川 昌之、伊藤 恵理、Claus Gwiggner、 

井上 諭 

研究期間  平成 21 年度～平成 24 年度 

 

１．はじめに 

航空機運航の効率化および容量拡大のため、国際民間航

空機関（ICAO：International Civil Aviation Organization）で

は 2003 年に第 11 回航空会議で、時間管理を含めた航法、

管制を将来的な共通のビジョンとして実現していくこと

を勧告した。これを受けて、運用概念文書や世界的航法計

画などの ICAO 公式文書が作成された。また、米国や欧州

では NextGen や SESAR などこのコンセプトを実現するプ

ロジェクトが組まれている。このような世界的動向をふま

え、我が国でもこれに関連する調査や研究を進めていく必

要がある。 

今後の航空交通管理においては、航空機のトラジェクト

リ（軌道）計画を事前管理し、精密なトラジェクトリ予測

に支援され管制運用する運用コンセプトが有効と考えら

れている。本研究では、実飛行データ等の解析によるトラ

ジェクトリの推定およびモデル化技術を開発する。また、

トラジェクトリを管理するためのデータ活用技術を開発

する。 

 

２．研究の概要 

本研究は 4 ヵ年計画であり、平成 22 年度は第 2 年次で

ある。平成 22 年度の研究の目的は、航空機のトラジェク

トリを生成するトラジェクトリ予測モデルを開発し、評価

することである。 

平成 22 年度は、主に下記のことを行った。 

・トラジェクトリモデルの開発 

・トラジェクトリモデル評価システム（予測部）の製 

 作 

・トラジェクトリモデルの評価 

 

３．研究成果 

3.1 トラジェクトリモデルの開発 

航空機の飛行性能データ、気象予報データ等を使用して、

航空機の 4 次元トラジェクトリ（緯度、経度、高度、時刻）

を生成するモデルを開発した。通過時刻の予測には、対地

速度の推定が重要である。対地速度は真対気速度と高層風

のベクトル和となる。航空機の運動計算と真対気速度の算

出には、ユーロコントロールの BADA（the Base of Aircraft 

Data）を使用する。高層風は、気象庁の数値予報モデルを

使用する。BADA は、航空機を質点としたエネルギー保存

則に基づき、航空機に作用する力（推力と抗力）の仕事率

が、機体の運動エネルギーと位置エネルギーの増加率と等

しくなるモデルである。ここで、運動エネルギーは速度、

位置エネルギーは高度に対応する。上昇、降下中はエネル

ギー保存則により、上昇率と降下率が算出できる。 

予測モデルから算出した予測値と実測値の対地速度誤

差を各要因に分割して比較することにより、トラジェクト

リ予測に関する要因の影響度を解析した(1)-(3)。また、実測

値における推力、抗力、速度、高度から算出したエネルギ

ーと仕事率の関係がよく一致することがわかった(4)。 

 

3.2 トラジェクトリモデル評価システム（予測部）の製

作 

トラジェクトリモデル評価システムは、航空機の 4 次元

トラジェクトリを生成する手法をアルゴリズム化し、計算

機システムとして構築して、予測性能等を評価するもので

ある。平成 22 年度は、トラジェクトリを生成する機能を

製作した。航法データベース、航空機の飛行性能データ、

運航モデル、気象予報データを使用し、運動計算モデルに

基づき、4 次元軌道を生成する。航法データベースには、

ARINC424 形式のデータを使用する。飛行性能データは、

フライトエンベロープ、コンフィグレーションなどである。

運航モデルは、飛行経路、飛行高度、飛行速度、機体重量

などのフライト固有のデータである。気象予報データは、

気象庁の数値予報データであり、地球上の 3 次元の格子点

の風向、風速、気温の予測値である。予測モデルで算出し

たトラジェクトリのパラメータは、実測値と比較すること

ができる。また、トラジェクトリを動画で気象状況などと

重畳して表示する機能により、予測誤差要因の解析ができ

る。図 1 にトラジェクトリモデル評価システムの表示例を

示す。タイムライン表示は、4 次元トラジェクトリの時間

情報を表示する。航空機がウェイポイントを通過する予測

時刻とそれに基づいて管制間隔を確保できる時刻を時間

軸上に表示する。 
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図 2：シナリオ(OR27) 

 

衝突危険度推定に際しては、航法精度を初めとするいろ

いろな誤差は両側指数分布・正規分布ならびにそれらを足

し合わせたものとして表現されることが多い。2 つ以上の

誤差の和を考える場合（例えば、速度誤差と初期位置誤差

など）、畳み込み積分と呼ばれる積分値を計算する必要が

ある。 

一般に積分を計算する方法は、Gauss-Lagrange 法等の被

積分関数の値に適切な係数をかけ和をとるものと、積分の

解析解を用いる方法の 2 つがある。前者はあらゆる関数に

対して適用できるが、計算時間を要するため多くの積分時

間を要する。我々は、任意の数の両側指数分布と正規分布

の畳み込み積分を計算するための公式を導出し、第 18 回

SASP 作業部会全体会議にて提案した。同内容の論文を数

学専門誌に投稿したところ、残念ながら、既にこれらは既

知であることが判明した。 

 

3.2. 航空機と地上障害物の定量的危険度推定に関する研

究 

前節における SASP をはじめ、電子航法研究所では長年

ICAO への技術貢献を行ってきたが、さらにその範囲を拡

大し、航空機と地上障害物との間隔を設定する PANS-OPS

の改訂を行う IFPP(Instrument Flight Procedure Panel)への技

術貢献の検討をはじめた。今年度はその初期段階として、

PANS-OPS の理解および現状の調査を行った。2011 年 3

月には第 8 回 IFPP の本会議に航空局のアドバイザーとし

て参加した。今後は、より詳細な技術的な検討を行う、PBN

および CRM(衝突危険度モデル)の作業部会への参加を検

討している。 

 

3.3．洋上航空路の衝突危険度推定 

洋上航空路においては、安全性を考慮した上で、縦間隔

が短縮されてきたが、一般に安全度を計算する場合には、

危険を過小に評価しないように保守的に安全度を見積も

る。しかしながら、あまりに保守的であると、実際には安

全であるにも関わらず、安全でないという結論が下され、

結果として間隔短縮が進まないことになる。 

現在、洋上航空路の縦時間間隔は 15 分から 10 分に短縮

されてきており、安全性を担保する上でより正確に安全度

を評価する必要がある。そこで、縦時間間隔を導入してい

る航空機を対象として、フライトプラン上の対気速度とい

った情報を考慮することによって、より正確に安全度を計

算する手法の開発を行った。今年度は洋上南方経路を対象

として評価を行った結果、実際に設定された安全性を満た

していることがわかった。本手法は、他の空域にも同様に

適用することができるため、より正確な安全性の検証に利

用できると期待される。本内容は、論文誌に投稿し受理さ

れた[5]。 

 

掲載文献 

(1) Fujita, “Average collision risk for OR 26”, ICAO 

SASP-WG/WHL/17 WP/18, Montreal, Canada, May 2010 

(2) Fujita, “Average collision risk for OR 27”, ICAO 

SASP-WG/WHL/17 WP/19, Montreal, Canada, May 2010 

(3) Fujita, “Methodology for averaging collision risk”, ICAO 

SASP-WG/WHL/17 IP/5, Montreal, Canada, May 2010 

(4) Fujita, “Convolutions of Gaussian distributions and double 

exponential distributions”, ICAO SASP-WG/WHL/18 

IP/5, Brussels, Belgium, November 2010 

(5) Mori, “Safety Assessment for Reduced Time-based 

Separation Minima on Oceanic Routes,” Journal of 

Mechanical Systems for Transportation and Logistics, The 

Japan Society of Mechanical Engineers, (in press). 

 

 

  トラジェクトリモデルに関する研究【重点研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○福田 豊、瀬之口 敦、白川 昌之、伊藤 恵理、Claus Gwiggner、 

井上 諭 

研究期間  平成 21 年度～平成 24 年度 

 

１．はじめに 

航空機運航の効率化および容量拡大のため、国際民間航

空機関（ICAO：International Civil Aviation Organization）で

は 2003 年に第 11 回航空会議で、時間管理を含めた航法、

管制を将来的な共通のビジョンとして実現していくこと

を勧告した。これを受けて、運用概念文書や世界的航法計

画などの ICAO 公式文書が作成された。また、米国や欧州

では NextGen や SESAR などこのコンセプトを実現するプ

ロジェクトが組まれている。このような世界的動向をふま

え、我が国でもこれに関連する調査や研究を進めていく必

要がある。 

今後の航空交通管理においては、航空機のトラジェクト

リ（軌道）計画を事前管理し、精密なトラジェクトリ予測

に支援され管制運用する運用コンセプトが有効と考えら

れている。本研究では、実飛行データ等の解析によるトラ

ジェクトリの推定およびモデル化技術を開発する。また、

トラジェクトリを管理するためのデータ活用技術を開発

する。 

 

２．研究の概要 

本研究は 4 ヵ年計画であり、平成 22 年度は第 2 年次で

ある。平成 22 年度の研究の目的は、航空機のトラジェク

トリを生成するトラジェクトリ予測モデルを開発し、評価

することである。 

平成 22 年度は、主に下記のことを行った。 

・トラジェクトリモデルの開発 

・トラジェクトリモデル評価システム（予測部）の製 

 作 

・トラジェクトリモデルの評価 

 

３．研究成果 

3.1 トラジェクトリモデルの開発 

航空機の飛行性能データ、気象予報データ等を使用して、

航空機の 4 次元トラジェクトリ（緯度、経度、高度、時刻）

を生成するモデルを開発した。通過時刻の予測には、対地

速度の推定が重要である。対地速度は真対気速度と高層風

のベクトル和となる。航空機の運動計算と真対気速度の算

出には、ユーロコントロールの BADA（the Base of Aircraft 

Data）を使用する。高層風は、気象庁の数値予報モデルを

使用する。BADA は、航空機を質点としたエネルギー保存

則に基づき、航空機に作用する力（推力と抗力）の仕事率

が、機体の運動エネルギーと位置エネルギーの増加率と等

しくなるモデルである。ここで、運動エネルギーは速度、

位置エネルギーは高度に対応する。上昇、降下中はエネル

ギー保存則により、上昇率と降下率が算出できる。 

予測モデルから算出した予測値と実測値の対地速度誤

差を各要因に分割して比較することにより、トラジェクト

リ予測に関する要因の影響度を解析した(1)-(3)。また、実測

値における推力、抗力、速度、高度から算出したエネルギ

ーと仕事率の関係がよく一致することがわかった(4)。 

 

3.2 トラジェクトリモデル評価システム（予測部）の製

作 

トラジェクトリモデル評価システムは、航空機の 4 次元

トラジェクトリを生成する手法をアルゴリズム化し、計算

機システムとして構築して、予測性能等を評価するもので

ある。平成 22 年度は、トラジェクトリを生成する機能を

製作した。航法データベース、航空機の飛行性能データ、

運航モデル、気象予報データを使用し、運動計算モデルに

基づき、4 次元軌道を生成する。航法データベースには、

ARINC424 形式のデータを使用する。飛行性能データは、

フライトエンベロープ、コンフィグレーションなどである。

運航モデルは、飛行経路、飛行高度、飛行速度、機体重量

などのフライト固有のデータである。気象予報データは、

気象庁の数値予報データであり、地球上の 3 次元の格子点

の風向、風速、気温の予測値である。予測モデルで算出し

たトラジェクトリのパラメータは、実測値と比較すること

ができる。また、トラジェクトリを動画で気象状況などと

重畳して表示する機能により、予測誤差要因の解析ができ

る。図 1 にトラジェクトリモデル評価システムの表示例を

示す。タイムライン表示は、4 次元トラジェクトリの時間

情報を表示する。航空機がウェイポイントを通過する予測

時刻とそれに基づいて管制間隔を確保できる時刻を時間

軸上に表示する。 
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3.3 トラジェクトリモデルの評価 

航空機で測定された機上データ、航空管制用レーダデー

タを使用して、生成されたトラジェクトリを評価した。ま

た、トラジェクトリ管理の運用手法を検討した。 

予測モデルから算出した予測値と機上で測定した測定

値は全体的によく一致した。対地速度の予測値と測定値の

誤差が大きいサンプルについて調べたところ、測定値のマ

ッハ数と指示対気速度が航空機の運航モデルの標準速度

と異なる場合と気象の測定値が気象予報と部分的に異な

る場合があった。このうち、速度データの差異の要因が多

く見られた。また、トラジェクトリ評価システムでは、出

発経路や到着経路の旋回時の水平位置差、降下区間での降

下開始点の位置差など課題があることがわかった。これら

は、今後の機能向上で改善する予定である。 

トラジェクトリ管理の運用手法の検討では、諸外国の文

献調査をして、我が国の運航を想定した運用シナリオを作

成した。本シナリオおよびトラジェクトリ予測技術の検討

結果は、国土交通省の将来の航空交通システムに関する長

期ビジョン（ＣＡＲＡＴＳ）のロードマップ及び個表の検

討作業に活用された。 

 

４．考察等 

トラジェクトリ評価ツールの予測部の製作により、4 次

元トラジェクトリを生成することができる。実運航のトラ

ジェクトリとの比較により、実際の航空機の速度が BADA

の標準速度と異なることによる時間誤差の影響が大きい

ことがわかった。そこで、トラジェクトリ予測では、飛行

中の航空機の速度を予測モデルに反映することにより、予

測精度を向上する手法を検討する。また、上昇降下区間で

は、旋回時の水平位置差、降下開始点の位置差の補正が今

後の課題である。 

今後は、今年度に開発したトラジェクトリ予測機能に加

えて、複数の航空機のトラジェクトリ間に安全間隔を確保

するようにトラジェクトリを変更する技術を開発する。航

空機のトラジェクトリ生成や変更のため、運航者が希望す

るトラジェクトリの記述方法、トラジェクトリに与える制

約条件の記述方法を開発する必要がある。また、トラジェ

クトリの制約条件を満足しながら、運航の効率性をあまり

低下させることなくトラジェクトリを変更する手法を開

発する必要がある。これらについては、次年度のトラジェ

クトリ調整手法の中で検討する。 
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RNAV 経路における総合的安全性評価手法の研究 【重点研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○天井 治、藤田 雅人、森 亮太、住谷 美登里 

研究期間  平成 21 年度～平成 22 年度 

 

1. はじめに 

航空局は飛行経路の短縮及び柔軟な設定を可能とする

RNAV（Area Navigation）/RNP（Required Navigation 
Performance）の段階的な展開を計画している。なお、

ICAO （International Civil Aviation Organization：国

際民間航空機関）の規定では、新たな方式等を導入する際

の事前評価及び導入後の継続的な安全性評価の実施を各

国に義務づけている。従って、RNAV/RNP に係る安全性

評価手法を確立し、我が国における空域の安全性を一定水

準以上に維持した上で展開を図る必要がある。しかしなが

ら、現在、各国独自で試行・評価運用実績等を基に評価を

実施しているのが現状である。今後、我が国において

RNAV/RNP の展開を計画的に、かつ円滑に行うためには、

ICAO への規程変更に係る提言も含め、RNAV/RNP の事

前及び事後の安全性評価手法を確立する必要がある。 
RNAV（空域をより有効に利用できる航法）導入後並び

にRNPの導入前及び導入後の安全性評価を定量的に実施

するためには、衝突危険度モデルに基づく安全性評価手法

を確立しておく必要がある。また、本格的な定量的安全性

評価を実施するためには、準備的な定性的安全性評価も必

要となる。具体的には、以下の①、②に係る評価手法の確

立を目指し、RNP を含む高度な RNAV 運航導入のための

導入前定性的安全性手法に関する調査も合わせて行う。 
① 航空路における RNAV5 の導入後の継続的な定量的安

全性評価 
② ターミナル空域における RNAV1 の導入後の継続的な

定量的安全性評価 
 

2. 研究の概要 

2.1 研究の目標 

本研究は、航空機が飛行可能な空域を有効利用し空域の

容量を拡大するために必要な RNAV の導入を支援するた

めのものであり、以下のことを行う。 
(1) RNAV 経路導入後定量的安全性評価の基礎的技術資料

の提供 

(2) RNP 出発・進入方式導入前の定性的安全性評価手法の

基礎的研究基盤を構築 

(3) ICAO の関連パネル等への技術的資料の提供 

 

2.2 本年度の研究 

 本年度は下記の実施を計画した。 

① ターミナル RNAV1 経路の導入後の定量的安全性評価

手法の調査・研究・当該手法の適用 

② レーダデータ等の収集・解析 

③ RNAV5 経路／ターミナル RNAV1 経路の継続的安全

性評価実施方法の開発 

④ 高度な RNAV 導入のための導入前安全性評価手法に関

する調査 

 

 ①について。衝突危険度モデルに基づく定量的安全性評

価を実施するためには、横方向での衝突を考える場合に衝

突危険度モデルで最も重要なパラメータとなる横方向重

畳確率を推定する必要がある。そのためには、航空機が航

空路の中心線上をどれだけの精度で飛行しているかを表

す横方向経路逸脱量の分布の推定が必要となる。一方、安

全の確保のためや経済効率の観点から、管制官が意図的に

航空機を航空路から逸脱させて飛行（レーダ誘導）させる

ことがある。横方向経路逸脱量の分布の推定に当たっては、

レーダ誘導が行われた航空機を対象に含めるのは航法精

度を実際より悪く見積もってしまうため好ましくない。 
平成 21 年度に RNAV5 経路における安全性の事後評価

手法の検討のために、RNAV5 経路の運航状況を飛行計画

情報とレーダデータにより調査し、交通量が多いがレーダ

誘導によると思われる逸脱の少ない経路および経路セグ

メント（2 つのウェイポイントで構成される線分）を選定

した。現在の日本の航空路監視レーダ（Air Route 
Surveillance Radar：ARSR）網では一つのエリアを 2～3
の異なるレーダによりカバーしている。このため選定され

た経路を確認できるレーダのうち、一番精度が良さそうな

レーダを選定した。その結果、Y28 の KOMAK（小牧）

-CUE（大津）間を三国山レーダで確認するのが好ましい

という結果を得ている。 
上記選定経路の 2008 年 10 月～2009 年 7 月までの間の

8 ヶ月分の運航票を調査した。予めレーダデータを解析し、

レーダ誘導されたと思われる飛行便を抽出した。その情報

に基づいてレーダ誘導の有無を運航票により調査した。 

また、ターミナル空域の RNAV1 経路の導入後の定量的

安全性評価手法の確立のために、平成 21 年度に引き続き、

鹿児島空港および高松空港の RNAV 到着経路をレーダ誘

導なしで RNAV 運航した飛行便を調べるために、運航票

の調査を行った。 
②について。RNAV5 に絡む航空路のデータや飛行計画

情報、そしてターミナル RNAV1 経路に絡む鹿児島および

高松空港のレーダデータを関係する管制部等の協力を得

て収集、整理、解析した。 
③について。平成 21 年度までに作成したプログラムの

動作確認等を行った。 
 ④について。 FOSA （ Flight Operational Safety 
Assessment）に関連文献の調査および FAA（米国航空局）

に よ る SAAAR （ Special Aircraft and Aircrew 
Authorization Required）の手引書の全訳を作成した。 
レーダ監視の行われていない空域等では、航空機の航跡

を調べる事ができない。このため、考えられる手法として

は、ブレーンストーミング形式によるハザード同定や定性

的安全性評価があるが、ブレーンストーミング形式の議論

では時間的、経済的理由により議論の開催が困難となる可

能性がある。そこで、インターネットを利用したハザード

のリスク評価システムを考案、検討し、構築した。平成

21 年度から始めて、今年度、完成させた。 
 

3. 研究成果 

前述の運航票の調査を効率良く行うため、交通量が多い

経路で、尚且つレーダ誘導が少ない経路を平成 21 年度に

選定した。運航票の調査は東京航空交通管制部で行うため、

当該管制部の管轄空域における関東と関西を結ぶ Y28 経

路の KOMAK-CUE 間が好ましいという結果を得た。 
その選定に基づいて、2008 年 10 月から 2009 年 7 月ま

での間の 8 ヶ月分（2009 年 2 月はレーダデータなしのた

め除いた）の運航票を調査した。当該経路は一日に 100
便程が飛行している経路である。比較的レーダ誘導の少な

い経路を選定したが、それでも多い日は 6 割以上のレーダ

誘導と思われる逸脱があり、このような日は効率が悪いた

め調査対象から外した。平均して 3 割弱のレーダ誘導が観

測された。 
レーダ誘導の記述のある飛行便を調査対象から外して、

横方向経路逸脱量の分布を推定し、95%含有率を計算した。

RNAV5 では、全飛行時間の 95%を 5NM 以内で飛行でき

る能力が要求される。実際にその基準を満たしていること

が確認できた。実際には 95%含有率は±0.2 NM 以内であ

ることが分かった。1990 年代の日本での独自基準に基づ

く RNAV4（J-RNAV ルート）経路の導入時に調査した時

は RNAV1 相当の精度だったので、単純比較では当時の 5
分の 1 程であり精度としては 5 倍程良くなっている。 
ターミナル RNAV1 経路での航空機の横方向の精度を

調べるため、鹿児島空港でもレーダデータの収集と運航票

の調査を行い、同様の解析を行った。その結果、RNAV1
導入前の試験運用時に調査した時と比べて、精度が良くな

っていることが分かった。 
 

 

図 1 箱ひげ図による 95%含有率等の表示例。上下の横棒

が 95%含有率を、長方形が 50%含有率を、正方形

が中央値を表す。上の図は経路の中心が 0 で北側を

正にとってある。下の図は高度（単位はフライトレ

ベル）を示している。 

 

 
 図 2 選定したRNAV5経路のCUEから東 30NMの地点

における横方向経路逸脱量の分布（単位は海里）。

衝突リスクの計算には 95%含有率ではなく、こち

らの分布が必要。2.8NM にある逸脱等は、運航票

へのレーダ誘導の記入漏れの可能性もあるが対象

に加えた。 

 

4. まとめ 

 本年度の研究の概要を示した。本研究は航空局の RNAV
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2.1 研究の目標 

本研究は、航空機が飛行可能な空域を有効利用し空域の

容量を拡大するために必要な RNAV の導入を支援するた

めのものであり、以下のことを行う。 
(1) RNAV 経路導入後定量的安全性評価の基礎的技術資料

の提供 

(2) RNP 出発・進入方式導入前の定性的安全性評価手法の

基礎的研究基盤を構築 

(3) ICAO の関連パネル等への技術的資料の提供 

 

2.2 本年度の研究 

 本年度は下記の実施を計画した。 

① ターミナル RNAV1 経路の導入後の定量的安全性評価

手法の調査・研究・当該手法の適用 

② レーダデータ等の収集・解析 

③ RNAV5 経路／ターミナル RNAV1 経路の継続的安全

性評価実施方法の開発 

④ 高度な RNAV 導入のための導入前安全性評価手法に関

する調査 

 

 ①について。衝突危険度モデルに基づく定量的安全性評

価を実施するためには、横方向での衝突を考える場合に衝

突危険度モデルで最も重要なパラメータとなる横方向重

畳確率を推定する必要がある。そのためには、航空機が航

空路の中心線上をどれだけの精度で飛行しているかを表

す横方向経路逸脱量の分布の推定が必要となる。一方、安

全の確保のためや経済効率の観点から、管制官が意図的に

航空機を航空路から逸脱させて飛行（レーダ誘導）させる

ことがある。横方向経路逸脱量の分布の推定に当たっては、

レーダ誘導が行われた航空機を対象に含めるのは航法精

度を実際より悪く見積もってしまうため好ましくない。 
平成 21 年度に RNAV5 経路における安全性の事後評価

手法の検討のために、RNAV5 経路の運航状況を飛行計画

情報とレーダデータにより調査し、交通量が多いがレーダ

誘導によると思われる逸脱の少ない経路および経路セグ

メント（2 つのウェイポイントで構成される線分）を選定

した。現在の日本の航空路監視レーダ（Air Route 
Surveillance Radar：ARSR）網では一つのエリアを 2～3
の異なるレーダによりカバーしている。このため選定され

た経路を確認できるレーダのうち、一番精度が良さそうな

レーダを選定した。その結果、Y28 の KOMAK（小牧）

-CUE（大津）間を三国山レーダで確認するのが好ましい

という結果を得ている。 
上記選定経路の 2008 年 10 月～2009 年 7 月までの間の

8 ヶ月分の運航票を調査した。予めレーダデータを解析し、

レーダ誘導されたと思われる飛行便を抽出した。その情報

に基づいてレーダ誘導の有無を運航票により調査した。 

また、ターミナル空域の RNAV1 経路の導入後の定量的

安全性評価手法の確立のために、平成 21 年度に引き続き、

鹿児島空港および高松空港の RNAV 到着経路をレーダ誘

導なしで RNAV 運航した飛行便を調べるために、運航票

の調査を行った。 
②について。RNAV5 に絡む航空路のデータや飛行計画

情報、そしてターミナル RNAV1 経路に絡む鹿児島および

高松空港のレーダデータを関係する管制部等の協力を得

て収集、整理、解析した。 
③について。平成 21 年度までに作成したプログラムの

動作確認等を行った。 
 ④について。 FOSA （ Flight Operational Safety 
Assessment）に関連文献の調査および FAA（米国航空局）

に よ る SAAAR （ Special Aircraft and Aircrew 
Authorization Required）の手引書の全訳を作成した。 
レーダ監視の行われていない空域等では、航空機の航跡

を調べる事ができない。このため、考えられる手法として

は、ブレーンストーミング形式によるハザード同定や定性

的安全性評価があるが、ブレーンストーミング形式の議論

では時間的、経済的理由により議論の開催が困難となる可

能性がある。そこで、インターネットを利用したハザード

のリスク評価システムを考案、検討し、構築した。平成

21 年度から始めて、今年度、完成させた。 
 

3. 研究成果 

前述の運航票の調査を効率良く行うため、交通量が多い

経路で、尚且つレーダ誘導が少ない経路を平成 21 年度に

選定した。運航票の調査は東京航空交通管制部で行うため、

当該管制部の管轄空域における関東と関西を結ぶ Y28 経

路の KOMAK-CUE 間が好ましいという結果を得た。 
その選定に基づいて、2008 年 10 月から 2009 年 7 月ま

での間の 8 ヶ月分（2009 年 2 月はレーダデータなしのた

め除いた）の運航票を調査した。当該経路は一日に 100
便程が飛行している経路である。比較的レーダ誘導の少な

い経路を選定したが、それでも多い日は 6 割以上のレーダ

誘導と思われる逸脱があり、このような日は効率が悪いた

め調査対象から外した。平均して 3 割弱のレーダ誘導が観

測された。 
レーダ誘導の記述のある飛行便を調査対象から外して、

横方向経路逸脱量の分布を推定し、95%含有率を計算した。

RNAV5 では、全飛行時間の 95%を 5NM 以内で飛行でき

る能力が要求される。実際にその基準を満たしていること

が確認できた。実際には 95%含有率は±0.2 NM 以内であ

ることが分かった。1990 年代の日本での独自基準に基づ

く RNAV4（J-RNAV ルート）経路の導入時に調査した時

は RNAV1 相当の精度だったので、単純比較では当時の 5
分の 1 程であり精度としては 5 倍程良くなっている。 
ターミナル RNAV1 経路での航空機の横方向の精度を

調べるため、鹿児島空港でもレーダデータの収集と運航票

の調査を行い、同様の解析を行った。その結果、RNAV1
導入前の試験運用時に調査した時と比べて、精度が良くな

っていることが分かった。 
 

 

図 1 箱ひげ図による 95%含有率等の表示例。上下の横棒

が 95%含有率を、長方形が 50%含有率を、正方形

が中央値を表す。上の図は経路の中心が 0 で北側を

正にとってある。下の図は高度（単位はフライトレ

ベル）を示している。 

 

 
 図 2 選定したRNAV5経路のCUEから東 30NMの地点

における横方向経路逸脱量の分布（単位は海里）。

衝突リスクの計算には 95%含有率ではなく、こち

らの分布が必要。2.8NM にある逸脱等は、運航票

へのレーダ誘導の記入漏れの可能性もあるが対象

に加えた。 

 

4. まとめ 

 本年度の研究の概要を示した。本研究は航空局の RNAV

─ 27 ─



経路導入計画を支援する目的で行われている。 

RNAV5 経路およびターミナル RNAV1 経路の導入後の

定量的安全性評価のためには、航空機の横方向の航法精度

を推定する必要があり、レーダデータ等の解析および運航

票の調査が必須となる。RNAV5 経路に関しては、平成 21

年度に選定した経路において、2 万便以上の運航票を調査

してレーダ誘導の有無を調べ、その結果を反映させた横方

向経路逸脱量の分布を推定した。その結果、日本での

RNAV 経路導入時（1990 年代）の調査時と比べて 5 倍程

精度が良くなっていることが分かった。 

また、鹿児島空港のターミナル RNAV1 経路の調査では、

RNAV1 経路導入前の試験運用時よりも精度が良くなって

いた。 

インターネットを利用したハザードのリスク評価シス

テムについては、有効利用できていない状態なので、実際

に使用して効果および改良点を評価する必要がある。 
今回の解析結果を活用し、今後の RNAV の展開におい

て安全で効率的な航空機の運航に役立てればと思う。 

 

掲載文献 
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の提案”、日本航海学会論文集、第 124 号、2011 年 3

月 

(4) Mori：“Safety Assessment for Reduced Time-based 

Separation Minima on Oceanic Routes.”, Journal of 

Mechanical Systems for Transportation and Logistics, 

Vol.4, No.1, 2011 

ターミナル空域の評価手法に関する研究【重点研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○木村 章、福田 豊、蔭山康太、宮津義廣 

研究期間  平成 20 年度～平成 23 年度 

 

1. はじめに 

羽田空港再拡張等に伴い、空港周辺空域では航空交通量

の増大による高密度化、複雑化が予想される。また、航空

交通システムは容量増大のみならず運航効率向上など社

会及び航空関係者の多様な期待に応えることが求められ

ている。 

一方、航空交通システムの運用の根幹である空域・経路･

管制方式等の検討及び設定は、極めて専門的な運用知識や

経験則等に基づいて進められているが、その過程において

データに基づく客観的評価や関係者による具体的な（ある

いは数値的な）改善目標の共有を一層図ることが有効であ

る。特に大都市圏周辺の空域は空港整備に伴う交通の集

中・輻輳が予想され、その最適化に向けた評価手法の充実

が望まれることから、高密度化、複雑化が予想される空港

周辺空域の運用改善に資する客観的評価手法に関する本

研究を行っている。 

 

2. 研究の概要 

本研究では航空機の上昇及び降下飛行が輻輳する空域

を最適化するための総合的な評価手法及び当該空域の設

計用評価ツールを開発する。 

平成 22 年度は、平成 21 年度に引き続き実運用におけ

る羽田到着機の到着フェーズ滞留時間の測定を行った。ま

た、バーチャル地球儀ソフトウェア上に 3 次元でトラジェ

クトリ（軌道）を表現する手法を用いて、羽田空港 D 滑

走路供用開始後に予定される新出発到着飛行方式の描画

モデルを作成した。そして評価ツールでは、運航モジュー

ル、表示機能、パス編集機能を向上させた。 

 

3. 研究成果 

3.1 実運用における羽田到着機の滞留時間評価 

一般に、巡航高度の離脱から進入許可が発出されるまで

の到着フェーズで飛行延伸が発生する。この飛行延伸は、

空域容量と管制効率を考慮した管制方式及び滑走路容量

に基づく進入順序・間隔付けにより発生し、その結果は運

航効率に影響するから、その評価が飛行空域の性能を表わ

すと考えることができる。そこで到着フェーズでの飛行延

伸による遅延を滞留時間と定義し、平成 21 年の羽田空港

到着機データを対象にこれを測定した。 

測定方法は平成 21 年度に行った手法と同様である。巡

航高度からの離脱開始点付近から発生するレーダ誘導を

包含できるよう、各航空機が空港標点から半径 150nm の

円内に入域した地点から滑走路進入端直近の着陸判定点

までを測定範囲とし、その間の飛行距離・飛行時間を測定

した。測定データは平成 21 年 2/4/6/8/10/12 月の 35 日分の

羽田到着機 RDP（Radar Data Processing）システムデータ

を用い、飛行経路の判定に FDPS（Flight Data Processing 

System）データを使用した。 

各航空機のトラジェクトリはターミナル管制所への管

制移管点を境界としてエンルート部分とターミナル部分

とに分類した。また、公示されている経路を計画（想定）

経路とし、実測値の中でエンルート経路パターンに合致又

は近似しない飛行は算出対象外とした。同一経路の同一距

離であっても実際の飛行時間は、航空機型式、巡航高度、

さらに年間を通じては季節風の影響を受け到着機毎に異

なる。ここでは、経路パターン別の平均所要時間から経路

パターンの標準飛行距離の所要時間を算出し当該計画（想

定）経路の標準飛行時間とした。 

計画（想定）経路パターンとその距離・標準時間を表 1

に、測定された実際の飛行距離・時間の統計結果を表 2

に示す。 

航空機毎の飛行時間の実測値と計画（想定）経路の標準

時間の差から滞留時間を算出した。滞留時間値による機数

の割合を図 1,2 に示す。図 1 は平成 21 年データの統計結

果、図 2 が昨年度算出した平成 20 年データの統計結果で

ある。図 1、2 において「＜＝0:00」は計画経路より短縮

されたか滞留がなかったことを、「＜＝0:10」は 10 分以内

の滞留、「＜＝0:15」は 10 分を超え 15 分以内の滞留、「＜

＝0:20」は 15 分を超え 20 分以内の滞留、「＞0:20」は 20

分を超える滞留時間を示す。航空局航空交通管理センター

は羽田到着機の交通流管理を行う際、進入順序・間隔付け

のための許容滞留時間の標準値を 10 分としている（平成

22 年 9 月において）ため、概ね 10 分以下に抑えられてい

る。 
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経路導入計画を支援する目的で行われている。 

RNAV5 経路およびターミナル RNAV1 経路の導入後の

定量的安全性評価のためには、航空機の横方向の航法精度

を推定する必要があり、レーダデータ等の解析および運航

票の調査が必須となる。RNAV5 経路に関しては、平成 21

年度に選定した経路において、2 万便以上の運航票を調査

してレーダ誘導の有無を調べ、その結果を反映させた横方

向経路逸脱量の分布を推定した。その結果、日本での

RNAV 経路導入時（1990 年代）の調査時と比べて 5 倍程

精度が良くなっていることが分かった。 

また、鹿児島空港のターミナル RNAV1 経路の調査では、

RNAV1 経路導入前の試験運用時よりも精度が良くなって

いた。 

インターネットを利用したハザードのリスク評価シス

テムについては、有効利用できていない状態なので、実際

に使用して効果および改良点を評価する必要がある。 
今回の解析結果を活用し、今後の RNAV の展開におい

て安全で効率的な航空機の運航に役立てればと思う。 
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1. はじめに 

羽田空港再拡張等に伴い、空港周辺空域では航空交通量

の増大による高密度化、複雑化が予想される。また、航空

交通システムは容量増大のみならず運航効率向上など社

会及び航空関係者の多様な期待に応えることが求められ

ている。 

一方、航空交通システムの運用の根幹である空域・経路･

管制方式等の検討及び設定は、極めて専門的な運用知識や

経験則等に基づいて進められているが、その過程において

データに基づく客観的評価や関係者による具体的な（ある

いは数値的な）改善目標の共有を一層図ることが有効であ

る。特に大都市圏周辺の空域は空港整備に伴う交通の集

中・輻輳が予想され、その最適化に向けた評価手法の充実

が望まれることから、高密度化、複雑化が予想される空港

周辺空域の運用改善に資する客観的評価手法に関する本

研究を行っている。 

 

2. 研究の概要 

本研究では航空機の上昇及び降下飛行が輻輳する空域

を最適化するための総合的な評価手法及び当該空域の設

計用評価ツールを開発する。 

平成 22 年度は、平成 21 年度に引き続き実運用におけ

る羽田到着機の到着フェーズ滞留時間の測定を行った。ま

た、バーチャル地球儀ソフトウェア上に 3 次元でトラジェ

クトリ（軌道）を表現する手法を用いて、羽田空港 D 滑

走路供用開始後に予定される新出発到着飛行方式の描画

モデルを作成した。そして評価ツールでは、運航モジュー

ル、表示機能、パス編集機能を向上させた。 

 

3. 研究成果 

3.1 実運用における羽田到着機の滞留時間評価 

一般に、巡航高度の離脱から進入許可が発出されるまで

の到着フェーズで飛行延伸が発生する。この飛行延伸は、

空域容量と管制効率を考慮した管制方式及び滑走路容量

に基づく進入順序・間隔付けにより発生し、その結果は運

航効率に影響するから、その評価が飛行空域の性能を表わ

すと考えることができる。そこで到着フェーズでの飛行延

伸による遅延を滞留時間と定義し、平成 21 年の羽田空港

到着機データを対象にこれを測定した。 

測定方法は平成 21 年度に行った手法と同様である。巡

航高度からの離脱開始点付近から発生するレーダ誘導を

包含できるよう、各航空機が空港標点から半径 150nm の

円内に入域した地点から滑走路進入端直近の着陸判定点

までを測定範囲とし、その間の飛行距離・飛行時間を測定

した。測定データは平成 21 年 2/4/6/8/10/12 月の 35 日分の

羽田到着機 RDP（Radar Data Processing）システムデータ

を用い、飛行経路の判定に FDPS（Flight Data Processing 

System）データを使用した。 

各航空機のトラジェクトリはターミナル管制所への管

制移管点を境界としてエンルート部分とターミナル部分

とに分類した。また、公示されている経路を計画（想定）

経路とし、実測値の中でエンルート経路パターンに合致又

は近似しない飛行は算出対象外とした。同一経路の同一距

離であっても実際の飛行時間は、航空機型式、巡航高度、

さらに年間を通じては季節風の影響を受け到着機毎に異

なる。ここでは、経路パターン別の平均所要時間から経路

パターンの標準飛行距離の所要時間を算出し当該計画（想

定）経路の標準飛行時間とした。 

計画（想定）経路パターンとその距離・標準時間を表 1

に、測定された実際の飛行距離・時間の統計結果を表 2

に示す。 

航空機毎の飛行時間の実測値と計画（想定）経路の標準

時間の差から滞留時間を算出した。滞留時間値による機数

の割合を図 1,2 に示す。図 1 は平成 21 年データの統計結

果、図 2 が昨年度算出した平成 20 年データの統計結果で

ある。図 1、2 において「＜＝0:00」は計画経路より短縮

されたか滞留がなかったことを、「＜＝0:10」は 10 分以内

の滞留、「＜＝0:15」は 10 分を超え 15 分以内の滞留、「＜

＝0:20」は 15 分を超え 20 分以内の滞留、「＞0:20」は 20

分を超える滞留時間を示す。航空局航空交通管理センター

は羽田到着機の交通流管理を行う際、進入順序・間隔付け

のための許容滞留時間の標準値を 10 分としている（平成

22 年 9 月において）ため、概ね 10 分以下に抑えられてい

る。 
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エンルート空域の計画経路

移管点 公示標準経路 距離
標準
時間

TLE

V22 TLE
117 0:17

Y10 TLE

V32 GOC V22/Y10 TLE 120 0:17

GTC R211GOC V22/Y10 TLE 141 0:19

HISUI Y31 LAPIS R211 GOC Y10 TLE 172 0:22

SPENS

RJNK /// KCCV59 LHE V17 WESTN 175 0:22

G597 XAC V17/Y211 WESTN

133 0:16Y71 XAC V17/Y211 WESTN

V17 XAC V17 WESTN

Y291 SHTLE Y29 LHE V17 WESTN
138 0:17

Y29 LHE V17 WESTN

Y23 VIOLA Y21 XAC Y211 WESTN 135 0:16

Y21 XAC Y211 WESTN
117 0:14

A1 SAKIT W28 SPENS V17 WESTN

Y52 SAKAK Y521 XAC Y211 WESTN 113 0:13

PERRY
W28 SAKIT V18 OTAKI 113 0:13

Y573 NJC Y523 PERRY Y231 ORGAN V18 OTAKI 107 0:12

ターミナル空域の想定経路

移管点 着陸
滑走路

移管点から着陸までの想定経路（方式） 距離 標準
時間

TLE

RWY34 KOITO N. RNAV ARRIVAL+ILS34L 67 0:17

RWY16 JONAN N. RNAV ARRIVAL+VOR16L 54 0:14

RWY22 KASAI N. RNAV ARRIVAL+ILS22 54 0:15

SPENS

RWY34 Y211+KOITO S. NR1 RNAV ARRIVAL+ILS34L 59 0:13

RWY16 Y211+JONAN S. NR1 RNAV ARRIVAL+VOR16L 71 0:16

RWY22 Y211+KASAI S. NR1 RNAV ARRIVAL+ILS22 83 0:19

PERRY

RWY34 V18+KOITO S. NR2 RNAV ARRIVAL+ILS34L 89 0:20

RWY16 V18+JONAN S. NR2 RNAV ARRIVAL+VOR16L 95 0:21

RWY22 V18+KASAI S. NR2 RNAV ARRIVAL+ILS22 106 0:26

表 １：計画（想定）経路距離・標準時間

 

全データ
エンルート ターミナル

距離 時間 距離 時間

平均 129 0:16 72 0:17

最大 203 0:30 197 0:45

最小 99 0:10 36 0:09

標準偏差 14 0:02 18 0:03

個数 13591 13591 13591 13591 

移管点別
着陸滑走路別

RWY34 RWY16 RWY22

SPENS
エンルート ターミナル ターミナル ターミナル

距離 時間 距離 時間 距離 時間 距離 時間

平均 135 0:16 67 0:15 82 0:18 98 0:22

最大 202 0:30 140 0:33 174 0:42 186 0:45

最小 105 0:11 44 0:10 57 0:12 55 0:13

標準偏差 13 0:02 15 0:03 14 0:03 19 0:04

個数 9341 9341 5947 5947 2580 2580 814 814 

PERRY
エンルート ターミナル ターミナル ターミナル

距離 時間 距離 時間 距離 時間 距離 時間

平均 111 0:13 81 0:18 92 0:20 110 0:24

最大 203 0:26 159 0:40 120 0:27 197 0:45

最小 99 0:10 62 0:12 75 0:15 82 0:18

標準偏差 8 0:01 14 0:03 11 0:02 21 0:05

個数 881 881 516 516 259 259 106 106 

TLE
エンルート ターミナル ターミナル ターミナル

距離 時間 距離 時間 距離 時間 距離 時間

平均 119 0:17 65 0:16 58 0:15 62 0:17

最大 197 0:27 125 0:35 114 0:28 193 0:45

最小 114 0:13 41 0:09 40 0:09 36 0:10

標準偏差 8 0:01 9 0:02 9 0:02 21 0:05

個数 3369 3369 2055 2055 985 985 329 329 

表 2：測定された飛行距離・時間の統計結果

 

<= 0:00, 

39%

<= 0:10, 

57%
<= 0:15, 

2.88%

<= 0:20, 

0.44%

> 0:20, 

0.09%

10分超, 

4%

羽田到着機（H21年）の滞留時間

平均値 ：1分（1'29"）
標準偏差：4分（3'34"）

図 1：平成21年の滞留時間割合

 

<= 0:00, 

39%

<= 0:10, 

55%
<= 0:15, 

4.36%

<= 0:20, 

1.02%

> 0:20, 

0.42%

10分超, 

6%

羽田到着機（H20年）の滞留時間

平均値 ：2分（1'58"）
標準偏差：5分（4'39"）

図 2：平成20年の滞留時間割合

 
 

3.2 新運用方式の簡易な 3 次元表現 

幅広い関係者が利用できるメリットからパソコン上で

利用可能なバーチャル地球儀ソフトウェア Google Earth

上に空域と 3 次元トラジェクトリを表示する試みを平成

21 年度に行った。平成 22 年度はこの手法を用いて、平成

22 年 10 月の羽田 D 滑走路供用開始に伴う新運用方式（標

準計器出発方式、標準計器到着方式及び計器進入方式等）

のトラジェクトリモデルを運用開始に先立ち作成し、航空

局に提供することにより新運用方式に対する関係者の理

解の促進に貢献した（図 3）。 

Google Earth で展開できる以下の kml 形式ファイルを作

成した。3 次元トラジェクトリは簡易なフライトシミュレ

ータからデータを取得したので Google Earth のツアー機

能で連続視点移動を行う際にはバンク角が視点に反映さ

れる（図 4）。 

・D 滑走路及び接続誘導路のオーバーレイファイル 

・RWY34R/L、RWY22 及び RWY23 への標準計器到着方

式のオブジェクトファイル 

・RWY34R/L からの標準計器出発方式のオブジェクトファ

イル 

・RWY34R/L、RWY22 及び RWY23 への ILS 進入方式の

オブジェクトファイル 

・RWY34L、RWY22 及び RWY23 への経路指定視認進入

方式のオブジェクトファイル及ぶツアーファイル 

・経路指定視認進入方式における指定地上物標のオブジェ

クトファイル 

（RWY34R/L…北風運用時の C/A 滑走路 

 RWY22…南風運用時の B 滑走路 

 RWY23…南風運用時の D 滑走路） 

 

 

 

3.3 空域設計評価ツールの機能向上 
空域、経路などを設計・評価するための空域設計評価ツ

ールの運航モジュールを機能向上した（図 5）。空域設計

評価ツールは航空機の航跡データおよび仮想的な経路デ

ータ等から生成したトラジェクトリから、空域評価に関す

る解析値（滞留時間）を算出する。本年度は、経路データ

等に基づいて航空機のトラジェクトリを生成する運航モ

ジュールを機能向上した。運航モジュールは、出発経路、

到着経路、FIX などの航法データ、および、任意経路を描

くパスデータに沿って、航空機の飛行性能を考慮してトラ

ジェクトリを生成し、表示する。航法データに関しては、

重複定義へ対応、さまざまなパターンの経路への対応、パ

スターミネータの種類を追加した。また、任意経路を描画

するパスデータに関する機能の向上として、画面上のマウ

ス操作での編集の機能を向上した。さらに、航跡データと

表示機能については、リスト表示および立体的な可視化の

ため３次元表示機能を向上した。高度面表示は、緯度や経

度等を横軸にして、航空機の高度を表示する。３次元表示

は、上空から斜めに見下ろしたような鳥瞰図を表示する。

視認しやすくするための航跡の垂線、空域を表示するため

のポリゴン表示などを追加した。 

本評価ツールでは、空域評価のための解析値（滞留時間）

を算出し、それに影響する要因を探るために航空機の位置

関係を表示する。 

 

4. まとめ 

平成 22 年度は前年度に試行した手法の活用を主体的に

行った。航空機運航において遅延が発生しやすく時間予測

が不確実な到着フェーズでの飛行延伸による遅延を滞留

時間と定義し平成 21 年の羽田空港到着機データを対象に

滞留時間を計測し評価した。またチャート、レーダ表示等

では平面地図上に高度を数字で示す現状において、空域の

3 次元立体構造の理解向上を図る目的で、羽田空港の新運

用開始に合わせ Google Earth を利用した運用方式の視覚

化を行った。 

そして評価ツールでは、運航モジュール、表示機能、パ

ス編集機能を向上させた。今後、空域再編後の羽田到着機

の滞留時間を測定し、運用方式変更に伴う空域特性の変化

を検証する。これら検証から空域再編の効果及び航空交通

流管理新運用方式（CFDT 機能）における滞留時間目標値

を明らかにすることにより到着機処理における運航効率

改善を目指す。 
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エンルート空域の計画経路

移管点 公示標準経路 距離
標準
時間

TLE

V22 TLE
117 0:17

Y10 TLE

V32 GOC V22/Y10 TLE 120 0:17

GTC R211GOC V22/Y10 TLE 141 0:19

HISUI Y31 LAPIS R211 GOC Y10 TLE 172 0:22

SPENS

RJNK /// KCCV59 LHE V17 WESTN 175 0:22

G597 XAC V17/Y211 WESTN

133 0:16Y71 XAC V17/Y211 WESTN

V17 XAC V17 WESTN

Y291 SHTLE Y29 LHE V17 WESTN
138 0:17

Y29 LHE V17 WESTN

Y23 VIOLA Y21 XAC Y211 WESTN 135 0:16

Y21 XAC Y211 WESTN
117 0:14

A1 SAKIT W28 SPENS V17 WESTN

Y52 SAKAK Y521 XAC Y211 WESTN 113 0:13

PERRY
W28 SAKIT V18 OTAKI 113 0:13

Y573 NJC Y523 PERRY Y231 ORGAN V18 OTAKI 107 0:12

ターミナル空域の想定経路

移管点 着陸
滑走路

移管点から着陸までの想定経路（方式） 距離 標準
時間

TLE

RWY34 KOITO N. RNAV ARRIVAL+ILS34L 67 0:17

RWY16 JONAN N. RNAV ARRIVAL+VOR16L 54 0:14

RWY22 KASAI N. RNAV ARRIVAL+ILS22 54 0:15

SPENS

RWY34 Y211+KOITO S. NR1 RNAV ARRIVAL+ILS34L 59 0:13

RWY16 Y211+JONAN S. NR1 RNAV ARRIVAL+VOR16L 71 0:16

RWY22 Y211+KASAI S. NR1 RNAV ARRIVAL+ILS22 83 0:19

PERRY

RWY34 V18+KOITO S. NR2 RNAV ARRIVAL+ILS34L 89 0:20

RWY16 V18+JONAN S. NR2 RNAV ARRIVAL+VOR16L 95 0:21

RWY22 V18+KASAI S. NR2 RNAV ARRIVAL+ILS22 106 0:26

表 １：計画（想定）経路距離・標準時間

 

全データ
エンルート ターミナル

距離 時間 距離 時間

平均 129 0:16 72 0:17

最大 203 0:30 197 0:45

最小 99 0:10 36 0:09

標準偏差 14 0:02 18 0:03

個数 13591 13591 13591 13591 

移管点別
着陸滑走路別

RWY34 RWY16 RWY22

SPENS
エンルート ターミナル ターミナル ターミナル

距離 時間 距離 時間 距離 時間 距離 時間

平均 135 0:16 67 0:15 82 0:18 98 0:22

最大 202 0:30 140 0:33 174 0:42 186 0:45

最小 105 0:11 44 0:10 57 0:12 55 0:13

標準偏差 13 0:02 15 0:03 14 0:03 19 0:04

個数 9341 9341 5947 5947 2580 2580 814 814 

PERRY
エンルート ターミナル ターミナル ターミナル

距離 時間 距離 時間 距離 時間 距離 時間

平均 111 0:13 81 0:18 92 0:20 110 0:24

最大 203 0:26 159 0:40 120 0:27 197 0:45

最小 99 0:10 62 0:12 75 0:15 82 0:18

標準偏差 8 0:01 14 0:03 11 0:02 21 0:05

個数 881 881 516 516 259 259 106 106 

TLE
エンルート ターミナル ターミナル ターミナル

距離 時間 距離 時間 距離 時間 距離 時間

平均 119 0:17 65 0:16 58 0:15 62 0:17

最大 197 0:27 125 0:35 114 0:28 193 0:45

最小 114 0:13 41 0:09 40 0:09 36 0:10

標準偏差 8 0:01 9 0:02 9 0:02 21 0:05

個数 3369 3369 2055 2055 985 985 329 329 

表 2：測定された飛行距離・時間の統計結果
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4%

羽田到着機（H21年）の滞留時間

平均値 ：1分（1'29"）
標準偏差：4分（3'34"）

図 1：平成21年の滞留時間割合

 

<= 0:00, 

39%

<= 0:10, 

55%
<= 0:15, 

4.36%

<= 0:20, 

1.02%

> 0:20, 

0.42%

10分超, 

6%

羽田到着機（H20年）の滞留時間

平均値 ：2分（1'58"）
標準偏差：5分（4'39"）

図 2：平成20年の滞留時間割合

 
 

3.2 新運用方式の簡易な 3 次元表現 

幅広い関係者が利用できるメリットからパソコン上で

利用可能なバーチャル地球儀ソフトウェア Google Earth

上に空域と 3 次元トラジェクトリを表示する試みを平成

21 年度に行った。平成 22 年度はこの手法を用いて、平成

22 年 10 月の羽田 D 滑走路供用開始に伴う新運用方式（標

準計器出発方式、標準計器到着方式及び計器進入方式等）

のトラジェクトリモデルを運用開始に先立ち作成し、航空

局に提供することにより新運用方式に対する関係者の理

解の促進に貢献した（図 3）。 

Google Earth で展開できる以下の kml 形式ファイルを作

成した。3 次元トラジェクトリは簡易なフライトシミュレ

ータからデータを取得したので Google Earth のツアー機

能で連続視点移動を行う際にはバンク角が視点に反映さ

れる（図 4）。 

・D 滑走路及び接続誘導路のオーバーレイファイル 

・RWY34R/L、RWY22 及び RWY23 への標準計器到着方

式のオブジェクトファイル 

・RWY34R/L からの標準計器出発方式のオブジェクトファ

イル 

・RWY34R/L、RWY22 及び RWY23 への ILS 進入方式の

オブジェクトファイル 

・RWY34L、RWY22 及び RWY23 への経路指定視認進入

方式のオブジェクトファイル及ぶツアーファイル 

・経路指定視認進入方式における指定地上物標のオブジェ

クトファイル 

（RWY34R/L…北風運用時の C/A 滑走路 

 RWY22…南風運用時の B 滑走路 

 RWY23…南風運用時の D 滑走路） 

 

 

 

3.3 空域設計評価ツールの機能向上 
空域、経路などを設計・評価するための空域設計評価ツ

ールの運航モジュールを機能向上した（図 5）。空域設計

評価ツールは航空機の航跡データおよび仮想的な経路デ

ータ等から生成したトラジェクトリから、空域評価に関す

る解析値（滞留時間）を算出する。本年度は、経路データ

等に基づいて航空機のトラジェクトリを生成する運航モ

ジュールを機能向上した。運航モジュールは、出発経路、

到着経路、FIX などの航法データ、および、任意経路を描

くパスデータに沿って、航空機の飛行性能を考慮してトラ

ジェクトリを生成し、表示する。航法データに関しては、

重複定義へ対応、さまざまなパターンの経路への対応、パ

スターミネータの種類を追加した。また、任意経路を描画

するパスデータに関する機能の向上として、画面上のマウ

ス操作での編集の機能を向上した。さらに、航跡データと

表示機能については、リスト表示および立体的な可視化の

ため３次元表示機能を向上した。高度面表示は、緯度や経

度等を横軸にして、航空機の高度を表示する。３次元表示

は、上空から斜めに見下ろしたような鳥瞰図を表示する。

視認しやすくするための航跡の垂線、空域を表示するため

のポリゴン表示などを追加した。 

本評価ツールでは、空域評価のための解析値（滞留時間）

を算出し、それに影響する要因を探るために航空機の位置

関係を表示する。 

 

4. まとめ 

平成 22 年度は前年度に試行した手法の活用を主体的に

行った。航空機運航において遅延が発生しやすく時間予測

が不確実な到着フェーズでの飛行延伸による遅延を滞留

時間と定義し平成 21 年の羽田空港到着機データを対象に

滞留時間を計測し評価した。またチャート、レーダ表示等

では平面地図上に高度を数字で示す現状において、空域の
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の滞留時間を測定し、運用方式変更に伴う空域特性の変化

を検証する。これら検証から空域再編の効果及び航空交通

流管理新運用方式（CFDT 機能）における滞留時間目標値

を明らかにすることにより到着機処理における運航効率
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図 5．空域設計評価ツールの表示例 

 

 

分散認知を用いた航空路管制業務の知識伝承に関する研究【指定研究Ｂ】 
 

担当領域  航空交通管理領域 
担 当 者 ○井上 諭、青山久枝 
研究期間  平成 21 年度～平成 23 年度 

 
１． はじめに 

人間が介在するシステムにおいて、人間を意識しない

デザイン（設計）では、複雑化するシステムの機能を

100%発揮することは難しいものとなってきている。シ

ステムのデザインは、そこに介在する人間も含めたトー

タルなシステムとして十分に検討され設計される必要

がある。航空管制業務は非常に複雑でありながら、人間

である航空管制官（以下、管制官）が判断を行うミッシ

ョンクリティカルなシステムであり、人間を含めたシス

テム全体のあり方のデザインを検討することは重要で

ある。しかし、航空管制業務は専門的で、かつ複雑であ

るが故、それらを理解することは容易ではない。とくに

チームで作業が同時並行的に行われる管制業務は専門

的な技能や知識といった個々の管制官が獲得している

能力を、理解することは簡単ではない[1]。管制業務の知

識を獲得するには、管制官になるための訓練などから知

識を獲得する必要があるが、現在のような経験が重要な

要素となる訓練を受けなければならないとすると、シス

テムデザイナーがその知識を理解、獲得することは困難

であると言える。また、管制官自身は専門的な知識や技

能の獲得ために、基礎的な知識の習得から、体感的な訓

練と経験を十分に積むことで行われている。このような

経験することで獲得されることを主として、明確に体系

化されていない知識や暗黙的に獲得される知識や技能

を理解することは、大変な作業となる。 

本研究では、認知工学的な視点から管制官の訓練手法

の設計やシステム設計の基本となる管制官の業務ノウ

ハウや知識に注目する。そのうえで、本年は管制官のス

キル・ノウハウを現場状況に基づいて分散認知分析を行

い、管制官の専門的知識やスキルの構造を体系化する知

識構造化のための分析ツールについてプロトタイプの

構築を行った。 

 

２．分散認知に基づく分析支援ツール 

本研究では管制官の現場業務を分散認知の視点から

観察に基づいて、管制官の獲得する技能や知識を整理、

分析することで知識の構造化が行えるような分散分認

知分析に基づく分析支援ツールを第一段階として行っ

た。分散認知分析とは、組織やチームとして行われる作

業を対象に、それらシステム環境中における作業者や関

係するインタフェース等のエージェント同士のインタ

ラクションを分析し、新しいシステムの設計を検討する

ための問題点の洗い出しや、認知的な観点から設計を検

討するための分析手法である[2]。 

今回構築した知識構造化のための分析支援ツールで

は、現場などの分析対象となる状況をビデオとして記録

映像とし、それらを基にエージェント間のインタラクシ

ョンや状況について、時系列での記述や、映像に対する

状況の注釈・解説を記録、記述できるシステムである。 
システムは分析対象となるビデオ画面と連動してエ

ージェント同士のインタラクションを映像にしてマー

クアップでき、時間の遷移とエージェント同士の関係を

記述できるプロパゲーション画面、各エージェントが行

うイベント毎のエレメントの関係をネットワークとし

て表現できるアブストラクション画面、また、さらにエ

ージェント同士の結びつきの強さを表現できるネット

ワーク画面から構成されている。（図 1） 
これらの画面に記述されたエージェント及びそれら

に関係するエレメントは基本的に、時間遷移と共に全て

連動して表現され、記録できる。 

２．１ ビデオ画面 
ビデオ画面では、ビデオ中に映し出される分析対象と

なる作業者やインタフェースをエージェントとして分

類し、それらの作業状態を時間毎に記述できる。記述は

ビデオを再生しながら画像中をクリックすることで、マ

ークアップし、展開されるダイアログボックスに記述す

る。ダイアログボックスは対象となるエージェントと表

現状態、伝達手段、プロセス、そしてそれらの作業時間

について記述できる。さらに、今後はこれらについての

解説ができるようにノート機能を持たせるようにする。 

このビデオ画面上で状況記述を行うと、それらの情報

は、プロパゲーション画面、アブストラクション画面、

ネットワーク画面にそれぞれエージェントとそれらの

状態の要素が作成される。 

２．２ プロパゲーション画面 

プロパゲーション画面はビデオ画面で定義されたエ

レメントを各エージェント毎に時間の遷移と共に表現

できる。エージェント同士のインタラクションはこの画

面でコネクションすることが可能で、ここで構築された

ネットワークはアブストラクション画面とネットワー

ク画面に反映される。エージェント同士の各エージェン

トのエレメントをドラッグすれば、ダイアログボックス

に書きこんだ内容が表示され、注釈等の内容に必要があ

れば、修正・変更を行うことができる。 
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100%発揮することは難しいものとなってきている。シ
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テム全体のあり方のデザインを検討することは重要で

ある。しかし、航空管制業務は専門的で、かつ複雑であ

るが故、それらを理解することは容易ではない。とくに

チームで作業が同時並行的に行われる管制業務は専門

的な技能や知識といった個々の管制官が獲得している

能力を、理解することは簡単ではない[1]。管制業務の知

識を獲得するには、管制官になるための訓練などから知
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であると言える。また、管制官自身は専門的な知識や技
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い、管制官の専門的知識やスキルの構造を体系化する知

識構造化のための分析ツールについてプロトタイプの

構築を行った。 
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本研究では管制官の現場業務を分散認知の視点から

観察に基づいて、管制官の獲得する技能や知識を整理、
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について記述できる。さらに、今後はこれらについての

解説ができるようにノート機能を持たせるようにする。 

このビデオ画面上で状況記述を行うと、それらの情報

は、プロパゲーション画面、アブストラクション画面、

ネットワーク画面にそれぞれエージェントとそれらの

状態の要素が作成される。 

２．２ プロパゲーション画面 

プロパゲーション画面はビデオ画面で定義されたエ

レメントを各エージェント毎に時間の遷移と共に表現
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面でコネクションすることが可能で、ここで構築された
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トのエレメントをドラッグすれば、ダイアログボックス

に書きこんだ内容が表示され、注釈等の内容に必要があ

れば、修正・変更を行うことができる。 

─ 33 ─



図１ 知識構造化支援分析ツール 
 

 

ビデオ画面 
アブストラクション画面 

プロパゲーション画面 
ネットワーク画面 

この画面ではエージェントの作業エレメントの時間

的な状態と他のエージェントとのインタラクションの

関係を整理して表現できる。 

２．３ アブストラクション画面 
アブストラクション画面では、エージェントによって

色分けされ、状態に関して記述された作業に関する各エ

レメントが構築されたネットワークと共に表示される。

これらのエレメントとネットワークをさらにこの画面

ではグループ化することができ、関係するエレメントと

ネットワークを関係する作業のプロセスについての記

述として整理することが可能である。これを一つの知識

という形で表現することで、同じ作業の種類、知識でも、

作業の状態プロセスの違いやバリエーションの違いを

簡単に比較することが可能となり、知識の理解や、構造

化の要素を作り出すことができる機能である。ビデオ再

生中はプロパゲーション画面、ビデオ画面と連動して、

その時点で再生されているビデオの状態について該当

するエレメントの色を変化させて、画面との関係を時系

列で理解することができる。 

２．４ ネットワーク画面 
ネットワーク画面はビデオ画面及び、プロパゲーショ

ン画面で構築されたエージェントによるインタラクシ

ョンの頻度によるネットワークのつながりの強さを直

感的に理解できるように表現している画面である。エー

ジェント同士のネットワークの結びつきが強ければ、エ

ージェント間のコネクションを構築している線は太く

表現される。またビデオ再生中は、アブストラクション

画面と同様に、ビデオ再生中はプロパゲーション画面、

ビデオ画面と連動する。ネットワーク画面では、再生さ

れているビデオの状態について、インタラクションの状

態に該当するエージェントの色を変化させて表現し、画

面との関係を時系列で理解することができる。 

 

３．まとめ 
航空管制業務について知識構造化フレームワーク構

築を目的として、管制官の業務について現場観察および

データ分析に基づいた管制業務の分析を行うための支

援ツールの開発について報告した。今後は、このツール

の機能をさらに拡張し、活用した総合的な知識管理の仕

組みに対応した知識構造化フレームワークのシステム

化に取り組む。 
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空港面トラジェクトリに関する予備的研究【指定研究 B】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○青山 久枝、山田 泉、福田 豊、森 亮太 

研究期間  平成 21 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

平成 22 年度東京国際空港 D 滑走路供用開始により、航

空交通量の増大が確実となっている。東京国際空港の新滑

走路に伴い、誘導路の増設、国際線ターミナルビルの運用

によって、管制官の業務が複雑化して負荷が上がるとみら

れる。そのため、管制業務負荷の過剰な増大を避けるため

に、空港面において航空機の円滑な地上走行など交通量増

大に対応できる安全性向上と効率的利用についての検討

やシミュレーションによる評価が重要となる。また、近年

の航空業界の情勢としても燃料節減、CO2排出削減等環境

対策が強く要望されているところである。 

諸外国においても同じ課題を抱えており、管制官、航空

会社、機器メーカなどによる対応策の研究や運用評価など

が行なわれている。 

 

２．研究の概要 

本研究では、東京国際空港の空港面交通における問題点

を明らかにするため、MLAT(マルチラテレーション)評価

データにより、航空機の地上走行に関する詳細な分析を行

う。また、分析結果により、渋滞緩和のための現実的な対

応策を検討し、簡易シミュレーションによる検証を行う。 

空港面での出発機あるいは到着機を誘導路上で待機さ

せなければならないことは、交通に滞留を起こす原因と考

えられる。特に離発着機数の多い東京国際空港においては、

誘導路上での待機時間を減らすことにより燃料節減、CO2

排出削減、定時性確保などの対応に繋がる。 

平成 22 年度においては、MLAT 評価データから東京国

際空港の航空機地上走行に関するデータ分析を継続して

行った。また、滞留の状況を詳細に分析し、可視化した。

さらに、分析データをシナリオとした簡易シミュレーショ

ンの評価および渋滞緩和の対応策検討を行った。 

 

３．研究成果 

3.1 地上走行に関する分析 

本研究では、空港面を 50m×50m のセルに区切り、その

セルの中を時速 10km以下で走行した場合の通過時間を滞

留時間と定義した。また、滑走路手前の停止線より任意の

距離をとった誘導路上にある地点を合流箇所、合流箇所の

通過時刻を合流時刻とした。 

東京国際空港の MLAT 評価データにより、各航空機の

スポットアウトから離陸まで、あるいは着陸からスポット

インまでの走行経路、特定した地点での通過時刻、プッシ

ュバックの状況、走行速度のプロファイル等を抽出した。

図 1 に、風向きによる運用形態で最も頻度の高い北風運用

時の走行経路を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 航空機の地上走行に関する分析結果の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 出発機の走行経路（北風運用時） 

 

3.2 滞留に関する分析 

実際に、出発機が走行時にセルごとに滞留した時間を累

積して空港面地図上に表した（図 3）。図 3 より、出発機
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図１ 知識構造化支援分析ツール 
 

 

ビデオ画面 
アブストラクション画面 

プロパゲーション画面 
ネットワーク画面 

この画面ではエージェントの作業エレメントの時間

的な状態と他のエージェントとのインタラクションの

関係を整理して表現できる。 

２．３ アブストラクション画面 
アブストラクション画面では、エージェントによって

色分けされ、状態に関して記述された作業に関する各エ

レメントが構築されたネットワークと共に表示される。

これらのエレメントとネットワークをさらにこの画面

ではグループ化することができ、関係するエレメントと

ネットワークを関係する作業のプロセスについての記

述として整理することが可能である。これを一つの知識

という形で表現することで、同じ作業の種類、知識でも、

作業の状態プロセスの違いやバリエーションの違いを

簡単に比較することが可能となり、知識の理解や、構造

化の要素を作り出すことができる機能である。ビデオ再

生中はプロパゲーション画面、ビデオ画面と連動して、

その時点で再生されているビデオの状態について該当

するエレメントの色を変化させて、画面との関係を時系

列で理解することができる。 

２．４ ネットワーク画面 
ネットワーク画面はビデオ画面及び、プロパゲーショ

ン画面で構築されたエージェントによるインタラクシ

ョンの頻度によるネットワークのつながりの強さを直

感的に理解できるように表現している画面である。エー

ジェント同士のネットワークの結びつきが強ければ、エ

ージェント間のコネクションを構築している線は太く

表現される。またビデオ再生中は、アブストラクション

画面と同様に、ビデオ再生中はプロパゲーション画面、

ビデオ画面と連動する。ネットワーク画面では、再生さ

れているビデオの状態について、インタラクションの状

態に該当するエージェントの色を変化させて表現し、画

面との関係を時系列で理解することができる。 

 

３．まとめ 
航空管制業務について知識構造化フレームワーク構

築を目的として、管制官の業務について現場観察および

データ分析に基づいた管制業務の分析を行うための支

援ツールの開発について報告した。今後は、このツール

の機能をさらに拡張し、活用した総合的な知識管理の仕

組みに対応した知識構造化フレームワークのシステム

化に取り組む。 
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空港面トラジェクトリに関する予備的研究【指定研究 B】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○青山 久枝、山田 泉、福田 豊、森 亮太 

研究期間  平成 21 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

平成 22 年度東京国際空港 D 滑走路供用開始により、航

空交通量の増大が確実となっている。東京国際空港の新滑

走路に伴い、誘導路の増設、国際線ターミナルビルの運用

によって、管制官の業務が複雑化して負荷が上がるとみら

れる。そのため、管制業務負荷の過剰な増大を避けるため

に、空港面において航空機の円滑な地上走行など交通量増

大に対応できる安全性向上と効率的利用についての検討

やシミュレーションによる評価が重要となる。また、近年

の航空業界の情勢としても燃料節減、CO2 排出削減等環境

対策が強く要望されているところである。 

諸外国においても同じ課題を抱えており、管制官、航空

会社、機器メーカなどによる対応策の研究や運用評価など

が行なわれている。 

 

２．研究の概要 

本研究では、東京国際空港の空港面交通における問題点

を明らかにするため、MLAT(マルチラテレーション)評価

データにより、航空機の地上走行に関する詳細な分析を行

う。また、分析結果により、渋滞緩和のための現実的な対

応策を検討し、簡易シミュレーションによる検証を行う。 

空港面での出発機あるいは到着機を誘導路上で待機さ

せなければならないことは、交通に滞留を起こす原因と考

えられる。特に離発着機数の多い東京国際空港においては、

誘導路上での待機時間を減らすことにより燃料節減、CO2

排出削減、定時性確保などの対応に繋がる。 

平成 22 年度においては、MLAT 評価データから東京国

際空港の航空機地上走行に関するデータ分析を継続して

行った。また、滞留の状況を詳細に分析し、可視化した。

さらに、分析データをシナリオとした簡易シミュレーショ

ンの評価および渋滞緩和の対応策検討を行った。 

 

３．研究成果 

3.1 地上走行に関する分析 

本研究では、空港面を 50m×50m のセルに区切り、その

セルの中を時速 10km以下で走行した場合の通過時間を滞

留時間と定義した。また、滑走路手前の停止線より任意の

距離をとった誘導路上にある地点を合流箇所、合流箇所の

通過時刻を合流時刻とした。 

東京国際空港の MLAT 評価データにより、各航空機の

スポットアウトから離陸まで、あるいは着陸からスポット

インまでの走行経路、特定した地点での通過時刻、プッシ

ュバックの状況、走行速度のプロファイル等を抽出した。

図 1 に、風向きによる運用形態で最も頻度の高い北風運用

時の走行経路を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 航空機の地上走行に関する分析結果の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 出発機の走行経路（北風運用時） 

 

3.2 滞留に関する分析 

実際に、出発機が走行時にセルごとに滞留した時間を累

積して空港面地図上に表した（図 3）。図 3 より、出発機
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は離陸滑走路手前の誘導路上で、離陸待ちによる滞留を起

こしていることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 出発機の滞留時間累計値（1 日分） 

 

また、図 2 の合流箇所を境に、滑走路手前に向かって滞

留時間が増加していることがわかる。出発機毎にスポット

アウト時刻から離陸時刻までを 1 本の線分で表し、合流時

刻により内訳して離陸順に縦軸方向に積み上げた滞留状

況可視化の例を図 4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 滞留状況の例 

 

図 4 より、スポットから合流までの所要時間のバラツキ

は、それらの位置関係による走行距離に依存するところが

多い。合流から離陸までの走行距離はほぼ等しいことから、

出発機の混雑時間帯では各航空機の所要時間のバラツキ

は、離陸待ちによる滞留時間による影響を受けていると言

える。 

図 4 の各機の離陸時刻を結んだ線の傾きは離陸間隔を

表しており、規程により定められた間隔であるため短縮す

ることは困難である。しかし、合流時刻を結んだ線は出発

機の集中により傾きが異なる。離陸待ちによる滞留時間は

合流時刻を調整することによって緩和されるはずである。

その対応策として、出発機が集中する時間帯において、離

陸待ちによる誘導路上での滞留時間をスポットでの待機

時間に置き換えることは誘導路の滞留を緩和する有用な

方法と考えられる。 

 

3.3 空港面シミュレーション 

3.2 の滞留を緩和する対応策として検討を行っているス

ポットでの待機時間置き換えについて、分析したデータを

シナリオとしたシミュレーション評価を試みた。 

結果として、出発機が大半を占める時間帯では有効とみ

られたが、出発機と到着機の混在する時間帯では、到着機

の誘導路上でのスポット空き待ちによる滞留などが発生

した。 

 

４．考察等 

東京国際空港における 4 本目の滑走路と国際線ターミ

ナルビルの運用開始により、離発着機数の増加、走行経路、

誘導路など空港面の運用が変化した。しかし、本研究は実

測値からの現状を把握する基礎的、かつ、実用的な研究で

あり、これまでに行ったデータ分析手法、表記方法などの

成果は、このような運用の変化に対応可能である。 

また、離陸待ちの滞留時間をスポットでの待機時間に置

き換えることの有用性が明確になってきている。今後、平

成 23 年度開始の「空港面トラジェクトリに関する研究」

において、新しい運用での分析を進め、空港面全体の交通

流を十分に考慮し、空港面における実用的な滞留緩和の対

応策について検討し、シミュレーションでの検証を行って

いく。 
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拡張現実技術を用いた管制業務支援に関する研究【指定研究 B】 
 

担当領域   航空交通管理領域 
   担 当 者  ○井上 諭、塩見 格一（機上等技術領域） 

研究期間   平成 22 年度～平成 24 年度 
 
１． はじめに 

航空管制業務においてタワー管制業務は、現在に至って

も管制官の目視による安全確認を行うことが、管制業務

の要となっている。一方、移り変わる天候や時間によっ

て変化する環境の状態によっては、人間の視覚の対応能

力にも限界があり、業務の負荷が増える場面も生じる。

これら管制官の業務の視覚的なサポートを行うことは

管制支援技術として今後、期待されるところであると

我々は考える。 

タワー管制業務を行うにあたり、通常用いられるシステ

ム機器の情報は、フライトストリップ（運航票）、空港

面レーダ（ASDE）、ウェザー情報（風向、風速等）、加

えて空港周辺部レーダ（ARTS または TRAD）等がある

が、これらの情報と合わせて、管制官はターゲットとな

る航空機を自身で視認することで、安全間隔を保つため

の業務を行っている。レーダ等の情報は業務支援機器の

発展と共に配備されたものであるが、基本的に管制官が

タワー管制室からターゲット航空機を目視して確認す

る作業は以前から同じであるといえる。 

本研究は、管制官の視認作業を拡張現実技術(Augmented 

Reality : AR) を用いることで直接的に支援可能なイン

タフェース機器の研究・技術開発を行うことを目指す。 
 

２．コンピュータビジョンを用いた管制官の目視業務の

支援技術 

タワー管制業務では、前述したように現在も主たる

監視業務は目視によって行われるが、人間の目視能力に

は限界がある。特に朝や夕方の日差しが目に入るような

状況、さらには夜の闇、また天候によって起きる霧など 
 

の視界不良な状況では、視界から獲得できる情報量は少

なくなるため、管制官はシステムの情報と無線通信にた

よってのみ安全な状況について確認を行うため、管制官

の負荷は増加する。 

この研究で提案する基本システムでは、既に、レーダ

やマルチラテレーションシステムから獲得されている

航空機の位置情報を活用し、航空機の識別および位置等

の情報を映像に重ねて表示を行えるような拡張現実技

術の仕組みの開発を目指す(図 1)。 
 

３. 遠隔管制業務支援への応用 

タワー管制業務を効率的に支援するための仕組みと

してリモートタワーというアイディアがある[1][2]。リモ

ータワーは通常 1 日あたり 10 便程度と飛行便数の少な

い地方空港などを対象として、航空管制業務を遠隔的に

行うことを目的にしたものである。地方空港をセンター

から遠隔で管制業務を実施することで、管制官の配置さ

れていない小空港の業務をまとめて、効率的に管理、運

用することが期待されている。 

日本では飛行便数が少ない空港では、管制官が配置さ

れていないケースがある。そのような空港では、航空機

同士の管制間隔の関係からアプローチクリアランスが

出された場合、他の航空機のアプローチや空港にいる出

発機は待たなければならない。このような状況が発生す

ると、1 日の便数が少ないにも関わらず、出発遅延が発

生し運用効率が下がってしまい、サービス性も悪い。 

リモートタワーの技術が確立されれば、これらの問題

が解決されるうえに、管制官のコントロールが受けられ

ることから、運用上の安全性の向上も期待できる。 
 

・ 映像合成・統合技術
・ 拡張現実技術
・ User Centred Design
・ 目標自動追尾技術
・ リモートでの情報転送技術

管制塔から見えるViewをカメラから撮り、コンピュ
ータを介して合成画像で再現する

空港管制

遠隔管制センター/
空港のサポートシステム

拡張現実処理

図 1 位置情報と画像を用いた AR 技術のタワー管制業務支援イメージ 
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は離陸滑走路手前の誘導路上で、離陸待ちによる滞留を起

こしていることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 出発機の滞留時間累計値（1 日分） 

 

また、図 2 の合流箇所を境に、滑走路手前に向かって滞

留時間が増加していることがわかる。出発機毎にスポット

アウト時刻から離陸時刻までを 1 本の線分で表し、合流時

刻により内訳して離陸順に縦軸方向に積み上げた滞留状

況可視化の例を図 4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 滞留状況の例 

 

図 4 より、スポットから合流までの所要時間のバラツキ

は、それらの位置関係による走行距離に依存するところが

多い。合流から離陸までの走行距離はほぼ等しいことから、

出発機の混雑時間帯では各航空機の所要時間のバラツキ

は、離陸待ちによる滞留時間による影響を受けていると言

える。 

図 4 の各機の離陸時刻を結んだ線の傾きは離陸間隔を

表しており、規程により定められた間隔であるため短縮す

ることは困難である。しかし、合流時刻を結んだ線は出発

機の集中により傾きが異なる。離陸待ちによる滞留時間は

合流時刻を調整することによって緩和されるはずである。

その対応策として、出発機が集中する時間帯において、離

陸待ちによる誘導路上での滞留時間をスポットでの待機

時間に置き換えることは誘導路の滞留を緩和する有用な

方法と考えられる。 

 

3.3 空港面シミュレーション 

3.2 の滞留を緩和する対応策として検討を行っているス

ポットでの待機時間置き換えについて、分析したデータを

シナリオとしたシミュレーション評価を試みた。 

結果として、出発機が大半を占める時間帯では有効とみ

られたが、出発機と到着機の混在する時間帯では、到着機

の誘導路上でのスポット空き待ちによる滞留などが発生

した。 

 

４．考察等 

東京国際空港における 4 本目の滑走路と国際線ターミ

ナルビルの運用開始により、離発着機数の増加、走行経路、

誘導路など空港面の運用が変化した。しかし、本研究は実

測値からの現状を把握する基礎的、かつ、実用的な研究で

あり、これまでに行ったデータ分析手法、表記方法などの

成果は、このような運用の変化に対応可能である。 

また、離陸待ちの滞留時間をスポットでの待機時間に置

き換えることの有用性が明確になってきている。今後、平

成 23 年度開始の「空港面トラジェクトリに関する研究」

において、新しい運用での分析を進め、空港面全体の交通

流を十分に考慮し、空港面における実用的な滞留緩和の対

応策について検討し、シミュレーションでの検証を行って

いく。 
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拡張現実技術を用いた管制業務支援に関する研究【指定研究 B】 
 

担当領域   航空交通管理領域 
   担 当 者  ○井上 諭、塩見 格一（機上等技術領域） 

研究期間   平成 22 年度～平成 24 年度 
 
１． はじめに 

航空管制業務においてタワー管制業務は、現在に至って

も管制官の目視による安全確認を行うことが、管制業務

の要となっている。一方、移り変わる天候や時間によっ

て変化する環境の状態によっては、人間の視覚の対応能

力にも限界があり、業務の負荷が増える場面も生じる。

これら管制官の業務の視覚的なサポートを行うことは

管制支援技術として今後、期待されるところであると

我々は考える。 

タワー管制業務を行うにあたり、通常用いられるシステ

ム機器の情報は、フライトストリップ（運航票）、空港

面レーダ（ASDE）、ウェザー情報（風向、風速等）、加

えて空港周辺部レーダ（ARTS または TRAD）等がある

が、これらの情報と合わせて、管制官はターゲットとな

る航空機を自身で視認することで、安全間隔を保つため

の業務を行っている。レーダ等の情報は業務支援機器の

発展と共に配備されたものであるが、基本的に管制官が

タワー管制室からターゲット航空機を目視して確認す

る作業は以前から同じであるといえる。 

本研究は、管制官の視認作業を拡張現実技術(Augmented 

Reality : AR) を用いることで直接的に支援可能なイン

タフェース機器の研究・技術開発を行うことを目指す。 
 

２．コンピュータビジョンを用いた管制官の目視業務の

支援技術 

タワー管制業務では、前述したように現在も主たる

監視業務は目視によって行われるが、人間の目視能力に

は限界がある。特に朝や夕方の日差しが目に入るような

状況、さらには夜の闇、また天候によって起きる霧など 
 

の視界不良な状況では、視界から獲得できる情報量は少

なくなるため、管制官はシステムの情報と無線通信にた

よってのみ安全な状況について確認を行うため、管制官

の負荷は増加する。 

この研究で提案する基本システムでは、既に、レーダ

やマルチラテレーションシステムから獲得されている

航空機の位置情報を活用し、航空機の識別および位置等

の情報を映像に重ねて表示を行えるような拡張現実技

術の仕組みの開発を目指す(図 1)。 
 

３. 遠隔管制業務支援への応用 

タワー管制業務を効率的に支援するための仕組みと

してリモートタワーというアイディアがある[1][2]。リモ

ータワーは通常 1 日あたり 10 便程度と飛行便数の少な

い地方空港などを対象として、航空管制業務を遠隔的に

行うことを目的にしたものである。地方空港をセンター

から遠隔で管制業務を実施することで、管制官の配置さ

れていない小空港の業務をまとめて、効率的に管理、運

用することが期待されている。 

日本では飛行便数が少ない空港では、管制官が配置さ

れていないケースがある。そのような空港では、航空機

同士の管制間隔の関係からアプローチクリアランスが

出された場合、他の航空機のアプローチや空港にいる出

発機は待たなければならない。このような状況が発生す

ると、1 日の便数が少ないにも関わらず、出発遅延が発

生し運用効率が下がってしまい、サービス性も悪い。 

リモートタワーの技術が確立されれば、これらの問題

が解決されるうえに、管制官のコントロールが受けられ

ることから、運用上の安全性の向上も期待できる。 
 

・ 映像合成・統合技術
・ 拡張現実技術
・ User Centred Design
・ 目標自動追尾技術
・ リモートでの情報転送技術

管制塔から見えるViewをカメラから撮り、コンピュ
ータを介して合成画像で再現する

空港管制

遠隔管制センター/
空港のサポートシステム

拡張現実処理

図 1 位置情報と画像を用いた AR 技術のタワー管制業務支援イメージ 
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４．画像合成技術の開発 

合成映像は、複数台のカメラで撮影されたそれぞれ異

なる角度の空港面ビュー映像をシームレスに接合し一

枚のパノラマとして構成する（図２）。さらにパノラマ

ビュー映像からは映像を分析し輪郭線抽出や映像中の

動的なターゲットを検出する技術と、図 1 に示したよう

に、将来的に AR のための情報ソースとしてセンサフュ

ージョンから提供されるターゲット航空機の位置情報

を合わせて、映像中のターゲット航空機とターゲットの

パラメータ情報の重ね合わせを行う。現在までにこのパ

ノラマ合成画像技術について開発を行った（図３）。 

 

図３ 合成画像を表示させたパノラマディスプレイ 
 

システムでは、カメラから転送される映像がリアルタ

イムの情報として表示され、肉眼でタワーから見ている

風景と同じ状況について情報を提供することが必要条

件となる。そこで今回の開発では、映像のコマ飛びを極 

 

力おさえながら滑らかに見える状態をシステムが提供

するのに必要なカメラの転送レート 30fps とし、圧縮ア

ルゴリズムとマルチスレッド等の最適化を行うことで、

転送スピードの問題を解決し、映像を提供できる技術を

開発した。画像合成でも問題となる、マルチカメラのレ

ンズ歪の修正等を球面マッピングを用いて実施し、シー

ムレス画像をキャリブレーションすることで、自動生成

することができるようなシステムの構築を行った。 

今後は、これらの映像にセンサフュージョンからの情

報を合わせた拡張現情報の表示系技術の検討と開発を

行う予定である。 

 

参考文献 

[1] Eier, D. & Huber, H.,(2008) Advanced Ground 
Surveillance for Remote Tower. ICNS Conference, IEEE.  

[2] Schumidt, M., Rudolph, M., Werther, B. & Furstenau, 

N.,(2006) Remote Airport Tower Operation with 

Augumented Vision Viedo Panorama HMI, Proc. 2nd Int. 

Conf. Research  in Air Trasportation ICRAT 2006, 

pp221-230 
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高緯度地域における電離圏・大気圏の基礎研究【基礎研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○新井 直樹、伊藤 実 

研究期間  平成 18 年度～平成 22 年度 

 

1. はじめに 

近年、高緯度地域の電離層擾乱が中緯度地域に拡大する

可能性があることが知られており、日本付近における GPS

による測位への影響が懸念されている。そのため極域にお

いて長期間、高いサンプリングレートのGPS観測を行い、

電離層擾乱の挙動について評価する必要がある。 

本研究は、極域である南極・昭和基地及び周辺部で GPS

観測を行い、電離圏や大気圏による GPS 測位への影響を

評価しようとするものである。 

 

2. 研究の概要 

第 48 次南極地域観測隊(2006～2008 年)に参加し、昭和

基地及び南極大陸氷床上に GPS 観測点を設置した。越冬

期間中に連続観測を行い、約１年間のデータを取得した。

越冬終了後、国内に持ち帰った観測データについて各種解

析を行った。 

 

3. 研究成果 

高サンプリング(10Hz)の GPS 観測データから、オーロ

ラ発生時に GPS 信号の強度が短時間に変化し、電離層擾

乱による影響がみられることを確認した。 

また、氷床上に設置した観測点のデータについて基線解

析を行い、各日の測位解を求め氷床の流動速度を得た。そ

の結果、昭和基地周辺の氷床の流動速度に季節変動がない

ことを初めて明らかにした。 

写真 1  南極氷床上における GPS 観測 

 

4. おわりに 

南極・昭和基地及び周辺において、初めて高速サンプリ

ングの GPS 観測を行い、連続観測データを収集した。取

得したデータは、様々な分野の解析に今後も利用される予

定である。また、越冬中の経験を基に、学校、市民大学等

で多くの講演を行ない、観測結果や資料映像を広報活動に

活用した。 

 

掲載文献 
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４．画像合成技術の開発 

合成映像は、複数台のカメラで撮影されたそれぞれ異

なる角度の空港面ビュー映像をシームレスに接合し一

枚のパノラマとして構成する（図２）。さらにパノラマ

ビュー映像からは映像を分析し輪郭線抽出や映像中の

動的なターゲットを検出する技術と、図 1 に示したよう

に、将来的に AR のための情報ソースとしてセンサフュ

ージョンから提供されるターゲット航空機の位置情報

を合わせて、映像中のターゲット航空機とターゲットの

パラメータ情報の重ね合わせを行う。現在までにこのパ

ノラマ合成画像技術について開発を行った（図３）。 

 

図３ 合成画像を表示させたパノラマディスプレイ 
 

システムでは、カメラから転送される映像がリアルタ

イムの情報として表示され、肉眼でタワーから見ている

風景と同じ状況について情報を提供することが必要条

件となる。そこで今回の開発では、映像のコマ飛びを極 

 

力おさえながら滑らかに見える状態をシステムが提供

するのに必要なカメラの転送レート 30fps とし、圧縮ア

ルゴリズムとマルチスレッド等の最適化を行うことで、

転送スピードの問題を解決し、映像を提供できる技術を

開発した。画像合成でも問題となる、マルチカメラのレ

ンズ歪の修正等を球面マッピングを用いて実施し、シー

ムレス画像をキャリブレーションすることで、自動生成

することができるようなシステムの構築を行った。 

今後は、これらの映像にセンサフュージョンからの情

報を合わせた拡張現情報の表示系技術の検討と開発を

行う予定である。 
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高緯度地域における電離圏・大気圏の基礎研究【基礎研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○新井 直樹、伊藤 実 

研究期間  平成 18 年度～平成 22 年度 

 

1. はじめに 

近年、高緯度地域の電離層擾乱が中緯度地域に拡大する

可能性があることが知られており、日本付近における GPS

による測位への影響が懸念されている。そのため極域にお

いて長期間、高いサンプリングレートのGPS観測を行い、

電離層擾乱の挙動について評価する必要がある。 

本研究は、極域である南極・昭和基地及び周辺部で GPS

観測を行い、電離圏や大気圏による GPS 測位への影響を

評価しようとするものである。 

 

2. 研究の概要 

第 48 次南極地域観測隊(2006～2008 年)に参加し、昭和

基地及び南極大陸氷床上に GPS 観測点を設置した。越冬

期間中に連続観測を行い、約１年間のデータを取得した。

越冬終了後、国内に持ち帰った観測データについて各種解

析を行った。 

 

3. 研究成果 

高サンプリング(10Hz)の GPS 観測データから、オーロ

ラ発生時に GPS 信号の強度が短時間に変化し、電離層擾

乱による影響がみられることを確認した。 

また、氷床上に設置した観測点のデータについて基線解

析を行い、各日の測位解を求め氷床の流動速度を得た。そ

の結果、昭和基地周辺の氷床の流動速度に季節変動がない

ことを初めて明らかにした。 

写真 1  南極氷床上における GPS 観測 

 

4. おわりに 

南極・昭和基地及び周辺において、初めて高速サンプリ
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管制空域の複雑性に関する研究【基礎研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○福島 幸子 

研究期間  平成 20 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

航空交通流管理（ATFM; Air Traffic Flow Management）

は航空交通量が空域の容量を越えることが予測された場

合に、事前に出発時刻を調節し、過度な集中を避け、円滑

な航空交通流を維持するものである。 

わが国の ATFM 業務は航空交通管理センター（以下、

ATM センター）で行われている。航空路セクタの交通量

は、レーダ管制官の時間あたりの管制作業量をもとに予測

されている。作業量は、実測された管制作業時間と作業毎

の困難度指数に基づき算出される。 

今まで、空域再編や新空港が開港したときは、その後に

管制官の作業を計測・解析を行い、新しい数値を設定して

きた。しかし、管制作業の計測と解析には多くの時間を要

するため、運用条件が変わったときに、全セクタの作業量

計測を行わずに容量値を予測することが求められている。 

 本研究では、全セクタの計測を行わずに運用できるよう

な、新たな ATFM のアルゴリズムを検討している。 

 

２．研究の概要 

本研究は 3 年計画であり、平成 22 年度はその 3 年次で

ある。平成 22 年度の研究においては、空域への入出域時

刻から管制作業量の予測を試み、3 つに特徴の異なるセク

タにおいて、パラメータの推定を行った。 

 

３．研究成果 

3.1 管制作業負荷の予測 

現在，ATFM では滞在時間にセクタ及び飛行種別固有の

係数で重みをつけて，管制作業量を推定している。具体的

には、航空機 ai の区間[t,t+T]における滞在時間を STT(t,i)

とし，対象セクタを通過した航空機数を N とする。時刻 t

における 30 分間（1800 秒）の作業量 TASK1800(t)は 

 

   (1) 

 

で表される。ここで、CCAT は出発，到着，域内，通過機

毎に設定される係数で，セクタによってもこの数値は異な

る。 

 CCAT がセクタ、航空機種別によらずに一定であれば、

管制作業量は同時管制機数に比例することになる。しかし、

CCAT の値は通過機に比べて到着機や出発機が高い。これ

は、通過機距離も到着機や出発機の方が管制指示、監視の

頻度が高いからである。 

 そこで、空域内でコンフリクトが発生する確率に基づき

管制作業量を推定する。(1)の CCAT を 

)(tPCCC ibasicCAT +=
   (2) 

と、交通量や交通状況に依存しない共通項 Cbasic とコンフ

リクトの発生する確率 PCi(t)で置き換える。 

FtjipctPC
j
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その結果、
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となる。PCi は 

 条件：「セクタの出域点の座標が±xx1 NM 以内かつ hh1 

ft 以内かつ出域時刻が mm1 分以内（xx1，hh1，mm1 はパ

ラメータ）」 

を満たす航空機数に定数 F を掛けたものであり、これらの

数値のマッチングを試みた。 

表 1  Sample of parameters 
 Cbasic dd1 hh1 tt1 F 

Sim1 3.5 3 5 3 0.2 
Sim2 3.5 3 5 10 0.2 
Sim3 3.0 5 10 10 0.2 
Sim4 3.0 5 10 10 0.7 

 
表 1 の数値で、3 つのセクタの管制作業量を推定した。 

 

４．まとめ 

 現行の交通容量のグラフとの一致性として、容量を超え

る時刻の推定が可能かどうかを調べた。 

 その結果、セクタごとの差は若干あり、統一パラメータ

の算出には至らなかったが、容量を超過するタイミングの

推定は概ねできた。超過タイミングを推定できなかった時

や現実的には超過しないと予測されたのに超過を予測し

た時の交通状況について、さらに解析したい。 

 

 

 
 
1. はじめに 

日本では、大都市空港とその周辺の空域が非常に混雑

しています。そこでは到着機が非効率な飛行を余儀な

くされ、管制官のワークロードが高くなる原因ともな

っています。また、中国に向かう出発機の調整も、各

セクタの管制官が独立して実施しています。日本の航

空交通管理の次のステップは「交通同期」です。これ

は ICAO の提唱する戦術的な交通管理手法で、セクタ

の枠を越えてトラジェクトリの調整を行うというも

のです。我々は東京国際空港の到着流を主な研究対象

と考えています。交通同期の考え方と需要と容量とい

う従来の考え方を統合する新たな順序付けツールや

戦術が必要になります。 

 

2. 研究の概要 

航空交通管理における決定のサポートに寄与できる

成果を出すことを研究の目的としています。研究を進

めるにあたり、以下の点に特に留意しています。 

・トラジェクトリ予測誤差の将来の順序付け戦略への

影響 

  ・本邦の空域の大きさが限られていること 

確率的モデルと混雑時の航空交通流のシミュレーシ

ョンが主な研究手段となります。 

 

3. 主な結果 

我々は到着交通流における遅延発生の主な原因は合

流地点であることを確認しました(4)。そして、速度制

御された交通流に関する解析を洗練させました(2,3,5)。

これらの結果は将来構築するモデルの基礎となりま

す。さらに、我々はトラジェクトリ予測誤差を考慮に

入れて、新たな順序付け戦略を研究していくためのソ

フトウェアを開発しました(1)。例えば、図 1 は合流や

間隔維持に起因する遅延を消化するために、航空機が

速度調節を開始すべき位置の分布を示しています。

我々は現在使われている「早い者勝ち」戦略や将来の

「巡航距離による優先付け」等の戦略や交通量が変化

した状況での交通流を解析しました。 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 トラジェクトリ誤差のある状況での順序付け 

 

4. 考察 

トラジェクトリ予測誤差のため、現在の運用では大都

市空港の到着滑走路に負荷がかかっているという結

論に達しました。他国と比較して、日本ではレーダー

誘導がなくなったり、大幅に削減したり出来るように

はならないと思います。来年度はこの仮説の検証を行

う予定です。 

 

掲載文献 

(1) Gwiggner et al., “Trade-offs and Issues in Traffic 

Synchronization”, 9th Europe/U.S. ATM R&D Seminar, 

Berlin, Germany, 2011. 

(2) Gwiggner, “Study on Traffic Synchronization”, ENRI's 

International Workshop on ATM/CNS (EIWAC), Tokyo, 

Japan, 2010. 

(3) Gwiggner, Nagaoka, “Analysis of Fuel Efficiency in 

Highly Congested Arrival Flows”.  Proceedings of 2010 

Asia-Pacific International Symposium on Aerospace 

Technology (APISAT), Xi'an, China, 2010. 

(4) Gwiggner, Nagaoka, “Data and Queueuing Analysis of a 

Japanese Air-Traffic Flow”, Transportation Science, 2011.  

(5) Gwiggner, “Delay propagation in re-scheduled queueing 

systems”, Math. Methods of Op. Research, 2011. 
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担当領域   航空交通管理領域 

担 当 者 ○クラウス グウィグナー、藤田 雅人、福田 豊、長岡 栄、山本 憲夫 

研究期間   平成 21 年度～平成 23 年度 
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管制空域の複雑性に関する研究【基礎研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○福島 幸子 

研究期間  平成 20 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

航空交通流管理（ATFM; Air Traffic Flow Management）

は航空交通量が空域の容量を越えることが予測された場

合に、事前に出発時刻を調節し、過度な集中を避け、円滑

な航空交通流を維持するものである。 

わが国の ATFM 業務は航空交通管理センター（以下、

ATM センター）で行われている。航空路セクタの交通量

は、レーダ管制官の時間あたりの管制作業量をもとに予測

されている。作業量は、実測された管制作業時間と作業毎

の困難度指数に基づき算出される。 

今まで、空域再編や新空港が開港したときは、その後に

管制官の作業を計測・解析を行い、新しい数値を設定して

きた。しかし、管制作業の計測と解析には多くの時間を要

するため、運用条件が変わったときに、全セクタの作業量

計測を行わずに容量値を予測することが求められている。 

 本研究では、全セクタの計測を行わずに運用できるよう

な、新たな ATFM のアルゴリズムを検討している。 

 

２．研究の概要 

本研究は 3 年計画であり、平成 22 年度はその 3 年次で

ある。平成 22 年度の研究においては、空域への入出域時

刻から管制作業量の予測を試み、3 つに特徴の異なるセク

タにおいて、パラメータの推定を行った。 

 

３．研究成果 

3.1 管制作業負荷の予測 

現在，ATFM では滞在時間にセクタ及び飛行種別固有の

係数で重みをつけて，管制作業量を推定している。具体的

には、航空機 ai の区間[t,t+T]における滞在時間を STT(t,i)

とし，対象セクタを通過した航空機数を N とする。時刻 t

における 30 分間（1800 秒）の作業量 TASK1800(t)は 

 

   (1) 

 

で表される。ここで、CCAT は出発，到着，域内，通過機

毎に設定される係数で，セクタによってもこの数値は異な

る。 

 CCAT がセクタ、航空機種別によらずに一定であれば、

管制作業量は同時管制機数に比例することになる。しかし、

CCAT の値は通過機に比べて到着機や出発機が高い。これ

は、通過機距離も到着機や出発機の方が管制指示、監視の

頻度が高いからである。 

 そこで、空域内でコンフリクトが発生する確率に基づき

管制作業量を推定する。(1)の CCAT を 

)(tPCCC ibasicCAT +=
   (2) 

と、交通量や交通状況に依存しない共通項 Cbasic とコンフ

リクトの発生する確率 PCi(t)で置き換える。 
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その結果、
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となる。PCi は 

 条件：「セクタの出域点の座標が±xx1 NM 以内かつ hh1 

ft 以内かつ出域時刻が mm1 分以内（xx1，hh1，mm1 はパ

ラメータ）」 

を満たす航空機数に定数 F を掛けたものであり、これらの

数値のマッチングを試みた。 

表 1  Sample of parameters 
 Cbasic dd1 hh1 tt1 F 

Sim1 3.5 3 5 3 0.2 
Sim2 3.5 3 5 10 0.2 
Sim3 3.0 5 10 10 0.2 
Sim4 3.0 5 10 10 0.7 

 
表 1 の数値で、3 つのセクタの管制作業量を推定した。 

 

４．まとめ 

 現行の交通容量のグラフとの一致性として、容量を超え

る時刻の推定が可能かどうかを調べた。 

 その結果、セクタごとの差は若干あり、統一パラメータ

の算出には至らなかったが、容量を超過するタイミングの

推定は概ねできた。超過タイミングを推定できなかった時

や現実的には超過しないと予測されたのに超過を予測し

た時の交通状況について、さらに解析したい。 
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日本では、大都市空港とその周辺の空域が非常に混雑

しています。そこでは到着機が非効率な飛行を余儀な

くされ、管制官のワークロードが高くなる原因ともな

っています。また、中国に向かう出発機の調整も、各

セクタの管制官が独立して実施しています。日本の航

空交通管理の次のステップは「交通同期」です。これ

は ICAO の提唱する戦術的な交通管理手法で、セクタ

の枠を越えてトラジェクトリの調整を行うというも

のです。我々は東京国際空港の到着流を主な研究対象

と考えています。交通同期の考え方と需要と容量とい

う従来の考え方を統合する新たな順序付けツールや

戦術が必要になります。 

 

2. 研究の概要 

航空交通管理における決定のサポートに寄与できる

成果を出すことを研究の目的としています。研究を進

めるにあたり、以下の点に特に留意しています。 

・トラジェクトリ予測誤差の将来の順序付け戦略への

影響 

  ・本邦の空域の大きさが限られていること 

確率的モデルと混雑時の航空交通流のシミュレーシ

ョンが主な研究手段となります。 

 

3. 主な結果 

我々は到着交通流における遅延発生の主な原因は合

流地点であることを確認しました(4)。そして、速度制

御された交通流に関する解析を洗練させました(2,3,5)。

これらの結果は将来構築するモデルの基礎となりま

す。さらに、我々はトラジェクトリ予測誤差を考慮に

入れて、新たな順序付け戦略を研究していくためのソ

フトウェアを開発しました(1)。例えば、図 1 は合流や

間隔維持に起因する遅延を消化するために、航空機が

速度調節を開始すべき位置の分布を示しています。

我々は現在使われている「早い者勝ち」戦略や将来の

「巡航距離による優先付け」等の戦略や交通量が変化

した状況での交通流を解析しました。 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 トラジェクトリ誤差のある状況での順序付け 

 

4. 考察 

トラジェクトリ予測誤差のため、現在の運用では大都

市空港の到着滑走路に負荷がかかっているという結

論に達しました。他国と比較して、日本ではレーダー

誘導がなくなったり、大幅に削減したり出来るように

はならないと思います。来年度はこの仮説の検証を行

う予定です。 
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1. はじめに 

米 国 ・ 欧 州 に お い て は SWIM （ System-Wide 
Information Management）等のデータ統合情報管理シス

テムの導入に向け、研究・開発を実施している。データ統

合に基づく情報共有による得られる便益について明確で

あるとは言いがたい。 
統合システムにおいて可能となるアプリケーションを

デモンストレーションし、統合システムの便益を明確化す

ることによりデータ統合の促進に役立つものと期待され

る。 
 本研究の目的は統合情報管理システム構築において、統

合システムにおいて可能となるアプリケーションをデモ

ンストレーションし、その便益を大まかに推定できるよう

にすることである。 
 
2. 研究の目的 

一般にシステム開発の失敗の多くは、要求定義・要件定

義の失敗に起因することが多い。管制システムは人命・財

産に大きな影響を与えるセーフティクリティカルシステ

ムに分類される。そのため、他のセーフティクリティカル

でないシステムと比して、要求定義・要件定義にコストが

かかる。効率的な要件開発が可能となるよう要求・要件開

発に関するソフトウェア工学に関する知見を収集する。 

FAA では COTS（commercial off-the-shelf 既製ソフトウ

ェア／ハードウェア製品）を利用した SOA（サービス指

向アーキテクチャ、Service-oriented architecture）に基づく

SWIM の実装を考えている。また、Web のような分散ハイ

パーメディアシステムを提供するソフトウェアアーキテ

クチャは SOA だけでなく、REST(Representational State 

Transfer)も知られている。また、これらのアーキテクチャ

を実装したオープンソース COTS を利用して、デモアプリ

ケーションを作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 研究の成果 

本年度は開始年度であり、セーフティクリティカルシス

テムの開発手法に関するソフトウェア工学の知見や形式

仕様記述言語の利点と限界、分散ハイパーメディアシステ

ムのソフトウェアアーキテクチャの既知の利点と限界、さ

らにそれらを実装したオープンソフトウェア COTS の使

用方法・開発環境等の基礎的な情報収集に終始した。 

 

 

掲載文献 

(1) 藤田、航空管制における統合情報管理システム要件開
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1. はじめに 

ASAS（Aircraft Surveillance Applications System）とは、

飛行機に周囲の交通状況を提供することによって、飛行機

同士が間隔を維持できるようにする航空機システムのこ

とである。将来的には世界規模の実用化が予想されている

が、我が国では ASAS に関して十分な研究が行われていな

い。そこで、当研究所では平成 19 年度～平成 21 年度にか

けて「ASAS に関する予備的研究」を実施し、日本に ASAS

を導入する場合に備えて、オランダ航空宇宙研究所(NLR)

と共同で ASAS について基礎的な安全性評価を行った。本

研究では、引き続き NLR との共同研究を実施し、ASAS

の安全性評価手法をさらに発展させるため、確率的シミュ

レーションに特化した研究を行っている。 

 

2. 研究の概要 

NLR と共同で、航空機の振る舞いや風、測位誤差、

稀にしか起こらない事象（ADS-B 送受信機や GPS 受信機

の故障等）の影響を考慮した確率的モンテカルロシミュレ

ーションを実施し、大きな事故に至るレアイベントの連鎖

を解析している。また、NASA ラングレー研究所と ASAS 

IM（Interval Management）応用方式の検討に向けて、研究

連携を行っている。 
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3. 研究成果 

特殊な数学的手法を導入することにより、ICAO で定

められた「2 億時間の飛行につき 1 回以下の衝突回数」を

シミュレートするために必要な時間を、従来の 1500 年か

ら数時間程度に短縮させるという大きな成果が出た。また、

ADS-B 送受信が失敗し、先行機の情報が受信できなくな

った場合を模擬したシミュレーションを実施し、与えた仮

定の下では ICAO の安全性基準を満たすことを確認した

（下図参照）。この研究成果は ICAS（国際航空科学会議）

で発表されており、ICAS John J. Green award を授賞するな

ど、国際的に大きな評価を受けた。また、NASA ラングレ

ー研究所と連携し、ASAS 制御系の動作確認を進めている。 

 

4. 考察等 

今後は、NASA ラングレー研究所の開発した ASAS

制御系の動作確認を実施し、これを実装した場合の安全性

を、東京国際空港及びスキポール空港を模擬したシミュレ

ーションにより解析する。今後は確率のみならず、そこに

至るレアイベントの連鎖を解析する予定である。 

図：衝突確率の計算結果例（横軸 Level5 が衝突に対応、

縦軸は確率を示している。現実的な 3 つのシナリオ（Case 

1-3）を用意し、ASAS を適用した 2 機の航空機のトラッ

キングをシミュレートしたところ、衝突確率は ICAS の安

全性基準（5.0×10-9）以下であることがわかった。） 

 

 

確率的シミュレーションに関する研究【基礎研究】 
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1. はじめに 

米 国 ・ 欧 州 に お い て は SWIM （ System-Wide 
Information Management）等のデータ統合情報管理シス

テムの導入に向け、研究・開発を実施している。データ統

合に基づく情報共有による得られる便益について明確で

あるとは言いがたい。 
統合システムにおいて可能となるアプリケーションを

デモンストレーションし、統合システムの便益を明確化す

ることによりデータ統合の促進に役立つものと期待され

る。 
 本研究の目的は統合情報管理システム構築において、統

合システムにおいて可能となるアプリケーションをデモ

ンストレーションし、その便益を大まかに推定できるよう

にすることである。 
 
2. 研究の目的 

一般にシステム開発の失敗の多くは、要求定義・要件定

義の失敗に起因することが多い。管制システムは人命・財

産に大きな影響を与えるセーフティクリティカルシステ

ムに分類される。そのため、他のセーフティクリティカル

でないシステムと比して、要求定義・要件定義にコストが

かかる。効率的な要件開発が可能となるよう要求・要件開

発に関するソフトウェア工学に関する知見を収集する。 

FAA では COTS（commercial off-the-shelf 既製ソフトウ

ェア／ハードウェア製品）を利用した SOA（サービス指

向アーキテクチャ、Service-oriented architecture）に基づく

SWIM の実装を考えている。また、Web のような分散ハイ

パーメディアシステムを提供するソフトウェアアーキテ

クチャは SOA だけでなく、REST(Representational State 

Transfer)も知られている。また、これらのアーキテクチャ

を実装したオープンソース COTS を利用して、デモアプリ

ケーションを作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 研究の成果 

本年度は開始年度であり、セーフティクリティカルシス

テムの開発手法に関するソフトウェア工学の知見や形式

仕様記述言語の利点と限界、分散ハイパーメディアシステ

ムのソフトウェアアーキテクチャの既知の利点と限界、さ

らにそれらを実装したオープンソフトウェア COTS の使

用方法・開発環境等の基礎的な情報収集に終始した。 

 

 

掲載文献 

(1) 藤田、航空管制における統合情報管理システム要件開

発工程に関する一考察、情報処理学会全国大会、2011
年 3 月 

データ統合により得られる便益に関する基礎的研究【基盤研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○藤田 雅人 

研究期間  平成 22 年度～平成 23 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. はじめに 

ASAS（Aircraft Surveillance Applications System）とは、

飛行機に周囲の交通状況を提供することによって、飛行機

同士が間隔を維持できるようにする航空機システムのこ

とである。将来的には世界規模の実用化が予想されている

が、我が国では ASAS に関して十分な研究が行われていな

い。そこで、当研究所では平成 19 年度～平成 21 年度にか

けて「ASAS に関する予備的研究」を実施し、日本に ASAS

を導入する場合に備えて、オランダ航空宇宙研究所(NLR)

と共同で ASAS について基礎的な安全性評価を行った。本

研究では、引き続き NLR との共同研究を実施し、ASAS

の安全性評価手法をさらに発展させるため、確率的シミュ

レーションに特化した研究を行っている。 

 

2. 研究の概要 

NLR と共同で、航空機の振る舞いや風、測位誤差、

稀にしか起こらない事象（ADS-B 送受信機や GPS 受信機

の故障等）の影響を考慮した確率的モンテカルロシミュレ

ーションを実施し、大きな事故に至るレアイベントの連鎖

を解析している。また、NASA ラングレー研究所と ASAS 

IM（Interval Management）応用方式の検討に向けて、研究

連携を行っている。 
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3. 研究成果 

特殊な数学的手法を導入することにより、ICAO で定

められた「2 億時間の飛行につき 1 回以下の衝突回数」を

シミュレートするために必要な時間を、従来の 1500 年か

ら数時間程度に短縮させるという大きな成果が出た。また、

ADS-B 送受信が失敗し、先行機の情報が受信できなくな

った場合を模擬したシミュレーションを実施し、与えた仮

定の下では ICAO の安全性基準を満たすことを確認した

（下図参照）。この研究成果は ICAS（国際航空科学会議）

で発表されており、ICAS John J. Green award を授賞するな

ど、国際的に大きな評価を受けた。また、NASA ラングレ

ー研究所と連携し、ASAS 制御系の動作確認を進めている。 

 

4. 考察等 

今後は、NASA ラングレー研究所の開発した ASAS

制御系の動作確認を実施し、これを実装した場合の安全性

を、東京国際空港及びスキポール空港を模擬したシミュレ

ーションにより解析する。今後は確率のみならず、そこに

至るレアイベントの連鎖を解析する予定である。 

図：衝突確率の計算結果例（横軸 Level5 が衝突に対応、

縦軸は確率を示している。現実的な 3 つのシナリオ（Case 

1-3）を用意し、ASAS を適用した 2 機の航空機のトラッ

キングをシミュレートしたところ、衝突確率は ICAS の安

全性基準（5.0×10-9）以下であることがわかった。） 
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気象予測情報の航空交通管理への利用に関する調査【調査】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○新井 直樹、福田 豊、白川 昌之 

研究期間  平成 21 年度～平成 22 年度 

 

1. はじめに 

航空機の運航は気象の影響を大きく受けるため、円滑な

航空交通流の形成には、気象予測情報を活用することが必

要である。現在、航空気象に関する様々な気象情報が提供

され、また開発が進められている。本研究では、精密なト

ラジェクトリ予測への利用を目指し、航空交通に活用でき

る気象予測情報を調査することとした。 

 

2. 研究の概要 

2.1 気象学及び気象予測技術の調査 

気象に関する知見を蓄積するために、文献、各種研修等

により、気象学について全般的な調査を行った。 

2.2 航空交通管理に利用できる気象予測情報の調査 

気象庁から提供されている気象予測情報について、特に

数値予報の特性、活用法等について調査した。 

 

3. 研究成果 

調査の過程で、大気の立体的な可視化について、以前か

ら多くの要望が寄せられていることを把握した。そこで、

気象情報と航空機の情報を同一の画面上に 3 次元で可視

化するツールの開発を開始した。本ツールでは、気象庁が

提供する数値予報を用いて、風ベクトル、気温、露点温度、

湿度、相当温位等の要素を、航空機と同じ画面に表示し、

マウスを用いて視点の移動や拡大・縮小の操作を行うこと

ができる。また、航空機の航跡と気象情報とをあわせて 

 

 

図 1  可視化ツールの表示例 －台風－ 

表示することで、両者の空間的な関係を容易に把握するこ

とが可能となる 

 

4. おわりに 

航空交通に利用可能な気象予測情報について調査を行

い、気象分野の研究者・技術者と、協力関係を構築した。

また、数値予報について調査し、その可視化ツールの開発

を開始した。今後は、関連する研究課題において本調査を

継続・発展させるとともに、気象情報と航空情報とをあわ

せて直感的に認識・分析できる可視化環境を構築する予定

である。 

 

掲載文献 

(1) 航空気象情報の可視化についての検討, 新井直樹,

日本航空機操縦士協会 航空気象委員会 (2010.2) 

(2) 気象情報可視化ツール Wvis の開発 ～気象の見え

る化を目指して～, 新井 直樹, 福田 豊, 白川 昌

之, 日本気象学会 2010 年度秋季大会 (2010.10) 

(3) 気象情報可視化ツール Wvis の開発 ～気象の見え

る化を目指して～, 新井直樹, 可視化情報学会 第

16 回ビジュアリゼーションカンファレンス 

(2010.11) 

(4) 航空気象の見える化の試み －気象情報可視化ツー

ルの開発－, 新井直樹, 日本気象学会第 5 回航空気

象研究会 (2011,2) 

 

 

図 2  可視化ツールの表示例 －南西強風－ 

予防安全支援のための創発型認知シミュレーションの開発とその適法手法に関する研究【競争的資金研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○青山 久枝 

研究期間  平成 21 年度～平成 23 年度 

 

１．はじめに 

事故やインシデント発生後の安全対策のみならず、それ

らを未然に防止する「予防安全」の実現が求められている。

しかし、事故やインシデントは、システムを構成する多数

の人間・機械・環境の動的かつ複雑な相互作用の結果、当

事者の予期に反して生じる「創発現象」であり、安全工学

分野で提唱されてきた事故の発生メカニズムによる「事故

モデル」に基づく安全対策においても、想定外の事象によ

る事故の予防までには至っていない。 

本研究では、現場熟練者と共同の有効性検証プロセスを

通じて、認知シミュレータ実用上の課題とその解決策につ

いて実践的な研究を行い、安全工学分野・認知工学分野に

寄与しうる知見の蓄積を目指す。 

 

２．研究の概要 

本研究では、航空管制業務における人間―機械系相互作

用の逐次的分析が可能な創発型チーム認知シミュレーシ

ョンの設計方法論を構築する。東京大学、東北大学ととも

に研究チームを組織して、先行研究において開発したパイ

ロット認知シミュレータおよび管制官認知シミュレータ

（COMPAS）を基盤として、機能共鳴を再現可能な創発型

シミュレーションモデルを構築し、機能共鳴事故モデルの

検証とその分析的研究手法の実現を図る。認知モデリング

分野で従来明示的にはほぼ考慮されなかった「情報の解

釈」を含めた認知シミュレーション手法の高度化を図る。 

さらに、実用モデル「熟練者の『気づき』を促すシミュ

レータ」を提案し、複数の人間とシステムが関わる思いが

けないトラブルやパフォーマンス低下についてシミュレ

ータを用いた予見的分析支援手法を構築し、予防安全研究

分野における研究手段としての認知シミュレータの基本

的有効性を検証する。 

 

３．研究成果 

先行研究におけるレーダ対空席のタスク困難度変化、管

制官の処理方法によるパフォーマンスなどを時系列的に

可視化した CAPS（Chart of ATC task Processing State）に、

調整席の業務を加えた両席のインタラクション分析・可視

化手法の開発を行った。 

提案手法では、レーダ席の通信や調整席が調整を行った

時間、両席のコミュニケーションおよび対象となった航空

機との関連が、CAPS 上に棒グラフや矢印で示した。これ

により、調整が頻繁に行われた航空機、事前調整を必要と

した交通状況、CAPS により示されたレーダ席の Workload

と調整席の業務の関係など、両席のインタラクションと状

況が関連付けられて可視化された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

レーダ席と調整席のインタラクションの例 

 

４．考察等 

本研究成果は、管制官チームによる業務実行のプロセス

や管制官が有するスキルを、レジリエンスの観点から検

討・解明し、教育・訓練やシステムの改善に適切に反映さ

れることにより、より高いレジリエンスを有する管制シス

テムの実現に寄与することが期待される。 

 

掲載文献 

(1)青山他：“High Reliability Organization 実現のためのオペ

レータ支援方策に関する研究(2)-航空管制業務におけるワ

ークロード可視化手法の検討-”、日本人間工学会第 51 回

大会論文集、pp122-123、平成 22 年 6 月 

(2)青山他：“認知工学的手法に基づく航空管制システムに

関する研究Ⅳ(1)-管制パフォーマンスの評価指標の改良と

評価-”、ヒューマンインタフェースシンポジウム 2010 論

文集、pp209-212、平成 22 年 9 月 

(3)青山他：“AN EXPRESION OF AIR TRAFFIC CON- 

TROLLER’S WORKLOAD BY RECOGNITION- PRIMED 

DECISION MODEL”、ICAS2010-11.10.2、平成 22 年 9 月 
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気象予測情報の航空交通管理への利用に関する調査【調査】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○新井 直樹、福田 豊、白川 昌之 

研究期間  平成 21 年度～平成 22 年度 

 

1. はじめに 

航空機の運航は気象の影響を大きく受けるため、円滑な

航空交通流の形成には、気象予測情報を活用することが必

要である。現在、航空気象に関する様々な気象情報が提供

され、また開発が進められている。本研究では、精密なト

ラジェクトリ予測への利用を目指し、航空交通に活用でき

る気象予測情報を調査することとした。 

 

2. 研究の概要 

2.1 気象学及び気象予測技術の調査 

気象に関する知見を蓄積するために、文献、各種研修等

により、気象学について全般的な調査を行った。 

2.2 航空交通管理に利用できる気象予測情報の調査 

気象庁から提供されている気象予測情報について、特に

数値予報の特性、活用法等について調査した。 

 

3. 研究成果 

調査の過程で、大気の立体的な可視化について、以前か

ら多くの要望が寄せられていることを把握した。そこで、

気象情報と航空機の情報を同一の画面上に 3 次元で可視

化するツールの開発を開始した。本ツールでは、気象庁が

提供する数値予報を用いて、風ベクトル、気温、露点温度、

湿度、相当温位等の要素を、航空機と同じ画面に表示し、

マウスを用いて視点の移動や拡大・縮小の操作を行うこと

ができる。また、航空機の航跡と気象情報とをあわせて 

 

 

図 1  可視化ツールの表示例 －台風－ 

表示することで、両者の空間的な関係を容易に把握するこ

とが可能となる 

 

4. おわりに 

航空交通に利用可能な気象予測情報について調査を行

い、気象分野の研究者・技術者と、協力関係を構築した。

また、数値予報について調査し、その可視化ツールの開発

を開始した。今後は、関連する研究課題において本調査を

継続・発展させるとともに、気象情報と航空情報とをあわ

せて直感的に認識・分析できる可視化環境を構築する予定

である。 

 

掲載文献 

(1) 航空気象情報の可視化についての検討, 新井直樹,

日本航空機操縦士協会 航空気象委員会 (2010.2) 

(2) 気象情報可視化ツール Wvis の開発 ～気象の見え

る化を目指して～, 新井 直樹, 福田 豊, 白川 昌

之, 日本気象学会 2010 年度秋季大会 (2010.10) 

(3) 気象情報可視化ツール Wvis の開発 ～気象の見え

る化を目指して～, 新井直樹, 可視化情報学会 第

16 回ビジュアリゼーションカンファレンス 

(2010.11) 

(4) 航空気象の見える化の試み －気象情報可視化ツー

ルの開発－, 新井直樹, 日本気象学会第 5 回航空気

象研究会 (2011,2) 

 

 

図 2  可視化ツールの表示例 －南西強風－ 

予防安全支援のための創発型認知シミュレーションの開発とその適法手法に関する研究【競争的資金研究】 

 

担当領域  航空交通管理領域 

担 当 者 ○青山 久枝 

研究期間  平成 21 年度～平成 23 年度 

 

１．はじめに 

事故やインシデント発生後の安全対策のみならず、それ

らを未然に防止する「予防安全」の実現が求められている。

しかし、事故やインシデントは、システムを構成する多数

の人間・機械・環境の動的かつ複雑な相互作用の結果、当

事者の予期に反して生じる「創発現象」であり、安全工学

分野で提唱されてきた事故の発生メカニズムによる「事故

モデル」に基づく安全対策においても、想定外の事象によ

る事故の予防までには至っていない。 

本研究では、現場熟練者と共同の有効性検証プロセスを

通じて、認知シミュレータ実用上の課題とその解決策につ

いて実践的な研究を行い、安全工学分野・認知工学分野に

寄与しうる知見の蓄積を目指す。 

 

２．研究の概要 

本研究では、航空管制業務における人間―機械系相互作

用の逐次的分析が可能な創発型チーム認知シミュレーシ

ョンの設計方法論を構築する。東京大学、東北大学ととも

に研究チームを組織して、先行研究において開発したパイ

ロット認知シミュレータおよび管制官認知シミュレータ

（COMPAS）を基盤として、機能共鳴を再現可能な創発型

シミュレーションモデルを構築し、機能共鳴事故モデルの

検証とその分析的研究手法の実現を図る。認知モデリング

分野で従来明示的にはほぼ考慮されなかった「情報の解

釈」を含めた認知シミュレーション手法の高度化を図る。 

さらに、実用モデル「熟練者の『気づき』を促すシミュ

レータ」を提案し、複数の人間とシステムが関わる思いが

けないトラブルやパフォーマンス低下についてシミュレ

ータを用いた予見的分析支援手法を構築し、予防安全研究

分野における研究手段としての認知シミュレータの基本

的有効性を検証する。 

 

３．研究成果 

先行研究におけるレーダ対空席のタスク困難度変化、管

制官の処理方法によるパフォーマンスなどを時系列的に

可視化した CAPS（Chart of ATC task Processing State）に、

調整席の業務を加えた両席のインタラクション分析・可視

化手法の開発を行った。 

提案手法では、レーダ席の通信や調整席が調整を行った

時間、両席のコミュニケーションおよび対象となった航空

機との関連が、CAPS 上に棒グラフや矢印で示した。これ

により、調整が頻繁に行われた航空機、事前調整を必要と

した交通状況、CAPS により示されたレーダ席の Workload

と調整席の業務の関係など、両席のインタラクションと状

況が関連付けられて可視化された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

レーダ席と調整席のインタラクションの例 

 

４．考察等 

本研究成果は、管制官チームによる業務実行のプロセス

や管制官が有するスキルを、レジリエンスの観点から検

討・解明し、教育・訓練やシステムの改善に適切に反映さ

れることにより、より高いレジリエンスを有する管制シス

テムの実現に寄与することが期待される。 

 

掲載文献 

(1)青山他：“High Reliability Organization 実現のためのオペ

レータ支援方策に関する研究(2)-航空管制業務におけるワ

ークロード可視化手法の検討-”、日本人間工学会第 51 回

大会論文集、pp122-123、平成 22 年 6 月 

(2)青山他：“認知工学的手法に基づく航空管制システムに

関する研究Ⅳ(1)-管制パフォーマンスの評価指標の改良と

評価-”、ヒューマンインタフェースシンポジウム 2010 論

文集、pp209-212、平成 22 年 9 月 

(3)青山他：“AN EXPRESION OF AIR TRAFFIC CON- 

TROLLER’S WORKLOAD BY RECOGNITION- PRIMED 

DECISION MODEL”、ICAS2010-11.10.2、平成 22 年 9 月 
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今後の ATM/CNS 研究にかかる動向調査【調査】 

 

担当領域   研究企画統括 

担 当 者 ○長岡 栄、山本憲夫 

研究期間   平成 22 年度 

 

1. はじめに 

 欧米では 2025 年頃を目標に航空交通管理（ATM）シス

テムの近代化計画が進められている。当所でも長期ビジョ

ンを作成し、この実現に向けて研究を推進している。この

近代化は ICAOの全地球的ATM運用概念に基づくもので、

世界的に調和したシステムの構築が求められている。 
 こうした中で、今後の中・長期的研究計画の策定や長期

ビジョンの精緻化には、国内外の関連分野の研究･開発動

向を把握する必要がある。また、世界的に調和したシステ

ム構築には関係者の間の情報共有や協調などが望まれる。 
 また、わが国では欧米に比較して ATM/CNS 研究者の

層が薄い。当該分野の研究の裾を広げるには、今後、この

重要性と将来性についての学会等における啓蒙活動や関

係者への当所の広報活動も必要である。 
 そこで、上記要求に応えるべく本調査を企画・実行した。 

 

2. 調査の概要 

2.1 調査の目標 

 以下のことを目指して調査を実施した。 

① ATM/CNS 研究（主として、ATM における通信システム

研究）の動向調査 

②電子航法研究所国際ワークショップ（ENRI Int'l 

Workshop on ATM/CNS: EIWAC)の関係者への広報活動 

③ATM/CNS研究の学会等における啓蒙活動 

2.2 実施内容 

 ①と②のため、ATMの研究発表がある２つの国際学会に

参加した。この際、併せて、関係研究者がいる海外の研究

機関等を訪問し、意見交換と聞き取り調査を行った。 

 参加した学会は ATM の研究者が集う航空輸送研究国際

会議（ICRAT 2010）と航空研究者が集う国際航空科学会議

（ICAS 2010)である。双方とも一つのセッションの座長を

担当し、関係者との交流を深めた。 

 調査のため訪問した機関は以下のとおりである。 

 （a)ユーロコントロール実験センター（EEC) 

 （b)フランス航空局（DSNA) DTI 

 （c)ドイツ航空宇宙研究機構(DLR)通信研究所 

 （d)米国連邦航空局（FAA）本部 

 ②では、訪問先で ENRI の研究紹介と EIWAC の広報のた

めのプレゼンテーションを行った。 

 ③については、学会や各種の委員会等での ATM関連の講

演や発表を通じて実施した。学会では電子情報通信学会、

設計工学会、測位航法学会、電波航法研究会や政府系の委

員会等がある。 

 

3. 結果 

 調査を通じて通信技術研究に関する情報を得た。この一

部をまとめて学会等で発表した。この分野では、国際標準

化がきわめて重要だが、多くの関係者の合意を得るには時

間がかかる。安全優先のため、成熟した技術でないと標準

化にはなじまない。将来の通信はデジタル通信が主である

ことは間違いないが、利用技術は他分野で多用されている

ものが殆どである。この傾向は今後も続くと思われる。た

だ、ATMへの応用・運用では、地域固有の問題もあり、こ

うした問題解決の取り組みが中心的課題となると考える。 

 

4. まとめ 

 本調査では文献調査、研究機関等での聞き取り調査など

を通じて ATM/CNS 研究にかかる通信技術などの動向を調

査した。本調査の成果を通じて、長期ビジョンの精緻化や

今後の研究計画の策定の参考資料の提供、ENRI の国際的

知名度の向上などに貢献できたと考えている 

 

掲載文献 

(1) 長岡 栄：航空システムのための安全性評価の動向－

飛行運用安全性評価（FOSA）とその背景－、電子情

報通信学会技術研究報告 SSS-2010-4，2010 年 5 月． 

(2) Nagaoka, S.：A Survey on Communication, Navigation 

and Surveillance Systems for Global Air Traffic 

Management：－The Current Status of Communication 

and Surveillance Systems－, IEICE Technical Report, 

SANE2010-88，Oct. 2010. 

(3) 長岡 栄：航空交通システムの安全設計、設計工学、

Vol.45,No.11、pp.563-541、2010 年 11 月． 

(4) 長岡 栄：将来の航空データ通信システムの動向：－

L バンドデジタル航空通信システム－,電子情報通信

学会技術研究報告 SANE2010-146，2011 年 1 月．  

２ 通信・航法・監視領域 
Ⅰ 年度当初の試験研究計画とそのねらい 

平成 22 年度においては、当所の長期ビジョンを基に

行政当局などの要望を考慮しながら下記のような研究を

計画・実施した。 

１．GNSS 精密進入における安全性解析とリスク管理技

術の開発 

２．将来の航空用高速データリンクに関する研究 

３．空港面監視技術高度化の研究 

４．CPDLC 卓を用いた航空路管制シミュレーションの研究 

５．GPS 受信機処理方式の高度化に関する研究 

６．高速大容量通信アンテナを利用した航空通信システムに

関する基礎研究 

７．空港面高度運用技術の研究 

８．GBAS による新しい運航方式に関する研究 

９．トラジェクトリベース運航のためのCNS 基盤技術に関す

る研究 

10．航空通信用データリンク・アプリケーションの調査研究 

11．機上航法装置に関する調査 

12．ディジタル受信機を用いたパッシブレーダーによるプラ

ズマバブル広域監視法の研究開発 

13．衛星ビーコン観測とGPS-TEC による電離圏 3 次元トモグ

ラフィの研究開発 

14．気象変動に伴う極端気象に強い都市創り 

15．障害に強い（ロバストな）一情報のための地域的測位衛

星の高度利用 

16．高精度測位補正技術に関する研究 

１から３は重点研究であり、４から９は指定研究、10

は基礎研究、11 は調査、12 から 15 は競争的資金による

研究、16 は国土交通省からの受託研究である。 

１は、全世界的航法衛星システム(GNSS)を航空機の精

密進入に供するための研究で、先進国間で電離圏環境が厳

しい日本において、GNSS による精密進入を実用化するため

の安全性解析技術とリスク管理手法を開発する研究である。 

２は、将来の航空通信需要の増大に対応するために、

現行の VHF 帯対空通信に代わる L バンドディジタル航

空通信システム(L-DACS)の国際標準案作成のために、実

験用機材を試作し、高速通信技術および周波数有効利用

技術等の開発評価を行う研究である。 

３は、空港の処理能力を拡張させるため、空港周辺を

飛行中の航空機に対して高信頼性の正確な情報を管制官

に提供する監視技術を開発する研究で、広域マルチラテ

レーション(WAM)方式の実験装置を開発・評価し、我が

国における課題の解決を目指す研究である。 

４は、航空管制業務の安全性、効率性の向上、周波数

の有効活用等の観点から導入が急がれている管制官パイ

ロット間データ通信(CPDLC)による管制業務の効率化及

び務負荷の低減率をシミュレーション実験により評価す

る研究である。 

５は、所内における GPS 受信機および補強システムに

関連するソフトウェアの共通化を図ることにより、受信

方式や補強方式に使われる新しいアルゴリズムを検討す

るツール・プログラムの開発の効率化を図る研究である。 

６は、将来の空港面および空港近辺の航空通信システ

ムにおいて高速大容量通信が可能とする複数素子アンテ

ナ(MIMO)技術の可能性を調査検討する研究である。 

７は、「A-SMGC システムの研究」で開発された、経

路設定機能・誘導機能・管制機能の 3 機能の機能間の協

調を図り、地上側・機上側が一体となった空港面運用を

実現するために必要な情報生成と情報提供に関する技術

の調査・検討を行う研究である。 

８は、安全で効率的な GBAS による運航を、現在の限

界が見えてきている精密進入システムである計器着陸シ

ステム(ILS)に替わって導入するために、その特徴を発揮

させる運航方式を調査検討する研究である。 

９は、将来の航空交通管理で実現するトラジェクトリ

ベース運航に対して、将来の航空管制業務の姿を提案す

るとともに、CNS 基盤技術との関連について調査検討す

る研究である。 

10 は、航空通信網(ATN)アプリケーションと通信運用

要件(COCR)が考慮しているアプリケーションの差異を

明らかにするとともに、COCR におけるデータリンクの

安全性要件と ATN セキュリティ規格との課題について

検討する研究である。 

11 は、現在の航空機の GNSS 受信機あるいは在来航法

装置の構成、機能を調査するとともに、新しく使われ始

めたSBAS受信機や FMSなどの機上装置が飛行方式等に

与える影響に関する調査である。 

12 は、競争的資金である日本学術振興会の科学研究費

補助金(科研費)若手 B 研究による研究で、ディジタル受

信機を用いた短波伝搬距離測定装置を開発し、到来方向

探査装置とあわせて海外放送局電波の到来方向と伝搬距

離を測定することにより、衛星航法の高度利用を阻害す

るプラズマバブルの発生・移動をより高い精度で監視す

るシステムの実現可能性を実証する研究である。 

13 は、同じく競争的資金である日本学術振興会の科学

研究費補助金(科研費)の挑戦的萌芽研究に研究分担者と

─ 46 ─



 

 

今後の ATM/CNS 研究にかかる動向調査【調査】 

 

担当領域   研究企画統括 

担 当 者 ○長岡 栄、山本憲夫 

研究期間   平成 22 年度 

 

1. はじめに 

 欧米では 2025 年頃を目標に航空交通管理（ATM）シス

テムの近代化計画が進められている。当所でも長期ビジョ

ンを作成し、この実現に向けて研究を推進している。この

近代化は ICAOの全地球的ATM運用概念に基づくもので、

世界的に調和したシステムの構築が求められている。 
 こうした中で、今後の中・長期的研究計画の策定や長期

ビジョンの精緻化には、国内外の関連分野の研究･開発動

向を把握する必要がある。また、世界的に調和したシステ

ム構築には関係者の間の情報共有や協調などが望まれる。 
 また、わが国では欧米に比較して ATM/CNS 研究者の

層が薄い。当該分野の研究の裾を広げるには、今後、この

重要性と将来性についての学会等における啓蒙活動や関

係者への当所の広報活動も必要である。 
 そこで、上記要求に応えるべく本調査を企画・実行した。 

 

2. 調査の概要 

2.1 調査の目標 

 以下のことを目指して調査を実施した。 

① ATM/CNS 研究（主として、ATM における通信システム

研究）の動向調査 

②電子航法研究所国際ワークショップ（ENRI Int'l 

Workshop on ATM/CNS: EIWAC)の関係者への広報活動 

③ATM/CNS研究の学会等における啓蒙活動 

2.2 実施内容 

 ①と②のため、ATMの研究発表がある２つの国際学会に

参加した。この際、併せて、関係研究者がいる海外の研究

機関等を訪問し、意見交換と聞き取り調査を行った。 

 参加した学会は ATM の研究者が集う航空輸送研究国際

会議（ICRAT 2010）と航空研究者が集う国際航空科学会議

（ICAS 2010)である。双方とも一つのセッションの座長を

担当し、関係者との交流を深めた。 

 調査のため訪問した機関は以下のとおりである。 

 （a)ユーロコントロール実験センター（EEC) 

 （b)フランス航空局（DSNA) DTI 

 （c)ドイツ航空宇宙研究機構(DLR)通信研究所 

 （d)米国連邦航空局（FAA）本部 

 ②では、訪問先で ENRI の研究紹介と EIWAC の広報のた

めのプレゼンテーションを行った。 

 ③については、学会や各種の委員会等での ATM関連の講

演や発表を通じて実施した。学会では電子情報通信学会、

設計工学会、測位航法学会、電波航法研究会や政府系の委

員会等がある。 

 

3. 結果 

 調査を通じて通信技術研究に関する情報を得た。この一

部をまとめて学会等で発表した。この分野では、国際標準

化がきわめて重要だが、多くの関係者の合意を得るには時

間がかかる。安全優先のため、成熟した技術でないと標準

化にはなじまない。将来の通信はデジタル通信が主である

ことは間違いないが、利用技術は他分野で多用されている

ものが殆どである。この傾向は今後も続くと思われる。た

だ、ATMへの応用・運用では、地域固有の問題もあり、こ

うした問題解決の取り組みが中心的課題となると考える。 

 

4. まとめ 

 本調査では文献調査、研究機関等での聞き取り調査など

を通じて ATM/CNS 研究にかかる通信技術などの動向を調

査した。本調査の成果を通じて、長期ビジョンの精緻化や

今後の研究計画の策定の参考資料の提供、ENRI の国際的

知名度の向上などに貢献できたと考えている 
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２ 通信・航法・監視領域 
Ⅰ 年度当初の試験研究計画とそのねらい 

平成 22 年度においては、当所の長期ビジョンを基に

行政当局などの要望を考慮しながら下記のような研究を

計画・実施した。 

１．GNSS 精密進入における安全性解析とリスク管理技

術の開発 

２．将来の航空用高速データリンクに関する研究 

３．空港面監視技術高度化の研究 

４．CPDLC 卓を用いた航空路管制シミュレーションの研究 

５．GPS 受信機処理方式の高度化に関する研究 

６．高速大容量通信アンテナを利用した航空通信システムに

関する基礎研究 

７．空港面高度運用技術の研究 

８．GBAS による新しい運航方式に関する研究 

９．トラジェクトリベース運航のためのCNS 基盤技術に関す

る研究 

10．航空通信用データリンク・アプリケーションの調査研究 

11．機上航法装置に関する調査 

12．ディジタル受信機を用いたパッシブレーダーによるプラ

ズマバブル広域監視法の研究開発 

13．衛星ビーコン観測とGPS-TEC による電離圏 3 次元トモグ

ラフィの研究開発 

14．気象変動に伴う極端気象に強い都市創り 

15．障害に強い（ロバストな）一情報のための地域的測位衛

星の高度利用 

16．高精度測位補正技術に関する研究 

１から３は重点研究であり、４から９は指定研究、10

は基礎研究、11 は調査、12 から 15 は競争的資金による

研究、16 は国土交通省からの受託研究である。 

１は、全世界的航法衛星システム(GNSS)を航空機の精

密進入に供するための研究で、先進国間で電離圏環境が厳

しい日本において、GNSS による精密進入を実用化するため

の安全性解析技術とリスク管理手法を開発する研究である。 

２は、将来の航空通信需要の増大に対応するために、

現行の VHF 帯対空通信に代わる L バンドディジタル航

空通信システム(L-DACS)の国際標準案作成のために、実

験用機材を試作し、高速通信技術および周波数有効利用

技術等の開発評価を行う研究である。 

３は、空港の処理能力を拡張させるため、空港周辺を

飛行中の航空機に対して高信頼性の正確な情報を管制官

に提供する監視技術を開発する研究で、広域マルチラテ

レーション(WAM)方式の実験装置を開発・評価し、我が

国における課題の解決を目指す研究である。 

４は、航空管制業務の安全性、効率性の向上、周波数

の有効活用等の観点から導入が急がれている管制官パイ

ロット間データ通信(CPDLC)による管制業務の効率化及

び務負荷の低減率をシミュレーション実験により評価す

る研究である。 

５は、所内における GPS 受信機および補強システムに

関連するソフトウェアの共通化を図ることにより、受信

方式や補強方式に使われる新しいアルゴリズムを検討す

るツール・プログラムの開発の効率化を図る研究である。 

６は、将来の空港面および空港近辺の航空通信システ

ムにおいて高速大容量通信が可能とする複数素子アンテ

ナ(MIMO)技術の可能性を調査検討する研究である。 

７は、「A-SMGC システムの研究」で開発された、経

路設定機能・誘導機能・管制機能の 3 機能の機能間の協

調を図り、地上側・機上側が一体となった空港面運用を

実現するために必要な情報生成と情報提供に関する技術

の調査・検討を行う研究である。 

８は、安全で効率的な GBAS による運航を、現在の限

界が見えてきている精密進入システムである計器着陸シ

ステム(ILS)に替わって導入するために、その特徴を発揮

させる運航方式を調査検討する研究である。 

９は、将来の航空交通管理で実現するトラジェクトリ

ベース運航に対して、将来の航空管制業務の姿を提案す

るとともに、CNS 基盤技術との関連について調査検討す

る研究である。 

10 は、航空通信網(ATN)アプリケーションと通信運用

要件(COCR)が考慮しているアプリケーションの差異を

明らかにするとともに、COCR におけるデータリンクの

安全性要件と ATN セキュリティ規格との課題について

検討する研究である。 

11 は、現在の航空機の GNSS 受信機あるいは在来航法

装置の構成、機能を調査するとともに、新しく使われ始

めたSBAS受信機や FMSなどの機上装置が飛行方式等に

与える影響に関する調査である。 

12 は、競争的資金である日本学術振興会の科学研究費

補助金(科研費)若手 B 研究による研究で、ディジタル受

信機を用いた短波伝搬距離測定装置を開発し、到来方向

探査装置とあわせて海外放送局電波の到来方向と伝搬距

離を測定することにより、衛星航法の高度利用を阻害す

るプラズマバブルの発生・移動をより高い精度で監視す

るシステムの実現可能性を実証する研究である。 

13 は、同じく競争的資金である日本学術振興会の科学

研究費補助金(科研費)の挑戦的萌芽研究に研究分担者と
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して参画した研究で、高精度ディジタル受信機を用い低

軌道衛星ビーコン電波観測による電離圏全電子数観測と、

GPS 衛星の 2 周波信号を用いた電離圏全電子数観測を組

み合わせた、電離圏複合トモグラフィを開発し、衛星航

法システムに影響を与える電離圏電子密度の 3 次元常時

モニタシステムの基礎を拓くことがその目的である。 

14 は、競争的資金である科学技術振興機構の科学技術

振興調整費(科振費)による研究で、研究課題『気候変動

に対応した新たな社会の創出に向けた社会システムの改

革プログラム』の一環として、首都圏に稠密気象観測網

を構築して極端気象（局地的な大雨、強風等）のメカニ

ズム解明と災害が発生する前に情報を伝達する「極端気

象早期検知・予測システム」の開発に参加し、飛行実験

を企画・実施するとともに航空機のトラジェクトリ精密

予測において必要となる気象予測情報の要件を検討する。 

15 は、競争的資金である文部科学省の宇宙利用推進調査

費による研究で、地域的測位衛星を利用した GPS バック

アップシステムの検討のため、①さまざまな位置情報利

用者について、国として保障すべき最低限のバックアッ

プ体制の検討．②バックアップシステムの性能解析を実

施するとともに平常時にこれらを GPS と併用した場合

の性能の評価．③GPS・準天頂衛星・MSAS の複数周波

数信号に対応したマルチシステム対応受信機を開発し、

車両・船舶・航空機等による実験の実施．を行う。 

16 は、国土交通省政策局からの委託研究で、国土交通

省における準天頂衛星を利用した移動体の高精度測位補

正技術の開発の一環として、電子基準点で取得された

GEONET データから補正情報を生成し放送するシステ

ムの開発する研究であり、高精度測位補正技術開発プロ

ジェクトチームにより実施された。 

 

Ⅱ 試験研究の実施状況 

４ヶ年計画の３年度にあたる「GNSS 精密進入におけ

る安全性解析とリスク管理技術の開発」においては、直

近の電離圏活動期における観測データに基づく SBAS 電

離圏補強アルゴリズムの再評価による動作パラメータの

最適化、GBAS に対する電離圏リスクを緩和させるアル

ゴリズムの開発とその成果の海外展開、GBAS 安全性コ

ンセプトを実証するプロトタイプ装置の設置、運航検討、

並びに、第 11 回国際 GBAS ワーキンググループ（IGWG）

の開催などを行った。 

４ヶ年計画の２年度にあたる「将来の航空用高速デー

タリンクに関する研究」では、国内外の航空用高速デー

タリンクに関する動向調査、L-DACS 誤り訂正なし BER

（ビット誤り率）特性の計算機シミュレーションによる

検証、L-DACS 物理層実験システム送信部の実装、及び、

同送信部発生信号の評価を行った。シミュレーション結

果では、64QAM では BER 劣化が非常に大きかったが、

4QAM では B747 巡航速度相当のドップラシフトにおい

ても BER 特性がかなり改善されていることが確かめら

れたとともに、物理層実験システムの送信部の実装につ

いては、PC 上で信号処理ライブラリ GNU Radio を用い

て送信部の動作を記述した。また、送信部発生信号の評

価では、信号スペクトラムを測定した。 

４ヶ年計画の２年度にあたる「空港面監視技術高度化

の研究」では、質問機能を活用するための航空機に対して

質問を行う送信局を製作するとともに、評価用試作装置を

羽田空港や成田空港などの 4 箇所に設置して、在空機を対

象に WAM の機能試験を実施した結果、在空機の監視情報

を正常に取得でき、所定の覆域が得られることが確認でき

た。また、マルチパスに強いマルチラテレーション装置を

開発するために、光ファイバ接続型受動監視システム

（OCTPASS）の受信処理部を製作し、当研究所敷地内のグ

ランドにおいて動作検証試験を行った。 

３ヶ年計画の２年度にあたる「CPDLC 卓を用いた航空

路管制シミュレーションの研究」では、他の研究で解析し

たシナリオに基づいてシミュレーションを 3 本作成した。

このシミュレーションでは、設定されたシナリオの会話開

始時間に従って、CPDLC の入力、それに伴う模擬航空機の

操作を行っていけば、破綻なくシナリオの進行ができるこ

とを確認した。 

３ヶ年計画の最終年度にあたる「GPS 受信機処理方式

の高度化に関する研究」では、前年度に作成したソフト

ウェア・ライブラリを使用して、補強システム GBAS の

テストベッド･ソフトウェアを作成した。ユーザ受信機シ

ミュレータについては、GBAS 及び SBAS による補強情

報を適用できるよう改良を施した。これらの過程におい

てソフトウェア・ライブラリについても必要な修正を行

いより使いやすく改良を図るとともに、平成 21 年度行っ

た能登空港における飛行実験のデータを用い、作成した

GBAS 方式と SBAS 方式のライブラリの航法精度に対す

る評価を行った。本研究で整備した GPS 受信機および補

強システムに関連するソフトウェアおよびデータベース

は、今後の関連研究で効率的なソフトウェアの開発が促

進されることが期待できる。 

３ヶ年計画の最終年度にあたる「高速大容量通信アン

テナを利用した航空通信システムに関する基礎研究」で

は、高速大容量通信アンテナの実験用基礎システムに基

づく、電波無響室での MIMO (Multi Input Multi Output)ア

ンテナ環境を想定した電波伝搬実験、及び次世代航空通

信システムにおける航空用 WiMAX の国際標準化動向調

査を行った。電波伝搬実験では、建物や車両、航空機等

反射体のある空港面の環境下では、飛行中の航空機自身

以外に反射が起こらない環境下よりも反射波は大きく、

MIMO アンテナを有効利用できる可能性があることを確

認できた。この研究により空港面通信における MIMO の

有用性が明らかになったため、平成 24 年度より重点研究

を実施する予定である。 

２ヶ年計画の最終年度にあたる「空港面高度運用技術の

研究」では、経路設定機能、管制機能においては、マルチ

ラテレーション等の空港面監視システムが提供する航空機

の正確な位置情報を利用し、経路情報、管制情報（滑走路

誤進入・コンフリクト情報）を効率的に生成するプログラ

ムを作り機能を確認するとともに、誘導機能においては、

携帯型端末を用いた航空機（パイロット）への視覚的情報

提示ソフトの試作し、その有効性を確認した。今後、本研

究で得た技術を基に新たな研究を進めることで、協調的な

空港面トラジェクトリ管理技術の実現が図られる。 

３ヶ年計画の２年度にあたる「GBAS による新しい運航

方式に関する研究」では、GBAS の誤差特性を反映した障害

物物件間隔基準の検討に関して、平成 21 年度に引き続き、

ILS と GBAS の誘導特性の差による誘導誤差のモデルの検

討を行い、障害物物件間隔基準の検討を進めるとともに、

B787 を用いた関空 GBAS による飛行シミュレータの実験

に関する模擬環境の整備を実施した。 

３ヶ年計画の初年度にあたる「トラジェクトリベース運

航のための CNS 基盤技術に関する研究」では、4 次元トラジ

ェクトリの要件整理と表現検討並びにCNS基盤との情報交換

方法の検討を行った。4 次元トラジェクトリの要件整理では、

文献に基づく調査を行うとともに、4 次元トラジェクトリの表

現検討では、各想定システム下でのシナリオに基づく検討を

行った。CNS 基盤との情報交換方法の検討では、将来的な通

信システムに関する米国の航空用標準規格動向調査を行うと

ともに、管制経験者等との意見交換により、航空通信システ

ムのデータ通信量の調査が必要なことがわかった。今後、必

要とされる 4 次元トラジェクトリの要件を整理し、表現方法

としてシナリオ作りに基づく検討を行う予定である。 

２ヶ年計画の最終年度にあたる「航空通信用データリン

ク・アプリケーションの調査研究」では、ATN と COCR と

のアプリの差異の検討では、８つの場合に分けて検討を行

い、差異を明らかにするとともに、ATN セキュリティ規格

の脆弱性についての検討では、脆弱性の原因として、そ

のパラメータの一部が現在の科学技術常識から見て陳腐

化したことによることを明らかにした。本研究の成果は、

新たな空/地通信アプリケーションの検討に生かされる。 

２ヶ年計画の最終年度にあたる「機上航法装置に関する

調査」では、機上 GBAS 受信機、GNSS を用いた飛行方式、

RNAV/RNP の調査を行うとともに GNSS 航法誤差と飛行精

度との関係を調査し、飛行方式、飛行ルートへ与える影響

を検討し、RNP 運航方式あるいは GNSS を用いた運航方式

の基礎となっている航法システム誤差、飛行技術誤差、

GNSS の位置、速度を利用した場合の飛行方式、飛行ルー

トへ与える影響の検討を行うためには、様々な故障状態で

の飛行あるいは飛行環境での飛行精度を推定することが安

全性を確保するために必要であるという結論を得た。今後

の機上航法装置に関する研究においては、本調査で提示し

た手法による検討が重要と考える。 

３ヶ年計画の２年度にあたる「ディジタル受信機を用い

たパッシブレーダーによるプラズマバブル広域監視法の研究

開発」では、短波赤道横断伝播のディジタル受信システム

の改良とデータ解析ソフトウェアの開発を行い、Radio 

Australia 送信所が設置されている豪州 Shepparton と大洗方

向探査施設で短波赤道横断伝播観測実験を行った。受信ソ

フトウェアに不具合が発生したため伝播距離の測定は残念

ながら失敗となったが、電波到来方向探査の結果では多く

のプラズマバブルの発生が検出された。今後、受信システ

ムの改修を行い、プラズマバブルの発生時季に更に 1 回の

観測実験を行い、短波赤道横断伝播によるプラズマバブル

の広域監視の実現可能性について検討を行う。 

３ヶ年計画の初年度にあたる「衛星ビーコン観測と

GPS-TEC による電離圏 3 次元トモグラフィの研究開発」

では、衛星ビーコン全国観測網の構築．電離圏監視シス

テムを活用した衛星航法の航空利用の支援に関する提言．

を行う予定である。東日本を縦断する観測網の１観測点

として、電子航法研究所に受信システムを設置し、平成

23 年度より連続的に観測を開始するとともに、衛星航法

支援のための具体的な方策を検討した。 

科学技術振興調整費を利用した競争的資金による研

究で、５ヶ年計画の初年度にあたる「気象変動に伴う極

端気象に強い都市創り」では、H23 年度夏季から地上の

首都圏稠密観測網と協調して飛行実験を実施するため、

航空機搭載用湿度計を購入し、電子航法研究所が所有す

る実験用航空機への搭載設計を実施するとともに、実験

計画の策定、及び、数値予報モデルなどを用いて、トラ

ジェクトリ予測に入力すべき悪天時のシナリオと気象予

測情報の要件導出に関する検討を行った。 
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して参画した研究で、高精度ディジタル受信機を用い低

軌道衛星ビーコン電波観測による電離圏全電子数観測と、

GPS 衛星の 2 周波信号を用いた電離圏全電子数観測を組

み合わせた、電離圏複合トモグラフィを開発し、衛星航

法システムに影響を与える電離圏電子密度の 3 次元常時

モニタシステムの基礎を拓くことがその目的である。 

14 は、競争的資金である科学技術振興機構の科学技術

振興調整費(科振費)による研究で、研究課題『気候変動

に対応した新たな社会の創出に向けた社会システムの改

革プログラム』の一環として、首都圏に稠密気象観測網

を構築して極端気象（局地的な大雨、強風等）のメカニ

ズム解明と災害が発生する前に情報を伝達する「極端気

象早期検知・予測システム」の開発に参加し、飛行実験

を企画・実施するとともに航空機のトラジェクトリ精密

予測において必要となる気象予測情報の要件を検討する。 

15 は、競争的資金である文部科学省の宇宙利用推進調査

費による研究で、地域的測位衛星を利用した GPS バック

アップシステムの検討のため、①さまざまな位置情報利

用者について、国として保障すべき最低限のバックアッ

プ体制の検討．②バックアップシステムの性能解析を実

施するとともに平常時にこれらを GPS と併用した場合

の性能の評価．③GPS・準天頂衛星・MSAS の複数周波

数信号に対応したマルチシステム対応受信機を開発し、

車両・船舶・航空機等による実験の実施．を行う。 

16 は、国土交通省政策局からの委託研究で、国土交通

省における準天頂衛星を利用した移動体の高精度測位補

正技術の開発の一環として、電子基準点で取得された

GEONET データから補正情報を生成し放送するシステ

ムの開発する研究であり、高精度測位補正技術開発プロ

ジェクトチームにより実施された。 

 

Ⅱ 試験研究の実施状況 

４ヶ年計画の３年度にあたる「GNSS 精密進入におけ

る安全性解析とリスク管理技術の開発」においては、直

近の電離圏活動期における観測データに基づく SBAS 電

離圏補強アルゴリズムの再評価による動作パラメータの

最適化、GBAS に対する電離圏リスクを緩和させるアル

ゴリズムの開発とその成果の海外展開、GBAS 安全性コ

ンセプトを実証するプロトタイプ装置の設置、運航検討、

並びに、第 11 回国際 GBAS ワーキンググループ（IGWG）

の開催などを行った。 

４ヶ年計画の２年度にあたる「将来の航空用高速デー

タリンクに関する研究」では、国内外の航空用高速デー

タリンクに関する動向調査、L-DACS 誤り訂正なし BER

（ビット誤り率）特性の計算機シミュレーションによる

検証、L-DACS 物理層実験システム送信部の実装、及び、

同送信部発生信号の評価を行った。シミュレーション結

果では、64QAM では BER 劣化が非常に大きかったが、

4QAM では B747 巡航速度相当のドップラシフトにおい

ても BER 特性がかなり改善されていることが確かめら

れたとともに、物理層実験システムの送信部の実装につ

いては、PC 上で信号処理ライブラリ GNU Radio を用い

て送信部の動作を記述した。また、送信部発生信号の評

価では、信号スペクトラムを測定した。 

４ヶ年計画の２年度にあたる「空港面監視技術高度化

の研究」では、質問機能を活用するための航空機に対して

質問を行う送信局を製作するとともに、評価用試作装置を

羽田空港や成田空港などの 4 箇所に設置して、在空機を対

象に WAM の機能試験を実施した結果、在空機の監視情報

を正常に取得でき、所定の覆域が得られることが確認でき

た。また、マルチパスに強いマルチラテレーション装置を

開発するために、光ファイバ接続型受動監視システム

（OCTPASS）の受信処理部を製作し、当研究所敷地内のグ

ランドにおいて動作検証試験を行った。 

３ヶ年計画の２年度にあたる「CPDLC 卓を用いた航空

路管制シミュレーションの研究」では、他の研究で解析し

たシナリオに基づいてシミュレーションを 3 本作成した。

このシミュレーションでは、設定されたシナリオの会話開

始時間に従って、CPDLC の入力、それに伴う模擬航空機の

操作を行っていけば、破綻なくシナリオの進行ができるこ

とを確認した。 

３ヶ年計画の最終年度にあたる「GPS 受信機処理方式

の高度化に関する研究」では、前年度に作成したソフト

ウェア・ライブラリを使用して、補強システム GBAS の

テストベッド･ソフトウェアを作成した。ユーザ受信機シ

ミュレータについては、GBAS 及び SBAS による補強情

報を適用できるよう改良を施した。これらの過程におい

てソフトウェア・ライブラリについても必要な修正を行

いより使いやすく改良を図るとともに、平成 21 年度行っ

た能登空港における飛行実験のデータを用い、作成した

GBAS 方式と SBAS 方式のライブラリの航法精度に対す

る評価を行った。本研究で整備した GPS 受信機および補

強システムに関連するソフトウェアおよびデータベース

は、今後の関連研究で効率的なソフトウェアの開発が促

進されることが期待できる。 

３ヶ年計画の最終年度にあたる「高速大容量通信アン

テナを利用した航空通信システムに関する基礎研究」で

は、高速大容量通信アンテナの実験用基礎システムに基

づく、電波無響室での MIMO (Multi Input Multi Output)ア

ンテナ環境を想定した電波伝搬実験、及び次世代航空通

信システムにおける航空用 WiMAX の国際標準化動向調

査を行った。電波伝搬実験では、建物や車両、航空機等

反射体のある空港面の環境下では、飛行中の航空機自身

以外に反射が起こらない環境下よりも反射波は大きく、

MIMO アンテナを有効利用できる可能性があることを確

認できた。この研究により空港面通信における MIMO の

有用性が明らかになったため、平成 24 年度より重点研究

を実施する予定である。 

２ヶ年計画の最終年度にあたる「空港面高度運用技術の

研究」では、経路設定機能、管制機能においては、マルチ

ラテレーション等の空港面監視システムが提供する航空機

の正確な位置情報を利用し、経路情報、管制情報（滑走路

誤進入・コンフリクト情報）を効率的に生成するプログラ

ムを作り機能を確認するとともに、誘導機能においては、

携帯型端末を用いた航空機（パイロット）への視覚的情報

提示ソフトの試作し、その有効性を確認した。今後、本研

究で得た技術を基に新たな研究を進めることで、協調的な

空港面トラジェクトリ管理技術の実現が図られる。 

３ヶ年計画の２年度にあたる「GBAS による新しい運航

方式に関する研究」では、GBAS の誤差特性を反映した障害

物物件間隔基準の検討に関して、平成 21 年度に引き続き、

ILS と GBAS の誘導特性の差による誘導誤差のモデルの検

討を行い、障害物物件間隔基準の検討を進めるとともに、

B787 を用いた関空 GBAS による飛行シミュレータの実験

に関する模擬環境の整備を実施した。 

３ヶ年計画の初年度にあたる「トラジェクトリベース運

航のための CNS 基盤技術に関する研究」では、4 次元トラジ

ェクトリの要件整理と表現検討並びにCNS基盤との情報交換

方法の検討を行った。4 次元トラジェクトリの要件整理では、

文献に基づく調査を行うとともに、4 次元トラジェクトリの表

現検討では、各想定システム下でのシナリオに基づく検討を

行った。CNS 基盤との情報交換方法の検討では、将来的な通

信システムに関する米国の航空用標準規格動向調査を行うと

ともに、管制経験者等との意見交換により、航空通信システ

ムのデータ通信量の調査が必要なことがわかった。今後、必

要とされる 4 次元トラジェクトリの要件を整理し、表現方法

としてシナリオ作りに基づく検討を行う予定である。 

２ヶ年計画の最終年度にあたる「航空通信用データリン

ク・アプリケーションの調査研究」では、ATN と COCR と

のアプリの差異の検討では、８つの場合に分けて検討を行

い、差異を明らかにするとともに、ATN セキュリティ規格

の脆弱性についての検討では、脆弱性の原因として、そ

のパラメータの一部が現在の科学技術常識から見て陳腐

化したことによることを明らかにした。本研究の成果は、

新たな空/地通信アプリケーションの検討に生かされる。 

２ヶ年計画の最終年度にあたる「機上航法装置に関する

調査」では、機上 GBAS 受信機、GNSS を用いた飛行方式、

RNAV/RNP の調査を行うとともに GNSS 航法誤差と飛行精

度との関係を調査し、飛行方式、飛行ルートへ与える影響

を検討し、RNP 運航方式あるいは GNSS を用いた運航方式

の基礎となっている航法システム誤差、飛行技術誤差、

GNSS の位置、速度を利用した場合の飛行方式、飛行ルー

トへ与える影響の検討を行うためには、様々な故障状態で

の飛行あるいは飛行環境での飛行精度を推定することが安

全性を確保するために必要であるという結論を得た。今後

の機上航法装置に関する研究においては、本調査で提示し

た手法による検討が重要と考える。 

３ヶ年計画の２年度にあたる「ディジタル受信機を用い

たパッシブレーダーによるプラズマバブル広域監視法の研究

開発」では、短波赤道横断伝播のディジタル受信システム

の改良とデータ解析ソフトウェアの開発を行い、Radio 

Australia 送信所が設置されている豪州 Shepparton と大洗方

向探査施設で短波赤道横断伝播観測実験を行った。受信ソ

フトウェアに不具合が発生したため伝播距離の測定は残念

ながら失敗となったが、電波到来方向探査の結果では多く

のプラズマバブルの発生が検出された。今後、受信システ

ムの改修を行い、プラズマバブルの発生時季に更に 1 回の

観測実験を行い、短波赤道横断伝播によるプラズマバブル

の広域監視の実現可能性について検討を行う。 

３ヶ年計画の初年度にあたる「衛星ビーコン観測と

GPS-TEC による電離圏 3 次元トモグラフィの研究開発」

では、衛星ビーコン全国観測網の構築．電離圏監視シス

テムを活用した衛星航法の航空利用の支援に関する提言．

を行う予定である。東日本を縦断する観測網の１観測点

として、電子航法研究所に受信システムを設置し、平成

23 年度より連続的に観測を開始するとともに、衛星航法

支援のための具体的な方策を検討した。 

科学技術振興調整費を利用した競争的資金による研

究で、５ヶ年計画の初年度にあたる「気象変動に伴う極

端気象に強い都市創り」では、H23 年度夏季から地上の

首都圏稠密観測網と協調して飛行実験を実施するため、

航空機搭載用湿度計を購入し、電子航法研究所が所有す

る実験用航空機への搭載設計を実施するとともに、実験

計画の策定、及び、数値予報モデルなどを用いて、トラ

ジェクトリ予測に入力すべき悪天時のシナリオと気象予

測情報の要件導出に関する検討を行った。 
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文部科学省の宇宙利用推進調査費を利用した競争的資金

による研究で、３ヶ年計画の初年度にあたる「障害に強

い（ロバストな）一情報のための地域的測位衛星の高度

利用」では、ロバスト測位システムに対する利用者要件

調査を実施、GPS 障害時にあっても衛星測位サービスを

継続するために必要な測位衛星の配置についてのロバス

ト測位システムのシナリオ検討、マルチシステム測位実

証実験準備として実験用に多周波数マルチシステム受信

機及び新周波数対応の実験機搭載アンテナについての機

材選定と調達、及び、新周波数における電波環境調査の

ための予備検討を行った。 

国土交通省からの受託研究である「高精度測位補正技

術に関する研究」では、準天頂衛星を用いる補正情報リ

アルタイム生成・配信システム評価試験（技術実証実験）

を行った。この技術実証実験から、高速道において 80km/

時程度で走行している移動体(実験車輌)でも 1m 程度の

測位精度が得られることと都市部で高層ビルや歩道橋な

どにより GPS 衛星信号が遮られる場合には、測位に必要

な GPS 衛星数を確保できず、準天頂衛星からの補正情報

の利用による測位誤差改善効果を確認できないことがあ

るなどが分かった。この研究の成果は、高速移動体の安

全性向上に寄与する高精度・高信頼性の衛星測位システ

ムの実用化に活用される。 

 

Ⅲ 試験研究の成果と国土交通行政、産業界、学会に及

ぼす効果の所見 

当領域の研究課題に関連した航空の通信、航法、監視

に関する技術については、ICAO、RTCA を始め多くの国

際機関において、基準の作成、改訂または検証が行われ

ている。通信では、ICAO の航空通信パネル(ACP)のワー

キンググループ(WG-F、M、I)においては、周波数計画の

作成、技術基準の見直しなどが行われている。また監視

では、航空監視パネル(ASP)においては、マルチラテレー

ション (MLAT)や放送型自動位置情報伝送・監視機能

(ADS-B)等の監視技術の基準等の検討が行われている。

航法システムパネル(NSP)においては、GNSS および新し

い GNSS 要素の国際的な技術基準作成および検証の作業

が行われている。さらに GNSS に関しては、運用に係わ

るアジア太平洋経済会議 GNSS 設置チーム(APEC GIT)

会議、SBAS を整備運用中の関係各国(日、米、欧州、加、

印)が参加する SBAS 相互運用性検討ワーキンググルー

プ会議(IWG)、GBAS における開発や運用を計画してい

る関係国、機関、企業等が参加する IGWG(国際 GBAS

ワーキンググループ)会議があり、技術的な検討が行われ

ている。一方、RTCA では、数多くの特別委員会（SC: 

Special Committee）があり、その会議において、通信、

航法、監視に関する航空機搭載装置とそれらに関連する

地上システムの事実上の国際標準（デファクトスタンダ

ード）としての MOPS (Minimum Operational Performance 

Specification) や MASPS (Minimum Aviation System 

Performance Standards) を作成・改訂する検討がなされて

いる。 

当領域では、これらの会議に参加し、技術資料を提出

して基準作成、研究情報の交換等国際的な活動に寄与し

ている。また研究成果は、今後設置･運用する航空保安シ

ステムの技術基準、運用基準の策定等に必要な技術資料

として、行政の整備するシステムの性能向上、整備方針策定

に貢献し、国土交通行政にも直接寄与している。 

研究報告は、当研究所研究報告および研究発表会に発表

されると共に、米国航法学会、電子情報通信学会、日本航

空宇宙学会、日本航海学会等の講演会や論文として、広く

社会に周知され、CNS の応用面からみた技術の方向性の

提案や、新しい知見に関する情報を提供媒体として活用さ

れている。 

 

(通信・航法・監視領域長 藤井 直樹) 
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１．はじめに 

国際民間航空機関（ICAO）では、航空交通量の増大に

対しても事故を減少させる安全管理および効率的運航へ

の移行が望まれ、現在の航空路における RNP 運航、ター

ミナル覆域における RNP 運航に加え、最終進入着陸フェ

ーズにおいても全地球的航法衛星システム（GNSS）の利

用への期待が高まっている。GNSS を使用した精密進入

については、静止衛星型衛星航法補強システム（SBAS）

においては、米国の WAAS が APV-I モードのサービスを

開始し、決心高を200 ft まで可能とする LPV-200（CAT-I

相当）の整備が始まっている。地上型衛星航法補強システ

ム（GBAS）では、米国、オーストラリア、ドイツ、スペ

インで2011年からの運用開始を目指し、認証作業が進め

られている。しかし、電離圏変動が大きい我が国では、

SBAS である運輸多目的衛星用衛星航法補強システム

（MSAS）が平成19年度から運用が開始されているが、垂

直誘導機能が使用できない現状がある。GBAS でも、日

本の環境下における安全性設計手法が実現されていない。

このため、GNSS 精密進入を実現するこれら技術の早期

開発が望まれる。 

本研究では、全ての飛行フェーズにおけるGNSSを利用

した効率的な運航の実現、特に進入着陸フェーズにおい

て実現を目指し、日本の環境下でのGNSSの安全性解析技

術とリスク低減技術の開発を行い、GNSSによる精密進入

時のリスク管理手法の確立を目指す。 

 

２．研究の概要 

GNSSを利用した効率的な進入着陸フェーズにおける運

航の実現を目指し、本年度は、これまでに開発したSBAS

電離圏補強アルゴリズムに直近の電離圏活動期における

観測データを適用、再評価し、動作パラメータを最適化

した。これにより、MSASを用いたCAT-Iによる精密進入

において十分な安全性を確保できることが明らかになっ

た。また、GBASによる日本の環境下での精密進入の実

現のために、考案した電離圏フィールドモニタ（IFM）の

高度化し沖縄サイトで観測された電離圏変動データを適

用して検証を行った。昨年度完成したプロトタイプ装置

の安全性性能を検証するため、関西国際空港に設置し、

連続データ収集を開始した。更に大型商用機による運航

を視野に航空会社と協力体制を構築し、B787飛行シミュ

レータにGBASプロトタイプの模擬環境を構築した。 

 

３． 研究成果 

3.1 直近の電離圏活動期における観測データに基づく

SBAS 電離圏補強アルゴリズムの再評価ならびに動作パ

ラメータの最適化 

現行の MSAS において垂直誘導サービスのアベイラビ

リティを制約する要因となっている電離圏補強アルゴリ

ズムについて、これまで当所の開発による性能向上方式

を提案してきた。平成20年度は CAT-I 精密進入サービス

を提供可能とするアルゴリズムを開発するとともに、電

離圏嵐などのリスク要因を踏まえた適切な動作パラメー

タを決定した。平成21年度は当該アルゴリズムを MSAS

シミュレータに組み込み、その効果を確認した。H22年

度は、直近の電離圏嵐における観測データに基づいて、

当該アルゴリズム及び在来アルゴリズムを評価し、いず

れも十分な安全性を確保できると結論を得た。MSAS を

利用した CAT-I 精密進入サービスが導入されれば、各空

港に精密進入用の施設を設置することなく、すべての滑

走路方向から精密進入を行うことができる。これにより、

離島空港のみならず多くの空港で就航率の改善及び現行

地上施設の負担軽減（縮退を含む）が期待できる。 

 

3.2 GBAS に対する電離圏リスクを緩和させるアルゴリズ

ムの開発、成果の海外展開 

欧米よりも電離圏の条件が悪い我が国における GBAS
の実用化のためには、日本周辺で頻発するプラズマバブ

ルと呼ばれる現象が引き起こす GPS 信号の擬似距離遅延

量の急激な変化（勾配）を考慮する必要がある。プラズマ

バブルに伴う電離圏遅延量勾配を検知するために、IFM
を H21年度に考案し、H22年度においては実際の空港に

設置可能なように検出アルゴリズムの高度化と沖縄に展

開している観測サイトなどのデータをもとに検証を行っ

た（図-1）。IFM を採用した GBAS の設置・評価は世界
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作成、技術基準の見直しなどが行われている。また監視

では、航空監視パネル(ASP)においては、マルチラテレー

ション (MLAT)や放送型自動位置情報伝送・監視機能

(ADS-B)等の監視技術の基準等の検討が行われている。

航法システムパネル(NSP)においては、GNSS および新し

い GNSS 要素の国際的な技術基準作成および検証の作業

が行われている。さらに GNSS に関しては、運用に係わ

るアジア太平洋経済会議 GNSS 設置チーム(APEC GIT)

会議、SBAS を整備運用中の関係各国(日、米、欧州、加、

印)が参加する SBAS 相互運用性検討ワーキンググルー

プ会議(IWG)、GBAS における開発や運用を計画してい

る関係国、機関、企業等が参加する IGWG(国際 GBAS

ワーキンググループ)会議があり、技術的な検討が行われ

ている。一方、RTCA では、数多くの特別委員会（SC: 

Special Committee）があり、その会議において、通信、

航法、監視に関する航空機搭載装置とそれらに関連する

地上システムの事実上の国際標準（デファクトスタンダ

ード）としての MOPS (Minimum Operational Performance 

Specification) や MASPS (Minimum Aviation System 

Performance Standards) を作成・改訂する検討がなされて

いる。 

当領域では、これらの会議に参加し、技術資料を提出

して基準作成、研究情報の交換等国際的な活動に寄与し

ている。また研究成果は、今後設置･運用する航空保安シ

ステムの技術基準、運用基準の策定等に必要な技術資料

として、行政の整備するシステムの性能向上、整備方針策定

に貢献し、国土交通行政にも直接寄与している。 

研究報告は、当研究所研究報告および研究発表会に発表

されると共に、米国航法学会、電子情報通信学会、日本航

空宇宙学会、日本航海学会等の講演会や論文として、広く

社会に周知され、CNS の応用面からみた技術の方向性の

提案や、新しい知見に関する情報を提供媒体として活用さ

れている。 
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国際民間航空機関（ICAO）では、航空交通量の増大に

対しても事故を減少させる安全管理および効率的運航へ

の移行が望まれ、現在の航空路における RNP 運航、ター

ミナル覆域における RNP 運航に加え、最終進入着陸フェ

ーズにおいても全地球的航法衛星システム（GNSS）の利

用への期待が高まっている。GNSS を使用した精密進入

については、静止衛星型衛星航法補強システム（SBAS）

においては、米国の WAAS が APV-I モードのサービスを

開始し、決心高を200 ft まで可能とする LPV-200（CAT-I

相当）の整備が始まっている。地上型衛星航法補強システ

ム（GBAS）では、米国、オーストラリア、ドイツ、スペ

インで2011年からの運用開始を目指し、認証作業が進め

られている。しかし、電離圏変動が大きい我が国では、

SBAS である運輸多目的衛星用衛星航法補強システム

（MSAS）が平成19年度から運用が開始されているが、垂

直誘導機能が使用できない現状がある。GBAS でも、日

本の環境下における安全性設計手法が実現されていない。

このため、GNSS 精密進入を実現するこれら技術の早期

開発が望まれる。 

本研究では、全ての飛行フェーズにおけるGNSSを利用

した効率的な運航の実現、特に進入着陸フェーズにおい

て実現を目指し、日本の環境下でのGNSSの安全性解析技

術とリスク低減技術の開発を行い、GNSSによる精密進入

時のリスク管理手法の確立を目指す。 

 

２．研究の概要 

GNSSを利用した効率的な進入着陸フェーズにおける運

航の実現を目指し、本年度は、これまでに開発したSBAS

電離圏補強アルゴリズムに直近の電離圏活動期における

観測データを適用、再評価し、動作パラメータを最適化

した。これにより、MSASを用いたCAT-Iによる精密進入

において十分な安全性を確保できることが明らかになっ

た。また、GBASによる日本の環境下での精密進入の実

現のために、考案した電離圏フィールドモニタ（IFM）の

高度化し沖縄サイトで観測された電離圏変動データを適

用して検証を行った。昨年度完成したプロトタイプ装置

の安全性性能を検証するため、関西国際空港に設置し、

連続データ収集を開始した。更に大型商用機による運航

を視野に航空会社と協力体制を構築し、B787飛行シミュ

レータにGBASプロトタイプの模擬環境を構築した。 

 

３． 研究成果 

3.1 直近の電離圏活動期における観測データに基づく

SBAS 電離圏補強アルゴリズムの再評価ならびに動作パ

ラメータの最適化 

現行の MSAS において垂直誘導サービスのアベイラビ

リティを制約する要因となっている電離圏補強アルゴリ

ズムについて、これまで当所の開発による性能向上方式

を提案してきた。平成20年度は CAT-I 精密進入サービス

を提供可能とするアルゴリズムを開発するとともに、電

離圏嵐などのリスク要因を踏まえた適切な動作パラメー

タを決定した。平成21年度は当該アルゴリズムを MSAS

シミュレータに組み込み、その効果を確認した。H22年

度は、直近の電離圏嵐における観測データに基づいて、

当該アルゴリズム及び在来アルゴリズムを評価し、いず

れも十分な安全性を確保できると結論を得た。MSAS を

利用した CAT-I 精密進入サービスが導入されれば、各空

港に精密進入用の施設を設置することなく、すべての滑

走路方向から精密進入を行うことができる。これにより、

離島空港のみならず多くの空港で就航率の改善及び現行

地上施設の負担軽減（縮退を含む）が期待できる。 

 

3.2 GBAS に対する電離圏リスクを緩和させるアルゴリズ

ムの開発、成果の海外展開 

欧米よりも電離圏の条件が悪い我が国における GBAS
の実用化のためには、日本周辺で頻発するプラズマバブ

ルと呼ばれる現象が引き起こす GPS 信号の擬似距離遅延

量の急激な変化（勾配）を考慮する必要がある。プラズマ

バブルに伴う電離圏遅延量勾配を検知するために、IFM
を H21年度に考案し、H22年度においては実際の空港に

設置可能なように検出アルゴリズムの高度化と沖縄に展

開している観測サイトなどのデータをもとに検証を行っ

た（図-1）。IFM を採用した GBAS の設置・評価は世界
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初であり、その実現に寄与する検出アルゴリズムに関し

ても特許申請した。国際民間航空機関（ICAO）における

次世代の CAT-III GBAS の国際標準策定においては、当

所で開発したプラズマバブルを考慮した電離圏三次元モ

デルが技術検証に用いられるなど高い評価を得た。 
我が国の電離圏の様相は東～東南アジアの低磁気緯度

地域でも同様であるため、これらの成果を海外へ展開し、

地域の GNSS 利用に貢献するため、アジア・太平洋地域

航空保安整備計画グループ（APANPIRG）会議において、

アジア地域の電離圏データ収集・共有活動の推進のため

ワークショップの開催を提案した。この会議は、H23年5
月に開催され、当所の研究員が議長を務めるとともに議

題・議事次第案の作成、解説講演者の推薦を行い、この

分野における活動は、アジア太平洋地域における電離圏

データの収集・共有活動を技術面で主導するよう要請さ

れるなど高く評価されている。また、国際的な GNSS 利

用の普及のために、平成22年6月の大阪で開かれた SBAS
に関する国際会議の議長も務めるなどの活動を行ってい

る。 

 

3.3 GBAS 安全性コンセプトを実証するプロトタイプ装置

の設置、運航検討 
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今後は安全性に関する装置動作を検証し、設計に反映す

る計画である。また、GBAS の大型商用機での運航につ
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GNSSの安全性解析技術とリスク低減技術の開発を行い、

SBASについては、改良された電離圏補正アルゴリズムを

提案して、本アルゴリズムの採用と監視局の適切な追加に

より、MSASを用いたCAT-Iによる精密進入において、十

分な安全性を確保できることを明らかにした。また、航空

会社などから実用化の期待が高いGBASについては、実現

の鍵となる安全性コンセプトを備えるプロトタイプ装置

を開発し、関西国際空港への設置を完成した。本装置が備

えるIFMは、欧米と我が国の電離圏脅威が異なることを考

慮し、我が国特有の状況を反映した電離圏脅威モデルを提

案し、これを検知して安全を確保するアルゴリズムを有す

る。これら成果は、低磁気緯度地域への安全なCAT-I GBAS

の導入に貢献し、国際的に高く評価されている。現在、プ

ロトタイプ装置は連続データ収集中であり、引き続き飛行

実験により同装置の基本性能を確認すると共に、安全性に

係わる装置動作を解析・評価して安全性設計に反映する予

定である。 
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将来の航空用高速データリンクに関する研究【重点研究】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域 

担 当 者 〇北折 潤，住谷 泰人，石出 明 

研究期間  平成21年度～平成24年度 

 

1. はじめに 

ICAO（国際民間航空機関）では、将来の航空通信需要の増大

に備えるため、高速データリンクシステムの技術的検討を欧米

共同作業FCS（将来の航空通信システムに関する調査研究）に

委ねた。FCSの最終報告によると、洋上通信、対空通信、空港

面通信と、通信用途に応じて適切な航空通信システムを選択す

ることが推奨されたが、現行の VHF 帯対空通信に代わる候補

システムは統一化されなかった。新たな対空通信候システムの

補は L-DACS（L バンドディジタル航空通信システム）と総称

され、今後はL-DACSの絞込み、標準化が進められていく見込

みである。しかし航空用Lバンドには他の航空無線システムが

幾つか既に割当てられており、L-DACS との電波共用性の検証

が必須と考えられる。 

さらに将来的には、航空用の高速データリンクにOFDM（直

交周波数多重分割）技術をはじめとして、各種の変調方式を通

信環境に応じて自動的に選択する適応変調技術、製作コストに

優れたソフトウェア無線技術等が導入されていくものと考えら

れている。 

航空用データリンクを考える上で、広域・高速移動体の特性

に起因する課題はいまだ多い。このため本研究を実施すること

で実装技術から通信性能に至るまでの様々な知見が得られ、将

来の航空通信技術の発展に欠かすことのできない技術を蓄積で

きる。また、将来の航空用データリンク技術を確立し、他の航

空無線システムとL-DACSとの電波共用性の解決案等を国際標

準に反映させることができる。 

 

2. 研究の概要 

本研究は4年計画であり、平成22年度は2年目である。 

本研究全体の流れとしては、ソフトウェア無線実装技術を用

いて様々な変調方式や符号化方式の評価に柔軟に対応できるよ

うな新たな通信システム評価用機材の開発を行い、L-DACS の

高速化技術および周波数有効利用技術等について研究する。 

平成22年度は、主として以下の各項目について実施した。 

○ 国内外の航空用高速データリンクに関する動向調査 

○ L-DACS誤り訂正なしBER（ビット誤り率）特性の計算

機シミュレーションによる検証 

○ L-DACS物理層実験システム送信部の実装 

○ 同送信部発生信号の評価 

 

３．研究の成果 

３．１ L-DACS物理層の技術仕様調査・解析 

 L-DACS 物理層の動作解析を本年度も進め、規定を計算機シ

ミュレーション及びソフトウェア無線での実装に適したアルゴ

リズムに置き換える作業を行った。 

 

３．２ BER特性の計算機シミュレーション 

 L-DACS1 物理層における誤り訂正なしでのBER 特性を、計

算機シミュレーションで検証した。L-DACS1 は OFDM（直交

周波数分割多重）方式で50本の副搬送波を使用し、一次変調は

4QAM（直角位相振幅変調）、16QAM、64QAMのいずれかを用

いる。QAM の数字が大きいほど一度に送れる情報量が増える

代わりに信号の耐雑音性能が劣化する。また一般的に航空機局

の移動速度が大きいほどドップラシフトが大きくなり BER 特

性が劣化する。そこで、挿入したパイロット信号から伝送路特

性を推定しドップラシフトの補正効果をシミュレーションで比

較した。結果を図 1 に示す。ドップラシフトの補正効果は

64QAMでは見られずBER劣化が非常に大きかったが、4QAM

ではドップラシフト 740 Hz（B747 巡航速度相当）においても

BER特性がかなり改善されていることが確かめられた。 

 

３．３ L-DACS物理層実験システム送信部の実装 

 物理層実験システムの送信部の実装を行った。本システムの

ハードウェアは PC と USRP（汎用ソフトウェア無線装置）か

らなり、PC上で信号処理ライブラリGNU Radioを用いて送信

部の動作を記述した。本システムではL-DACSの方式、搬送波

周波数、信号の大きさ等を指定できる。なお、誤り訂正機能に

ついては来年度以降の実装とした。誤り訂正機能の動作検証で

は受信部での誤り訂正復号機能の実装も必要であり、また本年

度測定する送信信号の物理的特性自体は誤り訂正符号の存否に

依存しないため、復号機能と同時期に実装する。本実装の概略

を図2に示す。 

 

３．４ 信号評価 

 信号評価の便宜上、搬送波周波数を970 MHzに固定したうえ

で、L-DACS1、L-DACS2 の規定に沿ったそれぞれの信号スペ

クトラムを観測した。規定にあるスペクトラムマスクに当ては
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将来の航空用高速データリンクに関する研究【重点研究】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域 

担 当 者 〇北折 潤，住谷 泰人，石出 明 

研究期間  平成21年度～平成24年度 

 

1. はじめに 

ICAO（国際民間航空機関）では、将来の航空通信需要の増大

に備えるため、高速データリンクシステムの技術的検討を欧米

共同作業FCS（将来の航空通信システムに関する調査研究）に

委ねた。FCSの最終報告によると、洋上通信、対空通信、空港

面通信と、通信用途に応じて適切な航空通信システムを選択す

ることが推奨されたが、現行の VHF 帯対空通信に代わる候補

システムは統一化されなかった。新たな対空通信候システムの

補は L-DACS（L バンドディジタル航空通信システム）と総称

され、今後はL-DACSの絞込み、標準化が進められていく見込

みである。しかし航空用Lバンドには他の航空無線システムが

幾つか既に割当てられており、L-DACS との電波共用性の検証

が必須と考えられる。 

さらに将来的には、航空用の高速データリンクにOFDM（直

交周波数多重分割）技術をはじめとして、各種の変調方式を通

信環境に応じて自動的に選択する適応変調技術、製作コストに

優れたソフトウェア無線技術等が導入されていくものと考えら

れている。 

航空用データリンクを考える上で、広域・高速移動体の特性

に起因する課題はいまだ多い。このため本研究を実施すること

で実装技術から通信性能に至るまでの様々な知見が得られ、将

来の航空通信技術の発展に欠かすことのできない技術を蓄積で

きる。また、将来の航空用データリンク技術を確立し、他の航

空無線システムとL-DACSとの電波共用性の解決案等を国際標

準に反映させることができる。 

 

2. 研究の概要 

本研究は4年計画であり、平成22年度は2年目である。 

本研究全体の流れとしては、ソフトウェア無線実装技術を用

いて様々な変調方式や符号化方式の評価に柔軟に対応できるよ

うな新たな通信システム評価用機材の開発を行い、L-DACS の

高速化技術および周波数有効利用技術等について研究する。 

平成22年度は、主として以下の各項目について実施した。 

○ 国内外の航空用高速データリンクに関する動向調査 

○ L-DACS誤り訂正なしBER（ビット誤り率）特性の計算

機シミュレーションによる検証 

○ L-DACS物理層実験システム送信部の実装 

○ 同送信部発生信号の評価 

 

３．研究の成果 

３．１ L-DACS物理層の技術仕様調査・解析 

 L-DACS 物理層の動作解析を本年度も進め、規定を計算機シ

ミュレーション及びソフトウェア無線での実装に適したアルゴ

リズムに置き換える作業を行った。 

 

３．２ BER特性の計算機シミュレーション 

 L-DACS1 物理層における誤り訂正なしでのBER 特性を、計

算機シミュレーションで検証した。L-DACS1 は OFDM（直交

周波数分割多重）方式で50本の副搬送波を使用し、一次変調は

4QAM（直角位相振幅変調）、16QAM、64QAMのいずれかを用

いる。QAM の数字が大きいほど一度に送れる情報量が増える

代わりに信号の耐雑音性能が劣化する。また一般的に航空機局

の移動速度が大きいほどドップラシフトが大きくなり BER 特

性が劣化する。そこで、挿入したパイロット信号から伝送路特

性を推定しドップラシフトの補正効果をシミュレーションで比

較した。結果を図 1 に示す。ドップラシフトの補正効果は

64QAMでは見られずBER劣化が非常に大きかったが、4QAM

ではドップラシフト 740 Hz（B747 巡航速度相当）においても

BER特性がかなり改善されていることが確かめられた。 

 

３．３ L-DACS物理層実験システム送信部の実装 

 物理層実験システムの送信部の実装を行った。本システムの

ハードウェアは PC と USRP（汎用ソフトウェア無線装置）か

らなり、PC上で信号処理ライブラリGNU Radioを用いて送信

部の動作を記述した。本システムではL-DACSの方式、搬送波

周波数、信号の大きさ等を指定できる。なお、誤り訂正機能に

ついては来年度以降の実装とした。誤り訂正機能の動作検証で

は受信部での誤り訂正復号機能の実装も必要であり、また本年

度測定する送信信号の物理的特性自体は誤り訂正符号の存否に

依存しないため、復号機能と同時期に実装する。本実装の概略

を図2に示す。 

 

３．４ 信号評価 

 信号評価の便宜上、搬送波周波数を970 MHzに固定したうえ

で、L-DACS1、L-DACS2 の規定に沿ったそれぞれの信号スペ

クトラムを観測した。規定にあるスペクトラムマスクに当ては
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めた場合、いずれのスペクトラムもマスクから逸脱する部分が

あった。このうち、L-DACS の必要周波数帯域幅から大きく離

れた部分の逸脱については、USRP 搭載ドータボードのノイズ

フロアレベルとダイナミックレンジからくる制約と考えられる。

一方で、必要周波数帯域幅近傍でのマスク逸脱は直接的には隣

接チャネル等への影響が懸念される。しかし、精密な信号発生

器からの信号でもL-DACSの現在のスペクトラムマスクをわず

かに逸脱することを考慮すると、マスク自体が他の無線システ

ムと比べて厳しく定義されていると考えられる。今後スペクト

ラムマスクが改訂される可能性がある。 

 

４．まとめ 

 本研究は、ソフトウェア無線技術をベースとしたL-DACS物

理層評価用の実験システムを利用してL-DACSの電波共用性等

を明らかにしていく。今後は物理層実験システムの送信部に誤

り訂正機能を付加するとともに、同受信部を開発する。また

GNU Radioに現存しない機能付加においては汎用的なライブラ

リとして提供できるように実装する。さらに、誤り訂正機能を

含んだ通信性能特性の実験等に取り組んでいく予定である。 
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通信学会総合大会，平成23年3月 

図 1 L-DACS1 BER特性シミュレーション結果（左：4QAM、右：64QAM） 

図 2 L-DACS物理層実験システム送信部概要 

空港面監視技術高度化の研究【重点研究】 

 

担当領域   通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○宮崎 裕己、古賀 禎、上田 栄輔、角張 泰之、二瓶 子朗 

研究期間   平成 21 年度～平成 24 年度 

 

１．はじめに 

航空需要の増大に伴い首都圏空港の容量拡張が進めら

れており、東京国際空港では滑走路やターミナルビルの

増設が行われている。これらの設備増設は空港面レイア

ウトの複雑化も同時にもたらしており、空港面を走行す

る航空機を安全かつ円滑に誘導することが課題となって

いる。このため、信頼性が高く正確な航空機の位置情報

を管制官に提供できるマルチラテレーション（MLAT）

監視装置が導入された。MLAT とは、図 1 に示すように、

航空機が送信する信号を複数の受信局で検出して、信号

検出の時刻差から航空機位置を測定する監視装置である。 

首都圏空港では容量拡張に伴い、平行滑走路の同時離

着陸等の高度な運用方式の導入が計画されている。この

方式では、空港周辺の空域も正確に監視することが必要

であるため、MLAT の覆域拡大が求められている。加え

て MLAT では、エプロン付近における性能低下が指摘さ

れており、耐干渉性の強化も要望されている。一方、安

全性と効率性を更に向上させるには、パイロットが周囲

の交通状況を把握することが有効であり、これを実現可

能とする監視技術（ADS-B）の確立も求められている。 

このような背景から、本研究では上述した要望を基に、

MLAT 技術の高度化を目指す。MLAT の覆域拡大では、

空港周辺の空域を覆域とする広域マルチラテレーション

（WAM）評価装置を開発する。また、耐干渉性の強化

では、干渉に強い技術を適用した光ファイバ接続型受動

監視システム（OCTPASS）評価装置を開発する。そして、

長期的な監視技術の移行を踏まえて、両評価装置には

ADS-B 機能を実装する。ADS-B は位置情報の信頼性が重

要であり、本研究では ADS-B 情報の信頼性を評価する。 

A

B

C

D

TB-TA
TC-TA

TD-TA受信局

 

図 1 MLAT 測位の概念図 

２．研究の概要 

２．１ WAM 評価装置 

WAM 評価装置の開発では、「低コスト・高信頼性の

実現」を重点目標とする。MLAT の性能を低下させる主

な要因は信号干渉である。特に WAM では、強力な干渉

信号の重畳への対処が重要である。信号干渉の対策とし

ては「受信局配置に冗長性を持たせる」ことが一般的で

ある。しかしながら受信局数を増やすと、処理負荷や維

持費用の増大などの弊害も生じる。また、WAM は受信

局を広範囲に配置するため、電源や通信回線の確保が容

易ではない。実運用装置の導入では費用面の制約が現実

的に大きく、少ない受信局数で安定した性能を如何に達

成するかが重要である。すなわち低コストでの「信頼性

の確保」が課題であるため、WAM の開発では、送信機

能による測位補完や受信局配置手法など、効果的に信頼

性を高める技術を中心に評価を進める。 

 

2.2 OCTPASS 評価装置 

 OCTPASS 評価装置の開発では、特にマルチパスに対

する耐干渉性の強化を重点目標とする。空港面監視では、

ターミナルビルやハンガー等の建造物が狭い範囲に密集

しており、信号が建造物に反射して発生するマルチパス

波が頻発する特徴を持つ。マルチパス波の重畳により信

号検出時刻を誤測定した場合は測位精度が低下する。一

方、データビットを誤解読した場合は測位不能となり検

出率が低下する。このため評価装置には、これらの性能

低下に対処できる技術を適用する。測位精度の低下に対

しては、マルチパス波が影響しない信号の立ち上がり部

分を利用して検出時刻を測定する遅延・減衰比較 (DAC)

方式を採用した。また、検出率の低下に対しては、信号

の誤解読が発生して当該信号を識別できない場合、他の

受信局が検出した信号との時間的な相関を取り、当該信

号を判別して測位に活用する干渉信号相関処理機能を持

たせた。OCTPASS では、各受信局で検出された信号を

RF レベルで直接に処理装置側に伝送して、処理装置側で

検波・解読を行う特徴を持つ。この特徴を活用すること

により、干渉信号相関処理機能を実現している。 
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めた場合、いずれのスペクトラムもマスクから逸脱する部分が

あった。このうち、L-DACS の必要周波数帯域幅から大きく離

れた部分の逸脱については、USRP 搭載ドータボードのノイズ

フロアレベルとダイナミックレンジからくる制約と考えられる。

一方で、必要周波数帯域幅近傍でのマスク逸脱は直接的には隣

接チャネル等への影響が懸念される。しかし、精密な信号発生

器からの信号でもL-DACSの現在のスペクトラムマスクをわず

かに逸脱することを考慮すると、マスク自体が他の無線システ

ムと比べて厳しく定義されていると考えられる。今後スペクト

ラムマスクが改訂される可能性がある。 

 

４．まとめ 

 本研究は、ソフトウェア無線技術をベースとしたL-DACS物

理層評価用の実験システムを利用してL-DACSの電波共用性等

を明らかにしていく。今後は物理層実験システムの送信部に誤

り訂正機能を付加するとともに、同受信部を開発する。また

GNU Radioに現存しない機能付加においては汎用的なライブラ

リとして提供できるように実装する。さらに、誤り訂正機能を

含んだ通信性能特性の実験等に取り組んでいく予定である。 

 

掲載文献 

(1) D. T. HO, J. PARK, S. SHIMAMOTO, J. KITAORI, 

“Performance Evaluation of Communication System 

Proposed for Oceanic Air Traffic Control”, IEEE Wireless 

Communications and Networking Conference 2010, Apr. 

2010 

(2) 北折，“航空用データ通信の研究とGNU Radio”，GNU 

Radioワークショップ，平成22年7月. 

(3) D. T. HO, J. PARK, S. SHIMAMOTO, J. KITAORI, 

“Performance Evaluation of Multi Hop Relay Network for   

Oceanic Air Traffic Control Communication”, 電子情報

通信学会論文誌 英文誌B, 平成23年1月 

(4) 住谷，北折，石出，“OFDM-QAM方式の航空への適

用に関する伝送特性の予備的検討”，2011年電子情報

通信学会総合大会，平成23年3月 

図 1 L-DACS1 BER特性シミュレーション結果（左：4QAM、右：64QAM） 

図 2 L-DACS物理層実験システム送信部概要 
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１．はじめに 

航空需要の増大に伴い首都圏空港の容量拡張が進めら

れており、東京国際空港では滑走路やターミナルビルの

増設が行われている。これらの設備増設は空港面レイア

ウトの複雑化も同時にもたらしており、空港面を走行す

る航空機を安全かつ円滑に誘導することが課題となって

いる。このため、信頼性が高く正確な航空機の位置情報

を管制官に提供できるマルチラテレーション（MLAT）

監視装置が導入された。MLAT とは、図 1 に示すように、

航空機が送信する信号を複数の受信局で検出して、信号

検出の時刻差から航空機位置を測定する監視装置である。 

首都圏空港では容量拡張に伴い、平行滑走路の同時離

着陸等の高度な運用方式の導入が計画されている。この

方式では、空港周辺の空域も正確に監視することが必要

であるため、MLAT の覆域拡大が求められている。加え

て MLAT では、エプロン付近における性能低下が指摘さ

れており、耐干渉性の強化も要望されている。一方、安

全性と効率性を更に向上させるには、パイロットが周囲

の交通状況を把握することが有効であり、これを実現可

能とする監視技術（ADS-B）の確立も求められている。 

このような背景から、本研究では上述した要望を基に、

MLAT 技術の高度化を目指す。MLAT の覆域拡大では、

空港周辺の空域を覆域とする広域マルチラテレーション

（WAM）評価装置を開発する。また、耐干渉性の強化

では、干渉に強い技術を適用した光ファイバ接続型受動

監視システム（OCTPASS）評価装置を開発する。そして、

長期的な監視技術の移行を踏まえて、両評価装置には

ADS-B 機能を実装する。ADS-B は位置情報の信頼性が重

要であり、本研究では ADS-B 情報の信頼性を評価する。 

A
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図 1 MLAT 測位の概念図 

２．研究の概要 

２．１ WAM 評価装置 

WAM 評価装置の開発では、「低コスト・高信頼性の

実現」を重点目標とする。MLAT の性能を低下させる主

な要因は信号干渉である。特に WAM では、強力な干渉

信号の重畳への対処が重要である。信号干渉の対策とし

ては「受信局配置に冗長性を持たせる」ことが一般的で

ある。しかしながら受信局数を増やすと、処理負荷や維

持費用の増大などの弊害も生じる。また、WAM は受信

局を広範囲に配置するため、電源や通信回線の確保が容

易ではない。実運用装置の導入では費用面の制約が現実

的に大きく、少ない受信局数で安定した性能を如何に達

成するかが重要である。すなわち低コストでの「信頼性

の確保」が課題であるため、WAM の開発では、送信機

能による測位補完や受信局配置手法など、効果的に信頼

性を高める技術を中心に評価を進める。 

 

2.2 OCTPASS 評価装置 

 OCTPASS 評価装置の開発では、特にマルチパスに対

する耐干渉性の強化を重点目標とする。空港面監視では、

ターミナルビルやハンガー等の建造物が狭い範囲に密集

しており、信号が建造物に反射して発生するマルチパス

波が頻発する特徴を持つ。マルチパス波の重畳により信

号検出時刻を誤測定した場合は測位精度が低下する。一

方、データビットを誤解読した場合は測位不能となり検

出率が低下する。このため評価装置には、これらの性能

低下に対処できる技術を適用する。測位精度の低下に対

しては、マルチパス波が影響しない信号の立ち上がり部

分を利用して検出時刻を測定する遅延・減衰比較 (DAC)

方式を採用した。また、検出率の低下に対しては、信号

の誤解読が発生して当該信号を識別できない場合、他の

受信局が検出した信号との時間的な相関を取り、当該信

号を判別して測位に活用する干渉信号相関処理機能を持

たせた。OCTPASS では、各受信局で検出された信号を

RF レベルで直接に処理装置側に伝送して、処理装置側で

検波・解読を行う特徴を持つ。この特徴を活用すること

により、干渉信号相関処理機能を実現している。 
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３．研究成果 

3.1 WAM 評価装置 

図 2 に WAM 評価装置の構成を示す。平成 22 年度は、

航空機に対して質問を行う送信局と、追加用の受信局５

を試作した。そして、前年度に試作した装置を羽田空港

などの 4 箇所に設置して、在空機を対象とした WAM の

初期評価を実施した。 

（1）送信局と追加受信局の試作 

高い性能を安定して確保するために、送信局と追加受

信局を試作した。送信局は、質問機能による性能改善の

評価に利用する。WAMは基本的に受動監視方式である

が、質問機能を活用して測位の補完を行うことで性能低

下を改善できる。信号干渉により検出ロスが発生した場

合、当該航空機に質問して、得られた応答から再測位を

行うことで検出率を向上させる。加えて、質問送信から

応答受信までの時間を測定して、求めた距離を利用して

位置算出を行うことで位置精度を向上させる。一方、受

信局の追加は、WAMの信頼性を確保するために基本的

かつ有効な手法である。試作した受信局５を活用するこ

とで、性能と信頼性を効果的に向上させる受信局配置手

法の評価を行う。 

（2）評価装置の設置 

前年度に試作した評価装置（受信局 4 局、ターゲット

処理装置）を、羽田空港周辺の空域を対象に設置した。

図 3 に受信局の配置とアンテナの設置位置を示す。受信

局は、羽田空港、成田空港、大和レーダー事務所および

当研究所に設置した。受信局の設置場所は、国土交通省

航空局が管理する施設を極力利用した。これは、設置場

所や通信回線等の確保が容易な環境にあるため、実導入

時に近い配置における評価検証を考慮したものである。

ターゲット処理装置は当研究所に設置している。評価装

置間のネットワークには NTT 東日本が提供する光回線

を利用した。図中の色分けは、受信局配置から想定され

る覆域と位置精度（赤字）を表す。 
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図 2 WAM 評価装置の構成 

（3）WAMの初期評価 

設置した評価装置を利用して WAM の初期評価を行っ

た。初期評価の目的は、最小受信局数での評価装置の基

本性能を確認することである。図 4 に到着機の航跡例と

性能値を示す。青色の航跡は WAM を、緑色は ADS-B を

表す。WAM は約 40NM まで位置を検出しており、想定

される覆域が得られることを確認した。位置精度は、

30NM 付近までは想定される値が得られた。しかしなが

ら WAM の特性上、遠方では急激に低下しており、想定

される精度と比較して、距離とともに差が増大している。

一方、検出率は全体的に低い値となった。空港近傍で検

出率が低下している理由は、航空機の高度が低いために、

信号の遮蔽が生じて測位不能が発生しているためである。 
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図3 受信局の配置とアンテナの設置場所 
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図 4 到着機の航跡例と性能値 

3.2 OCTPASS 評価装置 

図 5 に OCTPASS 評価装置の構成を示す。平成 22 年度

は、RF 受信処理部とターゲット処理部の試作を行った。

一方、仙台空港に実験用インフラ（通信回線等）を整備

したが、東日本大震災の影響により利用できない状況と

なった。このため代替手段として、当研究所内のグラン

ドに試験環境を整備して、動作検証試験を実施した。 

（1）RF 受信処理部とターゲット信号部の試作 

RF 受信処理部は、航空機が送信した信号を受信・検波

する装置であり、「受信ステーション」と「検波部」に

大別される。図 6 に RF 受信処理部の外観を示す。受信

ステーションと検波部との間は、光ケーブルで接続され、

光伝送装置を利用して RF 信号が直接に伝送される。

OCTPASS では後段の信号処理部において、信号パルス

の立ち上がりを用いて精密な時刻検出を行うため、信号

強度に対する正確な応答特性が要求される。試作装置を

評価した結果、想定される信号強度（-75dBm～-20dBm）

に対して、良好な応答特性が得られることを確認した。 

ターゲット処理部は、信号処理部から出力される検出

時刻等の情報に基づいて測位や追尾などの処理を行い、

ターゲットの位置情報を出力する。本年度は、測位処理

等の基本機能を完成させた。 

（2）動作検証試験 

所内のグランドに評価装置を設置して動作検証試験を

行った。図 7 に試験環境と受信局の配置を示す。所内グ

ランドは四方が建物で囲まれており、空港エプロンエリ

アよりもマルチパス波が発生しやすい。加えて、空間が

狭いためマルチパス波が減衰せず、また時間遅延も少な

い。このような状況は、主波に強く影響する干渉が発生

するため、電波信号環境として非常に劣悪な条件である。

試験は、実験車両にモード S トランスポンダを搭載して

実施した。図 8 に位置検出航跡例を示す。劣悪な電波信

号環境であるが、全航跡を通して良好に位置が検出され、

高い位置精度（1.2m）が得られた。一方、マルチパス波

が干渉して信号を識別できない状況でも位置を正常に検

しており、干渉信号相関処理機能の効果を確認できた。 
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図 7 試験環境と受信局の配置               図 8 位置検出航跡例 
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３．研究成果 

3.1 WAM 評価装置 

図 2 に WAM 評価装置の構成を示す。平成 22 年度は、

航空機に対して質問を行う送信局と、追加用の受信局５

を試作した。そして、前年度に試作した装置を羽田空港

などの 4 箇所に設置して、在空機を対象とした WAM の

初期評価を実施した。 

（1）送信局と追加受信局の試作 

高い性能を安定して確保するために、送信局と追加受

信局を試作した。送信局は、質問機能による性能改善の

評価に利用する。WAMは基本的に受動監視方式である

が、質問機能を活用して測位の補完を行うことで性能低

下を改善できる。信号干渉により検出ロスが発生した場

合、当該航空機に質問して、得られた応答から再測位を

行うことで検出率を向上させる。加えて、質問送信から

応答受信までの時間を測定して、求めた距離を利用して

位置算出を行うことで位置精度を向上させる。一方、受

信局の追加は、WAMの信頼性を確保するために基本的

かつ有効な手法である。試作した受信局５を活用するこ

とで、性能と信頼性を効果的に向上させる受信局配置手

法の評価を行う。 

（2）評価装置の設置 

前年度に試作した評価装置（受信局 4 局、ターゲット

処理装置）を、羽田空港周辺の空域を対象に設置した。

図 3 に受信局の配置とアンテナの設置位置を示す。受信

局は、羽田空港、成田空港、大和レーダー事務所および

当研究所に設置した。受信局の設置場所は、国土交通省

航空局が管理する施設を極力利用した。これは、設置場

所や通信回線等の確保が容易な環境にあるため、実導入

時に近い配置における評価検証を考慮したものである。

ターゲット処理装置は当研究所に設置している。評価装

置間のネットワークには NTT 東日本が提供する光回線

を利用した。図中の色分けは、受信局配置から想定され

る覆域と位置精度（赤字）を表す。 
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図 2 WAM 評価装置の構成 

（3）WAMの初期評価 

設置した評価装置を利用して WAM の初期評価を行っ

た。初期評価の目的は、最小受信局数での評価装置の基

本性能を確認することである。図 4 に到着機の航跡例と

性能値を示す。青色の航跡は WAM を、緑色は ADS-B を

表す。WAM は約 40NM まで位置を検出しており、想定

される覆域が得られることを確認した。位置精度は、

30NM 付近までは想定される値が得られた。しかしなが

ら WAM の特性上、遠方では急激に低下しており、想定

される精度と比較して、距離とともに差が増大している。

一方、検出率は全体的に低い値となった。空港近傍で検

出率が低下している理由は、航空機の高度が低いために、

信号の遮蔽が生じて測位不能が発生しているためである。 
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図3 受信局の配置とアンテナの設置場所 
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図 4 到着機の航跡例と性能値 

3.2 OCTPASS 評価装置 

図 5 に OCTPASS 評価装置の構成を示す。平成 22 年度

は、RF 受信処理部とターゲット処理部の試作を行った。

一方、仙台空港に実験用インフラ（通信回線等）を整備

したが、東日本大震災の影響により利用できない状況と

なった。このため代替手段として、当研究所内のグラン

ドに試験環境を整備して、動作検証試験を実施した。 

（1）RF 受信処理部とターゲット信号部の試作 

RF 受信処理部は、航空機が送信した信号を受信・検波

する装置であり、「受信ステーション」と「検波部」に

大別される。図 6 に RF 受信処理部の外観を示す。受信

ステーションと検波部との間は、光ケーブルで接続され、

光伝送装置を利用して RF 信号が直接に伝送される。

OCTPASS では後段の信号処理部において、信号パルス

の立ち上がりを用いて精密な時刻検出を行うため、信号

強度に対する正確な応答特性が要求される。試作装置を

評価した結果、想定される信号強度（-75dBm～-20dBm）

に対して、良好な応答特性が得られることを確認した。 

ターゲット処理部は、信号処理部から出力される検出

時刻等の情報に基づいて測位や追尾などの処理を行い、

ターゲットの位置情報を出力する。本年度は、測位処理

等の基本機能を完成させた。 

（2）動作検証試験 

所内のグランドに評価装置を設置して動作検証試験を

行った。図 7 に試験環境と受信局の配置を示す。所内グ

ランドは四方が建物で囲まれており、空港エプロンエリ

アよりもマルチパス波が発生しやすい。加えて、空間が

狭いためマルチパス波が減衰せず、また時間遅延も少な

い。このような状況は、主波に強く影響する干渉が発生

するため、電波信号環境として非常に劣悪な条件である。

試験は、実験車両にモード S トランスポンダを搭載して

実施した。図 8 に位置検出航跡例を示す。劣悪な電波信

号環境であるが、全航跡を通して良好に位置が検出され、

高い位置精度（1.2m）が得られた。一方、マルチパス波

が干渉して信号を識別できない状況でも位置を正常に検

しており、干渉信号相関処理機能の効果を確認できた。 
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図 7 試験環境と受信局の配置               図 8 位置検出航跡例 
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4. 考察等 

WAM 評価装置の試作では、初期評価を実施して、評

価装置の基本性能を確認した。評価の結果、おおむね想

定される性能値が得られたが、最小局数（4 局）の受信

局配置であるため、WAM の特性上、特に遠方において

性能低下が発生した。今後は、送信局と追加用受信局を

設置して、性能および信頼性を高める技術の評価を進め

ていく。 

一方、OCTPSS 評価装置の試作では、動作検証試験の

結果、耐干渉性の強化を図るために適用した技術が有効

に機能していることを確認できた。今後は、評価装置の

試作を進めるとともに、仙台空港において試験環境を整

備して、実運用環境下における評価装置の動作検証試験

を実施する。 
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CPDLC卓を用いた航空路管制シミュレーションの研究【指定研究A】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域， 

担 当 者 〇板野賢，塩見格一（機上等領域） 

研究期間  平成21年度～平成23年度 

 

1.はじめに 

航空管制業務の安全性、効率性の向上、周波数の有効

活用等の観点から、今後、国内航空管制業務において空

地デジタル通信の広範な導入が必要となっている。その

ためには、空/地サブネットワークの構築、多様な通信メ

ディアを共通のプロトコルで接続可能な航空通信網

（ATN）、ならびに管制官-パイロット間データリンク通

信（CPDLC）、デジタル・フライト情報業務（DFIS）等

空地データリンク用の管制アプリケーションといったネ

ットワーク構成要素に関して、運用を視野に入れた研究

開発を行うことが必要である。さらに、これらを統合し

てエンド・ツー・エンドの空地通信ネットワークとして

の機能・性能の検証、及び管制官による運用面の評価を

行うことが重要である。また、わが国管制業務への適用

のためには、わが国の航空環境（管制業務手順、管制セ

クター構成、地上管制インフラストラクチャー、地形的

特性など）に適したシステムとする必要がある。 

先の「航空管制用デジタル通信ネットワークシステムの

研究」では航空路管制用のシミュレーション CPDLC 卓を試

作して、管制官によるヒューマン-マシン・インターフェー

ス（HMI）の評価実験を行ったが、管制官によるシミュレ

ーション評価までには至っていない。本研究では、前研究

で試作したシミュレーション CPDLC 卓を用いて、シミュレ

ーション実験によりデータ通信による管制官の管制業務の

効率の改善ならびに業務負荷の低減を定量的に評価する。 

2.研究の概要 

 本研究では、試作した航空路管制シミュレータを現役

の航空管制官に操作して頂いて、シミュレーション実験

を行う予定であったが、実験の日程および作業量などか

らその実現が困難になった。また、評価用のシナリオに

ついても管制経験者から不具合が指摘された。そこで、

研究計画を見直して、現役ではなく管制の経験者にシミ

ュレータを操作して頂くことにし、不具合が指摘された

シナリオを作成し直すことにした。 

 

3.研究の成果 

3.1 シミュレーションシナリオの作成 

 前のシナリオでは、FIX などが現用とは異なる、航空

機の挙動が不自然などの指摘があった。また、当シミュ

レータでは関東北セクターを模擬している。そこで、ATM

領域の研究で同セクターの解析を行っていたので、既に

解析済みのシナリオを利用してシミュレーションシナリ

オを作成することにした。 

 表 1 は ATM 領域で解析済みの元のシナリオでの管制

官とパイロットの通信記録の一例である。この通信記録

などに基づいてシミュレーションシナリオを 3 本作成し

た。すなわち、通信記録の会話開始時間に従って、CPDLC

の入力、それに伴う模擬航空機の操作を行っていけば、

破綻なくシナリオが進行するようにシミュレーションシ

ナリオを作成し直した。 

表１ 元のシナリオの通信記録例 
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4. 考察等 

WAM 評価装置の試作では、初期評価を実施して、評

価装置の基本性能を確認した。評価の結果、おおむね想

定される性能値が得られたが、最小局数（4 局）の受信

局配置であるため、WAM の特性上、特に遠方において

性能低下が発生した。今後は、送信局と追加用受信局を

設置して、性能および信頼性を高める技術の評価を進め

ていく。 

一方、OCTPSS 評価装置の試作では、動作検証試験の

結果、耐干渉性の強化を図るために適用した技術が有効

に機能していることを確認できた。今後は、評価装置の

試作を進めるとともに、仙台空港において試験環境を整

備して、実運用環境下における評価装置の動作検証試験

を実施する。 
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CPDLC卓を用いた航空路管制シミュレーションの研究【指定研究A】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域， 

担 当 者 〇板野賢，塩見格一（機上等領域） 

研究期間  平成21年度～平成23年度 

 

1.はじめに 

航空管制業務の安全性、効率性の向上、周波数の有効

活用等の観点から、今後、国内航空管制業務において空

地デジタル通信の広範な導入が必要となっている。その

ためには、空/地サブネットワークの構築、多様な通信メ

ディアを共通のプロトコルで接続可能な航空通信網

（ATN）、ならびに管制官-パイロット間データリンク通

信（CPDLC）、デジタル・フライト情報業務（DFIS）等

空地データリンク用の管制アプリケーションといったネ

ットワーク構成要素に関して、運用を視野に入れた研究

開発を行うことが必要である。さらに、これらを統合し

てエンド・ツー・エンドの空地通信ネットワークとして

の機能・性能の検証、及び管制官による運用面の評価を

行うことが重要である。また、わが国管制業務への適用

のためには、わが国の航空環境（管制業務手順、管制セ

クター構成、地上管制インフラストラクチャー、地形的

特性など）に適したシステムとする必要がある。 

先の「航空管制用デジタル通信ネットワークシステムの

研究」では航空路管制用のシミュレーション CPDLC 卓を試

作して、管制官によるヒューマン-マシン・インターフェー

ス（HMI）の評価実験を行ったが、管制官によるシミュレ

ーション評価までには至っていない。本研究では、前研究

で試作したシミュレーション CPDLC 卓を用いて、シミュレ

ーション実験によりデータ通信による管制官の管制業務の

効率の改善ならびに業務負荷の低減を定量的に評価する。 

2.研究の概要 

 本研究では、試作した航空路管制シミュレータを現役

の航空管制官に操作して頂いて、シミュレーション実験

を行う予定であったが、実験の日程および作業量などか

らその実現が困難になった。また、評価用のシナリオに

ついても管制経験者から不具合が指摘された。そこで、

研究計画を見直して、現役ではなく管制の経験者にシミ

ュレータを操作して頂くことにし、不具合が指摘された

シナリオを作成し直すことにした。 

 

3.研究の成果 

3.1 シミュレーションシナリオの作成 

 前のシナリオでは、FIX などが現用とは異なる、航空

機の挙動が不自然などの指摘があった。また、当シミュ

レータでは関東北セクターを模擬している。そこで、ATM

領域の研究で同セクターの解析を行っていたので、既に

解析済みのシナリオを利用してシミュレーションシナリ

オを作成することにした。 

 表 1 は ATM 領域で解析済みの元のシナリオでの管制

官とパイロットの通信記録の一例である。この通信記録

などに基づいてシミュレーションシナリオを 3 本作成し

た。すなわち、通信記録の会話開始時間に従って、CPDLC

の入力、それに伴う模擬航空機の操作を行っていけば、

破綻なくシナリオが進行するようにシミュレーションシ

ナリオを作成し直した。 

表１ 元のシナリオの通信記録例 
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3.2 シミュレータの改修 

 シミュレーションシナリオの作成に伴い、FIX などが

異なってきたのでシミュレータの一部の改修を行った。 

 

４．まとめ 

 本年度、実験方法の見直し、それに伴うシミュレーシ

ョンシナリオの作成し直し、シミュレータの改修を行っ

たので、シミュレーション実験を本年度中に行うことが

困難になった。このため、研究を延長し、平成 23 年度に

シミュレーション実験を行う。 

GPS受信機処理方式の高度化に関する研究【指定研究B】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域， 

担 当 者 〇吉原貴之，坂井丈泰、福島荘之介、齊藤真二、松永圭左、齋藤享、藤田征吾、伊藤憲 

研究期間  平成20年度～平成22年度 

 

1.はじめに 

GPS 受信機を航空機の航法に利用するためにはインテ

グリティ要件を満たす必要があり、各種の補強システム

の開発が進められている。現在は各種のインテグリティ

モニタ方式が提案されているところであるが、それらの

動作を比較・検証し、具体的なモニタ性能を知るために

は、適切なソフトウェアおよび入力データを作成する必

要がある。本研究は、GPS 受信機および補強システムに

関連するソフトウェアおよびデータベースを共通化する

ことにより、GPS 受信方処理方式の高度化及びさまざま

なモニタ方式の具体的な検討を可能とするとともに、

個々の研究者が開発にするときに比べ研究活動の効率化

やバグ発生に伴うリスクなどの軽減を図るものである。 

 

2.研究の概要 

平成 22 年度の実施内容は以下の取りである。 

①GPS 関連ソフトウェア・ライブラリについて、他テー

マでの利用を踏まえて機能追加を行った。 

②GPS 受信機を所内に設置し、インテグリティ性能評価

用実験データを収集した。 

③GPS 受信機内部における測定データ処理方式について、

高度化のための検討を行った。考案したアルゴリズムに

ついて前年度までに作成したユーザ受信機評価用ソフト

ウェアにより性能評価を行い、改善効果があることを確

認した。 

 

3.研究の成果 

作成したソフトウェア・ライブラリの評価のために、

平成 21 年秋に飛行実験により収集したデータを利用し

て、広域補強システム MSAS と狭域補強システム GBAS

の双方について測位性能を評価した結果を図１に示す。

青色は MSAS、赤色は GBAS により得られた航空機位置

で、図の原点は滑走路の末端、X 軸は滑走路中心線の延

長方向、Y 軸は横方向である。航空機は図の右方向から

滑走路にアプローチし、滑走路末端に近づくにつれて偏

位が小さくなっている様子がわかる。本実験により、

MSAS 及び GBAS のいずれも互いに矛盾なく航空機位置

を算出できることを確認した。 

MSAS 対応受信機を対象として、受信機内部の処理方

式の改善アルゴリズムを考案した。前年度までに作成し

たユーザ受信機評価用ソフトウェアによる性能評価を行

った例を、図２に示す。青色は通常の受信機による処理

結果、赤色は改善アルゴリズムによる処理結果であり、

いずれも保護レベルの時間的変化を表す。保護レベルが

小さいほうが航法システムとしてのアベイラビリティが

向上することから、改善アルゴリズムによりアベイラビ

リティを改善する効果があることを確認した。 

本研究では、GPS 受信機および補強システムに関連す

るソフトウェアおよびデータベースを整備し、広く研究

者が開発出来る環境を提供した。これらは他の研究テー

マでも利用可能な共通資産であり、関連する研究活動の

効率化を図ることができた。これについて、図 3 に本研

究で実施した受信機に依存しない基本処理のライブラリ

化と、受信機処理の高度化、モニタ性能評価およびユー

ザ処理のルーチン化によるデータベース構築の関係を示

す。上段はライブラリ化前の状態であり、類似機能を持

ったプログラムを目的毎、受信機毎に作成している。下

段はライブラリを用いた開発の流れであり、作業の効率

化と信頼性向上が図られるとともに、一般化された部分

については所外研究者に公開することで関連研究の発展

に寄与することが期待される。 

 

４．まとめ 

本研究で整備した GPS 受信機および補強システムに

関連するソフトウェアおよびデータベースは、今後の関

連研究で効率的な研究開発が促進される。また、一般に

公開することにより所外の大学や研究機関による共同利

用も期待できることから、広く共同研究を行い多方面の

分野からの GPS 研究及びソフトウェア・ライブラリの深

化が期待できる。 
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図１ 飛行実験における MSAS および

GBAS による航空機位置 

 

 
図２ 考案したアルゴリズムによる MSAS

保護レベルの改善効果の例 

 

 
図３ ライブラリ化により期待される効果 
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高速大容量通信アンテナを利用した航空通信システムに関する基礎研究【指定研究 B】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○住谷泰人、山本憲夫 

研究期間  平成 20 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

陸上利用を中心に運用が始められているIEEE 802.11 

(WiFi)、802.16(WiMAX)等の世界的な高速無線通信規格

は、IEEE等により仕様等が策定されている。しかし、こ

れらの規格は、高速移動中の航空機に適用されておらず、

802.20等の未運用の利用環境でも最高300km/h程度の対

応である。現在、空港内で駐機中の静止状態下において

WiFi(無線LAN)を利用した整備やパイロットへの情報提

供等の航空通信システムが、航空会社や航空通信プロバ

イダ等によって運用され始めた。また将来の航空通信シ

ステムに関する調査研究の結果として、移動体用

WiMAX技術を航空に適用し、空港での管制利用も想定

した航空用WiMAX通信システムの導入の可能性が報告

された。移動体用WiMAXは近年、陸上で運用が開始さ

れ、時速120km程度の移動体にも対応可能な規格である。

これらWiFiやWiMAXでは、高速大容量通信が可能とな

るMIMO (Multiple Input Multiple Output)アンテナシステ

ム等の利用が想定されており、将来的に、航空通信シス

テムでの利用可能性を検討する必要がある。このため、

高速大容量通信を可能とするMIMOアンテナシステム

（以下、「高速大容量通信アンテナ」と称する）につい

て、将来の航空通信システムへの適用や応用の可能性、

他のアンテナ等への影響等について調査、研究を行った。 

 

２．研究の概要 

本研究は3年計画であり、平成22年度は、最終年度であ

る。平成22年度は、主に下記のことを行った。 

・ 高速大容量通信アンテナの実験用基礎システム

に基づく、電波無響室でのMIMOアンテナ環境を

想定した電波伝搬実験 

・ 次世代航空通信システムにおける航空用WiMAX

の国際標準化動向調査 

 

３．研究成果 

3．1 高速大容量通信アンテナの実験用基礎システムに

よる電波伝搬実験 

構築中の実験用基礎システムに改良を加え、電波無響

室内に航空機模型を設置し、MIMOアンテナシステムの

利用を想定した電波伝搬実験を行った。図1及び図2に示

すとおり、電波伝搬実験では弊所の電波無響室内の台上

に、水平方向に可動するシステム上の送信アンテナ1基と、

航空機模型上の受信アンテナ2基を離して設置した。 

航空機模型は、当所の実験用航空機B99(ビーチクラフ

ト式 B99 エアライナ: 全長13.58m、全幅13.98m、全高

4.38m)の真鍮製1/10スケールモデルである。スケールモ

デルでの実験における利用周波数はスケールサイズの逆

数となる10倍相当である。測定機材等の制約があるため、

Lバンド内の1GHzの周波数を想定した10GHzで実験した。

航空機の進行方向により、電波の到来方向は全方位にわ

たるため、実験に適した無指向性アンテナとして、銅板

と約7.5mmの内導体を有するセミリジットケーブルを加

工したアンテナを試作し、利用した。チャネル切換器を

経由させ、航空機模型上の2か所（UF、UBの位置）に接

続した各アンテナと、GA、GOの2か所に移動可能な水平

可動システムに接続したアンテナを測定器（ネットワー

 

図1 電波無響室における電波伝搬実験の模様 
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図2 電波無響室内の実験配置 
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図2 電波無響室内の実験配置 
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ークアナライザ）に接続した。模型を台上で水平に90度

ずつ変化させるとともに、水平可動システムによる移動

と、チャネルの切り替えを行い、各アンテナの組合せに

基づく送受信特性を測定した。 

図2に示した送受信アンテナのすべての組合せについ

て、図3に航空機模型からの異なる反射や回折が認められ

た結果例を示す。すべての組合せにおいて、直接波と間

接波が確認され、時間差に基づき航空機の設置方向に伴

うプロペラや尾翼等の反射範囲が特定された。MIMOア

ンテナシステムは反射波や回折波を利用して伝送特性を

向上させる原理であるため、MIMOアンテナシステムを

利用できる可能性が高い。また、反射板を設置した場合、

設置しなかった場合よりも反射波が大きかった。このこ

とで、上空のような航空機自身以外、周囲に何もない環

境下よりも、建物や車両、航空機等反射体のある空港面
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４． 今後の見通し 

本研究で得た自動経路生成を中心とした個々の情報生

成技術を基に、今後、各機能が生成する情報の連携を図る

「ゲートウェイ装置」を具現化することで、例えばコンフ

リクト予測アルゴリズムの注意喚起出力を基に、その時々

で一番適切な地上走行経路の提示を行うなど、現実に即し

た情報生成が可能となる。併せて、その情報の提供方法を

含めた検討を進めることで、協調的な空港面トラジェクト

リ管理技術の実現を図ることが可能であると考えられる。 
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図 4 携帯型情報端末を用いた視覚的情報提供手法のデモ

ンストレーション（国際ワークショップ会場にて） 

 
図 3 主要誘導路における 2 機間のコンフリクト注意喚起

画面の例（円で囲んだ 2 機に対する検出） 

 
図 2 自動経路情報生成装置による推奨経路出力の例 

GBAS による新しい運航方式に関する研究【指定研究 B】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域 
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研究機関  平成 21 年度～平成 23 年度 

 

１．はじめに 

 GBAS は、我が国を始め欧米でも計器着陸装置(ILS)に替

わる精密進入システムとして開発が進められており、

CAT-IGBAS については間もなく実運用が開始されると期

待されている。航空機側の対応もボーイング B787 型機に

は、GBAS 機上装置が標準搭載され、また、エアバス機も

エアバスA380型機やその他の型式の機体についても標準

装備或いは装備可能な準備が整っている状況である。一方、

GBASは技術的には曲線進入などの ILSではなし得ないよ

うな形状の進入経路の誘導が可能であり、ILS よりも優れ

た測位誤差特性を有しているが、現在、GBAS の運航方式

として実用が間近なのは ILS と同じような直線経路で精

密進入を行う方式であり、また、障害物間隔要件も基本的

には ILS のものが適用される。 

このように、現段階では、GBAS の優れた能力を発揮す

る運航方式が十分に開発されている状況ではない。GBAS

が ILS に替わって広く導入されるためには、GBAS の優れ

た長所を反映した新しい運航方式（図 1 参照）の開発が必

須である。 

 

図１ GBAS の優れた長所を反映した新しい運航方式の例 

 

２．研究の概要 

 本研究では新しい運航方式の検討の基礎となる GBAS

の特性を確認した結果を基に GBAS の誤差特性を反映し

た障害物物件間隔基準の検討を行う。 

 また、航空会社、JAXA 等と協力して、FMS による曲線

飛行と直線形状の最終進入経路との接続について調査す

る。 

 GBAS プロトタイプを評価するのにあたっては、GBAS

の機上受信機、地上装置とも国際標準である SARPs に基

づいて製作されているが、現実的には機上と地上のシステ

ムを連接してシステム全体として機能するか相互運用性

の確認が必要とされる。このため、実験用小型航空機のみ

ならず、将来の主要機となりうる大型の商用機 B787 でも

相互運用性を確認し、GBAS が利用可能であることを実証

する。平成 22 年度は B787 を用いた GBAS プロトタイプ

の飛行実験実施の検討ならびにその準備を行う。 

 また、B787 を用いた飛行実験に関係する情報も含め、

GBAS の新しい運航に係る情報収集及び整理を行うため、

GBAS に関する海外調査を実施する。 

 

３．研究成果 

平成 22 年度においては、GBAS の誤差特性を反映した

障害物物件間隔基準の検討に関して、平成 21 年度に引き

続き、ILS と GBAS の誘導特性の差による誘導誤差のモデ

ルの検討を行った。ILS の誤差はその技術的性質上、本質

的に角度誤差となって現れることを反映し、これに表示器

の誤差などを勘案した航法システム誤差及びパイロット

を含めた誘導誤差（飛行技術誤差）を勘案して算出される。

そのため誤差の距離依存性は大きくなるが、GBAS の測位

が本質的に幾何的な（x、y、z）座標で行われ、これに対

する誤差の滑走路からの距離依存性が小さいことを勘案

した障害物物件間隔基準の検討を深めた。 

B787 を用いた GBAS プロトタイプの飛行実験に関して

は、当飛行実験を実施するために、当研究所と本邦航空会

社（全日本空輸及び日本航空）との間で調整を開始し、三

者による協力体制を構築した。  

関係団体の GBAS の取り組みとして、財団法人 航空

輸送技術センター（ATEC）が主催する、航空局、航空会

社、空港会社等で構成される「新たな進入方式に関する調

査・研究」の WG 会議を利用し、航空会社の動向を調べ

るとともに、B787 を用いた GBAS プロトタイプの飛行実

験の企画について紹介し、航空局関係各課の担当者への周

知を図った。その後は、航空局管制技術課、本邦航空会社
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の協力のもと運航課等と B787 の飛行についての個別の調

整を実施している。 

B787 を用いた GBAS プロトタイプの実際の飛行実験の

準備として、関空 GBAS プロトタイプによる飛行を模擬

した飛行シミュレータによる確認の実験を実施すること

が必要である。当研究所では全日本空輸と契約を締結し

B787 の飛行シミュレータに関空 GBAS プロトタイプに関

する模擬環境の整備を実施した。（図 2 参照） 

 

 
 

図 2  B787 飛行シミュレータに関空 GBAS プロトタイプ

に関する環境を模擬した画面  

  上図 Primary Flight Display 

    下図 Control Display Unit 

      提供：全日本空輸株式会社 

 

一方、B787 を用いた GBAS プロトタイプの飛行実験の

企画に関する海外との関係では、国際 GBAS ワーキング

グループ会合(IGWG)や ICAO NSP の場において、B787 を

用いた GBAS プロトタイプの飛行実験の企画について、

当研究所から発表し紹介した。これに対して航空機製造メ

ーカの Boeing 等から関心が寄せられた。 

海外においては、B787 を用いた GBAS 飛行実験はまだ

行われていないが、その他の商用機を用いた GBAS の飛

行実験が盛んに行われており、特にオーストラリアにおい

ては、B737‐800 及び A380 によるトライアルが実施され

ている。そのため、サービスプロバイダの Airservices 

Australia に訪問し、飛行実験から運航承認に至るまでに行

うべき内容を調査した結果、B787 を用いた GBAS プロト

タイプの飛行実験の進め方の道筋をつけることができた。 

 

４．まとめ 

 平成 22 年度において、B787 の飛行シミュレータに関空

GBAS プロトタイプに関する模擬環境を整備した。平成

23 年度は、B787 の飛行シミュレータ等を用いて、実際の

飛行実験では行うことが難しい高角度進入や Displaced 

Threshold、ならびに曲線進入を検討する際の基礎となる曲

線飛行と直線形状の最終進入経路との接続についても、機

体の挙動等の評価を行い、新しい運航方式を検討するため

の基礎としたい。 

 一方、平成 22 年度において障害物件間隔基準策定のた

めの検討についても行った。平成 23 年度は、検討をさら

に深めるため、飛行シミュレータを用いて Hight loss 等の

解析を行い、GBAS の衝突危険度モデル（CRM）による

評価手法について検討することとしたい。 

なお、当研究は、将来の曲線進入など自由度の高い進入

経路の設定が可能する GBAS の優れた能力を発揮する先

進的な進入方式の開発に繋がるものである。運航の効率性

の向上、空港容量の増大への寄与、騒音問題の緩和等、経

済性及び地球環境保全に優れた航空交通の促進が期待で

きる。 

 

５．掲載文献 

 (1) 工藤正博他：“GBAS の実験計画について”, 第 48

回飛行機シンポジウム, 2010 年 11 月 

 (2) 工藤正博他；“後方乱気流について知られている性

質と離着陸する航空機の運航の改善の方法について

の考察”, 航空宇宙学会年会, 2010 年 4 月 

 

 

トラジェクトリベース運航のための CNS 基盤技術に関する研究【指定研究 B】 

 

担当領域   通信・航法・監視領域       （*：航空交通管理領域、**：機上等技術領域） 

担 当 者 ○住谷泰人、坂井丈泰、齊藤真二、山康博、福田豊*、蔭山康太*、大津山卓哉** 

研究期間   平成 22 年度～平成 24 年度 

 

１．はじめに 

現在、航空機の現在から将来にわたる軌跡を予測する

ことで効率的な航空管制を行おうとするトラジェクトリ

ベース運航の基礎研究が進められ、国土交通省航空局の

長期計画CARATSにおいても航空交通容量拡大のための

中核技術として位置付けられている。これにより、出発

から到着までの経路全体を見渡した効率的な運航の実現

が期待される。現実の航空管制業務は、航空管制の基盤

ツールであるCNS技術を利用する。このため、トラジェ

クトリ技術を航空管制業務に適用するためには、CNS基

盤についても所要の技術革新が要請されている。 

本研究では、トラジェクトリベース運航の実現にあた

り、現実の航空管制業務における具体的な姿や、CNS基

盤との関連を検討する。また、トラジェクトリベース運

航に対する関係者の理解を促進させる方法も検討する。 

 

２．研究の概要 

本研究は3年計画であり、平成22年度は、第1年度であ

る。平成22年度は、主に下記のことを行った。 

・ 4次元トラジェクトリの要件整理 

・ 4次元トラジェクトリの表現検討 

・ CNS基盤との情報交換方法の検討 

 

３．研究成果 

3．1 4次元トラジェクトリの要件整理  

時間と位置に基づく4次元トラジェクトリの文献調査

を行った。また、現行のトラジェクトリ技術に関する研

究の状況を調査するため、航空会社(運航者)の望む情報

や管制官の考え方について意見交換等により検討し、シ

ステムの要件を整理した。これと並行し、ICAOにおける

標準化作業の見直しに関して、国際会議に出席し、調査

した。さらに、米国の航空通信システムに関する要件に

ついて、文献に基づく調査を開始した。 

 

3．2 4次元トラジェクトリの表現検討 

研究所内で先行するトラジェクトリ関連と研究分担を

調整し、データリンクの運用概念と要件に関する調査検

討を開始した。また行政当局の実施するロードマップ策

定の考え方やこれらの先行研究の状況について、研究者

間で意見交換した。これらに基づき、今後は、4次元トラ

ジェクトリに必要な表現方法を検討の上、各想定システ

ム下でのシナリオに基づく検討を行う予定となった。 

 

3．3 CNS基盤との情報交換方法の検討   

 監視システムの情報に関する検討やGPS及び将来的な

通信システムに関する米国の航空用標準規格動向調査、

米国NASAの研究者との意見交換等に基づき、CNSシス

テムの情報交換方法を検討した。また、現行管制におけ

るCNSシステムの位置づけについて、管制経験者等との

意見交換により知見を深めた。これにより、航空通信シ

ステムのデータ通信量の調査が必要なことがわかった。

また、弊所の長期ロードマップ計画を含む国内外の航空

関連ロードマップ状況について、学会の講演会で報告し、

参加者と意見交換し、さらなる知見を得た。これらの成

果は、行政当局の実施するロードマップ策定作業部会等

を通じ、情報提供及び共有した。 

 

４．おわりに 

トラジェクトリベース運航の実現にあたり、必要とさ

れる4次元トラジェクトリの要件を整理し、表現方法とし

てシナリオ作りに基づく検討を、将来的に行うこととし

た。また、CNS基盤との情報交換方法の検討を通じ、行

政当局の実施するロードマップ策定作業部会への情報提

供と共有を実施し、航空通信量調査等の新たに必要とさ

れる調査課題項目が明らかになった。 
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の協力のもと運航課等と B787 の飛行についての個別の調

整を実施している。 

B787 を用いた GBAS プロトタイプの実際の飛行実験の

準備として、関空 GBAS プロトタイプによる飛行を模擬

した飛行シミュレータによる確認の実験を実施すること

が必要である。当研究所では全日本空輸と契約を締結し

B787 の飛行シミュレータに関空 GBAS プロトタイプに関

する模擬環境の整備を実施した。（図 2 参照） 

 

 
 

図 2  B787 飛行シミュレータに関空 GBAS プロトタイプ

に関する環境を模擬した画面  

  上図 Primary Flight Display 

    下図 Control Display Unit 

      提供：全日本空輸株式会社 

 

一方、B787 を用いた GBAS プロトタイプの飛行実験の

企画に関する海外との関係では、国際 GBAS ワーキング

グループ会合(IGWG)や ICAO NSP の場において、B787 を

用いた GBAS プロトタイプの飛行実験の企画について、

当研究所から発表し紹介した。これに対して航空機製造メ

ーカの Boeing 等から関心が寄せられた。 

海外においては、B787 を用いた GBAS 飛行実験はまだ

行われていないが、その他の商用機を用いた GBAS の飛

行実験が盛んに行われており、特にオーストラリアにおい

ては、B737‐800 及び A380 によるトライアルが実施され

ている。そのため、サービスプロバイダの Airservices 

Australia に訪問し、飛行実験から運航承認に至るまでに行

うべき内容を調査した結果、B787 を用いた GBAS プロト

タイプの飛行実験の進め方の道筋をつけることができた。 

 

４．まとめ 

 平成 22 年度において、B787 の飛行シミュレータに関空

GBAS プロトタイプに関する模擬環境を整備した。平成

23 年度は、B787 の飛行シミュレータ等を用いて、実際の

飛行実験では行うことが難しい高角度進入や Displaced 

Threshold、ならびに曲線進入を検討する際の基礎となる曲

線飛行と直線形状の最終進入経路との接続についても、機

体の挙動等の評価を行い、新しい運航方式を検討するため

の基礎としたい。 

 一方、平成 22 年度において障害物件間隔基準策定のた

めの検討についても行った。平成 23 年度は、検討をさら

に深めるため、飛行シミュレータを用いて Hight loss 等の

解析を行い、GBAS の衝突危険度モデル（CRM）による

評価手法について検討することとしたい。 

なお、当研究は、将来の曲線進入など自由度の高い進入

経路の設定が可能する GBAS の優れた能力を発揮する先

進的な進入方式の開発に繋がるものである。運航の効率性

の向上、空港容量の増大への寄与、騒音問題の緩和等、経

済性及び地球環境保全に優れた航空交通の促進が期待で

きる。 

 

５．掲載文献 

 (1) 工藤正博他：“GBAS の実験計画について”, 第 48

回飛行機シンポジウム, 2010 年 11 月 

 (2) 工藤正博他；“後方乱気流について知られている性
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トラジェクトリベース運航のための CNS 基盤技術に関する研究【指定研究 B】 

 

担当領域   通信・航法・監視領域       （*：航空交通管理領域、**：機上等技術領域） 

担 当 者 ○住谷泰人、坂井丈泰、齊藤真二、山康博、福田豊*、蔭山康太*、大津山卓哉** 

研究期間   平成 22 年度～平成 24 年度 

 

１．はじめに 

現在、航空機の現在から将来にわたる軌跡を予測する

ことで効率的な航空管制を行おうとするトラジェクトリ

ベース運航の基礎研究が進められ、国土交通省航空局の

長期計画CARATSにおいても航空交通容量拡大のための

中核技術として位置付けられている。これにより、出発

から到着までの経路全体を見渡した効率的な運航の実現

が期待される。現実の航空管制業務は、航空管制の基盤

ツールであるCNS技術を利用する。このため、トラジェ

クトリ技術を航空管制業務に適用するためには、CNS基

盤についても所要の技術革新が要請されている。 

本研究では、トラジェクトリベース運航の実現にあた

り、現実の航空管制業務における具体的な姿や、CNS基

盤との関連を検討する。また、トラジェクトリベース運

航に対する関係者の理解を促進させる方法も検討する。 

 

２．研究の概要 

本研究は3年計画であり、平成22年度は、第1年度であ

る。平成22年度は、主に下記のことを行った。 

・ 4次元トラジェクトリの要件整理 

・ 4次元トラジェクトリの表現検討 

・ CNS基盤との情報交換方法の検討 

 

３．研究成果 

3．1 4次元トラジェクトリの要件整理  

時間と位置に基づく4次元トラジェクトリの文献調査

を行った。また、現行のトラジェクトリ技術に関する研

究の状況を調査するため、航空会社(運航者)の望む情報

や管制官の考え方について意見交換等により検討し、シ

ステムの要件を整理した。これと並行し、ICAOにおける

標準化作業の見直しに関して、国際会議に出席し、調査

した。さらに、米国の航空通信システムに関する要件に

ついて、文献に基づく調査を開始した。 

 

3．2 4次元トラジェクトリの表現検討 

研究所内で先行するトラジェクトリ関連と研究分担を

調整し、データリンクの運用概念と要件に関する調査検

討を開始した。また行政当局の実施するロードマップ策

定の考え方やこれらの先行研究の状況について、研究者

間で意見交換した。これらに基づき、今後は、4次元トラ

ジェクトリに必要な表現方法を検討の上、各想定システ

ム下でのシナリオに基づく検討を行う予定となった。 

 

3．3 CNS基盤との情報交換方法の検討   

 監視システムの情報に関する検討やGPS及び将来的な

通信システムに関する米国の航空用標準規格動向調査、

米国NASAの研究者との意見交換等に基づき、CNSシス

テムの情報交換方法を検討した。また、現行管制におけ

るCNSシステムの位置づけについて、管制経験者等との

意見交換により知見を深めた。これにより、航空通信シ

ステムのデータ通信量の調査が必要なことがわかった。

また、弊所の長期ロードマップ計画を含む国内外の航空

関連ロードマップ状況について、学会の講演会で報告し、

参加者と意見交換し、さらなる知見を得た。これらの成

果は、行政当局の実施するロードマップ策定作業部会等

を通じ、情報提供及び共有した。 

 

４．おわりに 

トラジェクトリベース運航の実現にあたり、必要とさ

れる4次元トラジェクトリの要件を整理し、表現方法とし

てシナリオ作りに基づく検討を、将来的に行うこととし

た。また、CNS基盤との情報交換方法の検討を通じ、行

政当局の実施するロードマップ策定作業部会への情報提

供と共有を実施し、航空通信量調査等の新たに必要とさ

れる調査課題項目が明らかになった。 
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航空通信用データリンク・アプリケーションの調査研究【基礎研究】  

 

担当領域   通信・航法・監視領域，  

担  当  者 〇板野賢  

研究期間   平成 21 年度～平成 22 年度  

 

1.はじめに 

欧米では、今後航空通信に将来的に必要と考えられる

データリンク・アプリケーションを通信運用要件

(COCR ： Communication Operating Concepts and 

Requirements)や検討し始めている。また、COCR ではデ

ータリンクの安全性についても言及している。 

一方、ICAO（国際民間航空機関）により制定された航

空通信用のデータリンク・アプリケーションは航空通信

網(ATN：Aeronautical  Telecommunication Network)用だけ

であり、データリンクのセキュリティについて定めてい

るものも ATN に限られる。 

COCR も部分的に ATN を元に開発されていると思わ

れるが、ATN と COCR アプリケーションの差異は必ずし

も明確となっていない。 

本研究では、ATN と COCR アプリケーションの差異を

調べ、将来の航空通信アプリケーションに必要で ATN に

足りない部分を明らかにする。また、ATN セキュリティ

と求められるデータリンクの安全性について検討する。 

 

2.研究の概要 

2.１ ATN と COCR アプリの差異の検討 

COCR は 8 分野におよぶ 30 あまりの管制サービス毎に

通信の運用要件をまとめているのに対して、ATN では 4

つの空/地アプリケーションを定めているだけである。こ

のため、管制サービス毎に必要なアプリケーションを検

討しないと、どの ATN アプリケーションが必要なのか分

からない。例えば、ある管制サービスを行うには、CPDLC

（管制官－パイロット間データリンク通信）と ADS（自

動従属監視）ならびに、ATN ではサポートしていない

ADS-B が必要であるという具合にである。 

明らかに異なる点は、ATN では 1 対１のアドレス型の

通信を行うだけであるが、COCR ではアドレス型の通信

以外に放送型の通信が多数用いられる点である。 

 

2.2 ATN セキュリティ機能の脆弱性の検討 
ATN セキュリティサービスでは空/地間での下記の脅

威を対象とする。 
① メッセージのアドレス情報や内容の変更（改竄） 
② なりすまし 

③ ネットワークの経路情報の変更 
ATN セキュリティ機能を簡単に説明すると、項番②の

対策のため PKI（公開鍵基盤）を用いた電子認証を用い

る。また、①と③の対策のため MAC(メッセージ認証コ

ード)を用いて、アプリケーションのメッセージと、ATN

ルータからの経路情報を保護する。PKI や MAC にはも

ちろん暗号技術は用いられているが、アプリケーション

のメッセージや経路情報が暗号化されることはない。こ

のため、ATN セキュリティ機能が用いられているとして

も、通話者以外の第三者にも CPDLC などのモニターは

可能である。 

 昨年度は、ATN セキュリティに用いられている暗号技

術を整理して、その脆弱性について検討した。 

 

3.研究の成果 

3.1 ATN と COCR アプリの差異の検討 

3.1.1 Data Link Management Service（データリンク管

理サービス） 

 DLL（データリンク・ログオン） サービスはその通信

シーケンスから明らかにCM （コンテキスト管理）アプリ

ケーションそのものである。一方、ACM（ATC 通信管理）

サービスはCPDLC の一部で、CPDLC のなかでcontact や

monitor で始まる電文のサービスであり、通信アプリケ

ーションとしてはスタートやエンド処理を伴う。 

 

3.1.2 Clearance Instruction Service（ クリアランス

指示サービス） 

 全てCPDLC と思われる。 

 

3.1.3 Flight Information Service（フライト情報サー

ビス） 

 全てFIS アプリケーションと思われる。但し、アドレ

ス型と放送型の通信があり、ATN でサポートしているの

はアドレス型に限られる。また、各種のサービスがある

がICAO のSARPs（標準化と勧告方式）でデータフォーマ

ットが定まっているのはATIS とMETA だけである。この

ため、ノータムなどのデータフォーマットが標準化され

る必要がある。 

 また、アドレス型のFIS は航空機側からパイロットに

よって起動される（航空機起動）アプリケーションであ

り、ICAO のSARPs上でも航空機起動のものしかない。し

かし、D-SIGMET は地上側の管制官によりイベント起動さ

れるものであり、このため地上起動のFIS を開発する必

要がある。 

  

3.1.4 Advisory Service（アドバイザリー・サービス） 

 ARMAND（到着管理情報デリバリー）サービスはATIS 情

報を地上側から提供するようなものなので、地上起動型

のFIS で実現可能に思われる。 

 DYNAV（動的ルート提供）サービスはCPDLC のサービス

の一つであるDSC（ダウン・ストリーム・クリアランス：

航空機起動）を地上側から提供するようなものなので、

地上起動型のDSC で実現可能に思われる。 

 

3.1.5 Flight/Position/Intent Preference Service 

（フライト/ 位置/ 意図 プレファレンス・サービス） 

 PPD（パイロット・プレファレンス・ダウンリンク）サ

ービスを除いてADS と思われる。但し、ADS もアドレス

型と放送型（ADS-B) が使用されている。 

 FLIPINT（フライト・パス・インテント）サービスだけ

がアドレス型のADS のみを用いる。FMS（フライト管理シ

ステム）により予測されたトラジェクトリ情報をダウン

リンクできるので、将来のトラジェクトリ管理ではダウ

ンリンクでの主力サービスとなるであろが、このサービ

スが可能なATN のADS アプリケーションを搭載した航空

機はまだ存在しない。 

 SAP（システム・アクセス・パラメタズ）サービスはADS 

レポート以外に方位と大気速度情報をダウンリンク可能

で、アドレス型でも放送型でも用いられる。 

 PPD サービスは希望のフライトレベルやルートなどパ

イロットのプレファランス（好み）をダウンリンクする

もので、 アドレス型ならCPDLC、放送型ならモードS の

アプリケーションが使用されると思われる。 

 

3.1.6 Emergency Information Service（ 緊急情報サー

ビス ) 

 電文自体はCPDLC でも送信可能なものであるが、緊急

通信のためCPDLC の優先度を上げるだけでよいのか、別

に高速なデータリンクが必要なのかは現時点では不明に

なっている。 

 

3.1.7 Delegated Separation Service（代理型セパレー

ション・サービス） 

 全てADS-B とCPDLC の組み合わせと思われる。代理型

セパレーション・サービスは、ADS-B によりセパレーシ

ョン自体は航空機が自立的に管理するが、CPDLC による

管制官のクリアランスが必要なサービスで、3.1.8で述べ

る空対空セルフ・セパレーションの前の段階と思われる。 

 

3.1.8 Miscellaneous（種々の）サービス 

 AIRSEP（空対空セルフ・セパレーション）サービスに

必要な通信アプリケーションはADS-B だけで、ほかの空/ 

地または空/ 空アプリケーションは不要になっている。

ADS-B により航空機が自立的にセパレーションを管理し

て運行する。 

 WAKE（ウェイク）サービスはモードS を用いた放送型

のWAKE データの送信と思われる。 

 A-EXEC（自動exec）サービスはタービュランスなどの

危険を地上側で検出した場合に、管制官が当該航空機に

A-EXEC コマンドを送信することで、航空機が自動的に回

避行動を行うもので、現時点ではどのような通信アプリ

ケーションを用いるのか不明である。FMS がCPDLC の通

信内容を完全に理解できるようになればCPDLC でも可能

なのかもしれない。 

 

3.1.9 調査結果の考察 

 調査の結果、COCRのアドレス型のほとんどの通信はATN 

空/ 地アプリケーションを用いたものと思われる。但し、

緊急情報サービスのようにCPDLC の優先度を上げるだけ

でよいのか、それとも別の高速リンクが必要なのか不明

のものがある。 

 また、ARMAND サービスやD-SIGMET サービスを実現す

るには地上起動型のFIS アプリケーションが必要なこと、

DYNAV サービスを行うには地上起動型のDSC が必要なこ

となど、ATN-SARPsを含めたアプリケーションの改修が必

要である。 

 一方、FIS やFlight/Position/Intent Preference 

Service などにはアドレス型の通信以外に放送型の通信

が多く用いられる。これらは、モードS を利用したアプ

リケーションでADS-B、FIS-B、TIS-B などと考えられる。

また、現在ではまだデータフォーマットは定義されてい

ないがモードS を用いた放送型の通信と思われるものが

ある（WAKE やPPDサービスなど）。 

 

3.2  ATN セキュリティ機能の脆弱性の検討 

 昨年度、ATN セキュリティ機能に用いられる暗号技術
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航空通信用データリンク・アプリケーションの調査研究【基礎研究】  

 

担当領域   通信・航法・監視領域，  

担  当  者 〇板野賢  

研究期間   平成 21 年度～平成 22 年度  

 

1.はじめに 

欧米では、今後航空通信に将来的に必要と考えられる

データリンク・アプリケーションを通信運用要件

(COCR ： Communication Operating Concepts and 

Requirements)や検討し始めている。また、COCR ではデ

ータリンクの安全性についても言及している。 

一方、ICAO（国際民間航空機関）により制定された航

空通信用のデータリンク・アプリケーションは航空通信

網(ATN：Aeronautical  Telecommunication Network)用だけ

であり、データリンクのセキュリティについて定めてい

るものも ATN に限られる。 

COCR も部分的に ATN を元に開発されていると思わ

れるが、ATN と COCR アプリケーションの差異は必ずし

も明確となっていない。 

本研究では、ATN と COCR アプリケーションの差異を

調べ、将来の航空通信アプリケーションに必要で ATN に

足りない部分を明らかにする。また、ATN セキュリティ

と求められるデータリンクの安全性について検討する。 

 

2.研究の概要 

2.１ ATN と COCR アプリの差異の検討 

COCR は 8 分野におよぶ 30 あまりの管制サービス毎に

通信の運用要件をまとめているのに対して、ATN では 4

つの空/地アプリケーションを定めているだけである。こ

のため、管制サービス毎に必要なアプリケーションを検

討しないと、どの ATN アプリケーションが必要なのか分

からない。例えば、ある管制サービスを行うには、CPDLC

（管制官－パイロット間データリンク通信）と ADS（自

動従属監視）ならびに、ATN ではサポートしていない

ADS-B が必要であるという具合にである。 

明らかに異なる点は、ATN では 1 対１のアドレス型の

通信を行うだけであるが、COCR ではアドレス型の通信

以外に放送型の通信が多数用いられる点である。 

 

2.2 ATN セキュリティ機能の脆弱性の検討 
ATN セキュリティサービスでは空/地間での下記の脅

威を対象とする。 
① メッセージのアドレス情報や内容の変更（改竄） 
② なりすまし 

③ ネットワークの経路情報の変更 
ATN セキュリティ機能を簡単に説明すると、項番②の

対策のため PKI（公開鍵基盤）を用いた電子認証を用い

る。また、①と③の対策のため MAC(メッセージ認証コ

ード)を用いて、アプリケーションのメッセージと、ATN

ルータからの経路情報を保護する。PKI や MAC にはも

ちろん暗号技術は用いられているが、アプリケーション

のメッセージや経路情報が暗号化されることはない。こ

のため、ATN セキュリティ機能が用いられているとして

も、通話者以外の第三者にも CPDLC などのモニターは

可能である。 

 昨年度は、ATN セキュリティに用いられている暗号技

術を整理して、その脆弱性について検討した。 

 

3.研究の成果 

3.1 ATN と COCR アプリの差異の検討 

3.1.1 Data Link Management Service（データリンク管

理サービス） 

 DLL（データリンク・ログオン） サービスはその通信

シーケンスから明らかにCM （コンテキスト管理）アプリ

ケーションそのものである。一方、ACM（ATC 通信管理）

サービスはCPDLC の一部で、CPDLC のなかでcontact や

monitor で始まる電文のサービスであり、通信アプリケ

ーションとしてはスタートやエンド処理を伴う。 

 

3.1.2 Clearance Instruction Service（ クリアランス

指示サービス） 

 全てCPDLC と思われる。 

 

3.1.3 Flight Information Service（フライト情報サー

ビス） 

 全てFIS アプリケーションと思われる。但し、アドレ

ス型と放送型の通信があり、ATN でサポートしているの

はアドレス型に限られる。また、各種のサービスがある

がICAO のSARPs（標準化と勧告方式）でデータフォーマ

ットが定まっているのはATIS とMETA だけである。この

ため、ノータムなどのデータフォーマットが標準化され

る必要がある。 

 また、アドレス型のFIS は航空機側からパイロットに

よって起動される（航空機起動）アプリケーションであ

り、ICAO のSARPs上でも航空機起動のものしかない。し

かし、D-SIGMET は地上側の管制官によりイベント起動さ

れるものであり、このため地上起動のFIS を開発する必

要がある。 

  

3.1.4 Advisory Service（アドバイザリー・サービス） 

 ARMAND（到着管理情報デリバリー）サービスはATIS 情

報を地上側から提供するようなものなので、地上起動型

のFIS で実現可能に思われる。 

 DYNAV（動的ルート提供）サービスはCPDLC のサービス

の一つであるDSC（ダウン・ストリーム・クリアランス：

航空機起動）を地上側から提供するようなものなので、

地上起動型のDSC で実現可能に思われる。 

 

3.1.5 Flight/Position/Intent Preference Service 

（フライト/ 位置/ 意図 プレファレンス・サービス） 

 PPD（パイロット・プレファレンス・ダウンリンク）サ

ービスを除いてADS と思われる。但し、ADS もアドレス

型と放送型（ADS-B) が使用されている。 

 FLIPINT（フライト・パス・インテント）サービスだけ

がアドレス型のADS のみを用いる。FMS（フライト管理シ

ステム）により予測されたトラジェクトリ情報をダウン

リンクできるので、将来のトラジェクトリ管理ではダウ

ンリンクでの主力サービスとなるであろが、このサービ

スが可能なATN のADS アプリケーションを搭載した航空

機はまだ存在しない。 

 SAP（システム・アクセス・パラメタズ）サービスはADS 

レポート以外に方位と大気速度情報をダウンリンク可能

で、アドレス型でも放送型でも用いられる。 

 PPD サービスは希望のフライトレベルやルートなどパ

イロットのプレファランス（好み）をダウンリンクする

もので、 アドレス型ならCPDLC、放送型ならモードS の

アプリケーションが使用されると思われる。 

 

3.1.6 Emergency Information Service（ 緊急情報サー

ビス ) 

 電文自体はCPDLC でも送信可能なものであるが、緊急

通信のためCPDLC の優先度を上げるだけでよいのか、別

に高速なデータリンクが必要なのかは現時点では不明に

なっている。 

 

3.1.7 Delegated Separation Service（代理型セパレー

ション・サービス） 

 全てADS-B とCPDLC の組み合わせと思われる。代理型

セパレーション・サービスは、ADS-B によりセパレーシ

ョン自体は航空機が自立的に管理するが、CPDLC による

管制官のクリアランスが必要なサービスで、3.1.8で述べ

る空対空セルフ・セパレーションの前の段階と思われる。 

 

3.1.8 Miscellaneous（種々の）サービス 

 AIRSEP（空対空セルフ・セパレーション）サービスに

必要な通信アプリケーションはADS-B だけで、ほかの空/ 

地または空/ 空アプリケーションは不要になっている。

ADS-B により航空機が自立的にセパレーションを管理し

て運行する。 

 WAKE（ウェイク）サービスはモードS を用いた放送型

のWAKE データの送信と思われる。 

 A-EXEC（自動exec）サービスはタービュランスなどの

危険を地上側で検出した場合に、管制官が当該航空機に

A-EXEC コマンドを送信することで、航空機が自動的に回

避行動を行うもので、現時点ではどのような通信アプリ

ケーションを用いるのか不明である。FMS がCPDLC の通

信内容を完全に理解できるようになればCPDLC でも可能

なのかもしれない。 

 

3.1.9 調査結果の考察 

 調査の結果、COCRのアドレス型のほとんどの通信はATN 

空/ 地アプリケーションを用いたものと思われる。但し、

緊急情報サービスのようにCPDLC の優先度を上げるだけ

でよいのか、それとも別の高速リンクが必要なのか不明

のものがある。 

 また、ARMAND サービスやD-SIGMET サービスを実現す

るには地上起動型のFIS アプリケーションが必要なこと、

DYNAV サービスを行うには地上起動型のDSC が必要なこ

となど、ATN-SARPsを含めたアプリケーションの改修が必

要である。 

 一方、FIS やFlight/Position/Intent Preference 

Service などにはアドレス型の通信以外に放送型の通信

が多く用いられる。これらは、モードS を利用したアプ

リケーションでADS-B、FIS-B、TIS-B などと考えられる。

また、現在ではまだデータフォーマットは定義されてい

ないがモードS を用いた放送型の通信と思われるものが

ある（WAKE やPPDサービスなど）。 

 

3.2  ATN セキュリティ機能の脆弱性の検討 

 昨年度、ATN セキュリティ機能に用いられる暗号技術
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をまとめその脆弱性について検討し、結果を掲載文献(1)

で報告した。ATN セキュリティ機能の SARPs 化は 1990

年代に行われた。このため、ここで述べた ATN セキュリ

ティ機能の脆弱性は、そのパラメタの一部が現在の科学

技術常識から見て陳腐化したことによる。よって、実用

化に当たってはパラメタ全般の再度の見直しが必要に思

われる。 

 

4．考察など 

 COCR では性能要件や安全性要件なども言及されてい

る。現在のアドレス型のデータリンクの主要メディアは

VDL-2 が有力であるが、この性能要件などからVDL-2 は

COCRフェーズ１の能力しか持たない。今後フェーズ２に

移行するにはVDL-2 に変わるメディアの開発が必要であ

る。 

 一方、COCR で用いられる放送型の通信に使用されるの

は、ADS-B、FIS-B、TIS-B などほとんどがモードS のア

プリケーションと思われる。しかし、モードS では他の

通信メディアと異なり、通信パケット間の衝突は考慮さ

れていない。このため、モードSデータが混在する状況で

のパケット衝突などの影響を検証する必要がある。 

 ATN 空/ 地アプリケーションについては、地上起動の

FIS の作成などの改修や、未定のデータフォーマットの

標準化など改善すべき点はあるが、今後全く新たなアプ

リケーションを開発する必要はなさそうである。 

 

 

掲載文献 

(1)板野賢：“ATN（航空通信網）セキュリティ機能の脆

弱性について”，2009 年度電子情報通信学会全国大会，

平成 22 年 3 月． 
(2)板野賢：“COCR と ATN 空/地アプリケーションにつ

いての検討”，2010 年度電子情報通信学会全国大会，

平成 23 年 3 月． 
 

機上航法装置に関する調査【調査】 

 

担当領域   通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○星野尾一明、新美賢治 

研究期間   平成 21 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

エンルートから初期進入まで GPS、SBAS、GBAS 等

GNSS を利用した運航が実現され、精密進入での運航を実

現するべく研究、開発が続けられている。エンルート及び

初期進入における運航では RNP あるいは RNP-AR 方式に

より、ルート設定の自由度が高く、高精度で地形の影響の

少ない等 GNSS の特性を生かした運航が一部可能な状況

となってきている。一方、現状では、精密進入においては

ILS 等従来の航法装置に基づいた運航が行われており、

GNSS の特性を生かした運航方式とはなっていないと考

えられる。GNSS の特性を生かした新しい飛行方式等を検

討することは、飛行の安全性、効率化、環境への配慮のた

めに有効と考えられる。このため、GNSS を用いた機上航

法装置の機能・性能について調査するとともに飛行方式、

飛行ルートへ与える影響を調査する。 

 

２．研究の概要 

平成 21 年度は、機上 GPS/SBAS 受信機、航空機の飛行

上主要な役割を持つ飛行制御、FMS、航空機の運動と飛行

シミュレーションについて文献及び関係者からの聴取等

の調査行った。また、GNSS の利用に関連して機上 GPS

受信機の精度情報についての調査を行った。平成 22 年度

は，機上 GBAS 受信機、GNSS を用いた飛行方式、

RNAV/RNP の調査を行うとともに GNSS 航法誤差と飛行

精度との関係を調査し、飛行方式、飛行ルートへ与える影

響を検討した。 

 

３．研究成果 

機上 GNSS 受信機において、GPS 受信機および SBAS

受信機はインテグリティ情報を含む位置情報を統合航法

装置へ出力するセンサー型の受信機と航法機能を有する

単独型の受信機がある。さらに細かなカテゴリ区分があり、

使用目的に応じて選択される。GBAS 受信機は当面、精密

進入・着陸用途に使用されることで作られている。GBAS

受信機は精密進入設定コースからの変位を計算する GLS

機能を含んでおり、ILS と同等のコース変位を出力するセ

ンサー型の ILS受信機等を含むMMRと呼ばれる受信機と

GLS 機能と航法機能を持った GNLU と呼ばれるタイプの

ものがある。また、飛行方式に関しては RNAV/RNP の種

類、要件、機上警報機能、機上 GNSS 受信機の精度情報に

ついて調査した。RNAV、RNP 運航関連して機上で表示さ

れるものには HIL (Horizontal Integrity Level：99.99999%水

平位置誤差)、HUL (Horizontal Uncertainty Level：99.9%水

平位置誤差)、HFOM (Horizontal Figure of Merit：95％水平

位置誤差) があるが、別の表現がなされている場合があり、

運航者の理解も十分でない懸念がある。また、RNP-X と

HIL、HUL との関係の明確な関連付けが不明確であり、機

上でこれらの情報を使用するうえで明確にすべきである

と考えられる。 

GNSS が飛行方式に与える影響に関しては航法システ

ム誤差、飛行技術誤差、保護レベル、警報限界の相互関係

を検討した。GNSS を用いた飛行方式、飛行ルートにおい

ても総合システム誤差が重要であり、飛行環境や GNSS

航法装置の位置誤差が飛行制御システムを通してどのよ

うな総合システム誤差になるかを検討することが必要で

ある。GNSS の場合、航法システム誤差が総合システム誤

差に占める割合は小さく、飛行技術誤差が主要な部分であ

ると考えられる。このような考え方に基づき、GNSS を利

用した場合の飛行技術誤差の検討に関するシミュレーシ

ョン方法、基礎的なツールの調査を行った。 

 

４．おわりに 

RNP 運航方式あるいは GNSS を用いた運航方式の基礎

となっている航法システム誤差、飛行技術誤差、GNSS の

位置、速度を利用した場合の飛行方式、飛行ルートへ与え

る影響の検討を行うためには飛行試験が重要であるが、飛

行試験では得ることのできない様々な故障状態での飛行

あるいは飛行環境での飛行精度を推定することが安全性

を確保するために必要である。このため、飛行方式評価の

具体的な方法について明確化することが重要である。 

 

掲載文献 

(1) 星野尾一明；”GPS の利用について“, 航空保安無線シ

ステム協会 第 1 回 GNSS セミナー, 2010 年 1 月 

(2) 星野尾一明；”航空航法における GPS“, 航空保安無線

システム協会 第 2 回 GNSS セミナー, 2010 年 11 月
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をまとめその脆弱性について検討し、結果を掲載文献(1)

で報告した。ATN セキュリティ機能の SARPs 化は 1990

年代に行われた。このため、ここで述べた ATN セキュリ

ティ機能の脆弱性は、そのパラメタの一部が現在の科学

技術常識から見て陳腐化したことによる。よって、実用

化に当たってはパラメタ全般の再度の見直しが必要に思

われる。 

 

4．考察など 

 COCR では性能要件や安全性要件なども言及されてい

る。現在のアドレス型のデータリンクの主要メディアは

VDL-2 が有力であるが、この性能要件などからVDL-2 は

COCRフェーズ１の能力しか持たない。今後フェーズ２に

移行するにはVDL-2 に変わるメディアの開発が必要であ

る。 

 一方、COCR で用いられる放送型の通信に使用されるの

は、ADS-B、FIS-B、TIS-B などほとんどがモードS のア

プリケーションと思われる。しかし、モードS では他の

通信メディアと異なり、通信パケット間の衝突は考慮さ

れていない。このため、モードSデータが混在する状況で

のパケット衝突などの影響を検証する必要がある。 

 ATN 空/ 地アプリケーションについては、地上起動の

FIS の作成などの改修や、未定のデータフォーマットの

標準化など改善すべき点はあるが、今後全く新たなアプ

リケーションを開発する必要はなさそうである。 

 

 

掲載文献 

(1)板野賢：“ATN（航空通信網）セキュリティ機能の脆

弱性について”，2009 年度電子情報通信学会全国大会，

平成 22 年 3 月． 
(2)板野賢：“COCR と ATN 空/地アプリケーションにつ

いての検討”，2010 年度電子情報通信学会全国大会，

平成 23 年 3 月． 
 

機上航法装置に関する調査【調査】 

 

担当領域   通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○星野尾一明、新美賢治 

研究期間   平成 21 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

エンルートから初期進入まで GPS、SBAS、GBAS 等

GNSS を利用した運航が実現され、精密進入での運航を実

現するべく研究、開発が続けられている。エンルート及び

初期進入における運航では RNP あるいは RNP-AR 方式に

より、ルート設定の自由度が高く、高精度で地形の影響の

少ない等 GNSS の特性を生かした運航が一部可能な状況

となってきている。一方、現状では、精密進入においては

ILS 等従来の航法装置に基づいた運航が行われており、

GNSS の特性を生かした運航方式とはなっていないと考

えられる。GNSS の特性を生かした新しい飛行方式等を検

討することは、飛行の安全性、効率化、環境への配慮のた

めに有効と考えられる。このため、GNSS を用いた機上航

法装置の機能・性能について調査するとともに飛行方式、

飛行ルートへ与える影響を調査する。 

 

２．研究の概要 

平成 21 年度は、機上 GPS/SBAS 受信機、航空機の飛行

上主要な役割を持つ飛行制御、FMS、航空機の運動と飛行

シミュレーションについて文献及び関係者からの聴取等

の調査行った。また、GNSS の利用に関連して機上 GPS

受信機の精度情報についての調査を行った。平成 22 年度

は，機上 GBAS 受信機、GNSS を用いた飛行方式、

RNAV/RNP の調査を行うとともに GNSS 航法誤差と飛行

精度との関係を調査し、飛行方式、飛行ルートへ与える影

響を検討した。 

 

３．研究成果 

機上 GNSS 受信機において、GPS 受信機および SBAS

受信機はインテグリティ情報を含む位置情報を統合航法

装置へ出力するセンサー型の受信機と航法機能を有する

単独型の受信機がある。さらに細かなカテゴリ区分があり、

使用目的に応じて選択される。GBAS 受信機は当面、精密

進入・着陸用途に使用されることで作られている。GBAS

受信機は精密進入設定コースからの変位を計算する GLS

機能を含んでおり、ILS と同等のコース変位を出力するセ

ンサー型の ILS受信機等を含むMMRと呼ばれる受信機と

GLS 機能と航法機能を持った GNLU と呼ばれるタイプの

ものがある。また、飛行方式に関しては RNAV/RNP の種

類、要件、機上警報機能、機上 GNSS 受信機の精度情報に

ついて調査した。RNAV、RNP 運航関連して機上で表示さ

れるものには HIL (Horizontal Integrity Level：99.99999%水

平位置誤差)、HUL (Horizontal Uncertainty Level：99.9%水

平位置誤差)、HFOM (Horizontal Figure of Merit：95％水平

位置誤差) があるが、別の表現がなされている場合があり、

運航者の理解も十分でない懸念がある。また、RNP-X と

HIL、HUL との関係の明確な関連付けが不明確であり、機

上でこれらの情報を使用するうえで明確にすべきである

と考えられる。 

GNSS が飛行方式に与える影響に関しては航法システ

ム誤差、飛行技術誤差、保護レベル、警報限界の相互関係

を検討した。GNSS を用いた飛行方式、飛行ルートにおい

ても総合システム誤差が重要であり、飛行環境や GNSS

航法装置の位置誤差が飛行制御システムを通してどのよ

うな総合システム誤差になるかを検討することが必要で

ある。GNSS の場合、航法システム誤差が総合システム誤

差に占める割合は小さく、飛行技術誤差が主要な部分であ

ると考えられる。このような考え方に基づき、GNSS を利

用した場合の飛行技術誤差の検討に関するシミュレーシ

ョン方法、基礎的なツールの調査を行った。 

 

４．おわりに 

RNP 運航方式あるいは GNSS を用いた運航方式の基礎

となっている航法システム誤差、飛行技術誤差、GNSS の

位置、速度を利用した場合の飛行方式、飛行ルートへ与え

る影響の検討を行うためには飛行試験が重要であるが、飛

行試験では得ることのできない様々な故障状態での飛行

あるいは飛行環境での飛行精度を推定することが安全性

を確保するために必要である。このため、飛行方式評価の

具体的な方法について明確化することが重要である。 

 

掲載文献 

(1) 星野尾一明；”GPS の利用について“, 航空保安無線シ

ステム協会 第 1 回 GNSS セミナー, 2010 年 1 月 

(2) 星野尾一明；”航空航法における GPS“, 航空保安無線

システム協会 第 2 回 GNSS セミナー, 2010 年 11 月
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ディジタル受信機を用いたパッシブレーダーによるプラズマバブルの広域監視法の研究開発【競争的資金研究】 
 

担当領域   通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○齋藤 享 

研究期間   平成21年度～平成23年度 
 

1. 研究の背景 

  MSAS、GBAS 等の衛星航法の航空利用においてプラ

ズマバブルの検知は重要な問題であるが、現状では、そ

の存在を検知できないことを考慮して安全マージンを取

らざるを得ず、より高度な利用の障害となっている。従

って、その発生、移動を監視、予測することは、衛星航

法の高度利用にとって非常に有益である。 

 

2. 研究の目的 

 本研究の目的は、ディジタル受信機を用いた短波伝播

距離測定装置を開発し、短波到来方向探査装置とあわせ

て海外放送局電波の到来方向と伝播距離を測定すること

により、衛星航法の高度利用を阻害するプラズマバブル

の発生・移動を広範囲で効率的に高い精度で監視するシ

ステムが実現可能であること実証することである（図 1）。 

 

3. 研究の方法 

 汎用のディジタル受信キットとPCを用いたHFディジ

タル受信システムを、１台を電波源の直近に、もう 1 台

を遠方の任意の場所に設置し、両者の記録する信号の時

間差か伝播距離を推定すると同時に、情報通信研究機構

の短波到来方向探査装置を用いて到来方向を測定し、プ

ラズマバブルの位置推定を行う。 

 

4. 研究の成果とまとめ 

 平成 21 年度に行った国内放送局を用いた予備実験結

果に基づき、短波赤道横断伝播のディジタル受信システ

ムの改良と、データ解析ソフトウェアの開発を行った。 

平成 22 年 10 月に第 1 回の Radio Australia 放送波を用い

た短波赤道横断伝播観測実験を行った。伝播距離を測定

するために、受信システムの一方を Radio Australia 送信

所が設置されている豪州・ビクトリア州 Shepparton に設

置し、基準となる放送波信号を取得するとともに、他方

の受信システムを情報通信研究機構・大洗方向探査施設

に設置し磁気赤道を越えて伝播する同放送波を同時受信

した。さらに大洗方向探査施設で同放送波の到来方向測

定を同時実験として行った。受信システムの不具合によ

り伝播距離の測定は残念ながら失敗となったが、電波到

来方向探査の結果では多くのプラズマバブルの発生が検

出された。不具合の原因を究明し受信システムの改修を

行ったシステムを用いて第 2 回の観測実験を平成 23 年 3

月後半に予定していたが、東日本大震災により大洗方向

探査施設が被災したため平成 23 年度に延期した。 

 平成 23 年度は、平成 22 年度から延期された観測を行

うとともに、プラズマバブルの発生時季に更に 1 回の観

測実験を行う。並行してデータの解析を進め、短波赤道

横断伝播によるプラズマバブルの広域監視の実現可能性

について検討を行う予定である。 

 

掲載文献 

[1]齋藤他、ディジタル受信機を用いた短波赤道横断伝播

によるプラズマバブルの観測、日本地球惑星科学連合

2010 年大会、2010 年 5 月 

[2]齋藤、USRP を用いた「送信なしのレーダー」の実験、

GnuRadio ワークショップ、2010 年 7 月 

[3]齋藤他、ディジタル受信機と方向探査装置を用いた短

波赤道横断伝播によるプラズマバブルの観測、地球電磁

気・地球惑星圏学会、2010 年 11 月 

図 1. 短波赤道横断伝播測定によるプラズ

マバブルの位置推定 

図3. 2010年10月15日に大洗で観測されたRadio Australia放
送波の到来方向。通常は真南(方位角 180 度付近)から到来す

るが、丸囲み付近で大きく西に外れた方角から到来し、時間

とともに到来方向が南へ移動（反射点が東方向に移動）して

いることがわかる。 

衛星ビーコン観測と GPS-TEC による電離圏 3 次元トモグラフィの研究開発【競争的資金研究】 
 

担当領域   通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○齋藤 享 

研究期間   平成 22 年度～平成 24 年度 
 

1. 本研究について 

 本研究は、京都大学生存圏研究所山本衛教授が代表者

の科学研究費補助金挑戦的萌芽研究に、研究分担者とし

て参画して行うものである。 

 

2. 研究の背景 

 電離圏は人工衛星が飛ぶ領域であり、衛星通信にとっ

ては電波の通過域である。高度化した衛星システムの維

持管理にとって電離圏の状態計測は非常に重要であり、

「宇宙天気予報」が必要とされている。特に GPS 測位

を利用した次世代の航空機管制システムにおいては、電

離圏の急激な変動による測位精度の低下が致命的な問題

となりうるため、その検知が必要不可欠である。電離圏

は通信や交通の安全にかかわる重要性をもち、人類の生

存環境としても重要である。 

 

3. 研究の目的 

 本研究の目的は、高精度ディジタル受信機による低軌

道衛星ビーコン電波観測を用いた電離圏全電子数観測と

GPS 衛星の 2 周波信号を用いた電離圏全電子数観測を組

み合わせ、新世代の電離圏複合トモグラフィを研究開発

し、電離圏電子密度の 3 次元常時モニタシステムの基礎

を拓くことである。さらに、本研究を衛星航法の航空利

用のための支援システムとして利用できる可能性につい

て検討し、提言をまとめる。 

 

4. 研究の方法 

 本研究は、以下の３つの項目からなる。 

(1)衛星ビーコン全国観測網の構築 

(2)衛星ビーコン観測網と GPS-TEC を組み合わせた 3 

次元複合トモグラフィの開発 

(3)電離圏監視システムを活用した衛星航法の航空利用

の支援に関する提言。 

当所では上記のうち、1 及び 3 の達成を担当する。 

 

5. 研究の成果とまとめ 

 項目(1)に関し、衛星ビーコン受信機網のうち、東日本

を縦断する観測網の１観測点として、電子航法研究所に

受信システムを設置した（図１）。本受信システムは平成

23 年度より連続的に観測を開始する予定である。 

 項目(2)に関し、米国航法学会などの国際学会、ICAO

等の国際会議の場を通じて衛星航法のための電離圏監視

に関する需要と研究動向に関する情報収集を行った。平

成 23 年度はさらに情報収集を進めるとともに、衛星航法

支援のための具体的な方策を検討する。 

 

 

掲載文献 

[1]齋藤、山本（京大）、Ultra-Multi-Channel Imaging 

Observations of Ionospheric Irregularities by the MU radar 

（MU レーダー超多チャンネルイメージング観測による

電離圏不規則構造の研究）、MU レーダー25 周年記念国

際シンポジウム、2010 年 9 月 

 

 

図 1. 電子航法研究所 6 号棟鉄塔上に設置した低

軌道衛星ビーコン受信用 2 周波アンテナ 
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ディジタル受信機を用いたパッシブレーダーによるプラズマバブルの広域監視法の研究開発【競争的資金研究】 
 

担当領域   通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○齋藤 享 

研究期間   平成21年度～平成23年度 
 

1. 研究の背景 

  MSAS、GBAS 等の衛星航法の航空利用においてプラ

ズマバブルの検知は重要な問題であるが、現状では、そ

の存在を検知できないことを考慮して安全マージンを取

らざるを得ず、より高度な利用の障害となっている。従

って、その発生、移動を監視、予測することは、衛星航

法の高度利用にとって非常に有益である。 

 

2. 研究の目的 

 本研究の目的は、ディジタル受信機を用いた短波伝播

距離測定装置を開発し、短波到来方向探査装置とあわせ

て海外放送局電波の到来方向と伝播距離を測定すること

により、衛星航法の高度利用を阻害するプラズマバブル

の発生・移動を広範囲で効率的に高い精度で監視するシ

ステムが実現可能であること実証することである（図 1）。 

 

3. 研究の方法 

 汎用のディジタル受信キットとPCを用いたHFディジ

タル受信システムを、１台を電波源の直近に、もう 1 台

を遠方の任意の場所に設置し、両者の記録する信号の時

間差か伝播距離を推定すると同時に、情報通信研究機構

の短波到来方向探査装置を用いて到来方向を測定し、プ

ラズマバブルの位置推定を行う。 

 

4. 研究の成果とまとめ 

 平成 21 年度に行った国内放送局を用いた予備実験結

果に基づき、短波赤道横断伝播のディジタル受信システ

ムの改良と、データ解析ソフトウェアの開発を行った。 

平成 22 年 10 月に第 1 回の Radio Australia 放送波を用い

た短波赤道横断伝播観測実験を行った。伝播距離を測定

するために、受信システムの一方を Radio Australia 送信

所が設置されている豪州・ビクトリア州 Shepparton に設

置し、基準となる放送波信号を取得するとともに、他方

の受信システムを情報通信研究機構・大洗方向探査施設

に設置し磁気赤道を越えて伝播する同放送波を同時受信

した。さらに大洗方向探査施設で同放送波の到来方向測

定を同時実験として行った。受信システムの不具合によ

り伝播距離の測定は残念ながら失敗となったが、電波到

来方向探査の結果では多くのプラズマバブルの発生が検

出された。不具合の原因を究明し受信システムの改修を

行ったシステムを用いて第 2 回の観測実験を平成 23 年 3

月後半に予定していたが、東日本大震災により大洗方向

探査施設が被災したため平成 23 年度に延期した。 

 平成 23 年度は、平成 22 年度から延期された観測を行

うとともに、プラズマバブルの発生時季に更に 1 回の観

測実験を行う。並行してデータの解析を進め、短波赤道

横断伝播によるプラズマバブルの広域監視の実現可能性

について検討を行う予定である。 

 

掲載文献 

[1]齋藤他、ディジタル受信機を用いた短波赤道横断伝播

によるプラズマバブルの観測、日本地球惑星科学連合

2010 年大会、2010 年 5 月 

[2]齋藤、USRP を用いた「送信なしのレーダー」の実験、

GnuRadio ワークショップ、2010 年 7 月 

[3]齋藤他、ディジタル受信機と方向探査装置を用いた短

波赤道横断伝播によるプラズマバブルの観測、地球電磁

気・地球惑星圏学会、2010 年 11 月 

図 1. 短波赤道横断伝播測定によるプラズ

マバブルの位置推定 

図3. 2010年10月15日に大洗で観測されたRadio Australia放
送波の到来方向。通常は真南(方位角 180 度付近)から到来す

るが、丸囲み付近で大きく西に外れた方角から到来し、時間

とともに到来方向が南へ移動（反射点が東方向に移動）して

いることがわかる。 

衛星ビーコン観測と GPS-TEC による電離圏 3 次元トモグラフィの研究開発【競争的資金研究】 
 

担当領域   通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○齋藤 享 

研究期間   平成 22 年度～平成 24 年度 
 

1. 本研究について 

 本研究は、京都大学生存圏研究所山本衛教授が代表者

の科学研究費補助金挑戦的萌芽研究に、研究分担者とし

て参画して行うものである。 

 

2. 研究の背景 

 電離圏は人工衛星が飛ぶ領域であり、衛星通信にとっ

ては電波の通過域である。高度化した衛星システムの維

持管理にとって電離圏の状態計測は非常に重要であり、

「宇宙天気予報」が必要とされている。特に GPS 測位

を利用した次世代の航空機管制システムにおいては、電

離圏の急激な変動による測位精度の低下が致命的な問題

となりうるため、その検知が必要不可欠である。電離圏

は通信や交通の安全にかかわる重要性をもち、人類の生

存環境としても重要である。 

 

3. 研究の目的 

 本研究の目的は、高精度ディジタル受信機による低軌

道衛星ビーコン電波観測を用いた電離圏全電子数観測と

GPS 衛星の 2 周波信号を用いた電離圏全電子数観測を組

み合わせ、新世代の電離圏複合トモグラフィを研究開発

し、電離圏電子密度の 3 次元常時モニタシステムの基礎

を拓くことである。さらに、本研究を衛星航法の航空利

用のための支援システムとして利用できる可能性につい

て検討し、提言をまとめる。 

 

4. 研究の方法 

 本研究は、以下の３つの項目からなる。 

(1)衛星ビーコン全国観測網の構築 

(2)衛星ビーコン観測網と GPS-TEC を組み合わせた 3 

次元複合トモグラフィの開発 

(3)電離圏監視システムを活用した衛星航法の航空利用

の支援に関する提言。 

当所では上記のうち、1 及び 3 の達成を担当する。 

 

5. 研究の成果とまとめ 

 項目(1)に関し、衛星ビーコン受信機網のうち、東日本

を縦断する観測網の１観測点として、電子航法研究所に

受信システムを設置した（図１）。本受信システムは平成

23 年度より連続的に観測を開始する予定である。 

 項目(2)に関し、米国航法学会などの国際学会、ICAO

等の国際会議の場を通じて衛星航法のための電離圏監視

に関する需要と研究動向に関する情報収集を行った。平

成 23 年度はさらに情報収集を進めるとともに、衛星航法

支援のための具体的な方策を検討する。 

 

 

掲載文献 

[1]齋藤、山本（京大）、Ultra-Multi-Channel Imaging 

Observations of Ionospheric Irregularities by the MU radar 

（MU レーダー超多チャンネルイメージング観測による

電離圏不規則構造の研究）、MU レーダー25 周年記念国

際シンポジウム、2010 年 9 月 

 

 

図 1. 電子航法研究所 6 号棟鉄塔上に設置した低

軌道衛星ビーコン受信用 2 周波アンテナ 

─ 77 ─



 

気候変動に伴う極端気象に強い都市創り【競争的資金研究】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○吉原貴之、坂井丈泰、松永圭左、齊藤真二、齋藤享、新井直樹（航空交通管理領域） 

研究期間  平成 22～26 年度 

 

１．はじめに  

近年、夏季に発生する極端気象（局地的な大雨、

強風等）が都市型災害として甚大な被害をもたらす可

能性が指摘されており、監視・予測システムの構築が

急務となっている。科学技術振興調整費『気候変動に

対応した新たな社会の創出に向けた社会システムの

改革プログラム』の研究課題「気候変動に伴う極端気

象に強い都市創り」（H22～H26年度、代表機関：独

立行政法人  防災科学研究所）では、首都圏に稠密気

象観測網を構築して極端気象のメカニズムを解明す

る（課題1）とともに、災害が発生する前に情報を伝

達する「極端気象早期検知・予測システム」の開発（課

題2）、ならびに関係機関・地方公共団体・民間企業

・住民との連携による社会実験（課題3）を実施する

こととしている。本研究課題では首都圏混雑空域を対

象として様々な気象観測装置と数値予報モデルによ

る気象擾乱の予測手法開発とともに、細かな時間・空

間分解能で悪天空域や風変化の検証も可能となって

いるため、電子航法研究所も本研究課題に参画し、主

に課題1および課題2を担当している。  

 

２．研究の概要  

電子航法研究所の担当する研究内容は、課題1にお

いては首都圏で夏季に発生する極端気象発生のメカ

ニズム解明に資することを目的として首都圏稠密観

測網周辺において電子航法研究所が保有する実験用

航空機により上空の3次元大気場の観測実験を実施す

る。また、課題2においては数値予報モデルなど予測

情報および稠密観測結果をデータ同化（観測データの

モデルへの取り込み）した詳細な事後解析データセッ

トを用いて、将来技術として期待される航空機のトラ

ジェクトリ精密予測において必要となる気象予測情

報の要件を検討することを目指している。  

 

３．H22年度の実施内容  

3.1 航空機観測に向けた実験計画の策定  

H23年度夏季から地上の首都圏稠密観測網と協

調して飛行実験を実施するため、航空機搭載用湿

度計を購入し、電子航法研究所が所有する実験用

航空機への搭載設計を実施した。また、大気湿度

の観測に加えて気圧、気温、風向風速などより詳

細な大気観測の可能性を検討し、既存備品等を活

用した同時搭載機器の選定を行った。これらを踏

まえた上で、本研究課題参画機関の研究者ととも

に飛行ルート、飛行形態、飛行時間等、極端気象

発生の背景場となる大気湿度の 3次元分布を観測

する飛行実験計画の概要を策定した。  

 

3.2 極端気象の予測情報の利用に関する初期検討  

H23年度に入手可能な稠密観測の事後検証デー

タの解析に向けて悪天時のシナリオ作成、ならび

にトラジェクトリ予測評価指針の具体化を図る

必要がある。そのため、悪天シナリオとして過去

の首都圏豪雨を事例解析とした航空機の運航デ

ータと気象関連データの照合に着手した。また将

来に向けて、民間航空機上で保有する気象予測情

報となり得るデータ項目を調査するとともにこ

の分野での国際動向を調査した。  

 

４．まとめ  

本研究課題はH22年度に採択が決定され、初年度は

H23年度夏季に予定されている首都圏稠密観測に向

けて実験用航空機への湿度計搭載設計を中心として

飛行実験計画を策定した。また、レーダ、ライダ、ラ

ジオゾンデ等の地上観測を含む稠密観測データの数

値予報モデルへの同化により得られる事後検証デー

タを想定した航空機運航への利用に関する初期

検討を実施した。H23年度は、参画機関と協調し

た夏季稠密観測および得られた観測データを用

いた解析を実施する予定であったが、H23年 3月 11

日に発生した東日本大震災の影響により実験用

航空機が被災したため、研究計画を変更する必要

が生じている。  

 

障害に強い（ロバストな）位置情報のための地域的測位衛星の高度利用【競争的資金研究】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○坂井丈泰、伊藤憲、伊藤正宏、吉原貴之、松永圭左、齊藤真二、大津山卓哉（機上等技術領域） 

研究期間  平成 22～24 年度 

 

１．はじめに  

米国のGPSに代表される測位衛星は、我が国の国

民生活になくてはならないものとなっている。ところ

が、現状の衛星測位システムは米国のGPSに全面的に

依存しており、万が一GPSが停止した場合のバックア

ップシステムがない。安全・安心な暮らしを支えるイ

ンフラ基盤として衛星測位システムは重要な機能を

担っており、GPSの停止時においても最低限の機能を

維持することが求められる。  

このような背景のもと、GPSの一部または全部が

停止した場合を想定し、我が国が保有する測位衛星に

よるバックアップシステムを検討することとして、本

課題を文部科学省宇宙利用促進調整委託費に応募し、

採択された。本課題の研究期間は平成22年12月から平

成25年3月までである。  

 

２．研究の概要  

本課題においては、GPSの一部または全部が停止し

た場合を想定して、我が国が保有する衛星測位システ

ムであるQZSS（準天頂衛星システム）及びMSASに

より位置の測定を行う方式について検討する。QZSS

は3機程度の準天頂軌道（いわゆる８の字軌道）衛星

により地域的な測位サービスを実現するもので、その

初号機は「みちびき」と名付けられて平成22年9月に

打ち上げられた。航空局が運用するMSAS（運輸多目

的衛星型航法補強システム）は現用の測位衛星であり、

平成19年9月の運用開始以来、2機の静止衛星を使用し

て安定した運用を継続している。  

一方、平常時においては、これらの両システムと

GPSを併用することにより、高精度かつ高い信頼性を

もつ地域的測位サービスを実現できる。こうした測位

衛星の高度利用についても、さまざまな利用者を想定

して、利用可能な測位サービスの水準を明らかにする。 

位置情報についてもっとも信頼性を必要とする利

用者として船舶及び航空機が考えられることから、こ

れらについて検討した方式を実証するための実験を

実施する。  

 

３．平成22年度の実施内容  

平成22年度は、以下の作業を実施した。  

 

３．１ 利用者要件調査  

地域的衛星測位サービスの検討にあたり、さまざま

な利用者の測位システムに対する要求を整理・把握す

るために、利用者要件調査を実施した。  

 

３．２ ロバスト測位システム検討  

GPS障害時にあっても衛星測位サービスを継続す

るために必要な測位衛星の配置について、準天頂衛星

システムに静止衛星を加えた構成を基本として検討

を行った。保守作業や故障により一部の衛星が使用で

きない状況も想定すると、準天頂衛星は4機以上、静

止衛星は2機以上があることが望ましいとの結論を得

た。  

 

３．３ 実証実験準備  

平成23年度以降に実施する実証実験の準備を行っ

た。主要な内容としては、実験用に多周波数マルチシ

ステム受信機及び新周波数対応の実験機搭載アンテ

ナについて、機材選定のうえ調達した。また、「みち

びき」及びMSASの合計3衛星による実験手法につい

て検討した。さらに、信号環境調査のための既存機材

について、本課題における調査に使用可能であること

を確認した。  

 

４．まとめ  

本研究課題は平成22年度中に採択され、当年度は

GPSに対するバックアップシステムの構成を検討す

るとともに、次年度の実験に向けた準備作業を行った。

平成23年度以降は、GPS平常運用時の地域的測位サー

ビスについて検討を行うとともに、バックアップシス

テムの実証実験を実施する計画である。  
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気候変動に伴う極端気象に強い都市創り【競争的資金研究】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○吉原貴之、坂井丈泰、松永圭左、齊藤真二、齋藤享、新井直樹（航空交通管理領域） 

研究期間  平成 22～26 年度 

 

１．はじめに  

近年、夏季に発生する極端気象（局地的な大雨、

強風等）が都市型災害として甚大な被害をもたらす可

能性が指摘されており、監視・予測システムの構築が

急務となっている。科学技術振興調整費『気候変動に

対応した新たな社会の創出に向けた社会システムの

改革プログラム』の研究課題「気候変動に伴う極端気

象に強い都市創り」（H22～H26年度、代表機関：独

立行政法人  防災科学研究所）では、首都圏に稠密気

象観測網を構築して極端気象のメカニズムを解明す

る（課題1）とともに、災害が発生する前に情報を伝

達する「極端気象早期検知・予測システム」の開発（課

題2）、ならびに関係機関・地方公共団体・民間企業

・住民との連携による社会実験（課題3）を実施する

こととしている。本研究課題では首都圏混雑空域を対

象として様々な気象観測装置と数値予報モデルによ

る気象擾乱の予測手法開発とともに、細かな時間・空

間分解能で悪天空域や風変化の検証も可能となって

いるため、電子航法研究所も本研究課題に参画し、主

に課題1および課題2を担当している。  

 

２．研究の概要  

電子航法研究所の担当する研究内容は、課題1にお

いては首都圏で夏季に発生する極端気象発生のメカ

ニズム解明に資することを目的として首都圏稠密観

測網周辺において電子航法研究所が保有する実験用

航空機により上空の3次元大気場の観測実験を実施す

る。また、課題2においては数値予報モデルなど予測

情報および稠密観測結果をデータ同化（観測データの

モデルへの取り込み）した詳細な事後解析データセッ

トを用いて、将来技術として期待される航空機のトラ

ジェクトリ精密予測において必要となる気象予測情

報の要件を検討することを目指している。  

 

３．H22年度の実施内容  

3.1 航空機観測に向けた実験計画の策定  

H23年度夏季から地上の首都圏稠密観測網と協

調して飛行実験を実施するため、航空機搭載用湿

度計を購入し、電子航法研究所が所有する実験用

航空機への搭載設計を実施した。また、大気湿度

の観測に加えて気圧、気温、風向風速などより詳

細な大気観測の可能性を検討し、既存備品等を活

用した同時搭載機器の選定を行った。これらを踏

まえた上で、本研究課題参画機関の研究者ととも

に飛行ルート、飛行形態、飛行時間等、極端気象

発生の背景場となる大気湿度の 3次元分布を観測

する飛行実験計画の概要を策定した。  

 

3.2 極端気象の予測情報の利用に関する初期検討  

H23年度に入手可能な稠密観測の事後検証デー

タの解析に向けて悪天時のシナリオ作成、ならび

にトラジェクトリ予測評価指針の具体化を図る

必要がある。そのため、悪天シナリオとして過去

の首都圏豪雨を事例解析とした航空機の運航デ

ータと気象関連データの照合に着手した。また将

来に向けて、民間航空機上で保有する気象予測情

報となり得るデータ項目を調査するとともにこ

の分野での国際動向を調査した。  

 

４．まとめ  

本研究課題はH22年度に採択が決定され、初年度は

H23年度夏季に予定されている首都圏稠密観測に向

けて実験用航空機への湿度計搭載設計を中心として

飛行実験計画を策定した。また、レーダ、ライダ、ラ

ジオゾンデ等の地上観測を含む稠密観測データの数

値予報モデルへの同化により得られる事後検証デー

タを想定した航空機運航への利用に関する初期

検討を実施した。H23年度は、参画機関と協調し

た夏季稠密観測および得られた観測データを用

いた解析を実施する予定であったが、H23年 3月 11

日に発生した東日本大震災の影響により実験用

航空機が被災したため、研究計画を変更する必要

が生じている。  

 

障害に強い（ロバストな）位置情報のための地域的測位衛星の高度利用【競争的資金研究】 

 

担当領域  通信・航法・監視領域 

担 当 者 ○坂井丈泰、伊藤憲、伊藤正宏、吉原貴之、松永圭左、齊藤真二、大津山卓哉（機上等技術領域） 

研究期間  平成 22～24 年度 

 

１．はじめに  

米国のGPSに代表される測位衛星は、我が国の国

民生活になくてはならないものとなっている。ところ

が、現状の衛星測位システムは米国のGPSに全面的に

依存しており、万が一GPSが停止した場合のバックア

ップシステムがない。安全・安心な暮らしを支えるイ

ンフラ基盤として衛星測位システムは重要な機能を

担っており、GPSの停止時においても最低限の機能を

維持することが求められる。  

このような背景のもと、GPSの一部または全部が

停止した場合を想定し、我が国が保有する測位衛星に

よるバックアップシステムを検討することとして、本

課題を文部科学省宇宙利用促進調整委託費に応募し、

採択された。本課題の研究期間は平成22年12月から平

成25年3月までである。  

 

２．研究の概要  

本課題においては、GPSの一部または全部が停止し

た場合を想定して、我が国が保有する衛星測位システ

ムであるQZSS（準天頂衛星システム）及びMSASに

より位置の測定を行う方式について検討する。QZSS

は3機程度の準天頂軌道（いわゆる８の字軌道）衛星

により地域的な測位サービスを実現するもので、その

初号機は「みちびき」と名付けられて平成22年9月に

打ち上げられた。航空局が運用するMSAS（運輸多目

的衛星型航法補強システム）は現用の測位衛星であり、

平成19年9月の運用開始以来、2機の静止衛星を使用し

て安定した運用を継続している。  

一方、平常時においては、これらの両システムと

GPSを併用することにより、高精度かつ高い信頼性を

もつ地域的測位サービスを実現できる。こうした測位

衛星の高度利用についても、さまざまな利用者を想定

して、利用可能な測位サービスの水準を明らかにする。 

位置情報についてもっとも信頼性を必要とする利

用者として船舶及び航空機が考えられることから、こ

れらについて検討した方式を実証するための実験を

実施する。  

 

３．平成22年度の実施内容  

平成22年度は、以下の作業を実施した。  

 

３．１ 利用者要件調査  

地域的衛星測位サービスの検討にあたり、さまざま

な利用者の測位システムに対する要求を整理・把握す

るために、利用者要件調査を実施した。  

 

３．２ ロバスト測位システム検討  

GPS障害時にあっても衛星測位サービスを継続す

るために必要な測位衛星の配置について、準天頂衛星

システムに静止衛星を加えた構成を基本として検討

を行った。保守作業や故障により一部の衛星が使用で

きない状況も想定すると、準天頂衛星は4機以上、静

止衛星は2機以上があることが望ましいとの結論を得

た。  

 

３．３ 実証実験準備  

平成23年度以降に実施する実証実験の準備を行っ

た。主要な内容としては、実験用に多周波数マルチシ

ステム受信機及び新周波数対応の実験機搭載アンテ

ナについて、機材選定のうえ調達した。また、「みち

びき」及びMSASの合計3衛星による実験手法につい

て検討した。さらに、信号環境調査のための既存機材

について、本課題における調査に使用可能であること

を確認した。  

 

４．まとめ  

本研究課題は平成22年度中に採択され、当年度は

GPSに対するバックアップシステムの構成を検討す

るとともに、次年度の実験に向けた準備作業を行った。

平成23年度以降は、GPS平常運用時の地域的測位サー

ビスについて検討を行うとともに、バックアップシス

テムの実証実験を実施する計画である。  
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高精度測位補正技術に関する研究【受託研究】 

 

担当領域   高精度測位補正技術開発プロジェクトチーム 

担 当 者 ○伊藤憲、坂井丈泰、福島荘之介 

研究期間   平成 15 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

国土交通省は、準天頂衛星（平成 22 年度 9 月打ち上げ）

を利用した高精度測位補正技術、および、その技術の移動

体への利用に関する研究開発を行ってきた。その一環とし

て、電子航法研究所は国土交通省の委託を受け、平成 15

年度から、高速移動体に適用可能で高信頼性の高精度測位

補正実験システムの開発を実施した。 

 

２．研究の概要 

 高精度測位補正実験システムは、準天頂衛星、補正情報

リアルタイム生成・配信システム、国土地理院電子基準点、

プロトタイプ受信機（利用者装置）、地上局から構成され

る。この実験システムでは、電子基準点で取得されたデー

タを用いて、補正情報リアルタイム生成・配信システムで

高精度・高信頼性を実現するための補正情報を生成する。

この補正情報は地上局および準天頂衛星を経由して利用

者に放送される。利用者は、この補正情報を GPS 衛星か

ら送信される信号に適用することにより、高精度・高信頼

性の測位を行うことができる。電子航法研究所は高精度測

位補正実験システムのうち、補正情報リアルタイム生成・

配信システムおよびプロトタイプ受信機の開発を行った。 

 

３．研究成果 

平成 15、16 年度に高精度測位補正方式の開発・評価、

平成 17～19 年度には補正情報リアルタイム生成・配信シ

ステムおよびプロトタイプ受信機の開発、平成 20 年度に

は地上での総合評価試験、平成 21 年度には JAXA(宇宙航 

 

空研究開発機構)地上局との接続試験、平成 22 年度には準

天頂衛星を用いる補正情報リアルタイム生成・配信システ

ム評価試験（技術実証実験）を行った。 

 

３．１ 補正情報リアルタイム生成・配信システム 

高精度測位補正情報リアルタイム生成・送信システム

（図１）を開発した。本システムは測定データ収集部、電

離層伝搬遅延量推定部、補正情報生成部、補正情報出力部

から構成される。 

測定データ収集部はモニタ局データ収集・時刻合わせ

を行う。電離層伝搬遅延量推定部ではモニタ局データによ

り電離層伝搬遅延量を推定する。補正情報生成部は補正情

報をリアルタイム生成し、補正情報出力部は補正情報送信

順の決定・補正情報出力を行う。 

 

３．２ プロトタイプ受信機 

受信機本体とモニタ用パソコンから構成されるプロト

タイプ受信機を開発した（図２）。信号処理・測位演算処

理は受信機本体で実施される。受信機本体から出力された

観測値・測位計算結果をモニタ用パソコンで表示・保存す

る。本受信機の主要機能は、(1)準天頂衛星から放送され

る L1 帯の信号を受信可能、(2)２種類の測位演算(単独測

位、補正情報による測位)が可能、(3)測定生データ及び測

位演算結果の表示・出力が可能である。 

 

３．３ 技術実証実験 

技術実証実験の目的は、実際の準天頂衛星を用いて、電

子航法研究所の補正情報リアルタイム生成・配信システム

の性能を確認することである。 

 

 
図２ プロトタイプ受信機 図１ 補正情報リアルタイム生成・配信システム

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この技術実証実験では、補正情報リアルタイム生成・配

信システムによりリアルタイムで生成された補正情報を

JAXA 地上局に送信する。この補正情報は JAXA 地上局を

経由して準天頂衛星に送信される。準天頂衛星上で補正情

報を含む RF 信号が生成され、その RF 信号が準天頂衛星

から地上に向けて送信される。実験車輌に搭載されたプロ

トタイプ受信機で補正情報を含む RF 信号を受信し、同時

に受信した GPS 衛星信号にこの補正情報を適用して、プ

ロトタイプ受信機の位置を求めた。図３に技術実証実験構

成を示す。 

この技術実証実験において、実験車輌は高速道（中央道）

および都市部（銀座近辺）を走行しデータを収集した。実

験は平成 22 年 12 月から平成 23 年 2 月にかけて実施され

た。この技術実証実験から、次のことが分かった。 

(1) 高速道において 80km/時程度で走行している移動

体(実験車輌)でも 1m 程度の測位精度が得られる 

(2) 都市部で高層ビルや歩道橋などにより GPS 衛星信

号が遮られる場合には、測位に必要な GPS 衛星数

を確保できず、準天頂衛星からの補正情報の利用

による測位誤差改善効果を確認できなかった 

 

4. おわりに 

国土交通省の委託を受け平成 15 年度から開発してきた

高精度測位補正実験システムについて、実際の準天頂衛星、

実験車輌（利用者装置としての受信機を搭載）を用いた評

価試験（技術実証実験）を平成 22 年度に実施した。評価

試験の結果、このシステムが高速移動体に適用可能で、目

標とする性能を有していることを確認できた。 
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高精度測位補正技術に関する研究【受託研究】 

 

担当領域   高精度測位補正技術開発プロジェクトチーム 

担 当 者 ○伊藤憲、坂井丈泰、福島荘之介 

研究期間   平成 15 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

国土交通省は、準天頂衛星（平成 22 年度 9 月打ち上げ）

を利用した高精度測位補正技術、および、その技術の移動

体への利用に関する研究開発を行ってきた。その一環とし

て、電子航法研究所は国土交通省の委託を受け、平成 15

年度から、高速移動体に適用可能で高信頼性の高精度測位

補正実験システムの開発を実施した。 

 

２．研究の概要 

 高精度測位補正実験システムは、準天頂衛星、補正情報

リアルタイム生成・配信システム、国土地理院電子基準点、

プロトタイプ受信機（利用者装置）、地上局から構成され

る。この実験システムでは、電子基準点で取得されたデー

タを用いて、補正情報リアルタイム生成・配信システムで

高精度・高信頼性を実現するための補正情報を生成する。

この補正情報は地上局および準天頂衛星を経由して利用

者に放送される。利用者は、この補正情報を GPS 衛星か

ら送信される信号に適用することにより、高精度・高信頼

性の測位を行うことができる。電子航法研究所は高精度測

位補正実験システムのうち、補正情報リアルタイム生成・

配信システムおよびプロトタイプ受信機の開発を行った。 

 

３．研究成果 

平成 15、16 年度に高精度測位補正方式の開発・評価、

平成 17～19 年度には補正情報リアルタイム生成・配信シ

ステムおよびプロトタイプ受信機の開発、平成 20 年度に

は地上での総合評価試験、平成 21 年度には JAXA(宇宙航 

 

空研究開発機構)地上局との接続試験、平成 22 年度には準

天頂衛星を用いる補正情報リアルタイム生成・配信システ

ム評価試験（技術実証実験）を行った。 

 

３．１ 補正情報リアルタイム生成・配信システム 

高精度測位補正情報リアルタイム生成・送信システム

（図１）を開発した。本システムは測定データ収集部、電

離層伝搬遅延量推定部、補正情報生成部、補正情報出力部

から構成される。 

測定データ収集部はモニタ局データ収集・時刻合わせ

を行う。電離層伝搬遅延量推定部ではモニタ局データによ

り電離層伝搬遅延量を推定する。補正情報生成部は補正情

報をリアルタイム生成し、補正情報出力部は補正情報送信

順の決定・補正情報出力を行う。 

 

３．２ プロトタイプ受信機 

受信機本体とモニタ用パソコンから構成されるプロト

タイプ受信機を開発した（図２）。信号処理・測位演算処

理は受信機本体で実施される。受信機本体から出力された

観測値・測位計算結果をモニタ用パソコンで表示・保存す

る。本受信機の主要機能は、(1)準天頂衛星から放送され

る L1 帯の信号を受信可能、(2)２種類の測位演算(単独測

位、補正情報による測位)が可能、(3)測定生データ及び測

位演算結果の表示・出力が可能である。 

 

３．３ 技術実証実験 

技術実証実験の目的は、実際の準天頂衛星を用いて、電

子航法研究所の補正情報リアルタイム生成・配信システム

の性能を確認することである。 

 

 
図２ プロトタイプ受信機 図１ 補正情報リアルタイム生成・配信システム

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この技術実証実験では、補正情報リアルタイム生成・配

信システムによりリアルタイムで生成された補正情報を

JAXA 地上局に送信する。この補正情報は JAXA 地上局を

経由して準天頂衛星に送信される。準天頂衛星上で補正情

報を含む RF 信号が生成され、その RF 信号が準天頂衛星

から地上に向けて送信される。実験車輌に搭載されたプロ

トタイプ受信機で補正情報を含む RF 信号を受信し、同時

に受信した GPS 衛星信号にこの補正情報を適用して、プ

ロトタイプ受信機の位置を求めた。図３に技術実証実験構

成を示す。 

この技術実証実験において、実験車輌は高速道（中央道）

および都市部（銀座近辺）を走行しデータを収集した。実

験は平成 22 年 12 月から平成 23 年 2 月にかけて実施され

た。この技術実証実験から、次のことが分かった。 

(1) 高速道において 80km/時程度で走行している移動

体(実験車輌)でも 1m 程度の測位精度が得られる 

(2) 都市部で高層ビルや歩道橋などにより GPS 衛星信

号が遮られる場合には、測位に必要な GPS 衛星数

を確保できず、準天頂衛星からの補正情報の利用

による測位誤差改善効果を確認できなかった 

 

4. おわりに 

国土交通省の委託を受け平成 15 年度から開発してきた

高精度測位補正実験システムについて、実際の準天頂衛星、

実験車輌（利用者装置としての受信機を搭載）を用いた評

価試験（技術実証実験）を平成 22 年度に実施した。評価

試験の結果、このシステムが高速移動体に適用可能で、目

標とする性能を有していることを確認できた。 
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3 機上等技術領域 

Ⅰ 年度当初の試験研究計画とそのねらい 

 平成 22 年度における研究は社会・行政ニーズや技術分

野の将来動向を考慮して、重点研究、指定研究及び基盤研

究として承認された下記の項目を計画した。 

1.  SSR モード Sの高度運用技術の研究 

2. 電波特性の監視に関する研究 

3.  携帯電子機器に対する航空機上システムの耐電磁干

渉性能に関する研究 

4.  航空機の安全運航支援技術に関する研究 

5.  監視システムの技術性能要件の研究 

6.  航空管制官の業務負荷状態計測手法の開発 

7.  航空管制官等の健全性評価に係る生体信号処理手法

の研究 

8.  空港面監視用ミリ波マルチサイトレーダシステムに

関する基礎的研究 

9.  航空交通流の複雑理工学的アプローチに基づく数理

モデルの研究 

10.  受動型 SSR を利用した空港環境騒音計測システムの

実用化に関する研究 

11.  トラジェクトリ管理が可能な実験用 UAV に関する研

究 

12.  ミリ波等を用いたヘリコプタの着陸支援装置に関す

る基礎研究 

13.  航空通信ネットワークに関する調査研究 

14.  ミリ波技術による微小物体検出の研究 

15.  樹脂系複合材料を一次構造材として用いた次世代航

空機における電磁干渉解析技術の研究 

 

１～6は重点研究である。 

１はSSRモードSシステムの地上局の識別番号の枯渇問

題を解決する技術を開発するとともに、SSR モード Sシス

テムを用いた動態情報の取得技術の機能および性能を検

証するものである。 

２は計器着陸システムのグライドパス（ILS GP）の完全

性、連続性の向上のため近傍モニタの改良、モニタ反射板

の改良、モニタ反射板の誘電率測定装置の開発を行うもの

である。 

３は客室内に持ち込まれた電子機器が放射する電波の

航空機搭載無線機器への耐電磁干渉性能の評価と、許容で

きる電磁放射基準について検討し、その結果を RTCA 等に

提供し国際的な基準策定に反映するものである。 

４は、航空機の安全運航のために、飛行するすべての航

空機の位置がわかるように、航空の安全に必要な情報を地

上から航空機へ自動送信し、運航中の航空機上で表示･確

認できる技術を開発するものである。 

５は、想定する運用方式のための運用性能要件を基に、

使用される監視システムの測定精度や信頼性指標など技

術性能要件を求め、空域運用改善を支援するものである。 

６は、先行する研究において発話音声から算出される指

数値は発話者の大脳新皮質機能の活性度と相関するとの

仮説をたて、これを検証する実験を行ってきた。この発話

音声分析技術を、航空管制業務の様々な評価に適用できる

様に発展させる事を目指すものである。 

７～9は指定研究である。 

７は当所で開発してきた発話音声から覚醒度を評価す

る信号処理技術を航空管制業務等の現場において利用す

るため、発話音声データの品位と覚醒度の診断値の検討、

信号処理アルゴリズムの改善を行うものである。 

８は滑走路等の地表面に落下している金属片やボルト

等の物体を複数のミリ波レーダで検出する技術的検討を

行うものである。 

９は航空交通網に待ち行列理論等を利用してその特性

を評価する研究である。 

10～12 は基礎研究である。 

10 は受動型 SSR の精度を向上するため、ADS-B 情報等を

用いた補正技術を開発するものである。 

11 は UAV(Unmanned Aerial Vehicle: 無人機)を、ATM

（航空交通管理）および CNS（通信航法監視）研究の初期

実験ツールとして用いるための基礎的研究を行うもので

ある。 

12 は災害時等において空港以外の場外着陸場を含めた

場所への着陸のための簡易なシステムの開発を行う基礎

研究である。 

13 は調査で、トラジェクトリ管理を行うために必要な

将来の航空情報ネットワークを調査研究するものである。 

14,15 は競争的資金によるものである。 

14 はミリ波レーダを使用した空港面の監視技術につい

て、日本学術振興会の二国間交流事業共同研究の枠組みの

中で当研究所と仏国電子アンテナ通信研究所の共同研究

を行ったものである。 

15 は樹脂系複合材料を主要構造として用いた航空機内

において、従来金属製航空機との電磁環境基本特性の違い
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の解明および携帯電子機器が航法装置および無線機器に

及ぼす電磁干渉を定量的に評価するための基礎技術を確

立するものである。 

 

Ⅱ 試験研究の実施状況 

SSR モード Sの高度運用技術の研究では、地上局の改修

が必要となるが多数の地上局が配備された環境でも利用

できる地上局識別番号のネットワーク調整機能を実現し、

重複覆域の航空機を監視できることを確認した。しかし、

3月の大震災により岩沼局が被災したため、総合実験は延

期することとなった。また、ダウンリンク情報データの妥

当性を検証した結果、異常なデータもあることが分かった。 

電波特性の監視に関する研究は最終年度であり、ILS GP

の近傍モニタの遠方界との相関を向上するため、アレイア

ンテナによる近傍モニタの複数の雪質への対応と、実周波

による基礎実験を行い、設置調整が従来と同様な方法で可

能であることを確認した。また、GP モニタの特性改善の

ため各種反射板のシミュレーションによる比較検討によ

り改良方法を考案し、反射面の反射特性推定に必要な誘電

率測定装置を開発し、モニタ反射板における測定を行った。 

携帯電子機器に対する航空機上システムの耐電磁干渉

性能に関する研究では、電磁干渉確率推定手法の検討、航

空機内電波環境測定記録装置の開発、EMI 事例報告の分析

行った。その他、地上における携帯電子機器の使用時の影

響評価を行った。 

航空機の安全運航支援技術に関する研究は最終年度で

あり、TIS-B(トラフィック情報サービス放送)の航空機に

よる実証試験を行い、SSR への干渉防止装置も有効に働い

ていることが実証できた。実証実験時に得られたデータを

基にシステム性能の評価・検証を行い、システムレイテン

シや送信情報の精度などについての検証を行った。 

監視システムの技術性能要件の研究では、次世代監視方

式の動向等の調査、技術性能要件項目の作成および性能測

定手法と性能予測評価手法の調査、信号環境測定と将来予

測について年次報告、監視情報信頼性の実態と補強手法の

調査を行った。 

航空管制官の業務負荷状態計測手法の開発では、航空管

制官所における音声収録データよりワークロードを定量

化するため、発話音声収録装置の開発、整理データ分析等

の基礎検討と実験、航空管制業務のモデル化を行った。 

航空管制官等の健全性評価に係る生体信号処理手法の

研究では、発話音声分析ソフトウェアのマルチスレッド化

による処理時間の短縮等の改善を行った。また、多くの音

声データの収録実験とマイクロホンの校正も行った。 

空港面監視用ミリ波マルチサイトレーダシステムに関

する基礎的研究では、空港面の落下物を監視するためのシ

ステムを構築するため、ミリ波センサの信号処理装置を構

築し、仙台空港滑走路にて異物検出試験を行った。 

航空交通流の複雑理工学的アプローチに基づく数理モ

デルの研究では、アプローチエリアを対象とする航空交通

網の待ち行列シミユレータを改修、待ち行列の解析的な分析

手法の検討、空域特性を定量化するパラメータの検討を行

った。 

受動型 SSR を利用した空港環境騒音計測システムの実

用化に関する研究では、SSR 質問信号の反射波を受信し、

その空域に存在する航空機の検出と測位精度の向上を検

討した。 

トラジェクトリ管理が可能な実験用 UAV に関する研究

では、UAV 機体の選定、機上に搭載するセンサおよび自律

制御装置の制作、機上装置のデータを地上へダウンリンク

するシステムの構築、3 次元（緯度・経度・高度）自律制

御飛行試験を行った。 

ミリ波等を用いたヘリコプタの着陸支援装置に関する

基礎研究では、夜間や悪条件時にヘリコプタが着陸する場

合に安全に着陸できる簡易なシステムとして、レーダとレ

ーダ反射器を用いた着陸支援方式の検討、実機ヘリコプタ

の前部に取り付けるため、機構部分の設計とレドームの製

作を行った。 

航空通信ネットワークに関する調査研究では、SWIM

（System Wide Information Management）に関して主に目

的、構成、ネットワークとシステムに関する技術的な課題

等を調査した。 

ミリ波技術による微小物体検出の研究では、平成 21 年

度に開発したアンテナの効率が設計値を下回ったため、平

成 22 年度には改良されたオフセット型プリント基板アン

テナの研究を実施した。 

樹脂系複合材料を一次構造材として用いた次世代航空

機における電磁干渉解析技術の研究では、最も基本的な特

性である樹脂系複合材料の遮蔽量（シールド効果）を取得

するため、炭素繊維強化プラスチック（CFRP）積層板の電

磁界遮蔽量の測定評価を実施し、特性を明らかにした。 

今年度は上記の 15 件の研究・調査に加えて、以下に示

す 7件の受託研究を行った。これらは上記の研究、これま

での研究等で蓄積した知識・技術を活用したものである。 

 

 

(1) 先端 ICT を活用した安全・安心な交通システムの開発 

(2) 戦術データ交換システム（JTIDS）の運用に関する技

術規準作成委託 

(3) 16R LOC 放射電波シミユレ-ション作業 

(4) 航空管制通信への VoIP 導入に関する調査にかかる技

術支援 

(5) HIRF キャビン窓組立-電磁シールド特性評価作業 

(6) 広島空港電波高度計対策技術支援 

(7) 依頼元からの指示により非公開 

 

Ⅲ 試験研究の成果と国土交通行政、産業界、学会等に及ぼす効

果の所見 

監視システムの技術性能要件の研究では、ICAO の機上

監視タスクフォース会議や航空監視パネル ASP の作業部

会に参加し、ICAO 文書の改定に反映された。 

携帯電子機器に対する航空機上システムの耐電磁干渉

性能に関する研究における成果は、国土交通省航空局航空

安全推進課の要請を受け、地上における携帯電子機器使用

時の影響について調査した結果、通常の運用形態において

は電磁干渉の影響は 0に近いことを示した。この結果、告

示が改正され、地上における携帯電話使用制限の緩和へと

活用されている。 

戦術データ交換システム（JTIDS）の運用に関する技術

規準作成委託で、JTIDS/MIDS MNWG（Multi-National 

Working Group ）  FCEG (Frequency Clearance Expert 

Group) に出席し、JTIDS 運用基準の国際標準化作業に参

加し文書作成に寄与するとともに、防衛省より改定の提案

があった新しい柔軟な JTIDS 運用方式であるコンテン

ションアクセス方式について民間航空用無線機器を干

渉から保護する条件を明らかにし、この結果に基づい

て運用協定が改定され、コンテンションアクセス方式

を日本でも使用できるようになった。 

受託研究の 16R LOC 放射電波シミユレ-ション作業で、

ILS の電波解析に係る当研究所の知見と経験を生かし、成

田空港の ILS ローカライザ前方の不陸工事の施工方法を

提案し、当滑走路に進入してくる航空機への影響を最小に

し、発着枠の低下を抑えることができた。 

また、これらの研究成果をICAO、RTCA、当所の研究発表会、関

連学会、国際研究集会などで活発に発表した。また国際会議関連

で航空局への技術協力を行った。 

     （機上等技術領域長 田嶋 裕久） 
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ため各種反射板のシミュレーションによる比較検討によ

り改良方法を考案し、反射面の反射特性推定に必要な誘電

率測定装置を開発し、モニタ反射板における測定を行った。 

携帯電子機器に対する航空機上システムの耐電磁干渉

性能に関する研究では、電磁干渉確率推定手法の検討、航

空機内電波環境測定記録装置の開発、EMI 事例報告の分析

行った。その他、地上における携帯電子機器の使用時の影

響評価を行った。 

航空機の安全運航支援技術に関する研究は最終年度で

あり、TIS-B(トラフィック情報サービス放送)の航空機に

よる実証試験を行い、SSR への干渉防止装置も有効に働い

ていることが実証できた。実証実験時に得られたデータを

基にシステム性能の評価・検証を行い、システムレイテン

シや送信情報の精度などについての検証を行った。 

監視システムの技術性能要件の研究では、次世代監視方

式の動向等の調査、技術性能要件項目の作成および性能測

定手法と性能予測評価手法の調査、信号環境測定と将来予

測について年次報告、監視情報信頼性の実態と補強手法の

調査を行った。 

航空管制官の業務負荷状態計測手法の開発では、航空管

制官所における音声収録データよりワークロードを定量

化するため、発話音声収録装置の開発、整理データ分析等

の基礎検討と実験、航空管制業務のモデル化を行った。 

航空管制官等の健全性評価に係る生体信号処理手法の

研究では、発話音声分析ソフトウェアのマルチスレッド化

による処理時間の短縮等の改善を行った。また、多くの音

声データの収録実験とマイクロホンの校正も行った。 

空港面監視用ミリ波マルチサイトレーダシステムに関

する基礎的研究では、空港面の落下物を監視するためのシ

ステムを構築するため、ミリ波センサの信号処理装置を構

築し、仙台空港滑走路にて異物検出試験を行った。 

航空交通流の複雑理工学的アプローチに基づく数理モ

デルの研究では、アプローチエリアを対象とする航空交通

網の待ち行列シミユレータを改修、待ち行列の解析的な分析

手法の検討、空域特性を定量化するパラメータの検討を行

った。 

受動型 SSR を利用した空港環境騒音計測システムの実

用化に関する研究では、SSR 質問信号の反射波を受信し、

その空域に存在する航空機の検出と測位精度の向上を検

討した。 

トラジェクトリ管理が可能な実験用 UAV に関する研究

では、UAV 機体の選定、機上に搭載するセンサおよび自律

制御装置の制作、機上装置のデータを地上へダウンリンク

するシステムの構築、3 次元（緯度・経度・高度）自律制

御飛行試験を行った。 

ミリ波等を用いたヘリコプタの着陸支援装置に関する

基礎研究では、夜間や悪条件時にヘリコプタが着陸する場

合に安全に着陸できる簡易なシステムとして、レーダとレ

ーダ反射器を用いた着陸支援方式の検討、実機ヘリコプタ

の前部に取り付けるため、機構部分の設計とレドームの製

作を行った。 

航空通信ネットワークに関する調査研究では、SWIM

（System Wide Information Management）に関して主に目

的、構成、ネットワークとシステムに関する技術的な課題

等を調査した。 

ミリ波技術による微小物体検出の研究では、平成 21 年

度に開発したアンテナの効率が設計値を下回ったため、平

成 22 年度には改良されたオフセット型プリント基板アン

テナの研究を実施した。 

樹脂系複合材料を一次構造材として用いた次世代航空

機における電磁干渉解析技術の研究では、最も基本的な特

性である樹脂系複合材料の遮蔽量（シールド効果）を取得

するため、炭素繊維強化プラスチック（CFRP）積層板の電

磁界遮蔽量の測定評価を実施し、特性を明らかにした。 

今年度は上記の 15 件の研究・調査に加えて、以下に示

す 7件の受託研究を行った。これらは上記の研究、これま

での研究等で蓄積した知識・技術を活用したものである。 

 

 

(1) 先端 ICT を活用した安全・安心な交通システムの開発 

(2) 戦術データ交換システム（JTIDS）の運用に関する技

術規準作成委託 

(3) 16R LOC 放射電波シミユレ-ション作業 

(4) 航空管制通信への VoIP 導入に関する調査にかかる技

術支援 

(5) HIRF キャビン窓組立-電磁シールド特性評価作業 

(6) 広島空港電波高度計対策技術支援 

(7) 依頼元からの指示により非公開 

 

Ⅲ 試験研究の成果と国土交通行政、産業界、学会等に及ぼす効

果の所見 

監視システムの技術性能要件の研究では、ICAO の機上

監視タスクフォース会議や航空監視パネル ASP の作業部

会に参加し、ICAO 文書の改定に反映された。 

携帯電子機器に対する航空機上システムの耐電磁干渉

性能に関する研究における成果は、国土交通省航空局航空

安全推進課の要請を受け、地上における携帯電子機器使用

時の影響について調査した結果、通常の運用形態において

は電磁干渉の影響は 0に近いことを示した。この結果、告

示が改正され、地上における携帯電話使用制限の緩和へと

活用されている。 

戦術データ交換システム（JTIDS）の運用に関する技術

規準作成委託で、JTIDS/MIDS MNWG（Multi-National 

Working Group ）  FCEG (Frequency Clearance Expert 

Group) に出席し、JTIDS 運用基準の国際標準化作業に参

加し文書作成に寄与するとともに、防衛省より改定の提案

があった新しい柔軟な JTIDS 運用方式であるコンテン

ションアクセス方式について民間航空用無線機器を干

渉から保護する条件を明らかにし、この結果に基づい

て運用協定が改定され、コンテンションアクセス方式

を日本でも使用できるようになった。 

受託研究の 16R LOC 放射電波シミユレ-ション作業で、

ILS の電波解析に係る当研究所の知見と経験を生かし、成

田空港の ILS ローカライザ前方の不陸工事の施工方法を

提案し、当滑走路に進入してくる航空機への影響を最小に

し、発着枠の低下を抑えることができた。 

また、これらの研究成果をICAO、RTCA、当所の研究発表会、関

連学会、国際研究集会などで活発に発表した。また国際会議関連

で航空局への技術協力を行った。 

     （機上等技術領域長 田嶋 裕久） 
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SSR モード S の高度運用技術の研究【重点研究】 
 

担 当 部  機上等技術領域 
担 当 者 ○古賀 禎、宮崎 裕己、瀬之口 敦、角張 泰之、上田 栄輔、上島 一彦 
研究期間  平成 18～22 年度 

 

 

1. はじめに 

SSR モード Sは、監視機能を向上する共に、データリン

ク機能を有する二次監視レーダである。我が国においても､

30 局以上のモード S地上局が整備される計画である。SSR

モード Sの整備が進むにつれ、航空機側装置の機能向上や

地上局の増加に対応する二つの新たな技術（動態情報の取

得技術および地上局間の調整技術）が必要とされている。

動態情報の取得技術とは、モード S の地上喚起

Comm-B(GICB)と呼ばれる通信プロトコルを用いて、航空機

の FMS が持つ動態情報を地上局にて取得する技術である。

ロール角や対地速度などの動態情報により、航空管制支援

システムにおいて、位置予測精度やコンフリクト検出精度

の向上が図られる。動態情報の取得技術は、欧州において

特に活発に実用化が進められており、本機能を有する機上

装置の搭載義務化が始まっている。 

地上局間の調整技術とは、モード S 地上局の識別番号

（II コード）の枯渇により生じる問題を解消する技術で

ある。モード S では地上局毎に II コードを持ち、航空機

は質問中の II コードにより地上局を区別する。これによ

り、重複覆域において、複数の航空機と地上局の一対一の

リンクを確立し、個別質問による信頼性の高い監視を行う。

しかしながら、II コードは 15 個しか定義されていないた

め、複数の地上局が多数配置された場合、II コードの数

が不足する。万一、隣接した地上局に同一の II コードが

割り当てられた場合、重複覆域において、航空機の連続的

な監視できなくなる。このため、地上局間で II コードの

割当を調整する技術が必要となる。 

 

2．研究の概要 

本研究では、航空局仕様に準拠した SSR モード Sシステ

ムを用いて、動態情報の取得技術および地上局間の調整技

術の機能および性能を検証した。 

（1）SSR モード S の動態情報の取得技術を開発し、その

機能および性能を検証した。 

（2）地上局の識別番号の枯渇問題を解決する技術のうち、

個別調整技術を開発し、その機能および性能を検証した。 

 

 

個別調整技術は、地上局単体の改修だけで地上局間調整

を実現できるという利点を持つ。一方、多数の地上局が配

備された場合、不用な応答が増加し、信号環境を悪化させ

てしまうという欠点を持つ。 

（3）地上局の識別番号の枯渇問題を解決する技術のうち、

ネットワーク調整技術（クラスタ技術）を開発し、その機

能および性能を検証した。ネットワーク調整技術は、多数

の地上局が配備された場合でも、信号環境を改善するとい

う特徴を持つ。一方、地上局間をネットワークで接続する

必要があり、地上局の改修規模が大きくなるといった欠点

がある。 

 

3．研究の成果 

平成 22 年度は 5ヵ年計画の 5 年目である。 (3)の研究を

中心に行った。 

3.1 ネットワーク調整技術の概要  

 ネットワーク調整技術は、SSR モード S 地上局を地上ネ

ットワークにより相互接続し、監視情報の送受を行うこと

により識別番号の調整を行う。     
 モード S ネットワークの構成を図 1 に示す。モード S

ネットワークは、モード S地上局、ネットワーク調整ゲー

トウェイ（NCGW)、ネットワークから構成される。ここで

は、ネットワーク調整機能のうち、２つの主要機能につい

て紹介する。 
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図 1  モード S ネットワーク 
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   図 2 センサ状態変更機能 
 
 (1)センサ状態変更機能 

 センサ状態変更機能では、他地上局との連接状態の変化 

によって地上局のパラメータ（ロックアウト覆域等）を変

更する。図 2に機能の一例を示す。通常運用時には上段の

ように地上局1と地上局2のロックアウト覆域で設定され

ている。センサ停止時(図の下段）には地上局 2 のロック

アウト領域を地上局 1がカバーする。このようにして、非

ロックアウト領域を減らすことにより、信号環境の改善が

図られ、信頼性の高い監視を実現できる。  
(2)トラック補完機能 

 図 3にトラック補完機能の例を示す。トラック補完機能

では、航空機を捕捉している地上局から、捕捉していない

地上局に対して航空機の補完監視情報を提供する。航空機

を捕捉していない地上局は、補完監視情報を用いて航空機

の捕捉を開始する。図 3①では、SSR１は、覆域に新たに

進入した航空機を SSR2 の補完情報により捕捉を行ってい

る。また、SSR１は、ブライドエリアで航空機の監視がで

きなくなるが’（図 3②）、SSR2 の補完情報により迅速に再

捕捉できる（図 3③）。 

 本機能により、重複覆域において航空機の連続的な監視

が実施できる。また、一括質問なしで個別質問を開始でき

るため、信号環境の改善に寄与する。 

 

 

   図 3 トラック補完機能 
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図 4. 調布局・岩沼局の監視覆域 

 

3.2 実験ネットワークの構築 

 平成 22 年は、ネットワーク調整技術を検証するため、

モード S実験ネットワークを構築した。モード S実験ネッ

トワークは、２つのモード S 地上局、２つのネットワーク

調整ゲートウェイ、および１つのネットワークから構成さ

れる。 

 

表１. 実験局の諸元 

 調布局 岩沼局 

設置年度 平成 20 年 平成 22 年 

筺体出力 1.5kw 1.5kw 

最大監視覆域(半径) 250NM 200NM 

回転周期 10 秒 4 秒 
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ムを用いて、動態情報の取得技術および地上局間の調整技
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て紹介する。 
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 (1)センサ状態変更機能 

 センサ状態変更機能では、他地上局との連接状態の変化 

によって地上局のパラメータ（ロックアウト覆域等）を変

更する。図 2に機能の一例を示す。通常運用時には上段の

ように地上局1と地上局2のロックアウト覆域で設定され

ている。センサ停止時(図の下段）には地上局 2 のロック

アウト領域を地上局 1がカバーする。このようにして、非

ロックアウト領域を減らすことにより、信号環境の改善が

図られ、信頼性の高い監視を実現できる。  
(2)トラック補完機能 

 図 3にトラック補完機能の例を示す。トラック補完機能

では、航空機を捕捉している地上局から、捕捉していない

地上局に対して航空機の補完監視情報を提供する。航空機

を捕捉していない地上局は、補完監視情報を用いて航空機

の捕捉を開始する。図 3①では、SSR１は、覆域に新たに

進入した航空機を SSR2 の補完情報により捕捉を行ってい

る。また、SSR１は、ブライドエリアで航空機の監視がで

きなくなるが’（図 3②）、SSR2 の補完情報により迅速に再

捕捉できる（図 3③）。 

 本機能により、重複覆域において航空機の連続的な監視

が実施できる。また、一括質問なしで個別質問を開始でき

るため、信号環境の改善に寄与する。 
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図 4. 調布局・岩沼局の監視覆域 

 

3.2 実験ネットワークの構築 

 平成 22 年は、ネットワーク調整技術を検証するため、

モード S実験ネットワークを構築した。モード S実験ネッ

トワークは、２つのモード S 地上局、２つのネットワーク

調整ゲートウェイ、および１つのネットワークから構成さ

れる。 

 

表１. 実験局の諸元 

 調布局 岩沼局 

設置年度 平成 20 年 平成 22 年 

筺体出力 1.5kw 1.5kw 

最大監視覆域(半径) 250NM 200NM 

回転周期 10 秒 4 秒 
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3.2.1 SSR モード S地上局 

 調布局は、SSR モード Sの独立運用による新技術を評価

するために、平成 20 年に開局した。航空路監視用レーダ

と同等の性能を有する。平成 22 年にネットワーク機能を

付加した。 

 岩沼局は、SSRモードSネットワーク技術の検証に備え、

平成 22 年に設置した。空港監視用レーダと同等の性能を

有する。図 4 に調布局および岩沼局の位置（図中＋印）お

よび監視覆域を示す。地上局の諸元を表１に示す。 

3.2.2 ネットワーク制御ゲートウェイ 

NCGW（Network Control GateWay, ネットワーク制御ゲ

ートウェイ)は、図 1で示すように、①自サイトの地上局、

②隣接サイトのネットワーク制御ゲートウェイと接続し

ており、両者から情報を入力する。さらに、これらの情報

を比較し、隣接地上局の情報から自地上局に有用な情報

（トラック補完データなど）を抽出し、地上局を制御する

メッセージを作成する。 

 NCGW は、7 つのプロセスから構成される。図 5 に NCGW

内部プロセスの構成を示す。 

(1) ロ ー カ ル 入 出 力 プ ロ セ ス (Local Data Field 

Input/Output :LDFIO) 

 LDFIO は、自地上局とやり取りする情報の入出力を管理

する。LDFIO は、入力情報の欠落などを監視するとともに、

内部プロセスに情報を配信する。また、内部プロセスから

の情報を受け取り、自地上局に送出する。 

(2)ローカル追尾プロセス(Local Tracker :LT) 

 LT では、LDFIO からの監視情報を入力して、航空機の追

尾を行う。また、追尾した航空機に欠落がないかをモニタ

する。航空機の欠落を検出した場合、これを通知する情報

を後段のプロセスに通知する。 

(3)グローバル追尾プロセス(Global Tracker :GT) 

 GT では、隣接サイトからの情報を GDFIO から入力し、

サイト毎に航空機の追尾を行う。さらに、これらの情報を

統合して、統合監視情報を作成する。この時、目標の処理

する範囲は、自サイトの覆域周辺に限る。これにより、処

理する航空機の数を制限し、処理負荷を軽減する。 

(4)グローバルローカル協調プロセス(Global Local 

Coordination: GLC) 

 GLC は、LT と GT から情報を入力し、自サイトと他サイ

トの情報を比較する。自サイト覆域に新たな航空機が進入

を検出した場合や LT からの航空機の欠落を受信した場合

には、GT からの情報を元に、トラック補完情報を作成し

て、これを LDFIO に送る。 
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図 5 NCGW の内部プロセスの構成 

 

(5)マップ制御プロセス(Map Management :MM) 

 マップ管理機能は、地上局が使用している監視マップや

ロックアウトマップを管理する。 

 (6）グローバル入出力プロセス(Global Data Field 

Input/Output :GDFIO) 

 GDFIO は、とやり取りする情報の入出力を管理する。

LDFIO は、入力情報の欠落などを監視するとともに、内部

プロセスに情報を配信する。また、内部プロセスからの情

報を受け取り、ネットワークに送出する。 

（7）管理プロセス(Process Management: PM)  

 プロセス管理は、上記の 6 つのプロセスの状態をモニタ

する。 

 

4.3 確認実験の結果 

 ここでは、総合実験前に実施した SSR モード S地上局の

トラック補完機能の確認実験の結果を紹介する。   

 図 6 にトラック機能による航空機の監視航跡を示す。岩

沼・調布地上局とも同じ II コードが割り当てられている。 

 監視対象機は、青森上空から長野上空へと南下している。

航空機は、青森上空で岩沼局により初期捕捉され（図 6①）、

個別質問により監視される（図 6②）。調布局の覆域に進

入（図 6③）すると、調布局は岩沼局からの航空機情報を

元に個別質問により航空機の監視を開始する。以後、重複

覆域においては、調布・岩沼両局で監視が行われ(図 6④）、

調布局の単独覆域では調布局による監視が行われる（図 6

⑤）。以上のように、トラック補完機能により重複覆域に

おいて、連続的に航空機を監視できることを確認した。 

 図 7 に、現用の監視プロトコルによる航空機の監視航跡

を示す。航空機は福島上空から岩手上空方向に北上してい

る。航空機は調布局で初期捕捉(図 7①）され、監視が開

始する。航空機は、やがて岩沼局の覆域に到達するが、調

布局にロックアウトされているため、岩沼局は初期捕捉で

きない(図 7②）。航空機が調布局の覆域外に出て（図 7③）、

18 秒経過すると調布局によるロックアウトが解除される。

解除により、岩沼局は一括質問により航空機を初期捕捉し、

個別質問による監視を開始する（図 7④）。このように、

現用の監視プロトコルでは、同じ II コードを用いた場合、

覆域外に出てから個別質問を開始するまで航空機の監視

が中断する。      
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4．まとめ 

 平成 22 年度は、モード S 実験ネットワークの整備を行

った。また、機能確認試験を行い、ネットワーク調整機能

の主要機能が正常に動作することを確認した。今後は、震

災により停止した岩沼局の復旧後に総合実験を行い、最終

報告を行う予定である。 
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するために、平成 20 年に開局した。航空路監視用レーダ

と同等の性能を有する。平成 22 年にネットワーク機能を

付加した。 

 岩沼局は、SSRモードSネットワーク技術の検証に備え、

平成 22 年に設置した。空港監視用レーダと同等の性能を

有する。図 4 に調布局および岩沼局の位置（図中＋印）お

よび監視覆域を示す。地上局の諸元を表１に示す。 

3.2.2 ネットワーク制御ゲートウェイ 

NCGW（Network Control GateWay, ネットワーク制御ゲ

ートウェイ)は、図 1で示すように、①自サイトの地上局、

②隣接サイトのネットワーク制御ゲートウェイと接続し

ており、両者から情報を入力する。さらに、これらの情報

を比較し、隣接地上局の情報から自地上局に有用な情報

（トラック補完データなど）を抽出し、地上局を制御する

メッセージを作成する。 

 NCGW は、7 つのプロセスから構成される。図 5 に NCGW

内部プロセスの構成を示す。 

(1) ロ ー カ ル 入 出 力 プ ロ セ ス (Local Data Field 

Input/Output :LDFIO) 

 LDFIO は、自地上局とやり取りする情報の入出力を管理

する。LDFIO は、入力情報の欠落などを監視するとともに、

内部プロセスに情報を配信する。また、内部プロセスから

の情報を受け取り、自地上局に送出する。 

(2)ローカル追尾プロセス(Local Tracker :LT) 

 LT では、LDFIO からの監視情報を入力して、航空機の追

尾を行う。また、追尾した航空機に欠落がないかをモニタ

する。航空機の欠落を検出した場合、これを通知する情報

を後段のプロセスに通知する。 

(3)グローバル追尾プロセス(Global Tracker :GT) 

 GT では、隣接サイトからの情報を GDFIO から入力し、

サイト毎に航空機の追尾を行う。さらに、これらの情報を

統合して、統合監視情報を作成する。この時、目標の処理

する範囲は、自サイトの覆域周辺に限る。これにより、処

理する航空機の数を制限し、処理負荷を軽減する。 

(4)グローバルローカル協調プロセス(Global Local 

Coordination: GLC) 

 GLC は、LT と GT から情報を入力し、自サイトと他サイ

トの情報を比較する。自サイト覆域に新たな航空機が進入

を検出した場合や LT からの航空機の欠落を受信した場合

には、GT からの情報を元に、トラック補完情報を作成し

て、これを LDFIO に送る。 
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(5)マップ制御プロセス(Map Management :MM) 

 マップ管理機能は、地上局が使用している監視マップや

ロックアウトマップを管理する。 

 (6）グローバル入出力プロセス(Global Data Field 
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 GDFIO は、とやり取りする情報の入出力を管理する。

LDFIO は、入力情報の欠落などを監視するとともに、内部

プロセスに情報を配信する。また、内部プロセスからの情

報を受け取り、ネットワークに送出する。 

（7）管理プロセス(Process Management: PM)  

 プロセス管理は、上記の 6 つのプロセスの状態をモニタ

する。 

 

4.3 確認実験の結果 

 ここでは、総合実験前に実施した SSR モード S地上局の

トラック補完機能の確認実験の結果を紹介する。   

 図 6 にトラック機能による航空機の監視航跡を示す。岩

沼・調布地上局とも同じ II コードが割り当てられている。 

 監視対象機は、青森上空から長野上空へと南下している。

航空機は、青森上空で岩沼局により初期捕捉され（図 6①）、

個別質問により監視される（図 6②）。調布局の覆域に進

入（図 6③）すると、調布局は岩沼局からの航空機情報を

元に個別質問により航空機の監視を開始する。以後、重複

覆域においては、調布・岩沼両局で監視が行われ(図 6④）、

調布局の単独覆域では調布局による監視が行われる（図 6

⑤）。以上のように、トラック補完機能により重複覆域に

おいて、連続的に航空機を監視できることを確認した。 

 図 7 に、現用の監視プロトコルによる航空機の監視航跡

を示す。航空機は福島上空から岩手上空方向に北上してい

る。航空機は調布局で初期捕捉(図 7①）され、監視が開

始する。航空機は、やがて岩沼局の覆域に到達するが、調

布局にロックアウトされているため、岩沼局は初期捕捉で

きない(図 7②）。航空機が調布局の覆域外に出て（図 7③）、

18 秒経過すると調布局によるロックアウトが解除される。

解除により、岩沼局は一括質問により航空機を初期捕捉し、

個別質問による監視を開始する（図 7④）。このように、

現用の監視プロトコルでは、同じ II コードを用いた場合、

覆域外に出てから個別質問を開始するまで航空機の監視

が中断する。      
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電波特性の監視に関する研究【重点研究／一般勘定】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○田嶋 裕久 横山 尚志 金田 直樹 

研究期間  平成 20 年度～平成 22 年度 

 

1．はじめに 

現在、空港への着陸誘導には主に ILS (Instrument 
Landing System: 計器着陸システム)が使用されている。

今後 GBAS(Ground Based Augmentation System)が導

入されても、現在の航空機の多くは退役するまで ILS を

利用し続けることになるため移行には時間がかかり、今

後数十年は ILS も併用されると予想される。ILS の高カ

テゴリ運用においては高い完全性と継続性が要求されて

いる。航空機が着陸中に規定を逸脱する信号が送信され

た場合、致命的な事故につながる。完全性とはこのよう

な事故を防止するため、異常な信号を見逃すことなくモ

ニタで検出する能力である。一方、正常なのに異常と誤

って判定して運用停止した場合は継続性が低下する。 
広開口のアンテナから放射される電波は、アンテナ近

傍においては近接効果により、遠方領域でのアンテナパ

ターンとは異なっている。この違いのため、近傍のアン

テナを用いて監視した場合の電波特性と、遠方における

実際の電波特性とでは違いが生ずる。モニタとしては完

全性と継続性を高めるため、航空機で表示される遠方特

性との相関を高める必要がある。 
水平方向の誘導を行う ILS ローカライザでは遠方域

にモニタを設置することが可能である。一方、垂直方向

の誘導を行う GP(Glide Path)は地面反射のイメージも

利用して航空機の進入角 3 度方向にパターン形成してい

る。GP では、高いモニタアンテナは航空機の障害とな

るため遠方域モニタを設置することが不可能であり、近

傍モニタが使われている。 
ILSの近傍モニタでは遠方の信号との相関が不十分な

ため、送信アンテナに内蔵されるピックアップにより遠

方と等価の信号を合成するインテグラルモニタも使用さ

れている。これは、送信装置の障害については検出でき

るが、アンテナ周辺環境である地面反射に影響する積雪

状態の変化などの影響は検出できない。 
本研究では GP の近傍モニタの遠方特性との相関性の

向上、モニタ反射板の特性の改良、反射特性に影響する

反射板のアスファルトの誘電率を簡易に測定できる誘電

率測定装置の開発を目的としている。 
 

2．研究の概要 

リアルタイムに監視することが不可欠な ILS GP の近

傍モニタの特性を改善するため、平成 20 年度から 3 年

計画で本研究を実施した。アンテナの近傍モニタから遠

方特性を推定する技術を検討し、遠方の機上特性を高い

相関係数でリアルタイムに推定できる近傍モニタ技術を

開発した。並行して、ILS GP モニタの特性改善のため

反射板の改良についても検討した。そのため、地面構造

や積雪など環境を考慮したモニタのシミュレーションプ

ログラムを開発し、検証を行った。また、モニタの変動

の原因の診断ができるようにするため、反射面の反射特

性推定に必要な誘電率測定装置を開発した。 
 

3．研究成果 

3.1 遠方特性の推定に関する検討 

ILS GP の近傍モニタにおける近接効果を低減し遠方

界との相関を向上するため、アレイアンテナによる近傍

モニタを開発した。平成 20 年度は複数の受信アンテナ素

子の信号を基に、連立方程式を解き、送信系の障害につ

いては遠方特性を理論的には推定可能であることをシミ

ユレ－ションで確認した。またこの演算は信号合成器の

パラメータの設定により実現可能であり、単純なモニタ

構成であるため、信頼性の低下を抑えることができる。

しかし、実用化においてアンテナ位置誤差等による伝搬

位相調整が困難であることと、積雪の影響を考慮するた

めアレイの係数を再検討した。受信アレイの中の 1 素子

を従来の近傍モニタ（NFM： Near Field Monitor）と

同じ位置とし，他の素子の係数を０とする近傍モニタと

等価なアレイアンテナの状態を初期状態として、最急降

下法で 0.4m までの積雪深において遠方特性に近づくよ

うに合成係数を補正した。アレイモニタの効果を確認

するため、当研究所の電波無響室においてスケールモ

デル実験を行った。GP の実験モデルは 9.6GHz を使

用し、波長の縮尺から実機の 29 分の 1 の大きさとな

る。22 年度は実用機と同様な 2 周波 GP のスケールモデ

ル実験によって、計算と同様に遠方特性に近づくことを

確認した。 
さらに、雪質によって誘電率は変わるため、4 種類の

誘電率に対して同時に最適化した。図 1 では 0.4m まで

の積雪深において 4 種類の雪質（誘電率）に対して最適

化してアレイモニタの特性を遠方特性に近づけた結果を

示す。 

 

 

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

0 0.1 0.2 0.3 0.4

D
D

M
 (

μ
A

）

Snow depth (m)

far

array

NFM

 
図 1 4 種類の雪質における最適化結果 
 
実際の周波数において積雪のない通常状態ではあ

るが基本的な特性の確認のため実験を行った。ただし，

運用中の ILS の前の制限区域内に実験機材を設置す

ることは規定上できないため，仙台空港の航空保安大

岩沼研修センターの教育用 GP を使用して実験した。

図 2 に実験に使用したモニタアンテナの写真を示す。写

真の右側のアレイモニタの下から 2 番目の素子は左側の

従来のモニタ素子とほぼ同じ高さで，これに上下の素子

の信号を適切に混合することにより遠方特性に近づけて

いる。アンテナ素子は GP の送信アンテナと同様のコー

ナリフレクタアンテナであるが，放射器が基本的なダイ

ポールのため幅は狭くなっている。また，実験用のため

レドームはない。 
このアレイアンテナに信号合成器を接続し，アレイア

ンテナ全体の高さを変えながら，出力信号を測定用 ILS
受信機で DDM を測定した。その結果は図 2 に示すとお

り，通常の GP のハイトパターンとなり，モニタの位置

や製造誤差等があっても，従来の 1 素子のモニタと同様

に設置高の調整で補正できることが確認できた。 
 

 
 

 

 

3.2 GP モニタ反射板の特性の検討 

当研究所開発による改良型反射板とドイツ方式の多

層構造反射板について比較検討をした。図 3 に GP の

NFM 及びモニタ反射板の位置関係および 2 カ国の反

射板の断面の層構造を示す。図(b)に示すようにわが国

の反射板は、従来の融雪変動を最小化するために開発

したもので、鋼板製メッシュで裏打ちされた厚さ

19cm のアスファルトコンクリートを用いた反射板で

ある。図(c)にドイツ方式の多層構造体を用いた反射板

を示す。本方式の特徴は下層になるにつれて、誘電率

を減少させている点である。 

(ａ)　GSからNFM の電波形成

(ｂ)　日本改良型モニタ反射板
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図 3 2 方式の NFM 反射板 

 

モニタ電波特性の相違についてシミユレーションによ

り検討した結果、反射板上の雪が融けて誘電率が大きく

なったときの日本方式のモニタ指示値は遠方パス特性と

同様に融雪変動が生じないが、ドイツ方式は融雪による

変動が発生する。これは当研究所で研究した最適な厚さ

である 19cm のアスファルトコンクリートの効果である。 

しかし、反射板上に雪が積もったときのモニタ指示値

の変化を検討した結果、日本方式では積雪深 0.25m まで

は遠方特性とよく一致するが、0.25 から 0.4m の範囲で著

しい変動が生じる。これは格子状金網を使用しているた

め、金網面で完全反射しているためである。一方のドイ

ツ方式は積雪深による上下変動は傾向が遠方特性とほぼ

一致している。したがって、両方の長所を取り入れた構

造により改善可能であることが分かった。 

 

3.3 モニタ反射面の誘電率測定装置の開発 

モニタ反射面特性の施工工事後の検査、あるいは定期

的な保守を目的として、アスファルト反射面の GP 周波

数での複素誘電率を簡便に計測できる装置の開発を行っ
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担 当 者 ○田嶋 裕久 横山 尚志 金田 直樹 

研究期間  平成 20 年度～平成 22 年度 

 

1．はじめに 

現在、空港への着陸誘導には主に ILS (Instrument 
Landing System: 計器着陸システム)が使用されている。

今後 GBAS(Ground Based Augmentation System)が導

入されても、現在の航空機の多くは退役するまで ILS を

利用し続けることになるため移行には時間がかかり、今

後数十年は ILS も併用されると予想される。ILS の高カ

テゴリ運用においては高い完全性と継続性が要求されて

いる。航空機が着陸中に規定を逸脱する信号が送信され

た場合、致命的な事故につながる。完全性とはこのよう

な事故を防止するため、異常な信号を見逃すことなくモ

ニタで検出する能力である。一方、正常なのに異常と誤

って判定して運用停止した場合は継続性が低下する。 
広開口のアンテナから放射される電波は、アンテナ近

傍においては近接効果により、遠方領域でのアンテナパ

ターンとは異なっている。この違いのため、近傍のアン

テナを用いて監視した場合の電波特性と、遠方における

実際の電波特性とでは違いが生ずる。モニタとしては完

全性と継続性を高めるため、航空機で表示される遠方特

性との相関を高める必要がある。 
水平方向の誘導を行う ILS ローカライザでは遠方域

にモニタを設置することが可能である。一方、垂直方向

の誘導を行う GP(Glide Path)は地面反射のイメージも

利用して航空機の進入角 3 度方向にパターン形成してい

る。GP では、高いモニタアンテナは航空機の障害とな

るため遠方域モニタを設置することが不可能であり、近

傍モニタが使われている。 
ILSの近傍モニタでは遠方の信号との相関が不十分な

ため、送信アンテナに内蔵されるピックアップにより遠

方と等価の信号を合成するインテグラルモニタも使用さ

れている。これは、送信装置の障害については検出でき

るが、アンテナ周辺環境である地面反射に影響する積雪

状態の変化などの影響は検出できない。 
本研究では GP の近傍モニタの遠方特性との相関性の

向上、モニタ反射板の特性の改良、反射特性に影響する

反射板のアスファルトの誘電率を簡易に測定できる誘電

率測定装置の開発を目的としている。 
 

2．研究の概要 

リアルタイムに監視することが不可欠な ILS GP の近

傍モニタの特性を改善するため、平成 20 年度から 3 年

計画で本研究を実施した。アンテナの近傍モニタから遠

方特性を推定する技術を検討し、遠方の機上特性を高い

相関係数でリアルタイムに推定できる近傍モニタ技術を

開発した。並行して、ILS GP モニタの特性改善のため

反射板の改良についても検討した。そのため、地面構造

や積雪など環境を考慮したモニタのシミュレーションプ

ログラムを開発し、検証を行った。また、モニタの変動

の原因の診断ができるようにするため、反射面の反射特

性推定に必要な誘電率測定装置を開発した。 
 

3．研究成果 

3.1 遠方特性の推定に関する検討 

ILS GP の近傍モニタにおける近接効果を低減し遠方

界との相関を向上するため、アレイアンテナによる近傍

モニタを開発した。平成 20 年度は複数の受信アンテナ素

子の信号を基に、連立方程式を解き、送信系の障害につ

いては遠方特性を理論的には推定可能であることをシミ

ユレ－ションで確認した。またこの演算は信号合成器の

パラメータの設定により実現可能であり、単純なモニタ

構成であるため、信頼性の低下を抑えることができる。

しかし、実用化においてアンテナ位置誤差等による伝搬

位相調整が困難であることと、積雪の影響を考慮するた

めアレイの係数を再検討した。受信アレイの中の 1 素子

を従来の近傍モニタ（NFM： Near Field Monitor）と

同じ位置とし，他の素子の係数を０とする近傍モニタと

等価なアレイアンテナの状態を初期状態として、最急降

下法で 0.4m までの積雪深において遠方特性に近づくよ

うに合成係数を補正した。アレイモニタの効果を確認

するため、当研究所の電波無響室においてスケールモ

デル実験を行った。GP の実験モデルは 9.6GHz を使

用し、波長の縮尺から実機の 29 分の 1 の大きさとな

る。22 年度は実用機と同様な 2 周波 GP のスケールモデ

ル実験によって、計算と同様に遠方特性に近づくことを

確認した。 
さらに、雪質によって誘電率は変わるため、4 種類の

誘電率に対して同時に最適化した。図 1 では 0.4m まで

の積雪深において 4 種類の雪質（誘電率）に対して最適

化してアレイモニタの特性を遠方特性に近づけた結果を

示す。 
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図 1 4 種類の雪質における最適化結果 
 
実際の周波数において積雪のない通常状態ではあ

るが基本的な特性の確認のため実験を行った。ただし，

運用中の ILS の前の制限区域内に実験機材を設置す

ることは規定上できないため，仙台空港の航空保安大

岩沼研修センターの教育用 GP を使用して実験した。

図 2 に実験に使用したモニタアンテナの写真を示す。写

真の右側のアレイモニタの下から 2 番目の素子は左側の

従来のモニタ素子とほぼ同じ高さで，これに上下の素子

の信号を適切に混合することにより遠方特性に近づけて

いる。アンテナ素子は GP の送信アンテナと同様のコー

ナリフレクタアンテナであるが，放射器が基本的なダイ

ポールのため幅は狭くなっている。また，実験用のため

レドームはない。 
このアレイアンテナに信号合成器を接続し，アレイア

ンテナ全体の高さを変えながら，出力信号を測定用 ILS
受信機で DDM を測定した。その結果は図 2 に示すとお

り，通常の GP のハイトパターンとなり，モニタの位置

や製造誤差等があっても，従来の 1 素子のモニタと同様

に設置高の調整で補正できることが確認できた。 
 

 
 

 

 

3.2 GP モニタ反射板の特性の検討 

当研究所開発による改良型反射板とドイツ方式の多

層構造反射板について比較検討をした。図 3 に GP の

NFM 及びモニタ反射板の位置関係および 2 カ国の反

射板の断面の層構造を示す。図(b)に示すようにわが国

の反射板は、従来の融雪変動を最小化するために開発

したもので、鋼板製メッシュで裏打ちされた厚さ

19cm のアスファルトコンクリートを用いた反射板で

ある。図(c)にドイツ方式の多層構造体を用いた反射板

を示す。本方式の特徴は下層になるにつれて、誘電率

を減少させている点である。 
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モニタ電波特性の相違についてシミユレーションによ

り検討した結果、反射板上の雪が融けて誘電率が大きく

なったときの日本方式のモニタ指示値は遠方パス特性と

同様に融雪変動が生じないが、ドイツ方式は融雪による

変動が発生する。これは当研究所で研究した最適な厚さ

である 19cm のアスファルトコンクリートの効果である。 

しかし、反射板上に雪が積もったときのモニタ指示値

の変化を検討した結果、日本方式では積雪深 0.25m まで

は遠方特性とよく一致するが、0.25 から 0.4m の範囲で著

しい変動が生じる。これは格子状金網を使用しているた

め、金網面で完全反射しているためである。一方のドイ

ツ方式は積雪深による上下変動は傾向が遠方特性とほぼ

一致している。したがって、両方の長所を取り入れた構

造により改善可能であることが分かった。 
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よび測定面に密着させて測定した時の透過共振特性（共

振周波数、共振帯域幅）の変化から、測定試料の複素誘

電率を推定する近似式を FDTD 法（時間領域差分法）に

よる解析結果から導出した。 
本センサは、共振器漏洩電磁界と測定試料との相互

作用による共振器特性の変化量から複素誘電率を推

定するもので、開放構造上、理論解析に基づく推定式

の導出は困難である。FDTD は共振器構造の電磁界解

析にも応用されているが、十分に厚い多種類の複素誘

電率をもつ仮想試料の測定時のセンサ特性を解析す

ることで相関チャートを得た。複素誘電率の実数部は、

共振周波数の変化量を、虚数部については帯域幅と共

振周波数の両者の変化量を考察することで導出され

た推定近似式は、FDTD の数値結果（実数部ε’=1～6、
虚数部ε”＝0～－0.5）に対し、実数部で±0.02、虚数

部で±0.006 以下の精度となることが確認されている。

また、モニタ反射板のみならず、一般的な板状試料の

測定方法としての汎用性も期待できる。推定近似式は、

図に示す PDA の計測制御端末の自動計測プログラム

に組み込んだ。スペクトラムアナライザはより小型の

ものも利用できる。 

 

図 4 携帯型複素誘電率測定装置の構成 
 
試作した複素誘電率測定装置の試験のため、誘電率

の分かっている塩化ビニルを測定し、良く一致する結

果が得られた。また、航空保安大学岩沼分校の教育用

GP 反射板のアスファルト層において複素誘電率測定

実験（H22.7.29) を行い、アスファルトとして妥当な

測定結果が得られることを確認した。 
 

４．まとめ 

ILS GP の近傍モニタにおける近接効果を低減し遠方

界との相関を向上するため、アレイアンテナによる近傍

モニタを開発した。従来のモニタと同等な初期状態から

最急降下法で合成係数を補正した。この結果得られた合

成係数は信号合成器のパラメータの設定により実現可能

であり、パッシブ素子による単純なモニタ構成であるた

め、信頼性の低下を抑えることができる。この結果を確

認するため、当研究所の電波無響室においてスケール

モデル実験を行い、積雪深によって近傍モニタの特性は

遠方特性と差があるが、近傍でもアレイを最適化するこ

とにより遠方特性に近づくことが確認できた。また、設

置調整の容易性について確認するため、実際の周波数に

おいて積雪のない通常状態ではあるが基本的なハイ

トパターン特性の測定実験を行い、モニタの位置や製

造誤差等があっても，従来の 1 素子のモニタと同様に設

置高の調整で補正できることが確認できた。 
モニタ反射板については、当研究所開発による日本方

式反射板とドイツ方式の多層構造反射板について比較検

討をした。日本方式反射板は融雪時の変動が非常に少な

くなり、ドイツ方式反射板と比べて安定している。反射

板上に雪が積もったときのモニタ指示値の変化につ

いてシミユレーションでは、ドイツ方式は積雪深によ

る上下変動は傾向が遠方特性とほぼ一致しているが、

日本方式は積雪が 0.25m を超えた状態で著しい変動

が生じる。したがって、両方の長所を取り入れた構造

により改善可能であることが分かった。 
反射特性に影響する反射板のアスファルトの誘電率

を簡易に測定できるようにするため、誘電率測定装置の

開発を行った。試作した複素誘電率測定装置の試験の

ため、誘電率の分かっている塩化ビニルを測定し、良

く一致する結果が得られた。また、航空保安大学岩沼

分校の教育用GP反射板のアスファルト層において複

素誘電率測定実験を行い、アスファルトとして妥当な

測定結果が得られることを確認した。 
今後これらの報告を航空局に行い、運用機材への導

入に繋げるようにしたい。 
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携帯電子機器に対する航空機上システムの耐電磁干渉性能に関する研究【重点研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○米本成人、河村暁子、二ッ森俊一、朝倉道弘，磯崎栄寿 

研究期間  平成 21 年度～平成 24 年度 

 

１．はじめに 

 携帯電話や通信機能付きパソコン等、意図的に電波を放

射する携帯電子機器（T-PED：Transmitting Portable Electronic 

Device）は、従来の機器より一般に放射電波レベルが高く、

航法装置、通信装置、操縦装置等の機上装置に電磁干渉

(EMI)を与える可能性が高いといわれている。当研究所では

米国航空無線技術委員会（RTCA）を通じて、T-PED を安

全に使用するための検証手順が示す国際的な基準策定に関

わってきた。これにより、全面的に禁止されている T-PED

の航空機内での使用が欧米を中心として進められており、

わが国でもT-PEDの機内使用基準等に関する研究が望まれ

ている。 

 本研究ではT-PEDの電波が航空機上の装置に干渉する可

能性について、航空機そのものの電波に対する耐性を基に

評価するための技術を検討する。これにより航空機内から

放射される電波によって起こりうる障害を明らかにし、そ

の事象が許容される発生頻度より総合的に安全性を評価す

ることが期待されている。なお、EMI の可能性評価には

RTCA 基準を参照すると共に、世界で唯一我が国にのみに

制度が存在する携帯電子機器（PED）が原因と疑われる機

上装置不具合に関する EMI 事例報告を活用する。また、我

が国の最新 T-PED について検証するとともに、安全にさま

ざまな PED を使用できる航空機側の性能要件を明らかに

する。 

 

２．研究の概要 

 本研究は 4 年計画であり、平成 22 年度は 2 年目である。

本年度は、実測データに基づく、電磁干渉確率推定手法の

検討、および航空機内電波環境記録装置の開発・実測を行

った。航空機搭載無線機器に電磁波が侵入する場合、電波

は航空機内のさまざまな個所を伝わり、減衰して侵入する。

その減衰の度合いを経路損失とよび、航空機固有の電波伝

搬特性となる。電磁干渉確率を推定するために必要となる

経路損失を高速に測定するシステムを製作し、代表的な航

空機について実測を行い、データベースの構築を行う。ま

た、運航中の航空機で発生している電波環境を記録するた

めのシステムの構築を行う。加えて、継続的に実施してい

る航空会社からの EMI 報告を分析する。 

３．研究内容/ 

・電磁干渉確率推定手法の検討 

経路損失は電波の発生する場所や周波数、該当するアンテ

ナの設置場所等によって異なる値となる。昨年度構築した

経路損失測定システムをさらに高速化し、また 2 系統並行

して測定できるよう構築したことで、従来 2 週間必要であ

った経路損失分布測定を 565 席の大型航空機であっても 1

日で測定できるシステムを構築した。各航空会社の協力の

下、複数の航空機について経路損失データの蓄積を行った。

これら得られたデータが自由に活用できる見込みが得られ、

これらの測定値をデータベースとして活用することで、乗

客が持ち込む様々な電子機器の影響評価が可能となった。

携帯電話等から発せられる通信用の電波と回路に電流が流

れることで漏れ出てくる電波の値を用いることで、各種搭

載無線機器に侵入する電波の量を統計的に求めることが可

能となった。 

・航空機内電波環境記録装置の開発 

航空機内で乗客が PED を使用する場合には様々な電波が

発生する可能性がある。これらの電波が有害な周波数や強

さでないことを監視するため、航空機内に持ち込みが可能

な電波環境記録装置の開発を行った。携帯用スペクトラム

アナライザとノートパソコンを用いたシステムを構築し、1

秒間に数回で電波の発生状況を記録できることを確認した。 

・EMI 事例報告の分析 

機内に持ち込まれる携帯電子機器が原因と疑われる機上装

置の不具合が発生したとき、航空会社から EMI 事例報告が

提出される。2010 年の報告件数は 11 件、これまでの総件

数は 280 件となった。今回は航空会社の協力を得て，過去

に発生した EMI 事象の追跡調査を行った。その結果過去に

発生した事例のうち約 50 件程度は機上システムの不具合

に起因するものと判断できた。 

尚、EMI事例報告及び電子航法研究所における追跡調査は、

世界的に見ても他に例が無いため、国際的に貴重なデータ

となっている。 

・地上における携帯電子機器の使用時の影響評価 

上記の経路損失データベースを利用した電磁干渉確率推定

手法、及び EMI 事例報告の分析を活用して、国土交通省航

空局航空安全推進課の要請を受け、地上における携帯電子

 

 

機器使用時の影響について調査した。調査の結果通常の運

用形態においては電磁干渉の影響は 0 に近いことを示した。

また、電磁干渉が起こる可能性の高い事例として 3 類型を

明示して、今後も注視していく必要があることを示した。

この結果、告示が改正され、携帯電話の使用制限が緩和さ

れた。 

・電磁干渉に強い航空機の評価 

昨年度までに航空機の窓をアクリル板から電磁遮蔽構造に

置き換えることで、電磁干渉に対して堅牢な構造となるこ

とを示してきた。これらの評価手法を用いて、新型航空機

用の複数の窓材、窓取り付け構造について評価を行った。 

 

４．まとめ 

 本研究では，乗客が持ち込む携帯電子機器から発せられ

る電波に対して航空機搭載機器がもつ電波耐性を明らかに

して、航空機内で携帯電子機器が運航の安全を脅かすこと

なく使用できる条件を明確にすることを目的としている。 

 本年度は電磁干渉確率推定手法の検討、航空機内電波環

境測定記録装置の開発、EMI 事例報告の分析行った。その

他にも地上における携帯電子機器の使用時の影響評価 

を行い、携帯電話の使用制限が緩和される成果につながっ

た。 

今後は、侵入してくる妨害電波に対して、航空機が引き

起こす障害の程度を分析する必要がある。これには従来よ

りも強い電波を出す携帯電子機器に対する問題と、強電界

にさらされた航空機搭載機器の障害事象の分析が必要とな

るため、主要な搭載電子機器を用いた評価手法の検討を行

う。また、機体の設計段階で航空機の耐電磁干渉性能が評

価できるようなコンピュータ・シミュレーション法につい

て検討する。 
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携帯電子機器に対する航空機上システムの耐電磁干渉性能に関する研究【重点研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○米本成人、河村暁子、二ッ森俊一、朝倉道弘，磯崎栄寿 

研究期間  平成 21 年度～平成 24 年度 

 

１．はじめに 

 携帯電話や通信機能付きパソコン等、意図的に電波を放

射する携帯電子機器（T-PED：Transmitting Portable Electronic 

Device）は、従来の機器より一般に放射電波レベルが高く、

航法装置、通信装置、操縦装置等の機上装置に電磁干渉

(EMI)を与える可能性が高いといわれている。当研究所では

米国航空無線技術委員会（RTCA）を通じて、T-PED を安

全に使用するための検証手順が示す国際的な基準策定に関

わってきた。これにより、全面的に禁止されている T-PED

の航空機内での使用が欧米を中心として進められており、

わが国でもT-PEDの機内使用基準等に関する研究が望まれ

ている。 

 本研究ではT-PEDの電波が航空機上の装置に干渉する可

能性について、航空機そのものの電波に対する耐性を基に

評価するための技術を検討する。これにより航空機内から

放射される電波によって起こりうる障害を明らかにし、そ

の事象が許容される発生頻度より総合的に安全性を評価す

ることが期待されている。なお、EMI の可能性評価には

RTCA 基準を参照すると共に、世界で唯一我が国にのみに

制度が存在する携帯電子機器（PED）が原因と疑われる機

上装置不具合に関する EMI 事例報告を活用する。また、我

が国の最新 T-PED について検証するとともに、安全にさま

ざまな PED を使用できる航空機側の性能要件を明らかに

する。 

 

２．研究の概要 

 本研究は 4 年計画であり、平成 22 年度は 2 年目である。

本年度は、実測データに基づく、電磁干渉確率推定手法の

検討、および航空機内電波環境記録装置の開発・実測を行

った。航空機搭載無線機器に電磁波が侵入する場合、電波

は航空機内のさまざまな個所を伝わり、減衰して侵入する。

その減衰の度合いを経路損失とよび、航空機固有の電波伝

搬特性となる。電磁干渉確率を推定するために必要となる

経路損失を高速に測定するシステムを製作し、代表的な航

空機について実測を行い、データベースの構築を行う。ま

た、運航中の航空機で発生している電波環境を記録するた

めのシステムの構築を行う。加えて、継続的に実施してい

る航空会社からの EMI 報告を分析する。 

３．研究内容/ 

・電磁干渉確率推定手法の検討 

経路損失は電波の発生する場所や周波数、該当するアンテ

ナの設置場所等によって異なる値となる。昨年度構築した

経路損失測定システムをさらに高速化し、また 2 系統並行

して測定できるよう構築したことで、従来 2 週間必要であ

った経路損失分布測定を 565 席の大型航空機であっても 1

日で測定できるシステムを構築した。各航空会社の協力の

下、複数の航空機について経路損失データの蓄積を行った。

これら得られたデータが自由に活用できる見込みが得られ、

これらの測定値をデータベースとして活用することで、乗

客が持ち込む様々な電子機器の影響評価が可能となった。

携帯電話等から発せられる通信用の電波と回路に電流が流

れることで漏れ出てくる電波の値を用いることで、各種搭

載無線機器に侵入する電波の量を統計的に求めることが可

能となった。 

・航空機内電波環境記録装置の開発 

航空機内で乗客が PED を使用する場合には様々な電波が

発生する可能性がある。これらの電波が有害な周波数や強

さでないことを監視するため、航空機内に持ち込みが可能

な電波環境記録装置の開発を行った。携帯用スペクトラム

アナライザとノートパソコンを用いたシステムを構築し、1

秒間に数回で電波の発生状況を記録できることを確認した。 

・EMI 事例報告の分析 

機内に持ち込まれる携帯電子機器が原因と疑われる機上装

置の不具合が発生したとき、航空会社から EMI 事例報告が

提出される。2010 年の報告件数は 11 件、これまでの総件

数は 280 件となった。今回は航空会社の協力を得て，過去

に発生した EMI 事象の追跡調査を行った。その結果過去に

発生した事例のうち約 50 件程度は機上システムの不具合

に起因するものと判断できた。 

尚、EMI事例報告及び電子航法研究所における追跡調査は、

世界的に見ても他に例が無いため、国際的に貴重なデータ

となっている。 

・地上における携帯電子機器の使用時の影響評価 

上記の経路損失データベースを利用した電磁干渉確率推定

手法、及び EMI 事例報告の分析を活用して、国土交通省航

空局航空安全推進課の要請を受け、地上における携帯電子

 

 

機器使用時の影響について調査した。調査の結果通常の運

用形態においては電磁干渉の影響は 0 に近いことを示した。

また、電磁干渉が起こる可能性の高い事例として 3 類型を

明示して、今後も注視していく必要があることを示した。

この結果、告示が改正され、携帯電話の使用制限が緩和さ

れた。 

・電磁干渉に強い航空機の評価 

昨年度までに航空機の窓をアクリル板から電磁遮蔽構造に

置き換えることで、電磁干渉に対して堅牢な構造となるこ

とを示してきた。これらの評価手法を用いて、新型航空機

用の複数の窓材、窓取り付け構造について評価を行った。 

 

４．まとめ 

 本研究では，乗客が持ち込む携帯電子機器から発せられ

る電波に対して航空機搭載機器がもつ電波耐性を明らかに

して、航空機内で携帯電子機器が運航の安全を脅かすこと

なく使用できる条件を明確にすることを目的としている。 

 本年度は電磁干渉確率推定手法の検討、航空機内電波環

境測定記録装置の開発、EMI 事例報告の分析行った。その

他にも地上における携帯電子機器の使用時の影響評価 

を行い、携帯電話の使用制限が緩和される成果につながっ

た。 

今後は、侵入してくる妨害電波に対して、航空機が引き

起こす障害の程度を分析する必要がある。これには従来よ

りも強い電波を出す携帯電子機器に対する問題と、強電界

にさらされた航空機搭載機器の障害事象の分析が必要とな

るため、主要な搭載電子機器を用いた評価手法の検討を行

う。また、機体の設計段階で航空機の耐電磁干渉性能が評

価できるようなコンピュータ・シミュレーション法につい

て検討する。 
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航空機の安全運航支援に関する研究 【重点研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○大津山卓哉、塩地誠、小瀬木滋、三垣充彦 

研究期間  平成 19 年度～平成 22 年度 

 

1. はじめに 

航空機の安全運航のためには，飛行するすべての航空機

が互いの位置や速度の情報を知らせ合い地上の航空官署

でもそれらの情報を把握できることが望ましい。また、航

空の安全に必要な情報を地上から航空機へ自動送信すれ

ばより安全な運航が期待できる。それを実現するための技

術の開発、ならびにその運用方式検討の必要性がうたわれ

ている。 

欧米でも監視および運航支援情報の放送技術(ADS-B: 

放送型自動位置情報伝送・監視機能、TIS-B: トラフィッ

ク情報サービス放送、FIS-B: 飛行情報サービス放送等)を

活用した航空機搭載装置と地上設備の開発が行われてい

る。また、これらを搭載/設置して周辺航空交通の把握・

地上と機上の情報共有などの運用(実証)実験も、米国キャ

プストーン計画を初めとして行われているところである。 

これらの技術により、航空機が周辺を飛行する航空機の

位置を自動的に把握することができ、将来の高密度な運航

への適応、大型機と小型機の最適な共存、悪天回避や迅速

な捜索救難活動が可能となるなど、航空の安全性・信頼性

の向上に大いに寄与するものと期待されている。 

そこで、航空機の安全運航のために本研究では、飛行中

のすべての航空機が互いの位置がわかり、航空の安全に必

要な情報が地上から航空機へ自動送信され、運航中の航空

機上で表示・確認できる技術の開発を目的としている。ま

たこれにより第 3 期科学技術基本計画である「交通・輸送

システムの安全性・信頼性の向上」に寄与することも目指

している。 

 

2. 研究の概要 

本研究は 4 カ年計画であり、最終年度である平成 22 年

度は下記のことを行った。 

①自動送信方式の検討 

②航空機による実証試験 

③地上監視情報源の開発 

④拡張スキッタによる飛行情報サービス放送(FIS-B)の

調査・検討 

⑤TIS-B/FIS-B についてのまとめ 

 

3. 研究成果 

3.1 航空機による実証試験 

昨年度までに製作した送信システム(情報処理部、信号

生成装置、高周波増幅部)を連接し、さらに干渉防止装置

を含めた TIS-B 地上送信部を 1 号棟に設置した。本システ

ムは 1090MHz の信号を 200W の出力で送信するが、SSR

への干渉防止装置があるために調布 SSR 局から 50m の地

点で TIS-B 信号の送信を行っても SSR に対して有害な干

渉を与えない。この機能が有効に働いていることが実証で

きた。 

3.2 TIS-B システムの評価・検証 

実証実験時に得られたデータを基にシステム性能の評

価・検証を行った。システムレイテンシや送信情報の精度

などについての検証を行った。これらの検証結果は現在

RTCA にて改定作業中の ASAS-MOPS WG に TIS-B レイテ

ンシの実現可能根拠の一つとして紹介した。 

 

3.3 拡張スキッタ生成装置の改良 

拡張スキッタによる FIS-B を実現するために、拡張スキ

ッタ生成装置の構成を変更して、自由なフォーマットのメ

ッセージを送れるよう改良を行った。これまでのシステム

ではモード S アドレスを持つ航空機の位置情報しか送れ

なかったが、この改良によって位置情報だけでなく、速度

や便名など機上監視に必要な様々なメッセージを送れる

ようになった。それとともに、未使用のダウンリンクフォ

図：実証実験時に得られたデータより求めた TIS-B シ

ステムレイテンシ。干渉防止装置が動作した場合にも

すべてのデータは 500ms 以内に伝送できることが明

らかになった。 

ーマットを使用した FIS-Bメッセージの送信が可能となっ

た。 

3.4 電気通信大学との共同研究実施 

 「雷の発生メカニズムに関する研究」について電気通信

大学と共同研究を実施した。本年は雷放電に伴って発生す

る電離層擾乱の光学観測および電離層擾乱発生による電

波伝搬異常の観測とシミュレーションを行った。光学観測

では岩沼分室に高感度カメラを設置し、冬の日本海側で発

生する雷放電とそれに伴う高層大気の発光現象を観測す

ることができた。これらの観測結果とシミュレーションよ

り大規模雷放電の発生メカニズムについて引き続き検討

を行う。 

 

4. まとめ 

本年度までの研究でTIS-B送信システムとしての大方の

機能は実現可能となった。本システムを使うことにより周

辺航空機の把握が容易になり、航空の安全に寄与すること

ができるものと考える。ただし飛行中の交通情報の利用法

など運用方法については現在 RFG 会議等で検討が行われ

ている最中であり、運用方式に応じたシステム性能の調整

は今後の課題である。特に、現在の TIS-B システムでは航

空機の位置情報しか送信することが出来ないため、今度コ

ールサインや速度ベクトルについても送信できるよう信

号生成装置を改良する予定である。また、拡張スキッタで

行う事が難しいとされている FIS-Bについても実現可能な

範囲について検討を始めたところであり実験室での実現

を目指している。さらに TIS-B システムを使った機上監視

応用方式の実証検証を行い、実運用環境における要求性能

の確認と実現のための課題を調査・検討する必要がある。

また、パイロットに対してどのような形で情報を見せるか

についても検討する必要がある。 
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図：仙台空港より撮影した雷放電に伴う高層大気発

光現象(オレンジ丸内)。新潟付近で発生した雷放電

に伴って発生したもの。 
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航空機の安全運航支援に関する研究 【重点研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○大津山卓哉、塩地誠、小瀬木滋、三垣充彦 

研究期間  平成 19 年度～平成 22 年度 

 

1. はじめに 

航空機の安全運航のためには，飛行するすべての航空機

が互いの位置や速度の情報を知らせ合い地上の航空官署

でもそれらの情報を把握できることが望ましい。また、航

空の安全に必要な情報を地上から航空機へ自動送信すれ

ばより安全な運航が期待できる。それを実現するための技

術の開発、ならびにその運用方式検討の必要性がうたわれ

ている。 

欧米でも監視および運航支援情報の放送技術(ADS-B: 

放送型自動位置情報伝送・監視機能、TIS-B: トラフィッ

ク情報サービス放送、FIS-B: 飛行情報サービス放送等)を

活用した航空機搭載装置と地上設備の開発が行われてい

る。また、これらを搭載/設置して周辺航空交通の把握・

地上と機上の情報共有などの運用(実証)実験も、米国キャ

プストーン計画を初めとして行われているところである。 

これらの技術により、航空機が周辺を飛行する航空機の

位置を自動的に把握することができ、将来の高密度な運航

への適応、大型機と小型機の最適な共存、悪天回避や迅速

な捜索救難活動が可能となるなど、航空の安全性・信頼性

の向上に大いに寄与するものと期待されている。 

そこで、航空機の安全運航のために本研究では、飛行中

のすべての航空機が互いの位置がわかり、航空の安全に必

要な情報が地上から航空機へ自動送信され、運航中の航空

機上で表示・確認できる技術の開発を目的としている。ま

たこれにより第 3 期科学技術基本計画である「交通・輸送

システムの安全性・信頼性の向上」に寄与することも目指

している。 

 

2. 研究の概要 

本研究は 4 カ年計画であり、最終年度である平成 22 年

度は下記のことを行った。 

①自動送信方式の検討 

②航空機による実証試験 

③地上監視情報源の開発 

④拡張スキッタによる飛行情報サービス放送(FIS-B)の

調査・検討 

⑤TIS-B/FIS-B についてのまとめ 

 

3. 研究成果 

3.1 航空機による実証試験 

昨年度までに製作した送信システム(情報処理部、信号

生成装置、高周波増幅部)を連接し、さらに干渉防止装置

を含めた TIS-B 地上送信部を 1 号棟に設置した。本システ

ムは 1090MHz の信号を 200W の出力で送信するが、SSR

への干渉防止装置があるために調布 SSR 局から 50m の地

点で TIS-B 信号の送信を行っても SSR に対して有害な干

渉を与えない。この機能が有効に働いていることが実証で

きた。 

3.2 TIS-B システムの評価・検証 

実証実験時に得られたデータを基にシステム性能の評

価・検証を行った。システムレイテンシや送信情報の精度

などについての検証を行った。これらの検証結果は現在

RTCA にて改定作業中の ASAS-MOPS WG に TIS-B レイテ

ンシの実現可能根拠の一つとして紹介した。 

 

3.3 拡張スキッタ生成装置の改良 

拡張スキッタによる FIS-B を実現するために、拡張スキ

ッタ生成装置の構成を変更して、自由なフォーマットのメ

ッセージを送れるよう改良を行った。これまでのシステム

ではモード S アドレスを持つ航空機の位置情報しか送れ

なかったが、この改良によって位置情報だけでなく、速度

や便名など機上監視に必要な様々なメッセージを送れる

ようになった。それとともに、未使用のダウンリンクフォ

図：実証実験時に得られたデータより求めた TIS-B シ

ステムレイテンシ。干渉防止装置が動作した場合にも

すべてのデータは 500ms 以内に伝送できることが明

らかになった。 

ーマットを使用した FIS-Bメッセージの送信が可能となっ

た。 

3.4 電気通信大学との共同研究実施 

 「雷の発生メカニズムに関する研究」について電気通信

大学と共同研究を実施した。本年は雷放電に伴って発生す

る電離層擾乱の光学観測および電離層擾乱発生による電

波伝搬異常の観測とシミュレーションを行った。光学観測

では岩沼分室に高感度カメラを設置し、冬の日本海側で発

生する雷放電とそれに伴う高層大気の発光現象を観測す

ることができた。これらの観測結果とシミュレーションよ

り大規模雷放電の発生メカニズムについて引き続き検討

を行う。 

 

4. まとめ 

本年度までの研究でTIS-B送信システムとしての大方の

機能は実現可能となった。本システムを使うことにより周

辺航空機の把握が容易になり、航空の安全に寄与すること

ができるものと考える。ただし飛行中の交通情報の利用法

など運用方法については現在 RFG 会議等で検討が行われ

ている最中であり、運用方式に応じたシステム性能の調整

は今後の課題である。特に、現在の TIS-B システムでは航

空機の位置情報しか送信することが出来ないため、今度コ

ールサインや速度ベクトルについても送信できるよう信

号生成装置を改良する予定である。また、拡張スキッタで

行う事が難しいとされている FIS-Bについても実現可能な

範囲について検討を始めたところであり実験室での実現

を目指している。さらに TIS-B システムを使った機上監視

応用方式の実証検証を行い、実運用環境における要求性能

の確認と実現のための課題を調査・検討する必要がある。

また、パイロットに対してどのような形で情報を見せるか

についても検討する必要がある。 

5. 所外発表 
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図：仙台空港より撮影した雷放電に伴う高層大気発

光現象(オレンジ丸内)。新潟付近で発生した雷放電

に伴って発生したもの。 
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(14) 大津山、小瀬木、塩地、三垣: "拡張スキッタを使用す
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ー大会, 2009 年 9 月 
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"Development of TIS-B system using 1090MHz extended 

squitter", WSANE2009, Nov 2009 
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プターIFR 等飛行安全研究会, 2009 年 12 月 

(17) 大津山、小瀬木、塩地、三垣: "拡張スキッタによる

TIS-B 開発・評価", 第 10 回電子航法研究所発表会, 

2010 年 6 月 

(18) 大津山: “モード S 拡張スキッタによる放送型交通情

報サービス”, 航空振興財団航空交通管制システム小

委員会, 2010 年 8 月 
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線｣誌, 2010 年 9 月 

(20) 大津山: “航空機の安全運航支援に関する研究(放送型
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機情報の放送”, 飛行機シンポジウム, 2010 年 12 月 

 

監視システムの技術性能要件の研究 【重点研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○小瀬木 滋，大津山 卓哉，古賀 禎，住谷 泰人，伊藤 恵理 

研究期間  平成 22 年度～平成 25 年度 

 

１．はじめに 

空域の航空交通状況の現状確認には、レーダ等の監視

システムが使用されている。レーダ等の監視システムを

用いて空域全体の状況認識能力を持つ管制官と目視によ

る局所的監視のみが可能なパイロットを前提に、監視シ

ステムを用いる航空管制方式が定められてきている。 

 

図１．新しい監視システムの導入 

 

監視システムが新たに開発または改良された場合、航

空管制への使用可能性の評価が必要になる。従来と同じ

航空管制方式を想定する場合、すべての性能指標におい

て新しい監視システムが従来の監視システムと同等以上

の性能を示すならば、新しい監視システムを使用できる。

しかし、一部の性能指標が従来のシステムより低いが他

の性能指標が非常に良好でこれを補える可能性がある場

合も、航空管制の可能性を判断する必要がある。 

 
図２．新しい運用方式の導入 

 

また、航空機トラジェクトリの精密な管理やパイロッ

トによる航空機位置の相互監視やその活用など、新しい

運用方式の導入前に、使用する監視システムに求められ

る性能を知る必要がある。 

以上のように、想定する運用方式のための運用性能要

件を基に、使用される監視システムの測定精度や信頼性

指標など技術性能要件を求める必要がある。 

 

２．研究の概要 

本研究では、これまでにまとめられている運用方式を

もとに監視システムの技術性能要件 TPRS（Technical 

Performance Requirements for Surveillance systems）

を確立し、空域運用改善を支援することを目的とする。 

このため、次の事項を研究目標としている。 

・ 次世代監視システムの技術性能を測定する機材お

よび手法の開発 

・ 航空機動態情報の信頼性に関する評価 

・ 次世代監視システムで使用される 1030/1090MHz

信号環境の測定と監視性能予測 

・ 空対空監視システムの技術性能要件の作成 

 

３．研究成果 

研究目標を実現するため、次の事項を実施する。 

・ 監視システムや運用方式の標準化動向の調査 

・ 監視システムの技術性能要件 TPRS の開発 

・ TPRS 記載事項の測定手法の開発 

・ 1030/1090MHz 信号環境測定と監視性能予測 

・ 航空機動態情報の取得蓄積と信頼性評価 

平成 22 年度は，次の事項を実施した。 

 

3.1 次世代監視方式の動向等の調査 

次世代監視方式動向、機上監視要件、ACAS/ATM 整合性

を会議参加や文献により調査した。 

ICAO の機上監視タスクフォース（ASTAF: Airborne 

Surveillance Task-Force）会議や航空監視パネル ASP

の作業部会に参加し，監視システムの技術性能要件を調

査するとともに、ICAO 文書の改定に寄与した。 

・ ASAS システム構成図案提案 (ASTAF) 

・ ICAO ACAS manual 改訂案作成 (ASP/WG) 

所内の SSR 関連研究課題とも連携し、ASP/WG では ACAS

ダウンリンク情報の信頼性に関する情報を提供し、米欧
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(18) 大津山: “モード S 拡張スキッタによる放送型交通情

報サービス”, 航空振興財団航空交通管制システム小

委員会, 2010 年 8 月 

(19) 大津山、小瀬木、塩地、三垣: "拡張スキッタによる

TIS-B 開発・評価",航空保安無線システム協会｢航空無

線｣誌, 2010 年 9 月 

(20) 大津山: “航空機の安全運航支援に関する研究(放送型

交通情報サービスの開発)”, 出前講座(崇城大学・熊本

空港事務所), 2010 年 9 月 

(21) T. Otsuyama, S. Ozeki, M. Shioji and M. Migaki: 

"Development and feasibility flight test of TIS-B system", 
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(22) T. Otsuyama, S. Ozeki, and M. Shioji: " Development of 

TIS-B system for situation awareness enhancement", 

EIWAC2010, Nov 2010 
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監視システムの技術性能要件の研究 【重点研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○小瀬木 滋，大津山 卓哉，古賀 禎，住谷 泰人，伊藤 恵理 

研究期間  平成 22 年度～平成 25 年度 

 

１．はじめに 

空域の航空交通状況の現状確認には、レーダ等の監視

システムが使用されている。レーダ等の監視システムを

用いて空域全体の状況認識能力を持つ管制官と目視によ

る局所的監視のみが可能なパイロットを前提に、監視シ

ステムを用いる航空管制方式が定められてきている。 

 

図１．新しい監視システムの導入 

 

監視システムが新たに開発または改良された場合、航

空管制への使用可能性の評価が必要になる。従来と同じ

航空管制方式を想定する場合、すべての性能指標におい

て新しい監視システムが従来の監視システムと同等以上

の性能を示すならば、新しい監視システムを使用できる。

しかし、一部の性能指標が従来のシステムより低いが他

の性能指標が非常に良好でこれを補える可能性がある場

合も、航空管制の可能性を判断する必要がある。 

 
図２．新しい運用方式の導入 

 

また、航空機トラジェクトリの精密な管理やパイロッ

トによる航空機位置の相互監視やその活用など、新しい

運用方式の導入前に、使用する監視システムに求められ

る性能を知る必要がある。 

以上のように、想定する運用方式のための運用性能要

件を基に、使用される監視システムの測定精度や信頼性

指標など技術性能要件を求める必要がある。 

 

２．研究の概要 

本研究では、これまでにまとめられている運用方式を

もとに監視システムの技術性能要件 TPRS（Technical 

Performance Requirements for Surveillance systems）

を確立し、空域運用改善を支援することを目的とする。 

このため、次の事項を研究目標としている。 

・ 次世代監視システムの技術性能を測定する機材お

よび手法の開発 

・ 航空機動態情報の信頼性に関する評価 

・ 次世代監視システムで使用される 1030/1090MHz

信号環境の測定と監視性能予測 

・ 空対空監視システムの技術性能要件の作成 

 

３．研究成果 

研究目標を実現するため、次の事項を実施する。 

・ 監視システムや運用方式の標準化動向の調査 

・ 監視システムの技術性能要件 TPRS の開発 

・ TPRS 記載事項の測定手法の開発 

・ 1030/1090MHz 信号環境測定と監視性能予測 

・ 航空機動態情報の取得蓄積と信頼性評価 

平成 22 年度は，次の事項を実施した。 

 

3.1 次世代監視方式の動向等の調査 

次世代監視方式動向、機上監視要件、ACAS/ATM 整合性

を会議参加や文献により調査した。 

ICAO の機上監視タスクフォース（ASTAF: Airborne 

Surveillance Task-Force）会議や航空監視パネル ASP

の作業部会に参加し，監視システムの技術性能要件を調

査するとともに、ICAO 文書の改定に寄与した。 

・ ASAS システム構成図案提案 (ASTAF) 

・ ICAO ACAS manual 改訂案作成 (ASP/WG) 

所内の SSR 関連研究課題とも連携し、ASP/WG では ACAS

ダウンリンク情報の信頼性に関する情報を提供し、米欧
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とともに国際共同調査の準備を進めている。 

また、運用方式の標準化における技術的根拠を記載し

た資料を得るため、RTCA/EUROCAE RFG（Requirement Focus 

Group：要件検討会議）に参加し調査を進めた。RFG 会議

の成果は，RTCA/EUROCAE から SPIR (Safety, Performance 

and Interoperability Requirements) として出版されて

いる。今後は SASP や ASP など関連 ICAO 会議にも SPIR

が基礎資料として活用される見込みである。 

この他に、関連する所内の研究課題（航空機の安全運

航支援）と連携し RTCA/SC-186 会議などから監視システ

ム遅延時間の要件などの情報も得た。 

 

3.2 技術性能要件項目の作成および性能測定手法と性能

予測評価手法の調査 

監視システムの技術性能要件の項目を、SPIR を基にま

とめた。特に、最も基本的な空対空監視の応用例として

飛行中のパイロットの目視支援に着目し、これに必要な

監視システム性能を複数の監視方式について試算した結

果を当研究所の研究報告会にて事例を報告した。 

また、非常に低い確率を測定する手法を調査した。測

定可能な比較的高い確率を持つパラメタを組み合わせて、

性能要件パラメタを求めるための基本モデルを調査した。 

 

3.3 信号環境測定と将来予測について年次報告 

監視システムが使用する 1030/1090MHz 帯域の受信信

号波形を記録分析するため、飛行実験を実施した。 

測定記録された信号環境を再生することも可能であり、

今後の監視性能測定や機器試験の際に必要となる干渉ベ

ンチ試験等に活用できる見通しを得た。 

また、信号環境予測にマルチパスの影響を正確に反映

するため、電波伝搬分析ソフトウェアを導入した。 

 

3.4 監視情報信頼性の実態と補強手法を調査 

当研究所の実験用 SSR モード S を活用し、航空機から

ダウンリンクされる信号を記録蓄積した。また、ACAS ダ

ウンリンク情報等の信頼性分析を自動化するソフトウェ

アを製作し、今後の実験に必要な機材を整備した。 

 

４．考察等 

将来の経済的で円滑な監視システム導入と運用

に資するような成果活用をめざし、状況の変化に対

応しつつ研究を進めたい。 

 

主な掲載文献 

(1)  S. Ozeki, J-M. Loscos: “CHANGE PROPOSAL TO ACAS 

MANUAL (Doc. 9863) AFTER THE LATE INPUT TO STATE 

LETTER 57e”, ICAO ASP/WG, April 2010 

(2)  S. Ozeki: “Effect of Multipath Echoes on Transponder 

Decoder”, ICAO ASP/WG, April 2010 

(3)  T. Koga, et.al.: “RA downlink Evaluations with the 

ENRI Experimental SSR mode S”, ICAO ASP/WG, April 

2010 

(4)  S. Ozeki: “SI unit Conversion for section 3.16 of 

Doc.9863”, ICAO ASP/WG, April 2010 

(5)  S. Ozeki: “State Letter Discussions”, JTIDS / MIDS 

Multi-National Working Group, May 2010 

(6)  小瀬木：「会議参加報告 ICAO ASTAF1」，国土交通省航

空局ICAO/ASTAF報告会，平成22年6月 

(7)  小瀬木：「ICAO ANNEX10 改訂 85 の背景」，総務省情報通

信審議会技術分科会航空無線通信委員会監視作業班，平

成22年6月 

(8)  小瀬木：「JTIDS干渉からの保護－MLATの場合」，航空局

技術管理センター準備室，平成22年7月 

(9)  小瀬木，住谷，古賀，大津山，伊藤：「機上監視に関す

る国際動向」，国土交通省航空局CARATS監視アドホック

会議，平成22年9月 

(10)  小瀬木：「ACASへの在地上判定の影響」，総務省情報通信

審議会技術分科会航空無線通信委員会監視作業班，平成

22年9月 

(11)  小瀬木，住谷，古賀，大津山，伊藤：「機上監視に関す

る国際動向と高密度運用」，国土交通省航空局CARATS第

２回高密度運行WG，平成22年9月 

(12)  S. Ozeki: “Error Compensation for 1030 MHz Signal 

Environment Estimation”,ICSANE2010,平成22年10月 

(13)  小瀬木：「RTCA / EUROCAE ASA/GSA-RFG 第25回会議 会

議概要報告書」，国土交通省航空局，平成22年10月 

(14)  S. Ozeki: “Consideration on the compatibility 

between UAS and ACAS”, ICAO ASP/WG, October 2010 

(15)  小瀬木：「ATM/CNS に関する最近の研究動向」，航空保安

大学校特別講義，平成22年11月 

(16)  S. Ozeki: “AS functional diagram for ASM”, ICAO 

ASTAF, February 2011 

(17)  小瀬木：「次世代運航 TF 作業の考え方と経緯」，NEDO

航空機分野の戦略作成調査 装備品作業部会，平成 23

年2月 

(18)  小瀬木，大津山，古賀，住谷：「航空無線航法用周波数

の電波信号環境に関する研究」，平成22年度電子航法研

究所報告会，平成22年11月 

 

(19)  小瀬木、大津山、古賀、住谷、伊藤：「監視システムの

性能要件に関する一考察」、電子航法研究所研究発表会、

平成23年6月 
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とともに国際共同調査の準備を進めている。 

また、運用方式の標準化における技術的根拠を記載し

た資料を得るため、RTCA/EUROCAE RFG（Requirement Focus 

Group：要件検討会議）に参加し調査を進めた。RFG 会議

の成果は，RTCA/EUROCAE から SPIR (Safety, Performance 

and Interoperability Requirements) として出版されて

いる。今後は SASP や ASP など関連 ICAO 会議にも SPIR

が基礎資料として活用される見込みである。 

この他に、関連する所内の研究課題（航空機の安全運

航支援）と連携し RTCA/SC-186 会議などから監視システ

ム遅延時間の要件などの情報も得た。 

 

3.2 技術性能要件項目の作成および性能測定手法と性能

予測評価手法の調査 

監視システムの技術性能要件の項目を、SPIR を基にま

とめた。特に、最も基本的な空対空監視の応用例として

飛行中のパイロットの目視支援に着目し、これに必要な

監視システム性能を複数の監視方式について試算した結

果を当研究所の研究報告会にて事例を報告した。 

また、非常に低い確率を測定する手法を調査した。測

定可能な比較的高い確率を持つパラメタを組み合わせて、

性能要件パラメタを求めるための基本モデルを調査した。 

 

3.3 信号環境測定と将来予測について年次報告 

監視システムが使用する 1030/1090MHz 帯域の受信信

号波形を記録分析するため、飛行実験を実施した。 

測定記録された信号環境を再生することも可能であり、

今後の監視性能測定や機器試験の際に必要となる干渉ベ

ンチ試験等に活用できる見通しを得た。 

また、信号環境予測にマルチパスの影響を正確に反映

するため、電波伝搬分析ソフトウェアを導入した。 

 

3.4 監視情報信頼性の実態と補強手法を調査 

当研究所の実験用 SSR モード S を活用し、航空機から

ダウンリンクされる信号を記録蓄積した。また、ACAS ダ

ウンリンク情報等の信頼性分析を自動化するソフトウェ

アを製作し、今後の実験に必要な機材を整備した。 

 

４．考察等 

将来の経済的で円滑な監視システム導入と運用

に資するような成果活用をめざし、状況の変化に対

応しつつ研究を進めたい。 

 

主な掲載文献 

(1)  S. Ozeki, J-M. Loscos: “CHANGE PROPOSAL TO ACAS 

MANUAL (Doc. 9863) AFTER THE LATE INPUT TO STATE 

LETTER 57e”, ICAO ASP/WG, April 2010 

(2)  S. Ozeki: “Effect of Multipath Echoes on Transponder 

Decoder”, ICAO ASP/WG, April 2010 

(3)  T. Koga, et.al.: “RA downlink Evaluations with the 

ENRI Experimental SSR mode S”, ICAO ASP/WG, April 

2010 

(4)  S. Ozeki: “SI unit Conversion for section 3.16 of 

Doc.9863”, ICAO ASP/WG, April 2010 

(5)  S. Ozeki: “State Letter Discussions”, JTIDS / MIDS 

Multi-National Working Group, May 2010 

(6)  小瀬木：「会議参加報告 ICAO ASTAF1」，国土交通省航

空局ICAO/ASTAF報告会，平成22年6月 

(7)  小瀬木：「ICAO ANNEX10 改訂 85 の背景」，総務省情報通

信審議会技術分科会航空無線通信委員会監視作業班，平

成22年6月 

(8)  小瀬木：「JTIDS干渉からの保護－MLATの場合」，航空局

技術管理センター準備室，平成22年7月 

(9)  小瀬木，住谷，古賀，大津山，伊藤：「機上監視に関す

る国際動向」，国土交通省航空局CARATS監視アドホック

会議，平成22年9月 

(10)  小瀬木：「ACASへの在地上判定の影響」，総務省情報通信

審議会技術分科会航空無線通信委員会監視作業班，平成

22年9月 

(11)  小瀬木，住谷，古賀，大津山，伊藤：「機上監視に関す

る国際動向と高密度運用」，国土交通省航空局CARATS第

２回高密度運行WG，平成22年9月 

(12)  S. Ozeki: “Error Compensation for 1030 MHz Signal 

Environment Estimation”,ICSANE2010,平成22年10月 

(13)  小瀬木：「RTCA / EUROCAE ASA/GSA-RFG 第25回会議 会

議概要報告書」，国土交通省航空局，平成22年10月 

(14)  S. Ozeki: “Consideration on the compatibility 

between UAS and ACAS”, ICAO ASP/WG, October 2010 

(15)  小瀬木：「ATM/CNS に関する最近の研究動向」，航空保安

大学校特別講義，平成22年11月 

(16)  S. Ozeki: “AS functional diagram for ASM”, ICAO 

ASTAF, February 2011 

(17)  小瀬木：「次世代運航 TF 作業の考え方と経緯」，NEDO

航空機分野の戦略作成調査 装備品作業部会，平成 23

年2月 

(18)  小瀬木，大津山，古賀，住谷：「航空無線航法用周波数

の電波信号環境に関する研究」，平成22年度電子航法研

究所報告会，平成22年11月 

 

(19)  小瀬木、大津山、古賀、住谷、伊藤：「監視システムの

性能要件に関する一考察」、電子航法研究所研究発表会、

平成23年6月 

─ 101 ─



 

航空管制官の業務負荷状態計測手法の開発【重点研究】 

 

担 当 部  機上等技術領域 

担 当 者 ○塩見格一，青山久枝（ATM 領域），井上 諭（ATM 領域） 

研究期間  平成 22 年度～平成 25 年度 

 

１．はじめに  ―― 技術開発の経緯 ―― 

 1998 年，発話音声による発話者の心身状態の評価可能

性の発見以来，発話音声分析技術の実用化を目指して研究

開発を進めてきました。 

 当初は，連続的に発話音声を分析すれば疲労の蓄積と思

われる変化が観測されたことにより，音声通信により業務

を行っている航空管制官の疲労状態の評価に直ぐにでも

適用可能かと考え，実験的に朗読音声や対話音声の分析を

行いました。その結果，当時の音声信号処理アルゴリズム

では，数秒程度の間歇的な発話からは十分な分析感度が実

現できない事が明らかになりました。2000 年頃までの技

術では，発話音声から何等かの安定な指数値を得るために

は，３分程度の発話音声（8bits@8.0kHz）が必要で，その

処理（１秒間の処理単位に切断して，約３分間分の最大リ

アプノフ指数を計算した。）には数分から十数分を要して

いました。以降の研究では，分析に必要な音声データ量の

低減と処理時間の短縮を当面の目標として，その結果，高

品位な音声信号（24bits@48.0kHz）を分析対象として，全

てのサンプル時刻を起点として最大リアプノフ指数を算

出して平均値を求める（アンサンブル処理）等の統計処理

を行えば，５秒程度の音声データからでも安定な指数値が

算出される事が分かりました。この手法により処理に必要

な音声データ量は実用的なレベルに短縮されましたが，５

秒間の音声データに対して 20〜30 万回も最大リアプノフ

指数の計算を行わなければならなくなり，１秒間の音声信

号処理に約 10 時間を要する様な状況となりました。 

 2005 年には，演算処理速度を５桁程度改善した音声信

号処理アルゴリズム SiCECA（Shiomi’s Cerebral Exponent 

Calculation Algorithm）を開発し，発話音声分析装置の

実用化に近づいたと思われました。 

 （財）鉄道総研との共同研究等により，発話音声から算

出する指数値（CEM）が発話者の“眠気度”に良く相関す

る事等が確認されましたが，逆にトラックや鉄道車両の運

転士の喚呼音声の様な副作業音声（主作業は運転操作）で

は主作業負荷の軽重により，CEM のみで一意的な心身状態

の評価が不可能である事も明らかになりました。 

 本研究は，以上の発話音声分析技術を，航空管制業務の

様々な評価に適用できる様に発展させる事を目指すもの

です。想定する研究期間は４カ年であり，筆者は，少なく

とも「発話音声分析技術が，業務負荷分析の観点から，航

空管制業務のどの様な部分について評価可能であるの

か？」，「業務毎の負担度の評価はどの様に可能か？」「シ

フトの組み方による疲労状態はどの様に評価可能か？」，

等々につき，明らかにしなければならないと考えています。 

 

２．研究の進め方に関する検討結果 

 本研究に先行する研究においては，「発話音声から算出

される指数値（CEM）は，時系列信号としてのサンプルさ

れた音声信号の時間局所的な揺らぎを相対的に定量化す

るものであり，発話者の大脳新皮質機能の活性度と相関す

る。」と言った仮説をたて，これを検証する実験を行う事

で，仮説の誤りを修正し，より詳細化してきました。 

 これまでの仮説を立ててこれを検証する実験的な研究

では，実験を行う度にマスコミに取材される程に過酷な作

業を被験者諸氏にお願いしてきました。その結果，良い実

験結果が得られており，データマイニング手法によっては

到達し得なかった技術的な水準を発話音声分析技術にお

いて実現し得たとも考えています。 

 本研究においては，管制業務のミッション・クリティカ

ルな性格を考えれば，同様な実験を管制官諸氏に被験者を

お願いして実施できる筈も無いと考え，業務に支障のない

範囲でのデータ収録を想定し，データマイニングの手法に

より，業務負担度やシフト勤務の組み方の影響を抽出しな

ければならないと考えました。 

 図１は，研究のコンセプトとして当初に想定していたも

のですが，想定が甘かったため，また想定外の技術的な問

題も浮上して，業務内容の調査結果と人間工学や産業衛生

の専門家のアドバイスを受け，現時点では後述の様に修正

する事になっています。 

 

図１  当初の研究コンセプト 

 

 今日までのトラックや鉄道車両の運転士諸氏を被験者

とした実験では，十分に有効と考えられるデータが得られ

ており，発話音声分析装置を仮に運転等の業務の現場に導

入するとすれば，過労防止を目的とすると，暫定的なもの

では有ってもこれに対応する運用評価基準は有ると考え

ていますが，精神性作業であるところの航空管制業務につ

いては，残念ながら運用評価基準となる様なデータを有し

てはいません。 

 そこで筆者は，先ず業務官署においてデータを収録し，

これから健全な状況にある管制官の平均的な音声を分析

すれば，暫定的な運用評価基準ができると考えていました。

また，データ収録時における健全性の評価は，疲労感等の

自覚的な症状に対する調査票の利用を想定していました。

図２は，以上の様な想定で試作した発話音声分析装置と，

その操作説明資料です。 

 しかしながら，管制業務は複数の人間が協調して行われ

る業務であり，パイロットとのコミュニケーションの善し

悪し等を含めて，対人関係の些細な齟齬が大きな精神性負

荷となる場合も有り，「個々人の精神性疲労要因が特定で

きない状況での単なる音声データの収録からは，業務負担

度の評価等に有効なデータが集められるとは期待できな

い。」と考えざるを得ないとの結論に至りました。 

 

３．今後の研究の進め方 

 航空管制業務は複雑な精神性作業であって，外見上は同

じ様な業務であっても相手方の心身状態の影響を受ける

等，単純に業務の前後に音声を収録しただけでは何も分か

らない可能性があり，従って，航空管制業務官署において

有効なデータ収録を実施するために，事前に可能な範囲で

はあってもシミュレーション等により「業務毎の負担度の

評価」や，より長い時間スケールで影響を及ぼす「シフト

の組み方等による疲労状態の音声による評価」が可能であ

る事を確認する事と致しました。 

 また，航空業務官署におけるデータ収録等に先立っては，

事前に十分な調査や精神性業務負荷評価に掛かる予備実

験を実施し，官署ご関係者においては最小限の作業で，最

大限に有効なデータを収録できる様に致したいと考えて

おります。 

 平成 22 年度に試作開発を進めた発話音声分析装置につ

ては，操作性・耐久性の向上を図り，将来的なデータ収録

に対応する様に改良を進めたいと考えています。 

 発話音声分析技術の音声信号の性質等に係る基礎的な

部分についても，大学等の研究機関との連携も深めながら，

客観的な評価を得られる様に，信頼性の向上を目指した技

術開発を経常的に進める予定です。 

 

図２  発話音声収録手順説明資料 
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航空管制官の業務負荷状態計測手法の開発【重点研究】 

 

担 当 部  機上等技術領域 

担 当 者 ○塩見格一，青山久枝（ATM 領域），井上 諭（ATM 領域） 

研究期間  平成 22 年度～平成 25 年度 

 

１．はじめに  ―― 技術開発の経緯 ―― 

 1998 年，発話音声による発話者の心身状態の評価可能

性の発見以来，発話音声分析技術の実用化を目指して研究

開発を進めてきました。 

 当初は，連続的に発話音声を分析すれば疲労の蓄積と思

われる変化が観測されたことにより，音声通信により業務

を行っている航空管制官の疲労状態の評価に直ぐにでも

適用可能かと考え，実験的に朗読音声や対話音声の分析を

行いました。その結果，当時の音声信号処理アルゴリズム

では，数秒程度の間歇的な発話からは十分な分析感度が実

現できない事が明らかになりました。2000 年頃までの技

術では，発話音声から何等かの安定な指数値を得るために

は，３分程度の発話音声（8bits@8.0kHz）が必要で，その

処理（１秒間の処理単位に切断して，約３分間分の最大リ

アプノフ指数を計算した。）には数分から十数分を要して

いました。以降の研究では，分析に必要な音声データ量の

低減と処理時間の短縮を当面の目標として，その結果，高

品位な音声信号（24bits@48.0kHz）を分析対象として，全

てのサンプル時刻を起点として最大リアプノフ指数を算

出して平均値を求める（アンサンブル処理）等の統計処理

を行えば，５秒程度の音声データからでも安定な指数値が

算出される事が分かりました。この手法により処理に必要

な音声データ量は実用的なレベルに短縮されましたが，５

秒間の音声データに対して 20〜30 万回も最大リアプノフ

指数の計算を行わなければならなくなり，１秒間の音声信

号処理に約 10 時間を要する様な状況となりました。 

 2005 年には，演算処理速度を５桁程度改善した音声信

号処理アルゴリズム SiCECA（Shiomi’s Cerebral Exponent 

Calculation Algorithm）を開発し，発話音声分析装置の

実用化に近づいたと思われました。 

 （財）鉄道総研との共同研究等により，発話音声から算

出する指数値（CEM）が発話者の“眠気度”に良く相関す

る事等が確認されましたが，逆にトラックや鉄道車両の運

転士の喚呼音声の様な副作業音声（主作業は運転操作）で

は主作業負荷の軽重により，CEM のみで一意的な心身状態

の評価が不可能である事も明らかになりました。 

 本研究は，以上の発話音声分析技術を，航空管制業務の

様々な評価に適用できる様に発展させる事を目指すもの

です。想定する研究期間は４カ年であり，筆者は，少なく

とも「発話音声分析技術が，業務負荷分析の観点から，航

空管制業務のどの様な部分について評価可能であるの

か？」，「業務毎の負担度の評価はどの様に可能か？」「シ

フトの組み方による疲労状態はどの様に評価可能か？」，

等々につき，明らかにしなければならないと考えています。 

 

２．研究の進め方に関する検討結果 

 本研究に先行する研究においては，「発話音声から算出

される指数値（CEM）は，時系列信号としてのサンプルさ

れた音声信号の時間局所的な揺らぎを相対的に定量化す

るものであり，発話者の大脳新皮質機能の活性度と相関す

る。」と言った仮説をたて，これを検証する実験を行う事

で，仮説の誤りを修正し，より詳細化してきました。 

 これまでの仮説を立ててこれを検証する実験的な研究

では，実験を行う度にマスコミに取材される程に過酷な作

業を被験者諸氏にお願いしてきました。その結果，良い実

験結果が得られており，データマイニング手法によっては

到達し得なかった技術的な水準を発話音声分析技術にお

いて実現し得たとも考えています。 

 本研究においては，管制業務のミッション・クリティカ

ルな性格を考えれば，同様な実験を管制官諸氏に被験者を

お願いして実施できる筈も無いと考え，業務に支障のない

範囲でのデータ収録を想定し，データマイニングの手法に

より，業務負担度やシフト勤務の組み方の影響を抽出しな

ければならないと考えました。 

 図１は，研究のコンセプトとして当初に想定していたも

のですが，想定が甘かったため，また想定外の技術的な問

題も浮上して，業務内容の調査結果と人間工学や産業衛生

の専門家のアドバイスを受け，現時点では後述の様に修正

する事になっています。 

 

図１  当初の研究コンセプト 

 

 今日までのトラックや鉄道車両の運転士諸氏を被験者

とした実験では，十分に有効と考えられるデータが得られ

ており，発話音声分析装置を仮に運転等の業務の現場に導

入するとすれば，過労防止を目的とすると，暫定的なもの

では有ってもこれに対応する運用評価基準は有ると考え

ていますが，精神性作業であるところの航空管制業務につ

いては，残念ながら運用評価基準となる様なデータを有し

てはいません。 

 そこで筆者は，先ず業務官署においてデータを収録し，

これから健全な状況にある管制官の平均的な音声を分析

すれば，暫定的な運用評価基準ができると考えていました。

また，データ収録時における健全性の評価は，疲労感等の

自覚的な症状に対する調査票の利用を想定していました。

図２は，以上の様な想定で試作した発話音声分析装置と，

その操作説明資料です。 

 しかしながら，管制業務は複数の人間が協調して行われ

る業務であり，パイロットとのコミュニケーションの善し

悪し等を含めて，対人関係の些細な齟齬が大きな精神性負

荷となる場合も有り，「個々人の精神性疲労要因が特定で

きない状況での単なる音声データの収録からは，業務負担

度の評価等に有効なデータが集められるとは期待できな

い。」と考えざるを得ないとの結論に至りました。 

 

３．今後の研究の進め方 

 航空管制業務は複雑な精神性作業であって，外見上は同

じ様な業務であっても相手方の心身状態の影響を受ける

等，単純に業務の前後に音声を収録しただけでは何も分か

らない可能性があり，従って，航空管制業務官署において

有効なデータ収録を実施するために，事前に可能な範囲で

はあってもシミュレーション等により「業務毎の負担度の

評価」や，より長い時間スケールで影響を及ぼす「シフト

の組み方等による疲労状態の音声による評価」が可能であ

る事を確認する事と致しました。 

 また，航空業務官署におけるデータ収録等に先立っては，

事前に十分な調査や精神性業務負荷評価に掛かる予備実

験を実施し，官署ご関係者においては最小限の作業で，最

大限に有効なデータを収録できる様に致したいと考えて

おります。 

 平成 22 年度に試作開発を進めた発話音声分析装置につ

ては，操作性・耐久性の向上を図り，将来的なデータ収録

に対応する様に改良を進めたいと考えています。 

 発話音声分析技術の音声信号の性質等に係る基礎的な

部分についても，大学等の研究機関との連携も深めながら，

客観的な評価を得られる様に，信頼性の向上を目指した技

術開発を経常的に進める予定です。 

 

図２  発話音声収録手順説明資料 

─ 103 ─



 

航空管制官等の健全性評価に係る生体信号処理手法の研究【指定研究】 

 

担 当 部  機上等技術領域 

担 当 者 ○塩見格一，金田直樹，瀬之口敦（ATM 領域） 

研究期間  平成 20 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

 当所では，1998 年の発話音声のカオス性と発話者のス

トレス状態との相関を発見して以来，発話音声分析技術の

高度化を目的とした研究開発を進めて来た。 

 2002 年までは黎明期であって，音声のカオス論的な性

質を発見したオージス総研や米国のスーパーコンピュー

タメーカの CRAY 社と，長時間の朗読音声の分析により疲

労の蓄積の評価を目指していた。 

 2004 年から 2007 年にかけては，当時の小泉首相の指定

する第８番目の重要研究課題として，筑波大学の稲垣教授

取り纏めによる「状況･意図理解によるリスクの発見と回

避」に，（財）鉄道総合技術研究所と東北大学と共に，１

項目「運転員心身状態評価に関する研究」を担うこととし

て参加した。また，2006 年から 2008 年にかけては，2005

年4月25日に発生したJR西日本における福知山線事故を

受け，国土交通省総合政策局技術安全課殿の技術研究開発

委託費により発話音声分析装置のプロトタイプの製造を

含む研究開発を行った。 

 2008 年 12 月には米国航空局（FAA）が主宰する航空安

全フォーラムに，上記により試作した発話音声分析装置

“CENTE”を日本から初参加・初出品とした。これに先立

ち当所は米国に共同研究と将来的な営業に係る代理人を

指定し，航空安全フォーラムでは，彼らと共にブースを設

営し FAA 関係者にデモンストレーション等を行った。 

 

 

図１ 航空安全フォーラムでの様子 

 

 本研究は，上記により試作開発した発話音声分析装置の

実用性を確保向上することを目的とした，発話音声分析技

術開発の第 2 フェーズとも言うべきものであった。 

 「発話音声により発話者の覚醒度を評価することにより，

その評価結果をフィードバックしてヒューマン・エラーの

発生を低減させる。」ことを可能とするシステムの実現を

目的としていた。ヒューマン・パフォーマンスのリアルタ

イムな監視は，発話者がヒューマン・エラーを起こす可能

性の増大を警告する最上流の予防安全装置に繋がり，我々

自身も大きな期待を寄せて研究開発を進めて来たが，３ヶ

年間の研究を終えた現状において，当初想定した以上の情

報処理技術における面での発展や，特異な現象の発見等も

多数あり有意義な研究ではあったが，発話音声の性質が想

像よりも遥かに複雑なものであることを併せて認識させ

られることとなり，結果的に，残念なことに，我々の手を

離れても十分に利用可能な予防安全装置としての完成度

は実現できなかった。 

 経常的に発話音声を収録分析すれば過労の防止程度の

目的には十分に対応可能な分野もあると思われるが，精神

性作業の差異によるワークロードの多寡や，睡眠不足の検

出等に十分な感度は実現できてはいない。発話音声の収録

環境等についても，収録する音声データが有効なものであ

るためには幾つもの前提条件が存在することが明らかに

なっており，今後も経常的に発話音声分析技術の基礎的な

研究を継続することが必要と考えられる。 

 本稿においては３ヶ年間で実現し得た，発話音声分析装

置の改良改善に付いて報告する。 

 

２．発話音声分析装置の改良改善 

 発話音声分析ソフトウェアの細かな調整等は着実に進

んでおり，本研究期間中において分析する音声帯域を制限

しピッチ周波数を特定するデジタル・フィルタをマルチス

レッド化し，従来処理時間の 30〜40％を要していた処理

時間を半分以下に短縮した。また，統計処理的なプロセス

における最小二乗法を線形に近似していたものを非線形

化して算出される指数値の安定性を改善した。 

 ユーザ・インタフェースについても，2009 年度以降，

米国や中国からの評価試験に係る要求から，英語や中国語

による朗読カードを整備する等，ユーザ・インタフェース

の多言語化と共に実施した。 

 

 ハードウェアの改善も CPU の省電力化により，2006 年

時点では車載型を想定しても図２に示す規模（小型 PC を

２台使用して，ユーザ・インタフェース部と演算処理部に

分割して 10U の 19”ラックに組み付けている。）であった

が，Apple 社が CPU を Motorola から Intel に移行したこ

とにより，発話音声分析ソフトウェアを Mac mini 上に移

行し図３に示す規模（電子レンジくらいの大きさ。）に小

型化することができた。 

 

 

図２  Windows’ PC による発話音声分析装置 

 

 

図３  Mac mini による発話音声分析装置 

 

 

図４  “CENTE” 初号機 

 

 2008 年には，図４に示す発話音声分析装置が，当所共

同研究者において“CENTE: 実験室用発話音声分析装置”

として製品化された。一人で持ち運べる大きさを目標とし

て出来るだけコンパクトに取り纏めたが，CPU の発熱が大

きかったため７月，８月に屋外でデモ等を行った場合には，

１時間もしないうちに熱暴走していた。最悪の場合には

CPU が破損し，CPU 本体の交換が必要であった。熱設計の

重要性が身にしみて理解された。 

 そこで，熱的に余裕を持たせて第２世代として図５に示

す装置を製作した。少し小振りな公衆電話器くらいの大き

さで，とてもコンパクトとは言い得るものではなく，熱暴

走はしなくともキャリー・コンテナ等で運ぶことが難しい

大きさであり，「無理して筐体に取り纏めるのは止めた方

が良い。」と言った様な散々な評価であった。 

 以降，内部レイアウトを工夫して図１に示す大きさに迄

小型化して，米国での航空安全フォーラムに間に合わせた。 

 図６に示す CENTE は，航空安全フォーラムに出品したも

ののレイアウトを改善し実験等に便利な様に USB ポート

を付加したものである。 

 

 

図５  小型化した “CENTE” 第２世代 

 

 

図６  小型化した “CENTE” 第４世代 
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航空管制官等の健全性評価に係る生体信号処理手法の研究【指定研究】 

 

担 当 部  機上等技術領域 

担 当 者 ○塩見格一，金田直樹，瀬之口敦（ATM 領域） 

研究期間  平成 20 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

 当所では，1998 年の発話音声のカオス性と発話者のス

トレス状態との相関を発見して以来，発話音声分析技術の

高度化を目的とした研究開発を進めて来た。 

 2002 年までは黎明期であって，音声のカオス論的な性

質を発見したオージス総研や米国のスーパーコンピュー

タメーカの CRAY 社と，長時間の朗読音声の分析により疲

労の蓄積の評価を目指していた。 

 2004 年から 2007 年にかけては，当時の小泉首相の指定

する第８番目の重要研究課題として，筑波大学の稲垣教授

取り纏めによる「状況･意図理解によるリスクの発見と回

避」に，（財）鉄道総合技術研究所と東北大学と共に，１

項目「運転員心身状態評価に関する研究」を担うこととし

て参加した。また，2006 年から 2008 年にかけては，2005

年4月25日に発生したJR西日本における福知山線事故を

受け，国土交通省総合政策局技術安全課殿の技術研究開発

委託費により発話音声分析装置のプロトタイプの製造を

含む研究開発を行った。 

 2008 年 12 月には米国航空局（FAA）が主宰する航空安

全フォーラムに，上記により試作した発話音声分析装置

“CENTE”を日本から初参加・初出品とした。これに先立

ち当所は米国に共同研究と将来的な営業に係る代理人を

指定し，航空安全フォーラムでは，彼らと共にブースを設

営し FAA 関係者にデモンストレーション等を行った。 

 

 

図１ 航空安全フォーラムでの様子 

 

 本研究は，上記により試作開発した発話音声分析装置の

実用性を確保向上することを目的とした，発話音声分析技

術開発の第 2 フェーズとも言うべきものであった。 

 「発話音声により発話者の覚醒度を評価することにより，

その評価結果をフィードバックしてヒューマン・エラーの

発生を低減させる。」ことを可能とするシステムの実現を

目的としていた。ヒューマン・パフォーマンスのリアルタ

イムな監視は，発話者がヒューマン・エラーを起こす可能

性の増大を警告する最上流の予防安全装置に繋がり，我々

自身も大きな期待を寄せて研究開発を進めて来たが，３ヶ

年間の研究を終えた現状において，当初想定した以上の情

報処理技術における面での発展や，特異な現象の発見等も

多数あり有意義な研究ではあったが，発話音声の性質が想

像よりも遥かに複雑なものであることを併せて認識させ

られることとなり，結果的に，残念なことに，我々の手を

離れても十分に利用可能な予防安全装置としての完成度

は実現できなかった。 

 経常的に発話音声を収録分析すれば過労の防止程度の

目的には十分に対応可能な分野もあると思われるが，精神

性作業の差異によるワークロードの多寡や，睡眠不足の検

出等に十分な感度は実現できてはいない。発話音声の収録

環境等についても，収録する音声データが有効なものであ

るためには幾つもの前提条件が存在することが明らかに

なっており，今後も経常的に発話音声分析技術の基礎的な

研究を継続することが必要と考えられる。 

 本稿においては３ヶ年間で実現し得た，発話音声分析装

置の改良改善に付いて報告する。 

 

２．発話音声分析装置の改良改善 

 発話音声分析ソフトウェアの細かな調整等は着実に進

んでおり，本研究期間中において分析する音声帯域を制限

しピッチ周波数を特定するデジタル・フィルタをマルチス

レッド化し，従来処理時間の 30〜40％を要していた処理

時間を半分以下に短縮した。また，統計処理的なプロセス

における最小二乗法を線形に近似していたものを非線形

化して算出される指数値の安定性を改善した。 

 ユーザ・インタフェースについても，2009 年度以降，

米国や中国からの評価試験に係る要求から，英語や中国語

による朗読カードを整備する等，ユーザ・インタフェース

の多言語化と共に実施した。 

 

 ハードウェアの改善も CPU の省電力化により，2006 年

時点では車載型を想定しても図２に示す規模（小型 PC を

２台使用して，ユーザ・インタフェース部と演算処理部に

分割して 10U の 19”ラックに組み付けている。）であった

が，Apple 社が CPU を Motorola から Intel に移行したこ

とにより，発話音声分析ソフトウェアを Mac mini 上に移

行し図３に示す規模（電子レンジくらいの大きさ。）に小

型化することができた。 

 

 

図２  Windows’ PC による発話音声分析装置 

 

 

図３  Mac mini による発話音声分析装置 

 

 

図４  “CENTE” 初号機 

 

 2008 年には，図４に示す発話音声分析装置が，当所共

同研究者において“CENTE: 実験室用発話音声分析装置”

として製品化された。一人で持ち運べる大きさを目標とし

て出来るだけコンパクトに取り纏めたが，CPU の発熱が大

きかったため７月，８月に屋外でデモ等を行った場合には，

１時間もしないうちに熱暴走していた。最悪の場合には

CPU が破損し，CPU 本体の交換が必要であった。熱設計の

重要性が身にしみて理解された。 

 そこで，熱的に余裕を持たせて第２世代として図５に示

す装置を製作した。少し小振りな公衆電話器くらいの大き

さで，とてもコンパクトとは言い得るものではなく，熱暴

走はしなくともキャリー・コンテナ等で運ぶことが難しい

大きさであり，「無理して筐体に取り纏めるのは止めた方

が良い。」と言った様な散々な評価であった。 

 以降，内部レイアウトを工夫して図１に示す大きさに迄

小型化して，米国での航空安全フォーラムに間に合わせた。 

 図６に示す CENTE は，航空安全フォーラムに出品したも

ののレイアウトを改善し実験等に便利な様に USB ポート

を付加したものである。 

 

 

図５  小型化した “CENTE” 第２世代 

 

 

図６  小型化した “CENTE” 第４世代 

 

─ 105 ─



 

 

図７  更に小型化した “CENTE” 第６世代 

 

 図７は 2010 年時点での最も小型化した CENTE であり，

初号機の 1/2 程度の大きさに取り纏めている。CPU の低消

費電力化が進み，信号処理速度の向上したために高い負荷

率での動作時間も短くなり，この大きさであっても連続運

用において熱暴走等の心配は少ない。 

 

 音声信号処理 CPU として Apple Mac mini を採用以降は

情報表示部としては10.5”のタッチパネル付き液晶ディス

プレイを使用している。全ての操作をタッチパネルででき

る様に，GUI のボタンの形状を正方形に近づける等，誤操

作が起きない様に工夫した。多言語化への作業を省力化す

るためピクトグラムも多用した。タッチパネルやピクトグ

ラムの採用は多くの医療用機器を参考に採用したもので

あり，人間工学や医療工学の分野での実験での利用を期待

してデザインを行った。 

 現在，発話音声分析装置 CENTE の機能評価実験等は，産

業医大殿，武蔵野大学殿，他の研究機関で進められており

「１台の CENTE を被験者側に設置し，もう１台の別な PC

を実験者側に設置してリモートに CENTE を制御できる様

にして欲しい。」等々，様々な要望に対応したバージョン

を実現している。 

 省電力化と共に CPU の高性能化は急速に進んでおり，

1kg 程度のノート PC に信号処理に必要な機能の全てが盛

り込める日も遠くはない様に思われる。 

 

３．発話音声から算出する指数値の性質 

 筆者等は，カオス論的な発話音声分析手法に関して十年

以上も研究を行って来たが，「CENTE により発話音声から

発話者の何等かの心身状態に相関する指数値（CEM）が算

出できる。」としても，筆者は未だ，「その CEM だけで何が

分かるのか？」，「その CEM の変化を観測することで何が

分かるのか？」，「その CEM を別の何等かの指数値等と組

み合わせて何が分かるのか？」，またそれ以前の問題とし

て「音声の収録条件は，どの様に CEM に影響を与えるの

か？」と言ったこれらの問いに，誰にも納得してもらえる

様に応えることはできない。 

 十年前には１秒間の収録音声を数時間以上かけて処理

していたが，2005 年頃に信号処理速度を４桁以上改善す

ることができ，それ以降はリアルタイムに近い状況でデー

タを処理できる様になった。もっとも，リアルタイムとは

言っても，音声処理パラメータの組合せは無数に存在し，

必ずしも最適な組合せが明らかでない現状では，一組のパ

ラメータによる処理がリアルタイムに出来たとしても，パ

ラメータの最適化にはパラメータの組合せの数だけの繰

り返しが必要であり，残念ながら現実には天文学的な数の

組合せの中の極々一部の評価が出来ているに過ぎない。 

 1998 年に，偶然に発話音声のゆらぎの変化を発見した

時のパラメータの組合せの近傍で試行錯誤を行ってきた

が，未だ改善の効果等を明確に示す結果は存在しない。疲

労や覚醒度の正確なリファレンスが存在しないのである

から，疲労感等の主観的なデータを統計的に処理して，音

声から算出する CEM との相関関係の改善を図ることには，

本質的に無理がある様な気もしている。 

 本研究以前から，CEM は生理的な要因により変動し，物

理的な要因によっても変動すると思われて来たが，本研究

においても以下の事柄が検証された。 

 

 現在，CEM に影響を及ぼす生理的な要因として以下を挙

げることができる。 

 1）覚醒状態，極度な疲労状態 

 2）性差，年齢差，飲酒・服薬等の影響 

 3）発話音韻の構成や配列，情動刺激等 

 

 また，物理的な要因としては以下を挙げることができる。 

 4）マイクロフォンや A/D コンバータの差異 

 5）音声信号の処理帯域，雑音比 

 6）発話音韻の構成との関係を含めてエコー 

 

 上記に物理的な要因として示す 6）は，マイクロフォン

の較正手法の開発中に発見した現象であり，本研究の先行

研究「航空管制業務におけるヒューマン・ファクタの評価

分析手法の研究」がカオス論的な信号処理におけるパラメ

ータの設定に「CEM と覚醒度の相関を想定した場合に，不

思議な周期性が見られる。」と言った様に，未知の現象の

発見に終わった様に，本研究も以下の様な未知の現象の発

見で一先ず，次の研究に発展的に移行しなければならない

状況に至ってしまった。 

 

 デジタル化された発話音声信号はカオス論的な信号処

理アルゴリズム SiCECA の実装により処理されるが，実際

に処理を行うためには“埋め込み次元”，“埋め込み遅延時

間”等々の幾つかのカオス論的な信号処理パラメータを設

定しなければならない。SiCECA の実装をパラメータと共

に固定すれば，当然のことながら，一つの“デジタル化さ

れた音声信号”に対して一つの CEM が算出される。デジタ

ル信号処理であるから，信号処理アルゴリズムにディザ等

の擾乱要素を含ませなければ，一つの“デジタル化された

音声信号”から算出される CEM は常に一定である。 

 しかしながら“デジタル化された音声信号”が僅かに異

なっただけで，CEM は複雑に変化することが確認されてい

る。10 秒程度の朗読音声を 100 収録しその平均値を０，

標準偏差を１と正規化した場合，サンプリング・クロック

を１μ秒遅らせて 100 種類の音声を２組収録した場合，

個々のサンプリング音声から算出される１組（２つ）の正

規化 CEM は，同じマイクロフォンで，同じレコーダで，同

じ発話音声からサンプリングされたものであっても，平均

的に 0.2〜0.3 程度の差異が発生する。実験的には，100

収録の内の１つでは 1.0 以上の差異が生じることが確認

される。 

 以上の様に，「CEM は不安定な指数である。また，発話

音声も同じ発話は２度とは存在せず，仮に再生音声であっ

ても，同じデータからであってもスピーカから再生される

音声は毎回の再生で異なる。」と考えなければならない状

況において，異なるマイクロフォンで収録した音声を相互

に比較するためには，統計的な手法によりマイクロフォン

の差異を定量化することが必要になる。 

 上記考え方より，以下の手法によりマイクロフォン相互

の比較を行った。 

1） 予め収録した試験音声を特定するスピーカを使用

して再生する再生音声を利用する。 

2） 特性を比較するマイクロフォンはスピーカの正面

に設置する（距離の設定は 1〜3m）。 

3） 10 秒程度の朗読音声を繰返し（100〜1,000 回）再

生し，個々の再収録音声から算出される CEM の平均

値と標準偏差をマイクロフォン相互に比較する。 

 

 

図８ マイクロフォンの差異の評価実験概観 

 図８に概観を示す実験においては，４本ずつ２種類のマ

イクロフォンを比較した。データ解析の結果明らかになっ

たことではあるが，単純な遮音壁だけでは上記の音響計測

には不十分な場合があり，出来るだけ高性能な吸音壁を設

置しなければ，正確な計測は難しい。 

 結果的に，マイクロフォンの型式による差異が明確に存

在することが確認され，異なる音声収録システムにより収

録された音声の相互比較には，音声収録システムの上記統

計的な手法による相似が確認されていることが必要であ

ると結論された。 

 

4. おわりに 

 これまで評価基準の作成のための発話音声の収録は常

に特定の１つのマイクロフォンで行って来た。異なる場所

や時間に収録した音声の比較等を想定する場合には，音声

収録システムを特定し，常に同じマイクロフォンとデータ

レコーダの組合せを使用することとしていた。 

 上記マイクロフォンの較正手法は必要条件を与えてい

る可能性は高そうに思うが，十分条件ではないこともまた

十分に予想される。従って，この手法が必ずしも有効なも

のであるのか，或は否か，今後の更なる検証実験を待たな

ければならないが，２つの装置で収録した異なる２つの音

声の相互比較について，その技術的な可能性は残されたと

思われる。異なる装置で収録した異なる音声の相互比較が

可能となれば，今後，実験の効率が著しく改善されること

が期待される。 
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図７  更に小型化した “CENTE” 第６世代 

 

 図７は 2010 年時点での最も小型化した CENTE であり，

初号機の 1/2 程度の大きさに取り纏めている。CPU の低消

費電力化が進み，信号処理速度の向上したために高い負荷

率での動作時間も短くなり，この大きさであっても連続運

用において熱暴走等の心配は少ない。 

 

 音声信号処理 CPU として Apple Mac mini を採用以降は
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３．発話音声から算出する指数値の性質 
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 1998 年に，偶然に発話音声のゆらぎの変化を発見した

時のパラメータの組合せの近傍で試行錯誤を行ってきた

が，未だ改善の効果等を明確に示す結果は存在しない。疲

労や覚醒度の正確なリファレンスが存在しないのである

から，疲労感等の主観的なデータを統計的に処理して，音

声から算出する CEM との相関関係の改善を図ることには，

本質的に無理がある様な気もしている。 

 本研究以前から，CEM は生理的な要因により変動し，物

理的な要因によっても変動すると思われて来たが，本研究

においても以下の事柄が検証された。 

 

 現在，CEM に影響を及ぼす生理的な要因として以下を挙

げることができる。 

 1）覚醒状態，極度な疲労状態 

 2）性差，年齢差，飲酒・服薬等の影響 

 3）発話音韻の構成や配列，情動刺激等 

 

 また，物理的な要因としては以下を挙げることができる。 

 4）マイクロフォンや A/D コンバータの差異 

 5）音声信号の処理帯域，雑音比 

 6）発話音韻の構成との関係を含めてエコー 

 

 上記に物理的な要因として示す 6）は，マイクロフォン

の較正手法の開発中に発見した現象であり，本研究の先行

研究「航空管制業務におけるヒューマン・ファクタの評価

分析手法の研究」がカオス論的な信号処理におけるパラメ

ータの設定に「CEM と覚醒度の相関を想定した場合に，不

思議な周期性が見られる。」と言った様に，未知の現象の

発見に終わった様に，本研究も以下の様な未知の現象の発

見で一先ず，次の研究に発展的に移行しなければならない

状況に至ってしまった。 

 

 デジタル化された発話音声信号はカオス論的な信号処

理アルゴリズム SiCECA の実装により処理されるが，実際

に処理を行うためには“埋め込み次元”，“埋め込み遅延時

間”等々の幾つかのカオス論的な信号処理パラメータを設

定しなければならない。SiCECA の実装をパラメータと共

に固定すれば，当然のことながら，一つの“デジタル化さ

れた音声信号”に対して一つの CEM が算出される。デジタ

ル信号処理であるから，信号処理アルゴリズムにディザ等

の擾乱要素を含ませなければ，一つの“デジタル化された

音声信号”から算出される CEM は常に一定である。 

 しかしながら“デジタル化された音声信号”が僅かに異

なっただけで，CEM は複雑に変化することが確認されてい

る。10 秒程度の朗読音声を 100 収録しその平均値を０，

標準偏差を１と正規化した場合，サンプリング・クロック

を１μ秒遅らせて 100 種類の音声を２組収録した場合，

個々のサンプリング音声から算出される１組（２つ）の正

規化 CEM は，同じマイクロフォンで，同じレコーダで，同

じ発話音声からサンプリングされたものであっても，平均

的に 0.2〜0.3 程度の差異が発生する。実験的には，100

収録の内の１つでは 1.0 以上の差異が生じることが確認

される。 

 以上の様に，「CEM は不安定な指数である。また，発話

音声も同じ発話は２度とは存在せず，仮に再生音声であっ

ても，同じデータからであってもスピーカから再生される

音声は毎回の再生で異なる。」と考えなければならない状

況において，異なるマイクロフォンで収録した音声を相互

に比較するためには，統計的な手法によりマイクロフォン

の差異を定量化することが必要になる。 

 上記考え方より，以下の手法によりマイクロフォン相互

の比較を行った。 

1） 予め収録した試験音声を特定するスピーカを使用

して再生する再生音声を利用する。 

2） 特性を比較するマイクロフォンはスピーカの正面

に設置する（距離の設定は 1〜3m）。 

3） 10 秒程度の朗読音声を繰返し（100〜1,000 回）再

生し，個々の再収録音声から算出される CEM の平均

値と標準偏差をマイクロフォン相互に比較する。 

 

 

図８ マイクロフォンの差異の評価実験概観 
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4. おわりに 
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空港面監視用ミリ波マルチサイトレーダシステムに関する基礎的研究【指定研究 B】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○米本成人、河村暁子，二ッ森俊一 

研究期間  平成 21 年度～平成 23 年度 

 

１．はじめに 

 空港面においては、航空機や地表面を移動する移動体、

もしくは外部からの飛来物等、不意の落下物が存在するこ

とがある。これらは空港面の安全確保のため取り除かなけ

ればならないが、現状では作業員による目視検査であり、

監視コストの増大を招いている。さらには、夜間や悪天候

時には、作業員の労務の増大を招くこととなる。その他に

も、空港内で航空機の故障等により、損傷した機体の一部

が吹き流されることもあり、このような重大なインシデン

ト時には、長時間に渡る滑走路閉鎖等の重大な損失を受け

る場合がある。このような背景の下、空港面の落下物探索

技術に関するニーズが非常に高まっており、非常に分解能

の高いミリ波センサは候補として有望視されている。 

当研究では複数のミリ波センサを設置し滑走路等の地表

面に落下している金属片やボルト等の物体検出に関して複

数のセンサを使用した場合の相互干渉低減技術に関して研

究する。 

具体的には，検出感度を向上させたミリ波センサを構築

し，それらを滑走路周辺に複数配置して，集中管理によっ

て相互干渉を低減させるシステムに関する要素技術を確立

することである。 

また，実運用時に必要となるレドーム，アンテナ，電気

回路などの要素技術を検討する。 

合わせて、開発したミリ波レーダの他運輸モードへの応用

を検討する。 

 

２．研究の概要 

 本研究は 3 年計画であり、平成 22 年度は 2 年目である。 

当該研究期間の主たる実施事項は以下のとおりである。 

 平成 21 年度 ミリ波センサの感度向上に関する検討 

 平成 22 年度 ミリ波センサの信号処理装置の構築 

平成 23 年度 ミリ波センサのフィールドテストと評価 

 

３．研究成果 

信号処理装置を製作するに先立ち、信号処理手法、セン

サ出力の大きさを見積もるため、ミリ波レーダシステムに

高利得アンテナを取り付けて仙台空港滑走路にて異物検出

試験を行った。検出対象としては、レーダ断面積が 76 GHz

帯で 1 m2, 0.1 m2, 0.01 m2となる大・中・小 3 種の金属円柱

を用いた。試験の結果大が、中が 10m 程度で検出できた。

受信信号の積算処理による感度向上を検討したところ、小

の金属円柱であっても 40m 程度で検出できることが確認

された。これらの試験結果を基に、電源回路部からのノイ

ズ抑制回路や中間周波数増幅器を挿入し、既知の内部ノイ

ズを低減する信号処理を加えることで、大幅な感度向上が

図られた。 

合わせて様々な異物に対して空港面探知レーダ（ASDE）

や 3 次元レーザスキャナーなどの検出性能試験も同時に行

った。ASDE は大きめの金属物体の検出には強く、先に述

べた中程度の金属円柱で 500m 先であれば検出できること

が示されたが、非金属物体の検出はできなかった。レーザ

スキャナーの場合、非金属物体であっても晴天時には 80 m

程度では検出できることが示された。 

本研究はミリ波レーダ技術を基盤とする研究であり、ヘ

リコプタの衝突防止、着陸誘導支援方式の検討のために基

礎研究、レーダの小型化開発に受託研究、高利得アンテナ

開発に際して競争的資金研究と連携して実施している。 

 

回転台上に設置したレーダ 

 

 

検出対象となる標準反射体

20m 先に設置した標準反射体からの検出結果

ASDE 画面上に表示された異物

滑走路上に設置した異物

レーザの反射強度情報

掲載文献
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反射体からの反射波

標準反射体(大) 標準反射体(中)
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航空交通流の複雑理工学的アプローチに基づく数理モデルの研究【指定研究】 

 

担 当 部  機上等技術領域 

担 当 者 ○塩見格一，井上 諭（ATM 領域） 

研究期間  平成 21 年度～平成 23 年度 

 

１．はじめに 

 20 世紀の中頃に発見され，コンピュータの発展と共に

急激に発展したカオス理論（最近は複雑系の理論と呼ばれ

る事が多い。）は，それ以前には説明不能と思われていた

複雑な現象に，その現象が単純な現象に見える視点が存在

することを明らかにした。ポアンカレが「複雑過ぎて言葉

や数式では説明できない。」と言った等と伝えられる現象

が数行の数式で記述可能である事が発見され，雲の形，海

岸線の形状，木の枝振り，等々が単純なアルゴリズムで生

成可能である事が示された。雲の形や木の枝振りをカオス

論的に生成する為に要するコンピュータは 1990 年代以前

のパソコンでも十分であったために，「スパコンを要さず

パソコンで研究ができる。」と言われ，一時，カオス論的

に自然を模擬する事が流行した。しかしながら，今日のス

パコンは，紙に鉛筆で記述可能な問題の分析に必要とされ

る演算性能を提供している訳で，問題の生成や記述にアル

ゴリズムを実装されたパソコンが必要なカオス論的な問

題の分析には全く不十分なものに過ぎない。 

 当所では 1998 年以来，発話音声のカオス論的な分析を

行ってきたが，解析的な分析は皆無であり，数値シミュレ

ーションを利用した試行錯誤により実験的に収集したデ

ータからエンジニアリング的な成果を得る努力をしてい

るだけである。 

 それでも，時にカオス理論の呈示するモデルが単純な構

造にも拘らず劇的な説得力を有する場合があり，例えば，

高速道路の緩やかな坂道に設置されている「スピードを落

とさないで！」との看板はカオス理論の大きな成果である。

何人かの運転者がこの看板に気付いて走行速度を上げる

ことで渋滞の発生確率が劇的に低減している。 

 本研究の目的は，航空交通流の制御において上記高速道

路上の看板に匹敵する様なモノやコトを発見することに

ある。 

 

２．航空交通の挙動観測手段としてのシミュレータ 

 現状のカオス理論において，エンジニアリング的な成果

はパソコン上のシミュレーションにより提示されること

が一般的である。研究の対象が幾つかの差分方程式で与え

られる様な場合であっても，解が解析的に記述できる様な

ことは期待されず，その挙動

を理解するためにはアニメー

ション等の時間的な経過を体

感できる情報の提示形態が必

要と考えられている。 

 そこで，本研究においても

航空交通流を表示・表現する

シミュレータを試作し，これ

に実装する航空機や経路点の

性質を制御してカオス論的な

現象を発現させることを目指

した。 

 航空交通シミュレータの試

作開発は当所においては最も

古い研究課題の一つであり，

今更の感を持たれる向きも多

いとは思うが，従来の航空交

通シミュレータは，何かの管

制業務システムの機能評価を

目的とした単機能な専用機と
 

図１  試作した航空交通シミュレータの情報表示形態 

しての性質の強いものであり，シミュレーション・シナリ

オの自由度も小さく，汎用性は低いものであった。また今

日，航空関係者の間で広く使用されている TAAM や

RAMS-Plus等のファストタイム・シミュレータは，現状の

航空交通状況の再現と，その環境条件に少しの変化を与え

た場合の変動を見る場合には優れているが，その利用に当

たっては多数のデータやパラメータを設定しなければな

らず，全くの架空の運航計画等を評価する目的には大掛か

り過ぎるし，現実問題としてライセンス経費も馬鹿にはな

らない。 

 そこで筆者は，将来的には TAAM 等の市販のファストタ

イム・シミュレータへの発展の可能性を確保しながら，今

日のオブジェクト指向ソフトウェア開発技術を利用して，

単純な構造の航空交通シミュレータ・プラットフォームの

試作を行った。 

 図１は試作したシミュレータの GUIであり，且つ情報表

示部でもある。ゲーミング・スペース（シミュレーション・

マップ）としては，地球以外を想定する事は無意味である

から，地球を２次元平面に射影した空間を設定した。航空

機の運航をグラフ（節点と辺，即ち“経路点”と“二つの

経路点を結ぶ航空路”）により表現するか，或はセルラ・

オートマトンとして表現するかの選択については，航空機

の運航を両方のモードに相互に翻訳できる様に実装し，将

来的に目的に応じて適当なモードが選択できる様に考え

ている。 

 カオス論的な現象の表現にはセルラ・オートマトン型の

シミュレーション・プラットフォームが利用される事が多

いが，ゲーミング・スペースが大きくその表現に多数のセ

ルが必要になる場合には，途方も無いコンピュータの演算

処理性能が必要となる。空港内に限定する様な場合には単

純なセルラ・オートマトンで対応可能と思われるが，例え

ば FIR全体を考える場合，グラフを構成する辺を一連の可

変長セルとして表現する等の工夫が必要になる。 

 現時点でシミュレータ上に定義されているオブジェク

トは，時計，地球上の航空機の運航空間，運航する主体と

しての航空機，航空機の運航経路を規定する経路点である。 

 図１の右には運航計画のリスト，個々の航空機の運航計

画，経路点のリストが示されている。経路点を設定すれば，

その経路点を利用した運航計画を設定する事が可能で，運

航計画を設定すればこれをリストに加える事ができる。運

航計画にリストされた航空機は出発時刻になればステー

タスを運航として左の地図上に表示され，運航計画を変更

すれば，変更は直ちにシミュレーションに反映される。 

 経路点についても，何時でも追加し運航計画に加える事

ができて，その操作は時計を止めて行う事は当然に可能で

あるが，あえて時計を止めずに行う事もできる様になって

いる。この機能により，航空管制指示は，シミュレータ上

ではリアルタイムな運航計画の変更に翻訳されて，航空機

の運動に反映される。また，シミュレータにおける機能と

して“経路点の削除”は取り扱いが難しい。個別の航空機

に対しては“Direct to XXX”として運航計画上から経路

点を削除する様な状況は発生するが，現実世界において経

路点が削除される様な状況は考える必要は無いと思われ

るが，試作したシミュレータでは，ある経路点の削除は，

その経路点を運航計画に持つ全ての航空機に対して直ち

に適用される。飛行中であれば関係する全ての航空機に

“Direct to XXX”として反映される。更に，シミュレー

タでは何でもできるべきとの考えから，任意の経路点を交

換したり，移動させたりする事も可能としている。 

 

４．おわりに 

 平成 22 年度はシミュレータ・プラットフォームの試作

を進めたが，様々なシナリオを比較する等の機能評価には

まだ至っていない。シミュレータ機能の高度化への要求は

限りなく，それ自体が一つのプロジェクトであり，必要な

機能条件を見極めなければ，平成 23 年度もシミュレータ

の開発に終始してしまう恐れがある。先の高速道路の看板

等は長期にわたる研究の成果であり，我々に何時その様な

成果を見る事ができるのか全く分からないが，結果として

の成果であっても追い求めなければ得られる筈も無いも

のであり，多少の幸運を期待したい。 

 また，航空交通シミュレータの自製は，筆者には，当所

研究の基礎として多くの観点から継続的に進められて当

然のものと考えられる。再度，再々度と行う事で，シミュ

レータの情報提示形態が洗練されれば，これによる表現を

目的とした内容は，より明確に第三者に理解できるものと

なる筈であって，研究成果の活用の観点からも重要な研究

課題である。 

 我々の航空管制業務に係る研究成果は，多くの場合，管

制業務形態や内容に対する提案である。先の高速道路の看

板の様な明快な提案は例外的なもので，殆どの複雑に高度

な情報処理システムによる知的な業務支援の提案も，実際

の航空管制の現場において理解されなければ何等の意味

も有さない訳であるから，筆者は，研究者側とその成果の

利用者側の相互理解を深める手段として様々に視点を提

供する汎用性の高いシミュレータを，当所における，更に

は航空関係者に共通に利用できるツールとして発展させ

るコンソーシアムを提案したい。 

 

掲載文献 
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受動型 SSR を利用した空港環境騒音計測システムの実用化に関する研究【基礎研究】 

 

担 当 部  機上等技術領域 

担 当 者 ○塩見格一，瀬之口敦（ATM 領域） 

研究期間  平成 20 年度～平成 22 年度 

１．はじめに 

 当所において 1990 年代から試作開発を行ってきた受動

型 SSR（PSSR）は，自らは電波を出すことなく，近隣の SSR

覆域を飛行する航空機の位置情報を算出する装置であり，

米国における製品化に遅れること十年の 2009 年，遂に

（財）空港環境整備協会殿とリオン株式会社殿により“受

動型 SSR 航跡観測装置 SKYGAZER”として製品化された。 

 米国における製品化は，1998 年の当所筆者等による

ATCA における研究発表を受けてのものであり，筆者には

憤懣遣る方の無いものであっただけに，図１に示す様な空

域監視画像が得られることが確認されたことには大変感

動した。(1, 2) 

 

 

図１  中部国際空港周辺空域の観測例 

 

 SKYGAZER は一先ず製品として完成した装置ではあるが，

運用すればそれなりに改善点等の要望は発生するし，欠陥

と迄は言われる程の事柄ではなくとも，思わなかった様な

問題が明らかになることもある。以下，本報告では，次の

受動型レーダ・システムの実現へ向けての調査について述

べる。 

 

２．今後の受動型レーダ・システムへの展望 

 SKYGAZER は実用品としての完成度を実現した国産初の

PSSR システムであり，その製品としての完成度の向上に

は，小型化，省電力化，耐久性向上，運用開始に係る作業

の自動化，等々が必要であるが，筆者等はそれ以前に PSSR

の提供するデータの高信頼化を目標とし，2010 年度には

以下の調査を行った。 

 PSSR に限らずとも現状の SSR では，飛行中の航空機の

姿勢に依存し SSR 質問信号が受信できないため，結果的に

応答信号が発出されずレーダ表示画面上でコーストが発

生することがある。今日の ASR の運用の必要性の一つは，

「存在するにも拘らず SSR では検出されない航空機の検

出」にあり，そこで我々は，PSSR の枠を越えて，現用 ASR

において運用されている PSR の反射波，また SSR 質問信号

の反射波を受信して，その空域に存在する航空機の見落と

しを低減し，併せて測位精度の向上を検討した。 

 微弱な電波を処理対象とする受動型レーダの実現にお

いて，監視覆域の確保・拡大は技術的には容易なことでは

ないが，将来的には受信機フロントエンドの低雑音化で対

応可能と考え，一先ず，現状で実現可能な，出来るだけ低

雑音な受信機を使用して，受動型レーダの研究を進めた。 

 

 
図２  SSR 質問信号の反射から算出した航跡 

 

 図２は，小牧空港の SSR を親局として，その質問信号の

反射から算出した航空機の軌跡である。図の中心が小牧空

港 SSR の設置位置であり，上方向に放射状に延びている影

はノイズである。第３象限に見える点線状の跡は，航空機

が右下方向に飛行した航跡である。 

 受動型レーダの難しさは航空機からの反射波が微弱で

あることにより，SSR ではなく ASR の反射波を利用すれば

遥かに広い空域を観測することが可能となる。 

 

掲載文献 

（1）塩見，植田“受動型ＳＳＲによる空域監視網の提案” 

日本航海学会論文集，2000 年 3 月． 

（2）K. Shiomi and T. Ueda,“Passive Secondary 

Surveillance Radar System for Satellite 

Airports and Local ATC Facilities”, ATCA-98, 

Nov. 1998. 

 

 

トラジェクトリ管理が可能な実験用 UAVに関する基礎研究【基盤研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○河村暁子、米本成人、二ッ森俊一 

研究期間  平成 22 年度～平成 24 年度 

 

１．はじめに 

 パイロットが搭乗していない航空機を、一般の有人航空

機と区別し UAV(Unmanned Aerial Vehicle: 無人機)と呼ぶ。

UAV の中には大きく分けて、オペレータによって遠隔操作

されるものと、センサ等を搭載しある程度自律的に姿勢や

航路を制御できるものがある。UAV には、無人で飛行する

ため燃料効率の良い高高度を飛行できる、機体を有人機に

比べて安価に製造できる、運航コストが抑えられる、人が

近づくことのできない危険な場所も飛行できる、といった

利点がある。そのため主に軍事目的での開発が欧米にて進

められてきたが、近年、技術の蓄積、姿勢センサの小型軽

量低コスト化などに伴い民生利用が拡大している。その用

途は、農薬散布、災害監視など多岐にわたる。また将来、

大型 UAV を高高度で飛行させ貨物便として利用すること

も期待されており、有人機と無人機が飛行空域を共有する

時代が訪れる可能性は十分に考えられる。 

本研究では UAV を、ATM（航空交通管理）および CNS
（通信航法監視）研究の初期実験ツールとして用いるため

の基礎的研究を行う。これまで ATM・CNS 研究では、コ

ンピュータシミュレーションまたは実験用（有人）航空機

試験が主流であったが、UAV による実験はこの 2 つの手法

の間に位置し、比較的簡易でありながら現実に即した条件

で検討を行えるものと考えられる。 

本テーマでは具体的検討課題として、ATM 領域にて研

究が進められている航空機の 4 次元トラジェクトリ管理を

扱い、指定した 4 次元位置（緯度・経度・高度・時刻）を

自律的に管理し通過できる UAV を制作し、UAV の実験用

ツールとしての有用性を評価することをゴールとする。 
また，電子航法研究所にて UAV を扱うのは初めてであ

るため、本研究を通して UAV について技術・運用など様々

な面で十分な知見を得、多様な応用範囲について検討を行

う。 

 

２．研究の概要 

 本研究は 3 年計画であり、平成 22 年度は初年度である。 

当該研究期間の主たる実施事項は以下のとおりである。 

 平成 22 年度 機体および制御装置の制作、 

3 次元自律制御の検討 

 平成 23 年度 情報収集（主担当が長期出張中のため） 

平成 24 年度 4 次元自律制御の検討と評価 

 

３．研究成果 

平成 22 年度は、研究テーマの立ち上げに伴い、 

・UAV 機体の選定 

・機上に搭載するセンサおよび自律制御装置の制作 

・機上装置のデータを地上へダウンリンクするシステム

の構築 

・3 次元（緯度・経度・高度）自律制御飛行試験 

を実施した。機体には安定性が高い EasyStar（全幅

1370mm, 全長 917mm, 翼面荷重 28g/cm2、電動機）を採用

した。機体の駆動に最低限必要な機器のほかに 200g 以上の

ペイロードがあることを確認した。また、このペイロード

において、対地速度を 18～86 km/h の間で変化させられる

ことがわかった。この速度変化幅は、最終年度の”時刻“制

御において重要である。さらに機上装置として、対気速度

センサ、姿勢（3 軸ジャイロ加速度）センサ、GPS（3 次元

位置及び対地速度を検知）、制御ボード、無線モデム、装置

駆動用電池からなるシステムを構成した。機上装置の総重

量は 168g である。機体は通常のラジコン飛行機のようにプ

ロポ（送信機）をオペレータが操作し離陸着陸を行うが、

巡航中は必要に応じてプロポのスイッチで機上装置による

自律制御モードに変えられる。 

飛行実験を行い、手動制御で巡航状態にしたのち、自律

制御モードにてあらかじめ指定した 3 次元通過点を通るよ

うすを記録した。この結果、誤差はあるものの、3 点を通

過する軌跡を飛行した。現状では通過点に近づけなかった

場合にその位置で円周状に飛行を行い、再度通過点を目指

すようプログラムしている。位置誤差評価は今後の課題で

ある。 

また、本研究を通して開発した機上センサ情報のダウン

リンクシステムは、当該 UAV だけでなく本年度の他テー

マにおける無人ヘリコプタの姿勢把握などでも利用された。 

 

４．まとめ 

本研究は UAV の ATM・CNS 実験ツールとしての有用性

を明らかにするため、4 次元トラジェクトリを自律管理で
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研究期間  平成 20 年度～平成 22 年度 
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 当所において 1990 年代から試作開発を行ってきた受動

型 SSR（PSSR）は，自らは電波を出すことなく，近隣の SSR

覆域を飛行する航空機の位置情報を算出する装置であり，

米国における製品化に遅れること十年の 2009 年，遂に

（財）空港環境整備協会殿とリオン株式会社殿により“受

動型 SSR 航跡観測装置 SKYGAZER”として製品化された。 

 米国における製品化は，1998 年の当所筆者等による

ATCA における研究発表を受けてのものであり，筆者には

憤懣遣る方の無いものであっただけに，図１に示す様な空

域監視画像が得られることが確認されたことには大変感

動した。(1, 2) 

 

 

図１  中部国際空港周辺空域の観測例 

 

 SKYGAZER は一先ず製品として完成した装置ではあるが，

運用すればそれなりに改善点等の要望は発生するし，欠陥

と迄は言われる程の事柄ではなくとも，思わなかった様な

問題が明らかになることもある。以下，本報告では，次の

受動型レーダ・システムの実現へ向けての調査について述

べる。 

 

２．今後の受動型レーダ・システムへの展望 

 SKYGAZER は実用品としての完成度を実現した国産初の

PSSR システムであり，その製品としての完成度の向上に

は，小型化，省電力化，耐久性向上，運用開始に係る作業

の自動化，等々が必要であるが，筆者等はそれ以前に PSSR

の提供するデータの高信頼化を目標とし，2010 年度には

以下の調査を行った。 

 PSSR に限らずとも現状の SSR では，飛行中の航空機の

姿勢に依存し SSR 質問信号が受信できないため，結果的に

応答信号が発出されずレーダ表示画面上でコーストが発

生することがある。今日の ASR の運用の必要性の一つは，

「存在するにも拘らず SSR では検出されない航空機の検

出」にあり，そこで我々は，PSSR の枠を越えて，現用 ASR

において運用されている PSR の反射波，また SSR 質問信号

の反射波を受信して，その空域に存在する航空機の見落と

しを低減し，併せて測位精度の向上を検討した。 

 微弱な電波を処理対象とする受動型レーダの実現にお

いて，監視覆域の確保・拡大は技術的には容易なことでは

ないが，将来的には受信機フロントエンドの低雑音化で対

応可能と考え，一先ず，現状で実現可能な，出来るだけ低

雑音な受信機を使用して，受動型レーダの研究を進めた。 

 

 
図２  SSR 質問信号の反射から算出した航跡 

 

 図２は，小牧空港の SSR を親局として，その質問信号の

反射から算出した航空機の軌跡である。図の中心が小牧空

港 SSR の設置位置であり，上方向に放射状に延びている影

はノイズである。第３象限に見える点線状の跡は，航空機

が右下方向に飛行した航跡である。 

 受動型レーダの難しさは航空機からの反射波が微弱で

あることにより，SSR ではなく ASR の反射波を利用すれば

遥かに広い空域を観測することが可能となる。 
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トラジェクトリ管理が可能な実験用 UAVに関する基礎研究【基盤研究】 
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研究期間  平成 22 年度～平成 24 年度 

 

１．はじめに 

 パイロットが搭乗していない航空機を、一般の有人航空

機と区別し UAV(Unmanned Aerial Vehicle: 無人機)と呼ぶ。

UAV の中には大きく分けて、オペレータによって遠隔操作

されるものと、センサ等を搭載しある程度自律的に姿勢や

航路を制御できるものがある。UAV には、無人で飛行する

ため燃料効率の良い高高度を飛行できる、機体を有人機に

比べて安価に製造できる、運航コストが抑えられる、人が

近づくことのできない危険な場所も飛行できる、といった

利点がある。そのため主に軍事目的での開発が欧米にて進

められてきたが、近年、技術の蓄積、姿勢センサの小型軽

量低コスト化などに伴い民生利用が拡大している。その用

途は、農薬散布、災害監視など多岐にわたる。また将来、

大型 UAV を高高度で飛行させ貨物便として利用すること

も期待されており、有人機と無人機が飛行空域を共有する

時代が訪れる可能性は十分に考えられる。 

本研究では UAV を、ATM（航空交通管理）および CNS
（通信航法監視）研究の初期実験ツールとして用いるため

の基礎的研究を行う。これまで ATM・CNS 研究では、コ

ンピュータシミュレーションまたは実験用（有人）航空機

試験が主流であったが、UAV による実験はこの 2 つの手法

の間に位置し、比較的簡易でありながら現実に即した条件

で検討を行えるものと考えられる。 

本テーマでは具体的検討課題として、ATM 領域にて研

究が進められている航空機の 4 次元トラジェクトリ管理を

扱い、指定した 4 次元位置（緯度・経度・高度・時刻）を

自律的に管理し通過できる UAV を制作し、UAV の実験用

ツールとしての有用性を評価することをゴールとする。 
また，電子航法研究所にて UAV を扱うのは初めてであ

るため、本研究を通して UAV について技術・運用など様々

な面で十分な知見を得、多様な応用範囲について検討を行

う。 

 

２．研究の概要 

 本研究は 3 年計画であり、平成 22 年度は初年度である。 

当該研究期間の主たる実施事項は以下のとおりである。 

 平成 22 年度 機体および制御装置の制作、 

3 次元自律制御の検討 

 平成 23 年度 情報収集（主担当が長期出張中のため） 

平成 24 年度 4 次元自律制御の検討と評価 

 

３．研究成果 

平成 22 年度は、研究テーマの立ち上げに伴い、 
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を実施した。機体には安定性が高い EasyStar（全幅

1370mm, 全長 917mm, 翼面荷重 28g/cm2、電動機）を採用

した。機体の駆動に最低限必要な機器のほかに 200g 以上の

ペイロードがあることを確認した。また、このペイロード

において、対地速度を 18～86 km/h の間で変化させられる

ことがわかった。この速度変化幅は、最終年度の”時刻“制

御において重要である。さらに機上装置として、対気速度

センサ、姿勢（3 軸ジャイロ加速度）センサ、GPS（3 次元

位置及び対地速度を検知）、制御ボード、無線モデム、装置

駆動用電池からなるシステムを構成した。機上装置の総重

量は 168g である。機体は通常のラジコン飛行機のようにプ

ロポ（送信機）をオペレータが操作し離陸着陸を行うが、

巡航中は必要に応じてプロポのスイッチで機上装置による

自律制御モードに変えられる。 

飛行実験を行い、手動制御で巡航状態にしたのち、自律

制御モードにてあらかじめ指定した 3 次元通過点を通るよ

うすを記録した。この結果、誤差はあるものの、3 点を通

過する軌跡を飛行した。現状では通過点に近づけなかった

場合にその位置で円周状に飛行を行い、再度通過点を目指

すようプログラムしている。位置誤差評価は今後の課題で

ある。 

また、本研究を通して開発した機上センサ情報のダウン

リンクシステムは、当該 UAV だけでなく本年度の他テー

マにおける無人ヘリコプタの姿勢把握などでも利用された。 

 

４．まとめ 

本研究は UAV の ATM・CNS 実験ツールとしての有用性

を明らかにするため、4 次元トラジェクトリを自律管理で
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きる機体の検討を行う。初年度である本年は機体と制御装

置の構築から 3 次元指定位置を通る自律飛行まで行った。

制作したシステムは、姿勢を安定に保つ制御ができ、速度

変化にも幅があること、あらかじめ指定した 3 次元通過点

を通る飛行を自律的に行えることを確認した。 

今後は誤差評価を行ったうえで 4 次元目の変数である

“時刻”を達成するための飛行速度制御機能を加え実験を

行う。また、CNS 領域で次年度から行われる予定の高速移

動する航空機と地上間の通信に関する研究の基礎検討にも

本研究の成果が評価ツールとして応用される見込みである。 
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ミリ波等を用いたヘリコプタ等の着陸支援装置に関する基礎研究【基礎研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○米本成人、河村暁子，二ッ森俊一 

研究期間  平成 22 年度～平成 23 年度 

 

１．はじめに 

 ヘリコプタは、どこでも離着陸が可能で、空中での停止

（ホバリング）ができることから、災害救助・救急医療な

どに活躍している。2007 年に通称ドクターヘリ法が成立し、

近年特に救急医療現場でのヘリコプタ導入と出動件数が増

えている。しかし、一部の装備が十分な機体を除けば、ほ

とんどの機体は安全性の面から飛行は好天時の日没前まで

に限られており、特に夜間に着陸ができないことが課題と

なっている。 

 本研究は、空港以外の場外着陸場を含めた場所への着陸

に特化して簡易なシステムの開発のための基礎研究を行う。

特に災害時の夜間や悪条件時にヘリコプタが着陸する場合

に、機上装置を用いて安全に着陸する安価で簡易なシステ

ムを検討する。 

具体的には、機上側のミリ波レーダやカラーカメラ、赤

外線カメラと地上側に給電を必要としないレンズ反射器を

設置することで誘導を行う方式を開発・評価する。 

 

２．研究の概要 

 本研究は 2 か年計画の初年度である。実施内容の概要は

以下のとおりである。 

平成 22 年度 レーダとレーダ反射器を用いた着陸支援方 

式の検討 

平成 23 年度 誘導アルゴリズムの検討、実証試験 

 

３．研究成果 

 本年は無線操縦式ヘリコプタにミリ波レーダ、カラーカ

メラ、赤外線カメラを搭載し、前方の状況を取得できるシ

ステムを構築した。ミリ波レーダシステムの構築に大幅な

遅延が生じたため、反射器を用いた実験までには至らなか

った。地上試験は来年度以降の課題とする。 

これらの活動の他、宇宙航空研究開発機構との共同研究

として、ミリ波レーダを用いて送電線等の障害物の状態地

図を作製する目的で実証飛行試験を行う予定である。共同

研究実施時には実機ヘリコプタの前部に取り付ける必要が

あるため、機構部分の設計、および機構部から外部にミリ

波を損失無く放射するためのレドームを製作した。 

試験片として円柱型のレドームを製作し、風圧面に対し

て 75kg 程度の静荷重を付加したところ、十分な強度がある

ことが示された。これらを基に、設計図面に合わせてレド

ームを製作したところ、W 帯において 1dB 以下の損失で構

成できた。 

 

 
ヘリコプタ取付構造図 

 
ミリ波レーダ用レドームの例 

 

掲載文献 

(1) A. Kohmura, “W-band Antenna –Reflector Combined in a 

Lens”, Proceedings of EuRAD 2010, 20-5, Paris, France, 

Sep.30-Oct.1, 2010 
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きる機体の検討を行う。初年度である本年は機体と制御装

置の構築から 3 次元指定位置を通る自律飛行まで行った。

制作したシステムは、姿勢を安定に保つ制御ができ、速度

変化にも幅があること、あらかじめ指定した 3 次元通過点

を通る飛行を自律的に行えることを確認した。 

今後は誤差評価を行ったうえで 4 次元目の変数である

“時刻”を達成するための飛行速度制御機能を加え実験を

行う。また、CNS 領域で次年度から行われる予定の高速移

動する航空機と地上間の通信に関する研究の基礎検討にも

本研究の成果が評価ツールとして応用される見込みである。 
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ミリ波等を用いたヘリコプタ等の着陸支援装置に関する基礎研究【基礎研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○米本成人、河村暁子，二ッ森俊一 

研究期間  平成 22 年度～平成 23 年度 

 

１．はじめに 

 ヘリコプタは、どこでも離着陸が可能で、空中での停止

（ホバリング）ができることから、災害救助・救急医療な

どに活躍している。2007 年に通称ドクターヘリ法が成立し、

近年特に救急医療現場でのヘリコプタ導入と出動件数が増

えている。しかし、一部の装備が十分な機体を除けば、ほ

とんどの機体は安全性の面から飛行は好天時の日没前まで

に限られており、特に夜間に着陸ができないことが課題と

なっている。 

 本研究は、空港以外の場外着陸場を含めた場所への着陸

に特化して簡易なシステムの開発のための基礎研究を行う。

特に災害時の夜間や悪条件時にヘリコプタが着陸する場合

に、機上装置を用いて安全に着陸する安価で簡易なシステ

ムを検討する。 

具体的には、機上側のミリ波レーダやカラーカメラ、赤

外線カメラと地上側に給電を必要としないレンズ反射器を

設置することで誘導を行う方式を開発・評価する。 

 

２．研究の概要 

 本研究は 2 か年計画の初年度である。実施内容の概要は

以下のとおりである。 

平成 22 年度 レーダとレーダ反射器を用いた着陸支援方 

式の検討 

平成 23 年度 誘導アルゴリズムの検討、実証試験 

 

３．研究成果 

 本年は無線操縦式ヘリコプタにミリ波レーダ、カラーカ

メラ、赤外線カメラを搭載し、前方の状況を取得できるシ

ステムを構築した。ミリ波レーダシステムの構築に大幅な

遅延が生じたため、反射器を用いた実験までには至らなか

った。地上試験は来年度以降の課題とする。 

これらの活動の他、宇宙航空研究開発機構との共同研究

として、ミリ波レーダを用いて送電線等の障害物の状態地

図を作製する目的で実証飛行試験を行う予定である。共同

研究実施時には実機ヘリコプタの前部に取り付ける必要が

あるため、機構部分の設計、および機構部から外部にミリ

波を損失無く放射するためのレドームを製作した。 

試験片として円柱型のレドームを製作し、風圧面に対し

て 75kg 程度の静荷重を付加したところ、十分な強度がある

ことが示された。これらを基に、設計図面に合わせてレド

ームを製作したところ、W 帯において 1dB 以下の損失で構

成できた。 

 

 
ヘリコプタ取付構造図 

 
ミリ波レーダ用レドームの例 
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航空情報ネットワークに関する調査研究【調査】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○金田直樹, 塩見格一, 板野賢（通信・航法・監視領域） 

研究期間  平成 21 年〜平成 23 年 

1. はじめに 
 航空交通管理 (ATM:Air Traffic Management) におい

て，協調的意志決定を支援するための手段として，多数

の利害関係者が情報を共有するための航空情報ネットワ

ークの改善が必要と考えられている．これは SWIM: 
System Wide Information Managementと呼ばれている。

今年度は SWIM に関して主に目的，構成，ネットワーク

とシステムに関する技術的な課題等につき調査した。 
  
2. 結果 
2.1 ICAO SWIM Concept 
 ICAO Global ATM Operational Concept において, 
ATMに関する情報を統合し 1対 1の接続から多対多の情

報交換への移行が必要であるとされており，そのために

必要とされる航空情報ネットワーク及びシステムを 
SWIM と呼んでいる。ICAO SWIM Concept の目的は管

制卓から航空機に搭載された FMS までを含む，複数の

システムがネットワークを介して相互接続することによ

り，世界的に調和した ATM システムを実現することで

ある。技術的には,  Aeronautical Telecommunication 
Network の後継である。 
 
2.2 NextGen SWIM Program 
 米国 NextGen SWIM Program の目標は, IT 化による

業務の改善とコスト削減である。 すなわち，第一に，現

在では多くのシステムに分散された情報を共有し活用を

容易にすることにより National Airspace System の改

善に資すること，  第二に，主に民生品  (COTS: 
Commercial-Off-The-Shelf) の活用によるコスト削減が

目的となる。また NextGen の目標の一つである，世界

の航空業界における米国のリーダシップの維持という観

点では，COTS の活用は IT 分野において米国製品および

米国で策定された規格を広く活用することで米国の競争

力の強化にも有効である。 
 
 

2.3 SESAR SWIM-SUIT 
 欧州 SESAR における SWIM の目標は，SESAR の目

標である “Single European Sky” を実現するために必

要となる単一の ATM 用イントラネットを提供すること

である。すなわち，各国で別々に整備されてきた航空用

情報システムの欧州統合がSESAR におけるSWIMの目

的となる。そのため，欧州における SWIM は相互接続

性の確保が重要となる。これを実現するため，機器メー

カー，航空会社，空港管理会社，Air Navigation Service 
Providers 等の主な利害関係者がコンソーシアムを結成

しており, SWIM-SUIT と名付けられている。 
 
3.4 我が国の状況 
 我が国でも ICAO 及び欧米の動向を踏まえ，CARATS 
情報管理ワーキンググループにおいて我が国のSWIMの

扱う情報の範囲等について検討しとりまとめが行われた。 
 
4. おわりに 
 欧州と米国ではそれぞれに解決すべき課題が異なって

いる。そのため SWIM を構築する目標は異なる。しかし

運航や空域利用の効率化等の基本的な目的は欧米で共有

されており，技術的にも標準化された通信手順としてイ

ンターネットプロトコルを利用し，COTS の活用を積極

的に行うなど共通点も多い。将来的には，世界との調和

を図り，空域容量の増大や運航の効率化を図るため，我

が国においてもSWIM的な考え方に基づくシステムへの

移行が必要であると考えられる。 
 
掲載文献 
(1) 金田直樹，「最近の航空通信システムの国際標準化動

向～ICAO ACP WG-WHL 第 3 回会議より～」，日本

航海学会航空宇宙研究会，平成 22 年 5 月 
(2) 金田直樹，「ICAO ACP WG-W 第 3 回会議報告」, 航

空無線第 64 号, 平成 22 年 6 月 
(3) 金田直樹，「インターネット技術の航空通信への適用

について」，航空無線第 65 号，平成 22 年 9 月 

 

 

ミリ波技術による微小物体検出の研究【競争的資金】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○米本成人、河村暁子、二ッ森俊一 

研究期間  平成 21 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

2000 年に仏国で発生したコンコルドの事故以来、滑走路

の安全を監視するシステムへの要望が世界各国で高まって

いる。本共同研究は，さまざまな制約条件が多い空港滑走

路において、ミリ波レーダ技術を応用して，滑走路を常時

監視して微小な障害物などを検出することを目標としてい

る。ミリ波レーダは波長が短い電波を使用することから数

cm 幅の金属片などを検出するためのセンサとして有望視

されており，ミリ波レーダを使用した空港面の連続監視技

術について，電子航法研究所と仏国電子アンテナ通信研究

所は共同研究を開始することとした。 

 

２．研究の概要 

 本研究は日本学術振興会の二国間交流事業共同研究の枠

組みの中で平成 21 年から 22 年度の間で実施された。 

平成 21 年度は日仏のこれまでの研究成果・情報の交換と、

今後の活動で研究すべき新しいミリ波レーダ用プリント基

板アンテナの全体設計、プリント基板アンテナ上に形成さ

れた金属小片（パッチ）からなるアンテナ素子の設計・理

論計算、アンテナ素子の評価実験方法について検討した。  

平成 22 年度は、昨年度までの研究成果である変偏波プリ

ント基板アンテナの評価実験、改良されたオフセット型プ

リント基板アンテナの研究を行った。 

 

３．研究内容 

平成 21 年度は、必要となるアンテナの性能を決定し、全

体設計を行った。重要な設計要素として雨滴など環境ノイ

ズの影響を低減するため、反射面で直線偏波から円偏波に

変える機能を持つ高利得プリント基板反射型アンテナを開

発した。反射型アンテナで使用する 8 種の素子を仏国側で

設計した。そのシミュレーション結果を元に仏国研究者が

来日して議論を行った。この設計を受けて、仏国電子アン

テナ通信研究所にて円偏波プリントアンテナの試作に着手

した。試作したアンテナの測定に際し、日仏間の測定デー

タの整合性を確認するため、基準となる標準ホーンアンテ

ナを用いて両測定システムの比較校正用のデータを取得し

た。 

 試作したアンテナ評価には、正確な測定のために大きな

電波無響室が必要であるため、試作したアンテナを電子航

法研究所の電波無響室で評価した。その結果、平成 21 年度

に開発したアンテナの効率が設計値を下回ったため、平成

22 年度には改良されたオフセット型プリント基板アンテ

ナの研究を実施した。給電点を反射板の反射点からオフセ

ットさせることによって、給電部の構造によって発生する

電波の遮蔽や散乱を低減させる構造とした。また、給電部

に設置する一次放射器も新たに設計し、電波を反射板に効

率よく照射するビームパターンとアンテナ開口での反射を

小さくする構造を設計し試作した。これらアンテナの接続

特性の測定を仏国で、放射特性を電子航法研究所電波無響

室で実施した。これらの結果、今回製作したアンテナは設

計通りの性能を示すことを確認した。これらのアンテナを

電子航法研究所で開発したレーダと連接して屋外実験を電

子航法研究所内、および仙台空港滑走路上にて実施した。 

平成 21 年度製作したアンテナの効率低下の原因を探る

べく、表面に製作したパッチの移相特性を評価するシステ

ムを構築した。微小な空隙を保ちながら、アンテナ表面に

形成された金属小片によって反射される電波をとらえ、そ

の位相変化を記録するシステムを構築した。これによって、

今まで評価を行うことが難しかった形成後のアンテナの移

相量評価が可能なシステムを構築できた。今後は現在数十

度存在する位相誤差の測定精度を向上させるための測定シ

ステムの安定化を行い、アンテナで反射された電波の位相

を評価し、効率低下の原因を追究する予定である。 

 

平成 21年度製作の変偏波プリント基板反射型アンテナと

平成 22年度製作の反射位相評価装置 
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航空情報ネットワークに関する調査研究【調査】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○金田直樹, 塩見格一, 板野賢（通信・航法・監視領域） 

研究期間  平成 21 年〜平成 23 年 

1. はじめに 
 航空交通管理 (ATM:Air Traffic Management) におい

て，協調的意志決定を支援するための手段として，多数

の利害関係者が情報を共有するための航空情報ネットワ

ークの改善が必要と考えられている．これは SWIM: 
System Wide Information Managementと呼ばれている。

今年度は SWIM に関して主に目的，構成，ネットワーク

とシステムに関する技術的な課題等につき調査した。 
  
2. 結果 
2.1 ICAO SWIM Concept 
 ICAO Global ATM Operational Concept において, 
ATMに関する情報を統合し 1対 1の接続から多対多の情

報交換への移行が必要であるとされており，そのために

必要とされる航空情報ネットワーク及びシステムを 
SWIM と呼んでいる。ICAO SWIM Concept の目的は管

制卓から航空機に搭載された FMS までを含む，複数の

システムがネットワークを介して相互接続することによ

り，世界的に調和した ATM システムを実現することで

ある。技術的には,  Aeronautical Telecommunication 
Network の後継である。 
 
2.2 NextGen SWIM Program 
 米国 NextGen SWIM Program の目標は, IT 化による

業務の改善とコスト削減である。 すなわち，第一に，現

在では多くのシステムに分散された情報を共有し活用を

容易にすることにより National Airspace System の改

善に資すること，  第二に，主に民生品  (COTS: 
Commercial-Off-The-Shelf) の活用によるコスト削減が

目的となる。また NextGen の目標の一つである，世界

の航空業界における米国のリーダシップの維持という観

点では，COTS の活用は IT 分野において米国製品および

米国で策定された規格を広く活用することで米国の競争

力の強化にも有効である。 
 
 

2.3 SESAR SWIM-SUIT 
 欧州 SESAR における SWIM の目標は，SESAR の目

標である “Single European Sky” を実現するために必

要となる単一の ATM 用イントラネットを提供すること

である。すなわち，各国で別々に整備されてきた航空用

情報システムの欧州統合がSESAR におけるSWIMの目

的となる。そのため，欧州における SWIM は相互接続

性の確保が重要となる。これを実現するため，機器メー

カー，航空会社，空港管理会社，Air Navigation Service 
Providers 等の主な利害関係者がコンソーシアムを結成

しており, SWIM-SUIT と名付けられている。 
 
3.4 我が国の状況 
 我が国でも ICAO 及び欧米の動向を踏まえ，CARATS 
情報管理ワーキンググループにおいて我が国のSWIMの

扱う情報の範囲等について検討しとりまとめが行われた。 
 
4. おわりに 
 欧州と米国ではそれぞれに解決すべき課題が異なって

いる。そのため SWIM を構築する目標は異なる。しかし

運航や空域利用の効率化等の基本的な目的は欧米で共有

されており，技術的にも標準化された通信手順としてイ

ンターネットプロトコルを利用し，COTS の活用を積極

的に行うなど共通点も多い。将来的には，世界との調和

を図り，空域容量の増大や運航の効率化を図るため，我

が国においてもSWIM的な考え方に基づくシステムへの

移行が必要であると考えられる。 
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ミリ波技術による微小物体検出の研究【競争的資金】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○米本成人、河村暁子、二ッ森俊一 

研究期間  平成 21 年度～平成 22 年度 

 

１．はじめに 

2000 年に仏国で発生したコンコルドの事故以来、滑走路

の安全を監視するシステムへの要望が世界各国で高まって

いる。本共同研究は，さまざまな制約条件が多い空港滑走

路において、ミリ波レーダ技術を応用して，滑走路を常時

監視して微小な障害物などを検出することを目標としてい

る。ミリ波レーダは波長が短い電波を使用することから数

cm 幅の金属片などを検出するためのセンサとして有望視

されており，ミリ波レーダを使用した空港面の連続監視技

術について，電子航法研究所と仏国電子アンテナ通信研究

所は共同研究を開始することとした。 

 

２．研究の概要 

 本研究は日本学術振興会の二国間交流事業共同研究の枠

組みの中で平成 21 年から 22 年度の間で実施された。 

平成 21 年度は日仏のこれまでの研究成果・情報の交換と、

今後の活動で研究すべき新しいミリ波レーダ用プリント基

板アンテナの全体設計、プリント基板アンテナ上に形成さ

れた金属小片（パッチ）からなるアンテナ素子の設計・理

論計算、アンテナ素子の評価実験方法について検討した。  

平成 22 年度は、昨年度までの研究成果である変偏波プリ

ント基板アンテナの評価実験、改良されたオフセット型プ

リント基板アンテナの研究を行った。 

 

３．研究内容 

平成 21 年度は、必要となるアンテナの性能を決定し、全

体設計を行った。重要な設計要素として雨滴など環境ノイ

ズの影響を低減するため、反射面で直線偏波から円偏波に

変える機能を持つ高利得プリント基板反射型アンテナを開

発した。反射型アンテナで使用する 8 種の素子を仏国側で

設計した。そのシミュレーション結果を元に仏国研究者が

来日して議論を行った。この設計を受けて、仏国電子アン

テナ通信研究所にて円偏波プリントアンテナの試作に着手

した。試作したアンテナの測定に際し、日仏間の測定デー

タの整合性を確認するため、基準となる標準ホーンアンテ

ナを用いて両測定システムの比較校正用のデータを取得し

た。 

 試作したアンテナ評価には、正確な測定のために大きな

電波無響室が必要であるため、試作したアンテナを電子航

法研究所の電波無響室で評価した。その結果、平成 21 年度

に開発したアンテナの効率が設計値を下回ったため、平成

22 年度には改良されたオフセット型プリント基板アンテ

ナの研究を実施した。給電点を反射板の反射点からオフセ

ットさせることによって、給電部の構造によって発生する

電波の遮蔽や散乱を低減させる構造とした。また、給電部

に設置する一次放射器も新たに設計し、電波を反射板に効

率よく照射するビームパターンとアンテナ開口での反射を

小さくする構造を設計し試作した。これらアンテナの接続

特性の測定を仏国で、放射特性を電子航法研究所電波無響

室で実施した。これらの結果、今回製作したアンテナは設

計通りの性能を示すことを確認した。これらのアンテナを

電子航法研究所で開発したレーダと連接して屋外実験を電

子航法研究所内、および仙台空港滑走路上にて実施した。 

平成 21 年度製作したアンテナの効率低下の原因を探る

べく、表面に製作したパッチの移相特性を評価するシステ

ムを構築した。微小な空隙を保ちながら、アンテナ表面に

形成された金属小片によって反射される電波をとらえ、そ

の位相変化を記録するシステムを構築した。これによって、

今まで評価を行うことが難しかった形成後のアンテナの移

相量評価が可能なシステムを構築できた。今後は現在数十

度存在する位相誤差の測定精度を向上させるための測定シ

ステムの安定化を行い、アンテナで反射された電波の位相

を評価し、効率低下の原因を追究する予定である。 

 

平成 21年度製作の変偏波プリント基板反射型アンテナと

平成 22年度製作の反射位相評価装置 
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樹脂系複合材料を一次構造材として用いた次世代航空機における電磁干渉解析技術の研究【競争的資金研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○二ッ森俊一 

研究期間  平成 22 年度～平成 24 年度 

 

1．はじめに 

 樹脂系複合材料は、アルミニウム合金と比較して比強度

が高く、高性能かつ機体の軽量化による運用コスト低減が

達成できるため、民間航空機分野においてもその応用が進

んでいる。航空機内外における電磁環境特性について、従

来の航空機では、携帯電子機器（PED）の影響評価手法お

よび機内使用ガイドライン等が確立されているが、樹脂系

複合材料を主要構造材料として用いた航空機内外における

電磁環境特性は、機内電波伝搬特性および遮蔽・減衰特性

が明らかとなっていないため、詳細な調査検討が必要であ

る。また将来、樹脂系複合材料や PED 等の無線局の使用は、

自動車，鉄道など多くの分野での応用が期待されている。

このことからも幅広い分野において、電磁環境の高確度推

定法と電磁環境両立性（EMC）の評価手法が必要である。 

 

2．研究の概要 

 本研究の目的は、樹脂系複合材料を主要構造として用い

た航空機内において、従来金属製航空機との電磁環境基本

特性の違いの解明および PED が航法装置および無線機器

に及ぼす電磁干渉（EMI）を定量的に評価するため基礎技

術を確立し、樹脂系複合材料の広範な利用に向けた EMC

技術を確立することである。具体的には、樹脂系複合材料

について（1）遮蔽および伝搬特性の測定・定量化技術、（2）

数値モデル化および妥当性検討、（3）一次構造材として適

用した場合の航空機における機内外電磁環境および干渉経

路損失の数値解析技術、について研究を実施する。 

 

3．研究成果 

最も基本的な特性である樹脂系複合材料の遮蔽量（シー

ルド効果）を取得するため、炭素繊維強化プラスチック

（CFRP）積層板の 100 MHz～6 GHz における電磁界遮蔽量

測定系を構築し、測定評価を実施した。UD プリプレグ材

料を用いた CFRP 積層板の詳細な電磁界特性を明らかにし、

従来は報告されていなかった電磁界特性の応用例を明らか

にした。測定結果の一例として、単層の UD プリプレグ材

料を用いた CFRP 板の遮蔽量測定結果を図に示す。図から、

厚み 0.1 mm の単層 CFRP 板でも 18 dB から 46 dB の遮蔽量

を有することが明らかである。また、CFRP 積層板で構成

された立方体の内部電界値および外部漏洩電界値の測定評

価を行うために、航空機材料の調査を実施し、CFRP 構造

体および CFRP 積層板を設計した。さらに、小型航空機胴

体の基本モデルを構築し、FDTD 数値解析の実現可能性を

検討した。 

 

4．まとめ 

UD 材を用いた CFRP 積層板の電磁界遮蔽量について測

定評価を行い、従来金属とは全く異なる特性を明らかにし

た。また、次年度以降に予定している数値モデルを用いた

詳細な評価検討のための基本検討を実施した。平成 22 年度

は、実施予定の各項目についてさらなる詳細な検討を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1．遮蔽量測定状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2．CFRP 積層板の遮蔽量測定結果例 
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樹脂系複合材料を一次構造材として用いた次世代航空機における電磁干渉解析技術の研究【競争的資金研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○二ッ森俊一 

研究期間  平成 22 年度～平成 24 年度 

 

1．はじめに 

 樹脂系複合材料は、アルミニウム合金と比較して比強度

が高く、高性能かつ機体の軽量化による運用コスト低減が

達成できるため、民間航空機分野においてもその応用が進

んでいる。航空機内外における電磁環境特性について、従

来の航空機では、携帯電子機器（PED）の影響評価手法お

よび機内使用ガイドライン等が確立されているが、樹脂系

複合材料を主要構造材料として用いた航空機内外における

電磁環境特性は、機内電波伝搬特性および遮蔽・減衰特性

が明らかとなっていないため、詳細な調査検討が必要であ

る。また将来、樹脂系複合材料や PED 等の無線局の使用は、

自動車，鉄道など多くの分野での応用が期待されている。

このことからも幅広い分野において、電磁環境の高確度推

定法と電磁環境両立性（EMC）の評価手法が必要である。 

 

2．研究の概要 

 本研究の目的は、樹脂系複合材料を主要構造として用い

た航空機内において、従来金属製航空機との電磁環境基本

特性の違いの解明および PED が航法装置および無線機器

に及ぼす電磁干渉（EMI）を定量的に評価するため基礎技

術を確立し、樹脂系複合材料の広範な利用に向けた EMC

技術を確立することである。具体的には、樹脂系複合材料

について（1）遮蔽および伝搬特性の測定・定量化技術、（2）

数値モデル化および妥当性検討、（3）一次構造材として適

用した場合の航空機における機内外電磁環境および干渉経

路損失の数値解析技術、について研究を実施する。 

 

3．研究成果 

最も基本的な特性である樹脂系複合材料の遮蔽量（シー

ルド効果）を取得するため、炭素繊維強化プラスチック

（CFRP）積層板の 100 MHz～6 GHz における電磁界遮蔽量

測定系を構築し、測定評価を実施した。UD プリプレグ材

料を用いた CFRP 積層板の詳細な電磁界特性を明らかにし、

従来は報告されていなかった電磁界特性の応用例を明らか

にした。測定結果の一例として、単層の UD プリプレグ材

料を用いた CFRP 板の遮蔽量測定結果を図に示す。図から、

厚み 0.1 mm の単層 CFRP 板でも 18 dB から 46 dB の遮蔽量

を有することが明らかである。また、CFRP 積層板で構成

された立方体の内部電界値および外部漏洩電界値の測定評

価を行うために、航空機材料の調査を実施し、CFRP 構造

体および CFRP 積層板を設計した。さらに、小型航空機胴

体の基本モデルを構築し、FDTD 数値解析の実現可能性を

検討した。 

 

4．まとめ 

UD 材を用いた CFRP 積層板の電磁界遮蔽量について測

定評価を行い、従来金属とは全く異なる特性を明らかにし

た。また、次年度以降に予定している数値モデルを用いた

詳細な評価検討のための基本検討を実施した。平成 22 年度

は、実施予定の各項目についてさらなる詳細な検討を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1．遮蔽量測定状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2．CFRP 積層板の遮蔽量測定結果例 
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 先端 ICT を活用した安全・安心な交通システムの開発【受託研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○米本成人、河村暁子、二ッ森俊一 

研究期間  平成 22 年度 

 

１．はじめに 

各種交通機関における周囲状況の監視については，未だ

運転者の目視に頼る部分が多く，悪天候時において目視に

よる発見が困難な障害物との衝突や接触等の事故は後を絶

たない。さらに，港湾・空港等における制限区域内や船舶

への侵入といったテロ等の未然防止も含めた，より安全・

安心な交通システムの構築が望まれている。このため，障

害物や侵入者等を事前に探知し，障害物との衝突や，テロ

リスト等の侵入を回避するなど，多目的に適用可能な監視

支援システムの開発を行う。 

 

２．研究概要 

 本受託研究は主に，航空分野での応用を想定し，ヘリコ

プタなどの有視界飛行を行う航空機において，パイロット

の視野，視覚情報援助のための前方監視支援システムを開

発する。具体的には，小型・安価なミリ波技術等を活用し，

複数のセンサ出力を用いて，さまざまな天候・環境下にお

いて周囲障害物を検知し，パイロットの前方監視機能を補

完するシステムを構築することを目標としている。平成 22

年度はミリ波レーダの小型化設計・試作，監視支援システ

ムの構築、実証試験を行った。 

 

３．研究成果 

 ミリ波レーダのさらなる小型軽量化のため、レーダ無線

部を極限まで小さくする技術を検討し、体積 0.99cm3、重

量 7g の無線回路部を開発した。容積が必要であるコネクタ

部分を独自に開発し、様々なアンテナが取り付けられる構

造とした。また、内部回路の損失を小さくするための導波

管スロットアンテナを開発することで、従来よりも 5dB 程

度損失を低減できた。これにより約 11dBm の無線出力を発

するモジュールを製作した。ミリ波レーダの送電線検出性

能を評価したところ、現在のレーダでも理論上 800m 程度

まで送電線が検出可能であることが示された。 

ヘリコプタのパイロットへの情報提供を想定した、コッ

クピット表示システムを構築した。プライマリ・フライト・

ディスプレイとナビゲーションディスプレイを想定して、

それらに監視支援システムの情報を重畳できる表示ソフト

ウェアを構築した。また、ミリ波レーダ、カラーカメラ、

赤外線カメラを計測用ヘリコプタに搭載して連接飛行試験

を実施した。ヘリコプタの搭載重量によって、制御機器に

制限があったため、搭載機器のデータ転送を一部無線化し

たところ、データ転送の確実性が劣化することが示された。

すべての機器を有線で接続したところ、すべての機器は連

動して動作していることが確認された。 

       

Detector output

WR-10 waveguide connector

Tuning Voltage Input

500 Japanese yen coin
(26.5 mm diameter)

Local signal prescaler output

 
超小型ミリ波無線回路 

 
ヘリコプタに搭載した監視支援システム 

 
監視支援システムの表示例 

掲載文献 

(1) 自律飛行ヘリコプタ搭載用 76GHz ミリ波レーダシス

テムの小型軽量化検討」、信学技報、SANE2010-54、2010

年 7 月 

戦術データ交換システム（ＪＴＩＤＳ）の運用に係る技術基準作成委託 【受託研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○小瀬木 滋，大津山 卓哉 

研究期間  平成 22 年度 

 

１．はじめに 

民間航空用および軍用の無線機器の間で無線信号の干

渉が発生すると、両者とも安全で円滑な航空機運用が困

難になる。新たな無線機器の導入や運用方式変更に際し

て、干渉妨害が発生しない条件の確認が必要がある。 

本研究では、JTIDS（Joint Tactical Information 

Distribution System）と民間航空用無線機器との間につ

いて、信号干渉が発生しない条件を調査することにより、

民間航空の安全を維持しつつこれらの機器の国内展開す

る際の技術基準を作成することを目的としている。 

 

２．研究の概要 

防衛省により蓄積された JTIDS の試験データを解析し、

民間航空への影響範囲、制限事項等追加・緩和等協定書

の改訂に向けた基準案の作成を行う。また、周辺諸国で

も JTIDS が導入されつつあるため、越境電波を配慮する。 

本研究では、主に下記のことを実施した。 

・ 関連会議参加等による国際動向調査 

・ 運用協定改定支援 

・ Ｌバンド新システムへの混信妨害予測に関する調査 

・ 越境電波による影響調査 

・ その他、緊急の課題への対応 

 

３．研究成果 

3.1 関連会議参加等による国際動向調査 

研究期間中に，JTIDS 運用基準や L バンド新システム

に関する基礎資料を得るため，次の関連会議を調査した。 

・ JTIDS/MIDS MNWG（Multi-National Working Group） 

FCEG (Frequency Clearance Expert Group) ：JTIDS

運用基準の国際標準化作業に参加し文書作成に寄与 

・ JTIDS/MIDS MNWG SASWG (Spectrum Access 

Sub-Working Group) ：DME 周波数帯域に導入される

新システムの仕様と干渉防止対策に関する情報収集 

・ ICAO FMG (Frequency Management Group) : ICAO 欧

州北大西洋地区の越境電波調整の状況を調査 

 

3.2 運用協定改定支援 

防衛省より改定の提案があったコンテンションアクセ

ス方式について、方式の詳細を調査し、過去の実験結果

を用いて干渉を発生させない運用条件を求めた。 

その結果、求めた条件を元に運用協定が改定された。 

 

3.3Ｌバンド新システムへの混信妨害予測に関する調査 

GPS-L5などGNSS受信機を保護するための新しいJTIDS

運用管理手法が SASWG にて研究されているが、GNSS 対応

の JTIDS 信号環境管理手法はまだ完成していない。 

新しい通信システム LDACS の仕様は現在開発中である。

しかし、その干渉分析案には DME の動作に関して多くの

誤解が見られたため、FCEG の一員として EUROCONTROL の

LDACS 開発チームと合同会議に参加し、DME 受信機特性の

例を示しながら共用性分析試験について意見交換した。 

監視については、MLAT、WAM、ADS-B などが導入されつ

つある。当面は SSR と同じ干渉防止基準を適用する事で

確実に干渉を回避できることがわかっている。 

 

3.4 越境電波による影響調査 

 日本の FIR の構造を調査し、越境電波の影響を受ける

可能性がある DME/TACAN を調査した。また、JTIDS 越境

電波の影響を概算する手法を調査した。 

 

3.5 その他、緊急の課題への対応 

高速電力線通信 PLC（Power Line Communication）に

関する調査を支援した。 

 

４．考察等 

本研究の成果を活用して、民間航空用無線機器を

干渉から保護する条件を明らかにし、新しい柔軟な

JTIDS 運用方式であるコンテンションアクセス方式

を日本でも使用できるようになった。 

 

主な掲載文献 

(1)  小瀬木、大津山：「戦術データ交換システム（JTIDS）の

運用に係る技術基準作成委託」、国土交通省航空局、平

成23年3月 

(2)  小瀬木、大津山：「コンテンションアクセス方式の概要

と運用協定改定」、国土交通省航空局、平成22年9月 
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 先端 ICT を活用した安全・安心な交通システムの開発【受託研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○米本成人、河村暁子、二ッ森俊一 

研究期間  平成 22 年度 

 

１．はじめに 

各種交通機関における周囲状況の監視については，未だ

運転者の目視に頼る部分が多く，悪天候時において目視に

よる発見が困難な障害物との衝突や接触等の事故は後を絶

たない。さらに，港湾・空港等における制限区域内や船舶

への侵入といったテロ等の未然防止も含めた，より安全・

安心な交通システムの構築が望まれている。このため，障

害物や侵入者等を事前に探知し，障害物との衝突や，テロ

リスト等の侵入を回避するなど，多目的に適用可能な監視

支援システムの開発を行う。 

 

２．研究概要 

 本受託研究は主に，航空分野での応用を想定し，ヘリコ

プタなどの有視界飛行を行う航空機において，パイロット

の視野，視覚情報援助のための前方監視支援システムを開

発する。具体的には，小型・安価なミリ波技術等を活用し，

複数のセンサ出力を用いて，さまざまな天候・環境下にお

いて周囲障害物を検知し，パイロットの前方監視機能を補

完するシステムを構築することを目標としている。平成 22

年度はミリ波レーダの小型化設計・試作，監視支援システ

ムの構築、実証試験を行った。 

 

３．研究成果 

 ミリ波レーダのさらなる小型軽量化のため、レーダ無線

部を極限まで小さくする技術を検討し、体積 0.99cm3、重

量 7g の無線回路部を開発した。容積が必要であるコネクタ

部分を独自に開発し、様々なアンテナが取り付けられる構

造とした。また、内部回路の損失を小さくするための導波

管スロットアンテナを開発することで、従来よりも 5dB 程

度損失を低減できた。これにより約 11dBm の無線出力を発

するモジュールを製作した。ミリ波レーダの送電線検出性

能を評価したところ、現在のレーダでも理論上 800m 程度

まで送電線が検出可能であることが示された。 

ヘリコプタのパイロットへの情報提供を想定した、コッ

クピット表示システムを構築した。プライマリ・フライト・

ディスプレイとナビゲーションディスプレイを想定して、

それらに監視支援システムの情報を重畳できる表示ソフト

ウェアを構築した。また、ミリ波レーダ、カラーカメラ、

赤外線カメラを計測用ヘリコプタに搭載して連接飛行試験

を実施した。ヘリコプタの搭載重量によって、制御機器に

制限があったため、搭載機器のデータ転送を一部無線化し

たところ、データ転送の確実性が劣化することが示された。

すべての機器を有線で接続したところ、すべての機器は連

動して動作していることが確認された。 

       

Detector output

WR-10 waveguide connector

Tuning Voltage Input

500 Japanese yen coin
(26.5 mm diameter)

Local signal prescaler output

 
超小型ミリ波無線回路 

 
ヘリコプタに搭載した監視支援システム 

 
監視支援システムの表示例 

掲載文献 

(1) 自律飛行ヘリコプタ搭載用 76GHz ミリ波レーダシス

テムの小型軽量化検討」、信学技報、SANE2010-54、2010

年 7 月 

戦術データ交換システム（ＪＴＩＤＳ）の運用に係る技術基準作成委託 【受託研究】 

 

担当領域  機上等技術領域 

担 当 者 ○小瀬木 滋，大津山 卓哉 

研究期間  平成 22 年度 

 

１．はじめに 

民間航空用および軍用の無線機器の間で無線信号の干

渉が発生すると、両者とも安全で円滑な航空機運用が困

難になる。新たな無線機器の導入や運用方式変更に際し

て、干渉妨害が発生しない条件の確認が必要がある。 

本研究では、JTIDS（Joint Tactical Information 

Distribution System）と民間航空用無線機器との間につ

いて、信号干渉が発生しない条件を調査することにより、

民間航空の安全を維持しつつこれらの機器の国内展開す

る際の技術基準を作成することを目的としている。 

 

２．研究の概要 

防衛省により蓄積された JTIDS の試験データを解析し、

民間航空への影響範囲、制限事項等追加・緩和等協定書

の改訂に向けた基準案の作成を行う。また、周辺諸国で

も JTIDS が導入されつつあるため、越境電波を配慮する。 

本研究では、主に下記のことを実施した。 

・ 関連会議参加等による国際動向調査 

・ 運用協定改定支援 

・ Ｌバンド新システムへの混信妨害予測に関する調査 

・ 越境電波による影響調査 

・ その他、緊急の課題への対応 

 

３．研究成果 

3.1 関連会議参加等による国際動向調査 

研究期間中に，JTIDS 運用基準や L バンド新システム

に関する基礎資料を得るため，次の関連会議を調査した。 

・ JTIDS/MIDS MNWG（Multi-National Working Group） 

FCEG (Frequency Clearance Expert Group) ：JTIDS

運用基準の国際標準化作業に参加し文書作成に寄与 

・ JTIDS/MIDS MNWG SASWG (Spectrum Access 

Sub-Working Group) ：DME 周波数帯域に導入される

新システムの仕様と干渉防止対策に関する情報収集 

・ ICAO FMG (Frequency Management Group) : ICAO 欧

州北大西洋地区の越境電波調整の状況を調査 

 

3.2 運用協定改定支援 

防衛省より改定の提案があったコンテンションアクセ

ス方式について、方式の詳細を調査し、過去の実験結果

を用いて干渉を発生させない運用条件を求めた。 

その結果、求めた条件を元に運用協定が改定された。 

 

3.3Ｌバンド新システムへの混信妨害予測に関する調査 

GPS-L5などGNSS受信機を保護するための新しいJTIDS

運用管理手法が SASWG にて研究されているが、GNSS 対応

の JTIDS 信号環境管理手法はまだ完成していない。 

新しい通信システム LDACS の仕様は現在開発中である。

しかし、その干渉分析案には DME の動作に関して多くの

誤解が見られたため、FCEG の一員として EUROCONTROL の

LDACS 開発チームと合同会議に参加し、DME 受信機特性の

例を示しながら共用性分析試験について意見交換した。 

監視については、MLAT、WAM、ADS-B などが導入されつ

つある。当面は SSR と同じ干渉防止基準を適用する事で

確実に干渉を回避できることがわかっている。 

 

3.4 越境電波による影響調査 

 日本の FIR の構造を調査し、越境電波の影響を受ける

可能性がある DME/TACAN を調査した。また、JTIDS 越境

電波の影響を概算する手法を調査した。 

 

3.5 その他、緊急の課題への対応 

高速電力線通信 PLC（Power Line Communication）に

関する調査を支援した。 

 

４．考察等 

本研究の成果を活用して、民間航空用無線機器を

干渉から保護する条件を明らかにし、新しい柔軟な

JTIDS 運用方式であるコンテンションアクセス方式

を日本でも使用できるようになった。 

 

主な掲載文献 

(1)  小瀬木、大津山：「戦術データ交換システム（JTIDS）の

運用に係る技術基準作成委託」、国土交通省航空局、平

成23年3月 

(2)  小瀬木、大津山：「コンテンションアクセス方式の概要

と運用協定改定」、国土交通省航空局、平成22年9月 
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　当研究所の平成22年度における研究所報告は、下記のとおりである。

No 発行年月 論　　　　　　　文　　　　　　　名 領　　域　　名 著　　　　者

機上等技術領域 塩見　格一

航空交通管理領域 井上　諭

ＡＲＮＳ帯域における干渉信号位置推定手法の検討 機上等技術領域 大津山　卓哉

通信・航法・監視領域 宮崎　裕己

機上等技術領域 古賀　禎

通信・航法・監視領域 上田　栄輔

通信・航法・監視領域 角張　泰之

通信・航法・監視領域 二瓶　子朗

航空交通管理領域 青山　久枝

通信・航法・監視領域 二瓶　子朗

通信・航法・監視領域 宮崎　裕己

機上等技術領域 古賀　禎

航空交通管理領域 山田　泉

通信・航法・監視領域 角張　泰之

国土交通省大阪航空局 松久保　裕二

４　研究所報告

伊藤　恵理航空交通管理領域
ＡＳＡＳに関する調査報告書１:
ＡＳＡＳの概念とＰａｃｋａｇｅ１の応用方式

協調的意思決定支援のための技術動向調査
－タワー管制業務支援技術開発を目指して－

平成22年6月124

空港面マルチラテレーションの導入評価結果平成22年8月125

Ａ－ＳＭＧＣシステム経路設定機能の開発
－地上走行経路の分析について－

126 平成22年12月

５　受託研究

件　　　　　　　　　　　名 委　　　　　託　　　　　元 実施主任者

三沢米軍飛行場整備調査検討のためのTAAMｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 日本工営株式会社 蔭山　康太

成田国際空港におけるWAM導入検討調査支援 株式会社三菱総合研究所 宮崎　裕己

準天頂衛星による高精度測位補正に関する技術開発 国土交通省総合政策局技術安全課 伊藤　憲

先端ICTによる安全・安心な交通システムの開発 国土交通省総合政策局技術安全課 米本　成人

GPSの補助的使用基準の緩和に関する基礎調査 国土交通省航空局保安企画課 坂井　丈泰

平成22年度首都圏空港の増枠時期の判定に関する調査
国土交通省航空局
管制保安部管制課空域調整整備室

藤田　雅人

戦術データ交換システム(JTIDS)の運用に係る技術基準作成委
託

国土交通省航空局
管制保安部管制技術課

小瀬木　滋

最新の航空通信及び衛星航法等の調査に係る支援作業 財団法人　航空保安無線システム協会 藤井　直樹

成田国際空港におけるPRM導入検討調査支援 株式会社三菱総合研究所 宮崎　裕己

高ダイナミクスＧＰＳ受信機の評価試験支援 (秘密保持契約により公表不可) 齊藤　真二

　当研究所の平成22年度における受託研究は下記の通りである。

高 受信機 評価試験支援 (秘密保持契約 表不可) 齊藤 真

滑走路状態表示灯システム評価に関する基礎調査支援 財団法人　航空保安研究センター 宮崎　裕己

16R　LOC放射電波シミュレーション作業 成田国際空港株式会社 田嶋　裕久

航空管制通信へのVoIP導入に関する調査にかかる技術支援 財団法人　航空保安無線システム協会 金田　直樹

横間隔の衝突危険度推定手順策定に係る支援作業 財団法人　航空交通管制協会 藤田　雅人

マルチラテレーションにおける測位精度劣化指数の解析 財団法人　航空保安研究センター 宮崎　裕己

HIRFキャビン窓組立-電磁シールド特性試験評価作業 三菱航空機株式会社 米本　成人

広島空港電波高度計対策技術支援 株式会社日本空港コンサルタンツ 米本　成人

（委託元からの指示により非公開） 全日本空輸株式会社 米本　成人
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　当研究所の平成22年度における研究所報告は、下記のとおりである。

No 発行年月 論　　　　　　　文　　　　　　　名 領　　域　　名 著　　　　者

機上等技術領域 塩見　格一

航空交通管理領域 井上　諭

ＡＲＮＳ帯域における干渉信号位置推定手法の検討 機上等技術領域 大津山　卓哉

通信・航法・監視領域 宮崎　裕己

機上等技術領域 古賀　禎

通信・航法・監視領域 上田　栄輔

通信・航法・監視領域 角張　泰之

通信・航法・監視領域 二瓶　子朗

航空交通管理領域 青山　久枝

通信・航法・監視領域 二瓶　子朗

通信・航法・監視領域 宮崎　裕己

機上等技術領域 古賀　禎

航空交通管理領域 山田　泉

通信・航法・監視領域 角張　泰之

国土交通省大阪航空局 松久保　裕二

４　研究所報告

伊藤　恵理航空交通管理領域
ＡＳＡＳに関する調査報告書１:
ＡＳＡＳの概念とＰａｃｋａｇｅ１の応用方式

協調的意思決定支援のための技術動向調査
－タワー管制業務支援技術開発を目指して－

平成22年6月124

空港面マルチラテレーションの導入評価結果平成22年8月125

Ａ－ＳＭＧＣシステム経路設定機能の開発
－地上走行経路の分析について－

126 平成22年12月

５　受託研究

件　　　　　　　　　　　名 委　　　　　託　　　　　元 実施主任者

三沢米軍飛行場整備調査検討のためのTAAMｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 日本工営株式会社 蔭山　康太

成田国際空港におけるWAM導入検討調査支援 株式会社三菱総合研究所 宮崎　裕己

準天頂衛星による高精度測位補正に関する技術開発 国土交通省総合政策局技術安全課 伊藤　憲

先端ICTによる安全・安心な交通システムの開発 国土交通省総合政策局技術安全課 米本　成人

GPSの補助的使用基準の緩和に関する基礎調査 国土交通省航空局保安企画課 坂井　丈泰

平成22年度首都圏空港の増枠時期の判定に関する調査
国土交通省航空局
管制保安部管制課空域調整整備室

藤田　雅人

戦術データ交換システム(JTIDS)の運用に係る技術基準作成委
託

国土交通省航空局
管制保安部管制技術課

小瀬木　滋

最新の航空通信及び衛星航法等の調査に係る支援作業 財団法人　航空保安無線システム協会 藤井　直樹

成田国際空港におけるPRM導入検討調査支援 株式会社三菱総合研究所 宮崎　裕己

高ダイナミクスＧＰＳ受信機の評価試験支援 (秘密保持契約により公表不可) 齊藤　真二

　当研究所の平成22年度における受託研究は下記の通りである。

高 受信機 評価試験支援 (秘密保持契約 表不可) 齊藤 真

滑走路状態表示灯システム評価に関する基礎調査支援 財団法人　航空保安研究センター 宮崎　裕己

16R　LOC放射電波シミュレーション作業 成田国際空港株式会社 田嶋　裕久

航空管制通信へのVoIP導入に関する調査にかかる技術支援 財団法人　航空保安無線システム協会 金田　直樹

横間隔の衝突危険度推定手順策定に係る支援作業 財団法人　航空交通管制協会 藤田　雅人

マルチラテレーションにおける測位精度劣化指数の解析 財団法人　航空保安研究センター 宮崎　裕己

HIRFキャビン窓組立-電磁シールド特性試験評価作業 三菱航空機株式会社 米本　成人

広島空港電波高度計対策技術支援 株式会社日本空港コンサルタンツ 米本　成人

（委託元からの指示により非公開） 全日本空輸株式会社 米本　成人
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実施領域 相手方 研究課題

通信・航法・監視領域 （独）宇宙航空研究開発機構 準天頂衛星を利用した高精度測位実験システムの研究 H15.10.29 ～ H23.03.11

（独）宇宙航空研究開発機構

東北大学

通信・航法・監視領域 千葉工業大学 航空用データ通信システムに関する共同研究 H18.09.29 ～ H23.03.31

通信・航法・監視領域
大学共同利用機関法人情報・シ
ステム研究機構

極域におけるＧＮＳＳ連続観測 H18.10.06 ～ H24.03.31

名古屋大学太陽地球環境研究所

国立極地研究所

航空交通管理領域 東京大学 飛行経路最適化に関する研究 H20.02.01 ～ H24.03.30

通信・航法・監視領域 富山商船高等専門学校
衛星航法システムにおけるディファレンシャル補正情報の生成お
よび伝送に関する共同研究

H20.04.01 ～ H24.03.31

航空交通管理領域 東京大学 航空管制業務のモデル化 H20.04.01 ～ H23.03.31

（独）情報通信研究機構

京都大学大学院理学研究科

名古屋大学太陽地球環境研究所

機上等技術領域 九州大学 自律飛行ヘリコプタの衝突防止システムに関する研究 H20.07.16 ～ H24.03.31

機上等技術領域 （財）雑賀技術研究所 ７６ＧＨｚ定在波レーダの開発 H21.03.02 ～ H23.03.31

通信・航法・監視領域 （独）宇宙航空研究開発機構 ＧＢＡＳの利用性向上に係わる研究開発 H21.03.02 ～ H25.03.31

通信・航法・監視領域 電気通信大学 スポラディックＥ層のＧＮＳＳへの影響評価に関する研究 H21.03.10 ～ H24.03.31

フランス国立科学研究センター

ニース・ソフィアアンティポリ
ス大学

航空交通管理領域 レディング大学
Distibuted Cognition Analysis of ATC Tasks for Expertise
and Skills Transfer - 「分散認知による管制業務の技術伝承に
関する研究」

H21.04.08 ～ H24.03.31

機上等技術領域 （株）レンスター 誘電体材料を活用したミリ波機器に関する研究 H21.05.14 ～ H24.03.31

機上等技術領域 長崎大学
航空管制用二次監視レーダの監視補強情報を用いた追尾性能向上
の研究

H21.08.04 ～ H23.03.31

機上等技術領域 （独）宇宙航空研究開発機構
ミリ波・赤外線を用いたヘリコプタの障害物検知システムに関す
る研究

H21.10.01 ～ H24.03.31

通信・航法・監視領域 ニューブランズウィック大学
Handling of Cycle Slips in GPS Data During Ionospheric
Scintillation Events(電離圏擾乱の発生時におけるGPSデータの
サイクルスリップの補完法に関する研究)

H21.11.04 ～ H22.05.01

日本信号（株）

（株）レンスター

通信・航法・監視領域
（財）衛星測位利用推進セン
ター

準天頂衛星システムを用いた初期位置算出時間の短縮（その２） H22.04.01 ～ H23.03.31

通信・航法・監視領域 日本電気株式会社 電離圏勾配モニタのアルゴリズムに関する共同研究 H22.06.09 ～ H23.03.31

機上等技術領域 産業医科大学 発話音声による心身状態計測手法の研究 H22.07.01 ～ H23.03.31

機上等技術領域 北海道大学 携帯電子機器の航法機器への影響に関する研究 H22.07.15 ～ H24.03.31

機上等技術領域 （独）情報通信研究機構 ミリ波レーダ用デバイスに関する研究 H22.07.22 ～ H24.03.31

機上等技術領域 武蔵野大学 発話音声分析装置の機能検証のための実験的研究 H22.09.10 ～ H24.03.31

航空交通管理領域 オランダ航空宇宙研究所
Research on the modelling and Monte Carlo simulation of an
advanced ASAS Interval Management Concept of Operation in
an extended TMA

H22.10.29 ～ H24.03.31

機上等技術領域 電気通信大学 雷放電の発生メカニズムに関する研究 H22.11.17 ～ H24.03.31

通信・航法・監視領域

通信・航法・監視領域

機上等技術領域 レンズアンテナ特性の実現性に関する研究 H22.04.01

衛星航法に係わる電離圏の影響に関する共同研究 H20.07.01

極域におけるGPSシンチレーション観測 H20.04.01

機上等技術領域

H22.09.30～

６　共同研究

後方乱気流の航空機におよぼす影響の研究航空交通管理領域 H18.08.04

契約期間

　当研究所の平成22年度における共同研究は下記のとおりである。

～ H25.03.31

Etudes de radars en bande W
(Ｗ帯レーダに関する研究)

H21.03.30 ～

～

H23.03.31～

H24.03.31

H23.03.31

(1)第10回研究発表会（平成22年6月3日,4日）

1. 6.

通信・航法・監視領域 上田　栄輔 通信・航法・監視領域 齋藤　享

宮崎　裕己 坂井　丈泰

二瓶　子朗 藤井　直樹

角張　泰之 7.

機上等技術領域 古賀　禎 通信・航法・監視領域 坂井　丈泰

航空交通管理領域 山田　泉 福島　荘之介

企画課 長谷川　努 伊藤　憲

2. 8.

信号処理装置の試作・評価 機上等技術領域 二ツ森　俊一

通信・航法・監視領域 角張　泰之 河村　暁子

二瓶　子朗 米本　成人

宮崎　裕己 北海道大学 日景　隆

上田　栄輔 野島　俊雄

機上等技術領域 古賀　禎 9.

3. 機上等技術領域 小瀬木　滋

通信・航法・監視領域 宮崎　裕己 大津山　卓哉

上田　栄輔 古賀　禎

角張　泰之 通信・航法・監視領域 住谷　泰人

二瓶　子朗 10.

機上等技術領域 古賀　禎 航空交通管理領域 瀬之口　敦

4. 機上等技術領域 古賀　禎

通信・航法・監視領域 藤田　征悟 上島　一彦

工藤　正博 11. 拡張スキッタによるＴＩＳ－Ｂの開発・評価

福島　荘之介 機上等技術領域 大津山　卓哉

藤井　直樹 小瀬木　滋

齋藤　享 塩地　誠

齊藤　真二 三垣　充彦

吉原　貴之 12.

松永　圭左 機上等技術領域 塩見　格一

5. 13. 待ち行列のカオス性から考察する空域容量

通信・航法・監視領域 吉原　貴之 機上等技術領域 塩見　格一

齋藤　享 金田　直樹

藤田　征悟 航空交通管理領域 井上　諭

工藤　正博 14.

福島　荘之介 通信・航法・監視領域 板野　賢

齊藤　真二 機上等技術領域 塩見　格一

藤井　直樹

星野尾　一明

発話音声から算出する脳活性度指数の信頼性

ＣＰＤＬＣ対応航空路管制卓の試作開発と評価

広域マルチラテレーションの基礎実験結果

ＧＢＡＳプロトタイプ開発の概要と電離圏モニタ方式

ＧＢＡＳに適した衝突危険度モデルの検討

ＳＳＲモードＳによる航空機選択情報の取得について

ＧＮＳＳ高度利用の為の低緯度電離圏異常監視

マルチパス干渉が信号環境に与える影響

準天頂衛星Ｌ１－ＳＡＩＦ実験局の総合検証試験

大規模数値解析を用いた航空機電磁環境推定

７　研究発表

関西国際空港マルチラテレーション導入評価

光ファイバ接続型受動監視システム（ＯＣＴＰＡＳＳ）
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実施領域 相手方 研究課題

通信・航法・監視領域 （独）宇宙航空研究開発機構 準天頂衛星を利用した高精度測位実験システムの研究 H15.10.29 ～ H23.03.11

（独）宇宙航空研究開発機構

東北大学

通信・航法・監視領域 千葉工業大学 航空用データ通信システムに関する共同研究 H18.09.29 ～ H23.03.31

通信・航法・監視領域
大学共同利用機関法人情報・シ
ステム研究機構

極域におけるＧＮＳＳ連続観測 H18.10.06 ～ H24.03.31

名古屋大学太陽地球環境研究所

国立極地研究所

航空交通管理領域 東京大学 飛行経路最適化に関する研究 H20.02.01 ～ H24.03.30

通信・航法・監視領域 富山商船高等専門学校
衛星航法システムにおけるディファレンシャル補正情報の生成お
よび伝送に関する共同研究

H20.04.01 ～ H24.03.31

航空交通管理領域 東京大学 航空管制業務のモデル化 H20.04.01 ～ H23.03.31

（独）情報通信研究機構

京都大学大学院理学研究科

名古屋大学太陽地球環境研究所

機上等技術領域 九州大学 自律飛行ヘリコプタの衝突防止システムに関する研究 H20.07.16 ～ H24.03.31

機上等技術領域 （財）雑賀技術研究所 ７６ＧＨｚ定在波レーダの開発 H21.03.02 ～ H23.03.31

通信・航法・監視領域 （独）宇宙航空研究開発機構 ＧＢＡＳの利用性向上に係わる研究開発 H21.03.02 ～ H25.03.31

通信・航法・監視領域 電気通信大学 スポラディックＥ層のＧＮＳＳへの影響評価に関する研究 H21.03.10 ～ H24.03.31

フランス国立科学研究センター

ニース・ソフィアアンティポリ
ス大学

航空交通管理領域 レディング大学
Distibuted Cognition Analysis of ATC Tasks for Expertise
and Skills Transfer - 「分散認知による管制業務の技術伝承に
関する研究」

H21.04.08 ～ H24.03.31

機上等技術領域 （株）レンスター 誘電体材料を活用したミリ波機器に関する研究 H21.05.14 ～ H24.03.31

機上等技術領域 長崎大学
航空管制用二次監視レーダの監視補強情報を用いた追尾性能向上
の研究

H21.08.04 ～ H23.03.31

機上等技術領域 （独）宇宙航空研究開発機構
ミリ波・赤外線を用いたヘリコプタの障害物検知システムに関す
る研究

H21.10.01 ～ H24.03.31

通信・航法・監視領域 ニューブランズウィック大学
Handling of Cycle Slips in GPS Data During Ionospheric
Scintillation Events(電離圏擾乱の発生時におけるGPSデータの
サイクルスリップの補完法に関する研究)

H21.11.04 ～ H22.05.01

日本信号（株）

（株）レンスター

通信・航法・監視領域
（財）衛星測位利用推進セン
ター

準天頂衛星システムを用いた初期位置算出時間の短縮（その２） H22.04.01 ～ H23.03.31

通信・航法・監視領域 日本電気株式会社 電離圏勾配モニタのアルゴリズムに関する共同研究 H22.06.09 ～ H23.03.31

機上等技術領域 産業医科大学 発話音声による心身状態計測手法の研究 H22.07.01 ～ H23.03.31

機上等技術領域 北海道大学 携帯電子機器の航法機器への影響に関する研究 H22.07.15 ～ H24.03.31

機上等技術領域 （独）情報通信研究機構 ミリ波レーダ用デバイスに関する研究 H22.07.22 ～ H24.03.31

機上等技術領域 武蔵野大学 発話音声分析装置の機能検証のための実験的研究 H22.09.10 ～ H24.03.31

航空交通管理領域 オランダ航空宇宙研究所
Research on the modelling and Monte Carlo simulation of an
advanced ASAS Interval Management Concept of Operation in
an extended TMA

H22.10.29 ～ H24.03.31

機上等技術領域 電気通信大学 雷放電の発生メカニズムに関する研究 H22.11.17 ～ H24.03.31

通信・航法・監視領域

通信・航法・監視領域

機上等技術領域 レンズアンテナ特性の実現性に関する研究 H22.04.01

衛星航法に係わる電離圏の影響に関する共同研究 H20.07.01

極域におけるGPSシンチレーション観測 H20.04.01

機上等技術領域

H22.09.30～

６　共同研究

後方乱気流の航空機におよぼす影響の研究航空交通管理領域 H18.08.04

契約期間

　当研究所の平成22年度における共同研究は下記のとおりである。

～ H25.03.31

Etudes de radars en bande W
(Ｗ帯レーダに関する研究)

H21.03.30 ～

～

H23.03.31～

H24.03.31

H23.03.31

(1)第10回研究発表会（平成22年6月3日,4日）

1. 6.

通信・航法・監視領域 上田　栄輔 通信・航法・監視領域 齋藤　享

宮崎　裕己 坂井　丈泰

二瓶　子朗 藤井　直樹

角張　泰之 7.

機上等技術領域 古賀　禎 通信・航法・監視領域 坂井　丈泰

航空交通管理領域 山田　泉 福島　荘之介

企画課 長谷川　努 伊藤　憲

2. 8.

信号処理装置の試作・評価 機上等技術領域 二ツ森　俊一

通信・航法・監視領域 角張　泰之 河村　暁子

二瓶　子朗 米本　成人

宮崎　裕己 北海道大学 日景　隆

上田　栄輔 野島　俊雄

機上等技術領域 古賀　禎 9.

3. 機上等技術領域 小瀬木　滋

通信・航法・監視領域 宮崎　裕己 大津山　卓哉

上田　栄輔 古賀　禎

角張　泰之 通信・航法・監視領域 住谷　泰人

二瓶　子朗 10.

機上等技術領域 古賀　禎 航空交通管理領域 瀬之口　敦

4. 機上等技術領域 古賀　禎

通信・航法・監視領域 藤田　征悟 上島　一彦

工藤　正博 11. 拡張スキッタによるＴＩＳ－Ｂの開発・評価

福島　荘之介 機上等技術領域 大津山　卓哉

藤井　直樹 小瀬木　滋

齋藤　享 塩地　誠

齊藤　真二 三垣　充彦

吉原　貴之 12.

松永　圭左 機上等技術領域 塩見　格一

5. 13. 待ち行列のカオス性から考察する空域容量

通信・航法・監視領域 吉原　貴之 機上等技術領域 塩見　格一

齋藤　享 金田　直樹

藤田　征悟 航空交通管理領域 井上　諭

工藤　正博 14.

福島　荘之介 通信・航法・監視領域 板野　賢

齊藤　真二 機上等技術領域 塩見　格一

藤井　直樹

星野尾　一明

発話音声から算出する脳活性度指数の信頼性

ＣＰＤＬＣ対応航空路管制卓の試作開発と評価

広域マルチラテレーションの基礎実験結果

ＧＢＡＳプロトタイプ開発の概要と電離圏モニタ方式

ＧＢＡＳに適した衝突危険度モデルの検討

ＳＳＲモードＳによる航空機選択情報の取得について

ＧＮＳＳ高度利用の為の低緯度電離圏異常監視

マルチパス干渉が信号環境に与える影響

準天頂衛星Ｌ１－ＳＡＩＦ実験局の総合検証試験

大規模数値解析を用いた航空機電磁環境推定

７　研究発表

関西国際空港マルチラテレーション導入評価

光ファイバ接続型受動監視システム（ＯＣＴＰＡＳＳ）
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15.

航空交通管理領域 住谷　美登里

福島　幸子

福田　豊

16.

（航空交通の同期化に関する研究）

航空交通管理領域 ｸﾗｳｽ･ｸﾞｳｨｸﾞﾅｰ

藤田　雅人

福田　豊

役員付研究員 長岡　栄

研究企画統括 山本　憲夫

17.

航空交通管理領域 木村　章

福田　豊

蔭山　康太

18.

航空交通管理領域 福田　豊

白川　昌之

瀬之口　敦

19.

航空交通管理領域 藤田　雅人

天井　治

森　亮太

－ 電子航法研究所の国際技術交流プログラム

研究企画統括 山本　憲夫

定性的空域安全性評価手法について

Study on Traffic Synchronization

ターミナル空域評価手法におけるふたつのアプローチ

トラジェクトリ予測の誤差要因解析

太平洋上可変経路のゲートウェイについて
(2)所外発表

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

航空航法における衛星航法の利用と電離圏の影響

坂井丈泰
松永圭左
吉原貴之
齋藤享

平成22年4月
情報通信研究機構機関誌
(季報・ｼﾞｬｰﾅﾙ)

赤道スプレッドFの発生と電離圏大規模東西構造
齋藤享
丸山隆（情報通信研究機構）

平成22年4月
情報通信研究機構機関誌
(季報・ｼﾞｬｰﾅﾙ)

プラズマバブルの発生における赤道横断熱圏風の効果
齋藤享
丸山隆（情報通信研究機構）

平成22年4月
情報通信研究機構機関誌
(季報・ｼﾞｬｰﾅﾙ)

赤道ジェット電流の変動と赤道スプレッドF

上本純平(情報通信研究機構)
丸山隆　(同上)
石井守  (同上)
吉村玲子(北里大学)
齊藤亨

平成22年4月
情報通信研究機構機関誌
(季報・ｼﾞｬｰﾅﾙ)

SEALIONプロジェクトの概要と初期解析結果

丸山隆（情報通信研究機構）
川村眞文（同上）
野崎憲朗（同上）
上本純平（同上）
津川卓也（同上）
陣英克（同上）
石井守（同上）
久保田実（同上）
齋藤享

平成22年4月
情報通信研究機構機関誌
(季報・ｼﾞｬｰﾅﾙ)

短波赤道横断電波伝播によるプラズマバブルの遠隔観測

津川卓也(情報通信研究機構)
丸山隆　(同上)
石井守  (同上)
齋藤享

平成22年4月
情報通信研究機構機関誌
(季報・ｼﾞｬｰﾅﾙ)

Performance Evaluation of Communication System
Proposed for Oceanic Air Traffic Control
（洋上航空管制用通信システムの性能評価）

Ho Dac Tu（早稲田大学院）
Jingyu Park（同上）
嶋本薫（同上）
北折潤

平成22年4月
IEEE Wireless
Communications and
Networking Conference 2010

太平洋上の東行きPACOTSとUPRの比較

福島幸子
福田豊
住谷美登里
舩井康信（日本インターナショナル）

平成22年4月
日本航空宇宙学会
第41期年会講演会

トラジェクトリ予測に対する気象の影響

福田豊
白川昌之
新井直樹
瀬之口敦

平成22年4月
日本航空宇宙学会
第41期年会講演会

後方乱気流について知られている性質と離着陸する航空機
の運航の改善の方法についての考察

工藤正博
藤井直樹
吉原貴之
齊藤真二
齋藤享
山田泉
山康博
星野尾一明

平成22年4月
日本航空宇宙学会
第41期年会講演会

航空路管制業務の知識構造化フレームワークの構築に関す
る研究

井上諭
青山久枝
塩見格一
中田圭一（英国レディング大学）

平成22年4月
日本航空宇宙学会
第41期年会講演会

Nighttime-like Quasi Periodic echoes induced by a
partial solar eclipse
（部分日食により引き起こされた夜間準周期エコーに類似
したレーダーエコー）

S.V.Thampi(京都大学)
山本衛(同上)
H.Liu(同上)
大塚雄一(明治大学)
A.K.Patra(インド国立大気研究所)
齋藤享

平成22年4月
Geophysical Research
Letters
(米国地球科学連合論文誌)

運用協定改定案への勧告事項
小瀬木滋
大津山卓哉

平成22年4月
国土交通省航空局管制保安部
管制技術課

Test Results of Wide Area Multilateration at Tokyo
International Airport
（東京国際空港における広域マルチラテレーションの試験
結果）

宮崎裕己
古賀禎
上田栄輔
角張泰之
二瓶子朗

平成22年4月
ICAO航空監視パネル(ASP)第8
回ワーキンググループ(WG)会
議

航空交通管制における通信システム 長岡栄 平成22年4月 日本航海学会　AUNAR研究会
精説GPS改訂第2版
-基本概念・測位原理・信号と受信機-　6章

福島荘之介 平成22年4月 精鋭GPS改訂第2版

精説GPS改訂第2版
第4章　座標系・時刻基準・人工衛星の軌道

坂井丈泰 平成22年4月 精鋭GPS改訂第2版

精説GPS改訂第2版
第6章　PVT(位置・速度・時刻）の推定

福島荘之介 平成22年4月
測位航法学会全国大会
精説GPS改訂第２版セミナー

精説GPS改訂第2版
第4章　座標系・時刻基準・人工衛星の軌道

坂井丈泰 平成22年4月
測位航法学会全国大会
精説GPS改訂第２版セミナー

電子航法研究所「最前線」 片山雅敏 平成22年4月
空と技術の会
「最前線セミナー」
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表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

スポラディックEのGPS測位に対する影響の初期的評価
齊藤真二
冨澤一郎（電気通信大学）

平成22年4月 測位航法学会 全国大会

地上型補強システム(GBAS)プロトタイプ開発

福島荘之介
工藤正博
吉原貴之
齋藤享
藤田征吾
藤井直樹
星野尾一明

平成22年4月 測位航法学会　全国大会

測位衛星ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝの多地点同時観測から求めた2008/6/9擾
乱の構造及び移動特性

今井慧（電気通信大学）
冨澤一郎（同上）
後藤史織（同上）
中島正博（同上）
齊藤真二

平成22年4月 測位航法学会　全国大会

航空気象情報の可視化についての検討-2-等相当温位面
新井直樹
福田豊
白川昌之

平成22年4月 航空気象委員会

CHANGE PROPOSAL TO ACAS MANUAL(Doc.9863) AFTER THE
LATE INPUT TO STATE LETTER 57e
（ステートレター57e後の提出に対応するACASマニュアル
(Doc.9863)改訂要求案）

小瀬木滋
Jean-Marc Losco(DSNA(フランス航空局))

平成22年4月
ICAO ASP WG（国際民間航空
機関航空監視パネル会議作業
部会）

Effect of Multipath Echoes on Transponder Decoder
（トランスポンダデコーダにマルチパス反射波が与える影
響）

小瀬木滋 平成22年4月
ICAO ASP WG（国際民間航空
機関航空監視パネル会議作業
部会）

SI unit Conversion for section 3.16 of Doc.9863
（ACASマニュアル(Doc.9863) 3.16章のためのSI単位系への
変換）

小瀬木滋 平成22年4月
ICAO ASP WG ASSG（機上監視
サブグループ）

Methodology for averaging collision risk
（平均衝突危険度の算出法）

藤田雅人 平成22年5月 ICAO SASP

Average collision risk for OR27
（OR27の平均衝突危険度）

藤田雅人 平成22年5月 ICAO SASP

Average collision risk for OR26
（OR26の平均衝突危険度）

藤田雅人 平成22年5月 ICAO SASP

Validation of Ionospheric Anomaly Mitigation
for GAST D
（GAST-D電離圏脅威回避法に関する検証）

齋藤享
T.Murphy(ボーイング社)
M.Harris(同上)
S.Pullen(スタンフォード大学)
B.Pervan(イリノイ工科大学)
M.Brenner(ハネウェル社)

平成22年5月
ICAO NSP CAT-Ⅲ
サブグループ会議

Ionospheric Absolute Gradient Monitor for GAST-D and
Current Status of Japanese GBAS Prototype
（GAST-Dのための電離圏絶対勾配モニタと日本における
GBASプロトタイプのステータス）

吉原貴之
藤田征吾
齋藤享

平成22年5月
ICAO 航法システムパネル
(NSP) 高カテゴリサブグルー
プ(CSG)

太平洋上でのDARPについて 福島幸子 平成22年5月 航空管制2010-No.3

GBAS(Ground-Based Augmentation System)安全性設計とプ
ロトタイプ開発

吉原貴之
工藤正博
福島荘之介
齊藤真二
齋藤享
藤田征吾
藤井直樹
星野尾一明

平成22年5月
電子情報通信学会
安全性研究会

Autonomous Lockout Map Construction Technique for
Secondary Surveillance Radar Mode S Network
（SSRモードSネットワークにおける自律的ロックアウト
マップ生成技術について）

古賀禎
森欣司（東京工業大学）

平成22年5月
IEEE Radar Conference
2010e

準天頂衛星技術実証に向けた測位補正信号の開発状況 坂井丈泰 平成22年5月
第７回衛星測位と地理空間情
報フォーラム

State Letter Discussions
（ステートレターについて）

小瀬木滋 平成22年5月
JTIDS/MIDS Multi-National
Working Group

航空システムのための安全性評価の動向 長岡栄 平成22年5月
電子情報通信学会
安全性研究会

測位衛星ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝの多地点同時観測から求めた2008/6/9擾
乱の構造及び移動特性

今井慧（電気通信大学）
冨澤一郎（同上）
後藤史織（同上）
中島正博（同上）
齊藤真二

平成22年5月
日本地球惑星科学連合
2010年大会

ディジタル受信機を用いた短波赤道横断伝播によるプラズ
マバブルの観測

齋藤享
山本衛(京都大学)
丸山隆(情報通信研究機構)

平成22年5月
日本地球惑星科学連合
2010年大会

パパは南極へ行った
～第48次南極観測隊486日間の越冬生活～

新井直樹 平成22年5月
日本航空機操縦士協会
第45回通常総会記念講演

日本におけるGPS衛星電波の局所的な電離圏遅延勾配の背景
場の評価

吉原貴之
斉藤享
藤井直樹

平成22年5月
日本航海学会
第122回講演会

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

空港滑走路上の落下物を検知するレーダシステムの開発
河村暁子
二ッ森俊一
米本成人

平成22年5月
日本航海学会
航空宇宙研究会

最近の航空通信システムの国際標準化動向
～ＩＣＡＯ ＡＣＰ WG-WHL　第3回会議より～

金田直樹 平成22年5月
日本航海学会
航空宇宙研究会

準天頂衛星L1-SAIF実験局の整備状況 坂井丈泰 平成22年5月
日本航海学会
航空宇宙研究会

狭域DGPSによる航空機進入着陸システムの研究開発動向

福島荘之介
工藤正博
吉原貴之
齋藤享
藤田征吾
藤井直樹
星野尾一明

平成22年5月
日本航海学会誌
「NAVIGATION」

RNAV承認機に対する安全な最小経路間隔の推定方法
（IAIN2009論文概要）

天井治 平成22年6月
日本航海学会誌
「NAVIGATION」

成田国際空港におけるマルチラテレーションの評価結果

宮崎裕己
古賀禎
上田栄輔
角張泰之
二瓶子朗

平成22年6月
日本航海学会誌
「NAVIGATION」

GBASプロトタイプの開発
～平成21年度電子航法研究所講演会より～

工藤正博 平成22年6月 航空無線第64号

インターネット技術の航空通信への適用について 金田直樹 平成22年6月 航空無線第64号
マルチラテレーション導入評価 宮崎裕己 平成22年6月 航空無線第64号
ICAO ACP WG-W 第3回会議報告 金田直樹 平成22年6月 航空無線第64号
太平洋上UPR(利用者設定経路)の導入動向と展望　～平成21
年度電子航法研究所講演会より～

福島幸子 平成22年6月 航空無線第64号

A Trial Study of Delays to Air Transport in Japan
（日本の航空交通への遅延の試行解析）

蔭山康太
福田豊

平成22年6月 ICRAT2010

Modeling of Aircraft Surface Traffic Flow st
Congestsd Airport Using Gellular Automata
（セル・オートマトンを用いた混雑空港における空港面ト
ラフィックのモデル化）

森亮太 平成22年6月 ICRAT2010

Study on Conflict Detection Method with Downlink
Aircraft Parameters
（航空機の動態情報を利用するコンフリクト検出手法の研
究）

瀬之口敦
福田豊

平成22年6月 ICRAT 2010

The Investigation of the Influence of Snow upon Glide
Slope
（GS積雪調査）

横山尚志
及川豊（国土交通省航空局）

平成22年6月
16th International Flight
Inspection Symposium(IFIS)

電子航法研究所の主な研究と国際技術交流 山本憲夫 平成22年6月
(財)航空交通管制協会「アジ
アにおけるCNS/ATMの現状と
将来性に関するセミナー」

会議参加報告　ICAO ASTAF1 小瀬木滋 平成22年6月
国土交通省航空局
ICAO/ASTAF報告会

R&D Activities on Japanese ATM/CNS
（日本のATM/CNSに関する研究開発活動）

坂井丈泰 平成22年6月
ICAO Standard Round Table
Meeting #2

Preliminary Analysis of Radio Propagation using
Aircraft Model for MIMO in Radio Anechoic Chamber
（電波無響室における実験用 MIMO 航空機模型システムを
利用した電波伝搬の予備検討）

住谷泰人
小川恭孝（北海道大学）

平成22年6月 RTCA SC223 第4回会議

Some consideration on operational aspects for
facilitating GBAS implementation

工藤正博 平成22年6月 第10回IGWG会合

Update on current solar activities and ionosphere
data collection strategy

工藤正博 平成22年6月 第10回IGWG会合

ICAO ANNEX10改訂85の背景 小瀬木滋 平成22年6月
総務省情報通信審議会技術分
科会航空無線通信委員会監視
作業班

Overview of ENRI's Research and Development
Activities
（ENRIの研究・開発の概要）

長岡栄 平成22年6月
A Meeting at EUROCONTROL
Experimental Center (EEC)

「みちびき」L1-SAIF補強信号について 坂井丈泰 平成22年6月
準天頂衛星「みちびき」
プレス公開

High Reliability Organization実現のためのオペレータ支
援方策に関する研究（3）－航空管制業務ワークロード可視
化手法を用いた教育・訓練支援ツールの開発－

狩川大輔（東北大学）
高橋信（同上）
若林利男（同上）
古田一雄（東京大学）
北村正晴（東北大学）
青山久枝

平成22年6月 日本人間工学会第51回大会

High Reliability Organization実現のためのオペレータ支
援方策に関する研究（2）－航空管制業務におけるワーク
ロード可視化手法の検討－

青山久枝
飯田裕康（(財)労働科学研究所）
狩川大輔（東北大学）

平成22年6月 日本人間工学会第51回大会

Comments for Potential SARPs Changes to Limit
Unnecessary Interference
（不要な干渉制限に対する国際標準改定へのコメント）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成22年6月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回技術作業部会(TSG)会議
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表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

スポラディックEのGPS測位に対する影響の初期的評価
齊藤真二
冨澤一郎（電気通信大学）

平成22年4月 測位航法学会 全国大会

地上型補強システム(GBAS)プロトタイプ開発

福島荘之介
工藤正博
吉原貴之
齋藤享
藤田征吾
藤井直樹
星野尾一明

平成22年4月 測位航法学会　全国大会

測位衛星ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝの多地点同時観測から求めた2008/6/9擾
乱の構造及び移動特性

今井慧（電気通信大学）
冨澤一郎（同上）
後藤史織（同上）
中島正博（同上）
齊藤真二

平成22年4月 測位航法学会　全国大会

航空気象情報の可視化についての検討-2-等相当温位面
新井直樹
福田豊
白川昌之

平成22年4月 航空気象委員会

CHANGE PROPOSAL TO ACAS MANUAL(Doc.9863) AFTER THE
LATE INPUT TO STATE LETTER 57e
（ステートレター57e後の提出に対応するACASマニュアル
(Doc.9863)改訂要求案）

小瀬木滋
Jean-Marc Losco(DSNA(フランス航空局))

平成22年4月
ICAO ASP WG（国際民間航空
機関航空監視パネル会議作業
部会）

Effect of Multipath Echoes on Transponder Decoder
（トランスポンダデコーダにマルチパス反射波が与える影
響）

小瀬木滋 平成22年4月
ICAO ASP WG（国際民間航空
機関航空監視パネル会議作業
部会）

SI unit Conversion for section 3.16 of Doc.9863
（ACASマニュアル(Doc.9863) 3.16章のためのSI単位系への
変換）

小瀬木滋 平成22年4月
ICAO ASP WG ASSG（機上監視
サブグループ）

Methodology for averaging collision risk
（平均衝突危険度の算出法）

藤田雅人 平成22年5月 ICAO SASP

Average collision risk for OR27
（OR27の平均衝突危険度）

藤田雅人 平成22年5月 ICAO SASP

Average collision risk for OR26
（OR26の平均衝突危険度）

藤田雅人 平成22年5月 ICAO SASP

Validation of Ionospheric Anomaly Mitigation
for GAST D
（GAST-D電離圏脅威回避法に関する検証）

齋藤享
T.Murphy(ボーイング社)
M.Harris(同上)
S.Pullen(スタンフォード大学)
B.Pervan(イリノイ工科大学)
M.Brenner(ハネウェル社)

平成22年5月
ICAO NSP CAT-Ⅲ
サブグループ会議

Ionospheric Absolute Gradient Monitor for GAST-D and
Current Status of Japanese GBAS Prototype
（GAST-Dのための電離圏絶対勾配モニタと日本における
GBASプロトタイプのステータス）

吉原貴之
藤田征吾
齋藤享

平成22年5月
ICAO 航法システムパネル
(NSP) 高カテゴリサブグルー
プ(CSG)

太平洋上でのDARPについて 福島幸子 平成22年5月 航空管制2010-No.3

GBAS(Ground-Based Augmentation System)安全性設計とプ
ロトタイプ開発

吉原貴之
工藤正博
福島荘之介
齊藤真二
齋藤享
藤田征吾
藤井直樹
星野尾一明

平成22年5月
電子情報通信学会
安全性研究会

Autonomous Lockout Map Construction Technique for
Secondary Surveillance Radar Mode S Network
（SSRモードSネットワークにおける自律的ロックアウト
マップ生成技術について）

古賀禎
森欣司（東京工業大学）

平成22年5月
IEEE Radar Conference
2010e

準天頂衛星技術実証に向けた測位補正信号の開発状況 坂井丈泰 平成22年5月
第７回衛星測位と地理空間情
報フォーラム

State Letter Discussions
（ステートレターについて）

小瀬木滋 平成22年5月
JTIDS/MIDS Multi-National
Working Group

航空システムのための安全性評価の動向 長岡栄 平成22年5月
電子情報通信学会
安全性研究会

測位衛星ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝの多地点同時観測から求めた2008/6/9擾
乱の構造及び移動特性

今井慧（電気通信大学）
冨澤一郎（同上）
後藤史織（同上）
中島正博（同上）
齊藤真二

平成22年5月
日本地球惑星科学連合
2010年大会

ディジタル受信機を用いた短波赤道横断伝播によるプラズ
マバブルの観測

齋藤享
山本衛(京都大学)
丸山隆(情報通信研究機構)

平成22年5月
日本地球惑星科学連合
2010年大会

パパは南極へ行った
～第48次南極観測隊486日間の越冬生活～

新井直樹 平成22年5月
日本航空機操縦士協会
第45回通常総会記念講演

日本におけるGPS衛星電波の局所的な電離圏遅延勾配の背景
場の評価

吉原貴之
斉藤享
藤井直樹

平成22年5月
日本航海学会
第122回講演会

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

空港滑走路上の落下物を検知するレーダシステムの開発
河村暁子
二ッ森俊一
米本成人

平成22年5月
日本航海学会
航空宇宙研究会

最近の航空通信システムの国際標準化動向
～ＩＣＡＯ ＡＣＰ WG-WHL　第3回会議より～

金田直樹 平成22年5月
日本航海学会
航空宇宙研究会

準天頂衛星L1-SAIF実験局の整備状況 坂井丈泰 平成22年5月
日本航海学会
航空宇宙研究会

狭域DGPSによる航空機進入着陸システムの研究開発動向

福島荘之介
工藤正博
吉原貴之
齋藤享
藤田征吾
藤井直樹
星野尾一明

平成22年5月
日本航海学会誌
「NAVIGATION」

RNAV承認機に対する安全な最小経路間隔の推定方法
（IAIN2009論文概要）

天井治 平成22年6月
日本航海学会誌
「NAVIGATION」

成田国際空港におけるマルチラテレーションの評価結果

宮崎裕己
古賀禎
上田栄輔
角張泰之
二瓶子朗

平成22年6月
日本航海学会誌
「NAVIGATION」

GBASプロトタイプの開発
～平成21年度電子航法研究所講演会より～

工藤正博 平成22年6月 航空無線第64号

インターネット技術の航空通信への適用について 金田直樹 平成22年6月 航空無線第64号
マルチラテレーション導入評価 宮崎裕己 平成22年6月 航空無線第64号
ICAO ACP WG-W 第3回会議報告 金田直樹 平成22年6月 航空無線第64号
太平洋上UPR(利用者設定経路)の導入動向と展望　～平成21
年度電子航法研究所講演会より～

福島幸子 平成22年6月 航空無線第64号

A Trial Study of Delays to Air Transport in Japan
（日本の航空交通への遅延の試行解析）

蔭山康太
福田豊

平成22年6月 ICRAT2010

Modeling of Aircraft Surface Traffic Flow st
Congestsd Airport Using Gellular Automata
（セル・オートマトンを用いた混雑空港における空港面ト
ラフィックのモデル化）

森亮太 平成22年6月 ICRAT2010

Study on Conflict Detection Method with Downlink
Aircraft Parameters
（航空機の動態情報を利用するコンフリクト検出手法の研
究）

瀬之口敦
福田豊

平成22年6月 ICRAT 2010

The Investigation of the Influence of Snow upon Glide
Slope
（GS積雪調査）

横山尚志
及川豊（国土交通省航空局）

平成22年6月
16th International Flight
Inspection Symposium(IFIS)

電子航法研究所の主な研究と国際技術交流 山本憲夫 平成22年6月
(財)航空交通管制協会「アジ
アにおけるCNS/ATMの現状と
将来性に関するセミナー」

会議参加報告　ICAO ASTAF1 小瀬木滋 平成22年6月
国土交通省航空局
ICAO/ASTAF報告会

R&D Activities on Japanese ATM/CNS
（日本のATM/CNSに関する研究開発活動）

坂井丈泰 平成22年6月
ICAO Standard Round Table
Meeting #2

Preliminary Analysis of Radio Propagation using
Aircraft Model for MIMO in Radio Anechoic Chamber
（電波無響室における実験用 MIMO 航空機模型システムを
利用した電波伝搬の予備検討）

住谷泰人
小川恭孝（北海道大学）

平成22年6月 RTCA SC223 第4回会議

Some consideration on operational aspects for
facilitating GBAS implementation

工藤正博 平成22年6月 第10回IGWG会合

Update on current solar activities and ionosphere
data collection strategy

工藤正博 平成22年6月 第10回IGWG会合

ICAO ANNEX10改訂85の背景 小瀬木滋 平成22年6月
総務省情報通信審議会技術分
科会航空無線通信委員会監視
作業班

Overview of ENRI's Research and Development
Activities
（ENRIの研究・開発の概要）

長岡栄 平成22年6月
A Meeting at EUROCONTROL
Experimental Center (EEC)

「みちびき」L1-SAIF補強信号について 坂井丈泰 平成22年6月
準天頂衛星「みちびき」
プレス公開

High Reliability Organization実現のためのオペレータ支
援方策に関する研究（3）－航空管制業務ワークロード可視
化手法を用いた教育・訓練支援ツールの開発－

狩川大輔（東北大学）
高橋信（同上）
若林利男（同上）
古田一雄（東京大学）
北村正晴（東北大学）
青山久枝

平成22年6月 日本人間工学会第51回大会

High Reliability Organization実現のためのオペレータ支
援方策に関する研究（2）－航空管制業務におけるワーク
ロード可視化手法の検討－

青山久枝
飯田裕康（(財)労働科学研究所）
狩川大輔（東北大学）

平成22年6月 日本人間工学会第51回大会

Comments for Potential SARPs Changes to Limit
Unnecessary Interference
（不要な干渉制限に対する国際標準改定へのコメント）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成22年6月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回技術作業部会(TSG)会議
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表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

Information to Discuss the Anomalous Behavior of
Transponder Replies
（トランスポンダ応答の異常な動作に関して審議するため
の情報）

宮崎裕己
小瀬木滋

平成22年6月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回技術作業部会(TSG)会議

準天頂衛星による航空用衛星航法システムの構成

坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲
工藤正博

平成22年6月
電子情報通信学会　宇宙･航
行エレクトロニクス研究会

パパは南極へ行った
～第48次南極観測隊486日間の越冬生活～

新井直樹 平成22年6月 みたか環境フェスタ2010

パパは南極へ行った
～第48次南極観測隊486日間の越冬生活～

新井直樹 平成22年6月 学校法人啓明学園

Development of GBAS for GNSS using SBAS Ranging
Signals
（SBAS信号を使用するGBASについて）

齋藤享
藤井直樹

平成22年7月 電子情報通信学会論文誌

電子航法研究所の発話音声分析技術 塩見格一 平成22年7月 航空管制2010-No.4

準天頂衛星L1-SAIF実験局の整備状況
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成22年7月
日本航海学会誌
「NAVIGATION」

Efficient Delay Distribution in Air Transportation
Networks

クラウス・グウィグナー
長岡　栄

平成22年7月
24th European Conference
on Operation
Research(EURO)

航空用データ通信の研究とGNU Radio 北折潤 平成22年7月
第１回GnuRadioワークショッ
プ

USRPを用いた「送信なしレーダー」の実験 齋藤享 平成22年7月
第１回GnuRadioワークショッ
プ

JTIDS干渉からの保護－MLATの場合
小瀬木滋
大津山卓哉

平成22年7月
航空局
技術管理センター準備室

Resolution for ionosphere issues in implementing GNSS
（GNSS利用における電離圏問題への対策）

齋藤享 平成22年7月
APANPIRG CNS/MET-14
サブグループ会議

将来の航空通信システムに関する現状～CARATS CNS WG通信
Adhoc資料(航空用WiMAXシステム及びLDACS)

住谷泰人
北折潤

平成22年7月
CARATS CNS WG 通信Adhoc
第1回会議資料

CARATS CNS WG 監視アドホック　検討対象監視システム一
覧に関する特徴等の追加記述

住谷泰人
小瀬木滋
宮崎裕己
古賀禎
大津山卓哉

平成22年7月
CARATS CNS WG 監視Adhoc
第2回会議資料

GBASの開発状況 工藤正博 平成22年7月
新たな進入方式導入に向けた
調査･研究検討WG第1回会合

太平洋上可変経路のシミュレーション検討
住谷美登里
福島幸子
福田豊

平成22年7月
電子情報通信学会
宇宙・航行ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会

自律飛行ﾍﾘｺﾌﾟﾀ搭載用76GHzミリ波レーダシステムの小型軽
量化検討

二ツ森俊一
河村暁子
米本成人

平成22年7月
電子情報通信学会
宇宙・航行ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会

ＩＮＳ補強型ＧＰＳ追尾ループの開発と模擬ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ下で
の性能検討

辻井利昭（（独）宇宙航空研究開発機構）
藤原健（同上）
菅沼嘉光（同上）
冨田博史（同上）
松永圭左

平成22年7月
電子情報通信学会
宇宙・航行ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会

GPS通年観測による南極氷床の流動測定

新井直樹
伊藤実
土井浩一郎（国立極地研究所）
青山雄一（同上）

平成22年8月 国立極地研究所　南極資料

L1-SAIF補強信号 坂井丈泰 平成22年8月
JAXA HP 準天頂衛星初号機
「みちびき」特設サイト

モードＳ拡張スキッタによる放送型交通情報サービス 大津山卓哉 平成22年8月
航空振興財団航空交通管制シ
ステム小委員会

「みちびき」L1-SAIF補強信号 坂井丈泰 平成22年8月
準天頂衛星「みちびき」記者
説明会向けプレスキット

UHF帯複素比誘電率測定用矩形同軸キャビティセンサ
中田和一（青森大学）
横山尚志
田嶋裕久

平成22年8月
電気関係学会
東北支部連合大会

GBASにおける課題 吉原貴之 平成22年8月
CARATS CNS ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
第2回ｱﾄﾞﾎｯｸｸﾞﾙｰﾌﾟ

AeroMACSに関する空港面用アプリケーション 住谷泰人 平成22年8月
CARATS CNS WG 通信Adhoc
第3回会議資料

準天頂衛星L1-SAIF実験局の開発
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成22年8月 電気学会　電子回路研究会

Chaotic Voice Analysis Method for Human Arousal Level
Evaluation
（覚醒度評価のための発話音声分析手法）

塩見格一
佐藤清

平成22年9月
ESREL 2010 (European
Safety and Reliability
Association Conference)

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

Managing ATC Epertise based on Disributed Cognition
Analysis

井上諭
青山久枝
中田圭一（英国レディング大学）
古田一雄（東京大学）

平成22年9月
ESREL 2010 (European
Safety and Reliability
Association Conference)

日本におけるＧＰＳ衛星電波の局所的な電離圏遅延勾配の
背景場の評価

吉原貴之
斉藤享
藤井直樹

平成22年9月
日本航海学会
第122回講演会論文集

過労防止のための音声分析技術開発の経緯と現状 塩見格一 平成22年9月
日本航海学会誌
“NAVIGATION”

準天頂衛星による高精度測位補正実験システム(その３)
伊藤憲
坂井丈泰
福島荘之介

平成22年9月
電子情報通信学会
2010年ソサイエティ大会

空港面受動監視システム信号処理部の試作

角張泰之
古賀禎
二瓶子朗
宮崎裕己
上田栄輔

平成22年9月
電子情報通信学会
2010年ソサイエティ大会

FDTD法を用いた航空機内における偏波特性の解析

平岩慎也（北海道大学）
日景隆（同上）
野島俊雄（同上）
二ツ森俊一
河村暁子
米本成人

平成22年9月
電子情報通信学会
2010年ソサイエティ大会

大規模FDTD解析を用いた航空機内における携帯電話周波数
帯電波の伝搬特性評価

平岩慎也（北海道大学）
日景　隆（同上）
野島俊雄（同上）
二ツ森俊一
米本成人
河村暁子

平成22年9月
電子情報通信学会
環境電磁工業研究会

衛星航法による新しい精密進入システムについて
－GBASの紹介－

工藤正博 平成22年9月 航空管制2010-No.5

認知工学的手法に基づく航空管制ｼｽﾃﾑに関する研究Ⅳ(1)
-管制パフォーマンス評価指標の改良と評価-

青山久枝
飯田裕康（(財)労働科学研究所）
狩川大輔（東北大学）

平成22年9月
ヒューマンインターフェース
シンポジウム2010

認知工学的手法に基づく航空管制ｼｽﾃﾑに関する研究Ⅳ(2)
-管制官の注意配分モデルの構築-

狩川大輔（東北大学）
高橋信（同上）
古田一雄（東京大学）
若林利男（同上）
青山久枝

平成22年9月
ヒューマンインターフェース
シンポジウム2010

9.2狭域補強ｼｽﾃﾑGBAS 福島荘之介 平成22年9月
GPSﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ(編者：杉本末
雄・柴崎亮介)

3.2RINEXﾌｧｲﾙﾌｫｰﾏｯﾄ
4.2電離圏遅延の補正

藤田征吾
久保幸弘(立命館大学)

平成22年9月
GPSﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ(編者：杉本末
雄・柴崎亮介)

Cognitive Process Modeling of Team Cooperative Work
in En route Air

井上諭
青山久枝
古田一雄（東京大学）
菅野太郎（同上）
中田圭一（英国レディング大学）

平成22年9月

The 11th
IFAC/IFIP/IFORS/IEA
Symposium on Analysis,
Design and Evalution of
Human-Machine Systems

Ultra-Multi-Channel Imaging Observations of
Ionospheric Irregularities by the MU radar
（MUﾚｰﾀﾞｰ超多ﾁｬﾝﾈﾙｲﾒ-ｼﾞﾝｸﾞ観測による電離圏不規則構造
の研究）

齋藤享
山本衛（京都大学）

平成22年9月
MUﾚｰﾀﾞｰ25周年記念
国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

機上監視に関する国際動向

小瀬木滋
住谷泰人
古賀禎
大津山卓哉
伊藤恵理

平成22年9月
航空局主催
CARATS監視アドホック会議

機上監視に関する国際動向と高密度運用

小瀬木滋
住谷泰人
古賀禎
大津山卓哉
伊藤恵理

平成22年9月 CARATS第2回高密度運用WG

航空機の安全運航に関する研究（放送型交通情報サービス
の開発）

大津山卓哉 平成22年9月 崇城大学

航空管制官が支える航空安全 青山久枝 平成22年9月 東北心理学会シンポジウム

Analysis of fuel efficiency in highly congested
arrival flows.

クラウス・グウィグナー
長岡栄

平成22年9月
Asia-Pacific International
Symposium on Aerospace
Technology

衛星測位の最新動向 坂井丈泰 平成22年9月
(社)自動車技術会　二輪車の
運動特性部門委員会

ACASへの在地上判定の影響 小瀬木滋 平成22年9月
総務省情報通信審議会技術分
科会航空無線通信委員会監視
作業班

ターミナル空域評価手法におけるふたつのアプローチ
木村章
福田豊
蔭山康太

平成22年9月 航空無線第65号
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表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

Information to Discuss the Anomalous Behavior of
Transponder Replies
（トランスポンダ応答の異常な動作に関して審議するため
の情報）

宮崎裕己
小瀬木滋

平成22年6月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回技術作業部会(TSG)会議

準天頂衛星による航空用衛星航法システムの構成

坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲
工藤正博

平成22年6月
電子情報通信学会　宇宙･航
行エレクトロニクス研究会

パパは南極へ行った
～第48次南極観測隊486日間の越冬生活～

新井直樹 平成22年6月 みたか環境フェスタ2010

パパは南極へ行った
～第48次南極観測隊486日間の越冬生活～

新井直樹 平成22年6月 学校法人啓明学園

Development of GBAS for GNSS using SBAS Ranging
Signals
（SBAS信号を使用するGBASについて）

齋藤享
藤井直樹

平成22年7月 電子情報通信学会論文誌

電子航法研究所の発話音声分析技術 塩見格一 平成22年7月 航空管制2010-No.4

準天頂衛星L1-SAIF実験局の整備状況
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成22年7月
日本航海学会誌
「NAVIGATION」

Efficient Delay Distribution in Air Transportation
Networks

クラウス・グウィグナー
長岡　栄

平成22年7月
24th European Conference
on Operation
Research(EURO)

航空用データ通信の研究とGNU Radio 北折潤 平成22年7月
第１回GnuRadioワークショッ
プ

USRPを用いた「送信なしレーダー」の実験 齋藤享 平成22年7月
第１回GnuRadioワークショッ
プ

JTIDS干渉からの保護－MLATの場合
小瀬木滋
大津山卓哉

平成22年7月
航空局
技術管理センター準備室

Resolution for ionosphere issues in implementing GNSS
（GNSS利用における電離圏問題への対策）

齋藤享 平成22年7月
APANPIRG CNS/MET-14
サブグループ会議

将来の航空通信システムに関する現状～CARATS CNS WG通信
Adhoc資料(航空用WiMAXシステム及びLDACS)

住谷泰人
北折潤

平成22年7月
CARATS CNS WG 通信Adhoc
第1回会議資料

CARATS CNS WG 監視アドホック　検討対象監視システム一
覧に関する特徴等の追加記述

住谷泰人
小瀬木滋
宮崎裕己
古賀禎
大津山卓哉

平成22年7月
CARATS CNS WG 監視Adhoc
第2回会議資料

GBASの開発状況 工藤正博 平成22年7月
新たな進入方式導入に向けた
調査･研究検討WG第1回会合

太平洋上可変経路のシミュレーション検討
住谷美登里
福島幸子
福田豊

平成22年7月
電子情報通信学会
宇宙・航行ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会

自律飛行ﾍﾘｺﾌﾟﾀ搭載用76GHzミリ波レーダシステムの小型軽
量化検討

二ツ森俊一
河村暁子
米本成人

平成22年7月
電子情報通信学会
宇宙・航行ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会

ＩＮＳ補強型ＧＰＳ追尾ループの開発と模擬ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ下で
の性能検討

辻井利昭（（独）宇宙航空研究開発機構）
藤原健（同上）
菅沼嘉光（同上）
冨田博史（同上）
松永圭左

平成22年7月
電子情報通信学会
宇宙・航行ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会

GPS通年観測による南極氷床の流動測定

新井直樹
伊藤実
土井浩一郎（国立極地研究所）
青山雄一（同上）

平成22年8月 国立極地研究所　南極資料

L1-SAIF補強信号 坂井丈泰 平成22年8月
JAXA HP 準天頂衛星初号機
「みちびき」特設サイト

モードＳ拡張スキッタによる放送型交通情報サービス 大津山卓哉 平成22年8月
航空振興財団航空交通管制シ
ステム小委員会

「みちびき」L1-SAIF補強信号 坂井丈泰 平成22年8月
準天頂衛星「みちびき」記者
説明会向けプレスキット

UHF帯複素比誘電率測定用矩形同軸キャビティセンサ
中田和一（青森大学）
横山尚志
田嶋裕久

平成22年8月
電気関係学会
東北支部連合大会

GBASにおける課題 吉原貴之 平成22年8月
CARATS CNS ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
第2回ｱﾄﾞﾎｯｸｸﾞﾙｰﾌﾟ

AeroMACSに関する空港面用アプリケーション 住谷泰人 平成22年8月
CARATS CNS WG 通信Adhoc
第3回会議資料

準天頂衛星L1-SAIF実験局の開発
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成22年8月 電気学会　電子回路研究会

Chaotic Voice Analysis Method for Human Arousal Level
Evaluation
（覚醒度評価のための発話音声分析手法）

塩見格一
佐藤清

平成22年9月
ESREL 2010 (European
Safety and Reliability
Association Conference)

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

Managing ATC Epertise based on Disributed Cognition
Analysis

井上諭
青山久枝
中田圭一（英国レディング大学）
古田一雄（東京大学）

平成22年9月
ESREL 2010 (European
Safety and Reliability
Association Conference)

日本におけるＧＰＳ衛星電波の局所的な電離圏遅延勾配の
背景場の評価

吉原貴之
斉藤享
藤井直樹

平成22年9月
日本航海学会
第122回講演会論文集

過労防止のための音声分析技術開発の経緯と現状 塩見格一 平成22年9月
日本航海学会誌
“NAVIGATION”

準天頂衛星による高精度測位補正実験システム(その３)
伊藤憲
坂井丈泰
福島荘之介

平成22年9月
電子情報通信学会
2010年ソサイエティ大会

空港面受動監視システム信号処理部の試作

角張泰之
古賀禎
二瓶子朗
宮崎裕己
上田栄輔

平成22年9月
電子情報通信学会
2010年ソサイエティ大会

FDTD法を用いた航空機内における偏波特性の解析

平岩慎也（北海道大学）
日景隆（同上）
野島俊雄（同上）
二ツ森俊一
河村暁子
米本成人

平成22年9月
電子情報通信学会
2010年ソサイエティ大会

大規模FDTD解析を用いた航空機内における携帯電話周波数
帯電波の伝搬特性評価

平岩慎也（北海道大学）
日景　隆（同上）
野島俊雄（同上）
二ツ森俊一
米本成人
河村暁子

平成22年9月
電子情報通信学会
環境電磁工業研究会

衛星航法による新しい精密進入システムについて
－GBASの紹介－

工藤正博 平成22年9月 航空管制2010-No.5

認知工学的手法に基づく航空管制ｼｽﾃﾑに関する研究Ⅳ(1)
-管制パフォーマンス評価指標の改良と評価-

青山久枝
飯田裕康（(財)労働科学研究所）
狩川大輔（東北大学）

平成22年9月
ヒューマンインターフェース
シンポジウム2010

認知工学的手法に基づく航空管制ｼｽﾃﾑに関する研究Ⅳ(2)
-管制官の注意配分モデルの構築-

狩川大輔（東北大学）
高橋信（同上）
古田一雄（東京大学）
若林利男（同上）
青山久枝

平成22年9月
ヒューマンインターフェース
シンポジウム2010

9.2狭域補強ｼｽﾃﾑGBAS 福島荘之介 平成22年9月
GPSﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ(編者：杉本末
雄・柴崎亮介)

3.2RINEXﾌｧｲﾙﾌｫｰﾏｯﾄ
4.2電離圏遅延の補正

藤田征吾
久保幸弘(立命館大学)

平成22年9月
GPSﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ(編者：杉本末
雄・柴崎亮介)

Cognitive Process Modeling of Team Cooperative Work
in En route Air

井上諭
青山久枝
古田一雄（東京大学）
菅野太郎（同上）
中田圭一（英国レディング大学）

平成22年9月

The 11th
IFAC/IFIP/IFORS/IEA
Symposium on Analysis,
Design and Evalution of
Human-Machine Systems

Ultra-Multi-Channel Imaging Observations of
Ionospheric Irregularities by the MU radar
（MUﾚｰﾀﾞｰ超多ﾁｬﾝﾈﾙｲﾒ-ｼﾞﾝｸﾞ観測による電離圏不規則構造
の研究）

齋藤享
山本衛（京都大学）

平成22年9月
MUﾚｰﾀﾞｰ25周年記念
国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

機上監視に関する国際動向

小瀬木滋
住谷泰人
古賀禎
大津山卓哉
伊藤恵理

平成22年9月
航空局主催
CARATS監視アドホック会議

機上監視に関する国際動向と高密度運用

小瀬木滋
住谷泰人
古賀禎
大津山卓哉
伊藤恵理

平成22年9月 CARATS第2回高密度運用WG

航空機の安全運航に関する研究（放送型交通情報サービス
の開発）

大津山卓哉 平成22年9月 崇城大学

航空管制官が支える航空安全 青山久枝 平成22年9月 東北心理学会シンポジウム

Analysis of fuel efficiency in highly congested
arrival flows.

クラウス・グウィグナー
長岡栄

平成22年9月
Asia-Pacific International
Symposium on Aerospace
Technology

衛星測位の最新動向 坂井丈泰 平成22年9月
(社)自動車技術会　二輪車の
運動特性部門委員会

ACASへの在地上判定の影響 小瀬木滋 平成22年9月
総務省情報通信審議会技術分
科会航空無線通信委員会監視
作業班

ターミナル空域評価手法におけるふたつのアプローチ
木村章
福田豊
蔭山康太

平成22年9月 航空無線第65号
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表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

GNSS高度利用の為の低緯度電離圏異常監視
齋藤享
坂井丈泰
藤井直樹

平成22年9月 航空無線第65号

拡張スキッタによるTIS-Bの開発・評価

大津山卓哉
小瀬木滋
塩地誠
三垣充彦

平成22年9月 航空無線第65号

平成２２年度電子航法研究所研究発表会について 齋藤賢一 平成22年9月 航空無線第65号
パパは南極へ行った～電子航法研究員の南極越冬486日～ 新井直樹 平成22年9月 「空の日」航空安全講演会
Overview of ENRI's Research and Development
Activities
（ENRIの研究・開発の概要）

長岡栄 平成22年9月 DSNA/DTIおよびDLRでの会議

声を分析して実現する予防安全技術 塩見格一 平成22年9月
第2回東京国際科学フェス
ティバル

Effects of external ionosphere anomaly monitors on
GNSS augmentation systems studied with a three-
dimensional ionospheric delay model - a study for
GBAS
（3次元電離圏遅延モデルを用いたGBASに対する外部電離圏
モニタの効果の研究）

齋藤享
藤井直樹

平成22年9月 ION GNSS 2010

Computing SBAS Protection Levels with Consideration
of all Active Messages
（すべての有効メッセージによるSBAS保護レベルの計算）

坂井丈泰
松永圭左
星野尾一明
Todd Walter（スタンフォード大学）

平成22年9月 ION GNSS 2010

ディジタル受信機と方向探査装置を用いた短波赤道横断伝
播によるプラズマバブルの観測

齋藤享
丸山隆(情報通信研究機構)
山本衛(京都大学)

平成22年9月
地球電磁気・地球惑星圏学会
第128回講演会

Mitigating Implantable Medical Device EMI by Using
Radio Filler Signal against Actual UHF RFID
Reader/Writers
（緩和信号を用いたRFIDリーダライタが植え込み型医療機
器に及ぼす電磁干渉の低減法）

二ッ森俊一
河村由文（北海道大学）
日景隆（同上）
野島俊雄（同上）

平成22年9月
2010 Asia-Pacific Radio
Science Conference

The Impacts of Surveillance Failure on Airborne
Separation Assistance System based Continuous Descent
Approach

伊藤恵理
Mariken Everdij（オランダ航空宇宙研究
所（NLR））
G.J.(Bert)Bakker（同上）
Henk Blom（同上）

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Science

AN EXPRESSION OF AIR TRAFFIC CONTROLLER'S WORKLOAD BY
RECOGNITION-PRIMED DECISION MODEL

青山久枝
塩見格一
飯田裕康（(財)労働科学研究所）

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Sciences

PERFORMANCE VISUALIZATION IN AIR TRAFFIC CONTROL
USING COGNITIVE SYSTEMS SIMULATION

狩川大輔（東北大学）
高橋信（同上）
青山久枝

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Sciences

Pilot Landing Control Analysis Using Neural Networks
under Severe Flight Condiditions
（ニューラルネットワークを用いた困難な飛行環境下にお
けるパイロット着陸操縦解析）

森亮太
山口幸雄（東京大学）
鈴木真二（同上）

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Science

Study on Analysis Method of Horizontal Flight
Distance for ATM
（ATMパフォーマンス評価のための水平飛行距離解析手法の
検討）

蔭山康太
福田豊

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Science

Arrival Time Controllability of a Constrained
Tailored Arrival Path and its Optimization

武市昇（名古屋大学）
イナミ・ダイゴ（同上）
藤井直樹
工藤正博

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Sciences

Development and evaulation of trajectory prediction
model
（トラジェクトリ予測モデルの開発評価）

福田豊
白川昌之
瀬之口敦

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Sciences

Simulation of Team Cooperation Process in En-Route
Air Traffic Control

大野皓平（東京大学）
菅野太郎（同上）
古田一雄（同上）
井上諭

平成22年9月
EAAP 2010(European
Association for Aviation
Psychology)

Knowledge Structuring Framework for ATC Expertise
based on Distributed Cognition Analysis

井上諭
中田圭一（英国レディング大学）
古田一雄（東京大学）

平成22年9月
EAAP 2010(European
Association for Aviation
Psychology)

Speed Control for Airborne Separation Assistance in
Continuous Descent Arrivals
（CDAのための速度制御による機上間隔維持支援）

伊藤恵理
Mariken Everdij（オランダ航空宇宙研究
所（NLR））
G.J.(Bert)Bakker（同上）
Henk Blom（同上）

平成22年9月 NLR報告(NLR-TP-2010-328)

W-band Antenna-Reflector Combined in a Lens
（W帯におけるレンズ付きアンテナ兼リフレクタ）

河村暁子
二ッ森俊一
米本成人
松崎元治（(株)レンスター）

平成22年9月
EuRAD(European RADar
conference) 2010

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

77GHz FM-CW Radar for FODs detection
（滑走路上障害物検知のための77GHz FM-CWレーダ）

K.Mazouni（Laboratoire d' Electronique
Antennes et Telecommunications）
J-Y.Dauvignac（同上）
Ch.Pichot（同上）
C.Migliaccio（同上）
河村暁子
二ッ森俊一
米本成人

平成22年9月
EuRAD(European RADar
conference) 2010

Workload Causes Chaotic Fluctuation of Human Voice
（業務負荷による発話音声のゆらぎの変化）

塩見格一 平成22年9月
HFES 2010, 54th Annual
Meeting

広域マルチラテレーションの開発評価 宮崎裕己 平成22年9月 航空振興財団航法小委員会
A Study of Nominal Ionospheric Gradient for GBAS in
Japan
（日本におけるGBASの通常状態での電離圏勾配に関する研
究）

吉原貴之
齋藤享
藤井直樹

平成22年9月 ION GNSS 2010

GPSで位置がわかるしくみ
（連載「子どもに教えたい通信のしくみ」依頼原稿）

坂井丈泰 平成22年10月
電子情報通信学会
通信ソサイエティマガジン

Experimental Investigation on Mitigation Method of
Implantable Cardiac Pacemaker EMI Due to UHF RFID
Interrogators Using Radio Filler Technique
（UHF帯RFIDリーダライタが植え込み型心臓ペースメーカに
及ぼす電磁干渉影響について緩和信号を用いた影響低減法
の実験検討）

河村由文（北海道大学）
日景隆（同上）
野島俊雄（同上）
小池勉（日本自動認識システム協会）
藤本裕（日本メドトロニック(株)）
豊島健（同上）
二ッ森俊一

平成22年10月
6th International Workshop
on Biological Effects of
Electromagnetic Fields

気象情報可視化ツールWvisの開発
新井直樹
福田豊
白川昌之

平成22年10月
日本気象学会2010年度
秋季大会

Handling cycle slips in GPS data during ionospheric
plasma bubble events
（プラズマバブル発生時のGPS信号のサイクルスリップの取
り扱い方法について）

S.Banville（カナダニューブランズウィッ
ク大学）
R.Langley（同上）
齋藤享
吉原貴之

平成22年10月
Radio Science
(米国地球科学連合論文誌)

2008/6/9のシンチレーション発生位置とEsの構造および移
動との対応

冨澤一郎（電気通信大学）
後藤史織（同上）
今井慧（同上）
澁田洋介（同上）
齊藤真二

平成22年10月
地球電磁気･地球惑星圏学会
第128回 講演会

機上システムの調査
国内での航空機のトラジェクトリ管理の研究

福田豊
瀬之口敦
白川昌之

平成22年10月
ATEC TA に関する調査研究
ワーキンググループ

EUROCONTROL実験センターにおける時間管理とCDAに係る研
究開発
スウェーデン・ストックホルムにおける時間管理とCDA

瀬之口敦
福田豊
白川昌之

平成22年10月
ATEC TA に関する調査研究
ワーキンググループ

RTCA/EUROCAE  ASA/GSA-RFG
第25回会議　会議概要報告書

小瀬木滋 平成22年10月 国土交通省航空局

Irregular Transponder Operation Confirmed at Narita
International Airport
（成田国際空港において確認された異常なトランスポンダ
動作）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成22年10月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ(W・G)会議

Excessive ALL-Call Replies Confirmed at Narita
international Airport
（成田国際空港において確認された過剰な一括質問応答
）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成22年10月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ(W・G)会議

RA downlink Evaluations with the ENRI Experimental
SSR mode S
（ENRI実験用SSRを用いたRAダウンリンクの評価について）

古賀禎
住谷泰人
小瀬木滋
大津山卓哉
臼井範和（国土交通省航空局）

平成22年10月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ(W・G)会議

Consideration on the compatibility between UAS and
ACAS
（UASとACASの共用性に関する検討）

小瀬木滋 平成22年10月
ICAO ASP WG（国際民間航空
機関航空監視パネル会議作業
部会）

次世代航空交通システムへの動向 長岡栄 平成22年10月
(社)中部航空宇宙技術セン
ター「小型伝道飛行機WG」会
議

Enhancement of International Cooperation for
Ionosphere Data Collection and Analysis Campaign in
the Asia Pacific Region to Implement GNSS
Applications for Aviation Safety Operations
（GNSSの航空利用を可能にするアジア太平洋地域における
電離圏データ収集キャンペーンのための国際協調の推進に
ついて）

齋藤享 平成22年10月
第47回アジア太平洋航空局長
会議(DGCA-47)
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表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

GNSS高度利用の為の低緯度電離圏異常監視
齋藤享
坂井丈泰
藤井直樹

平成22年9月 航空無線第65号

拡張スキッタによるTIS-Bの開発・評価

大津山卓哉
小瀬木滋
塩地誠
三垣充彦

平成22年9月 航空無線第65号

平成２２年度電子航法研究所研究発表会について 齋藤賢一 平成22年9月 航空無線第65号
パパは南極へ行った～電子航法研究員の南極越冬486日～ 新井直樹 平成22年9月 「空の日」航空安全講演会
Overview of ENRI's Research and Development
Activities
（ENRIの研究・開発の概要）

長岡栄 平成22年9月 DSNA/DTIおよびDLRでの会議

声を分析して実現する予防安全技術 塩見格一 平成22年9月
第2回東京国際科学フェス
ティバル

Effects of external ionosphere anomaly monitors on
GNSS augmentation systems studied with a three-
dimensional ionospheric delay model - a study for
GBAS
（3次元電離圏遅延モデルを用いたGBASに対する外部電離圏
モニタの効果の研究）

齋藤享
藤井直樹

平成22年9月 ION GNSS 2010

Computing SBAS Protection Levels with Consideration
of all Active Messages
（すべての有効メッセージによるSBAS保護レベルの計算）

坂井丈泰
松永圭左
星野尾一明
Todd Walter（スタンフォード大学）

平成22年9月 ION GNSS 2010

ディジタル受信機と方向探査装置を用いた短波赤道横断伝
播によるプラズマバブルの観測

齋藤享
丸山隆(情報通信研究機構)
山本衛(京都大学)

平成22年9月
地球電磁気・地球惑星圏学会
第128回講演会

Mitigating Implantable Medical Device EMI by Using
Radio Filler Signal against Actual UHF RFID
Reader/Writers
（緩和信号を用いたRFIDリーダライタが植え込み型医療機
器に及ぼす電磁干渉の低減法）

二ッ森俊一
河村由文（北海道大学）
日景隆（同上）
野島俊雄（同上）

平成22年9月
2010 Asia-Pacific Radio
Science Conference

The Impacts of Surveillance Failure on Airborne
Separation Assistance System based Continuous Descent
Approach

伊藤恵理
Mariken Everdij（オランダ航空宇宙研究
所（NLR））
G.J.(Bert)Bakker（同上）
Henk Blom（同上）

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Science

AN EXPRESSION OF AIR TRAFFIC CONTROLLER'S WORKLOAD BY
RECOGNITION-PRIMED DECISION MODEL

青山久枝
塩見格一
飯田裕康（(財)労働科学研究所）

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Sciences

PERFORMANCE VISUALIZATION IN AIR TRAFFIC CONTROL
USING COGNITIVE SYSTEMS SIMULATION

狩川大輔（東北大学）
高橋信（同上）
青山久枝

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Sciences

Pilot Landing Control Analysis Using Neural Networks
under Severe Flight Condiditions
（ニューラルネットワークを用いた困難な飛行環境下にお
けるパイロット着陸操縦解析）

森亮太
山口幸雄（東京大学）
鈴木真二（同上）

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Science

Study on Analysis Method of Horizontal Flight
Distance for ATM
（ATMパフォーマンス評価のための水平飛行距離解析手法の
検討）

蔭山康太
福田豊

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Science

Arrival Time Controllability of a Constrained
Tailored Arrival Path and its Optimization

武市昇（名古屋大学）
イナミ・ダイゴ（同上）
藤井直樹
工藤正博

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Sciences

Development and evaulation of trajectory prediction
model
（トラジェクトリ予測モデルの開発評価）

福田豊
白川昌之
瀬之口敦

平成22年9月
27th Congress of the
International Council of
the Aeronautical Sciences

Simulation of Team Cooperation Process in En-Route
Air Traffic Control

大野皓平（東京大学）
菅野太郎（同上）
古田一雄（同上）
井上諭

平成22年9月
EAAP 2010(European
Association for Aviation
Psychology)

Knowledge Structuring Framework for ATC Expertise
based on Distributed Cognition Analysis

井上諭
中田圭一（英国レディング大学）
古田一雄（東京大学）

平成22年9月
EAAP 2010(European
Association for Aviation
Psychology)

Speed Control for Airborne Separation Assistance in
Continuous Descent Arrivals
（CDAのための速度制御による機上間隔維持支援）

伊藤恵理
Mariken Everdij（オランダ航空宇宙研究
所（NLR））
G.J.(Bert)Bakker（同上）
Henk Blom（同上）

平成22年9月 NLR報告(NLR-TP-2010-328)

W-band Antenna-Reflector Combined in a Lens
（W帯におけるレンズ付きアンテナ兼リフレクタ）

河村暁子
二ッ森俊一
米本成人
松崎元治（(株)レンスター）

平成22年9月
EuRAD(European RADar
conference) 2010

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

77GHz FM-CW Radar for FODs detection
（滑走路上障害物検知のための77GHz FM-CWレーダ）

K.Mazouni（Laboratoire d' Electronique
Antennes et Telecommunications）
J-Y.Dauvignac（同上）
Ch.Pichot（同上）
C.Migliaccio（同上）
河村暁子
二ッ森俊一
米本成人

平成22年9月
EuRAD(European RADar
conference) 2010

Workload Causes Chaotic Fluctuation of Human Voice
（業務負荷による発話音声のゆらぎの変化）

塩見格一 平成22年9月
HFES 2010, 54th Annual
Meeting

広域マルチラテレーションの開発評価 宮崎裕己 平成22年9月 航空振興財団航法小委員会
A Study of Nominal Ionospheric Gradient for GBAS in
Japan
（日本におけるGBASの通常状態での電離圏勾配に関する研
究）

吉原貴之
齋藤享
藤井直樹

平成22年9月 ION GNSS 2010

GPSで位置がわかるしくみ
（連載「子どもに教えたい通信のしくみ」依頼原稿）

坂井丈泰 平成22年10月
電子情報通信学会
通信ソサイエティマガジン

Experimental Investigation on Mitigation Method of
Implantable Cardiac Pacemaker EMI Due to UHF RFID
Interrogators Using Radio Filler Technique
（UHF帯RFIDリーダライタが植え込み型心臓ペースメーカに
及ぼす電磁干渉影響について緩和信号を用いた影響低減法
の実験検討）

河村由文（北海道大学）
日景隆（同上）
野島俊雄（同上）
小池勉（日本自動認識システム協会）
藤本裕（日本メドトロニック(株)）
豊島健（同上）
二ッ森俊一

平成22年10月
6th International Workshop
on Biological Effects of
Electromagnetic Fields

気象情報可視化ツールWvisの開発
新井直樹
福田豊
白川昌之

平成22年10月
日本気象学会2010年度
秋季大会

Handling cycle slips in GPS data during ionospheric
plasma bubble events
（プラズマバブル発生時のGPS信号のサイクルスリップの取
り扱い方法について）

S.Banville（カナダニューブランズウィッ
ク大学）
R.Langley（同上）
齋藤享
吉原貴之

平成22年10月
Radio Science
(米国地球科学連合論文誌)

2008/6/9のシンチレーション発生位置とEsの構造および移
動との対応

冨澤一郎（電気通信大学）
後藤史織（同上）
今井慧（同上）
澁田洋介（同上）
齊藤真二

平成22年10月
地球電磁気･地球惑星圏学会
第128回 講演会

機上システムの調査
国内での航空機のトラジェクトリ管理の研究

福田豊
瀬之口敦
白川昌之

平成22年10月
ATEC TA に関する調査研究
ワーキンググループ

EUROCONTROL実験センターにおける時間管理とCDAに係る研
究開発
スウェーデン・ストックホルムにおける時間管理とCDA

瀬之口敦
福田豊
白川昌之

平成22年10月
ATEC TA に関する調査研究
ワーキンググループ

RTCA/EUROCAE  ASA/GSA-RFG
第25回会議　会議概要報告書

小瀬木滋 平成22年10月 国土交通省航空局

Irregular Transponder Operation Confirmed at Narita
International Airport
（成田国際空港において確認された異常なトランスポンダ
動作）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成22年10月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ(W・G)会議

Excessive ALL-Call Replies Confirmed at Narita
international Airport
（成田国際空港において確認された過剰な一括質問応答
）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成22年10月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ(W・G)会議

RA downlink Evaluations with the ENRI Experimental
SSR mode S
（ENRI実験用SSRを用いたRAダウンリンクの評価について）

古賀禎
住谷泰人
小瀬木滋
大津山卓哉
臼井範和（国土交通省航空局）

平成22年10月
ICAO航空監視パネル(ASP)第9
回ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ(W・G)会議

Consideration on the compatibility between UAS and
ACAS
（UASとACASの共用性に関する検討）

小瀬木滋 平成22年10月
ICAO ASP WG（国際民間航空
機関航空監視パネル会議作業
部会）

次世代航空交通システムへの動向 長岡栄 平成22年10月
(社)中部航空宇宙技術セン
ター「小型伝道飛行機WG」会
議

Enhancement of International Cooperation for
Ionosphere Data Collection and Analysis Campaign in
the Asia Pacific Region to Implement GNSS
Applications for Aviation Safety Operations
（GNSSの航空利用を可能にするアジア太平洋地域における
電離圏データ収集キャンペーンのための国際協調の推進に
ついて）

齋藤享 平成22年10月
第47回アジア太平洋航空局長
会議(DGCA-47)
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表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

A Survey Communication, Navigation and Surveillance
Systems for Global Air Traffic Management：-The
Current Status of Commnication and Surveillance
Systems-
（全地球的航空交通管理のための通信・航法・監視システ
ムの調査：-通信と監視システムの昨今の状況-）

長岡栄 平成22年10月

Internatinal Conference on
Space,Aeronautical and
Navigational
Electronics(ICSANE) 2010

Development and feasibility flight test of TIS-B
system
（TIS-Bシステムの開発と飛行実験による検証）

大津山卓哉
小瀬木滋
塩地誠
三垣充彦

平成22年10月

Internatinal Conference on
Space,Aeronautical and
Navigational
Electronics(ICSANE) 2010

Error Compensation for 1030MHz Signal Environment
Estimation
（1030 MHz 帯域の信号環境予測の誤差補正　）

小瀬木滋
大津山卓哉
古賀禎
住谷泰人

平成22年10月

Internatinal Conference on
Space,Aeronautical and
Navigational
Electronics(ICSANE) 2010

Study of INS-Aided GPS Tracking Performance under
Simulated Ionospheric Scintillation Associated with
Plasma Bubbles
（ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾊﾞﾌﾞﾙによる模擬電離層ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ下でのINS補強型
GPS追尾ﾙｰﾌﾟの性能検討）

辻井利昭（（独）宇宙航空研究開発機構）
藤原健（同上）
菅沼嘉光（同上）
松永圭左

平成22年10月
International Symposium on
GPS/GNSS2010

Determination of Ionospere Gradient in Short
Baselines by Using Single Frequency Measurements
（1周波観測量を用いた短基線における電離圏勾配の決定）

藤田征吾
吉原貴之
齋藤享

平成22年10月
International Symposium on
GPS/GNSS2010

インターネット環境を利用した定性的安全性評価手法（ハ
ザード同定、リスク評価）の提案

天井治
藤田雅人
森亮太

平成22年10月 日本航海学会

Elctronic Navigation Research Institute (ENRI)
-Current Major Researches and Approach to Mitigate
Electromagnetic Interference in Aircraft-
（電子航法研究所-最近の主要研究と航空機内電子干渉緩和
のためのアプローチ-）

山本憲夫 平成22年10月
2010年韓国航法学会(KONI)
テクニカルワークショップ

空港面における航空用高速移動通信システムの動向 住谷泰人 平成22年10月
日本航海学会航空宇宙研究会
講演資料

航空交通システム長期ビジョンCARATS
坂井丈泰
齋藤賢一

平成22年10月 早稲田大学

航空交通システムの安全設計 長岡栄 平成22年11月 日本設計工学会誌

2008/6/9の強いEsの擾乱構造および移動による振幅シンチ
レーション領域の解釈

今井慧（電気通信大学）
冨澤一郎（同上）
後藤史織（同上）
中島正博（同上）
齊藤真二

平成22年11月
測位航法学会
GPS/GNSSｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2010

MSASの状況と利用への期待 坂井丈泰 平成22年11月
測位航法学会
GPS/GNSSｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2010

GPS/GNSSシンポジウム　パネルディスカッション 坂井丈泰 平成22年11月
測位航法学会
GPS/GNSSｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2010

補強信号L1-SAIF 坂井丈泰 平成22年11月
測位航法学会
GPS/GNSSｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2010

航空航法におけるGPS
－GPSの機能・性能と補強ｼｽﾃﾑ並びに航空での利用－

星野尾一明 平成22年11月
航空保無線ｼｽﾃﾑ
GNSSｾﾐﾅｰ(第2回)

気象情報可視化ツールWvisの開発～気象の見える化を目指
して～

新井直樹 平成22年11月
可視化情報学会　第16回ビ
ジュアリゼーションカンファ
レンス

航空管制用レーダにおける自律負荷分散技術の検討 古賀禎 平成22年11月
電子情報通信学会
アシュアランス研究会

電子航法研究所における小型機関連研究
米本成人
大津山卓哉

平成22年11月 CARATS 小型機WG 紹介資料

Convolutions of Gaussian distributions and double
exponential distributions
（ガウス分布と両側指数分布の畳み込み積分）

藤田雅人 平成22年11月 ICAO SASP/WG/WHL/18

Vulnerability of GNSS to solar radio burst
（太陽電波バーストに対する衛星航法の脆弱製について）

齋藤享
藤井直樹
吉原貴之

平成22年11月
ICAO NSP Working Group of
the Whole(ワーキンググルー
プ2)会議WP

Ionosphere Data Collection to Establish Threat Model
for GBAS in Low Latitude Region
（低緯度地域における電離圏脅威モデルの構築のための
データ収集について）

齋藤享 平成22年11月
ICAO NSP Working Group of
the Whole(CAT-Ⅱ/Ⅲサブグ
ループ)会議WP

Ionosphere Anomaly Monitor by Backscatter Radar for
GBAS
（後方散乱データによるGBASのための電離圏異常監視）

齋藤享 平成22年11月
ICAO NSP Working Group of
the Whole(CAT-Ⅱ/Ⅲサブグ
ループ)会議IP

Japanese Research and Development Status Concerning
GBAS
（日本のGBASに関わる研究開発のステータス）

吉原貴之
齋藤享
工藤正博

平成22年11月
ICAO 航法システムパネル
(NSP) 高カテゴリサブグルー
プ(CSG)

Simulation results of UPR of TRACK2,3,14 and 15
（トラック2,3,14,15のUPRのシミュレーション結果）

福島幸子
住谷美登里
福田豊

平成22年11月
第33回太平洋航空管制調整グ
ループ会議(IPACG/33)

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

ENRI's Datalink Study and R&D Roadmap
（電子航法研究所のデータリンク研究と研究ロードマッ
プ）

住谷泰人 平成22年11月
NASA Glenn Research Center
における会合

準天頂衛星L1-SAIF実験局の開発
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成22年11月
第54回
宇宙科学技術連合講演会

Estimation of the Electromagnetic Fields Distribution
due to Mobile Radio in a Typical Aircraft Cabin Using
Large Scale FDTD Analysis

平岩慎也（北海道大学）
日景隆（同上）
野島俊雄（同上）
二ツ森俊一
米本成人
河村暁子

平成22年11月
2010　International
Symposium on Antenna and
Propagation

軌道ベース運用に関する研究について 福田豊 平成22年11月
第4回CARATS
航空交通管理ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

航空管制のヒューマンファクタに関する研究 青山久枝 平成22年11月 航空保安大学校特別講義
ATM/CNSに関する最近の研究動向 小瀬木滋 平成22年11月 航空保安大学校特別講義

トラジェクトリ・ベース・オペレーション 福田豊 平成22年11月
平成22年度
TFOS年次シンポジウム

航空分野における通信技術とミリ波帯の開拓 米本成人 平成22年11月
極限環境ブロードバンド技術
調査委員会

混雑を考慮した空港面トラフィックのモデル化 森亮太 平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

航空機の運航時間の実績値と計画値の一比較
蔭山康太
福田豊

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

Plan of experiments on Ground-Based Augmentation
System Prototype developed by ENRI
（GBASの実験計画について）

工藤正博
福島荘之介
齊藤真二
吉原貴之
齋藤享
松永圭左
藤田征吾
山康博
星野尾一明
藤井直樹

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

ASASを利用したCDA運航の概要

伊藤恵理
Mariken Everdij（オランダ航空宇宙研究
所（NLR）
G.J.(Bert)Bakker（同上）
Henk Blom（同上）

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

洋上交通流に対する巡航速度による制限について
福島幸子
住谷美登里
福田豊

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

トラジェクトリ予測モデルの開発
福田豊
白川昌之
瀬之口敦

平成22年12月 第48回飛行機シンポジウム

拡張スキッタによる周辺航空機情報の放送
大津山卓哉
塩地誠
小瀬木滋

平成22年12月 第48回飛行機シンポジウム

大規模空港の航空機地上運航に関する分析-出発便の滞留要
因について-

山田泉
青山久枝
福田豊
森亮太

平成22年12月 第48回飛行機シンポジウム

大計算機を用いたB777機内電磁環境推定
-携帯電話周波数における解析および測定比較-

二ツ森俊一
河村暁子
磯崎栄寿
米本成人
日景隆（北海道大学）
野島俊雄（同上）

平成22年12月 第48回飛行機シンポジウム

航空機の垂直軌道についての一考察
白川昌之
福田豊
瀬之口敦

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

Safety Assessment for Reduced Time-based Separation
Minima on Oceanic Routes
（洋上経路における短縮時間間隔の安全性評価）

森亮太 平成22年12月
9th Innovative Research
Workshop & Exhibition

若手エンジニアに勧める本 小瀬木滋 平成22年12月
電子情報通信学会通信ソサエ
ティマガジン15号

準天頂衛星「みちびき」のL1-SAIF補強信号 坂井丈泰 平成22年12月 航空無線　第66号
The Complete Integrity Chart: Further Extension of
Stanford -ESA Chart
（完全なインテグリティチャート：Stanford-ESAチャート
の拡張）

坂井丈泰 平成22年12月
SBAS IWG/20(第20回SBAS相互
運用性会議)

国際会議報告：The 2nd ENRI International Workshop on
ATM/CNS(EIWAC2010)

長岡栄 平成22年12月
測位航法学会ニューズレター
第Ⅰ巻第４号

国内GBASプロトタイプの状況 伊藤正宏 平成22年12月
(財)航空輸送技術研究セン
ター　新たな進入方式に関す
る調査・研究　第3回WG

─ 134 ─



表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

A Survey Communication, Navigation and Surveillance
Systems for Global Air Traffic Management：-The
Current Status of Commnication and Surveillance
Systems-
（全地球的航空交通管理のための通信・航法・監視システ
ムの調査：-通信と監視システムの昨今の状況-）

長岡栄 平成22年10月

Internatinal Conference on
Space,Aeronautical and
Navigational
Electronics(ICSANE) 2010

Development and feasibility flight test of TIS-B
system
（TIS-Bシステムの開発と飛行実験による検証）

大津山卓哉
小瀬木滋
塩地誠
三垣充彦

平成22年10月

Internatinal Conference on
Space,Aeronautical and
Navigational
Electronics(ICSANE) 2010

Error Compensation for 1030MHz Signal Environment
Estimation
（1030 MHz 帯域の信号環境予測の誤差補正　）

小瀬木滋
大津山卓哉
古賀禎
住谷泰人

平成22年10月

Internatinal Conference on
Space,Aeronautical and
Navigational
Electronics(ICSANE) 2010

Study of INS-Aided GPS Tracking Performance under
Simulated Ionospheric Scintillation Associated with
Plasma Bubbles
（ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾊﾞﾌﾞﾙによる模擬電離層ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ下でのINS補強型
GPS追尾ﾙｰﾌﾟの性能検討）

辻井利昭（（独）宇宙航空研究開発機構）
藤原健（同上）
菅沼嘉光（同上）
松永圭左

平成22年10月
International Symposium on
GPS/GNSS2010

Determination of Ionospere Gradient in Short
Baselines by Using Single Frequency Measurements
（1周波観測量を用いた短基線における電離圏勾配の決定）

藤田征吾
吉原貴之
齋藤享

平成22年10月
International Symposium on
GPS/GNSS2010

インターネット環境を利用した定性的安全性評価手法（ハ
ザード同定、リスク評価）の提案

天井治
藤田雅人
森亮太

平成22年10月 日本航海学会

Elctronic Navigation Research Institute (ENRI)
-Current Major Researches and Approach to Mitigate
Electromagnetic Interference in Aircraft-
（電子航法研究所-最近の主要研究と航空機内電子干渉緩和
のためのアプローチ-）

山本憲夫 平成22年10月
2010年韓国航法学会(KONI)
テクニカルワークショップ

空港面における航空用高速移動通信システムの動向 住谷泰人 平成22年10月
日本航海学会航空宇宙研究会
講演資料

航空交通システム長期ビジョンCARATS
坂井丈泰
齋藤賢一

平成22年10月 早稲田大学

航空交通システムの安全設計 長岡栄 平成22年11月 日本設計工学会誌

2008/6/9の強いEsの擾乱構造および移動による振幅シンチ
レーション領域の解釈

今井慧（電気通信大学）
冨澤一郎（同上）
後藤史織（同上）
中島正博（同上）
齊藤真二

平成22年11月
測位航法学会
GPS/GNSSｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2010

MSASの状況と利用への期待 坂井丈泰 平成22年11月
測位航法学会
GPS/GNSSｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2010

GPS/GNSSシンポジウム　パネルディスカッション 坂井丈泰 平成22年11月
測位航法学会
GPS/GNSSｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2010

補強信号L1-SAIF 坂井丈泰 平成22年11月
測位航法学会
GPS/GNSSｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2010

航空航法におけるGPS
－GPSの機能・性能と補強ｼｽﾃﾑ並びに航空での利用－

星野尾一明 平成22年11月
航空保無線ｼｽﾃﾑ
GNSSｾﾐﾅｰ(第2回)

気象情報可視化ツールWvisの開発～気象の見える化を目指
して～

新井直樹 平成22年11月
可視化情報学会　第16回ビ
ジュアリゼーションカンファ
レンス

航空管制用レーダにおける自律負荷分散技術の検討 古賀禎 平成22年11月
電子情報通信学会
アシュアランス研究会

電子航法研究所における小型機関連研究
米本成人
大津山卓哉

平成22年11月 CARATS 小型機WG 紹介資料

Convolutions of Gaussian distributions and double
exponential distributions
（ガウス分布と両側指数分布の畳み込み積分）

藤田雅人 平成22年11月 ICAO SASP/WG/WHL/18

Vulnerability of GNSS to solar radio burst
（太陽電波バーストに対する衛星航法の脆弱製について）

齋藤享
藤井直樹
吉原貴之

平成22年11月
ICAO NSP Working Group of
the Whole(ワーキンググルー
プ2)会議WP

Ionosphere Data Collection to Establish Threat Model
for GBAS in Low Latitude Region
（低緯度地域における電離圏脅威モデルの構築のための
データ収集について）

齋藤享 平成22年11月
ICAO NSP Working Group of
the Whole(CAT-Ⅱ/Ⅲサブグ
ループ)会議WP

Ionosphere Anomaly Monitor by Backscatter Radar for
GBAS
（後方散乱データによるGBASのための電離圏異常監視）

齋藤享 平成22年11月
ICAO NSP Working Group of
the Whole(CAT-Ⅱ/Ⅲサブグ
ループ)会議IP

Japanese Research and Development Status Concerning
GBAS
（日本のGBASに関わる研究開発のステータス）

吉原貴之
齋藤享
工藤正博

平成22年11月
ICAO 航法システムパネル
(NSP) 高カテゴリサブグルー
プ(CSG)

Simulation results of UPR of TRACK2,3,14 and 15
（トラック2,3,14,15のUPRのシミュレーション結果）

福島幸子
住谷美登里
福田豊

平成22年11月
第33回太平洋航空管制調整グ
ループ会議(IPACG/33)

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

ENRI's Datalink Study and R&D Roadmap
（電子航法研究所のデータリンク研究と研究ロードマッ
プ）

住谷泰人 平成22年11月
NASA Glenn Research Center
における会合

準天頂衛星L1-SAIF実験局の開発
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成22年11月
第54回
宇宙科学技術連合講演会

Estimation of the Electromagnetic Fields Distribution
due to Mobile Radio in a Typical Aircraft Cabin Using
Large Scale FDTD Analysis

平岩慎也（北海道大学）
日景隆（同上）
野島俊雄（同上）
二ツ森俊一
米本成人
河村暁子

平成22年11月
2010　International
Symposium on Antenna and
Propagation

軌道ベース運用に関する研究について 福田豊 平成22年11月
第4回CARATS
航空交通管理ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

航空管制のヒューマンファクタに関する研究 青山久枝 平成22年11月 航空保安大学校特別講義
ATM/CNSに関する最近の研究動向 小瀬木滋 平成22年11月 航空保安大学校特別講義

トラジェクトリ・ベース・オペレーション 福田豊 平成22年11月
平成22年度
TFOS年次シンポジウム

航空分野における通信技術とミリ波帯の開拓 米本成人 平成22年11月
極限環境ブロードバンド技術
調査委員会

混雑を考慮した空港面トラフィックのモデル化 森亮太 平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

航空機の運航時間の実績値と計画値の一比較
蔭山康太
福田豊

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

Plan of experiments on Ground-Based Augmentation
System Prototype developed by ENRI
（GBASの実験計画について）

工藤正博
福島荘之介
齊藤真二
吉原貴之
齋藤享
松永圭左
藤田征吾
山康博
星野尾一明
藤井直樹

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

ASASを利用したCDA運航の概要

伊藤恵理
Mariken Everdij（オランダ航空宇宙研究
所（NLR）
G.J.(Bert)Bakker（同上）
Henk Blom（同上）

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

洋上交通流に対する巡航速度による制限について
福島幸子
住谷美登里
福田豊

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

トラジェクトリ予測モデルの開発
福田豊
白川昌之
瀬之口敦

平成22年12月 第48回飛行機シンポジウム

拡張スキッタによる周辺航空機情報の放送
大津山卓哉
塩地誠
小瀬木滋

平成22年12月 第48回飛行機シンポジウム

大規模空港の航空機地上運航に関する分析-出発便の滞留要
因について-

山田泉
青山久枝
福田豊
森亮太

平成22年12月 第48回飛行機シンポジウム

大計算機を用いたB777機内電磁環境推定
-携帯電話周波数における解析および測定比較-

二ツ森俊一
河村暁子
磯崎栄寿
米本成人
日景隆（北海道大学）
野島俊雄（同上）

平成22年12月 第48回飛行機シンポジウム

航空機の垂直軌道についての一考察
白川昌之
福田豊
瀬之口敦

平成22年11月 第48回飛行機シンポジウム

Safety Assessment for Reduced Time-based Separation
Minima on Oceanic Routes
（洋上経路における短縮時間間隔の安全性評価）

森亮太 平成22年12月
9th Innovative Research
Workshop & Exhibition

若手エンジニアに勧める本 小瀬木滋 平成22年12月
電子情報通信学会通信ソサエ
ティマガジン15号

準天頂衛星「みちびき」のL1-SAIF補強信号 坂井丈泰 平成22年12月 航空無線　第66号
The Complete Integrity Chart: Further Extension of
Stanford -ESA Chart
（完全なインテグリティチャート：Stanford-ESAチャート
の拡張）

坂井丈泰 平成22年12月
SBAS IWG/20(第20回SBAS相互
運用性会議)

国際会議報告：The 2nd ENRI International Workshop on
ATM/CNS(EIWAC2010)

長岡栄 平成22年12月
測位航法学会ニューズレター
第Ⅰ巻第４号

国内GBASプロトタイプの状況 伊藤正宏 平成22年12月
(財)航空輸送技術研究セン
ター　新たな進入方式に関す
る調査・研究　第3回WG

─ 135 ─



表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

発話音声から算出するカオス論的指標値に及ぼす飲酒の影
響の調査

塩見格一
佐藤清
及川太
金田直樹
佐藤健一（芝浦工業大学）
佐藤祐樹（同上）
阿倍仁（安倍産業）
多田三男（埼玉県立循環器・呼吸器病セン
ター）

平成22年12月
日本人間工学会関東支部
第40回大会

発話音声に対する母音および子音の影響に関する調査
その２　高齢男女の比較

及川太
佐藤清
塩見格一
原田あすか
佐藤健一（芝浦工業大学）
佐藤祐樹（同上）
阿倍仁（安倍産業）

平成22年12月
日本人間工学会関東支部
第40回大会

発話音声に対する母音および子音の影響に関する調査
若齢女子学生と高齢女子の比較

佐藤清
塩見格一
及川太
原田あすか
佐藤健一（芝浦工業大学）
佐藤祐樹（同上）
阿倍仁（安倍産業）

平成22年12月
日本人間工学会関東支部
第40回大会

衛星航法に関する研究について 坂井丈泰 平成22年12月

早稲田大学理工学術院
基幹理工学研究科
機械科学専攻
特別講義

電子航法研究所の現状と将来展望
－航空管制を中心に－

山本憲夫 平成22年12月
早稲田大学
西早稲田キャンパス54号館

越冬隊員が見た南極の自然 新井直樹 平成22年12月
科学実験・プレゼンテーショ
ン講座

電子航法研究所での研究(航空管制、通信など) 山本憲夫 平成22年12月
東京大学　航空イノベーショ
ン総括寄付講座　航空技術・
政策・産業特論

Ionospheric disturbances associated with
TLEs:observations and modeling
（TEL(雷放電による高高度発光現象)に伴う電離層擾乱：
(観測及び数値計算)）

芳原容英（電気通信大学）
早川正士（同上）
藤井裕之（同上）
岩本真彦（同上）
太田健次（中部大学）
大津山　卓哉

平成22年12月
2010AGU Fall Meeting
Moscone Convention Center

PANSYレーダーを用いた電離圏観測と衛星航法 齋藤享 平成22年12月
2010年度南極昭和基地大型大
気レーダー計画(PANSY)研究
集会

電子航法研究所の発話音声分析技術(２) 塩見格一 平成23年1月 航空管制2011-No.1

Performance Evaluation of Multi Hop Relay Network for
Oceanic Air Traffic Control Communication
（洋上航空管制通信用マルチホップ中継網の性能評価）

Ho Dac Tu（早稲田大学）
Jingyu Park（同上）
嶋本　薫（同上）
北折潤

平成23年1月
電子情報通信学会論文誌
英文誌Ｂ

キャリアガイドライン教育の一環としての研究職の紹介 坂井丈泰 平成23年1月
東京海洋大学大学院　講義
「海事システム工学概論」

南極観測について-第48次南極観測隊486日間の越冬生活- 新井直樹 平成23年1月 学校法人啓明学園

無人小型機の航空交通管制について 長岡栄 平成23年1月
(社)中部航空宇宙技術セン
ター「小型伝道飛行機WG」会
議

Validity of RAIM Prediction 坂井丈泰 平成23年1月
ION ITM 2011(米国航法学会
国際技術会議2011)

Further validation of GAST D ionospheric anomaly
mitigations
（GAST D における電離圏異常による脅威緩和法のさらなる
検証について）

Matt Harris（ボーイング社）
Tim Murphy（同上）
齋藤享

平成23年1月
ION ITM 2011(米国航法学会
国際技術会議2011)

QZSS L1-SAIF Initial Experiment Result
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成23年1月
ION ITM 2011(米国航法学会
国際技術会議2011)

準天頂衛生での利用を目指した高精度測位補正実験 伊藤憲 平成23年1月 ETS-VIII利用実験成果発表会

将来の航空データ通信システムの動向-Ｌﾊﾞﾝﾄﾞデジタル航
空通信システム-

長岡栄 平成23年1月
電子情報通信学会　宇宙航行
エレクトロニクス研究会

Study of day-to-day variability of plasma bubble
occurrences by using SEALION ionosonde data
（SEALIONイオノゾンデデータによるプラズマバブル発生の
日々変動に関する研究）

齋藤享
丸山隆（情報通信研究機構）

平成23年1月
東南アジア電離圏ネットワー
ク(SEALION)国際シンポジウ
ム

Ionospheric effects on Global Navigation Satellite
Systems and the application to aviation
（GNSSとその航空利用に対する電離圏の影響）

齋藤享 平成23年1月
東南アジア電離圏ネットワー
ク(SEALION)国際シンポジウ
ム

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

A Preliminary Test of INS-Aided GPS Tracking under
Ionospheric Scintillation Associated with Plasma
Bubbles
（プラズマバブルに伴う電離層シンチレーション下でのINS
補強型GPSトラッキングの初期評価）

辻井利昭（宇宙航空研究開発機構）
藤原健（同上）
菅沼嘉光（同上）
松永圭左

平成23年1月
東南アジア電離圏ネットワー
ク(SEALION)国際シンポジウ
ム

地上停止中の航空機内における携帯電子機器の使用に関す
る調査結果（要約版）

米本成人
河村暁子
二ツ森俊一

平成23年2月
国土交通省航空局監理部
航空安全推進課

Effective Means to Distinguish a Register  Swap for a
Ground Based Solution
（地上局側解決策によりレジスタSWAPを判別するための効
果的な方式）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成23年2月
ICAO航空監視パネル(ASP)第
10回技術作業部会(TSG)会議

Investigation of the Irregular Transponder Operation
Problem
（不正なトランスポンダ動作問題の調査）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成23年2月
ICAO航空監視パネル(ASP)第
10回技術作業部会(TSG)会議

AS functional diagram for ASM
（機上監視マニュアルのための機上監視機能構成説明図）

小瀬木滋 平成23年2月
ICAO ASTAF(国際民間航空機
関　機上監視タスクフォー
ス)

小型航空機と航空交通業務(Air Traffic Servicse：ATM)シ
ステム

長岡栄 平成23年2月
(社)中部航空宇宙技術セン
ター「小型電動飛行機WG」事
務局

航空分野における情報通信技術の現状と展望 米本成人 平成23年2月
NICTネットワーク基板技術シ
ンポジウム

航空交通管理(ATM)について 長岡栄 平成23年2月 電波航法研究会

UPR導入に向けた検討について 福島幸子 平成23年2月
航空振興財団航空交通管制シ
ステム小委員会

GNSSの開発動向 坂井丈泰 平成23年2月 航空無線技術交流会

衛星測位システムの概要と準天頂衛星システム 坂井丈泰 平成23年2月
測位衛星に関する勉強会(ス
カパーJSAT、日本総研)

GPSの基礎(仮題) 坂井丈泰 平成23年2月 Software Design
Improvement of GBAS Availability by GPS/INS under
Ionospheric Plasma Bubbles
（電離圏プラズマバブルの影響下でのINS補強型GPSを用い
たGBASアベイラビリティの向上）

藤原健（宇宙航空研究開発機構）
辻井利昭（同上）
菅沼嘉光（同上）
松永圭左

平成23年2月 第11回国際GBAS作業部会

ENRI's GBAS R&D Status
（電子航法研究所におけるGBASに関わる研究開発のステー
タス）

吉原貴之 平成23年2月 第11回国際GBAS作業部会

Activities by ENRI to evaluate the impacts of the low
latitude ionospheric anomalies on GBAS
 （GBASにおける低緯度電離圏の影響評価のための電子航法
研究所の活動について）

齋藤享 平成23年2月 第11回国際GBAS作業部会

ENRI GBAS prototype development at Kansai
International Airport

工藤正博 平成23年2月 第11回国際GBAS作業部会

第11回国際GBASワーキンググループ会合の開催について
伊藤正宏
工藤正博

平成23年2月 交通運輸記者会(専門紙）

2010年の特徴的な航空気象事例の可視化 新井直樹 平成23年2月 航空気象委員会

ライフワークバランス　電子航法研究所の取り組み 小瀬木滋 平成23年3月
電子情報通信学会通信ソサエ
ティマガジン16号

Radio Propagation Analysis using an Aircraft Model
for MIMO in Radio Anechoic Chamber
（電波無響室における航空機模型を用いたMIMOアンテナの
電波伝搬解析）

住谷泰人
小川恭孝（北海道大学）

平成23年3月
IEEE Aerospace Conference
2011

①ILS GPの近傍モニタによる遠方特性推定
②将来の航空交通管理システムの構築について

田嶋裕久
横山尚志
金田直樹

平成23年3月 航空無線第67号

航空管制用レーダについて 古賀禎 平成23年3月 電波航法

次世代運行TF 作業の考え方と経緯 小瀬木滋 平成23年3月
NEDO航空機分野の戦略作戦調
整　装備品作業部会

航空管制における統合情報管理システム要件開発工程に関
する一考察

藤田雅人 平成23年3月
情報処理学会
第73回全国大会

Overview of Enhanced Tower Technologies Research in
ENRI

井上諭 平成23年3月 DLR 技術交流セミナー

地上停止中の航空機内における携帯電子機器の使用に関す
る調査報告書

米本成人
河村暁子
二ツ森俊一
磯崎栄寿

平成23年3月
国土交通省航空局監理部
航空安全推進課

地上停止中の航空機内における携帯電子機器の使用に関す
る調査報告書
(ﾌﾟﾚｾﾞﾝ用資料であったが、安全推進課より外部への配布の
可否について打診があったため)

米本成人
河村暁子
二ツ森俊一
磯崎栄寿

平成23年3月
国土交通省航空局監理部
航空安全推進課

COCRとATN空/地アプリケーションについての検討 板野賢 平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

OFDM-QAM方式の航空への適用に関する伝送特性の予備的検
討

住谷泰人
北折潤
石出明

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会
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表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

発話音声から算出するカオス論的指標値に及ぼす飲酒の影
響の調査

塩見格一
佐藤清
及川太
金田直樹
佐藤健一（芝浦工業大学）
佐藤祐樹（同上）
阿倍仁（安倍産業）
多田三男（埼玉県立循環器・呼吸器病セン
ター）

平成22年12月
日本人間工学会関東支部
第40回大会

発話音声に対する母音および子音の影響に関する調査
その２　高齢男女の比較

及川太
佐藤清
塩見格一
原田あすか
佐藤健一（芝浦工業大学）
佐藤祐樹（同上）
阿倍仁（安倍産業）

平成22年12月
日本人間工学会関東支部
第40回大会

発話音声に対する母音および子音の影響に関する調査
若齢女子学生と高齢女子の比較

佐藤清
塩見格一
及川太
原田あすか
佐藤健一（芝浦工業大学）
佐藤祐樹（同上）
阿倍仁（安倍産業）

平成22年12月
日本人間工学会関東支部
第40回大会

衛星航法に関する研究について 坂井丈泰 平成22年12月

早稲田大学理工学術院
基幹理工学研究科
機械科学専攻
特別講義

電子航法研究所の現状と将来展望
－航空管制を中心に－

山本憲夫 平成22年12月
早稲田大学
西早稲田キャンパス54号館

越冬隊員が見た南極の自然 新井直樹 平成22年12月
科学実験・プレゼンテーショ
ン講座

電子航法研究所での研究(航空管制、通信など) 山本憲夫 平成22年12月
東京大学　航空イノベーショ
ン総括寄付講座　航空技術・
政策・産業特論

Ionospheric disturbances associated with
TLEs:observations and modeling
（TEL(雷放電による高高度発光現象)に伴う電離層擾乱：
(観測及び数値計算)）

芳原容英（電気通信大学）
早川正士（同上）
藤井裕之（同上）
岩本真彦（同上）
太田健次（中部大学）
大津山　卓哉

平成22年12月
2010AGU Fall Meeting
Moscone Convention Center

PANSYレーダーを用いた電離圏観測と衛星航法 齋藤享 平成22年12月
2010年度南極昭和基地大型大
気レーダー計画(PANSY)研究
集会

電子航法研究所の発話音声分析技術(２) 塩見格一 平成23年1月 航空管制2011-No.1

Performance Evaluation of Multi Hop Relay Network for
Oceanic Air Traffic Control Communication
（洋上航空管制通信用マルチホップ中継網の性能評価）

Ho Dac Tu（早稲田大学）
Jingyu Park（同上）
嶋本　薫（同上）
北折潤

平成23年1月
電子情報通信学会論文誌
英文誌Ｂ

キャリアガイドライン教育の一環としての研究職の紹介 坂井丈泰 平成23年1月
東京海洋大学大学院　講義
「海事システム工学概論」

南極観測について-第48次南極観測隊486日間の越冬生活- 新井直樹 平成23年1月 学校法人啓明学園

無人小型機の航空交通管制について 長岡栄 平成23年1月
(社)中部航空宇宙技術セン
ター「小型伝道飛行機WG」会
議

Validity of RAIM Prediction 坂井丈泰 平成23年1月
ION ITM 2011(米国航法学会
国際技術会議2011)

Further validation of GAST D ionospheric anomaly
mitigations
（GAST D における電離圏異常による脅威緩和法のさらなる
検証について）

Matt Harris（ボーイング社）
Tim Murphy（同上）
齋藤享

平成23年1月
ION ITM 2011(米国航法学会
国際技術会議2011)

QZSS L1-SAIF Initial Experiment Result
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成23年1月
ION ITM 2011(米国航法学会
国際技術会議2011)

準天頂衛生での利用を目指した高精度測位補正実験 伊藤憲 平成23年1月 ETS-VIII利用実験成果発表会

将来の航空データ通信システムの動向-Ｌﾊﾞﾝﾄﾞデジタル航
空通信システム-

長岡栄 平成23年1月
電子情報通信学会　宇宙航行
エレクトロニクス研究会

Study of day-to-day variability of plasma bubble
occurrences by using SEALION ionosonde data
（SEALIONイオノゾンデデータによるプラズマバブル発生の
日々変動に関する研究）

齋藤享
丸山隆（情報通信研究機構）

平成23年1月
東南アジア電離圏ネットワー
ク(SEALION)国際シンポジウ
ム

Ionospheric effects on Global Navigation Satellite
Systems and the application to aviation
（GNSSとその航空利用に対する電離圏の影響）

齋藤享 平成23年1月
東南アジア電離圏ネットワー
ク(SEALION)国際シンポジウ
ム

表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

A Preliminary Test of INS-Aided GPS Tracking under
Ionospheric Scintillation Associated with Plasma
Bubbles
（プラズマバブルに伴う電離層シンチレーション下でのINS
補強型GPSトラッキングの初期評価）

辻井利昭（宇宙航空研究開発機構）
藤原健（同上）
菅沼嘉光（同上）
松永圭左

平成23年1月
東南アジア電離圏ネットワー
ク(SEALION)国際シンポジウ
ム

地上停止中の航空機内における携帯電子機器の使用に関す
る調査結果（要約版）

米本成人
河村暁子
二ツ森俊一

平成23年2月
国土交通省航空局監理部
航空安全推進課

Effective Means to Distinguish a Register  Swap for a
Ground Based Solution
（地上局側解決策によりレジスタSWAPを判別するための効
果的な方式）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成23年2月
ICAO航空監視パネル(ASP)第
10回技術作業部会(TSG)会議

Investigation of the Irregular Transponder Operation
Problem
（不正なトランスポンダ動作問題の調査）

宮崎裕己
臼井範和（国土交通省航空局）

平成23年2月
ICAO航空監視パネル(ASP)第
10回技術作業部会(TSG)会議

AS functional diagram for ASM
（機上監視マニュアルのための機上監視機能構成説明図）

小瀬木滋 平成23年2月
ICAO ASTAF(国際民間航空機
関　機上監視タスクフォー
ス)

小型航空機と航空交通業務(Air Traffic Servicse：ATM)シ
ステム

長岡栄 平成23年2月
(社)中部航空宇宙技術セン
ター「小型電動飛行機WG」事
務局

航空分野における情報通信技術の現状と展望 米本成人 平成23年2月
NICTネットワーク基板技術シ
ンポジウム

航空交通管理(ATM)について 長岡栄 平成23年2月 電波航法研究会

UPR導入に向けた検討について 福島幸子 平成23年2月
航空振興財団航空交通管制シ
ステム小委員会

GNSSの開発動向 坂井丈泰 平成23年2月 航空無線技術交流会

衛星測位システムの概要と準天頂衛星システム 坂井丈泰 平成23年2月
測位衛星に関する勉強会(ス
カパーJSAT、日本総研)

GPSの基礎(仮題) 坂井丈泰 平成23年2月 Software Design
Improvement of GBAS Availability by GPS/INS under
Ionospheric Plasma Bubbles
（電離圏プラズマバブルの影響下でのINS補強型GPSを用い
たGBASアベイラビリティの向上）

藤原健（宇宙航空研究開発機構）
辻井利昭（同上）
菅沼嘉光（同上）
松永圭左

平成23年2月 第11回国際GBAS作業部会

ENRI's GBAS R&D Status
（電子航法研究所におけるGBASに関わる研究開発のステー
タス）

吉原貴之 平成23年2月 第11回国際GBAS作業部会

Activities by ENRI to evaluate the impacts of the low
latitude ionospheric anomalies on GBAS
 （GBASにおける低緯度電離圏の影響評価のための電子航法
研究所の活動について）

齋藤享 平成23年2月 第11回国際GBAS作業部会

ENRI GBAS prototype development at Kansai
International Airport

工藤正博 平成23年2月 第11回国際GBAS作業部会

第11回国際GBASワーキンググループ会合の開催について
伊藤正宏
工藤正博

平成23年2月 交通運輸記者会(専門紙）

2010年の特徴的な航空気象事例の可視化 新井直樹 平成23年2月 航空気象委員会

ライフワークバランス　電子航法研究所の取り組み 小瀬木滋 平成23年3月
電子情報通信学会通信ソサエ
ティマガジン16号

Radio Propagation Analysis using an Aircraft Model
for MIMO in Radio Anechoic Chamber
（電波無響室における航空機模型を用いたMIMOアンテナの
電波伝搬解析）

住谷泰人
小川恭孝（北海道大学）

平成23年3月
IEEE Aerospace Conference
2011

①ILS GPの近傍モニタによる遠方特性推定
②将来の航空交通管理システムの構築について

田嶋裕久
横山尚志
金田直樹

平成23年3月 航空無線第67号

航空管制用レーダについて 古賀禎 平成23年3月 電波航法

次世代運行TF 作業の考え方と経緯 小瀬木滋 平成23年3月
NEDO航空機分野の戦略作戦調
整　装備品作業部会

航空管制における統合情報管理システム要件開発工程に関
する一考察

藤田雅人 平成23年3月
情報処理学会
第73回全国大会

Overview of Enhanced Tower Technologies Research in
ENRI

井上諭 平成23年3月 DLR 技術交流セミナー

地上停止中の航空機内における携帯電子機器の使用に関す
る調査報告書

米本成人
河村暁子
二ツ森俊一
磯崎栄寿

平成23年3月
国土交通省航空局監理部
航空安全推進課

地上停止中の航空機内における携帯電子機器の使用に関す
る調査報告書
(ﾌﾟﾚｾﾞﾝ用資料であったが、安全推進課より外部への配布の
可否について打診があったため)

米本成人
河村暁子
二ツ森俊一
磯崎栄寿

平成23年3月
国土交通省航空局監理部
航空安全推進課

COCRとATN空/地アプリケーションについての検討 板野賢 平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

OFDM-QAM方式の航空への適用に関する伝送特性の予備的検
討

住谷泰人
北折潤
石出明

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会
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表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

ユニディレクショナル材を用いた炭素繊維強化プラスチッ
ク板のマイクロ波帯電磁界遮蔽量の基本特性評価測定

二ツ森俊一
河村暁子
米本成人

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

ILS GPの積雪状態を考慮した近傍モニタアンテナ最適化
田嶋裕久
横山尚志
金田直樹

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

ILS GPの近傍モニタ多素子化実験結果の報告

金田直樹
田嶋裕久
横山尚志
中田和一（青森大学）

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

音声信号のゆらぎの定量化におけるマイクロフォンの特性 塩見格一 平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

Concept of measurement for en-route sector capacity
（航空路管制セクタの容量の計測概念の提案）

福島　幸子 平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

QZSS L1-SAIF 初期機能確認試験
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

Overview of ENRI's Research and Development
Activities
（ENRIの研究・開発の概要）

長岡栄 平成23年3月 FAA関係者との会議

Autonomous Continuous Tracking for Multi-sensor
Systems and its Application for Radar Network
（マルチセンサシステムにおける自律連続監視技術および
レーダネットワークにおける実用）

古賀禎 平成23年3月
The 10th International
Symposium on Autonomous
Decentralized Systems

朗読音声のカオス論的指数値や脈拍数にみられた服薬の影
響と考えられる調査結果

佐藤清
塩見格一
立川英一（東京薬科大学）

平成23年3月 日本薬学第131年会

Modelling of Aircraft Ground Taxiing at Congested
Airport
（混雑空港におけるタキシングのモデル化）

森亮太 平成23年3月
2011 Asia-Pacific
International Symposium on
Aerospace Technology

(1)　登録済

発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

航空機、車両の応答信号識別方法およびその装置 石橋寅雄,塩見格一 H4.2.3 2600093 H9.1.29

魚眼レンズを用いた測位方法およびその装置 塩見格一 H4.6.11 2611173 H9.2.27

空港面における航空機識別方法およびその航空機自動識別装置 加来信之,塩見格一 H4.12.4 2600098 H9.1.29

マルチバンドレーダの信号処理方法 水城南海男 H5.5.27 3002738 H11.11.19

シークラッタ抑圧方法
渡辺泰夫,水城南海

男
H5.5.27 2653747 H9.5.23

ＧＰＳ信号による位置決定方法およびその装置
惟村和宣,松本千秋,

朝倉道弘
H6.3.4 2681029 H9.8.1

被管制対象監視システム 塩見格一 H6.3.11 2854799 H10.11.20

被管制対象監視システム 塩見格一 H6.3.11 2777328 H10.5.1

被管制対象監視システム 塩見格一 H6.3.11 2619217 H9.3.11

飛行場運航票管理システムのユーザインターフェース装置 塩見格一 H6.5.18 2675752 H9.7.18

被管制対象監視システム 塩見格一 H7.2.23 2763272 H10.3.27

被管制対象監視システム　EP国内(ｲｷﾞﾘｽ･ﾌﾗﾝｽ） 塩見格一 H7.3.8 EP0671634 H14.10.2

被管制対象監視システム　EP国内(ﾄﾞｲﾂ） 塩見格一 H7.3.8 69528403.7 H14.10.2

被管制対象監視システム：アメリカ 塩見格一 H7.3.9 5677841 H9.10.14

被管制対象監視システム：カナダ 塩見格一 H7.3.9 2144291 H10.5.26

航空管制情報統合表示装置 佐藤裕喜 H7.4.3 3030329 H12.2.10

飛行場運航票管理システムのユーザインタフェース装置　PCT出願
(カナダ国内）

塩見格一 H7.5.18 2167516 H15.5.13

飛行場運航票管理システムのユーザインタフェース装置　PCT出願
(EP(英国内）)

塩見格一 H7.5.18 2295472 H10.7.22

飛行場運航票管理システムのユーザインタフェース装置　PCT出願
(オーストラリア国内）

塩見格一 H7.5.18 680365 H9.11.13

空港面における航空機識別方法およびその識別装置 加来信之,北舘勝彦 H7.6.23 2666891 H9.6.27

移動体の自動従属監視方法およびその装置 田中修一,二瓶子朗 H7.9.28 3081883 H12.6.30

航空機搭載レーダによる着陸方法及びその装置
長谷川英雄,田嶋裕

久
H7.12.11 2979133 H11.9.17

フェイズドアレイアンテナの移相器の故障箇所の検出方法及び
フェイズドアレイアンテナの給電系の位相誤差の検出方法

田嶋裕久 H7.12.19 3060002 H12.4.28

熱交換器 田嶋裕久 H7.12.19 2852412 H10.11.20

航空機管制支援システム 塩見格一 H8.3.29 2801883 H10.7.10

ターミナル管制用管制卓の航空機位置表示装置 塩見格一 H8.6.13 2763521 H10.3.27

ターミナル管制用管制卓の航空機位置表示方法 塩見格一 H8.6.13 2907328 H11.4.2

ターミナル管制用管制卓における管制指示値入力方法 塩見格一 H8.6.13 2763522 H10.3.27

ターミナル管制用管制卓における航空機順序付けのためのユーザ
インタフェース装置

塩見格一 H8.10.24 3013985 H11.12.17

誤目標の抑圧方法およびその装置 加来信之,北舘勝彦 H8.11.11 2884071 H11.2.12

８　知的財産権
　当研究所の平成22年度において有効な知的財産権は下記のとおりである。

─ 138 ─



表　　題　　名 発　　表　　者 発表年月 発表機関・刊行物名

ユニディレクショナル材を用いた炭素繊維強化プラスチッ
ク板のマイクロ波帯電磁界遮蔽量の基本特性評価測定

二ツ森俊一
河村暁子
米本成人

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

ILS GPの積雪状態を考慮した近傍モニタアンテナ最適化
田嶋裕久
横山尚志
金田直樹

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

ILS GPの近傍モニタ多素子化実験結果の報告

金田直樹
田嶋裕久
横山尚志
中田和一（青森大学）

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

音声信号のゆらぎの定量化におけるマイクロフォンの特性 塩見格一 平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

Concept of measurement for en-route sector capacity
（航空路管制セクタの容量の計測概念の提案）

福島　幸子 平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

QZSS L1-SAIF 初期機能確認試験
坂井丈泰
福島荘之介
伊藤憲

平成23年3月
2011年電子情報通信学会
総合大会

Overview of ENRI's Research and Development
Activities
（ENRIの研究・開発の概要）

長岡栄 平成23年3月 FAA関係者との会議

Autonomous Continuous Tracking for Multi-sensor
Systems and its Application for Radar Network
（マルチセンサシステムにおける自律連続監視技術および
レーダネットワークにおける実用）

古賀禎 平成23年3月
The 10th International
Symposium on Autonomous
Decentralized Systems

朗読音声のカオス論的指数値や脈拍数にみられた服薬の影
響と考えられる調査結果

佐藤清
塩見格一
立川英一（東京薬科大学）

平成23年3月 日本薬学第131年会

Modelling of Aircraft Ground Taxiing at Congested
Airport
（混雑空港におけるタキシングのモデル化）

森亮太 平成23年3月
2011 Asia-Pacific
International Symposium on
Aerospace Technology

(1)　登録済

発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

航空機、車両の応答信号識別方法およびその装置 石橋寅雄,塩見格一 H4.2.3 2600093 H9.1.29

魚眼レンズを用いた測位方法およびその装置 塩見格一 H4.6.11 2611173 H9.2.27

空港面における航空機識別方法およびその航空機自動識別装置 加来信之,塩見格一 H4.12.4 2600098 H9.1.29

マルチバンドレーダの信号処理方法 水城南海男 H5.5.27 3002738 H11.11.19

シークラッタ抑圧方法
渡辺泰夫,水城南海

男
H5.5.27 2653747 H9.5.23

ＧＰＳ信号による位置決定方法およびその装置
惟村和宣,松本千秋,

朝倉道弘
H6.3.4 2681029 H9.8.1

被管制対象監視システム 塩見格一 H6.3.11 2854799 H10.11.20

被管制対象監視システム 塩見格一 H6.3.11 2777328 H10.5.1

被管制対象監視システム 塩見格一 H6.3.11 2619217 H9.3.11

飛行場運航票管理システムのユーザインターフェース装置 塩見格一 H6.5.18 2675752 H9.7.18

被管制対象監視システム 塩見格一 H7.2.23 2763272 H10.3.27

被管制対象監視システム　EP国内(ｲｷﾞﾘｽ･ﾌﾗﾝｽ） 塩見格一 H7.3.8 EP0671634 H14.10.2

被管制対象監視システム　EP国内(ﾄﾞｲﾂ） 塩見格一 H7.3.8 69528403.7 H14.10.2

被管制対象監視システム：アメリカ 塩見格一 H7.3.9 5677841 H9.10.14

被管制対象監視システム：カナダ 塩見格一 H7.3.9 2144291 H10.5.26

航空管制情報統合表示装置 佐藤裕喜 H7.4.3 3030329 H12.2.10

飛行場運航票管理システムのユーザインタフェース装置　PCT出願
(カナダ国内）

塩見格一 H7.5.18 2167516 H15.5.13

飛行場運航票管理システムのユーザインタフェース装置　PCT出願
(EP(英国内）)

塩見格一 H7.5.18 2295472 H10.7.22

飛行場運航票管理システムのユーザインタフェース装置　PCT出願
(オーストラリア国内）

塩見格一 H7.5.18 680365 H9.11.13

空港面における航空機識別方法およびその識別装置 加来信之,北舘勝彦 H7.6.23 2666891 H9.6.27

移動体の自動従属監視方法およびその装置 田中修一,二瓶子朗 H7.9.28 3081883 H12.6.30

航空機搭載レーダによる着陸方法及びその装置
長谷川英雄,田嶋裕

久
H7.12.11 2979133 H11.9.17

フェイズドアレイアンテナの移相器の故障箇所の検出方法及び
フェイズドアレイアンテナの給電系の位相誤差の検出方法

田嶋裕久 H7.12.19 3060002 H12.4.28

熱交換器 田嶋裕久 H7.12.19 2852412 H10.11.20

航空機管制支援システム 塩見格一 H8.3.29 2801883 H10.7.10

ターミナル管制用管制卓の航空機位置表示装置 塩見格一 H8.6.13 2763521 H10.3.27

ターミナル管制用管制卓の航空機位置表示方法 塩見格一 H8.6.13 2907328 H11.4.2

ターミナル管制用管制卓における管制指示値入力方法 塩見格一 H8.6.13 2763522 H10.3.27

ターミナル管制用管制卓における航空機順序付けのためのユーザ
インタフェース装置

塩見格一 H8.10.24 3013985 H11.12.17

誤目標の抑圧方法およびその装置 加来信之,北舘勝彦 H8.11.11 2884071 H11.2.12

８　知的財産権
　当研究所の平成22年度において有効な知的財産権は下記のとおりである。
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発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

マルチバンドレーダ装置並びにこれに適する方法及び回路 水城南海男 H8.12.5 3781218 H18.3.17

空港面監視装置 加来信之,北舘勝彦 H8.12.12 3226812 H13.8.31

飛行場管制支援システム 塩見格一 H9.3.26 3017956 H11.12.24

航空機管制支援システム(カナダ国内) 塩見格一 H9.3.27 2,201,256 H13.2.6

航空機管制支援システム(アメリカ国内) 塩見格一 H9.3.28 5941929 H11.8.24

地形表示機能を備えた搭載用航法装置 田中修一,二瓶子朗 H9.6.5 3054685 H12.4.14

滑走路予約システム 塩見格一 H9.6.9 2892336 H11.2.26

航空交通シミュレータ 塩見格一 H9.12.22 3899391 H19.1.12

自動従属監視環境下における進入管制区航空機個別誘導システム:
アメリカ

塩見格一 H10.2.24 6064939 H12.5.16

自動従属監視環境下における進入管制区航空機個別誘導システ
ム：韓国

塩見格一 H10.2.26 1005389600000 H17.12.20

飛行場管制支援システム：アメリカ 塩見格一 H10.3.25 6144915 H12.11.7

無線通信ネットワークシステム 田中修一,二瓶子朗 H10.6.4 3474107 H15.9.19

滑走路予約システム：イギリス 塩見格一 H10.6.5 2327517 H11.7.28

滑走路予約システム：オーストラリア 塩見格一 H10.6.5 713823 H12.3.23

滑走路予約システム：カナダ 塩見格一 H10.6.8 2239967 H14.7.30

滑走路予約システム：アメリカ 塩見格一 H10.6.9 6282487 H13.8.28

空港管制用操作卓  意匠登録 塩見格一 H10.7.31 意匠1075354 H12.4.7

空港管制用操作卓  類似意匠登録 塩見格一 H10.7.31 意匠 1075354(1) H12.6.16

音声による疲労・居眠り検知装置及び記録媒体 塩見格一 H10.10.5 3151489 H13.1.26

受動型ＳＳＲ装置 塩見格一 H10.10.30 3041278 H12.3.3

ＳＳＲ装置及び航空機二次監視網 塩見格一 H10.10.30 2991710 H11.10.15

管制用通信システム 塩見格一 H10.12.18 3041284 H12.3.3

管制通信発出システム 塩見格一 H11.3.19 3300681 H14.4.19

レーダ受信画像信号のクラッタ抑圧方法及び装置 加来信之 H11.4.8 3091880 H12.7.28

航空機等の進入コースの変動を防止する積層構造体 横山尚志 H11.9.17 3588627 H16.8.27

受動型ＳＳＲ装置　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H11.10.29 US6,344,820B1 H14.2.5

ＳＳＲ装置及び航空機二次監視網　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H11.10.29 US6,337,652B1 H14.1.8

受動型ＳＳＲ装置 塩見格一 H11.11.10 3277194 H14.2.15

航空管制用ヒューマン・マシン・インターフェース装置 塩見格一 H11.12.7 3646860 H17.2.18

管制装置システム 塩見格一 H11.12.8 3783761 H18.3.24

飛行場管制支援システム 塩見格一 H11.12.17 3086828 H12.7.14

ターゲット選択操作装置 塩見格一 H12.3.24 3743949 H17.12.2

CPDLCメッセージ作成システム 塩見格一 H12.3.30 4210772 H20.11.7

航空路管制用航空機順序・間隔付けヒューマン・インタフェース 塩見格一 H12.3.30 4192252 H20.10.3

発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

CPDLC/AIDC共用管制卓及び同ヒューマン・インタフェース 塩見格一 H12.3.30 4192253 H20.10.3

航空管制用管制指示入力装置 塩見格一 H12.3.30 4390118 H21.10.16

無線ネットワーク測位システム 田中修一,二瓶子朗 H12.6.6 3453547 H15.7.18

無線ネットワーク制御システム 二瓶子朗,田中修一 H12.6.6 3428945 H15.5.16

ＧＰＳ及びその補強システムを用いた航法システムにおけるアベ
イラビリティ取得方法及びその装置

福島荘之介 H12.7.26 3412011 H15.3.28

音声による疲労・居眠り検知装置及び記録媒体：アメリカ 塩見格一 H12.10.19 6876964 H17.4.5

複数チャンネルを利用した無線ネットワークシステム及びその制
御装置

田中修一,二瓶子朗 H12.11.13 3462172 H15.8.15

管制装置システム：アメリカ 塩見格一 H12.12.7 6573888 H15.6.3

無線ネットワークを利用した移動局測位システム 田中修一,二瓶子朗 H13.8.8 4640720 H22.12.10

無線ネットワークシステム 田中修一,二瓶子朗 H13.8.8 4640721 H22.12.10

誘電率の測定方法及び誘電率測定装置 横山尚志 H13.9.6 3680113 H17.5.27

ＩＬＳのグライドパスのＧＰ進入コース予測方法及びＩＬＳのグ
ライドパスのＧＰ進入コース予測装置

横山尚志 H13.9.6 3752169 H17.12.16

心身診断システム 塩見格一 H13.9.14 3764663 H18.1.27

音声処理装置 塩見格一 H13.9.25 3512398 H16.1.16

航空管制用表示装置における航空機位置表示方法 塩見格一 H13.10.24 3579685 H16.7.30

目標検出システム 加来信之 H13.12.10 3613521 H16.11.5

移動体測位方法及び移動体誘導方法

岡田和男,白川昌之,
塩見格一,小瀬木滋,
田嶋裕久,住谷泰人,

米本成人

H14.3.29 3826191 H18.7.14

電波反射体を用いた測定装置 米本成人,塩見格一 H14.6.28 3623211 H16.12.3

操作卓　意匠 塩見格一 H14.10.15 意匠1189989 H15.9.26

カオス論的脳機能診断装置　PCT出願（シンガポール国内） 塩見格一 H14.11.12 104553 H18.11.12

無線ネットワークシステム、移動局および移動局の制御方法 二瓶子朗 H14.11.19 4097254 H20.3.21

無線通信ネットワークシステムおよび無線ネットワークシステム
の制御方法

二瓶子朗 H14.11.19 4097133 H20.3.21

画面情報表示方法、システム及びコンピュータプログラム 塩見格一 H15.2.24 4412701 H21.11.27

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(シンガポール国内） 塩見格一 H15.2.26 106483 H18.10.31

無線通信ネットワークシステム 二瓶子朗 H15.3.28 4141876 H20.6.20

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ

金田直樹,塩見格一 H15.6.3 3746773 H17.12.2

就寝中の身体反応情報検出システム 塩見格一 H15.8.25 3780273 H18.3.10

操作卓　意匠 塩見格一 H15.11.18 意匠1226782 H16.11.19

脇机　意匠 塩見格一 H15.11.18 意匠1221366 H16.9.17

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(日本国内） 塩見格一 H15.12.26 4317898 H21.6.5

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(オーストラリア国内） 塩見格一 H15.12.26 2003292683 H22.6.3

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H15.12.26 US 7,321,842 B2 H20.1.22

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H15.12.26 1598749 H21.3.11
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発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

マルチバンドレーダ装置並びにこれに適する方法及び回路 水城南海男 H8.12.5 3781218 H18.3.17

空港面監視装置 加来信之,北舘勝彦 H8.12.12 3226812 H13.8.31

飛行場管制支援システム 塩見格一 H9.3.26 3017956 H11.12.24

航空機管制支援システム(カナダ国内) 塩見格一 H9.3.27 2,201,256 H13.2.6

航空機管制支援システム(アメリカ国内) 塩見格一 H9.3.28 5941929 H11.8.24

地形表示機能を備えた搭載用航法装置 田中修一,二瓶子朗 H9.6.5 3054685 H12.4.14

滑走路予約システム 塩見格一 H9.6.9 2892336 H11.2.26

航空交通シミュレータ 塩見格一 H9.12.22 3899391 H19.1.12

自動従属監視環境下における進入管制区航空機個別誘導システム:
アメリカ

塩見格一 H10.2.24 6064939 H12.5.16

自動従属監視環境下における進入管制区航空機個別誘導システ
ム：韓国

塩見格一 H10.2.26 1005389600000 H17.12.20

飛行場管制支援システム：アメリカ 塩見格一 H10.3.25 6144915 H12.11.7

無線通信ネットワークシステム 田中修一,二瓶子朗 H10.6.4 3474107 H15.9.19

滑走路予約システム：イギリス 塩見格一 H10.6.5 2327517 H11.7.28

滑走路予約システム：オーストラリア 塩見格一 H10.6.5 713823 H12.3.23

滑走路予約システム：カナダ 塩見格一 H10.6.8 2239967 H14.7.30

滑走路予約システム：アメリカ 塩見格一 H10.6.9 6282487 H13.8.28

空港管制用操作卓  意匠登録 塩見格一 H10.7.31 意匠1075354 H12.4.7

空港管制用操作卓  類似意匠登録 塩見格一 H10.7.31 意匠 1075354(1) H12.6.16

音声による疲労・居眠り検知装置及び記録媒体 塩見格一 H10.10.5 3151489 H13.1.26

受動型ＳＳＲ装置 塩見格一 H10.10.30 3041278 H12.3.3

ＳＳＲ装置及び航空機二次監視網 塩見格一 H10.10.30 2991710 H11.10.15

管制用通信システム 塩見格一 H10.12.18 3041284 H12.3.3

管制通信発出システム 塩見格一 H11.3.19 3300681 H14.4.19

レーダ受信画像信号のクラッタ抑圧方法及び装置 加来信之 H11.4.8 3091880 H12.7.28

航空機等の進入コースの変動を防止する積層構造体 横山尚志 H11.9.17 3588627 H16.8.27

受動型ＳＳＲ装置　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H11.10.29 US6,344,820B1 H14.2.5

ＳＳＲ装置及び航空機二次監視網　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H11.10.29 US6,337,652B1 H14.1.8

受動型ＳＳＲ装置 塩見格一 H11.11.10 3277194 H14.2.15

航空管制用ヒューマン・マシン・インターフェース装置 塩見格一 H11.12.7 3646860 H17.2.18

管制装置システム 塩見格一 H11.12.8 3783761 H18.3.24

飛行場管制支援システム 塩見格一 H11.12.17 3086828 H12.7.14

ターゲット選択操作装置 塩見格一 H12.3.24 3743949 H17.12.2

CPDLCメッセージ作成システム 塩見格一 H12.3.30 4210772 H20.11.7

航空路管制用航空機順序・間隔付けヒューマン・インタフェース 塩見格一 H12.3.30 4192252 H20.10.3

発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

CPDLC/AIDC共用管制卓及び同ヒューマン・インタフェース 塩見格一 H12.3.30 4192253 H20.10.3

航空管制用管制指示入力装置 塩見格一 H12.3.30 4390118 H21.10.16

無線ネットワーク測位システム 田中修一,二瓶子朗 H12.6.6 3453547 H15.7.18

無線ネットワーク制御システム 二瓶子朗,田中修一 H12.6.6 3428945 H15.5.16

ＧＰＳ及びその補強システムを用いた航法システムにおけるアベ
イラビリティ取得方法及びその装置

福島荘之介 H12.7.26 3412011 H15.3.28

音声による疲労・居眠り検知装置及び記録媒体：アメリカ 塩見格一 H12.10.19 6876964 H17.4.5

複数チャンネルを利用した無線ネットワークシステム及びその制
御装置

田中修一,二瓶子朗 H12.11.13 3462172 H15.8.15

管制装置システム：アメリカ 塩見格一 H12.12.7 6573888 H15.6.3

無線ネットワークを利用した移動局測位システム 田中修一,二瓶子朗 H13.8.8 4640720 H22.12.10

無線ネットワークシステム 田中修一,二瓶子朗 H13.8.8 4640721 H22.12.10

誘電率の測定方法及び誘電率測定装置 横山尚志 H13.9.6 3680113 H17.5.27

ＩＬＳのグライドパスのＧＰ進入コース予測方法及びＩＬＳのグ
ライドパスのＧＰ進入コース予測装置

横山尚志 H13.9.6 3752169 H17.12.16

心身診断システム 塩見格一 H13.9.14 3764663 H18.1.27

音声処理装置 塩見格一 H13.9.25 3512398 H16.1.16

航空管制用表示装置における航空機位置表示方法 塩見格一 H13.10.24 3579685 H16.7.30

目標検出システム 加来信之 H13.12.10 3613521 H16.11.5

移動体測位方法及び移動体誘導方法

岡田和男,白川昌之,
塩見格一,小瀬木滋,
田嶋裕久,住谷泰人,

米本成人

H14.3.29 3826191 H18.7.14

電波反射体を用いた測定装置 米本成人,塩見格一 H14.6.28 3623211 H16.12.3

操作卓　意匠 塩見格一 H14.10.15 意匠1189989 H15.9.26

カオス論的脳機能診断装置　PCT出願（シンガポール国内） 塩見格一 H14.11.12 104553 H18.11.12

無線ネットワークシステム、移動局および移動局の制御方法 二瓶子朗 H14.11.19 4097254 H20.3.21

無線通信ネットワークシステムおよび無線ネットワークシステム
の制御方法

二瓶子朗 H14.11.19 4097133 H20.3.21

画面情報表示方法、システム及びコンピュータプログラム 塩見格一 H15.2.24 4412701 H21.11.27

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(シンガポール国内） 塩見格一 H15.2.26 106483 H18.10.31

無線通信ネットワークシステム 二瓶子朗 H15.3.28 4141876 H20.6.20

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ

金田直樹,塩見格一 H15.6.3 3746773 H17.12.2

就寝中の身体反応情報検出システム 塩見格一 H15.8.25 3780273 H18.3.10

操作卓　意匠 塩見格一 H15.11.18 意匠1226782 H16.11.19

脇机　意匠 塩見格一 H15.11.18 意匠1221366 H16.9.17

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(日本国内） 塩見格一 H15.12.26 4317898 H21.6.5

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(オーストラリア国内） 塩見格一 H15.12.26 2003292683 H22.6.3

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H15.12.26 US 7,321,842 B2 H20.1.22

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H15.12.26 1598749 H21.3.11
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発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP(独国内）） 塩見格一 H15.12.26 603 26 652.5-08 H21.3.11

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP(英国内）） 塩見格一 H15.12.26 1598749 H21.3.11

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP(仏国内）） 塩見格一 H15.12.26 1598749 H21.3.11

誘電率の測定方法及び誘電率測定装置（分割出願） 横山尚志 H16.1.26 3988828 H19.7.27

カオス論的ヒューマンファクタ評価装置　PCT出願（韓国国内) 塩見格一 H16.2.18 10-722457 H19.5.21

心身状態判定システム　PCT出願(日本国内） 塩見格一 H16.2.23 4505619 H22.5.14

心身状態判定システム　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H16.2.23 US7,737,859 B2 H22.6.15

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び通信システム 金田直樹,塩見格一 H16.3.3 4107432 H20.4.11

電波反射体を用いた測定装置（No.103関連　分割出願） 米本成人,塩見格一 H16.3.25 3772191 H18.2.24

電波反射体を用いた移動体の航法方法（No.103関連　分割出願） 米本成人 H16.3.25 3840520 H18.8.18

航空管制用インターフェース装置、その制御方法およびコン
ピュータプログラム

塩見格一 H16.3.29 3888688 H18.12.8

大脳評価装置　PCT出願(日本国内） 塩見格一 H16.4.28 4500955 H22.4.30

大脳評価装置　PCT出願（イスラエル国内） 塩見格一 H16.4.28 178316 H22.9.1

心身診断システム　PCT出願(韓国国内) 塩見格一 H16.4.30 10-0596099 H18.6.26

電波装置 米本成人 H16.5.18 3845426 H18.8.25

航空管制卓（意匠） 塩見格一 H16.5.20 意匠1242705 H17.4.28

全方向性を有する誘電体レンズ装置。 米本成人 H16.8.19 3822619 H18.6.30

高周波信号のディジタルＩＱ検波法
田嶋裕久,古賀禎,小

瀬木滋
H16.9.15 3874295 H18.11.2

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(インド国内） 塩見格一 H16.9.20 209578 H19.12.14

カオス論的脳機能診断装置　PCT出願（韓国国内） 塩見格一 H16.9.21 10-0699042 H19.3.16

ILSのグライドパス装置のGPパス予測方法 横山尚志,朝倉道弘 H16.10.6 3956024 H19.5.18

移動体の識別監視装置 米本成人,古賀禎 H16.10.8 3956025 H19.5.18

移動局及び移動局側通信制御方法及び衛星局及び衛星局側通信制
御方法及び通信システム（No.116　分割出願）

金田直樹,塩見格一 H16.11.4 3997549 H19.8.17

ドライバーの発話音声収集システム 塩見格一 H16.12.13 4296300 H21.4.24

誘電体レンズを用いた電磁波の反射器、発生器及び信号機 米本成人 H17.1.18 3995687 H19.8.10

航空管制支援システム 塩見格一 H17.2.4 4148420 H20.7.4

電波装置　PCT出願(アメリカ国内) 米本成人 H17.3.9 US 7,446,730 B2 H20.11.4

航空管制システム及び航空管制システムで用いられる携帯情報端
末

塩見格一,金田直樹 H17.6.21 4625954 H22.11.19

航空路管制用管制卓における順序・間隔付けヒューマンインタ
フェース装置

塩見格一,金田直樹 H17.6.21 4590559 H22.9.24

移動局監視システムのための監視連携装置およびその方法 二瓶子朗 H17.12.15 4703390 H23.3.18

飛行計画表示装置　　（ＭＥ式飛行計画表示装置） 三垣充彦 H18.2.9 4193195 H20.10.3

航空管制業務支援ｼｽﾃﾑ、航空機の位置を予測する方法及びコン
ピュータプログラム

塩見格一 H18.10.13 4355833 H21.8.14

アレイ型反射板とミリ波レーダ　PCT出願(アメリカ国内）
山本憲夫,米本成人,

山田公男
H18.10.27 7719463 H22.5.18

無線航法システムにおける信頼性指示装置 坂井丈泰 H18.12.11 4348453 H21.7.31

発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

衛星航法システムにおける衛星航法軌道情報の伝達方法及びそれ
らの装置。

坂井丈泰 H18.12.13 4613334 H22.10.29

 衛星航法システムにおける電離層遅延量の補正方法及びその装
置。

坂井丈泰 H19.9.25 4644792 H22.12.17

※ は平成22年度に実施されたものである。
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発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP(独国内）） 塩見格一 H15.12.26 603 26 652.5-08 H21.3.11

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP(英国内）） 塩見格一 H15.12.26 1598749 H21.3.11

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP(仏国内）） 塩見格一 H15.12.26 1598749 H21.3.11

誘電率の測定方法及び誘電率測定装置（分割出願） 横山尚志 H16.1.26 3988828 H19.7.27

カオス論的ヒューマンファクタ評価装置　PCT出願（韓国国内) 塩見格一 H16.2.18 10-722457 H19.5.21

心身状態判定システム　PCT出願(日本国内） 塩見格一 H16.2.23 4505619 H22.5.14

心身状態判定システム　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H16.2.23 US7,737,859 B2 H22.6.15

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び通信システム 金田直樹,塩見格一 H16.3.3 4107432 H20.4.11

電波反射体を用いた測定装置（No.103関連　分割出願） 米本成人,塩見格一 H16.3.25 3772191 H18.2.24

電波反射体を用いた移動体の航法方法（No.103関連　分割出願） 米本成人 H16.3.25 3840520 H18.8.18

航空管制用インターフェース装置、その制御方法およびコン
ピュータプログラム

塩見格一 H16.3.29 3888688 H18.12.8

大脳評価装置　PCT出願(日本国内） 塩見格一 H16.4.28 4500955 H22.4.30

大脳評価装置　PCT出願（イスラエル国内） 塩見格一 H16.4.28 178316 H22.9.1

心身診断システム　PCT出願(韓国国内) 塩見格一 H16.4.30 10-0596099 H18.6.26

電波装置 米本成人 H16.5.18 3845426 H18.8.25

航空管制卓（意匠） 塩見格一 H16.5.20 意匠1242705 H17.4.28

全方向性を有する誘電体レンズ装置。 米本成人 H16.8.19 3822619 H18.6.30

高周波信号のディジタルＩＱ検波法
田嶋裕久,古賀禎,小

瀬木滋
H16.9.15 3874295 H18.11.2

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(インド国内） 塩見格一 H16.9.20 209578 H19.12.14

カオス論的脳機能診断装置　PCT出願（韓国国内） 塩見格一 H16.9.21 10-0699042 H19.3.16

ILSのグライドパス装置のGPパス予測方法 横山尚志,朝倉道弘 H16.10.6 3956024 H19.5.18

移動体の識別監視装置 米本成人,古賀禎 H16.10.8 3956025 H19.5.18

移動局及び移動局側通信制御方法及び衛星局及び衛星局側通信制
御方法及び通信システム（No.116　分割出願）

金田直樹,塩見格一 H16.11.4 3997549 H19.8.17

ドライバーの発話音声収集システム 塩見格一 H16.12.13 4296300 H21.4.24

誘電体レンズを用いた電磁波の反射器、発生器及び信号機 米本成人 H17.1.18 3995687 H19.8.10

航空管制支援システム 塩見格一 H17.2.4 4148420 H20.7.4

電波装置　PCT出願(アメリカ国内) 米本成人 H17.3.9 US 7,446,730 B2 H20.11.4

航空管制システム及び航空管制システムで用いられる携帯情報端
末

塩見格一,金田直樹 H17.6.21 4625954 H22.11.19

航空路管制用管制卓における順序・間隔付けヒューマンインタ
フェース装置

塩見格一,金田直樹 H17.6.21 4590559 H22.9.24

移動局監視システムのための監視連携装置およびその方法 二瓶子朗 H17.12.15 4703390 H23.3.18

飛行計画表示装置　　（ＭＥ式飛行計画表示装置） 三垣充彦 H18.2.9 4193195 H20.10.3

航空管制業務支援ｼｽﾃﾑ、航空機の位置を予測する方法及びコン
ピュータプログラム

塩見格一 H18.10.13 4355833 H21.8.14

アレイ型反射板とミリ波レーダ　PCT出願(アメリカ国内）
山本憲夫,米本成人,

山田公男
H18.10.27 7719463 H22.5.18

無線航法システムにおける信頼性指示装置 坂井丈泰 H18.12.11 4348453 H21.7.31

発 明 の 名 称 発明者 出願年月日 登録番号 登録年月日

衛星航法システムにおける衛星航法軌道情報の伝達方法及びそれ
らの装置。

坂井丈泰 H18.12.13 4613334 H22.10.29

 衛星航法システムにおける電離層遅延量の補正方法及びその装
置。

坂井丈泰 H19.9.25 4644792 H22.12.17

※ は平成22年度に実施されたものである。
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(2)　出願中

発明の名称 発明者 出願日 出願番号

飛行場運航票管理システムのユーザインタフェース装置　PCT出願
(アメリカ国内）

塩見格一 H11.6.10 09/329,293

受動型ＳＳＲ装置　EP国内 塩見格一 H11.10.29 99951156.1

無線ネットワークシステム
田中修一
二瓶子朗

H13.8.8 2001-240906

無線通信ネットワークシステム
田中修一
二瓶子朗

H13.8.8 2001-240907

カオス論的ヒューマンファクタ評価装置　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H14.4.10 020717089.3

航空管制用表示装置における航空機位置表示方法　(EP国内) 塩見格一 H14.10.23 020802057

心身診断システム　PCT出願(EP国内) 塩見格一 H14.11.11 02808120.6

心身診断システム　PCT出願(EP国内分割) 塩見格一 H14.11.11 10165213.9

心身診断システム　PCT出願(ｲｽﾗｴﾙ国内) 塩見格一 H14.11.11 161562

心身診断システム　PCT出願(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ国内) 塩見格一 H14.11.11 200402456-8

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H15.2.26 10/508,785

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(イスラエル国内） 塩見格一 H15.2.26 164174

カオス論的ヒューマンファクタ評価装置　PCT出願(イスラエル国
内)

塩見格一 H15.10.15 158325

カオス論的ヒューマンファクタ評価装置　PCT出願(インド国内) 塩見格一 H15.10.15 1634/CHENP/2003

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP分割) 塩見格一 H15.12.26 08 009 363.6

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(イスラエル国内） 塩見格一 H15.12.26 170,304

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(インド国内） 塩見格一 H15.12.26 3624/DELNP/2005

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(カナダ国内） 塩見格一 H15.12.26 2516982

画面情報表示方法、システム及びコンピュータプログラム　米国
出願

塩見格一 H16.1.25 10/763,160

心身状態判定システム　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H16.2.23 040713 642.9-2305

心身診断システム　PCT出願(ｲﾝﾄﾞ国内) 塩見格一 H16.4.19 1041/DELNP/2004

心身診断システム　PCT出願(ｱﾒﾘｶ国内) 塩見格一 H16.4.28 10/493,749

大脳評価装置　PCT出願（EP国内） 塩見格一 H16.4.28 040729 983.9

大脳評価装置　PCT出願（アメリカ国内） 塩見格一 H16.4.28 11/587,634

大脳評価装置　PCT出願（オーストラリア国内） 塩見格一 H16.4.28 2004 318 986

大脳評価装置　PCT出願（カナダ国内） 塩見格一 H16.4.28 2,560,529

カオス論的脳機能診断装置　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H16.5.20 020780070

カオス論的脳機能診断装置　PCT出願(イスラエル国内） 塩見格一 H16.5.20  PCT/JP02/11764161892

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ　PCT出願(EPC加盟国内）

金田直樹
塩見格一

H16.6.1 040745474.9

発明の名称 発明者 出願日 出願番号

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ　PCT出願(イスラエル国内）

金田直樹
塩見格一

H16.6.1 171970

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ　PCT出願(カナダ国内）

金田直樹
塩見格一

H16.6.1 2，526，734

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び装置通信システ
ム　PCT出願(ｱﾒﾘｶ国内)

金田直樹
塩見格一

H16.8.17 10/591,353

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び装置通信システ
ム　PCT出願(ｶﾅﾀﾞ国内)

金田直樹
塩見格一

H16.8.17 2557810

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び装置通信システ
ム　PCT出願(EP国内）

金田直樹
塩見格一

H16.8.17 04 771 730.1-2412

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H16.10.20 03744980.8

移動体の測位方法及びその測位装置
古賀禎

田嶋裕久
H17.2.21 2005-044684

誘電体レンズを用いた装置　PCT出願(EP) 米本成人 H17.7.27 050767019

誘電体レンズを用いた装置　PCT出願(EP(英国内)) 米本成人 H17.7.27 11/574,012

誘電体レンズを用いた装置　PCT出願(アメリカ国内） 米本成人 H17.7.27 11/574,012

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ　PCT出願(アメリカ国内）

金田直樹
塩見格一

H17.11.16 10/557,111

 ﾁｰﾑによる業務の評価・活性化ｼｽﾃﾑ 塩見格一 H18.3.30 2006-097389

チームによる業務の活性度の評価システムおよびそれを用いた業
務雰囲気の活性化システム

塩見格一 H18.3.30 2006-097391

異常行動抑制装置 塩見格一 H18.3.30 2006-097390

音声中の非発話音声の判別処理方法 塩見格一 H18.3.30 2006-093267

発話音声収集用ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝ･ﾏｲｸﾛﾌｫﾝｼｽﾃﾑ 塩見格一 H18 3 30 2006-093268発話音声収集用ｺﾝﾋ ﾈｰｼｮﾝ･ﾏｲｸﾛﾌｫﾝｼｽﾃﾑ 塩見格 H18.3.30 2006-093268

大脳評価装置　PCT出願（ｲﾝﾄﾞ国内） 塩見格一 H18.9.19 5443/DELNP/2006

アレイ型反射板とミリ波レーダ　PCT出願(EP国内) 米本成人 H18.10.27 06820826.3

リフレクトアレイ及びミリメートル波レーダー　PCT出願(日本国
内）

山本憲夫,米本
成人,山田公男

H18.10.27 2008-538435

外部雑音改善型発話音声分析システム 塩見格一 H19.3.30 2007-092826

発話音響環境対応型発話音声分析システム 塩見格一 H19.3.30 2007-092827

天頂対流圏遅延量の算出方法及び衛星測位信号の対流圏遅延量の
補正方法　PCT出願(アメリカ国内）

武市昇,坂井丈
泰,福島荘之介,

伊藤憲
H19.12.28 PCT/JP2007/75312

運転者の眠気検出装置 塩見格一 H20.3.31 12/668,355

天頂対流圏遅延量の推定値の算出方法
武市昇,坂井丈
泰,福島荘之介,

伊藤憲
H20.7.9 2008-179639

飛行計画表示装置　　（ＭＥ式飛行計画表示装置） 三垣充彦 H20.7.23 2008-189762

全方向性を有する誘電体レンズ装置を用いた電磁波の反射器を有
するアンテナ

米本成人
河村暁子

H20.10.28 2008-093544

作業監視システム 塩見格一 H20.10.31 2008-281298

作業適正判定システム 塩見格一 H20.10.31 2008-277494

ＧＰＳ衛星信号の品質監視機能を有するＧＰＳ衛星信号監視方法
及びＧＰＳ衛星信号品質監視装置

齊藤真二 H21.6.4 2008-281299
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(2)　出願中

発明の名称 発明者 出願日 出願番号

飛行場運航票管理システムのユーザインタフェース装置　PCT出願
(アメリカ国内）

塩見格一 H11.6.10 09/329,293

受動型ＳＳＲ装置　EP国内 塩見格一 H11.10.29 99951156.1

無線ネットワークシステム
田中修一
二瓶子朗

H13.8.8 2001-240906

無線通信ネットワークシステム
田中修一
二瓶子朗

H13.8.8 2001-240907

カオス論的ヒューマンファクタ評価装置　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H14.4.10 020717089.3

航空管制用表示装置における航空機位置表示方法　(EP国内) 塩見格一 H14.10.23 020802057

心身診断システム　PCT出願(EP国内) 塩見格一 H14.11.11 02808120.6

心身診断システム　PCT出願(EP国内分割) 塩見格一 H14.11.11 10165213.9

心身診断システム　PCT出願(ｲｽﾗｴﾙ国内) 塩見格一 H14.11.11 161562

心身診断システム　PCT出願(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ国内) 塩見格一 H14.11.11 200402456-8

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(アメリカ国内） 塩見格一 H15.2.26 10/508,785

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(イスラエル国内） 塩見格一 H15.2.26 164174

カオス論的ヒューマンファクタ評価装置　PCT出願(イスラエル国
内)

塩見格一 H15.10.15 158325

カオス論的ヒューマンファクタ評価装置　PCT出願(インド国内) 塩見格一 H15.10.15 1634/CHENP/2003

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(EP分割) 塩見格一 H15.12.26 08 009 363.6

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(イスラエル国内） 塩見格一 H15.12.26 170,304

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(インド国内） 塩見格一 H15.12.26 3624/DELNP/2005

カオス論的指標値計算システム　PCT出願(カナダ国内） 塩見格一 H15.12.26 2516982

画面情報表示方法、システム及びコンピュータプログラム　米国
出願

塩見格一 H16.1.25 10/763,160

心身状態判定システム　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H16.2.23 040713 642.9-2305

心身診断システム　PCT出願(ｲﾝﾄﾞ国内) 塩見格一 H16.4.19 1041/DELNP/2004

心身診断システム　PCT出願(ｱﾒﾘｶ国内) 塩見格一 H16.4.28 10/493,749

大脳評価装置　PCT出願（EP国内） 塩見格一 H16.4.28 040729 983.9

大脳評価装置　PCT出願（アメリカ国内） 塩見格一 H16.4.28 11/587,634

大脳評価装置　PCT出願（オーストラリア国内） 塩見格一 H16.4.28 2004 318 986

大脳評価装置　PCT出願（カナダ国内） 塩見格一 H16.4.28 2,560,529

カオス論的脳機能診断装置　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H16.5.20 020780070

カオス論的脳機能診断装置　PCT出願(イスラエル国内） 塩見格一 H16.5.20  PCT/JP02/11764161892

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ　PCT出願(EPC加盟国内）

金田直樹
塩見格一

H16.6.1 040745474.9

発明の名称 発明者 出願日 出願番号

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ　PCT出願(イスラエル国内）

金田直樹
塩見格一

H16.6.1 171970

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ　PCT出願(カナダ国内）

金田直樹
塩見格一

H16.6.1 2，526，734

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び装置通信システ
ム　PCT出願(ｱﾒﾘｶ国内)

金田直樹
塩見格一

H16.8.17 10/591,353

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び装置通信システ
ム　PCT出願(ｶﾅﾀﾞ国内)

金田直樹
塩見格一

H16.8.17 2557810

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び装置通信システ
ム　PCT出願(EP国内）

金田直樹
塩見格一

H16.8.17 04 771 730.1-2412

カオス論的診断感度増感装置　PCT出願(EP国内） 塩見格一 H16.10.20 03744980.8

移動体の測位方法及びその測位装置
古賀禎

田嶋裕久
H17.2.21 2005-044684

誘電体レンズを用いた装置　PCT出願(EP) 米本成人 H17.7.27 050767019

誘電体レンズを用いた装置　PCT出願(EP(英国内)) 米本成人 H17.7.27 11/574,012

誘電体レンズを用いた装置　PCT出願(アメリカ国内） 米本成人 H17.7.27 11/574,012

移動局及び移動局側通信制御方法及び基地局及び基地局側通信制
御方法及び通信ｼｽﾃﾑ　PCT出願(アメリカ国内）

金田直樹
塩見格一

H17.11.16 10/557,111

 ﾁｰﾑによる業務の評価・活性化ｼｽﾃﾑ 塩見格一 H18.3.30 2006-097389

チームによる業務の活性度の評価システムおよびそれを用いた業
務雰囲気の活性化システム

塩見格一 H18.3.30 2006-097391

異常行動抑制装置 塩見格一 H18.3.30 2006-097390

音声中の非発話音声の判別処理方法 塩見格一 H18.3.30 2006-093267

発話音声収集用ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝ･ﾏｲｸﾛﾌｫﾝｼｽﾃﾑ 塩見格一 H18 3 30 2006-093268発話音声収集用ｺﾝﾋ ﾈｰｼｮﾝ･ﾏｲｸﾛﾌｫﾝｼｽﾃﾑ 塩見格 H18.3.30 2006-093268

大脳評価装置　PCT出願（ｲﾝﾄﾞ国内） 塩見格一 H18.9.19 5443/DELNP/2006

アレイ型反射板とミリ波レーダ　PCT出願(EP国内) 米本成人 H18.10.27 06820826.3

リフレクトアレイ及びミリメートル波レーダー　PCT出願(日本国
内）

山本憲夫,米本
成人,山田公男

H18.10.27 2008-538435

外部雑音改善型発話音声分析システム 塩見格一 H19.3.30 2007-092826

発話音響環境対応型発話音声分析システム 塩見格一 H19.3.30 2007-092827

天頂対流圏遅延量の算出方法及び衛星測位信号の対流圏遅延量の
補正方法　PCT出願(アメリカ国内）

武市昇,坂井丈
泰,福島荘之介,

伊藤憲
H19.12.28 PCT/JP2007/75312

運転者の眠気検出装置 塩見格一 H20.3.31 12/668,355

天頂対流圏遅延量の推定値の算出方法
武市昇,坂井丈
泰,福島荘之介,

伊藤憲
H20.7.9 2008-179639

飛行計画表示装置　　（ＭＥ式飛行計画表示装置） 三垣充彦 H20.7.23 2008-189762

全方向性を有する誘電体レンズ装置を用いた電磁波の反射器を有
するアンテナ

米本成人
河村暁子

H20.10.28 2008-093544

作業監視システム 塩見格一 H20.10.31 2008-281298

作業適正判定システム 塩見格一 H20.10.31 2008-277494

ＧＰＳ衛星信号の品質監視機能を有するＧＰＳ衛星信号監視方法
及びＧＰＳ衛星信号品質監視装置

齊藤真二 H21.6.4 2008-281299
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１ 東日本大震災での被害 
 

１．電子航法研究所の被災状況 

平成23年3月11日に発生した東日本大震災は実証試験

の拠点としていた岩沼分室にも甚大な被害をもたらした。

幸いにも職員 2名（常勤 1、非常勤 1）は無事であったが、

航空機の全損など、岩沼分室の施設設備に大きな傷跡を残

している。 

この状況に際し、当研究所では被害状況を迅速に確認し

航空局との連絡を密にして対応に当たった。 

施設設備の被災状況は以下のとおり。 

 

① 実験用航空機 

・ 仙台空港内にある整備業者の格納庫内で津波により

被災。 

・ 格納庫内は水没し、実験用航空機はキャビンドアま

で水没。 

・ エンジンも水没し、汚泥を含む海水が内部まで浸潤、

修理不可能。 

・ 機体は、他の物件に衝突し損傷。特に左主翼は整備

作業用の足場に衝突して曲り、修理困難。 

・ 鑑定人によれば、海水に長期間浸かっていたことに

よる電子機器、エンジンへの塩害は明らかであり、当

該機の再飛行は極めて困難と類推され、全損となっ

た。 

 

 

② ＧＮＳＳ実験設備等 

ア．ＧＮＳＳ実験設備 

 ・ ＧＮＳＳ機器（分室庁舎内）は津波による浸水に

より全損。 

 ・ 計測機器（分室庁舎内）も津波による浸水により全

損。 

 ・ 実験局舎（屋外）は津波により浸水・流出し、使用

不可能。 

 ・ ＧＮＳＳ基準局（屋外）は津波により破壊 され、

一部が流失。修理不可能。 

 

イ．電源キュービクル 

 ・ 電源キュービクル（屋外）は、津波で水没し故障。 

 ・ 岩沼分室、仙台空港内実験施設への電源供給不

可。 

 

ウ．実験用車両 

 ・ 津波の被害により、車体上部まで完全に水没し、

修理不可能。 

 ・ 車両に備え付けていた発電・給電設備、搭載して

いた計測機器類も全損。 

 

 

 

図 1 

津波が引いた直後の庁舎等の状況 

（上段：岩沼分室 下段：格納庫）
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１　平成22年度に購入した主要機器

ILS GPモニタ信号合成器１式

GNSS受信機１式

マルチトラック・フィールドレコーダ４式

GBAS受信機評価用インタフェイス製作２式

発話音声分析用ワークステーション１式

広域マルチラテレーション評価用装置１式

三次元電磁界数値解析システム（ハードウェア）１式

デジタル・オーディオ・アナライザ１式

WAM受信装置収容１式

TIS-B監視情報源　パルス発生回路１式

TIS-B監視情報源　インタロゲータ送信機１式

航空管制業務官署用発話音声分析４式

プリント基板加工機１式

ディスクアレイ装置１式

GNSS受信機１式

モードＳトランスポンダ１式

風向風速計１式

光ファイバ接続型受動監視システム高周波信号受信処理部１式

光ファイバ接続型受動監視システムターゲット処理部１式

方位信号発生器１式

駆動機構１式

広域マルチラテレーション評価用装置１式

高速スペクトラム・アナライザ１式

航空機搭載用露点温度計１式

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 実験用航空機の被災状況 

ＧＮＳＳ機器 実験局舎 ＧＮＳＳ基準局（4基）

電源キュービクル 

実験用車両 

主翼

図 3 

ＧＮＳＳ実験設備等の被災状況 

（ＧＮＳＳ実験設備、電源キュービクル、実験用車両） 
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２　平成22年度に購入した主要機器

ILS GPモニタ信号合成器１式

GNSS受信機１式

マルチトラック・フィールドレコーダ４式

GBAS受信機評価用インタフェイス製作２式

発話音声分析用ワークステーション１式

広域マルチラテレーション評価用装置１式

三次元電磁界数値解析システム（ハードウェア）１式

デジタル・オーディオ・アナライザ１式

WAM受信装置収容１式

TIS-B監視情報源　パルス発生回路１式

TIS-B監視情報源　インタロゲータ送信機１式

航空管制業務官署用発話音声分析４式

プリント基板加工機１式

ディスクアレイ装置１式

GNSS受信機１式

モードＳトランスポンダ１式

風向風速計１式

光ファイバ接続型受動監視システム高周波信号受信処理部１式

光ファイバ接続型受動監視システムターゲット処理部１式

方位信号発生器１式

駆動機構１式

広域マルチラテレーション評価用装置１式

高速スペクトラム・アナライザ１式

航空機搭載用露点温度計１式

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 実験用航空機の被災状況 

ＧＮＳＳ機器 実験局舎 ＧＮＳＳ基準局（4基）

電源キュービクル 

実験用車両 

主翼

図 3 

ＧＮＳＳ実験設備等の被災状況 

（ＧＮＳＳ実験設備、電源キュービクル、実験用車両） 
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３ 主要施設及び機器 
１ 電波無響室 

 電子航法の分野では、電波を送受信するアンテナの性能

や空間中の電波伝搬特性が機器の性能に大きく影響する。 

このため、アンテナおよび電波伝搬に関する試験研究が重

要になっている。当研究所では、これらの試験研究のため

の実験施設として、電波無響室を整備した。 

 電波無響室はシールド壁内部を電波吸収材で被覆した

構造を持っている。シールド壁により電波が遮蔽されるた

め、外来電波の影響を受けず研究所周辺への干渉を防止す

ることができる。さらに、電波吸収材により電波の反射を

抑制できるため、電波無響室内は広大な自由空間と同様な

伝搬特性を実現できる。 

 電波無響室内では、アンテナの特性測定や空港モデルを

用いた着陸進入コースの電波伝搬特性測定などが行われ

てきている。また、各種の干渉妨害に関する測定実験も行

われている。 

〔要目概要〕 

 内装寸法： 32×７×５ ｍ 

 周波数範囲： 0.5～100GHz以上 

 反射減衰量： 30dB 以上 

 遮蔽減衰量： 80dB 以上 

 付属設備： 計測室、空調設備、空中線特性試験装置、 

アンテナ回転台移動装置、計測機器ピッ

ト、各種無線計測機器、非常照明 

 

２ アンテナ試験塔 

 アンテナ試験塔は、昭和52年に建設され、VORの研究な

どで使用されてきた。 

 平成17年度には、二次監視レーダー（SSR）モードS の

高度運用技術の研究で使用するため、レーダー設置台を設

置するなどの改修を行った。平成19年度には、回転式アン

テナを含むSSR装置が設置された。 

 このほかに、屋上には、実験などに利用するためのスペ

ースが確保されており、GPSアンテナなどが設置されてい

る。 

〔要目概要〕 

 高   さ： 19.15 ｍ 

 

３  電子計算機システム及びネットワーク 

当研究所の電子計算機システムは、昭和 41 年度に航空

管制自動化推進に供するATCシミュレータ整備の一環とし

て導入した NEAC2200#400 に始まる。 

以降、MELCOM、FACOM、ACOS と言ったメインフレームを

中心としたシステムを運用してきたが、平成 7年度にネッ

トワーク環境の整備の必要性の高まりと、併せて研究内容

の変化に対応させるために、ワークステーションをネット

ワークに接続したシステムに移行し、複数のサーバ・シス

テムと各研究部に設置するローカル・クライアントからな

るシステムの運用となった。 

平成 13年度より、電子計算機システムは、演算サーバ、

ファイルサーバ、アプリケーションサーバ、PCサーバ、WWW

サーバ等から構成されるサーバ群を 1GBase のデータ転送

レートを有する基幹と 100MBase の支線を有するネットワ

ークにより接続した構成となった。 

さらに、平成 17年度には支線部についても 1GBase のデ

ータ転送レートに対応した構成となった。 

現在、当所のネットワーク及び電子計算機システムは、

メールサーバによる通信、WWW サーバによる情報発信、ア

プリケーションサーバやファイルサーバによる所内事務

の支援等、日々の職務に密接したシステムとして運用され

ている。 

 

〔ネットワークの現状〕 

・基幹ネットワークシステム：サーバ 8台、スイッチ 3台、

テープドライブ 1台、UPS 3 台で構成 

・基幹ネットワーク網：10GBase-LR 通信が可能（調布本所

－岩沼分室間を除く） 

 

 

 

４ 実験用航空機 

 電子航法の実験や試験のために航空機をもつことは、当

研究所の特色である。 

 昭和40年７月より、米国のビーチクラフトスーパーH-18

型機を使用した。その後、使用10年を経過し、部品入手が

困難になったため当機の更新を計画し、昭和49、50年度に

米国のビーチクラフトB ―99を購入し、昭和50年10月に当

研究所に引き渡された。 

 引続き実験用アンテナ増設などの改装を行い、昭和51年

１月から運用を開始したが、調布における運用制限のため、

同年10月当研究所岩沼分室が宮城県岩沼市に設置された

ことにより仙台空港を定置場とした。 

 搭乗人員は乗員を含め17名のところ実験用機器搭載の

スペースを取り、最大９名とし、その他写真撮影用のカメ

ラ孔及びラック等を備えている。 

〔諸元・性能〕 

登 録 番 号： JA8801 

型 式： ビーチクラフトB-99エアライナー 

全 長： 13.58m 

全 幅： 13.98m 

全 高： 4.38m 

最大離陸重量： 4,944㎏ 

発 動 機： PT ６A ―28／680馬力×２基 

巡 行 速 度： 360㎞ /h 

航 続 距 離： 1,750㎞ 

離陸滑走路長： 570m 

着陸滑走路長： 820m 

 

なお、同機は平成23年3月11日に発生した東日本大震災

による津波にて被災、全損となった。 

 

５ 仮想現実実験施設 

 航空管制業務には、レーダーにより航空機を監視して行

う航空路管制業務及びターミナル管制業務と、管制官が肉

眼で航空機を監視しながら行う飛行場管制業務とが存在

する。 

 今日の航空管制業務は、多数の管制官と多数の管制機器

及び管制援助機器が複雑に関連するシステムで行われて

おり、その効率化を実現するための研究等には、業務環境

を模擬した環境におけるシミュレーションが不可欠と考

えられている。 

 本施設は、管制塔における管制官の業務環境を視聴覚的

な仮想現実感を用いて模擬する機能を有するものであり、

本施設により飛行場管制業務に係るシミュレーションを、

レーダーを使用した航空路管制業務或はターミナル管制

業務シミュレーションと同様に、実施することが可能とな

った。 

 また、本施設は操縦シミュレータを有し、固定翼機及び

回転翼機について、管制指示を受けながらの航行の模擬が

可能となっている。 

 飛行場管制業務を含む航空管制業務環境を模擬する航

空管制シミュレータと操縦シミュレータは連接されてお

り、管制官とパイロットが同時に参加するシミュレーショ

ンを可能としている。 

〔諸元・性能〕 

 プラットフォーム： MS Windows NT ４／2000 

 描画性能： 200Mpoligons / s 

 管制業務シミュレータ画像出力部： 

                360°／８面、15.0mΦ 

 操縦シミュレータ画像出力部： 150°／３面、5.6mΦ 

６ ATC シミュレーション実験棟 

 航空管制シミュレータを設置し、管制官参加によるダイ

ナミックシミュレーションを実施するためのもので、レー

ダー表示装置の使用環境を考慮して管制卓室とパイロッ

ト卓室には、調光式照明、高性能ブラインドを備えている。

以下に要目を示す。 

 ・階 数  ２階建て 

 ・床面積  約530（38m ×14m）m2 

 ・主要室  管制卓室；１室、13m ×14m 

       パイロット卓室；１室、22m×７m 

       サーバ室、会議室 

 

７ 航空管制シミュレータ 

 航空管制シミュレータは、平成12年度に、それまでに開

発したターミナル管制シミュレータを拡張整備したもの

であり、下記のようにターミナル管制卓、航空路管制卓を

中心に多数の管制卓等で構成し、任意の空域を設定して評

価でき、かつ、ターミナル管制、航空路管制を統一して模

擬できるように一つのシナリオを両空域にスムーズに動

作させることができる。 

 以下に本シミュレータの構成、主要性能を示す。 

⑴ 構  成 

 ・ターミナル管制卓 ８卓 

 ・エンルート管制卓 ４卓 

 ・飛行場管制卓   ５卓 

 ・パイロット卓   12卓 

 ・全域模擬卓    ２卓 

 ・シナリオ処理装置 

 ・データベース装置 

 ・音声通信処理装置 

⑵ 主要機能 

 ・航空機同時処理機数    最大512機 

 ・航空機同時表示機数    最大128機／１管制卓 

 ・同時管制機数       最大64機／１管制卓 

 ・ターミナル領域定義数   最大８ターミナル／ 

               １シミュレーション 

 ・エンルート領域定義数   最大100セクタ 

 ・同時シミュレーション数  最大２シミュレーション 

 ・シミュレーション実行速度 １／10倍速～８倍速 

               （再生時含む） 

 ・空港定義数        最大128空港 

─ 152 ─



２ 主要施設及び機器 
１ 電波無響室 

 電子航法の分野では、電波を送受信するアンテナの性能

や空間中の電波伝搬特性が機器の性能に大きく影響する。 

このため、アンテナおよび電波伝搬に関する試験研究が重

要になっている。当研究所では、これらの試験研究のため

の実験施設として、電波無響室を整備した。 

 電波無響室はシールド壁内部を電波吸収材で被覆した

構造を持っている。シールド壁により電波が遮蔽されるた

め、外来電波の影響を受けず研究所周辺への干渉を防止す

ることができる。さらに、電波吸収材により電波の反射を

抑制できるため、電波無響室内は広大な自由空間と同様な

伝搬特性を実現できる。 

 電波無響室内では、アンテナの特性測定や空港モデルを

用いた着陸進入コースの電波伝搬特性測定などが行われ

てきている。また、各種の干渉妨害に関する測定実験も行

われている。 

〔要目概要〕 

 内装寸法： 32×７×５ ｍ 

 周波数範囲： 0.5～100GHz以上 

 反射減衰量： 30dB 以上 

 遮蔽減衰量： 80dB 以上 

 付属設備： 計測室、空調設備、空中線特性試験装置、 

アンテナ回転台移動装置、計測機器ピッ

ト、各種無線計測機器、非常照明 

 

２ アンテナ試験塔 

 アンテナ試験塔は、昭和52年に建設され、VORの研究な

どで使用されてきた。 

 平成17年度には、二次監視レーダー（SSR）モードS の

高度運用技術の研究で使用するため、レーダー設置台を設

置するなどの改修を行った。平成19年度には、回転式アン

テナを含むSSR装置が設置された。 

 このほかに、屋上には、実験などに利用するためのスペ

ースが確保されており、GPSアンテナなどが設置されてい

る。 

〔要目概要〕 

 高   さ： 19.15 ｍ 

 

３  電子計算機システム及びネットワーク 

当研究所の電子計算機システムは、昭和 41 年度に航空

管制自動化推進に供するATCシミュレータ整備の一環とし

て導入した NEAC2200#400 に始まる。 

以降、MELCOM、FACOM、ACOS と言ったメインフレームを

中心としたシステムを運用してきたが、平成 7年度にネッ

トワーク環境の整備の必要性の高まりと、併せて研究内容

の変化に対応させるために、ワークステーションをネット

ワークに接続したシステムに移行し、複数のサーバ・シス

テムと各研究部に設置するローカル・クライアントからな

るシステムの運用となった。 

平成 13年度より、電子計算機システムは、演算サーバ、

ファイルサーバ、アプリケーションサーバ、PCサーバ、WWW

サーバ等から構成されるサーバ群を 1GBase のデータ転送

レートを有する基幹と 100MBase の支線を有するネットワ

ークにより接続した構成となった。 

さらに、平成 17年度には支線部についても 1GBase のデ

ータ転送レートに対応した構成となった。 

現在、当所のネットワーク及び電子計算機システムは、

メールサーバによる通信、WWW サーバによる情報発信、ア

プリケーションサーバやファイルサーバによる所内事務

の支援等、日々の職務に密接したシステムとして運用され

ている。 

 

〔ネットワークの現状〕 

・基幹ネットワークシステム：サーバ 8台、スイッチ 3台、

テープドライブ 1台、UPS 3 台で構成 

・基幹ネットワーク網：10GBase-LR 通信が可能（調布本所

－岩沼分室間を除く） 

 

 

 

４ 実験用航空機 

 電子航法の実験や試験のために航空機をもつことは、当

研究所の特色である。 

 昭和40年７月より、米国のビーチクラフトスーパーH-18

型機を使用した。その後、使用10年を経過し、部品入手が

困難になったため当機の更新を計画し、昭和49、50年度に

米国のビーチクラフトB ―99を購入し、昭和50年10月に当

研究所に引き渡された。 

 引続き実験用アンテナ増設などの改装を行い、昭和51年

１月から運用を開始したが、調布における運用制限のため、

同年10月当研究所岩沼分室が宮城県岩沼市に設置された

ことにより仙台空港を定置場とした。 

 搭乗人員は乗員を含め17名のところ実験用機器搭載の

スペースを取り、最大９名とし、その他写真撮影用のカメ

ラ孔及びラック等を備えている。 

〔諸元・性能〕 

登 録 番 号： JA8801 

型 式： ビーチクラフトB-99エアライナー 

全 長： 13.58m 

全 幅： 13.98m 

全 高： 4.38m 

最大離陸重量： 4,944㎏ 

発 動 機： PT ６A ―28／680馬力×２基 

巡 行 速 度： 360㎞ /h 

航 続 距 離： 1,750㎞ 

離陸滑走路長： 570m 

着陸滑走路長： 820m 

 

なお、同機は平成23年3月11日に発生した東日本大震災

による津波にて被災、全損となった。 

 

５ 仮想現実実験施設 

 航空管制業務には、レーダーにより航空機を監視して行

う航空路管制業務及びターミナル管制業務と、管制官が肉

眼で航空機を監視しながら行う飛行場管制業務とが存在

する。 

 今日の航空管制業務は、多数の管制官と多数の管制機器

及び管制援助機器が複雑に関連するシステムで行われて

おり、その効率化を実現するための研究等には、業務環境

を模擬した環境におけるシミュレーションが不可欠と考

えられている。 

 本施設は、管制塔における管制官の業務環境を視聴覚的

な仮想現実感を用いて模擬する機能を有するものであり、

本施設により飛行場管制業務に係るシミュレーションを、

レーダーを使用した航空路管制業務或はターミナル管制

業務シミュレーションと同様に、実施することが可能とな

った。 

 また、本施設は操縦シミュレータを有し、固定翼機及び

回転翼機について、管制指示を受けながらの航行の模擬が

可能となっている。 

 飛行場管制業務を含む航空管制業務環境を模擬する航

空管制シミュレータと操縦シミュレータは連接されてお

り、管制官とパイロットが同時に参加するシミュレーショ

ンを可能としている。 

〔諸元・性能〕 

 プラットフォーム： MS Windows NT ４／2000 

 描画性能： 200Mpoligons / s 

 管制業務シミュレータ画像出力部： 

                360°／８面、15.0mΦ 

 操縦シミュレータ画像出力部： 150°／３面、5.6mΦ 

６ ATC シミュレーション実験棟 

 航空管制シミュレータを設置し、管制官参加によるダイ

ナミックシミュレーションを実施するためのもので、レー

ダー表示装置の使用環境を考慮して管制卓室とパイロッ

ト卓室には、調光式照明、高性能ブラインドを備えている。

以下に要目を示す。 

 ・階 数  ２階建て 

 ・床面積  約530（38m ×14m）m2 

 ・主要室  管制卓室；１室、13m ×14m 

       パイロット卓室；１室、22m×７m 

       サーバ室、会議室 

 

７ 航空管制シミュレータ 

 航空管制シミュレータは、平成12年度に、それまでに開

発したターミナル管制シミュレータを拡張整備したもの

であり、下記のようにターミナル管制卓、航空路管制卓を

中心に多数の管制卓等で構成し、任意の空域を設定して評

価でき、かつ、ターミナル管制、航空路管制を統一して模

擬できるように一つのシナリオを両空域にスムーズに動

作させることができる。 

 以下に本シミュレータの構成、主要性能を示す。 

⑴ 構  成 

 ・ターミナル管制卓 ８卓 

 ・エンルート管制卓 ４卓 

 ・飛行場管制卓   ５卓 

 ・パイロット卓   12卓 

 ・全域模擬卓    ２卓 

 ・シナリオ処理装置 

 ・データベース装置 

 ・音声通信処理装置 

⑵ 主要機能 

 ・航空機同時処理機数    最大512機 

 ・航空機同時表示機数    最大128機／１管制卓 

 ・同時管制機数       最大64機／１管制卓 

 ・ターミナル領域定義数   最大８ターミナル／ 

               １シミュレーション 

 ・エンルート領域定義数   最大100セクタ 

 ・同時シミュレーション数  最大２シミュレーション 

 ・シミュレーション実行速度 １／10倍速～８倍速 

               （再生時含む） 

 ・空港定義数        最大128空港 

─ 153 ─



当研究所の発行する刊行物は、下記のとおりである。

電子航法研究所報告（不定期刊行）
電子航法研究所研究発表会講演概要（年刊）
電子航法研究所年報（年刊）
電子航法研究所要覧〈案内〉（年刊）
電子航法研究所広報誌「ｅ－なび」（季刊）

当研究所の平成22度における行事等は、下記のとおりである。

４　刊行物

５　行事等

所内一般公開〔平成22年4月18日（日）〕
平成22年度科学技術週間の趣旨に基づき、当研究所の各施設を一般公開した。（来場者数4,807名）

第10回研究所設立記念式典〔平成22年4月20日（火）〕
当所設立記念式典を開催した。

研究発表会〔平成22年6月3日（木）～4日（金）〕
平成22年度（第10回）電子航法研究所研究発表会を海上技術安全研究所講堂において開催した。

電子航法研究所出前講座を大阪航空局関西空港事務所において開催した。
講座プログラム

（2日間延べ来場者数387名）

１．電子航法研究所の活動について
（企画課　齋藤　賢一）

２．マルチラテレーションの概要と関西国際空港での導入評価結果
（通信・航法・監視領域　上田　栄輔）

３．ＧＢＡＳの概要と研究開発の動向
（通信・航法・監視領域　福島　荘之介）

４．発話音声による業務負荷等計測技術
（機上等技術領域　塩見　格一）

特別出前講座〔平成22年7月22日（木）〕
電子航法研究所特別出前講座を国土交通省航空局において開催した。

講座プログラム
１．次世代航空管制システムの安全性評価手法について

（航空交通管理領域　伊藤　恵理）

５. Development and Dvaluation of Multilateration Srveillance system
（通信・航法・監視領域　宮崎　裕己）

６．ATN Development Activities in Japan
（通信・航法・監視領域　板野　賢）

（通信・航法・監視領域　吉原　貴之）

２．Examples of Japanese ATM Performance Analyses
（航空交通管理領域　蔭山　康太）

（研究企画統括　山本　憲夫）

３．Collision risk modeling for RMA practices
（航空交通管理領域　藤田　雅人）

４．Safety design and assessment in development of ENRI's GBAS prototype

特別出前講座〔平成22年9月1日（水）〕
電子航法研究所特別出前講座を韓国航空宇宙研究院（ＫＡＲＩ）において開催した。

講座プログラム
１．ENRI's Long Time Research Vision

第36回出前講座〔平成22年9月9日（木）〕
電子航法研究所出前講座を崇城大学（熊本）において開催した。

講座プログラム
１．電子航法研究所の活動について

（企画課　齋藤　賢一）
２．先進型地上走行誘導管制（Ａ－ＳＭＧＣ）システムについて

（通信・航法・監視領域　二瓶　子朗）
３．空港面マルチラテレーションシステムの概要

（通信・航法・監視領域　角張　泰之）
４．航空機の安全運航支援技術に関する研究

（機上等技術領域　大津山　卓哉）
５．ＧＮＳＳの概要とＧＮＳＳを用いた着陸システムについて

（通信・航法・監視領域　齊藤　真二）

第37回出前講座〔平成22年9月10日（金）〕
電子航法研究所出前講座を大阪航空局熊本空港事務所において開催した。

講座プログラム
１．航空機の安全運航支援技術に関する研究

（機上等技術領域　大津山　卓哉）

電子航法研究所出前講座を(社)日本航空宇宙工業会において開催した。

１．南極でのＧＰＳ観測と越冬生活
（航空交通管理領域　新井　直樹）

第39回出前講座〔平成22年10月7日（木）〕

講座プログラム

２．先進型地上走行誘導管制（Ａ－ＳＭＧＣ）システムの開発動向について
（通信・航法・監視領域　二瓶　子朗）

３．空港面マルチラテレーションシステムの概要
（通信・航法・監視領域　上田　栄輔）

４．光ファイバ接続型受動監視システム（ＯＣＴＰＡＳＳ）の概要
（通信・航法・監視領域　角張　泰之）

第38回出前講座〔平成22年9月17日（金）〕
電子航法研究所出前講座を東京消防庁航空隊において開催した。

講座プログラム

１．電子航法研究所における航空交通管理に係わる主な研究
（研究企画統括　山本　憲夫）

２．『新しい航空管制』の海外動向について
（航空交通管理領域　福田　豊）

第40回出前講座〔平成22年10月29日（金）〕
電子航法研究所出前講座を早稲田大学理工学部において開催した。

講座プログラム
１．電子航法研究所の概要

（企画課　齋藤　賢一）
２．航空交通システム長期ビジョンＣＡＲＡＴＳ

（機上等技術領域　小瀬木　滋）

第41回出前講座〔平成22年11月2日（火）〕
電子航法研究所出前講座を(株)ジャムコにおいて開催した。

講座プログラム
１．大規模数値解析を用いた航空機電磁環境推定

（機上等技術領域　二ツ森　俊一）

第42回出前講座〔平成22年11月25日（木）〕
電子航法研究所出前講座を航空保安大学校において開催した。

講座プログラム
１．航空管制のヒューマンファクタに関する研究

（航空交通管理領域　青山　久枝）
２．ＡＴＭ／ＣＮＳに関する最近の研究動向（ＥＩＷＡＣ２０１０から）

（機上等技術領域　小瀬木　滋）

特別出前講座〔平成22年12月10日（金）〕
電子航法研究所出前講座を早稲田大学理工学術院において開催した。

講座プログラム
１．衛星航法に関する研究について

（通信・航法・監視領域　坂井　丈泰）

第43回出前講座〔平成22年12月15日（水）〕
電子航法研究所出前講座を東京航空局において開催した。

講座プログラム
１．ＧＰＳ補助的使用基準の緩和に関する基礎調査

（通信・航法・監視領域　坂井　丈泰）

第2回ATM/CNSに関する国際ワークショップ（EIWAC2010）〔平成22年11月10日（水）～平成22年11月12日（金）〕
電子航法研究所としては2回目となる国際ワークショップを秋葉原コンベンションホールにおいて開催した。
（3日間延べ来場者数　約540名）　講演内容は別頁に記載
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当研究所の発行する刊行物は、下記のとおりである。

電子航法研究所報告（不定期刊行）
電子航法研究所研究発表会講演概要（年刊）
電子航法研究所年報（年刊）
電子航法研究所要覧〈案内〉（年刊）
電子航法研究所広報誌「ｅ－なび」（季刊）

当研究所の平成22度における行事等は、下記のとおりである。

（2日間延べ来場者数387名）

３　刊行物

４　行事等

所内一般公開〔平成22年4月18日（日）〕
平成22年度科学技術週間の趣旨に基づき、当研究所の各施設を一般公開した。（来場者数4,807名）

第10回研究所設立記念式典〔平成22年4月20日（火）〕
当所設立記念式典を開催した。

研究発表会〔平成22年6月3日（木）～4日（金）〕
平成22年度（第10回）電子航法研究所研究発表会を海上技術安全研究所講堂において開催した。

電子航法研究所出前講座を大阪航空局関西空港事務所において開催した。
講座プログラム
１．電子航法研究所の活動について

（企画課　齋藤　賢一）
２．マルチラテレーションの概要と関西国際空港での導入評価結果

（通信・航法・監視領域　上田　栄輔）
３．ＧＢＡＳの概要と研究開発の動向

（通信・航法・監視領域　福島　荘之介）
４．発話音声による業務負荷等計測技術

（機上等技術領域　塩見　格一）

特別出前講座〔平成22年7月22日（木）〕
電子航法研究所特別出前講座を国土交通省航空局において開催した。

講座プログラム
１．次世代航空管制システムの安全性評価手法について

（航空交通管理領域　伊藤　恵理）

５. Development and Dvaluation of Multilateration Srveillance system
（通信・航法・監視領域　宮崎　裕己）

６．ATN Development Activities in Japan
（通信・航法・監視領域　板野　賢）

（通信・航法・監視領域　吉原　貴之）

２．Examples of Japanese ATM Performance Analyses
（航空交通管理領域　蔭山　康太）

（研究企画統括　山本　憲夫）

３．Collision risk modeling for RMA practices
（航空交通管理領域　藤田　雅人）

４．Safety design and assessment in development of ENRI's GBAS prototype

特別出前講座〔平成22年9月1日（水）〕
電子航法研究所特別出前講座を韓国航空宇宙研究所（ＫＡＲＩ）において開催した。

講座プログラム
１．ENRI's Long Time Research Vision

第36回出前講座〔平成22年9月9日（木）〕
電子航法研究所出前講座を崇城大学（熊本）において開催した。

講座プログラム
１．電子航法研究所の活動について

（企画課　齋藤　賢一）
２．先進型地上走行誘導管制（Ａ－ＳＭＧＣ）システムについて

（通信・航法・監視領域　二瓶　子朗）
３．空港面マルチラテレーションシステムの概要

（通信・航法・監視領域　角張　泰之）
４．航空機の安全運航支援技術に関する研究

（機上等技術領域　大津山　卓哉）
５．ＧＮＳＳの概要とＧＮＳＳを用いた着陸システムについて

（通信・航法・監視領域　齊藤　真二）

第37回出前講座〔平成22年9月10日（金）〕
電子航法研究所出前講座を大阪航空局熊本空港事務所において開催した。

講座プログラム
１．航空機の安全運航支援技術に関する研究

（機上等技術領域　大津山　卓哉）

電子航法研究所出前講座を(社)日本航空宇宙工業会において開催した。

１．南極でのＧＰＳ観測と越冬生活
（航空交通管理領域　新井　直樹）

第39回出前講座〔平成22年10月7日（木）〕

講座プログラム

２．先進型地上走行誘導管制（Ａ－ＳＭＧＣ）システムの開発動向について
（通信・航法・監視領域　二瓶　子朗）

３．空港面マルチラテレーションシステムの概要
（通信・航法・監視領域　上田　栄輔）

４．光ファイバ接続型受動監視システム（ＯＣＴＰＡＳＳ）の概要
（通信・航法・監視領域　角張　泰之）

第38回出前講座〔平成22年9月17日（金）〕
電子航法研究所出前講座を東京消防庁航空隊において開催した。

講座プログラム

１．電子航法研究所における航空交通管理に係わる主な研究
（研究企画統括　山本　憲夫）

２．『新しい航空管制』の海外動向について
（航空交通管理領域　福田　豊）

第40回出前講座〔平成22年10月29日（金）〕
電子航法研究所出前講座を早稲田大学理工学部において開催した。

講座プログラム
１．電子航法研究所の概要

（企画課　齋藤　賢一）
２．航空交通システム長期ビジョンＣＡＲＡＴＳ

（機上等技術領域　小瀬木　滋）

第41回出前講座〔平成22年11月2日（火）〕
電子航法研究所出前講座を(株)ジャムコにおいて開催した。

講座プログラム
１．大規模数値解析を用いた航空機電磁環境推定

（機上等技術領域　二ツ森　俊一）

第42回出前講座〔平成22年11月25日（木）〕
電子航法研究所出前講座を航空保安大学校において開催した。

講座プログラム
１．航空管制のヒューマンファクタに関する研究

（航空交通管理領域　青山　久枝）
２．ＡＴＭ／ＣＮＳに関する最近の研究動向（ＥＩＷＡＣ２０１０から）

（機上等技術領域　小瀬木　滋）

特別出前講座〔平成22年12月10日（金）〕
電子航法研究所出前講座を早稲田大学理工学術院において開催した。

講座プログラム
１．衛星航法に関する研究について

（通信・航法・監視領域　坂井　丈泰）

第43回出前講座〔平成22年12月15日（水）〕
電子航法研究所出前講座を東京航空局において開催した。

講座プログラム
１．ＧＰＳ補助的使用基準の緩和に関する基礎調査

（通信・航法・監視領域　坂井　丈泰）

第2回ATM/CNSに関する国際ワークショップ（EIWAC2010）〔平成22年11月10日（水）～平成22年11月12日（金）〕
電子航法研究所としては2回目となる国際ワークショップを秋葉原コンベンションホールにおいて開催した。
（3日間延べ来場者数　約540名）　講演内容は別頁に記載
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第44回出前講座〔平成22年12月16日（木）〕
電子航法研究所出前講座を航空交通管理センターにおいて開催した。

講座プログラム
１．航空交通管理に関する研究の概要

（航空交通管理領域　藤森　武男）
２．ＡＴＭパフォーマンスの研究から

（航空交通管理領域　蔭山　康太）
３．航空交通の同期化に関する研究

（航空交通管理領域　藤田　雅人）
４．トラジェクトリ予測モデルの研究開発

（航空交通管理領域　瀬之口　敦）
５．ＪＩＣＡフィリピンＡＴＦＭ支援活動

（航空交通管理領域　木村　章）

第45回出前講座〔平成23年1月26日（水）〕
電子航法研究所出前講座を東京航空局成田空港事務所において開催した。

講座プログラム
１．広域マルチラテレーション（ＷＡＭ）の開発について

（通信・航法・監視領域　宮崎　裕己）
２．高性能型マルチラテレーション（ＯＣＴＰＡＳＳ）の開発について

（通信・航法・監視領域　角張　泰之）

第46回出前講座〔平成23年1月27日（木）〕
電子航法研究所出前講座を（独）航空大学校仙台分校において開催した。

講座プログラム
１．ＧＮＳＳの概要とＧＮＳＳを用いた着陸システムについて

（通信・航法・監視領域　工藤　正博）

第47回出前講座〔平成23年1月28日（金）〕
電子航法研究所出前講座を大阪航空局那覇空港事務所において開催した。

講座プログラム
１．ＧＮＳＳによる航空航法

（通信・航法・監視領域　星野尾　一明）
２．航空機の電磁干渉問題に対応するシールド材料の評価

（機上等技術領域　河村　暁子）
３．声による心身状態評価技術開発の経緯と展望

（機上等技術領域　塩見　格一）

第48回出前講座〔平成23年1月29日（土）〕

４．声による心身状態評価技術開発の経緯と展望
（機上等技術領域　塩見　格一）

電子航法研究所出前講座を（社）日本航空機操縦士協会沖縄支部において開催した。
講座プログラム

２．ＧＮＳＳによる航空航法
（通信・航法・監視領域　星野尾　一明）

１．電子航法研究所の概要
（企画課　片山　雅敏）

（通信・航法・監視領域　福島　荘之介）

第49回出前講座〔平成23年1月28日（金）〕
電子航法研究所出前講座を大阪航空局関西空港事務所において開催した。

講座プログラム
１．ＧＢＡＳの概要と開発動向

３．航空機の電磁干渉問題に対応するシールド材料の評価
（機上等技術領域　河村　暁子）

第1回研究交流会〔平成22年6月24日（木）〕
（財）鉄道総合研究所と、以下の研究説明及び意見交換を行った。

　　「SSRモードS」
説明者：古賀　禎(機上等技術領域）

　　「管制官業務負担映像化」
説明者：青山　久枝 （航空交通管理領域）

　　「ATMパフォーマンス」
説明者：蔭山　康太（航空交通管理領域）

第2回研究交流会〔平成22年8月20日（金）〕
以下の講演及び意見交換を行った。

講演「STUDY OF IONOSPHERIC EFFECT ON SBAS IN LOW LATITUDE REGIONS(USE OF A 3D MODEL)」

第3回研究交流会〔平成22年9月2日（木）〕
以下の講演及び意見交換を行った。

講演者：Pierre Louve　氏 (ENAC留学生）
講演「DAPs Validation」

講演者：Ainga Ramian　氏（ENAC留学生）
講演「Enhancement of 1090MHz Mode S signal reception techniques」

講演者：Cissako Ibourahima　氏(ENAC留学生）
講演「航空機の遅延時間の変動の解析」

講演者：西村　剛志　氏(電気通信大学生）

講演「欧米のTBO運用コンセプトについて」
講演者：福田　豊 （航空交通管理領域）

平成22年度評議員会〔平成23年 2月21日（月）〕
評議員会において下記課題に関する評価を実施した。

講演「CARATSにおけるトラジェクトリベース運用」
講演者：坂井　丈泰（通信・航法・監視領域）

第4回研究交流会〔平成22年10月18日（月）〕
ＣＡＲＡＴＳ　Ｗ／Ｇメンバー間による進捗報告会を実施した。

講演者：西成　活裕　氏（東京大学先端科学技術研究センター教授）

第6回研究交流会〔平成22年12月9日（木）〕
以下の講演及び意見交換を行った。

講演「S.O.D.A-analyzing MLAT data」
講演者：Hanno Wiese氏（Frankfurt Airport Services Worldwide)

第5回研究交流会〔平成22年11月29日（月）〕
以下の講演及び意見交換を行った。

講演「渋滞学について」

　　　　　　「電波特性の監視に関する研究」
　　　　　　「RNAV経路における総合的安全性評価手法の研究」

事前評価課題「カテゴリⅢ着陸に対応したGBAS（GAST-D)の安全性設計及び検証技術の開発」
　　　　　　「ハイブリット監視技術の研究」
　　　　　　「ATMパフォーマンス評価手法の研究」
事後評価課題「SSRモードSの高度運用技術の研究」
　　　　　　「ATMパフォーマンスの研究」
　　　　　　「航空機の安全運航支援技術に関する研究」
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第44回出前講座〔平成22年12月16日（木）〕
電子航法研究所出前講座を航空交通管理センターにおいて開催した。

講座プログラム
１．航空交通管理に関する研究の概要

（航空交通管理領域　藤森　武男）
２．ＡＴＭパフォーマンスの研究から

（航空交通管理領域　蔭山　康太）
３．航空交通の同期化に関する研究

（航空交通管理領域　藤田　雅人）
４．トラジェクトリ予測モデルの研究開発

（航空交通管理領域　瀬之口　敦）
５．ＪＩＣＡフィリピンＡＴＦＭ支援活動

（航空交通管理領域　木村　章）

第45回出前講座〔平成23年1月26日（水）〕
電子航法研究所出前講座を東京航空局成田空港事務所において開催した。

講座プログラム
１．広域マルチラテレーション（ＷＡＭ）の開発について

（通信・航法・監視領域　宮崎　裕己）
２．高性能型マルチラテレーション（ＯＣＴＰＡＳＳ）の開発について

（通信・航法・監視領域　角張　泰之）

第46回出前講座〔平成23年1月27日（木）〕
電子航法研究所出前講座を（独）航空大学校仙台分校において開催した。

講座プログラム
１．ＧＮＳＳの概要とＧＮＳＳを用いた着陸システムについて

（通信・航法・監視領域　工藤　正博）

第47回出前講座〔平成23年1月28日（金）〕
電子航法研究所出前講座を大阪航空局那覇空港事務所において開催した。

講座プログラム
１．ＧＮＳＳによる航空航法

（通信・航法・監視領域　星野尾　一明）
２．航空機の電磁干渉問題に対応するシールド材料の評価

（機上等技術領域　河村　暁子）
３．声による心身状態評価技術開発の経緯と展望

（機上等技術領域　塩見　格一）

第48回出前講座〔平成23年1月29日（土）〕

４．声による心身状態評価技術開発の経緯と展望
（機上等技術領域　塩見　格一）

電子航法研究所出前講座を（社）日本航空機操縦士協会沖縄支部において開催した。
講座プログラム

２．ＧＮＳＳによる航空航法
（通信・航法・監視領域　星野尾　一明）

１．電子航法研究所の概要
（企画課　片山　雅敏）

（通信・航法・監視領域　福島　荘之介）

第49回出前講座〔平成23年1月28日（金）〕
電子航法研究所出前講座を大阪航空局関西空港事務所において開催した。

講座プログラム
１．ＧＢＡＳの概要と開発動向

３．航空機の電磁干渉問題に対応するシールド材料の評価
（機上等技術領域　河村　暁子）

第1回研究交流会〔平成22年6月24日（木）〕
（財）鉄道総合研究所と、以下の研究説明及び意見交換を行った。

　　「SSRモードS」
説明者：古賀　禎(機上等技術領域）

　　「管制官業務負担映像化」
説明者：青山　久枝 （航空交通管理領域）

　　「ATMパフォーマンス」
説明者：蔭山　康太（航空交通管理領域）

第2回研究交流会〔平成22年8月20日（金）〕
以下の講演及び意見交換を行った。

講演「STUDY OF IONOSPHERIC EFFECT ON SBAS IN LOW LATITUDE REGIONS(USE OF A 3D MODEL)」

第3回研究交流会〔平成22年9月2日（木）〕
以下の講演及び意見交換を行った。

講演者：Pierre Louve　氏 (ENAC留学生）
講演「DAPs Validation」

講演者：Ainga Ramian　氏（ENAC留学生）
講演「Enhancement of 1090MHz Mode S signal reception techniques」

講演者：Cissako Ibourahima　氏(ENAC留学生）
講演「航空機の遅延時間の変動の解析」

講演者：西村　剛志　氏(電気通信大学生）

講演「欧米のTBO運用コンセプトについて」
講演者：福田　豊 （航空交通管理領域）

平成22年度評議員会〔平成23年 2月21日（月）〕
評議員会において下記課題に関する評価を実施した。

講演「CARATSにおけるトラジェクトリベース運用」
講演者：坂井　丈泰（通信・航法・監視領域）

第4回研究交流会〔平成22年10月18日（月）〕
ＣＡＲＡＴＳ　Ｗ／Ｇメンバー間による進捗報告会を実施した。

講演者：西成　活裕　氏（東京大学先端科学技術研究センター教授）

第6回研究交流会〔平成22年12月9日（木）〕
以下の講演及び意見交換を行った。

講演「S.O.D.A-analyzing MLAT data」
講演者：Hanno Wiese氏（Frankfurt Airport Services Worldwide)

第5回研究交流会〔平成22年11月29日（月）〕
以下の講演及び意見交換を行った。

講演「渋滞学について」

　　　　　　「電波特性の監視に関する研究」
　　　　　　「RNAV経路における総合的安全性評価手法の研究」

事前評価課題「カテゴリⅢ着陸に対応したGBAS（GAST-D)の安全性設計及び検証技術の開発」
　　　　　　「ハイブリット監視技術の研究」
　　　　　　「ATMパフォーマンス評価手法の研究」
事後評価課題「SSRモードSの高度運用技術の研究」
　　　　　　「ATMパフォーマンスの研究」
　　　　　　「航空機の安全運航支援技術に関する研究」
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 Technical Session Navigation (GNSS) -Chair K.Ito, ENRI 
 
  [EN-033]  Diurnal and Seasonal Variation of Total Electron Content (TEC) at Chumphon and 
          Bangkok, Thailand   

S. Rungraengwajiake, ＋P. Supnithi, 
King Mongkut's Institute of Technology Ladkrabang, Thailand 

T. Tsugawa, 
National Institute of Information and Communications Technology (NICT), Japan 

  [EN-042]  Development of GBAS Ionosphere Anomaly Monitor Standards to Support 
          Category III Operations 

＋M. Harris, 
Boeing Commercial Airplanes, USA 

  [EN-047]  Estimation of GPS Receiver Inter-Frequency Bias for Operational Ionosphere 
           Monitoring in GBAS   

                                      ＋J. Lee, S. Jung, E. Bang, 
   Korea Advanced Institute of Science & Technology (KAIST), Korea 

  [EN-046]  Study of INS-Aided GPS Tracking Performance under Simulated Ionospheric 
           Scintillation Associated with Plasma Bubbles  

                         ＋T. Tsuji, T. Fujiwara, Y. Suganuma, 
                 Japan Aerospace Exploration Agency (JAXA), Japan 

K. Matsunaga, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 

 
 Technical Session  Surveillance 1 -Chair T.Koga, ENRI 
 
  [EN-105]  Evaluation Results of Airport Surface Multilateration  

＋H. Miyazaki, T. Koga, E. Ueda, Y. Kakubari, S. Nihei, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 

  [EN-113]  Development of TIS-B system for situation awareness enhancement  
＋T. Otsuyama, S.Ozeki, M. Shioji, 

Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 
  [EN-015]  Global surveillance system based on 1090ЕS ADS-B and satellite-transmitters  

＋V. Lavrov, A. Usoltsev, 
Reshetnev ISS, Russia 

A. Shilov, 
Roscosmos, Russia 

S. Trofimov, 
Monitor Soft, Russia 

 
 Technical Session Surveillance 2 -Chair H.Miyazaki, ENRI 
 
  [EN-008]  Improved radar coverage in Algeria, for a better integration of CNS / ATM 
           concept  

＋A. Boudani, A. Zabot, M. Lagha, S. Bergheul, H. Saci, 
Saad Dahlab University of Blida, Algeria 

  [EN-048]  Enhancing Wake Vortex Surveillance Capability Using Innovative Fusion 
          Approaches  

＋S. Schoenhals, M. Steen, P. Hecker, 
Technische Universitaet Braunschweig, Germany 
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  [EN-023]  Aircraft Conflict Resolution by Genetic Algorithm and B-Spline Approximation  
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M. Mongeau, 
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Australian Government Bureau of Meteorology, Australia 
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  [EN-103]  Development of Trajectory Prediction Model  

＋Y. Fukuda, M. Shirakawa, A. Senoguchi, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 

 
 Technical Session Traffic Capacity & Congestion Management -Chair K.Kageyama, ENRI 
 
  [EN-012]  Validation of En Route Capacity Model with Peak Counts from the US National 
          Airspace System   

＋J. Welch, J. Andrews, 
MIT Lincoln Laboratory, USA 

J. Post, 
Federal Aviation Administration (FAA), USA 

  [EN-011]  Airspace Design using a Workload Node-based GA  
＋X. Ruiz-Hernández, J. M. Rísquez, V.F. Gómez, 

Ingeniería y Economía del Transporte S.A., (INECO), Spain 
  [EN-002]  Designing 3D ATC Sectors by using a “Genetic Algorithm”-based methodology  

＋J.M. Rísquez, V.M. Bustos, V.F. Gómez, 
Ingeniería y Economía del Transporte S.A., (INECO), Spain 

 
 Technical Session ATM Modeling -Chair Y.Fukuda, ENRI 
 
  [EN-037]  Airborne Conflict Modeling and Resolution for UAS Insertion in Civil 
           Non-Segregated Airspace  

C. A. Persiani, ＋S. Bagassi, 
University of Bologna, Italy 

  [EN-020] A Queueing Model with Scheduled Arrivals under 4D Trajectory-Based 
           Operations  

＋T. Nikoleris, M. Hansen, 
University of California, USA 

  [EN-029]  Fluctuation Scaling in the Air Traffic Controller Communication Activities  
＋Y. Wang, M. Hu, 

Nanjing University of Aeronautics & Astronautics, China 
V. Duong, 

EUROCONTROL, France 
  [EN-102]  Study of Traffic Synchronization  

＋C. Gwiggner, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 
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 Technical Session Safety Research -Chair S.Nagaoka, ENRI 
 
  [EN-044]  Safety nets performance assessment: the encounter-model methodology as 
          a cornerstone to provide quantified results for ACAS and STCA  

                                   ＋J. M. Loscos, C. Aveneau, 
Direction des Services de la Navigation Aérienne (DSNA), France 

  [EN-032]  High Density en Route Airspace Safety Level and Collision Risk Estimation Based on 
      Stored Aircraft Tracks  

＋E. Garcia, F. Saez, R. Arnaldo, 
Universidad Politécnica de Madrid (UPM), Spain 

  [EN-049]  Risk Compensation in General Aviation: The Effect of Ballistic Parachute 
           Systems  

＋C. Hartman, I. Dabipi, J. Dodoo, J. Burrows-McElwain, 
University of Maryland Eastern Shore, USA 

  [EN-110]  Safety Analysis for Reduction of Longitudinal Time Separation Minima on Oceanic 
          Routes  

＋R. Mori, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 

 
 Technical Session Human factors 1 -Chair C.Gwiggner, ENRI 
 
  [EN-019]  Understanding the effect of alcohol consumption by Airline Passengers in 
          Safety Sensitive Aisles  

＋J.B. Burrows-McElwain, I.K. Dabipi, C.E. Hartman, J. Dodoo, 
University of Maryland Eastern Shore, USA 

  [EN-111]  Development of “cereameter”  
＋K. Shiomi, 

Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 
  [EN-114]  Introduction to the SESAR WP E Research Network : HALA!  
           (Higher Automation Levels in ATM)  

F. Saez, ＋E. Garcia, 
Universidad Politécnica de Madrid (UPM), Spain 

D. Schaefer, 
EUROCONTRO, France 

 
 Technical Session Human factors 2 -Chair T.Tsuchiya, Univ. of Tokyo 
 
  [EN-034]  A Controller-in-the-Loop Simulation of Ground-Based Automated Separation 
           Assurance in a NextGen Environment  

＋J. Homola, T. Prevot, J. Mercer, C. Brasil, L. Martin, C. Cabrall, 
San Jose State University / NASA Ames Research Center, USA 

  [EN-031]  Human Factors in General Aviation: FAA and ASF efforts to mitigate accidents 
           and Fatalities  

＋J. N. D. Dodoo, I. K. Dabipi, C. Hartman, J. B. Burrows-McElwain, 
University of Maryland Eastern Shore, USA 

  [EN-022]  An integrated Wake Vortex Visualization Concept for existing Cockpit Display 
           Systems  

S. Kocks, S. Bode, ＋T. Feuerle, C. Paetzold, S. Schoenhals, P. Hecker, 
Technische Universitaet Braunschweig, Germany 

  [EN-018]  Human factors in general aviation flight instruction authenticity: A measure 
           of student's perceived satisfaction  

＋J. B. Burrows-McElwain, I.K. Dabipi, C.E. Hartman, J. Dodoo, 
University of Maryland Eastern Shore, USA 

 

 

 
 

Friday 12th November 
 
 Technical Session Communication & Information Sharing 1 -Chair J.Kitaori, ENRI 
 
  [EN-009]  Flight Object – A Component of Global Air Traffic Management  

R. Jehlen, ＋M. Tanino, 
Federal Aviation Administration (FAA), USA 

  [EN-014]  The ESA Iris Programme – a new satellite communication system for Air Traffic 
          Management ATM  

＋N. Ricard, C. Morlet, A. Santovincenzo, 
European Space Agency (ESA), Netherland 

 
 Technical Session Navigation (GNSS) -Chair M.Kudo, ENRI 
 
  [EN-005]  GBAS CAT II/III concepts for flexible approach procedures  

＋T. Feuerle, M. Bitter, P. Hecker, R. Geister, 
Technische Universitaet Braunschweig, Germany 

  [EN-107]  Impact of the low latitude ionosphere disturbances on GNSS studied with 
           a three-dimensional ionosphere model  

＋S. Saito, N. Fujii, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 

  [EN-030]  Using SBAS to Enhance GBAS User Availability: Results and Extensions to Enhance 
           Air Traffic Management  

＋S. Pullen, M. Luo, T. Walter, P. Enge, 
Stanford University, USA 

  [EN-108]  Highly-Accurate Positioning Experiment System Using QZSS at ENRI  
＋K. Ito, T. Sakai, S. Fukushima, 

Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 
 
 Technical Session Communication & Information Sharing 2 -Chair Y.Sumiya, ENRI 
 
  [EN-027]  Aeronautical satellite propagation channel characteristics using multiple 
           antennas  

＋T. A. Myrvoll, J.E Hakegard, B. Holter, 
SINTEF ICT, Norway 

  [EN-028]  On the use of MIMO in aeronautical communications  
＋B. Holter, J.E. Hakegard, T.A. Myroll, 

SINTEF ICT, Norway 
  [EN-109]  Autonomous Decentralized Coordination Technology for Secondary Surveillance 
           Radar (SSR) Mode S  

＋T. Koga, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 
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           and Fatalities  

＋J. N. D. Dodoo, I. K. Dabipi, C. Hartman, J. B. Burrows-McElwain, 
University of Maryland Eastern Shore, USA 

  [EN-022]  An integrated Wake Vortex Visualization Concept for existing Cockpit Display 
           Systems  

S. Kocks, S. Bode, ＋T. Feuerle, C. Paetzold, S. Schoenhals, P. Hecker, 
Technische Universitaet Braunschweig, Germany 

  [EN-018]  Human factors in general aviation flight instruction authenticity: A measure 
           of student's perceived satisfaction  

＋J. B. Burrows-McElwain, I.K. Dabipi, C.E. Hartman, J. Dodoo, 
University of Maryland Eastern Shore, USA 

 

 

 
 

Friday 12th November 
 
 Technical Session Communication & Information Sharing 1 -Chair J.Kitaori, ENRI 
 
  [EN-009]  Flight Object – A Component of Global Air Traffic Management  

R. Jehlen, ＋M. Tanino, 
Federal Aviation Administration (FAA), USA 

  [EN-014]  The ESA Iris Programme – a new satellite communication system for Air Traffic 
          Management ATM  

＋N. Ricard, C. Morlet, A. Santovincenzo, 
European Space Agency (ESA), Netherland 

 
 Technical Session Navigation (GNSS) -Chair M.Kudo, ENRI 
 
  [EN-005]  GBAS CAT II/III concepts for flexible approach procedures  

＋T. Feuerle, M. Bitter, P. Hecker, R. Geister, 
Technische Universitaet Braunschweig, Germany 

  [EN-107]  Impact of the low latitude ionosphere disturbances on GNSS studied with 
           a three-dimensional ionosphere model  

＋S. Saito, N. Fujii, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 

  [EN-030]  Using SBAS to Enhance GBAS User Availability: Results and Extensions to Enhance 
           Air Traffic Management  

＋S. Pullen, M. Luo, T. Walter, P. Enge, 
Stanford University, USA 

  [EN-108]  Highly-Accurate Positioning Experiment System Using QZSS at ENRI  
＋K. Ito, T. Sakai, S. Fukushima, 

Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 
 
 Technical Session Communication & Information Sharing 2 -Chair Y.Sumiya, ENRI 
 
  [EN-027]  Aeronautical satellite propagation channel characteristics using multiple 
           antennas  

＋T. A. Myrvoll, J.E Hakegard, B. Holter, 
SINTEF ICT, Norway 

  [EN-028]  On the use of MIMO in aeronautical communications  
＋B. Holter, J.E. Hakegard, T.A. Myroll, 

SINTEF ICT, Norway 
  [EN-109]  Autonomous Decentralized Coordination Technology for Secondary Surveillance 
           Radar (SSR) Mode S  

＋T. Koga, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 
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Friday 12th November 
 
 Plenary Session 3  -Chair  K.Yamamoto, ENRI 
 
  [EN-P6]  Update of NextGen project 

＋J. Merkle, 
Federal Aviation Administration (FAA) ,USA 

 
 
 Technical Session Airport Management 1 -Chair N.Yonemoto, ENRI 
 
  [EN-001]  Potential Impact of Data Variance on the Prediction of Key Performance Indicators 
           (KPI) as a Decision Variable for Airport Pretactical Decision Making within a Total 
           Airport Management (TAM) Airport Operations Center (APOC)  

＋F. Piekert, 
German Aerospace Center (DLR), Germany 

M. Strasser, 
ATRiCS - Advanced Traffic Solutions, Germany 

  [EN-026]  Field Observations During Aircraft Turn-Round Process: Applying a Qualitative 
          Cognitive Model  

＋M. Groppe, R. Pagliari, D. Harris, 
Cranfield University, UK 

 
 Technical Session Traffic Capacity & Congestion Management -Chair M.Harigae, JAXA 
 
  [EN-007]  A Prototype of an pre-tactical Airport Centered Flow Management  

＋S. Marx, K. Nachtigall, 
Technische Universität Dresden, Germany 

E. Rehwald, P. Hecker, 
Technische Universitaet Braunschweig, Germany 

K. Schwenteck, 
DFS GmbH – German Air Navigation Services, Germany 

  [EN-010]  Facilitating Free Flight Conflict Resolution using Nautical Minute 
           Discretisation  

＋P. Simon, C. Bil, 
Royal Melbourne Institute of Technology, Australia 

  [EN-106]  Runway Capacity Estimation for Haneda Airport with 4th Runway  
＋T. Hirata, A. Shimizu, 

Institution for Transport Policy Studies (ITPS), Japan 
T. Yai, 

Tokyo Institute of Technology (Tokyo Tech), Japan 
 
 Technical Session Airport Management 2 -Chair S.Fukushima, ENRI 
 
  [EN-004]  Analyzing the Impact of the European Gates Concept on En-route Congestion  

＋H. Fakih, 
University of Žilina, Slovakia 

  [EN-025]  Analyzing airlines potential cost savings when reducing delays in international air 
           traffic  

＋M. Kreuz, 
AT-One, Germany 

  [EN-104]  An Analysis of Surface Traffic of a Large Airport – Characteristics of Departure 
           Aircraft Congestion –  

＋I. Yamada, H. Aoyama, Y. Fukuda, R. Mori, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 

 
 

「小型・軽量化したミリ波モジュールの開発」

「ION-GNSSにおける最優秀論文（発表）賞の授与」

◎ 理事長表彰（平成23年3月31日）

退　　職

山本　憲夫（研究企画統括）

塩地　　誠（機上等技術領域）

青山　久枝（航空交通管理領域）

特　　別

米本　成人（機上等技術領域）

齋藤　　享（通信・航法・監視領域）

福島　幸子（航空交通管理領域）

永年勤続（20年）

５　職員表彰

永年勤続（30年）

◎ 理事長表彰（平成22年4月1日）

─ 164 ─



 

 
 

Friday 12th November 
 
 Plenary Session 3  -Chair  K.Yamamoto, ENRI 
 
  [EN-P6]  Update of NextGen project 

＋J. Merkle, 
Federal Aviation Administration (FAA) ,USA 

 
 
 Technical Session Airport Management 1 -Chair N.Yonemoto, ENRI 
 
  [EN-001]  Potential Impact of Data Variance on the Prediction of Key Performance Indicators 
           (KPI) as a Decision Variable for Airport Pretactical Decision Making within a Total 
           Airport Management (TAM) Airport Operations Center (APOC)  

＋F. Piekert, 
German Aerospace Center (DLR), Germany 

M. Strasser, 
ATRiCS - Advanced Traffic Solutions, Germany 

  [EN-026]  Field Observations During Aircraft Turn-Round Process: Applying a Qualitative 
          Cognitive Model  

＋M. Groppe, R. Pagliari, D. Harris, 
Cranfield University, UK 

 
 Technical Session Traffic Capacity & Congestion Management -Chair M.Harigae, JAXA 
 
  [EN-007]  A Prototype of an pre-tactical Airport Centered Flow Management  

＋S. Marx, K. Nachtigall, 
Technische Universität Dresden, Germany 

E. Rehwald, P. Hecker, 
Technische Universitaet Braunschweig, Germany 

K. Schwenteck, 
DFS GmbH – German Air Navigation Services, Germany 

  [EN-010]  Facilitating Free Flight Conflict Resolution using Nautical Minute 
           Discretisation  

＋P. Simon, C. Bil, 
Royal Melbourne Institute of Technology, Australia 

  [EN-106]  Runway Capacity Estimation for Haneda Airport with 4th Runway  
＋T. Hirata, A. Shimizu, 

Institution for Transport Policy Studies (ITPS), Japan 
T. Yai, 

Tokyo Institute of Technology (Tokyo Tech), Japan 
 
 Technical Session Airport Management 2 -Chair S.Fukushima, ENRI 
 
  [EN-004]  Analyzing the Impact of the European Gates Concept on En-route Congestion  

＋H. Fakih, 
University of Žilina, Slovakia 

  [EN-025]  Analyzing airlines potential cost savings when reducing delays in international air 
           traffic  

＋M. Kreuz, 
AT-One, Germany 

  [EN-104]  An Analysis of Surface Traffic of a Large Airport – Characteristics of Departure 
           Aircraft Congestion –  

＋I. Yamada, H. Aoyama, Y. Fukuda, R. Mori, 
Electronic Navigation Research Institute (ENRI), Japan 

 
 

「小型・軽量化したミリ波モジュールの開発」

「ION-GNSSにおける最優秀論文（発表）賞の授与」

齋藤　　享（通信・航法・監視領域）

福島　幸子（航空交通管理領域）

永年勤続（20年）

６　職員表彰

永年勤続（30年）

◎ 理事長表彰（平成22年4月1日）

◎ 理事長表彰（平成23年3月31日）

退　　職

山本　憲夫（研究企画統括）

塩地　　誠（機上等技術領域）

青山　久枝（航空交通管理領域）

特　　別

米本　成人（機上等技術領域）

─ 165 ─



付 録

─ 167 ─



 

 

１  独立行政法人電子航法研究所法 

（平成十一年十二月二十二日法律第二百十号） 

最終改正：平成二〇年一二月二六日法律第九五号 

 第一章 総則（第一条―第五条）  

 第二章 役員及び職員（第六条―第十条）  

 第三章 業務等（第十一条―第十三条）  

 第四章 雑則（第十四条）  

 第五章 罰則（第十五条・第十六条）  

 附則  

 

   第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、独立行政法人電子航法研究所の名称、目的、業務の範囲等に関する事項を定めることを目的とする。  

 

（名称）  

第二条  この法律及び独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号。以下「通則法」という。）の定めるところにより設

立される通則法第二条第一項に規定する独立行政法人の名称は、独立行政法人電子航法研究所とする。  

 

（研究所の目的）  

第三条  独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）は、電子航法（電子技術を利用した航法をいう。以下同

じ。）に関する試験、調査、研究及び開発等を行うことにより、交通の安全の確保とその円滑化を図ることを目的とする。  

 

（事務所）  

第四条  研究所は、主たる事務所を東京都に置く。  

 

（資本金）  

第五条  研究所の資本金は、附則第五条第二項の規定により政府から出資があったものとされた金額とする。  

２  政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、研究所に追加して出資することができる。  

３  研究所は、前項の規定による政府の出資があったときは、その出資額により資本金を増加するものとする。 

  

   第二章 役員及び職員  

（役員）  

第六条  研究所に、役員として、その長である理事長及び監事二人を置く。  

２  研究所に、役員として、理事一人を置くことができる。  
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（理事の職務及び権限等）  

第七条  理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐して研究所の業務を掌理する。  

２  通則法第十九条第二項 の個別法で定める役員は、理事とする。ただし、理事が置かれていないときは、監事とする。  

３  前項ただし書の場合において、通則法第十九条第二項 の規定により理事長の職務を代理し又はその職務を行う監事は、

その間、監事の職務を行ってはならない。  

 

（役員の任期）  

第八条  役員の任期は、二年とする。  

 

（役員及び職員の秘密保持義務）  

第九条  研究所の役員及び職員は、職務上知ることのできた秘密を漏らし、又は盗用してはならない。その職を退いた後も、

同様とする。  

 

（役員及び職員の地位）  

第十条  研究所の役員及び職員は、刑法 （明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用については、法令により公務に

従事する職員とみなす。  

 

   第三章 業務等  

（業務の範囲）  

第十一条  研究所は、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。  

一  電子航法に関する試験、調査、研究及び開発を行うこと。  

二  前号に掲げる業務に係る成果を普及すること。  

三  電子航法に関する情報を収集し、整理し、及び提供すること。  

四  前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  

 

第十二条  削除  

 

（積立金の処分）  

第十三条  研究所は、通則法第二十九条第二項第一号 に規定する中期目標の期間（以下この項において「中期目標の期間」

という。）の最後の事業年度に係る通則法第四十四条第一項 又は第二項 の規定による整理を行った後、同条第一項 の規

定による積立金があるときは、その額に相当する金額のうち国土交通大臣の承認を受けた金額を、当該中期目標の期間の

次の中期目標の期間に係る通則法第三十条第一項 の認可を受けた中期計画（同項 後段の規定による変更の認可を受けた

ときは、その変更後のもの）の定めるところにより、当該次の中期目標の期間における第十一条に規定する業務の財源に

充てることができる。  

２  国土交通大臣は、前項の規定による承認をしようとするときは、あらかじめ、国土交通省の独立行政法人評価委員会の

意見を聴くとともに、財務大臣に協議しなければならない。  

 

 

３  研究所は、第一項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を受けた金額を控除してなお残余が

あるときは、その残余の額を国庫に納付しなければならない。  

４  前三項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事項は、政令で定める。 

  

   第四章 雑則  

（主務大臣等）  

第十四条  研究所に係る通則法 における主務大臣、主務省及び主務省令は、それぞれ国土交通大臣、国土交通省及び国土交

通省令とする。  

 

   第五章 罰則  

第十五条  第九条の規定に違反して秘密を漏らし、又は盗用した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

 

第十六条  次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした研究所の役員は、二十万円以下の過料に処する。  

一  第十一条に規定する業務以外の業務を行ったとき。  

二  第十三条第一項の規定により国土交通大臣の承認を受けなければならない場合において、その承認を受けなかったとき。  

 

 

   附 則  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十三年一月六日から施行する。  

 

（職員の引継ぎ等） 

第二条  研究所の成立の際現に国土交通省の部局又は機関で政令で定めるものの職員である者は、別に辞令を発せられない

限り、研究所の成立の日において、研究所の相当の職員となるものとする。  

 

第三条  研究所の成立の際現に前条に規定する政令で定める部局又は機関の職員である者のうち、研究所の成立の日におい

て引き続き研究所の職員となったもの（次条において「引継職員」という。）であって、研究所の成立の日の前日におい

て国土交通大臣又はその委任を受けた者から児童手当法（昭和四十六年法律第七十三号）第七条第一項（同法附則第六条

第二項、第七条第四項又は第八条第四項において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定による認定を

受けているものが、研究所の成立の日において児童手当又は同法附則第六条第一項、第七条第一項若しくは第八条第一項

の給付（以下この条において「特例給付等」という。）の支給要件に該当するときは、その者に対する児童手当又は特例

給付等の支給に関しては、研究所の成立の日において同法第七条第一項の規定による市町村長（特別区の区長を含む。）

の認定があったものとみなす。この場合において、その認定があったものとみなされた児童手当又は特例給付等の支給は、

同法第八条第二項（同法附則第六条第二項、第七条第四項又は第八条第四項において準用する場合を含む。）の規定にか

かわらず、研究所の成立の日の前日の属する月の翌月から始める。  
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（理事の職務及び権限等）  

第七条  理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐して研究所の業務を掌理する。  

２  通則法第十九条第二項 の個別法で定める役員は、理事とする。ただし、理事が置かれていないときは、監事とする。  

３  前項ただし書の場合において、通則法第十九条第二項 の規定により理事長の職務を代理し又はその職務を行う監事は、

その間、監事の職務を行ってはならない。  

 

（役員の任期）  

第八条  役員の任期は、二年とする。  

 

（役員及び職員の秘密保持義務）  

第九条  研究所の役員及び職員は、職務上知ることのできた秘密を漏らし、又は盗用してはならない。その職を退いた後も、

同様とする。  

 

（役員及び職員の地位）  

第十条  研究所の役員及び職員は、刑法 （明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用については、法令により公務に

従事する職員とみなす。  

 

   第三章 業務等  

（業務の範囲）  

第十一条  研究所は、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。  

一  電子航法に関する試験、調査、研究及び開発を行うこと。  

二  前号に掲げる業務に係る成果を普及すること。  

三  電子航法に関する情報を収集し、整理し、及び提供すること。  

四  前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  

 

第十二条  削除  

 

（積立金の処分）  

第十三条  研究所は、通則法第二十九条第二項第一号 に規定する中期目標の期間（以下この項において「中期目標の期間」

という。）の最後の事業年度に係る通則法第四十四条第一項 又は第二項 の規定による整理を行った後、同条第一項 の規

定による積立金があるときは、その額に相当する金額のうち国土交通大臣の承認を受けた金額を、当該中期目標の期間の

次の中期目標の期間に係る通則法第三十条第一項 の認可を受けた中期計画（同項 後段の規定による変更の認可を受けた

ときは、その変更後のもの）の定めるところにより、当該次の中期目標の期間における第十一条に規定する業務の財源に

充てることができる。  

２  国土交通大臣は、前項の規定による承認をしようとするときは、あらかじめ、国土交通省の独立行政法人評価委員会の

意見を聴くとともに、財務大臣に協議しなければならない。  

 

 

３  研究所は、第一項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を受けた金額を控除してなお残余が

あるときは、その残余の額を国庫に納付しなければならない。  

４  前三項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事項は、政令で定める。 

  

   第四章 雑則  

（主務大臣等）  

第十四条  研究所に係る通則法 における主務大臣、主務省及び主務省令は、それぞれ国土交通大臣、国土交通省及び国土交

通省令とする。  

 

   第五章 罰則  

第十五条  第九条の規定に違反して秘密を漏らし、又は盗用した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

 

第十六条  次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした研究所の役員は、二十万円以下の過料に処する。  

一  第十一条に規定する業務以外の業務を行ったとき。  

二  第十三条第一項の規定により国土交通大臣の承認を受けなければならない場合において、その承認を受けなかったとき。  

 

 

   附 則  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十三年一月六日から施行する。  

 

（職員の引継ぎ等） 

第二条  研究所の成立の際現に国土交通省の部局又は機関で政令で定めるものの職員である者は、別に辞令を発せられない

限り、研究所の成立の日において、研究所の相当の職員となるものとする。  

 

第三条  研究所の成立の際現に前条に規定する政令で定める部局又は機関の職員である者のうち、研究所の成立の日におい

て引き続き研究所の職員となったもの（次条において「引継職員」という。）であって、研究所の成立の日の前日におい

て国土交通大臣又はその委任を受けた者から児童手当法（昭和四十六年法律第七十三号）第七条第一項（同法附則第六条

第二項、第七条第四項又は第八条第四項において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定による認定を

受けているものが、研究所の成立の日において児童手当又は同法附則第六条第一項、第七条第一項若しくは第八条第一項

の給付（以下この条において「特例給付等」という。）の支給要件に該当するときは、その者に対する児童手当又は特例

給付等の支給に関しては、研究所の成立の日において同法第七条第一項の規定による市町村長（特別区の区長を含む。）

の認定があったものとみなす。この場合において、その認定があったものとみなされた児童手当又は特例給付等の支給は、

同法第八条第二項（同法附則第六条第二項、第七条第四項又は第八条第四項において準用する場合を含む。）の規定にか

かわらず、研究所の成立の日の前日の属する月の翌月から始める。  
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（研究所の職員となる者の職員団体についての経過措置） 

第四条  研究所の成立の際現に存する国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第百八条の二第一項に規定する職員団

体であって、その構成員の過半数が引継職員であるものは、研究所の成立の際国営企業及び特定独立行政法人の労働関係

に関する法律（昭和二十三年法律第二百五十七号）の適用を受ける労働組合となるものとする。この場合において、当該

職員団体が法人であるときは、法人である労働組合となるものとする。  

２  前項の規定により法人である労働組合となったものは、研究所の成立の日から起算して六十日を経過する日までに、労

働組合法（昭和二十四年法律第百七十四号）第二条及び第五条第二項の規定に適合する旨の労働委員会の証明を受け、か

つ、その主たる事務所の所在地において登記しなければ、その日の経過により解散するものとする。  

３  第一項の規定により労働組合となったものについては、研究所の成立の日から起算して六十日を経過する日までは、労

働組合法第二条ただし書（第一号に係る部分に限る。）の規定は、適用しない。  

 

（権利義務の承継等） 

第五条  研究所の成立の際、第十条に規定する業務に関し、現に国が有する権利及び義務のうち政令で定めるものは、研究

所の成立の時において研究所が承継する。  

２  前項の規定により研究所が国の有する権利及び義務を承継したときは、その承継の際、承継される権利に係る土地、建

物その他の財産で政令で定めるものの価額の合計額に相当する金額は、政府から研究所に対し出資されたものとする。  

３  前項の規定により政府から出資があったものとされる同項の財産の価額は、研究所の成立の日現在における時価を基準

として評価委員が評価した価額とする。  

４  前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

（国有財産の無償使用） 

第六条  国土交通大臣は、研究所の成立の際現に国土交通省に置かれる試験研究機関であって電子航法に関する試験、調査、

研究及び開発を行うものに使用されている国有財産で政令で定めるものを、政令で定めるところにより、研究所の用に供

するため、研究所に無償で使用させることができる。  

 

（政令への委任） 

第七条  附則第二条から前条までに定めるもののほか、研究所の設立に伴い必要な経過措置その他この法律の施行に関し必

要な経過措置は、政令で定める。  

 

   附 則 （平成一二年五月二六日法律第八四号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十二年六月一日から施行する。  

 

   附 則 （平成一八年三月三一日法律第二八号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、附則第九条第二項及び第三項並びに第十五条の規定は、

 

 

公布の日から施行する。  

 

（職員の引継ぎ等） 

第二条  この法律の施行の際現に独立行政法人北海道開発土木研究所及び独立行政法人海技大学校（以下「北海道開発土木

研究所等」という。）の職員である者は、別に辞令を発せられない限り、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）

において、それぞれ、独立行政法人北海道開発土木研究所の職員にあっては独立行政法人土木研究所の、独立行政法人海

技大学校の職員にあっては独立行政法人海技教育機構の職員となるものとする。  

２  この法律の施行の際現に独立行政法人土木研究所、独立行政法人建築研究所、独立行政法人交通安全環境研究所、独立

行政法人海上技術安全研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所、独立行政法人電子航法研究所、独立行政法人航海訓練

所、独立行政法人海員学校及び独立行政法人航空大学校の職員である者は、別に辞令を発せられない限り、施行日におい

て、引き続きそれぞれの独立行政法人（独立行政法人海員学校にあっては、独立行政法人海技教育機構）の職員となるも

のとする。  

 

第三条  前条の規定により独立行政法人土木研究所、独立行政法人建築研究所、独立行政法人交通安全環境研究所、独立行

政法人海上技術安全研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所、独立行政法人電子航法研究所、独立行政法人航海訓練所、

独立行政法人海技教育機構及び独立行政法人航空大学校（以下「施行日後の土木研究所等」という。）の職員となった者

に対する国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第八十二条第二項の規定の適用については、当該施行日後の土木

研究所等の職員を同項に規定する特別職国家公務員等と、前条の規定により国家公務員としての身分を失ったことを任命

権者の要請に応じ同項に規定する特別職国家公務員等となるため退職したこととみなす。  

 

第四条  附則第二条の規定により施行日後の土木研究所等の職員となる者に対しては、国家公務員退職手当法（昭和二十八

年法律第百八十二号）に基づく退職手当は、支給しない。  

２  施行日後の土木研究所等は、前項の規定の適用を受けた当該施行日後の土木研究所等の職員の退職に際し、退職手当を

支給しようとするときは、その者の国家公務員退職手当法第二条第一項に規定する職員（同条第二項の規定により職員と

みなされる者を含む。）としての引き続いた在職期間を当該施行日後の土木研究所等の職員としての在職期間とみなして

取り扱うべきものとする。  

３  施行日の前日に独立行政法人土木研究所、独立行政法人建築研究所、独立行政法人交通安全環境研究所、独立行政法人

海上技術安全研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所、独立行政法人電子航法研究所、独立行政法人北海道開発土木研

究所、独立行政法人海技大学校、独立行政法人航海訓練所、独立行政法人海員学校及び独立行政法人航空大学校（以下「施

行日前の土木研究所等」という。）の職員として在職する者が、附則第二条の規定により引き続いて施行日後の土木研究

所等の職員となり、かつ、引き続き当該施行日後の土木研究所等の職員として在職した後引き続いて国家公務員退職手当

法第二条第一項に規定する職員となった場合におけるその者の同法に基づいて支給する退職手当の算定の基礎となる勤続

期間の計算については、その者の当該施行日後の土木研究所等の職員としての在職期間を同項に規定する職員としての引

き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が当該施行日後の土木研究所等を退職したことにより退職手当（これに相当

する給付を含む。）の支給を受けているときは、この限りでない。  

４  施行日後の土木研究所等は、施行日の前日に施行日前の土木研究所等の職員として在職し、附則第二条の規定により引
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（研究所の職員となる者の職員団体についての経過措置） 

第四条  研究所の成立の際現に存する国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第百八条の二第一項に規定する職員団

体であって、その構成員の過半数が引継職員であるものは、研究所の成立の際国営企業及び特定独立行政法人の労働関係

に関する法律（昭和二十三年法律第二百五十七号）の適用を受ける労働組合となるものとする。この場合において、当該

職員団体が法人であるときは、法人である労働組合となるものとする。  

２  前項の規定により法人である労働組合となったものは、研究所の成立の日から起算して六十日を経過する日までに、労

働組合法（昭和二十四年法律第百七十四号）第二条及び第五条第二項の規定に適合する旨の労働委員会の証明を受け、か

つ、その主たる事務所の所在地において登記しなければ、その日の経過により解散するものとする。  

３  第一項の規定により労働組合となったものについては、研究所の成立の日から起算して六十日を経過する日までは、労

働組合法第二条ただし書（第一号に係る部分に限る。）の規定は、適用しない。  

 

（権利義務の承継等） 

第五条  研究所の成立の際、第十条に規定する業務に関し、現に国が有する権利及び義務のうち政令で定めるものは、研究

所の成立の時において研究所が承継する。  

２  前項の規定により研究所が国の有する権利及び義務を承継したときは、その承継の際、承継される権利に係る土地、建

物その他の財産で政令で定めるものの価額の合計額に相当する金額は、政府から研究所に対し出資されたものとする。  

３  前項の規定により政府から出資があったものとされる同項の財産の価額は、研究所の成立の日現在における時価を基準

として評価委員が評価した価額とする。  

４  前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

（国有財産の無償使用） 

第六条  国土交通大臣は、研究所の成立の際現に国土交通省に置かれる試験研究機関であって電子航法に関する試験、調査、

研究及び開発を行うものに使用されている国有財産で政令で定めるものを、政令で定めるところにより、研究所の用に供

するため、研究所に無償で使用させることができる。  

 

（政令への委任） 

第七条  附則第二条から前条までに定めるもののほか、研究所の設立に伴い必要な経過措置その他この法律の施行に関し必

要な経過措置は、政令で定める。  

 

   附 則 （平成一二年五月二六日法律第八四号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十二年六月一日から施行する。  

 

   附 則 （平成一八年三月三一日法律第二八号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、附則第九条第二項及び第三項並びに第十五条の規定は、

 

 

公布の日から施行する。  

 

（職員の引継ぎ等） 

第二条  この法律の施行の際現に独立行政法人北海道開発土木研究所及び独立行政法人海技大学校（以下「北海道開発土木

研究所等」という。）の職員である者は、別に辞令を発せられない限り、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）

において、それぞれ、独立行政法人北海道開発土木研究所の職員にあっては独立行政法人土木研究所の、独立行政法人海

技大学校の職員にあっては独立行政法人海技教育機構の職員となるものとする。  

２  この法律の施行の際現に独立行政法人土木研究所、独立行政法人建築研究所、独立行政法人交通安全環境研究所、独立

行政法人海上技術安全研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所、独立行政法人電子航法研究所、独立行政法人航海訓練

所、独立行政法人海員学校及び独立行政法人航空大学校の職員である者は、別に辞令を発せられない限り、施行日におい

て、引き続きそれぞれの独立行政法人（独立行政法人海員学校にあっては、独立行政法人海技教育機構）の職員となるも

のとする。  

 

第三条  前条の規定により独立行政法人土木研究所、独立行政法人建築研究所、独立行政法人交通安全環境研究所、独立行

政法人海上技術安全研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所、独立行政法人電子航法研究所、独立行政法人航海訓練所、

独立行政法人海技教育機構及び独立行政法人航空大学校（以下「施行日後の土木研究所等」という。）の職員となった者

に対する国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第八十二条第二項の規定の適用については、当該施行日後の土木

研究所等の職員を同項に規定する特別職国家公務員等と、前条の規定により国家公務員としての身分を失ったことを任命

権者の要請に応じ同項に規定する特別職国家公務員等となるため退職したこととみなす。  

 

第四条  附則第二条の規定により施行日後の土木研究所等の職員となる者に対しては、国家公務員退職手当法（昭和二十八

年法律第百八十二号）に基づく退職手当は、支給しない。  

２  施行日後の土木研究所等は、前項の規定の適用を受けた当該施行日後の土木研究所等の職員の退職に際し、退職手当を

支給しようとするときは、その者の国家公務員退職手当法第二条第一項に規定する職員（同条第二項の規定により職員と

みなされる者を含む。）としての引き続いた在職期間を当該施行日後の土木研究所等の職員としての在職期間とみなして

取り扱うべきものとする。  

３  施行日の前日に独立行政法人土木研究所、独立行政法人建築研究所、独立行政法人交通安全環境研究所、独立行政法人

海上技術安全研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所、独立行政法人電子航法研究所、独立行政法人北海道開発土木研

究所、独立行政法人海技大学校、独立行政法人航海訓練所、独立行政法人海員学校及び独立行政法人航空大学校（以下「施

行日前の土木研究所等」という。）の職員として在職する者が、附則第二条の規定により引き続いて施行日後の土木研究

所等の職員となり、かつ、引き続き当該施行日後の土木研究所等の職員として在職した後引き続いて国家公務員退職手当

法第二条第一項に規定する職員となった場合におけるその者の同法に基づいて支給する退職手当の算定の基礎となる勤続

期間の計算については、その者の当該施行日後の土木研究所等の職員としての在職期間を同項に規定する職員としての引

き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が当該施行日後の土木研究所等を退職したことにより退職手当（これに相当

する給付を含む。）の支給を受けているときは、この限りでない。  

４  施行日後の土木研究所等は、施行日の前日に施行日前の土木研究所等の職員として在職し、附則第二条の規定により引
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き続いて施行日後の土木研究所等の職員となった者のうち施行日から雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）による

失業等給付の受給資格を取得するまでの間に当該施行日後の土木研究所等を退職したものであって、その退職した日まで

当該施行日前の土木研究所等の職員として在職したものとしたならば国家公務員退職手当法第十条の規定による退職手当

の支給を受けることができるものに対しては、同条の規定の例により算定した退職手当の額に相当する額を退職手当とし

て支給するものとする。  

 

（国家公務員退職手当法の適用に関する経過措置） 

第五条  施行日前に施行日前の土木研究所等を退職した者に関する国家公務員退職手当法第十二条の二及び第十二条の三の

規定の適用については、独立行政法人土木研究所及び独立行政法人北海道開発土木研究所を退職した者にあっては独立行

政法人土木研究所の、独立行政法人建築研究所を退職した者にあっては独立行政法人建築研究所の、独立行政法人交通安

全環境研究所を退職した者にあっては独立行政法人交通安全環境研究所の、独立行政法人海上技術安全研究所を退職した

者にあっては独立行政法人海上技術安全研究所の、独立行政法人港湾空港技術研究所を退職した者にあっては独立行政法

人港湾空港技術研究所の、独立行政法人電子航法研究所を退職した者にあっては独立行政法人電子航法研究所の、独立行

政法人海技大学校及び独立行政法人海員学校を退職した者にあっては独立行政法人海技教育機構の、独立行政法人航海訓

練所を退職した者にあっては独立行政法人航海訓練所の、独立行政法人航空大学校を退職した者にあっては独立行政法人

航空大学校の理事長は、同法第十二条の二第一項に規定する各省各庁の長等とみなす。  

 

（労働組合についての経過措置） 

第六条  この法律の施行の際現に存する特定独立行政法人等の労働関係に関する法律（昭和二十三年法律第二百五十七号。

次条において「特労法」という。）第四条第二項に規定する労働組合であって、その構成員の過半数が附則第二条の規定

により施行日後の土木研究所等の職員となる者であるもの（以下この項において「旧労働組合」という。）は、この法律

の施行の際労働組合法（昭和二十四年法律第百七十四号）の適用を受ける労働組合となるものとする。この場合において、

旧労働組合が法人であるときは、法人である労働組合となるものとする。  

２  前項の規定により法人である労働組合となったものは、施行日から起算して六十日を経過する日までに、労働組合法第

二条及び第五条第二項の規定に適合する旨の労働委員会の証明を受け、かつ、その主たる事務所の所在地において登記し

なければ、その日の経過により解散するものとする。  

３  第一項の規定により労働組合法の適用を受ける労働組合となったものについては、施行日から起算して六十日を経過す

る日までは、同法第二条ただし書（第一号に係る部分に限る。）の規定は、適用しない。  

 

（不当労働行為の申立て等についての経過措置） 

第七条  施行日前に特労法第十八条の規定に基づき施行日前の土木研究所等がした解雇に係る中央労働委員会に対する申立

て及び中央労働委員会による命令の期間については、なお従前の例による。  

２  この法律の施行の際現に中央労働委員会に係属している施行日前の土木研究所等とその職員に係る特労法の適用を受け

る労働組合とを当事者とするあっせん、調停又は仲裁に係る事件に関する特労法第三章（第十二条及び第十六条の規定を

除く。）及び第六章に規定する事項については、なお従前の例による。  

 

 

 

（北海道開発土木研究所等の解散等） 

第八条  北海道開発土木研究所等は、この法律の施行の時において解散するものとし、次項の規定により国が承継する資産

を除き、その一切の権利及び義務は、その時において、独立行政法人北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行

政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては独立行政法人海技教育機構が、それぞれ承継する。  

２  この法律の施行の際現に北海道開発土木研究所等が有する権利のうち、独立行政法人北海道開発土木研究所に係るもの

にあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては独立行政法人海技教育機構が、そ

れぞれその業務を確実に実施するために必要な資産以外の資産は、この法律の施行の時において国が承継する。  

３  前項の規定により国が承継する資産の範囲その他当該資産の国への承継に関し必要な事項は、政令で定める。  

４  北海道開発土木研究所等の平成十七年四月一日に始まる事業年度に係る独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号。

以下この条において「通則法」という。）第三十八条の規定による財務諸表、事業報告書及び決算報告書の作成等につい

ては、独立行政法人北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に

係るものにあっては独立行政法人海技教育機構が、それぞれ行うものとする。  

５  北海道開発土木研究所等の平成十七年四月一日に始まる事業年度における業務の実績については、独立行政法人北海道

開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては独立行

政法人海技教育機構が、それぞれ評価を受けるものとする。この場合において、通則法第三十二条第三項の規定による通

知及び勧告は、それぞれ独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構に対してなされるものとする。  

６  北海道開発土木研究所等の平成十七年四月一日に始まる事業年度における利益及び損失の処理については、独立行政法

人北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあって

は独立行政法人海技教育機構が、それぞれ行うものとする。  

７  北海道開発土木研究所等の平成十三年四月一日に始まる通則法第二十九条第二項第一号に規定する中期目標の期間（以

下この条において「中期目標の期間」という。）に係る通則法第三十三条の規定による事業報告書の提出及び公表につい

ては、独立行政法人北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に

係るものにあっては独立行政法人海技教育機構が、それぞれ行うものとする。  

８  北海道開発土木研究所等の平成十三年四月一日に始まる中期目標の期間における業務の実績については、独立行政法人

北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては

独立行政法人海技教育機構が、それぞれ評価を受けるものとする。この場合において、通則法第三十四条第三項において

準用する通則法第三十二条第三項の規定による通知及び勧告は、それぞれ独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技

教育機構に対してなされるものとする。  

９  北海道開発土木研究所等の平成十三年四月一日に始まる中期目標の期間における積立金の処分は、独立行政法人北海道

開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては独立行

政法人海技教育機構が、それぞれ従前の例により行うものとする。この場合において、附則第十二条第一号の規定による

廃止前の独立行政法人北海道開発土木研究所法（平成十一年法律第二百十一号。次条第一項において「旧北海道開発土木

研究所法」という。）第十二条第一項中「当該中期目標の期間の次の」とあるのは「独立行政法人土木研究所の平成十八

年四月一日に始まる」と、「次の中期目標の期間における前条」とあるのは「中期目標の期間における独立行政法人土木

研究所法（平成十一年法律第二百五号）第十二条」と、附則第十二条第二号の規定による廃止前の独立行政法人海技大学

校法（平成十一年法律第二百十二号。次条第一項及び附則第十一条において「旧海技大学校法」という。）第十一条第一
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き続いて施行日後の土木研究所等の職員となった者のうち施行日から雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）による

失業等給付の受給資格を取得するまでの間に当該施行日後の土木研究所等を退職したものであって、その退職した日まで

当該施行日前の土木研究所等の職員として在職したものとしたならば国家公務員退職手当法第十条の規定による退職手当

の支給を受けることができるものに対しては、同条の規定の例により算定した退職手当の額に相当する額を退職手当とし

て支給するものとする。  

 

（国家公務員退職手当法の適用に関する経過措置） 

第五条  施行日前に施行日前の土木研究所等を退職した者に関する国家公務員退職手当法第十二条の二及び第十二条の三の

規定の適用については、独立行政法人土木研究所及び独立行政法人北海道開発土木研究所を退職した者にあっては独立行

政法人土木研究所の、独立行政法人建築研究所を退職した者にあっては独立行政法人建築研究所の、独立行政法人交通安

全環境研究所を退職した者にあっては独立行政法人交通安全環境研究所の、独立行政法人海上技術安全研究所を退職した

者にあっては独立行政法人海上技術安全研究所の、独立行政法人港湾空港技術研究所を退職した者にあっては独立行政法

人港湾空港技術研究所の、独立行政法人電子航法研究所を退職した者にあっては独立行政法人電子航法研究所の、独立行

政法人海技大学校及び独立行政法人海員学校を退職した者にあっては独立行政法人海技教育機構の、独立行政法人航海訓

練所を退職した者にあっては独立行政法人航海訓練所の、独立行政法人航空大学校を退職した者にあっては独立行政法人

航空大学校の理事長は、同法第十二条の二第一項に規定する各省各庁の長等とみなす。  

 

（労働組合についての経過措置） 

第六条  この法律の施行の際現に存する特定独立行政法人等の労働関係に関する法律（昭和二十三年法律第二百五十七号。

次条において「特労法」という。）第四条第二項に規定する労働組合であって、その構成員の過半数が附則第二条の規定

により施行日後の土木研究所等の職員となる者であるもの（以下この項において「旧労働組合」という。）は、この法律

の施行の際労働組合法（昭和二十四年法律第百七十四号）の適用を受ける労働組合となるものとする。この場合において、

旧労働組合が法人であるときは、法人である労働組合となるものとする。  

２  前項の規定により法人である労働組合となったものは、施行日から起算して六十日を経過する日までに、労働組合法第

二条及び第五条第二項の規定に適合する旨の労働委員会の証明を受け、かつ、その主たる事務所の所在地において登記し

なければ、その日の経過により解散するものとする。  

３  第一項の規定により労働組合法の適用を受ける労働組合となったものについては、施行日から起算して六十日を経過す

る日までは、同法第二条ただし書（第一号に係る部分に限る。）の規定は、適用しない。  

 

（不当労働行為の申立て等についての経過措置） 

第七条  施行日前に特労法第十八条の規定に基づき施行日前の土木研究所等がした解雇に係る中央労働委員会に対する申立

て及び中央労働委員会による命令の期間については、なお従前の例による。  

２  この法律の施行の際現に中央労働委員会に係属している施行日前の土木研究所等とその職員に係る特労法の適用を受け

る労働組合とを当事者とするあっせん、調停又は仲裁に係る事件に関する特労法第三章（第十二条及び第十六条の規定を

除く。）及び第六章に規定する事項については、なお従前の例による。  

 

 

 

（北海道開発土木研究所等の解散等） 

第八条  北海道開発土木研究所等は、この法律の施行の時において解散するものとし、次項の規定により国が承継する資産

を除き、その一切の権利及び義務は、その時において、独立行政法人北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行

政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては独立行政法人海技教育機構が、それぞれ承継する。  

２  この法律の施行の際現に北海道開発土木研究所等が有する権利のうち、独立行政法人北海道開発土木研究所に係るもの

にあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては独立行政法人海技教育機構が、そ

れぞれその業務を確実に実施するために必要な資産以外の資産は、この法律の施行の時において国が承継する。  

３  前項の規定により国が承継する資産の範囲その他当該資産の国への承継に関し必要な事項は、政令で定める。  

４  北海道開発土木研究所等の平成十七年四月一日に始まる事業年度に係る独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号。

以下この条において「通則法」という。）第三十八条の規定による財務諸表、事業報告書及び決算報告書の作成等につい

ては、独立行政法人北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に

係るものにあっては独立行政法人海技教育機構が、それぞれ行うものとする。  

５  北海道開発土木研究所等の平成十七年四月一日に始まる事業年度における業務の実績については、独立行政法人北海道

開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては独立行

政法人海技教育機構が、それぞれ評価を受けるものとする。この場合において、通則法第三十二条第三項の規定による通

知及び勧告は、それぞれ独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構に対してなされるものとする。  

６  北海道開発土木研究所等の平成十七年四月一日に始まる事業年度における利益及び損失の処理については、独立行政法

人北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあって

は独立行政法人海技教育機構が、それぞれ行うものとする。  

７  北海道開発土木研究所等の平成十三年四月一日に始まる通則法第二十九条第二項第一号に規定する中期目標の期間（以

下この条において「中期目標の期間」という。）に係る通則法第三十三条の規定による事業報告書の提出及び公表につい

ては、独立行政法人北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に

係るものにあっては独立行政法人海技教育機構が、それぞれ行うものとする。  

８  北海道開発土木研究所等の平成十三年四月一日に始まる中期目標の期間における業務の実績については、独立行政法人

北海道開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては

独立行政法人海技教育機構が、それぞれ評価を受けるものとする。この場合において、通則法第三十四条第三項において

準用する通則法第三十二条第三項の規定による通知及び勧告は、それぞれ独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技

教育機構に対してなされるものとする。  

９  北海道開発土木研究所等の平成十三年四月一日に始まる中期目標の期間における積立金の処分は、独立行政法人北海道

開発土木研究所に係るものにあっては独立行政法人土木研究所が、独立行政法人海技大学校に係るものにあっては独立行

政法人海技教育機構が、それぞれ従前の例により行うものとする。この場合において、附則第十二条第一号の規定による

廃止前の独立行政法人北海道開発土木研究所法（平成十一年法律第二百十一号。次条第一項において「旧北海道開発土木

研究所法」という。）第十二条第一項中「当該中期目標の期間の次の」とあるのは「独立行政法人土木研究所の平成十八

年四月一日に始まる」と、「次の中期目標の期間における前条」とあるのは「中期目標の期間における独立行政法人土木

研究所法（平成十一年法律第二百五号）第十二条」と、附則第十二条第二号の規定による廃止前の独立行政法人海技大学

校法（平成十一年法律第二百十二号。次条第一項及び附則第十一条において「旧海技大学校法」という。）第十一条第一
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項中「当該中期目標の期間の次の」とあるのは「独立行政法人海技教育機構の平成十八年四月一日に始まる」と、「次の

中期目標の期間における前条」とあるのは「中期目標の期間における独立行政法人海技教育機構法（平成十一年法律第二

百十四号）第十一条」とする。  

１０  第一項の規定により北海道開発土木研究所等が解散した場合における解散の登記については、政令で定める。  

 

（独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構への出資） 

第九条  前条第一項の規定により独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構が北海道開発土木研究所等の権利

及び義務を承継したときは、それぞれその承継に際し、独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構が承継す

る資産の価額（同条第九項の規定により読み替えられた旧北海道開発土木研究所法第十二条第一項又は旧海技大学校法第

十一条第一項の規定による承認を受けた金額があるときは、当該金額に相当する金額を除く。）から負債の金額を差し引

いた額は、政府から独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構に出資されたものとする。  

２  前項に規定する資産の価額は、施行日現在における時価を基準として評価委員が評価した価額とする。  

３  前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

（独立行政法人土木研究所に係る国有財産の無償使用） 

第十条  国土交通大臣は、この法律の施行の際現に独立行政法人北海道開発土木研究所に使用されている国有財産であって

政令で定めるものを、政令で定めるところにより、独立行政法人土木研究所の用に供するため、独立行政法人土木研究所

に無償で使用させることができる。  

 

（独立行政法人海技教育機構に係る財産の無償使用） 

第十一条  国は、この法律の施行の際現に旧海技大学校法附則第六条の規定に基づき独立行政法人海技大学校に無償で使用

させている財産を、独立行政法人海技教育機構の用に供するため、独立行政法人海技教育機構に無償で使用させることが

できる。  

 

（独立行政法人北海道開発土木研究所法の廃止に伴う経過措置） 

第十三条  施行日前に前条第一号の規定による廃止前の独立行政法人北海道開発土木研究所法第十三条の規定により国土交

通大臣が独立行政法人北海道開発土木研究所に対してした指示は、第一条の規定による改正後の独立行政法人土木研究所

法第十五条の規定により国土交通大臣が独立行政法人土木研究所にした指示とみなす。  

 

（罰則に関する経過措置） 

第十四条  施行日前にした行為及び附則第八条第九項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における施行日以

後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  

 

（政令への委任） 

第十五条  附則第二条から第十一条まで及び前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。  

 

 

 

   附 則 （平成一九年三月三一日法律第二三号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十九年四月一日から施行し、平成十九年度の予算から適用する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行し、第二条第一項第四号、第十六号及び第十七号、第二章第四節、第十六節及び第十七

節並びに附則第四十九条から第六十五条までの規定は、平成二十年度の予算から適用する。  

一  附則第二百六十六条、第二百六十八条、第二百七十三条、第二百七十六条、第二百七十九条、第二百八十四条、第二百

八十六条、第二百八十八条、第二百八十九条、第二百九十一条、第二百九十二条、第二百九十五条、第二百九十八条、第

二百九十九条、第三百二条、第三百十七条、第三百二十二条、第三百二十四条、第三百二十八条、第三百四十三条、第三

百四十五条、第三百四十七条、第三百四十九条、第三百五十二条、第三百五十三条、第三百五十九条、第三百六十条、第

三百六十二条、第三百六十五条、第三百六十八条、第三百六十九条、第三百八十条、第三百八十三条及び第三百八十六条

の規定 平成二十年四月一日  

 

（罰則に関する経過措置） 

第三百九十一条  この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこ

の法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三百九十二条  附則第二条から第六十五条まで、第六十七条から第二百五十九条まで及び第三百八十二条から前条までに

定めるもののほか、この法律の施行に関し必要となる経過措置は、政令で定める。  

 

   附 則 （平成二〇年一二月二六日法律第九五号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  
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項中「当該中期目標の期間の次の」とあるのは「独立行政法人海技教育機構の平成十八年四月一日に始まる」と、「次の

中期目標の期間における前条」とあるのは「中期目標の期間における独立行政法人海技教育機構法（平成十一年法律第二

百十四号）第十一条」とする。  

１０  第一項の規定により北海道開発土木研究所等が解散した場合における解散の登記については、政令で定める。  

 

（独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構への出資） 

第九条  前条第一項の規定により独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構が北海道開発土木研究所等の権利

及び義務を承継したときは、それぞれその承継に際し、独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構が承継す

る資産の価額（同条第九項の規定により読み替えられた旧北海道開発土木研究所法第十二条第一項又は旧海技大学校法第

十一条第一項の規定による承認を受けた金額があるときは、当該金額に相当する金額を除く。）から負債の金額を差し引

いた額は、政府から独立行政法人土木研究所又は独立行政法人海技教育機構に出資されたものとする。  

２  前項に規定する資産の価額は、施行日現在における時価を基準として評価委員が評価した価額とする。  

３  前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

（独立行政法人土木研究所に係る国有財産の無償使用） 

第十条  国土交通大臣は、この法律の施行の際現に独立行政法人北海道開発土木研究所に使用されている国有財産であって

政令で定めるものを、政令で定めるところにより、独立行政法人土木研究所の用に供するため、独立行政法人土木研究所

に無償で使用させることができる。  

 

（独立行政法人海技教育機構に係る財産の無償使用） 

第十一条  国は、この法律の施行の際現に旧海技大学校法附則第六条の規定に基づき独立行政法人海技大学校に無償で使用

させている財産を、独立行政法人海技教育機構の用に供するため、独立行政法人海技教育機構に無償で使用させることが

できる。  

 

（独立行政法人北海道開発土木研究所法の廃止に伴う経過措置） 

第十三条  施行日前に前条第一号の規定による廃止前の独立行政法人北海道開発土木研究所法第十三条の規定により国土交

通大臣が独立行政法人北海道開発土木研究所に対してした指示は、第一条の規定による改正後の独立行政法人土木研究所

法第十五条の規定により国土交通大臣が独立行政法人土木研究所にした指示とみなす。  

 

（罰則に関する経過措置） 

第十四条  施行日前にした行為及び附則第八条第九項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における施行日以

後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  

 

（政令への委任） 

第十五条  附則第二条から第十一条まで及び前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。  

 

 

 

   附 則 （平成一九年三月三一日法律第二三号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十九年四月一日から施行し、平成十九年度の予算から適用する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行し、第二条第一項第四号、第十六号及び第十七号、第二章第四節、第十六節及び第十七

節並びに附則第四十九条から第六十五条までの規定は、平成二十年度の予算から適用する。  

一  附則第二百六十六条、第二百六十八条、第二百七十三条、第二百七十六条、第二百七十九条、第二百八十四条、第二百

八十六条、第二百八十八条、第二百八十九条、第二百九十一条、第二百九十二条、第二百九十五条、第二百九十八条、第

二百九十九条、第三百二条、第三百十七条、第三百二十二条、第三百二十四条、第三百二十八条、第三百四十三条、第三

百四十五条、第三百四十七条、第三百四十九条、第三百五十二条、第三百五十三条、第三百五十九条、第三百六十条、第

三百六十二条、第三百六十五条、第三百六十八条、第三百六十九条、第三百八十条、第三百八十三条及び第三百八十六条

の規定 平成二十年四月一日  

 

（罰則に関する経過措置） 

第三百九十一条  この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこ

の法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三百九十二条  附則第二条から第六十五条まで、第六十七条から第二百五十九条まで及び第三百八十二条から前条までに

定めるもののほか、この法律の施行に関し必要となる経過措置は、政令で定める。  

 

   附 則 （平成二〇年一二月二六日法律第九五号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  
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２  独立行政法人電子航法研究所に関する省令 

（平成十三年三月二十七日国土交通省令第四十九号） 

最終改正：平成二二年一一月二六日国土交通省令第五五号 

 

 独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）及び独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的な事項に関する政令 （平成

十二年政令第三百十六号）第五条第二項 に基づき、独立行政法人電子航法研究所に関する省令を次のように定める。 

（通則法第八条第三項に規定する主務省令で定める重要な財産）  

第一条  独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）に係る独立行政法人通則法 （以下「通則法」という。）第八条第三

項 に規定する主務省令で定める重要な財産は、その保有する財産であって、その通則法第四十六条の二第一項 又は第二項 の認可に

係る申請の日（各項ただし書の場合にあっては、当該財産の処分に関する計画を定めた通則法第三十条第一項 の中期計画の認可に係

る申請の日）における帳簿価額（現金及び預金にあっては、申請の日におけるその額）が五十万円以上のもの（その性質上通則法第四

十六条の二 の規定により処分することが不適当なものを除く。）その他国土交通大臣が定める財産とする。  

 

（業務方法書に記載すべき事項）  

第二条  研究所に係る通則法第二十八条第二項 の主務省令で定める業務方法書に記載すべき事項は、次のとおりとする。  

一  独立行政法人電子航法研究所法 （平成十一年法律第二百十号。以下「研究所法」という。）第十一条第一号 に規定する試験、調査、

研究及び開発に関する事項  

二  研究所法第十一条第二号 に規定する成果の普及に関する事項  

三  研究所法第十一条第三号 に規定する情報の収集、整理及び提供に関する事項  

四  研究所法第十一条第四号 に規定する附帯業務に関する事項  

五  業務の委託に関する基準  

六  競争入札その他の契約に関する事項  

七  その他業務の執行に関して必要な事項  

 

（中期計画の認可申請等）  

第三条  研究所は、通則法第三十条第一項 の規定により中期計画の認可を受けようとするときは、当該中期計画を記載した申請書を、

中期計画の最初の事業年度開始の日の三十日前までに（研究所の成立後最初の中期計画については、研究所の成立後遅滞なく）、国土

交通大臣に提出しなければならない。  

２  研究所は、通則法第三十条第一項 後段の規定により中期計画の変更の認可を受けようとするときは、変更しようとする事項及びそ

の理由を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

  

（通則法第三十条第二項第七号 の主務省令で定める事項）  

第四条  研究所に係る通則法第三十条第二項第七号 に規定する主務省令で定める業務運営に関する事項は、次に掲げるものとする。た

だし、研究所の成立後最初の中期計画に係る当該事項については、第一号、第二号及び第四号に掲げるものとする。  

一  施設及び設備に関する計画  

二  人事に関する計画  

三  研究所法第十三条第一項 に規定する積立金の使途  

四  その他当該中期目標を達成するために必要な事項  

 

（年度計画の記載事項等）  

第五条  研究所に係る通則法第三十一条第一項 の年度計画には、中期計画に定めた事項に関し、当該事業年度において実施すべき事項

を記載しなければならない。  

２  研究所は、通則法第三十一条第一項 後段の規定により年度計画の変更をしたときは、変更した事項及びその理由を記載した届出書

を国土交通大臣に提出しなければならない。  

 

（各事業年度に係る業務の実績に関する評価の手続）  

第六条  研究所は、通則法第三十二条第一項 の規定により各事業年度における業務の実績について独立行政法人評価委員会の評価を受

けようとするときは、当該事業年度の年度計画に定めた項目ごとにその実績を明らかにした報告書を、当該事業年度の終了後三月以内

に、国土交通省の独立行政法人評価委員会に提出しなければならない。  
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２  独立行政法人電子航法研究所に関する省令 

（平成十三年三月二十七日国土交通省令第四十九号） 

最終改正：平成二二年一一月二六日国土交通省令第五五号 

 

 独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）及び独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的な事項に関する政令 （平成

十二年政令第三百十六号）第五条第二項 に基づき、独立行政法人電子航法研究所に関する省令を次のように定める。 

（通則法第八条第三項に規定する主務省令で定める重要な財産）  

第一条  独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）に係る独立行政法人通則法 （以下「通則法」という。）第八条第三

項 に規定する主務省令で定める重要な財産は、その保有する財産であって、その通則法第四十六条の二第一項 又は第二項 の認可に

係る申請の日（各項ただし書の場合にあっては、当該財産の処分に関する計画を定めた通則法第三十条第一項 の中期計画の認可に係

る申請の日）における帳簿価額（現金及び預金にあっては、申請の日におけるその額）が五十万円以上のもの（その性質上通則法第四

十六条の二 の規定により処分することが不適当なものを除く。）その他国土交通大臣が定める財産とする。  

 

（業務方法書に記載すべき事項）  

第二条  研究所に係る通則法第二十八条第二項 の主務省令で定める業務方法書に記載すべき事項は、次のとおりとする。  

一  独立行政法人電子航法研究所法 （平成十一年法律第二百十号。以下「研究所法」という。）第十一条第一号 に規定する試験、調査、

研究及び開発に関する事項  

二  研究所法第十一条第二号 に規定する成果の普及に関する事項  

三  研究所法第十一条第三号 に規定する情報の収集、整理及び提供に関する事項  

四  研究所法第十一条第四号 に規定する附帯業務に関する事項  

五  業務の委託に関する基準  

六  競争入札その他の契約に関する事項  

七  その他業務の執行に関して必要な事項  

 

（中期計画の認可申請等）  

第三条  研究所は、通則法第三十条第一項 の規定により中期計画の認可を受けようとするときは、当該中期計画を記載した申請書を、

中期計画の最初の事業年度開始の日の三十日前までに（研究所の成立後最初の中期計画については、研究所の成立後遅滞なく）、国土

交通大臣に提出しなければならない。  

２  研究所は、通則法第三十条第一項 後段の規定により中期計画の変更の認可を受けようとするときは、変更しようとする事項及びそ

の理由を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

  

（通則法第三十条第二項第七号 の主務省令で定める事項）  

第四条  研究所に係る通則法第三十条第二項第七号 に規定する主務省令で定める業務運営に関する事項は、次に掲げるものとする。た

だし、研究所の成立後最初の中期計画に係る当該事項については、第一号、第二号及び第四号に掲げるものとする。  

一  施設及び設備に関する計画  

二  人事に関する計画  

三  研究所法第十三条第一項 に規定する積立金の使途  

四  その他当該中期目標を達成するために必要な事項  

 

（年度計画の記載事項等）  

第五条  研究所に係る通則法第三十一条第一項 の年度計画には、中期計画に定めた事項に関し、当該事業年度において実施すべき事項

を記載しなければならない。  

２  研究所は、通則法第三十一条第一項 後段の規定により年度計画の変更をしたときは、変更した事項及びその理由を記載した届出書

を国土交通大臣に提出しなければならない。  

 

（各事業年度に係る業務の実績に関する評価の手続）  

第六条  研究所は、通則法第三十二条第一項 の規定により各事業年度における業務の実績について独立行政法人評価委員会の評価を受

けようとするときは、当該事業年度の年度計画に定めた項目ごとにその実績を明らかにした報告書を、当該事業年度の終了後三月以内

に、国土交通省の独立行政法人評価委員会に提出しなければならない。  
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（中期目標の期間の終了後の業務実績報告）  

第七条  研究所に係る通則法第三十三条 の事業報告書には、当該中期目標に定めた項目ごとにその実績を明らかにしなければならない。  

 

（中期目標に係る業務の実績に関する評価の手続）  

第八条  研究所は、通則法第三十四条第一項 の規定により各中期目標の期間における業務の実績について独立行政法人評価委員会の評

価を受けようとするときは、当該中期目標に定めた項目ごとにその実績を明らかにした報告書を、当該中期目標の期間の終了後三月以

内に、国土交通省の独立行政法人評価委員会に提出しなければならない。  

 

（会計の原則）  

第九条  研究所の会計については、この省令の定めるところによるものとし、この省令に定めのないものについては、一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に従うものとする。  

２  金融庁組織令 （平成十年政令第三百九十二号）第二十四条第一項 に規定する企業会計審議会により公表された企業会計の基準は、

前項に規定する一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に該当するものとする。  

３  平成十一年四月二十七日の中央省庁等改革推進本部決定に基づき行われた独立行政法人の会計に関する研究の成果として公表され

た基準（第十三条において「独立行政法人会計基準」という。）は、この省令の規定に準ずるものとして、第一項に規定する一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に優先して適用されるものとする。  

 

（収益の獲得が予定されない償却資産）  

第十条  国土交通大臣は、研究所が業務のため取得しようとしている償却資産についてその減価に対応すべき収益の獲得が予定されない

と認められる場合には、その取得までの間に限り、当該償却資産を指定することができる。  

２  前項の指定を受けた資産の減価償却については、減価償却費は計上せず、資産の減価額と同額を資本剰余金に対する控除として計上

するものとする。  

 

 

 

 

（対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等）  

第十一条  国土交通大臣は、研究所が業務のため保有し又は取得しようとしている有形固定資産に係る資産除去債務に対応する除去費用

に係る費用配分額及び時の経過による資産除去債務の調整額（以下この条において「除去費用等」という。）についてその除去費用等

に対応すべき収益の獲得が予定されていないと認められる場合には、当該除去費用等を指定することができる。  

 

（譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引）  

第十二条  国土交通大臣は、研究所が通則法第四十六条の二第二項 の規定に基づいて行う不要財産の譲渡取引についてその譲渡差額を

損益計算上の損益に計上しないことが必要と認められる場合には、当該譲渡取引を指定することができる。  

 

（財務諸表）  

第十三条  研究所に係る通則法第三十八条第一項 に規定する主務省令で定める書類は、独立行政法人会計基準に掲げるキャッシュ・フ

ロー計算書及び行政サービス実施コスト計算書とする。 

  

（財務諸表の閲覧期間）  

第十四条  研究所に係る通則法第三十八条第四項 に規定する主務省令で定める期間は、五年とする。  

 

（短期借入金の認可の申請）  

第十五条  研究所は、通則法第四十五条第一項 ただし書の規定により短期借入金を受けようとするとき、又は同条第二項 ただし書の規

定により短期借入金の借換えの認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければなら

ない。  

一  借入れを必要とする理由  

二  借入金の額  

三  借入先  

四  借入金の利率  

五  借入金の償還の方法及び期限  

六  利息の支払いの方法及び期限  

─ 180 ─



（中期目標の期間の終了後の業務実績報告）  

第七条  研究所に係る通則法第三十三条 の事業報告書には、当該中期目標に定めた項目ごとにその実績を明らかにしなければならない。  

 

（中期目標に係る業務の実績に関する評価の手続）  

第八条  研究所は、通則法第三十四条第一項 の規定により各中期目標の期間における業務の実績について独立行政法人評価委員会の評

価を受けようとするときは、当該中期目標に定めた項目ごとにその実績を明らかにした報告書を、当該中期目標の期間の終了後三月以

内に、国土交通省の独立行政法人評価委員会に提出しなければならない。  

 

（会計の原則）  

第九条  研究所の会計については、この省令の定めるところによるものとし、この省令に定めのないものについては、一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に従うものとする。  

２  金融庁組織令 （平成十年政令第三百九十二号）第二十四条第一項 に規定する企業会計審議会により公表された企業会計の基準は、

前項に規定する一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に該当するものとする。  

３  平成十一年四月二十七日の中央省庁等改革推進本部決定に基づき行われた独立行政法人の会計に関する研究の成果として公表され

た基準（第十三条において「独立行政法人会計基準」という。）は、この省令の規定に準ずるものとして、第一項に規定する一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に優先して適用されるものとする。  

 

（収益の獲得が予定されない償却資産）  

第十条  国土交通大臣は、研究所が業務のため取得しようとしている償却資産についてその減価に対応すべき収益の獲得が予定されない

と認められる場合には、その取得までの間に限り、当該償却資産を指定することができる。  

２  前項の指定を受けた資産の減価償却については、減価償却費は計上せず、資産の減価額と同額を資本剰余金に対する控除として計上

するものとする。  

 

 

 

 

（対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等）  

第十一条  国土交通大臣は、研究所が業務のため保有し又は取得しようとしている有形固定資産に係る資産除去債務に対応する除去費用

に係る費用配分額及び時の経過による資産除去債務の調整額（以下この条において「除去費用等」という。）についてその除去費用等

に対応すべき収益の獲得が予定されていないと認められる場合には、当該除去費用等を指定することができる。  

 

（譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引）  

第十二条  国土交通大臣は、研究所が通則法第四十六条の二第二項 の規定に基づいて行う不要財産の譲渡取引についてその譲渡差額を

損益計算上の損益に計上しないことが必要と認められる場合には、当該譲渡取引を指定することができる。  

 

（財務諸表）  

第十三条  研究所に係る通則法第三十八条第一項 に規定する主務省令で定める書類は、独立行政法人会計基準に掲げるキャッシュ・フ

ロー計算書及び行政サービス実施コスト計算書とする。 

  

（財務諸表の閲覧期間）  

第十四条  研究所に係る通則法第三十八条第四項 に規定する主務省令で定める期間は、五年とする。  

 

（短期借入金の認可の申請）  

第十五条  研究所は、通則法第四十五条第一項 ただし書の規定により短期借入金を受けようとするとき、又は同条第二項 ただし書の規

定により短期借入金の借換えの認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければなら

ない。  

一  借入れを必要とする理由  

二  借入金の額  

三  借入先  

四  借入金の利率  

五  借入金の償還の方法及び期限  

六  利息の支払いの方法及び期限  
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七  その他必要な事項  

 

（通則法第四十八条第一項 に規定する主務省令で定める重要な財産）  

第十六条  研究所に係る通則法第四十八条第一項 に規定する主務省令で定める重要な財産とは、土地、建物及び航空機とする。  

 

（重要な財産の処分等の認可の申請）  

第十七条  研究所は、通則法第四十八条第一項 の規定により重要な財産を譲渡し、又は担保に供すること（以下この条において「処分

等」という。）について認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。  

一  処分等に係る財産の内容及び評価額  

二  処分等の条件  

三  処分等の方法  

四  研究所の業務運営上支障がない旨及びその理由  

 

（積立金の処分に係る申請の添付書類）  

第十八条  独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的な事項に関する政令 （以下「令」という。）第五条第二項 に規定する添付

書類は、次に掲げるものとする。  

一  令第五条第一項 の期間最後の事業年度（以下単に「期間最後の事業年度」という。）の事業年度末の貸借対照表  

二  期間最後の事業年度の損益計算書  

三  期間最後の事業年度の事業年度末の利益の処分に関する書類  

四  承認を受けようとする金額の計算の基礎を明らかにした書類  

 

   附 則  

 この省令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成一六年三月三〇日国土交通省令第三〇号）  

 この省令は、公布の日から施行する。  

 

   附 則 （平成一八年三月三一日国土交通省令第四九号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この省令は、独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する法律の施行の日（平成十八年四月一

日）から施行する。  

（中期計画の認可申請に係る経過措置） 

第三条  次の表の上欄に掲げる独立行政法人は、独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十条第一項の規定により平成十八

年四月一日に始まる中期計画の認可を受けようとするときは、同表の下欄に掲げる規定にかかわらず、中期計画を記載した申請書を、

同日に始まる中期目標に係る同法第二十九条第一項の指示を受けた後遅滞なく、国土交通大臣に提出しなければならない。 

独立行政法人建築研究所 独立行政法人建築研究所に関する省令第二条第一項 

独立行政法人交通安全環境研究所 独立行政法人交通安全環境研究所に関する省令第二条第一項

独立行政法人海上技術安全研究所 独立行政法人海上技術安全研究所に関する省令第二条第一項

独立行政法人港湾空港技術研究所 独立行政法人港湾空港技術研究所に関する省令第二条第一項

独立行政法人電子航法研究所 独立行政法人電子航法研究所に関する省令第二条第一項 

独立行政法人航海訓練所 独立行政法人航海訓練所に関する省令第二条第一項 

独立行政法人海技教育機構 独立行政法人海技教育機構に関する省令第二条第一項 

独立行政法人航空大学校 独立行政法人航空大学校に関する省令第二条第一項 

 

   附 則 （平成二〇年三月三一日国土交通省令第一二号）  

 この省令は、平成二十年四月一日から施行する。  

   附 則 （平成二二年一一月二六日国土交通省令第五五号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この省令は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十二年十一月二十七日）から施行する。  
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七  その他必要な事項  

 

（通則法第四十八条第一項 に規定する主務省令で定める重要な財産）  

第十六条  研究所に係る通則法第四十八条第一項 に規定する主務省令で定める重要な財産とは、土地、建物及び航空機とする。  

 

（重要な財産の処分等の認可の申請）  

第十七条  研究所は、通則法第四十八条第一項 の規定により重要な財産を譲渡し、又は担保に供すること（以下この条において「処分

等」という。）について認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。  

一  処分等に係る財産の内容及び評価額  

二  処分等の条件  

三  処分等の方法  

四  研究所の業務運営上支障がない旨及びその理由  

 

（積立金の処分に係る申請の添付書類）  

第十八条  独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的な事項に関する政令 （以下「令」という。）第五条第二項 に規定する添付

書類は、次に掲げるものとする。  

一  令第五条第一項 の期間最後の事業年度（以下単に「期間最後の事業年度」という。）の事業年度末の貸借対照表  

二  期間最後の事業年度の損益計算書  

三  期間最後の事業年度の事業年度末の利益の処分に関する書類  

四  承認を受けようとする金額の計算の基礎を明らかにした書類  

 

   附 則  

 この省令は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成一六年三月三〇日国土交通省令第三〇号）  

 この省令は、公布の日から施行する。  

 

   附 則 （平成一八年三月三一日国土交通省令第四九号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この省令は、独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する法律の施行の日（平成十八年四月一

日）から施行する。  

（中期計画の認可申請に係る経過措置） 

第三条  次の表の上欄に掲げる独立行政法人は、独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十条第一項の規定により平成十八

年四月一日に始まる中期計画の認可を受けようとするときは、同表の下欄に掲げる規定にかかわらず、中期計画を記載した申請書を、

同日に始まる中期目標に係る同法第二十九条第一項の指示を受けた後遅滞なく、国土交通大臣に提出しなければならない。 

独立行政法人建築研究所 独立行政法人建築研究所に関する省令第二条第一項 

独立行政法人交通安全環境研究所 独立行政法人交通安全環境研究所に関する省令第二条第一項

独立行政法人海上技術安全研究所 独立行政法人海上技術安全研究所に関する省令第二条第一項

独立行政法人港湾空港技術研究所 独立行政法人港湾空港技術研究所に関する省令第二条第一項

独立行政法人電子航法研究所 独立行政法人電子航法研究所に関する省令第二条第一項 

独立行政法人航海訓練所 独立行政法人航海訓練所に関する省令第二条第一項 

独立行政法人海技教育機構 独立行政法人海技教育機構に関する省令第二条第一項 

独立行政法人航空大学校 独立行政法人航空大学校に関する省令第二条第一項 

 

   附 則 （平成二〇年三月三一日国土交通省令第一二号）  

 この省令は、平成二十年四月一日から施行する。  

   附 則 （平成二二年一一月二六日国土交通省令第五五号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この省令は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十二年十一月二十七日）から施行する。  
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３  独立行政法人電子航法研究所業務方法書 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第２条） 

第２章 研究所の業務（第３条－第６条） 

第３章 雑則（第７条－第９条） 

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という。）第２８条第１項の

規定に基づき、独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）の業務の方法について、基本的事項を定め、もっ

てその業務の適正な運営に資することを目的とする。 

 

（業務運営の基本方針） 

第２条 研究所は、独立行政法人電子航法研究所法（平成１１年法律第２１０号。以下「研究所法」という。）第３条の目的

を達成するため、関係機関と緊密な連携を図り、もってその業務の能率的かつ効果的な運営を期するものとする。 

 

第２章 研究所の業務 

（試験、調査、研究及び開発の実施） 

第３条 研究所は、研究所法第１１条第１号に規定される業務を、国土交通大臣の認可を受けた中期計画に従い、運営費交付

金を用いて実施する他、国、地方自治体、企業等から委託を受けて実施するものとする。 

２ 研究所は、研究所以外の者と共同して行うことが、研究所単独で行う場合と比較して、効率的であり、かつ優れた成果が

得られることについて十分な見通しがある場合に共同で研究を行うものとする。 

 

（成果の普及） 

第４条 研究所は、研究所法第１１条第２号の規定に基づき、次の各号に掲げる方法により、第３条に規定する試験、調査、

研究及び開発の成果（この条において「研究成果」という。）の普及を行うものとする。 

（１）研究成果を国土交通行政に反映させること 

（２）研究成果として取得した特許権、実用新案権その他これに類する権利（第６条において「産業財産権等」という。）を

実施させること 

（３）研究成果に関する報告書を作成し、頒布すること 

（４）研究成果に関する発表会を開催すること 

（５）その他事例に応じて最も適当と認められる方法 

 

 

 

（情報の収集、整理及び提供） 

第５条 研究所は、研究所法第１１条第３号の規定に基づき、次の各号に掲げる方法により、電子航法に関する情報の収集、

整理及び提供を行うものとする。 

（１）電子航法に関連する書籍、報告書、データ等を収集すること 

（２）書籍等を整列、管理すること 

（２）データベースを作成し、管理すること 

（４）図書等を公開すること 

 

（附帯業務） 

第６条 研究所法第１１条第４号により行う業務は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）産業財産権等の取得に関すること 

（２）その他研究所の業務の運営、管理に関すること 

 

第３章 雑則 

（業務の委託に関する基準） 

第７条 研究所は、業務上必要な試験、調査、研究及び開発、工事の施行、施設の維持及び補修その他自ら行うことが困難な

業務または、研究所業務の遂行上他のものに行わせることが適当な業務については、これらの業務を行うに適当な能力を有

する者に委託することができるものとする。 

２ 研究所は、前項の業務を委託しようとするときは、受託者との間に委託契約を締結するものとする。 

３ 研究所は、前項の業務の委託をした場合には、その業務に要する費用を負担するものとする。 

 

（競争入札その他の契約に関する事項） 

第８条 契約は、すべて競争に付すものとする。ただし、次の各号の一に該当するときは、随意契約によることができるもの

とする。 

（１）契約の性質又は目的が競争を許さないとき 

（２）緊急の必要により競争に付することができないとき 

（３）競争に付することが不利と認められるとき 

（４）契約に係る予定価格が少額であるとき 

（５）その他業務の運営上特に必要があるとき 

 

（その他業務の執行に関して必要な事項） 

第９条 研究所は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務の執行に関し必要な事項について細則を定めることができ

るものとする。 

 

附則 この業務方法書は、平成１３年４月１日から施行する。 

附則 この業務方法書は、平成１８年４月１日から施行する。 

─ 184 ─



 

 

３  独立行政法人電子航法研究所業務方法書 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第２条） 

第２章 研究所の業務（第３条－第６条） 

第３章 雑則（第７条－第９条） 

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という。）第２８条第１項の

規定に基づき、独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）の業務の方法について、基本的事項を定め、もっ

てその業務の適正な運営に資することを目的とする。 

 

（業務運営の基本方針） 

第２条 研究所は、独立行政法人電子航法研究所法（平成１１年法律第２１０号。以下「研究所法」という。）第３条の目的

を達成するため、関係機関と緊密な連携を図り、もってその業務の能率的かつ効果的な運営を期するものとする。 

 

第２章 研究所の業務 

（試験、調査、研究及び開発の実施） 

第３条 研究所は、研究所法第１１条第１号に規定される業務を、国土交通大臣の認可を受けた中期計画に従い、運営費交付

金を用いて実施する他、国、地方自治体、企業等から委託を受けて実施するものとする。 

２ 研究所は、研究所以外の者と共同して行うことが、研究所単独で行う場合と比較して、効率的であり、かつ優れた成果が

得られることについて十分な見通しがある場合に共同で研究を行うものとする。 

 

（成果の普及） 

第４条 研究所は、研究所法第１１条第２号の規定に基づき、次の各号に掲げる方法により、第３条に規定する試験、調査、

研究及び開発の成果（この条において「研究成果」という。）の普及を行うものとする。 

（１）研究成果を国土交通行政に反映させること 

（２）研究成果として取得した特許権、実用新案権その他これに類する権利（第６条において「産業財産権等」という。）を

実施させること 

（３）研究成果に関する報告書を作成し、頒布すること 

（４）研究成果に関する発表会を開催すること 

（５）その他事例に応じて最も適当と認められる方法 

 

 

 

（情報の収集、整理及び提供） 

第５条 研究所は、研究所法第１１条第３号の規定に基づき、次の各号に掲げる方法により、電子航法に関する情報の収集、

整理及び提供を行うものとする。 

（１）電子航法に関連する書籍、報告書、データ等を収集すること 

（２）書籍等を整列、管理すること 

（２）データベースを作成し、管理すること 

（４）図書等を公開すること 

 

（附帯業務） 

第６条 研究所法第１１条第４号により行う業務は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）産業財産権等の取得に関すること 

（２）その他研究所の業務の運営、管理に関すること 

 

第３章 雑則 

（業務の委託に関する基準） 

第７条 研究所は、業務上必要な試験、調査、研究及び開発、工事の施行、施設の維持及び補修その他自ら行うことが困難な

業務または、研究所業務の遂行上他のものに行わせることが適当な業務については、これらの業務を行うに適当な能力を有

する者に委託することができるものとする。 

２ 研究所は、前項の業務を委託しようとするときは、受託者との間に委託契約を締結するものとする。 

３ 研究所は、前項の業務の委託をした場合には、その業務に要する費用を負担するものとする。 

 

（競争入札その他の契約に関する事項） 

第８条 契約は、すべて競争に付すものとする。ただし、次の各号の一に該当するときは、随意契約によることができるもの

とする。 

（１）契約の性質又は目的が競争を許さないとき 

（２）緊急の必要により競争に付することができないとき 

（３）競争に付することが不利と認められるとき 

（４）契約に係る予定価格が少額であるとき 

（５）その他業務の運営上特に必要があるとき 

 

（その他業務の執行に関して必要な事項） 

第９条 研究所は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務の執行に関し必要な事項について細則を定めることができ

るものとする。 

 

附則 この業務方法書は、平成１３年４月１日から施行する。 

附則 この業務方法書は、平成１８年４月１日から施行する。 
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４  独立行政法人電子航法研究所 第２期中期目標 

 

 

 独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）は、電子航法に関する試験、調査、研究及び開発を行うことによ

り、交通の安全の確保とその円滑化を図ることを目的とした、わが国唯一の試験研究機関である。その運営に当たっては、自

律性、自発性及び透明性を備え、業務をより効率的・効果的に行うという独立行政法人制度の趣旨を十分に踏まえ、社会ニー

ズ等の状況変化に適切に対応しつつ、本中期目標に従って、質の高いサービスを提供すること。このため、研究開発及び成果

の普及・活用促進等、研究所が実施するあらゆる活動を通じて、わが国の交通の安全と円滑化に貢献するとともに、航空行政

等の国土交通政策について、その技術課題の解決を図るという研究所の任務を的確に遂行するものとする。 

 また、研究所は、本中期目標期間より非公務員型の独立行政法人へ移行することから、国に加え大学、民間等と人事交流な

どの連携を促進すること等により、そのメリットを最大限活用するものとする。 

 

第１ 中期目標の期間 

 平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年間とする。 

 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１．組織運営 

（１）組織運営の合理化・適正化の推進 

中期計画において、組織運営に関する計画と目標を具体的に定めることにより、組織運営の合理化・適正化を推進

するとともに、その実施状況と目標達成状況について、定期的な自己点検・評価を実施すること。また、年度計画に

ついては、中期計画を基本としつつ、自己点検・評価結果及び独立行政法人評価委員会の年度評価結果を踏まえた改

善策を盛り込むこと等により、組織運営を効果的・効率的かつ機動的に行うこと。 

（２）業務執行体制の見直し等 

高度化、多様化する社会ニーズに迅速かつ的確に対応でき、理事長のリーダーシップと研究企画・総合調整機能を

最大限発揮できるように業務執行体制を見直し、責任の範囲と所在を明確にした組織運営を行うこと。また、専門分

野を集約した組織構成とすることにより、研究開発機能の専門性と柔軟性の向上を図ること。 

特に重要なプロジェクトの推進については、プロジェクトチームにより自立的・弾力的な組織編成を行うこと。 

 

２．人材活用 

（１）職員の業績評価 

職員の自発的な能力向上を促し、これを最大限発揮させるため、職員の業績評価を職務、職責、社会ニーズへの貢

献度等を勘案して、厳正かつ公正に行うこと。また、職員の自主性、自立性及び創造性を尊重し、公平性を維持する

観点から、業績評価結果に基づいて適切な処遇を行うこと。 

 

 

 

（２）職員の任用 

職員の採用と配置は、研究開発業務が高度な専門性を維持して効果的・効率的に実施されるとともに、研究所のポ

テンシャル向上が図られるよう、戦略的に実施すること。 

特に若手研究者の任用については、多様な人材を確保し、資質・能力に応じた配置とすること。 

 

（３）外部人材の活用 

研究所のポテンシャル及び研究開発機能の向上を図るとともに、社会ニーズに迅速かつ的確に対応するため、外部

人材を研究者として積極的に活用すること。具体的には、任期付任用を最大限活用することとし、他の研究機関・民

間企業等との人材交流を中期目標期間中に２８名以上実施すること。 

 

（４）人材の育成 

今後、退職者の増加に伴い、研究所のポテンシャルが低下することを防ぐため、人材育成に関する長期計画を作成

し、着実に実行すること。また、社会ニーズに的確に対応できる幅広い視野を持つ研究者を育成すること。 

 

 

 

３．業務運営 

（１）経費の縮減 

① 一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）につ

いては、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた額。）を６%程度抑制す

ること。 

 

② 業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）につい

ては、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた額。）を２%程度抑制する

こと。 

 

③ 人件費※注）については、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、前中期目標期

間の最終年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度までに国家公務員に準じた人件費削減の取組を行うこと。

また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与体系の見直しを進めること。 

※注）対象となる「人件費」の範囲は、常勤役員及び常勤職員に支給する報酬（給与）、賞与、その他の手当の合

計額とし、退職手当、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分

は除く。 

 

（２）予算及び人的資源の適正な管理 

各研究開発課題に対する予算配分及び執行状況を適時把握することにより、予算管理の適正化と業務運営の効率化

を図ること。また、エフォート（研究専従率）の把握により、人的資源の有効活用を図るとともに職員のコスト意識
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４  独立行政法人電子航法研究所 第２期中期目標 

 

 

 独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）は、電子航法に関する試験、調査、研究及び開発を行うことによ

り、交通の安全の確保とその円滑化を図ることを目的とした、わが国唯一の試験研究機関である。その運営に当たっては、自

律性、自発性及び透明性を備え、業務をより効率的・効果的に行うという独立行政法人制度の趣旨を十分に踏まえ、社会ニー

ズ等の状況変化に適切に対応しつつ、本中期目標に従って、質の高いサービスを提供すること。このため、研究開発及び成果

の普及・活用促進等、研究所が実施するあらゆる活動を通じて、わが国の交通の安全と円滑化に貢献するとともに、航空行政

等の国土交通政策について、その技術課題の解決を図るという研究所の任務を的確に遂行するものとする。 

 また、研究所は、本中期目標期間より非公務員型の独立行政法人へ移行することから、国に加え大学、民間等と人事交流な

どの連携を促進すること等により、そのメリットを最大限活用するものとする。 

 

第１ 中期目標の期間 

 平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年間とする。 

 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１．組織運営 

（１）組織運営の合理化・適正化の推進 

中期計画において、組織運営に関する計画と目標を具体的に定めることにより、組織運営の合理化・適正化を推進

するとともに、その実施状況と目標達成状況について、定期的な自己点検・評価を実施すること。また、年度計画に

ついては、中期計画を基本としつつ、自己点検・評価結果及び独立行政法人評価委員会の年度評価結果を踏まえた改

善策を盛り込むこと等により、組織運営を効果的・効率的かつ機動的に行うこと。 

（２）業務執行体制の見直し等 

高度化、多様化する社会ニーズに迅速かつ的確に対応でき、理事長のリーダーシップと研究企画・総合調整機能を

最大限発揮できるように業務執行体制を見直し、責任の範囲と所在を明確にした組織運営を行うこと。また、専門分

野を集約した組織構成とすることにより、研究開発機能の専門性と柔軟性の向上を図ること。 

特に重要なプロジェクトの推進については、プロジェクトチームにより自立的・弾力的な組織編成を行うこと。 

 

２．人材活用 

（１）職員の業績評価 

職員の自発的な能力向上を促し、これを最大限発揮させるため、職員の業績評価を職務、職責、社会ニーズへの貢

献度等を勘案して、厳正かつ公正に行うこと。また、職員の自主性、自立性及び創造性を尊重し、公平性を維持する

観点から、業績評価結果に基づいて適切な処遇を行うこと。 

 

 

 

（２）職員の任用 
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ること。 

 

② 業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）につい
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の徹底を行うこと。 

 

 

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１．社会ニーズに対応するための研究開発の戦略的・重点的な実施、研究実施過程における措置 

研究所が実施する研究開発の基本的な考え方は次のとおりとする。 

 

（１）社会ニーズに対応した研究開発の重点化 

増大する航空交通量への対応等、社会ニーズに対応するための研究開発を重点的に実施すること。具体的には、航

空交通の安全性向上と、空港及び航空路における交通容量拡大を図るため、より高度な航空交通管理手法の開発及び

評価に係る研究開発を重点的に実施すること。また、より高度な航空交通管理の実現に寄与し、より安全かつ効率的

な航空機運航の実現に資するため、衛星・データ通信等の新技術を採り入れた通信・航法・監視システムの整備、運

用及び利用に係る研究開発を行うこと。これらの研究開発成果は、RNAV（広域航法）の導入、航空路・空域再編等に

よる航空路・空域容量の拡大、大都市圏拠点空港及びその周辺の空域容量の拡大、異常接近予防やヒューマンエラー

予防等の予防安全技術と衛星・データ通信等の新技術の導入による安全かつ効率的な航空交通をそれぞれ達成するた

め、国土交通省航空局が実施する航空管制業務や航空保安システムの整備等において、技術的に実用・活用可能であ

るものを目指すこと。 

具体的な研究開発課題の設定にあたっては、社会ニーズを十分に把握し、関係者と調整を図るとともに、有用性、

有益性及び将来的な発展性を十分考慮すること。また、研究開発の目的及び目標を明確かつ具体的に定めるとともに、

特に重要性及び優先度が高い課題については、重点研究開発分野として位置付け、戦略的かつ重点的に取り組むこと。 

 

（２）基礎的技術の蓄積等 

中長期的な国際動向を見据え、将来の航空交通管理システムに不可欠となる先導的研究・萌芽的研究及び要素技術

の研究を実施し、基礎的技術の蓄積とポテンシャルの向上を図ること。 

 

（３）研究開発の実施過程における措置 

研究開発の実施過程においては、次に掲げる措置を講じること。 

①社会ニーズに対応するための研究要素を包括的に企画、提案し、研究の位置付けと達成目標を明確にすること。

また、研究開発の目的及び成果が、社会ニーズに対して的確・タイムリーで効果的なものとなるよう、関係者

から情報収集を随時行い、研究開発の実施過程において、ニーズの変化に即応できる柔軟性を有すること。 

 

②各研究開発課題について、社会ニーズの状況変化や、事前・中間評価の結果に基づき、関係者と十分調整の上、

研究内容や方法の見直し、中止等、所要の措置を講じること。また、事後評価結果については、関係者と十分

調整の上、その後の研究開発計画に反映させること。 

 

２．共同研究、受託研究等の推進 

 

 

①優れた研究成果を上げるためには、他の研究機関等の外部資源を最大限活用することが不可欠である。このため、当研

究所の研究開発に関連する技術分野または研究開発に必要な要素技術に関する研究開発等を行っている国内外の研究

機関、民間企業等との共同研究を引き続き強力に推進し、研究開発の高度化と効果的・効率的な実施を同時に実現する

こと。具体的には、共同研究を中期目標期間中に３６件以上実施すること。 

 

②航空交通の安全確保とその円滑化を図るためには、国、空港管理者、航空機運航者、航空保安システム製造者等の航空

関係者が抱える技術課題をそれぞれ解決する必要がある。これらの課題に対応し研究所の社会的貢献度を高めるため、

国、地方自治体及び民間等からの受託研究を積極的に実施すること。具体的には、中期目標期間中に９０件以上実施す

ること。 

 また、競争的資金を積極的に獲得すること。 

 

③他機関との密接な連携と交流を円滑に推進するため、研究者・技術者の交流会等を中期目標期間中に３０件以上実施す

ること。 

 

３．研究開発成果の普及・活用促進 

社会ニーズへの対応、共同研究及び受託研究の推進、受託収入・特許権収入等の自己収入の増加を図るためには、研究所

の研究開発成果を広く社会に公表してその利活用を促すとともに、研究所に対する潜在的な需要を掘り起こすための施策を

積極的に行うことが肝要である。このため、研究所の業務に係る啓発、学会発表、メディアを通じた広報及び発表、インタ

ーネットによる資料の公表、成果の活用を推進するための技術支援、国際標準化作業への参画等の施策を積極的に実施する

こと。具体的な実施内容と目標は次のとおりとする。 

（１）研究開発等 

①知的財産権による保護が可能な知的財産については、必要な権利化を図ること。 

②各研究開発課題については、年１回以上、学会、専門誌等において発表すること。 

③査読付論文を８０件以上提出すること。 

④ホームページで提供する情報の内容を工夫、充実させることにより、アクセス件数が増加するよう努めること。 

⑤その他研究所の活動及び成果の普及・活用促進に必要な広報活動に努めること。 

 

（２）国際協力等 

国際民間航空機関等の海外機関においては、新しい航空交通管理手法や新技術を採用した航空保安システムに係る

国際標準の策定が進められており、我が国もその活動に積極的に参画して国益を確保することが必要である。また、

アジア地域における航空交通の安全確保等については、我が国が果たすべき役割が大きくなっている。従って、次の

施策により、航空分野における我が国の国際協力等に貢献すること。 

①海外機関への技術支援等による国際協力を積極的に行うこと。 

②国際的な最新技術動向を把握、分析し、当該情報を外部に提供できるしくみを整えること。 

③研究開発成果の国際的な普及を推進するため、国際会議等における発表を２４０件以上実施すること。 
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第４ 財務内容の改善に関する事項 

１．自己収入の増加 

受託収入・特許権収入等の自己収入を増加させるための活動を積極的に推進すること。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１．管理、間接業務の外部委託 

庁舎・施設管理業務や、研究開発業務において専門的な知識等を要しない補助的な作業等については、外部委託を活用し

て業務の効率化を図ること。 

 

２．施設及び設備に関する事項 

（１）研究開発効率が低下しないよう、適切な施設・設備の整備を計画的に進めるとともに、その利用においては安全に留

意し、維持保全を着実に実施すること。 

（２）既存の研究施設及び研究機材を有効に活用し、効率的な業務遂行を図ること。 

 

 

５  独立行政法人電子航法研究所 第２期中期計画 

 

 

独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）は、電子航法に関する試験、調査、研究及び開発を行うことによ

り、交通の安全の確保とその円滑化を図ることを目的とし、航空交通管理システムに関する研究等を通じて、航空行政等を技

術的側面から支援する中核的研究機関として社会に貢献していく。 

この実現に向けて、専門性の集約・継承と深化を図り、効率的な業務運営を行うことを基本とし、社会ニーズ、特に増大

する航空交通量に対応するため、高度な航空交通管理手法の開発・評価に関する研究を戦略的・重点的に実施する。 

また、非公務員型の独立行政法人として、柔軟で弾力的な人事制度を構築することにより、産業界及び学界との人材交流に

よる連携を促進し、人材の育成及び研究ポテンシャル（能力）の向上を図る。 

以上を踏まえ、独立行政法人通則法第３０条第１項の規定に基づき、研究所の平成１８年度から始まる期間における中期目

標を達成するための計画を次のように策定する。 

 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）組織運営 

研究開発機能の専門性と柔軟性の向上を図り、かつ航空交通管理システムに係る中核的研究機関としての機能を果

たすために、研究領域を大括り再編し専門分野を集約する。具体的には、航空交通管理領域、通信・航法・監視領域

及び機上等技術領域の３領域の組織構成とする。 

また、社会ニーズの高度化・多様化に迅速かつ的確に対応でき、理事長の運営方針・戦略の発信等を通じたリーダ

ーシップと研究企画・総合調整機能を最大限発揮できるように業務執行体制を見直し、責任の範囲と所在を明確にし

た組織運営を行う。具体的には、航空行政と連携しつつ航空交通管理システムの全体構想における各研究課題の位置

付けの明確化を図るなど、企画・調整機能を重点化する。 

特に重要なプロジェクトの推進については、プロジェクトチームにより自立的・弾力的な組織編成を行う。 

本中期目標期間においては、組織運営に関する計画の実施状況と目標達成状況について、年度計画線表やアクショ

ンアイテムリスト等を活用して定期的な自己点検・評価を実施し、研究の進展及び社会情勢の変化に柔軟に対応する

等効果的・効率的な組織運営を行う。また、運営全般にわたる意思決定機構の整備、外部有識者により構成される評

議員会の活用等を行い、運営機能の強化を図る。 

 

（２）人材活用 

①職員の業績評価 

職員の業績評価においては、職務、職責、社会ニーズへの貢献度等を的確に反映させる。また、評価の実施状況を

見ながら、必要に応じ制度の精査と改善を行う。 

業績評価結果を処遇に適切に反映させることにより、職員の活性化と職務効率の向上を図る。 

②職員の任用 

効果的、効率的な研究体制を確立するため、研究員個人に蓄積された能力、経験及び研究所の今後の研究開発課題
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第４ 財務内容の改善に関する事項 

１．自己収入の増加 

受託収入・特許権収入等の自己収入を増加させるための活動を積極的に推進すること。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１．管理、間接業務の外部委託 

庁舎・施設管理業務や、研究開発業務において専門的な知識等を要しない補助的な作業等については、外部委託を活用し

て業務の効率化を図ること。 

 

２．施設及び設備に関する事項 

（１）研究開発効率が低下しないよう、適切な施設・設備の整備を計画的に進めるとともに、その利用においては安全に留

意し、維持保全を着実に実施すること。 

（２）既存の研究施設及び研究機材を有効に活用し、効率的な業務遂行を図ること。 

 

 

５  独立行政法人電子航法研究所 第２期中期計画 

 

 

独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）は、電子航法に関する試験、調査、研究及び開発を行うことによ

り、交通の安全の確保とその円滑化を図ることを目的とし、航空交通管理システムに関する研究等を通じて、航空行政等を技

術的側面から支援する中核的研究機関として社会に貢献していく。 

この実現に向けて、専門性の集約・継承と深化を図り、効率的な業務運営を行うことを基本とし、社会ニーズ、特に増大

する航空交通量に対応するため、高度な航空交通管理手法の開発・評価に関する研究を戦略的・重点的に実施する。 

また、非公務員型の独立行政法人として、柔軟で弾力的な人事制度を構築することにより、産業界及び学界との人材交流に

よる連携を促進し、人材の育成及び研究ポテンシャル（能力）の向上を図る。 

以上を踏まえ、独立行政法人通則法第３０条第１項の規定に基づき、研究所の平成１８年度から始まる期間における中期目

標を達成するための計画を次のように策定する。 

 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）組織運営 

研究開発機能の専門性と柔軟性の向上を図り、かつ航空交通管理システムに係る中核的研究機関としての機能を果

たすために、研究領域を大括り再編し専門分野を集約する。具体的には、航空交通管理領域、通信・航法・監視領域

及び機上等技術領域の３領域の組織構成とする。 

また、社会ニーズの高度化・多様化に迅速かつ的確に対応でき、理事長の運営方針・戦略の発信等を通じたリーダ

ーシップと研究企画・総合調整機能を最大限発揮できるように業務執行体制を見直し、責任の範囲と所在を明確にし

た組織運営を行う。具体的には、航空行政と連携しつつ航空交通管理システムの全体構想における各研究課題の位置

付けの明確化を図るなど、企画・調整機能を重点化する。 

特に重要なプロジェクトの推進については、プロジェクトチームにより自立的・弾力的な組織編成を行う。 

本中期目標期間においては、組織運営に関する計画の実施状況と目標達成状況について、年度計画線表やアクショ

ンアイテムリスト等を活用して定期的な自己点検・評価を実施し、研究の進展及び社会情勢の変化に柔軟に対応する

等効果的・効率的な組織運営を行う。また、運営全般にわたる意思決定機構の整備、外部有識者により構成される評

議員会の活用等を行い、運営機能の強化を図る。 

 

（２）人材活用 

①職員の業績評価 

職員の業績評価においては、職務、職責、社会ニーズへの貢献度等を的確に反映させる。また、評価の実施状況を

見ながら、必要に応じ制度の精査と改善を行う。 

業績評価結果を処遇に適切に反映させることにより、職員の活性化と職務効率の向上を図る。 

②職員の任用 

効果的、効率的な研究体制を確立するため、研究員個人に蓄積された能力、経験及び研究所の今後の研究開発課題
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等を勘案して適正な人員配置を行う。女性研究者の任用については、その拡大を目指す。若手研究員の任用について

は、公募等の実施により多様な人材を確保するとともに、研究課題の選定に当たっては資質・能力に応じた配置を行

うことにより研究組織の活性化を図る。 

③外部人材の活用 

研究所のポテンシャル及び研究開発機能の向上を図るとともに、社会ニーズに迅速かつ的確に対応するため、国内

外の研究機関・民間企業等から任期付研究員、非常勤研究員、客員研究員等を積極的に受け入れる。具体的には、中

期目標期間中に２８名以上実施する。 

④人材の育成 

今後、熟年研究者の退職に伴い、研究所のポテンシャルが低下することを防ぐため、人材育成に関する長期計画を

作成し、着実に実行する。また、研究部門以外のポストの経験や留学等により、社会ニーズに的確に対応できる幅広

い視野を持つ研究者を育成する。具体的には、中期目標期間中に研究部門以外のポストへの配置や留学等を６名程度

実施する。 

 

（３）業務運営 

① 一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）につい

ては、業務の効率化など、経費の縮減に努め、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に

５を乗じた額。）を６％程度抑制する。 

② 業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）について

は、研究施設等の効率的な運用を更に進めることにより中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費

相当分に５を乗じた額。）を２％程度抑制する。 

③ 人件費※注）については、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、前中期目標期間の最

終年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度までに５％以上削減する。また、国家公務員の給与構造改革を踏

まえた役職員の給与体系の見直しを進める。 

※注）対象となる「人件費」の範囲は、常勤役員及び常勤職員に支給する報酬（給与）、賞与、その他の手当の合計額と

し、退職手当、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は除く。 

④ 予算及び人的資源の適正な管理については、各研究開発課題に対する予算配分及び執行状況を予算管理システム等に

より適時把握し、予算管理の適正化と業務運営の効率化を図る。また、エフォート（研究専従率）を正確に把握し、人

的資源の有効活用と職員のコスト意識の向上を図るとともに、研究に専念できるようなエフォートの質の向上を図る。 

 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき措置 

（１）社会ニーズに対応した研究開発の重点化 

研究所の目的を踏まえ、より質の高い研究成果を提供することにより、安全・安心・便利な航空交通を求める社会

ニーズに適切に対応するため、以下に掲げる３つの重点研究開発分野を設定し、戦略的かつ重点的に実施する。 

①空域の有効利用及び航空路の容量拡大に関する研究開発 

増大する航空交通量に対応するため、空域の有効利用及び航空路の容量拡大を図る必要があることから、ＲＮＡＶ

 

 

（広域航法）、スカイハイウェイ計画等、新たな管制方式・運航方式を導入したときの航空交通容量への影響及び効果

を推定し、容量値算定のための技術資料を作成する。また、これらの導入に必要な安全性評価を実施し、最低経路間

隔等の基準作成に貢献する。その他、増大する航空交通量を安全に管理するためＳＳＲモードＳシステムの高度化技

術の開発、並びにＲＮＡＶ等を支える衛星航法の実現に向けた研究開発等を実施する。 

②混雑空港の容量拡大に関する研究開発 

増大する航空交通量に対応するため、混雑空港の処理容量及びその周辺空域の容量拡大を図る必要があることから、

空港周辺の飛行経路及び管制官が管轄するセクター構成の改善技術を開発し、混雑空港周辺の空域再編及び新たな管

制方式の導入等に貢献する。また、航空機等のより安全で円滑な地上走行に対応するため、多様な監視センサーデー

タの統合化技術を開発する。その他、衛星航法を用いて空港への精密進入を支援する技術を開発し、実運用機材の調

達や運用において活用できるようにする。 

③予防安全技術・新技術による安全性・効率性向上に関する研究開発 

航空交通の安全性・効率性を向上させるため、航空機に搭載している飛行管理システムデータを用いた飛行プロフ

ァイルの高精度予測手法の開発、及びそれを用いた異常接近検出手法を開発する。また、携帯電子機器を航空機内で

使用するために必要となる機上装置への安全性認証のための技術資料を作成する。その他、ヒューマンエラー防止の

ための疲労の早期検出技術を開発する。 

 

具体的な研究開発課題の設定にあたっては、社会ニーズを十分に把握し、行政、運航者及び空港管理者等の関係者と調

整を図るとともに、有用性、有益性及び将来的な発展性を十分考慮する。また、研究開発の目的及び目標を明確かつ具体

的に定める。 

 

（２）基盤的研究 

社会ニーズの実現に向けた政策に基づく重点研究開発分野での将来の応用を目指した基盤的・先導的研究を実施し、

現在及び将来のニーズに対応した研究ポテンシャルの向上に努める。なお、研究の実施に当たっては、諸情勢の変化

を考慮しつつ研究の方向性や具体的な方策について、柔軟に対応する。 

また、一方で、研究者の自由な発想に基づく研究についても、新しい知を生み続ける知的蓄積を形成することを目

指し萌芽段階からの多様な研究を長期的視点で実施し、特に若手研究者の自立を促進する。 

 

（３）研究開発の実施過程における措置 

研究開発の実施過程においては、次に掲げる措置を講じる。 

① 研究開発課題選定手順を明確にし、社会ニーズに対応するための研究要素を包括的に企画、提案し、研究の位置

付けと「目標時期」「成果」「効果」等の達成目標を明確にする。また、研究開発の目的及び成果が、社会ニーズに

対して的確・タイムリーで効果的なものとなるよう、行政、運航者及び空港管理者等の関係者から情報収集を随時

行い、研究開発の実施過程において、ニーズの変化に即応できる柔軟性を確保する。 

② 各研究開発課題について、社会ニーズの状況変化や、研究所内外の研究事前・中間評価の結果に基づき、行政等

の関係者と十分調整の上、研究内容や方法の見直し、中止等、所要の措置を講じる。また、研究所内外の研究事後

評価結果については、成果のフォローアップに努めながら、行政等の関係者と十分調整の上、その後の研究開発計
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等を勘案して適正な人員配置を行う。女性研究者の任用については、その拡大を目指す。若手研究員の任用について

は、公募等の実施により多様な人材を確保するとともに、研究課題の選定に当たっては資質・能力に応じた配置を行

うことにより研究組織の活性化を図る。 

③外部人材の活用 

研究所のポテンシャル及び研究開発機能の向上を図るとともに、社会ニーズに迅速かつ的確に対応するため、国内

外の研究機関・民間企業等から任期付研究員、非常勤研究員、客員研究員等を積極的に受け入れる。具体的には、中

期目標期間中に２８名以上実施する。 

④人材の育成 

今後、熟年研究者の退職に伴い、研究所のポテンシャルが低下することを防ぐため、人材育成に関する長期計画を

作成し、着実に実行する。また、研究部門以外のポストの経験や留学等により、社会ニーズに的確に対応できる幅広

い視野を持つ研究者を育成する。具体的には、中期目標期間中に研究部門以外のポストへの配置や留学等を６名程度

実施する。 

 

（３）業務運営 

① 一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）につい

ては、業務の効率化など、経費の縮減に努め、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に

５を乗じた額。）を６％程度抑制する。 

② 業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）について

は、研究施設等の効率的な運用を更に進めることにより中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費

相当分に５を乗じた額。）を２％程度抑制する。 

③ 人件費※注）については、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、前中期目標期間の最

終年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度までに５％以上削減する。また、国家公務員の給与構造改革を踏

まえた役職員の給与体系の見直しを進める。 

※注）対象となる「人件費」の範囲は、常勤役員及び常勤職員に支給する報酬（給与）、賞与、その他の手当の合計額と

し、退職手当、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は除く。 

④ 予算及び人的資源の適正な管理については、各研究開発課題に対する予算配分及び執行状況を予算管理システム等に

より適時把握し、予算管理の適正化と業務運営の効率化を図る。また、エフォート（研究専従率）を正確に把握し、人

的資源の有効活用と職員のコスト意識の向上を図るとともに、研究に専念できるようなエフォートの質の向上を図る。 

 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき措置 

（１）社会ニーズに対応した研究開発の重点化 

研究所の目的を踏まえ、より質の高い研究成果を提供することにより、安全・安心・便利な航空交通を求める社会

ニーズに適切に対応するため、以下に掲げる３つの重点研究開発分野を設定し、戦略的かつ重点的に実施する。 

①空域の有効利用及び航空路の容量拡大に関する研究開発 

増大する航空交通量に対応するため、空域の有効利用及び航空路の容量拡大を図る必要があることから、ＲＮＡＶ

 

 

（広域航法）、スカイハイウェイ計画等、新たな管制方式・運航方式を導入したときの航空交通容量への影響及び効果

を推定し、容量値算定のための技術資料を作成する。また、これらの導入に必要な安全性評価を実施し、最低経路間

隔等の基準作成に貢献する。その他、増大する航空交通量を安全に管理するためＳＳＲモードＳシステムの高度化技

術の開発、並びにＲＮＡＶ等を支える衛星航法の実現に向けた研究開発等を実施する。 

②混雑空港の容量拡大に関する研究開発 

増大する航空交通量に対応するため、混雑空港の処理容量及びその周辺空域の容量拡大を図る必要があることから、

空港周辺の飛行経路及び管制官が管轄するセクター構成の改善技術を開発し、混雑空港周辺の空域再編及び新たな管

制方式の導入等に貢献する。また、航空機等のより安全で円滑な地上走行に対応するため、多様な監視センサーデー

タの統合化技術を開発する。その他、衛星航法を用いて空港への精密進入を支援する技術を開発し、実運用機材の調

達や運用において活用できるようにする。 

③予防安全技術・新技術による安全性・効率性向上に関する研究開発 

航空交通の安全性・効率性を向上させるため、航空機に搭載している飛行管理システムデータを用いた飛行プロフ

ァイルの高精度予測手法の開発、及びそれを用いた異常接近検出手法を開発する。また、携帯電子機器を航空機内で

使用するために必要となる機上装置への安全性認証のための技術資料を作成する。その他、ヒューマンエラー防止の

ための疲労の早期検出技術を開発する。 

 

具体的な研究開発課題の設定にあたっては、社会ニーズを十分に把握し、行政、運航者及び空港管理者等の関係者と調

整を図るとともに、有用性、有益性及び将来的な発展性を十分考慮する。また、研究開発の目的及び目標を明確かつ具体

的に定める。 

 

（２）基盤的研究 

社会ニーズの実現に向けた政策に基づく重点研究開発分野での将来の応用を目指した基盤的・先導的研究を実施し、

現在及び将来のニーズに対応した研究ポテンシャルの向上に努める。なお、研究の実施に当たっては、諸情勢の変化

を考慮しつつ研究の方向性や具体的な方策について、柔軟に対応する。 

また、一方で、研究者の自由な発想に基づく研究についても、新しい知を生み続ける知的蓄積を形成することを目

指し萌芽段階からの多様な研究を長期的視点で実施し、特に若手研究者の自立を促進する。 

 

（３）研究開発の実施過程における措置 

研究開発の実施過程においては、次に掲げる措置を講じる。 

① 研究開発課題選定手順を明確にし、社会ニーズに対応するための研究要素を包括的に企画、提案し、研究の位置

付けと「目標時期」「成果」「効果」等の達成目標を明確にする。また、研究開発の目的及び成果が、社会ニーズに

対して的確・タイムリーで効果的なものとなるよう、行政、運航者及び空港管理者等の関係者から情報収集を随時

行い、研究開発の実施過程において、ニーズの変化に即応できる柔軟性を確保する。 

② 各研究開発課題について、社会ニーズの状況変化や、研究所内外の研究事前・中間評価の結果に基づき、行政等

の関係者と十分調整の上、研究内容や方法の見直し、中止等、所要の措置を講じる。また、研究所内外の研究事後

評価結果については、成果のフォローアップに努めながら、行政等の関係者と十分調整の上、その後の研究開発計
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画に反映させる。 

 

（４）共同研究・受託研究等 

①共同研究 

研究開発の高度化を図り、これを効果的・効率的に実施するとともに、研究所の社会的地位と研究ポテンシャルの

向上を図るため、関連する技術分野を対象に研究活動等を行っている国内外の大学、研究機関、民間企業等との共同

研究を推進する。具体的には、共同研究を中期目標期間中に３６件以上実施する。 

②受託研究等 

国、地方自治体及び民間等が抱えている各種の技術課題を解決するため、受託研究等を幅広く実施する。具体的に

は、受託研究等を中期目標期間中に９０件以上実施する。また、競争的資金を積極的に獲得する。 

③研究交流 

他機関との密接な連携と交流を円滑に推進するため、研究者・技術者の交流会等を中期目標期間中に３０件以上実

施する。 

 

（５）研究成果の普及、成果の活用促進等 

①知的財産権 

知的財産権による保護が必要な研究成果については、必要な権利化を図る。 

また、登録された権利の活用を図るため、広報誌、パンフレット、ホームページ等により積極的に広報・普及を行

うとともに、研究成果に関心を寄せる企業等に積極的に技術紹介活動を行う。 

②広報・普及・成果の活用 

研究所の活動・成果を研究発表会、一般公開、広報誌等印刷物、マスメディア、ホームページ等の様々な広報手段

を活用し、効率的かつ効果的な広報活動を推進する。また、国際会議、学会、シンポジウム等に積極的に参加し、講

演、発表等を通じて研究成果の普及に努める。更に、行政当局への技術移転等を通じ、研究成果の活用を図る。 

・各研究開発課題については、年１回以上、学会、専門誌等において発表する。 

・中期目標期間中に８０件程度の査読付論文への採択を目指す。 

・ホームページで提供する情報の内容を工夫、充実させることにより、アクセス件数が増加するよう努める。 

・研究発表会及び研究講演会をそれぞれ年１回開催する。 

・研究所一般公開を年１回実施する。また、研究所の見学を積極的に受け入れることにより、研究所の活動に関する

広報に努める。 

・国土交通省の「空の日」事業への参加を年１回以上実施する。 

・研究成果への関心を喚起するため、研究所の広報の一環として、研究成果等について企業等に公開講座を開催する。 

その他研究所の活動及び成果の普及・活用促進に必要な広報活動に努める。 

③国際協力等 

研究所で行う研究開発は、諸外国の研究機関等と協調して行う必要があることから、これらと積極的に交流及び連

携を進めることにより、国際的な研究開発に貢献する。さらに有効な国際交流・貢献を図るため、主体的に国際ワー

クショップ等を開催する。 

 

 

国際的な最新技術動向を把握、分析し、当該情報を外部に提供できるよう、技術情報のデータベース化と当該情報

の提供を行う。 

国際民間航空機関が主催する会議への継続的な参画により、国際標準策定作業に積極的に貢献する。アジア地域の

航空交通の発展に寄与するための研修等を実施する。 

・国際民間航空機関が主催する会議、その他国際会議・学会等で中期目標期間中に２４０件以上発表する。 

・国際ワークショップ等を、中期目標期間中に２件程度開催する。 

 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（１）自己収入の増加 

受託収入・特許権収入等の自己収入を増加させるための活動を積極的に推進する。 

 

（２）中期目標期間における財務計画は次のとおりとする。 

①予算     別紙１のとおり 

②収支計画   別紙２のとおり 

③資金計画   別紙３のとおり 

 

 

４．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、３００（百万円）とする。 

 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

特になし。 

 

 

６．剰余金の使途 

①研究費 

②施設・設備の整備 

③国際交流事業の実施（招聘、セミナー、国際会議等の開催） 

 

 

７．その他主務省令に定める業務運営に関する事項 

（１）管理、間接業務の外部委託 

庁舎・施設管理業務や、研究開発業務において専門的な知識等を要しない補助的な作業等については、外部委託を

活用して業務の効率化を図る。 
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画に反映させる。 

 

（４）共同研究・受託研究等 

①共同研究 

研究開発の高度化を図り、これを効果的・効率的に実施するとともに、研究所の社会的地位と研究ポテンシャルの

向上を図るため、関連する技術分野を対象に研究活動等を行っている国内外の大学、研究機関、民間企業等との共同

研究を推進する。具体的には、共同研究を中期目標期間中に３６件以上実施する。 

②受託研究等 

国、地方自治体及び民間等が抱えている各種の技術課題を解決するため、受託研究等を幅広く実施する。具体的に

は、受託研究等を中期目標期間中に９０件以上実施する。また、競争的資金を積極的に獲得する。 

③研究交流 

他機関との密接な連携と交流を円滑に推進するため、研究者・技術者の交流会等を中期目標期間中に３０件以上実

施する。 

 

（５）研究成果の普及、成果の活用促進等 

①知的財産権 

知的財産権による保護が必要な研究成果については、必要な権利化を図る。 

また、登録された権利の活用を図るため、広報誌、パンフレット、ホームページ等により積極的に広報・普及を行

うとともに、研究成果に関心を寄せる企業等に積極的に技術紹介活動を行う。 

②広報・普及・成果の活用 

研究所の活動・成果を研究発表会、一般公開、広報誌等印刷物、マスメディア、ホームページ等の様々な広報手段

を活用し、効率的かつ効果的な広報活動を推進する。また、国際会議、学会、シンポジウム等に積極的に参加し、講

演、発表等を通じて研究成果の普及に努める。更に、行政当局への技術移転等を通じ、研究成果の活用を図る。 

・各研究開発課題については、年１回以上、学会、専門誌等において発表する。 

・中期目標期間中に８０件程度の査読付論文への採択を目指す。 

・ホームページで提供する情報の内容を工夫、充実させることにより、アクセス件数が増加するよう努める。 

・研究発表会及び研究講演会をそれぞれ年１回開催する。 

・研究所一般公開を年１回実施する。また、研究所の見学を積極的に受け入れることにより、研究所の活動に関する

広報に努める。 

・国土交通省の「空の日」事業への参加を年１回以上実施する。 

・研究成果への関心を喚起するため、研究所の広報の一環として、研究成果等について企業等に公開講座を開催する。 

その他研究所の活動及び成果の普及・活用促進に必要な広報活動に努める。 

③国際協力等 

研究所で行う研究開発は、諸外国の研究機関等と協調して行う必要があることから、これらと積極的に交流及び連

携を進めることにより、国際的な研究開発に貢献する。さらに有効な国際交流・貢献を図るため、主体的に国際ワー

クショップ等を開催する。 

 

 

国際的な最新技術動向を把握、分析し、当該情報を外部に提供できるよう、技術情報のデータベース化と当該情報

の提供を行う。 

国際民間航空機関が主催する会議への継続的な参画により、国際標準策定作業に積極的に貢献する。アジア地域の

航空交通の発展に寄与するための研修等を実施する。 

・国際民間航空機関が主催する会議、その他国際会議・学会等で中期目標期間中に２４０件以上発表する。 

・国際ワークショップ等を、中期目標期間中に２件程度開催する。 

 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（１）自己収入の増加 

受託収入・特許権収入等の自己収入を増加させるための活動を積極的に推進する。 

 

（２）中期目標期間における財務計画は次のとおりとする。 

①予算     別紙１のとおり 

②収支計画   別紙２のとおり 

③資金計画   別紙３のとおり 

 

 

４．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、３００（百万円）とする。 

 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

特になし。 

 

 

６．剰余金の使途 

①研究費 

②施設・設備の整備 

③国際交流事業の実施（招聘、セミナー、国際会議等の開催） 

 

 

７．その他主務省令に定める業務運営に関する事項 

（１）管理、間接業務の外部委託 

庁舎・施設管理業務や、研究開発業務において専門的な知識等を要しない補助的な作業等については、外部委託を

活用して業務の効率化を図る。 
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①施設及び設備に関する事項 

施設・設備の内訳 
予定額 

（百万円） 
財   源 

ア．実験施設整備 

  実験用航空機格納庫補修工事 
１１ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

イ．業務管理施設整備 

  電子航法開発部棟補修工事 
１００ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

ウ．業務管理施設整備 

管制システム部棟建替工事 
２２２ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

エ．業務管理施設整備 

ＡＴＣ研究棟他補修工事 
１０４ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

オ．業務管理施設整備 

本部棟/衛星技術部棟補修工事 
９１ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

カ．業務管理施設整備 

仮想現実実験棟他補修工事 
５５ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

キ．業務管理施設整備 

  航空システム部/管制システム部棟補修工事 
７７ 

一般会計 ※ 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたことに伴

い、平成２０年度以降の財源については、全て一般会計にて整理している。 

②施設・設備利用の効率化 

業務の確実な遂行のため、研究所の施設・設備及び実験用航空機について、性能維持・向上等適切な措置を講

じるとともに、その効率的な利用に努める。 

 

（２）人事に関する計画 

①方針 

業務処理を工夫するとともに、業務内容及び業務量に応じて適正に人員を配置する。 

②人件費に関する指標 

中期目標期間中の人件費総額見込み   ２，９５８百万円 

   

③その他参考として掲げる事項 

・人件費削減の取り組みによる前年度予算に対する各年度の削減率は、以下のとおり（％） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

△１．７％ △０．６％ △１．１％ △１．１％ △１．１％ 

 

 

 

表１． 予算 （総括）           （単位：百万円）                   別紙１（表１） 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額２，９５８百万円を支出する。 

 但し、上記の額は、役員報酬（非常勤役員を除く。）

並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者

給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用

である。  

［運営費交付金の算定ルール］ 

  別紙４のとおり（一般勘定） 

  別紙５のとおり（空港整備勘定） 

 

 

 

 

 

 

 

表２． 予算 （一般勘定）※        （単位：百万円）                   別紙１（表２） 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額１，７８９百万円を支出する。 

 但し、上記の額は、役員報酬（非常勤役員を除く。）

並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者

給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用

である。 

［運営費交付金の算定ルール］ 

  別紙４のとおり 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23

号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたこ

とに伴い、平成２０年度以降の予算については、全て一

般勘定にて整理している。 

 

 

 

 

 

表３． 予算 （空港整備勘定）※      （単位：百万円）                   別紙１（表３） 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額１，１６９百万円を支出する。 

但し、上記の額は、役員報酬（非常勤役員を除く。）並

びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給

与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用で

ある。 

［運営費交付金の算定ルール］ 

  別紙５のとおり 

 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23

号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたこ

とに伴い、空港整備勘定については、平成１８、１９年

度の予算のみとしている。 

 

 

 

 

 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託等収入 

計 

 

８，３１５ 

６６１ 

１，３４５ 

１０，３２１ 

支出 

業務経費 

うち研究経費 

施設整備費 

受託等経費 

一般管理費 

人件費 

計 

 

４，４８０ 

４，４８０ 

６６１ 

１，２７１ 

２４９ 

３，６６０ 

１０，３２１ 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託等収入 

計 

 

６，１８１ 

６６１ 

１，１３３ 

７，９７５ 

支出 

業務経費 

うち研究経費 

施設整備費 

受託等経費 

一般管理費 

人件費 

計 

 

２，９８２ 

２，９８２ 

６６１ 

１，０７８ 

２２６ 

３，０２８ 

７，９７５ 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託等収入 

計 

 

２，１３４ 

０ 

２１２ 

２，３４６ 

支出 

業務経費 

うち研究経費 

施設整備費 

受託等経費 

一般管理費 

人件費 

計 

 

１，４９８ 

１，４９８ 

０ 

１９３ 

２３ 

６３２ 

２，３４６ 
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①施設及び設備に関する事項 

施設・設備の内訳 
予定額 

（百万円） 
財   源 

ア．実験施設整備 

  実験用航空機格納庫補修工事 
１１ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

イ．業務管理施設整備 

  電子航法開発部棟補修工事 
１００ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

ウ．業務管理施設整備 

管制システム部棟建替工事 
２２２ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

エ．業務管理施設整備 

ＡＴＣ研究棟他補修工事 
１０４ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

オ．業務管理施設整備 

本部棟/衛星技術部棟補修工事 
９１ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

カ．業務管理施設整備 

仮想現実実験棟他補修工事 
５５ 

一般会計 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

キ．業務管理施設整備 

  航空システム部/管制システム部棟補修工事 
７７ 

一般会計 ※ 

独立行政法人電子航法研究所施設整備補助金 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたことに伴

い、平成２０年度以降の財源については、全て一般会計にて整理している。 

②施設・設備利用の効率化 

業務の確実な遂行のため、研究所の施設・設備及び実験用航空機について、性能維持・向上等適切な措置を講

じるとともに、その効率的な利用に努める。 

 

（２）人事に関する計画 

①方針 

業務処理を工夫するとともに、業務内容及び業務量に応じて適正に人員を配置する。 

②人件費に関する指標 

中期目標期間中の人件費総額見込み   ２，９５８百万円 

   

③その他参考として掲げる事項 

・人件費削減の取り組みによる前年度予算に対する各年度の削減率は、以下のとおり（％） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

△１．７％ △０．６％ △１．１％ △１．１％ △１．１％ 

 

 

 

表１． 予算 （総括）           （単位：百万円）                   別紙１（表１） 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額２，９５８百万円を支出する。 

 但し、上記の額は、役員報酬（非常勤役員を除く。）

並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者

給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用

である。  

［運営費交付金の算定ルール］ 

  別紙４のとおり（一般勘定） 

  別紙５のとおり（空港整備勘定） 

 

 

 

 

 

 

 

表２． 予算 （一般勘定）※        （単位：百万円）                   別紙１（表２） 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額１，７８９百万円を支出する。 

 但し、上記の額は、役員報酬（非常勤役員を除く。）

並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者

給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用

である。 

［運営費交付金の算定ルール］ 

  別紙４のとおり 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23

号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたこ

とに伴い、平成２０年度以降の予算については、全て一

般勘定にて整理している。 

 

 

 

 

 

表３． 予算 （空港整備勘定）※      （単位：百万円）                   別紙１（表３） 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額１，１６９百万円を支出する。 

但し、上記の額は、役員報酬（非常勤役員を除く。）並

びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給

与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用で

ある。 

［運営費交付金の算定ルール］ 

  別紙５のとおり 

 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23

号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたこ

とに伴い、空港整備勘定については、平成１８、１９年

度の予算のみとしている。 

 

 

 

 

 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託等収入 

計 

 

８，３１５ 

６６１ 

１，３４５ 

１０，３２１ 

支出 

業務経費 

うち研究経費 

施設整備費 

受託等経費 

一般管理費 

人件費 

計 

 

４，４８０ 

４，４８０ 

６６１ 

１，２７１ 

２４９ 

３，６６０ 

１０，３２１ 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託等収入 

計 

 

６，１８１ 

６６１ 

１，１３３ 

７，９７５ 

支出 

業務経費 

うち研究経費 

施設整備費 

受託等経費 

一般管理費 

人件費 

計 

 

２，９８２ 

２，９８２ 

６６１ 

１，０７８ 

２２６ 

３，０２８ 

７，９７５ 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託等収入 

計 

 

２，１３４ 

０ 

２１２ 

２，３４６ 

支出 

業務経費 

うち研究経費 

施設整備費 

受託等経費 

一般管理費 

人件費 

計 

 

１，４９８ 

１，４９８ 

０ 

１９３ 

２３ 

６３２ 

２，３４６ 
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表１． 収支計画 （総括）         （単位：百万円）                  別紙２（表１） 
 

 

注） 当法人における退職手当については、その全額に

ついて、運営費交付金を財源とするものと想定している。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

表２． 収支計画 （一般勘定）※      （単位：百万円）                  別紙２（表２） 
 

注） 当法人における退職手当については、その全額に

ついて、運営費交付金を財源とするものと想定している。 

 
 
※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23

号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたこ

とに伴い、平成２０年度以降の収支計画については、全

て一般勘定にて整理している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３． 収支計画 （空港整備勘定）※     （単位：百万円）                 別紙２（表３） 
 

注） 当法人における退職手当については、その全額に

ついて、運営費交付金を財源とするものと想定している。 
 
 
※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23

号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたこ

とに伴い、空港整備勘定については、平成１８、１９年

度の収支計画のみとしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

区分 金額 

費用の部 
経常費用 

研究業務費 
受託等業務費 
一般管理費 
減価償却費 

財務費用 
臨時損失 

１０，２４６ 
１０，２４６ 

７，２０６ 
１，２７１ 
１，１６２ 

６０７ 
０ 
０ 

収益の部 
運営費交付金収益 
手数料収入 
受託等収入 
資産見返負債戻入 
臨時利益 

純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

１０，２４６ 
８，３１５ 

０ 
１，３４５ 

５８６ 
０ 
０ 
０ 
０ 

区分 金額 

費用の部 
経常費用 

研究業務費 
受託等業務費 
一般管理費 
減価償却費 

財務費用 
臨時損失 

７，４７７ 
７，４７７ 
５，２０３ 
１，０７８ 
１，０１９ 

１７７ 
０ 
０ 

収益の部 
運営費交付金収益 
手数料収入 
受託等収入 
資産見返負債戻入 
臨時利益 

純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

７，４７７ 
６，１８１ 

０ 
１，１３３ 

１６３ 
０ 
０ 
０ 
０ 

区分 金額 

費用の部 
経常費用 

研究業務費 
受託等業務費 
一般管理費 
減価償却費 

財務費用 
臨時損失 

２，７６９ 
２，７６９ 
２，００３ 

１９３ 
１４３ 

  ４３０ 
０ 
０ 

収益の部 
運営費交付金収益 
手数料収入 
受託等収入 
資産見返負債戻入 
臨時利益 

純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

２，７６９ 
２，１３４ 

０ 
２１２ 

  ４２３ 
０ 
０ 
０ 
０ 

 

 

表１． 資金計画 （総括）                （単位：百万円）           別紙３（表１） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
表２． 資金計画 （一般勘定）※             （単位：百万円）           別紙３（表２） 

 
 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3

月 31 日法律第 23 号)｣により平成２０

年度以降区分経理が廃止されたことに

伴い、平成２０年度以降の資金計画に

ついては、全て一般勘定にて整理して

いる。 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
表３． 資金計画 （空港整備勘定）※           （単位：百万円）           別紙３（表３） 

 
 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3

月 31 日法律第 23 号)｣により平成２０

年度以降区分経理が廃止されたことに

伴い、空港整備勘定については、平成

１８、１９年度の資金計画のみとして

いる。 

 
 
 
 
 
 
 
 

区分 金額 

資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金 

１０，３２１ 
９，６４６ 

６６１ 
１４ 

０ 

資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  受託収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設整備費補助金による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 

１０，３２１ 
９，６６０ 
８，３１５ 
１，３２７ 

１８ 
６６１ 
６６１ 

０ 
０ 

区分 金額 

資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金 

７，９７５ 
７，３０４ 

６６１ 
１０ 

０ 

資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  受託収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設整備費補助金による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 

７，９７５ 
７，３１４ 
６，１８１ 
１，１２０ 

１３ 
６６１ 
６６１ 

０ 
０ 

区分 金額 

資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金 

２，３４６ 
２，３４２ 

０ 
４ 
０ 

資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  受託収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設整備費補助金による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 

２，３４６ 
２，３４６ 
２，１３４ 

２０７ 
５ 
０ 
０ 
０ 
０ 
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表１． 収支計画 （総括）         （単位：百万円）                  別紙２（表１） 
 

 

注） 当法人における退職手当については、その全額に

ついて、運営費交付金を財源とするものと想定している。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

表２． 収支計画 （一般勘定）※      （単位：百万円）                  別紙２（表２） 
 

注） 当法人における退職手当については、その全額に

ついて、運営費交付金を財源とするものと想定している。 

 
 
※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23

号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたこ

とに伴い、平成２０年度以降の収支計画については、全

て一般勘定にて整理している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３． 収支計画 （空港整備勘定）※     （単位：百万円）                 別紙２（表３） 
 

注） 当法人における退職手当については、その全額に

ついて、運営費交付金を財源とするものと想定している。 
 
 
※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3月 31日法律第 23

号)｣により平成２０年度以降区分経理が廃止されたこ

とに伴い、空港整備勘定については、平成１８、１９年

度の収支計画のみとしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

区分 金額 

費用の部 
経常費用 

研究業務費 
受託等業務費 
一般管理費 
減価償却費 

財務費用 
臨時損失 

１０，２４６ 
１０，２４６ 

７，２０６ 
１，２７１ 
１，１６２ 

６０７ 
０ 
０ 

収益の部 
運営費交付金収益 
手数料収入 
受託等収入 
資産見返負債戻入 
臨時利益 

純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

１０，２４６ 
８，３１５ 

０ 
１，３４５ 

５８６ 
０ 
０ 
０ 
０ 

区分 金額 

費用の部 
経常費用 

研究業務費 
受託等業務費 
一般管理費 
減価償却費 

財務費用 
臨時損失 

７，４７７ 
７，４７７ 
５，２０３ 
１，０７８ 
１，０１９ 

１７７ 
０ 
０ 

収益の部 
運営費交付金収益 
手数料収入 
受託等収入 
資産見返負債戻入 
臨時利益 

純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

７，４７７ 
６，１８１ 

０ 
１，１３３ 

１６３ 
０ 
０ 
０ 
０ 

区分 金額 

費用の部 
経常費用 

研究業務費 
受託等業務費 
一般管理費 
減価償却費 

財務費用 
臨時損失 

２，７６９ 
２，７６９ 
２，００３ 

１９３ 
１４３ 

  ４３０ 
０ 
０ 

収益の部 
運営費交付金収益 
手数料収入 
受託等収入 
資産見返負債戻入 
臨時利益 

純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

２，７６９ 
２，１３４ 

０ 
２１２ 

  ４２３ 
０ 
０ 
０ 
０ 

 

 

表１． 資金計画 （総括）                （単位：百万円）           別紙３（表１） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
表２． 資金計画 （一般勘定）※             （単位：百万円）           別紙３（表２） 

 
 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3

月 31 日法律第 23 号)｣により平成２０

年度以降区分経理が廃止されたことに

伴い、平成２０年度以降の資金計画に

ついては、全て一般勘定にて整理して

いる。 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
表３． 資金計画 （空港整備勘定）※           （単位：百万円）           別紙３（表３） 

 
 

※｢特別会計に関する法律(平成 19年 3

月 31 日法律第 23 号)｣により平成２０

年度以降区分経理が廃止されたことに

伴い、空港整備勘定については、平成

１８、１９年度の資金計画のみとして

いる。 

 
 
 
 
 
 
 
 

区分 金額 

資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金 

１０，３２１ 
９，６４６ 

６６１ 
１４ 

０ 

資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  受託収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設整備費補助金による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 

１０，３２１ 
９，６６０ 
８，３１５ 
１，３２７ 

１８ 
６６１ 
６６１ 

０ 
０ 

区分 金額 

資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金 

７，９７５ 
７，３０４ 

６６１ 
１０ 

０ 

資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  受託収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設整備費補助金による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 

７，９７５ 
７，３１４ 
６，１８１ 
１，１２０ 

１３ 
６６１ 
６６１ 

０ 
０ 

区分 金額 

資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金 

２，３４６ 
２，３４２ 

０ 
４ 
０ 

資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  受託収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設整備費補助金による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 

２，３４６ 
２，３４６ 
２，１３４ 

２０７ 
５ 
０ 
０ 
０ 
０ 
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別紙４ 

中期計画予算のルール（一般勘定） 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等 

（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額 

（イ）基準給与総額 

１８年度・・・所要額を積み上げ積算 

１９年度以降・・・前年度人件費相当額－前年度退職手当所要額 

（ロ）新陳代謝所要額 

新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額－前年度退職者の給与総

額のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち当年度分 

（ハ）退職手当所要額 

当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

（２）前年度給与改定分等（１９年度以降適用） 

昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 

なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。運営状況等によっては、措置を

行わないことも排除されない。 

 

２．一般管理費 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効率化係数（α）×消費者物価指数（γ）

＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

 

３．業務経費 

（１）研究経費 

前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化係数（β）×消費者物価指数（γ）

×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

 

４．自己収入 

過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上 

 

 

一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定 

業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定 

消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定 

政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必要性、独立行政法人評価委員会による

評価等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過程において決定 

所要額計上経費：公租公課、航空機燃料税等の所要額計上を必要とする経費 

特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定の年度に一時的に発生する資金需

要に応じ計上 

 

[中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等] 

一般管理費の効率化係数（α）：中期計画期間中は 0.97 として推計 

業務経費の効率化係数（β）：中期計画期間中は 0.99 として推計 

消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

政策係数（δ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は 0 として推計 

特殊要因：中期計画期間中は 0 として推計 

 

 

 

別紙５ 

中期計画予算のルール（空港整備勘定） 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等 

（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額 

（イ）基準給与総額 

１８年度・・・所要額を積み上げ積算 

１９年度以降・・・前年度人件費相当額－前年度退職手当所要額 

（ロ）新陳代謝所要額 

新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額－前年度退職者の給与総額

のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち当年度分 

（ハ）退職手当所要額 

当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

（２）前年度給与改定分等（１９年度以降適用） 

昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 

なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。運営状況等によっては、措置を

行わないことも排除されない。 

 

２．一般管理費 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効率化係数（α）×消費者物価指数（γ）

＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

 

３．業務経費 

（１）研究経費 

前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化係数（β）×消費者物価指数（γ）

×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

 

４．自己収入 

過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上 

 

 

一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定 

業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定 

消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定 

政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必要性、独立行政法人評価委員会による

評価等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過程において決定 

所要額計上経費：公租公課、航空機燃料税等の所要額計上を必要とする経費 

特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定の年度に一時的に発生する資金需

要に応じ計上 

 

[中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等] 

一般管理費の効率化係数（α）：中期計画期間中は 0.97 として推計 

業務経費の効率化係数（β）：中期計画期間中は 0.99 として推計 

消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

政策係数（δ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は 0 として推計 

特殊要因：中期計画期間中は 0 として推計 
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別紙４ 

中期計画予算のルール（一般勘定） 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等 

（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額 

（イ）基準給与総額 

１８年度・・・所要額を積み上げ積算 

１９年度以降・・・前年度人件費相当額－前年度退職手当所要額 

（ロ）新陳代謝所要額 

新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額－前年度退職者の給与総

額のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち当年度分 

（ハ）退職手当所要額 

当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

（２）前年度給与改定分等（１９年度以降適用） 

昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 

なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。運営状況等によっては、措置を

行わないことも排除されない。 

 

２．一般管理費 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効率化係数（α）×消費者物価指数（γ）

＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

 

３．業務経費 

（１）研究経費 

前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化係数（β）×消費者物価指数（γ）

×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

 

４．自己収入 

過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上 

 

 

一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定 

業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定 

消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定 

政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必要性、独立行政法人評価委員会による

評価等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過程において決定 

所要額計上経費：公租公課、航空機燃料税等の所要額計上を必要とする経費 

特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定の年度に一時的に発生する資金需

要に応じ計上 

 

[中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等] 

一般管理費の効率化係数（α）：中期計画期間中は 0.97 として推計 

業務経費の効率化係数（β）：中期計画期間中は 0.99 として推計 

消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

政策係数（δ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は 0 として推計 

特殊要因：中期計画期間中は 0 として推計 

 

 

 

別紙５ 

中期計画予算のルール（空港整備勘定） 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等 

（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額 

（イ）基準給与総額 

１８年度・・・所要額を積み上げ積算 

１９年度以降・・・前年度人件費相当額－前年度退職手当所要額 

（ロ）新陳代謝所要額 

新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額－前年度退職者の給与総額

のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち当年度分 

（ハ）退職手当所要額 

当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

（２）前年度給与改定分等（１９年度以降適用） 

昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 

なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。運営状況等によっては、措置を

行わないことも排除されない。 

 

２．一般管理費 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効率化係数（α）×消費者物価指数（γ）

＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

 

３．業務経費 

（１）研究経費 

前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化係数（β）×消費者物価指数（γ）

×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

 

４．自己収入 

過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上 

 

 

一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定 

業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定 

消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定 

政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必要性、独立行政法人評価委員会による

評価等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過程において決定 

所要額計上経費：公租公課、航空機燃料税等の所要額計上を必要とする経費 

特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定の年度に一時的に発生する資金需

要に応じ計上 

 

[中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等] 

一般管理費の効率化係数（α）：中期計画期間中は 0.97 として推計 

業務経費の効率化係数（β）：中期計画期間中は 0.99 として推計 

消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

政策係数（δ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は 0 として推計 

特殊要因：中期計画期間中は 0 として推計 
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6 独立行政法人電子航法研究所 平成22年度計画

独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）の中期計画を実行

するため独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 31 条に基づき、研

究所に係る平成 22 年度の年度計画 を以下のとおり策定する。

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）組織運営

航空交通管理領域、通信・航法・監視領域及び機上等技術領域の３領域

の組織構成を継続する。さらに行政との連携を強化するとともに、引き続

き研究企画・総合調整機能の充実を図る。また、国内外の研究動向の調査

を継続しつつ、平成 20 年度に公表した「研究長期ビジョン」の更なる精緻

化を図り、「研究長期ビジョン」で長期的課題の基軸と設定した「トラジェ

クトリ管理」を実現するための研究・開発を前進させる。

平成 22 年度は、以下を実施する。

・行政が検討を進めている「将来の航空交通システムに関する長期ビ

ジョン」について、航空行政を技術的側面から支援する。

・組織運営に関する計画の実施状況と目標達成状況について、年度計

画線表等を活用した定期的な自己点検・評価を継続する。

・独立行政法人整理合理化計画に従い、今後の組織運営について他の

研究所および行政とともに引き続き検討する。

・幹部会等を通じて運営全般にわたる意思決定機構の充実を図るとと

もに、研究企画統括会議等を通じて研究員からのボトムアップ機能を

活性化することにより、業務運営機能の強化を図る。

（２）人材活用

①職員の業績評価

職員の業績評価においては、職責、社会ニーズへの貢献度等を処遇に適

切に反映させることにより、職員の活性化と職務効率の向上を図る。また、

常に適正な評価となるよう評価制度の精査を継続し、評価者に対し、職員

個々の能力や実績等を的確に把握する能力を向上させる。

②職員の任用

研究所の中期目標期間の採用計画に基づき、研究所の目的に合致した幅

広い知識と可能性を持った人材の採用に努める。また、積極的に領域横断

的な研究テーマを立ち上げ、組織横断的な研究実施体制とすることにより

研究員の活性化を図る。

③外部人材の活用

研究所のポテンシャル及び研究開発機能の向上を図るとともに、社会ニ

ーズに迅速かつ的確に対応するため、共同研究、海外出張等の場において

研究所の更なるアピールを行い、引き続き国内外の研究機関・民間企業等

から任期付研究員、非常勤研究員、客員研究員等を積極的に受け入れる。

具体的には、民間からの人材を含め、外部人材を 6 名（または中期目標期

間中に 28 名）以上活用する。

④人材の育成

平成 21 年度に策定した「人材活用等に関する方針」を基本に、研究者の

長期的な育成を目指す。また、行政ニーズおよび社会ニーズを的確に把握

し、これらに対応した研究を企画できる人材を育成するため、研究部門以

外に研究員を配置する。さらに、国際感覚を養うとともに、海外研究機関

との連携を強化するため、国内外における研究機会の拡大に努める。

（３）業務運営

平成 22 年度から開始する内部監査の実施については、持続可能な制度と

して定着できているか評価検証を行う。また、引き続き監事と連携してコ

ンプライアンス体制の整備・運用状況の評価及びレビューを行う。さらに、

効率的な業務運営が行えるよう業務フローを適宜見直すとともに、所内ネ

ットワークの活用による業務の効率化を進める。

物品等の調達に関しては、一者応札是正に向けた取り組みを更に進める。

また少額随契についても、より透明性、公平性、競争性のある契約となる

よう取り組む。

平成 22 年度は、以下のとおり経費を抑制する。

①中期目標期間中に見込まれる一般管理費総額（人件費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）を 6 ％

程度抑制する目標に対し、平成 22 年度において平成 21 年度予算比で 3 ％程

度抑制する。

②中期目標期間中に見込まれる業務経費総額（人件費、公租公課等の所要額

計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）を 2 ％程

度抑制する目標に対し、平成 22 年度において平成 21 年度予算比で 1 ％程度

抑制する。
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6 独立行政法人電子航法研究所 平成22年度計画

独立行政法人電子航法研究所（以下「研究所」という。）の中期計画を実行

するため独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 31 条に基づき、研

究所に係る平成 22 年度の年度計画 を以下のとおり策定する。

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）組織運営

航空交通管理領域、通信・航法・監視領域及び機上等技術領域の３領域

の組織構成を継続する。さらに行政との連携を強化するとともに、引き続

き研究企画・総合調整機能の充実を図る。また、国内外の研究動向の調査

を継続しつつ、平成 20 年度に公表した「研究長期ビジョン」の更なる精緻

化を図り、「研究長期ビジョン」で長期的課題の基軸と設定した「トラジェ

クトリ管理」を実現するための研究・開発を前進させる。

平成 22 年度は、以下を実施する。

・行政が検討を進めている「将来の航空交通システムに関する長期ビ

ジョン」について、航空行政を技術的側面から支援する。

・組織運営に関する計画の実施状況と目標達成状況について、年度計

画線表等を活用した定期的な自己点検・評価を継続する。

・独立行政法人整理合理化計画に従い、今後の組織運営について他の

研究所および行政とともに引き続き検討する。

・幹部会等を通じて運営全般にわたる意思決定機構の充実を図るとと

もに、研究企画統括会議等を通じて研究員からのボトムアップ機能を

活性化することにより、業務運営機能の強化を図る。

（２）人材活用

①職員の業績評価

職員の業績評価においては、職責、社会ニーズへの貢献度等を処遇に適

切に反映させることにより、職員の活性化と職務効率の向上を図る。また、

常に適正な評価となるよう評価制度の精査を継続し、評価者に対し、職員

個々の能力や実績等を的確に把握する能力を向上させる。

②職員の任用

研究所の中期目標期間の採用計画に基づき、研究所の目的に合致した幅

広い知識と可能性を持った人材の採用に努める。また、積極的に領域横断

的な研究テーマを立ち上げ、組織横断的な研究実施体制とすることにより

研究員の活性化を図る。

③外部人材の活用

研究所のポテンシャル及び研究開発機能の向上を図るとともに、社会ニ

ーズに迅速かつ的確に対応するため、共同研究、海外出張等の場において

研究所の更なるアピールを行い、引き続き国内外の研究機関・民間企業等

から任期付研究員、非常勤研究員、客員研究員等を積極的に受け入れる。

具体的には、民間からの人材を含め、外部人材を 6 名（または中期目標期

間中に 28 名）以上活用する。

④人材の育成

平成 21 年度に策定した「人材活用等に関する方針」を基本に、研究者の

長期的な育成を目指す。また、行政ニーズおよび社会ニーズを的確に把握

し、これらに対応した研究を企画できる人材を育成するため、研究部門以

外に研究員を配置する。さらに、国際感覚を養うとともに、海外研究機関

との連携を強化するため、国内外における研究機会の拡大に努める。

（３）業務運営

平成 22 年度から開始する内部監査の実施については、持続可能な制度と

して定着できているか評価検証を行う。また、引き続き監事と連携してコ

ンプライアンス体制の整備・運用状況の評価及びレビューを行う。さらに、

効率的な業務運営が行えるよう業務フローを適宜見直すとともに、所内ネ

ットワークの活用による業務の効率化を進める。

物品等の調達に関しては、一者応札是正に向けた取り組みを更に進める。

また少額随契についても、より透明性、公平性、競争性のある契約となる

よう取り組む。

平成 22 年度は、以下のとおり経費を抑制する。

①中期目標期間中に見込まれる一般管理費総額（人件費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）を 6 ％

程度抑制する目標に対し、平成 22 年度において平成 21 年度予算比で 3 ％程

度抑制する。

②中期目標期間中に見込まれる業務経費総額（人件費、公租公課等の所要額

計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）を 2 ％程

度抑制する目標に対し、平成 22 年度において平成 21 年度予算比で 1 ％程度

抑制する。
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③中期目標期間の最終年度までに、人件費※注）を平成 17 年度予算比で 5
％以上削減する目標に対し、中期計画に掲げた人事に関する計画のとおり平

成 22 年度において平成 21 年度予算比で 1.1 ％程度削減する。年功的な給与

上昇を極力抑制し、職員の業績に応じた昇給を行うとともに、平成 22 年度

において、事務・技術職員のラスパイレス指数が 101.0 以下となることを目

標とする。

※注）対象となる「人件費」の範囲は、常勤役員及び常勤職員に支給する報

酬（給与）、賞与、その他の手当の合計額とし、退職手当、福利厚生費（法

定福利費及び法定外福利費）、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は除

く。

④予算及び人的資源の適正な管理については、予算管理システム等を用いて

各研究開発課題に対する予算配分及び執行状況を適時把握し、予算管理の適

正化と業務運営の効率化を図る。また、人的資源を有効活用するため、エフ

ォート（研究専従率）の活用等により効率的な研究の実施に努める。

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置

（１）社会ニーズに対応した研究開発の重点化

安全・安心・便利な航空交通を求める社会ニーズに適切に対応するため、

中期計画において設定した以下に掲げる 3 つの重点研究開発分野に関する研

究開発を戦略的かつ重点的に実施する。

①空域の有効利用及び航空路の容量拡大に関する研究開発

増大する航空交通量に対応するため、空域の有効利用及び航空路の容量拡

大を図ることが必要となっている。RNAV（広域航法）、スカイハイウェイ

計画等、新たな管制方式・運航方式は、空域の有効利用および航空路の容量

拡大をもたらすものであり、また経路の短縮や運航効率の向上により燃料の

節減にも資するものである。本研究開発においては、新しい方式の導入によ

る、航空交通容量への影響および効果を推定し、容量値算定のための技術資

料を作成するとともに安全性評価を実施し、最低経路間隔等の基準作成に貢

献する。その他、増大する航空交通量を安全に管理するため SSR モード S
システムの高度化技術の研究開発等を実施する。

具体的には、平成 22 年度に以下の研究を実施する。

ア． SSR モード S の高度運用技術の研究（平成 18 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、飛行中の航空機を監視する二次監視レーダー（SSR）モード S
に新たに必要とされる監視機能（動態情報およびネットワーク調整機能）

の技術検証を行うものである。平成 22 年度は、研究所内に設置した SSR
モード S 地上局を用いて、航行中の航空機の動態情報（航空機に搭載して

いる飛行管理システムのデータ）を用いた高度な運用技術の総合試験を行

う。

イ．ATM パフォーマンスの研究（平成 19 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、我が国の航空交通管理の能力（パフォーマンス）を評価する

技術を開発するものである。平成 22 年度は、平成 20 年度に構築したパフ

ォーマンス評価システムの解析項目を追加するとともに、同システムの操

作性向上を図る。

ウ．洋上経路システムの高度化の研究（平成 20 年度～ 23 年度）

（年度目標）

本研究は、日本が管理する太平洋上の空域において、安全かつ最も経済

的な飛行経路の実現を図るため、飛行経路の管制シミュレーションによる

検証を行うものである。平成 22 年度は、管制間隔を狭くした場合の管制

模擬を実施し、経路ネットワークを変更したときの影響を検証する。

エ．RNAV 経路における総合的安全性評価手法の研究（平成 21 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、航空機が飛行可能な空域を有効利用し空域の容量を拡大する

ために必要な RNAV（空域をより有効に利用できる航法）の導入を支援す

るためのものである。平成 22 年度は、ターミナル RNAV（広域航法）1 平

行経路導入後の安全性評価に用いる衝突危険度モデルを開発する。

②混雑空港の容量拡大に関する研究開発

増大する航空交通量に対応するため、混雑空港の処理容量及びその周辺空

域の容量拡大が必要である。本研究開発においては、空港周辺の飛行経路お

よび管制官が管轄するセクター（管制官が管轄する空域の単位）構成の改善

要件を明らかにする技術を開発し、混雑空港周辺の空域再編および新たな管

制方式の導入等に貢献する。また、航空機等をより安全で円滑に地上走行さ

せるため、高度な空港面監視技術を開発する。その他、衛星航法を用いて空

港への精密進入を支援する技術を開発し、実運用機材の調達や運用に貢献す

る。
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③中期目標期間の最終年度までに、人件費※注）を平成 17 年度予算比で 5
％以上削減する目標に対し、中期計画に掲げた人事に関する計画のとおり平

成 22 年度において平成 21 年度予算比で 1.1 ％程度削減する。年功的な給与

上昇を極力抑制し、職員の業績に応じた昇給を行うとともに、平成 22 年度

において、事務・技術職員のラスパイレス指数が 101.0 以下となることを目

標とする。

※注）対象となる「人件費」の範囲は、常勤役員及び常勤職員に支給する報

酬（給与）、賞与、その他の手当の合計額とし、退職手当、福利厚生費（法

定福利費及び法定外福利費）、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は除

く。

④予算及び人的資源の適正な管理については、予算管理システム等を用いて

各研究開発課題に対する予算配分及び執行状況を適時把握し、予算管理の適

正化と業務運営の効率化を図る。また、人的資源を有効活用するため、エフ

ォート（研究専従率）の活用等により効率的な研究の実施に努める。

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置

（１）社会ニーズに対応した研究開発の重点化

安全・安心・便利な航空交通を求める社会ニーズに適切に対応するため、

中期計画において設定した以下に掲げる 3 つの重点研究開発分野に関する研

究開発を戦略的かつ重点的に実施する。

①空域の有効利用及び航空路の容量拡大に関する研究開発

増大する航空交通量に対応するため、空域の有効利用及び航空路の容量拡

大を図ることが必要となっている。RNAV（広域航法）、スカイハイウェイ

計画等、新たな管制方式・運航方式は、空域の有効利用および航空路の容量

拡大をもたらすものであり、また経路の短縮や運航効率の向上により燃料の

節減にも資するものである。本研究開発においては、新しい方式の導入によ

る、航空交通容量への影響および効果を推定し、容量値算定のための技術資

料を作成するとともに安全性評価を実施し、最低経路間隔等の基準作成に貢

献する。その他、増大する航空交通量を安全に管理するため SSR モード S
システムの高度化技術の研究開発等を実施する。

具体的には、平成 22 年度に以下の研究を実施する。

ア． SSR モード S の高度運用技術の研究（平成 18 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、飛行中の航空機を監視する二次監視レーダー（SSR）モード S
に新たに必要とされる監視機能（動態情報およびネットワーク調整機能）

の技術検証を行うものである。平成 22 年度は、研究所内に設置した SSR
モード S 地上局を用いて、航行中の航空機の動態情報（航空機に搭載して

いる飛行管理システムのデータ）を用いた高度な運用技術の総合試験を行

う。

イ．ATM パフォーマンスの研究（平成 19 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、我が国の航空交通管理の能力（パフォーマンス）を評価する

技術を開発するものである。平成 22 年度は、平成 20 年度に構築したパフ

ォーマンス評価システムの解析項目を追加するとともに、同システムの操

作性向上を図る。

ウ．洋上経路システムの高度化の研究（平成 20 年度～ 23 年度）

（年度目標）

本研究は、日本が管理する太平洋上の空域において、安全かつ最も経済

的な飛行経路の実現を図るため、飛行経路の管制シミュレーションによる

検証を行うものである。平成 22 年度は、管制間隔を狭くした場合の管制

模擬を実施し、経路ネットワークを変更したときの影響を検証する。

エ．RNAV 経路における総合的安全性評価手法の研究（平成 21 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、航空機が飛行可能な空域を有効利用し空域の容量を拡大する

ために必要な RNAV（空域をより有効に利用できる航法）の導入を支援す

るためのものである。平成 22 年度は、ターミナル RNAV（広域航法）1 平

行経路導入後の安全性評価に用いる衝突危険度モデルを開発する。

②混雑空港の容量拡大に関する研究開発

増大する航空交通量に対応するため、混雑空港の処理容量及びその周辺空

域の容量拡大が必要である。本研究開発においては、空港周辺の飛行経路お

よび管制官が管轄するセクター（管制官が管轄する空域の単位）構成の改善

要件を明らかにする技術を開発し、混雑空港周辺の空域再編および新たな管

制方式の導入等に貢献する。また、航空機等をより安全で円滑に地上走行さ

せるため、高度な空港面監視技術を開発する。その他、衛星航法を用いて空

港への精密進入を支援する技術を開発し、実運用機材の調達や運用に貢献す

る。
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具体的には、平成 22 年度に以下の研究を実施する。

ア．ターミナル空域の評価手法に関する研究（平成 20 年度～ 23 年度）

（年度目標）

本研究は、今後見込まれる大幅な航空交通量増加に備え、輻輳するター

ミナル空域（空港周辺の離発着空域）を最適化するため、総合的な評価手

法を策定し、ターミナル空域設計用評価ツールを開発するものである。平

成 22 年度は、羽田到着機の滞留時間測定方法を検証し、航空局に ATM（航

空交通管理）パフォーマンス調査をフィードバックする。また、空域再編

後の羽田・成田の空域運用に関する情報・データを収集し、評価手法につ

いて検証する。

イ．GNSS 精密進入における安全性解析とリスク管理技術の開発（平成 20
年度～ 23 年度）

（年度目標）

本研究は、衛星の測位信号を活用する航空機の GNSS（全世界的航法衛

星システム）精密進入の実現を図るため、GNSS 航法の安全性解析手法と

リスク低減アルゴリズムを開発・改良することにより、これらの我が国に

適したリスク管理技術を確立するものである。平成 22 年度は、SBAS（静

止衛星型衛星航法補強システム）電離層補強アルゴリズムの再評価および

動作パラメータの最適化を実施する。また、GBAS（地上型衛星航法補強

システム）安全性実証モデルを設置し性能評価を行う。

ウ．空港面監視技術高度化の研究（平成 21 年度～ 24 年度）

（年度目標）

本研究は、空港において航空機等をより安全で円滑に地上走行させるた

めの空港面監視技術の高度化と、管制官とパイロットとの情報共有を可能

とする監視技術を開発するものである。平成 22 年度は、平成 21 年度に開

発した広域 MLAT/ADS-B 評価装置および OCTPASS 評価装置の機能試験

を行うとともに、評価検証に必要な付加機能を実装する。

③予防安全技術・新技術による安全性・効率性向上に関する研究開発

本研究開発においては、航空交通の安全性・効率性を向上させるため、航

空機のトラジェクトリを管理するための研究およびこれを用いた運用手法を

開発する。また、携帯電子機器の普及に伴い、これらを航空機内で使用する

ことが機上装置の安全性に及ぼす影響について評価するための技術資料を作

成する。

具体的には、平成 22 年度に以下の研究を実施する。

ア．航空機の安全運航支援技術に関する研究（平成 19 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、航空管制機関から航空機に対し空域状況認識を支援し安全運

行を支援する情報（航空機の位置情報、速度情報等）をデジタル化して自

動送信する方式（1090MHz 拡張スキッタによる TIS-B（トラフィック情報

サービス放送）および FIS-B（飛行情報サービス放送））を実現するための

ものである。平成 22 年度は、当研究所で開発した実験装置を用いて、実

験用航空機による実証実験（デモフライト）を実施する。

イ．電波特性の監視に関する研究（平成 20 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、放射された電波が、アンテナ及び反射面の近接効果により近

傍の電界強度や位相が複雑に変化しても、送信アンテナ近傍において、遠

方の電波特性を推定できる技術を開発するものである。平成 22 年度は、

積雪等による影響も考慮して、近傍の電波特性と機上受信特性の相関性の

評価を行う。また、モニタ反射板の反射特性解析をとりまとめるとともに、

誘電率測定装置の評価を行う。

ウ．トラジェクトリモデルに関する研究（平成 21 年度～平成 24 年度）

（年度目標）

本研究は、将来の効率的な管制運用を実現する手法として、航空機のト

ラジェクトリ（軌道）計画を事前管理し、精密なトラジェクトリ予測を可

能とするためのモデルを開発するものである。平成 22 年度は、トラジェ

クトリを生成するモデルを開発するとともに、トラジェクトリ管理を運用

する手法を検討する。

エ．将来の航空用高速データリンクに関する研究（平成 21 年度～平成 24 年

度）

（年度目標）

本研究は、ICAO（国際民間航空機関）における高速データリンクシス

テム選定において、電波環境・通信特性等が我が国の実状に適合し、将来

の導入が可能であることを判断するとともに、標準化作業に我が国の意見

を反映させるためのものである。平成 22 年度は、L-DACS（L-band Digital
Aeronautical Communications System）実験装置のハードウェア部とロジッ

ク部の開発を行い、基本的電波特性の実験を行う。
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具体的には、平成 22 年度に以下の研究を実施する。

ア．ターミナル空域の評価手法に関する研究（平成 20 年度～ 23 年度）

（年度目標）

本研究は、今後見込まれる大幅な航空交通量増加に備え、輻輳するター

ミナル空域（空港周辺の離発着空域）を最適化するため、総合的な評価手

法を策定し、ターミナル空域設計用評価ツールを開発するものである。平

成 22 年度は、羽田到着機の滞留時間測定方法を検証し、航空局に ATM（航

空交通管理）パフォーマンス調査をフィードバックする。また、空域再編

後の羽田・成田の空域運用に関する情報・データを収集し、評価手法につ

いて検証する。

イ．GNSS 精密進入における安全性解析とリスク管理技術の開発（平成 20
年度～ 23 年度）

（年度目標）

本研究は、衛星の測位信号を活用する航空機の GNSS（全世界的航法衛

星システム）精密進入の実現を図るため、GNSS 航法の安全性解析手法と

リスク低減アルゴリズムを開発・改良することにより、これらの我が国に

適したリスク管理技術を確立するものである。平成 22 年度は、SBAS（静

止衛星型衛星航法補強システム）電離層補強アルゴリズムの再評価および

動作パラメータの最適化を実施する。また、GBAS（地上型衛星航法補強

システム）安全性実証モデルを設置し性能評価を行う。

ウ．空港面監視技術高度化の研究（平成 21 年度～ 24 年度）

（年度目標）

本研究は、空港において航空機等をより安全で円滑に地上走行させるた

めの空港面監視技術の高度化と、管制官とパイロットとの情報共有を可能

とする監視技術を開発するものである。平成 22 年度は、平成 21 年度に開

発した広域 MLAT/ADS-B 評価装置および OCTPASS 評価装置の機能試験

を行うとともに、評価検証に必要な付加機能を実装する。

③予防安全技術・新技術による安全性・効率性向上に関する研究開発

本研究開発においては、航空交通の安全性・効率性を向上させるため、航

空機のトラジェクトリを管理するための研究およびこれを用いた運用手法を

開発する。また、携帯電子機器の普及に伴い、これらを航空機内で使用する

ことが機上装置の安全性に及ぼす影響について評価するための技術資料を作

成する。

具体的には、平成 22 年度に以下の研究を実施する。

ア．航空機の安全運航支援技術に関する研究（平成 19 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、航空管制機関から航空機に対し空域状況認識を支援し安全運

行を支援する情報（航空機の位置情報、速度情報等）をデジタル化して自

動送信する方式（1090MHz 拡張スキッタによる TIS-B（トラフィック情報

サービス放送）および FIS-B（飛行情報サービス放送））を実現するための

ものである。平成 22 年度は、当研究所で開発した実験装置を用いて、実

験用航空機による実証実験（デモフライト）を実施する。

イ．電波特性の監視に関する研究（平成 20 年度～ 22 年度）

（年度目標）

本研究は、放射された電波が、アンテナ及び反射面の近接効果により近

傍の電界強度や位相が複雑に変化しても、送信アンテナ近傍において、遠

方の電波特性を推定できる技術を開発するものである。平成 22 年度は、

積雪等による影響も考慮して、近傍の電波特性と機上受信特性の相関性の

評価を行う。また、モニタ反射板の反射特性解析をとりまとめるとともに、

誘電率測定装置の評価を行う。

ウ．トラジェクトリモデルに関する研究（平成 21 年度～平成 24 年度）

（年度目標）

本研究は、将来の効率的な管制運用を実現する手法として、航空機のト

ラジェクトリ（軌道）計画を事前管理し、精密なトラジェクトリ予測を可

能とするためのモデルを開発するものである。平成 22 年度は、トラジェ

クトリを生成するモデルを開発するとともに、トラジェクトリ管理を運用

する手法を検討する。

エ．将来の航空用高速データリンクに関する研究（平成 21 年度～平成 24 年

度）

（年度目標）

本研究は、ICAO（国際民間航空機関）における高速データリンクシス

テム選定において、電波環境・通信特性等が我が国の実状に適合し、将来

の導入が可能であることを判断するとともに、標準化作業に我が国の意見

を反映させるためのものである。平成 22 年度は、L-DACS（L-band Digital
Aeronautical Communications System）実験装置のハードウェア部とロジッ

ク部の開発を行い、基本的電波特性の実験を行う。
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オ．携帯電子機器に対する航空機上システムの耐電磁干渉性能に関する研究

（平成 21 年度～ 24 年度）

（年度目標）

本研究は、ニーズが高くなっている航空機内での電子機器の使用につい

て、航空の安全を担保しつつ、さまざまな電子機器を使用するために必要

となる性能要件を明らかにするものであり、客室内で発生した電波が搭載

機器に進入するメカニズムを明らかにし、起こりうる電磁干渉による障害

の程度を分析する。平成 22 年度は、実測データに基づく電磁干渉確率推

定法の検討および、航空機内電波環境記録装置の開発・実測を行う。

カ．監視システムの技術性能要件の研究（平成 22 年度～ 24 年度）

（年度目標）

本研究は、次世代監視システムの技術性能要件 TPRS（ Technical
Performance Requirements for Surveillance systems）を確立することを目的とし、

従来および将来の運用方式を想定して監視性能の技術基準をまとめる。平成

22 年度は、次世代監視方式の動向等について調査を行う。また、技術性能

要件項目を作成し、性能測定手法および性能予測評価手法について調査を行

う。

キ．航空管制官の業務負荷状態計測手法の開発（平成 22 年度～ 24 年度）

（年度目標）

本研究は、航空管制官署毎の適正な着席時間を算出することを目的とし、

当研究所でこれまで研究開発を進めてきた発話音声分析技術を用いて、航空

管制官の業務負荷状態を計測する事を可能とする発話音声分析装置を開発す

る。平成 22 年度は、音声分析技術の信頼度を向上させるため、生理データ

分析等の基礎研究と実験を行う。

（２）基盤的研究

社会ニーズの実現に向けた政策に基づく重点研究開発分野での将来の応用

を目指した基盤的・先導的研究を実施し、現在及び将来のニーズに対応した

研究ポテンシャルの向上に努める。なお、研究の実施にあたっては、諸情勢

の変化を考慮しつつ研究の方向性や具体的な方策について、柔軟に対応する。

また、一方で、研究者の自由な発想に基づく研究についても、新しい知を生

み続ける知的蓄積を形成することを目指し萌芽段階からの多様な研究を長期

的視点で実施し、特に若手研究者の自立を促進する。

航空交通管理システムに係る中核的研究機関としての機能を果たすため、

航空交通管理システムに関連した基盤的研究として、トラジェクトリ管理に

関連した CNS 基盤技術の研究や UAV 技術の基礎研究を実施する。また、GPS
衛星等を用いた新たな運航方式の導入を目指した基盤的研究を実施する。

その他、ヒューマンファクタの研究等、予防安全技術の研究や将来のニー

ズに対応した研究ポテンシャルの向上を図るための基盤的研究を実施する。

（３）研究開発の実施過程における措置

平成 22 年度は、以下を実施する。

①航空行政、運航者等の航空関係者のニーズを随時把握し、重点研究課題

を企画・提案する。研究計画の作成にあたっては、研究成果の達成目標を

明確に設定し、航空関係者との間で随時、情報交換を行う。特に航空行政

が抱える技術課題について、情報共有を図り重点研究の今後の方向性を確

認しながら研究を立案する。また、重要な研究課題については、航空局へ

報告するとともに、出前講座等も活用して航空会社等の意見を研究に反映

させる。

②各研究開発課題について、社会ニーズの状況変化や外部の有識者で構成

する評議員会及び研究所内の研究評価委員会による事前評価結果に基づ

き、行政等の関係者と十分調整の上、研究内容や方法の見直し等、所要の

措置を講じる。また、評議員会及び研究評価委員会による事後評価結果に

ついては、成果のフォローアップに努めながら、行政等の関係者と十分調

整の上、その後の研究開発計画に連続してつなげていく。

具体的には、評議員会による外部評価として、以下を実施する。

・平成 23 年度開始予定の重点研究課題の事前評価

・平成 22 年度に終了予定の重点研究課題の事後評価

また、研究評価委員会による内部評価として、以下を実施する。

・平成 23 年度開始予定の研究課題の事前評価

・平成 22 年度に終了予定の研究課題の事後評価

（４）共同研究・受託研究等

①共同研究

研究開発の高度化を図り、これを効果的・効率的に実施するとともに、

研究所の社会的地位と研究ポテンシャルの向上を図るため、関連する技術

分野を対象に研究活動等を行っている国内外の大学、研究機関、民間企業

等との共同研究を推進する。

・継続して実施する共同研究に加え、新たに 4 件（または中期目標期
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オ．携帯電子機器に対する航空機上システムの耐電磁干渉性能に関する研究

（平成 21 年度～ 24 年度）

（年度目標）

本研究は、ニーズが高くなっている航空機内での電子機器の使用につい

て、航空の安全を担保しつつ、さまざまな電子機器を使用するために必要

となる性能要件を明らかにするものであり、客室内で発生した電波が搭載

機器に進入するメカニズムを明らかにし、起こりうる電磁干渉による障害

の程度を分析する。平成 22 年度は、実測データに基づく電磁干渉確率推

定法の検討および、航空機内電波環境記録装置の開発・実測を行う。

カ．監視システムの技術性能要件の研究（平成 22 年度～ 24 年度）

（年度目標）

本研究は、次世代監視システムの技術性能要件 TPRS（ Technical
Performance Requirements for Surveillance systems）を確立することを目的とし、

従来および将来の運用方式を想定して監視性能の技術基準をまとめる。平成

22 年度は、次世代監視方式の動向等について調査を行う。また、技術性能

要件項目を作成し、性能測定手法および性能予測評価手法について調査を行

う。

キ．航空管制官の業務負荷状態計測手法の開発（平成 22 年度～ 24 年度）

（年度目標）
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等との共同研究を推進する。

・継続して実施する共同研究に加え、新たに 4 件（または中期目標期
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間中に 36 件）以上の共同研究を実施する。

②受託研究等

広報活動を強化することにより、国及び民間等からの受託研究等を 18
件（または中期目標期間中に 90 件）以上実施し、自己収入の増大に努め

る。その他、競争的資金に積極的に応募し、その獲得に努める。

③研究交流

電子航法研究所の「研究長期ビジョン」に基づき着実な研究成果を生み

出すため、他機関との密接な連携と交流を円滑に推進し、研究交流会など

研究者・技術者の交流会等を 6 件（または中期目標期間中に 30 件）以上

実施する。

（５）研究成果の普及、成果の活用促進等

①知的財産権

知的財産権による保護が必要と判断される研究成果については、そのコ

ストパフォーマンスを検討した上で必要な権利化を図るなど、保有する特

許等の権利の活用を図る。また、広報誌、パンフレット、ホームページ等

により積極的に広報・普及を行うとともに、特許の普及に係るイベント等

を活用し、研究成果に関心を寄せる企業等に積極的に技術紹介活動を行う。

②広報・普及・成果の活用

研究所の活動・成果を様々な広報手段を活用し、効率的かつ効果的な広

報活動を推進する。また、国際会議、学会、シンポジウム等での講演、発

表等を通じて研究成果の普及に努める。さらに、行政当局への技術移転及

び民間企業への技術指導等を通じて、研究成果の活用を図る。

平成 22 年度は、以下を実施する。

・各研究開発課題について、年 1 回以上、学会、専門誌等において発

表する。

・16 件（または中期目標期間中に 80 件）程度の査読付論文の採択を

目指す。

・ホームページで提供する情報の内容を工夫、充実させる。

・研究所一般公開及び研究発表会、研究講演会をそれぞれ 1 回開催す

る。

・研究所の見学を積極的に受け入れる。

・国土交通省の「空の日」事業への参加を実施する。

・企業及び航空関係者への公開講座として、出前講座を継続企画し開

催する。

・「航空 100 年」事業の広報活動に参加する。

その他、研究所の活動及び成果の普及・活用促進に必要な広報活動に努

める。

③国際協力等

平成 21 年度に海外から受け入れた研修生に対し、引き続き我が国の航

空電子システム分野の技術を指導する。また、有効な国際交流・貢献を図

るため、第 2 回国際ワークショップを開催する。

その他、平成 22 年度は、以下を実施する。

・研究所が参加している ICAO（国際民間航空機関）の会議に提出さ

れた技術情報を整理し、ホームページ上で情報提供する。

・ICAO が主催する会議、その他国際会議・学会等に積極的に参画し 48
件（または中期目標期間中に 240 件）以上発表する。

・海外の研究機関等との連携強化を図る。

・ICAO（国際民間航空機関）が主催する会議への継続的な参画等によ

り、国際標準策定作業に積極的に貢献する。

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

（１）自己収入（利益）の増加

受託収入・特許権収入等の自己収入を増加させるための活動を積極的に

推進する。

（２）平成 22 年度における財務計画は次のとおりとする。

①予算 別紙 1 のとおり

②収支計画 別紙 2 のとおり

③資金計画 別紙 3 のとおり

４．短期借入金の限度額

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入

金の限度額は、300 百万円とする。

５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

特になし。

６．剰余金の使途

─ 210 ─



間中に 36 件）以上の共同研究を実施する。

②受託研究等

広報活動を強化することにより、国及び民間等からの受託研究等を 18
件（または中期目標期間中に 90 件）以上実施し、自己収入の増大に努め

る。その他、競争的資金に積極的に応募し、その獲得に努める。

③研究交流

電子航法研究所の「研究長期ビジョン」に基づき着実な研究成果を生み

出すため、他機関との密接な連携と交流を円滑に推進し、研究交流会など

研究者・技術者の交流会等を 6 件（または中期目標期間中に 30 件）以上

実施する。

（５）研究成果の普及、成果の活用促進等

①知的財産権

知的財産権による保護が必要と判断される研究成果については、そのコ

ストパフォーマンスを検討した上で必要な権利化を図るなど、保有する特

許等の権利の活用を図る。また、広報誌、パンフレット、ホームページ等

により積極的に広報・普及を行うとともに、特許の普及に係るイベント等

を活用し、研究成果に関心を寄せる企業等に積極的に技術紹介活動を行う。

②広報・普及・成果の活用

研究所の活動・成果を様々な広報手段を活用し、効率的かつ効果的な広
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①研究費

②施設・設備の整備

③国際交流事業の実施（招聘、セミナー、国際会議等の開催）

７．その他主務省令に定める業務運営に関する事項

（１）管理、間接業務の外部委託

庁舎・施設管理業務や、研究開発業務において専門的な知識等を要しな

い補助的な作業等については、外部委託を活用して業務の効率化を図る。

①施設及び設備に関する事項

平成22年度に次の施設整備を実施する。

施設・設備の内訳 予定額 財 源

(百万円)

ア．業務管理施設整備 一般会計

ＡＴＣ研究棟他補修工 107 独立行政法人電子航法研究所

事 施設整備費補助金

イ．業務管理施設整備 一般会計

本部棟補修工事 31 独立行政法人電子航法研究所

施設整備費補助金

②施設・設備利用の効率化

業務の確実な遂行のため、研究所の施設・設備及び実験用航空機につい

て、性能維持等適切な措置を講じるとともに、航空機使用ワーキンググル

ープ、電波無響室ワーキンググループ等を活用し、その効率的な利用に努

める。また、実験用航空機の更新について、性能維持・向上等の観点から

検討を深める。

（２）人事に関する計画

①業務処理を工夫するとともに、業務内容及び業務量に応じて適正に人員

を配置する。

②職員の業績評価手法を改善し、適切に処遇に反映することにより、人件

費の効率化を図る。

 
 

                     別紙１    
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額５６１百万円を支出する。 

但し、上記の額は、役員報酬（非常勤役員を除く。）並びに職員基本給、

職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当

する範囲の費用である。 

予算   

   

   

平成２２年度予算  

 （単位：百万円）  

区  分 金   額  

     

収入    

  運営費交付金 1,597  

  施設整備費補助金       139  

    受託等収入         415  

  繰越金                 0  

     

計   2,151  

     

     

     

支出    

  業務経費 869  

    うち研究経費 869  

  施設整備費       139  

  受託等経費 363  

  受託管理費 14  

  一般管理費 47  

   人件費 719  

   

計  2,151  
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職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当
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平成２２年度予算  

 （単位：百万円）  

区  分 金   額  
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  運営費交付金 1,597  

  施設整備費補助金       139  
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  繰越金                 0  
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注） 当法人における退職手当については、その全額について、運営費交付金

を財源とするものと想定している。 
 

 

 

 

 

収支計画 

 

   

平成２２年度収支計画  

（単位：百万円）  

区  分 金   額 

     

費用の部 2,261  

   経常費用 2,261  

      研究業務費 1,402  

      受託等業務費 377  

      一般管理費 227  

      減価償却費 255  

   財務費用 0  

   臨時損失 0  

     

収益の部 2,261  

   運営費交付金収益 1,597  

   手数料収入 0  

   受託等収入 415  

   資産見返負債戻入   249  

   臨時利益 0  

     

純利益   0  

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0  

総利益   0  

     

 

別紙３    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

注） 運営費交付金による固定資産の取得については、財源の区分に対応させ

て業務活動による支出としている。 
 
 
 
 
 
 
 

資金計画   

    

   

平成２２年度資金計画  

 （単位：百万円）  

区  分 金   額 

     

資金支出 2,151  

   業務活動による支出 2,006  

   投資活動による支出      139  

   財務活動による支出 6  

   次期中期目標の期間への繰越金 0  

     

資金収入 2,151  

   業務活動による収入 2,012  

     運営費交付金による収入 1,597  

     受託収入 415  

     その他の収入   0  

   投資活動による収入       139  

施設整備費補助金による収入 139  

     その他の収入 0  

財務活動による収入      0  

   繰越金 0  
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別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 当法人における退職手当については、その全額について、運営費交付金

を財源とするものと想定している。 
 

 

 

 

 

収支計画 

 

   

平成２２年度収支計画  

（単位：百万円）  

区  分 金   額 

     

費用の部 2,261  

   経常費用 2,261  

      研究業務費 1,402  

      受託等業務費 377  

      一般管理費 227  

      減価償却費 255  

   財務費用 0  

   臨時損失 0  

     

収益の部 2,261  

   運営費交付金収益 1,597  

   手数料収入 0  

   受託等収入 415  

   資産見返負債戻入   249  

   臨時利益 0  

     

純利益   0  

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0  

総利益   0  

     

 

別紙３    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

注） 運営費交付金による固定資産の取得については、財源の区分に対応させ

て業務活動による支出としている。 
 
 
 
 
 
 
 

資金計画   

    

   

平成２２年度資金計画  

 （単位：百万円）  

区  分 金   額 

     

資金支出 2,151  

   業務活動による支出 2,006  

   投資活動による支出      139  

   財務活動による支出 6  

   次期中期目標の期間への繰越金 0  

     

資金収入 2,151  

   業務活動による収入 2,012  

     運営費交付金による収入 1,597  

     受託収入 415  

     その他の収入   0  

   投資活動による収入       139  

施設整備費補助金による収入 139  

     その他の収入 0  

財務活動による収入      0  

   繰越金 0  
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（添付書類）

平成22年度　決算報告書

財　　務　　諸　　表

独立行政法人　電子航法研究所

７　　財務諸表

平成22年度
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（単位：円）
科　　　　目 金　　　額

【資産の部】
  Ⅰ流動資産
        現金及び預金 725,635,230
    　  未収金 156,168,750
    　  未収還付消費税 1,499,722
    　  たな卸資産 21,356,686
    　  前払費用 1,976,956
    　  立替金 31,883
            　流動資産合計 906,669,227
  Ⅱ固定資産
　　  1 有形固定資産
       　　建物 1,464,046,326
       　　　 建物減価償却累計額 △ 497,866,061 　
       　　　 建物減損損失累計額 △ 486,865 965,693,400
      　 　構築物 133,718,024
       　　　 構築物減価償却累計額 △ 109,697,002 　
       　　　 構築物減損損失累計額 △ 4,991,620 19,029,402
      　 　航空機 101,800,000
      　 　　 航空機減価償却累計額 △ 99,763,997
      　 　　 航空機減損損失累計額 △ 2,036,003 0
      　 　車両運搬具 18,956,466
      　 　   車両運搬具減価償却累計額 △ 15,412,147
      　 　　 車両運搬具減損損失累計額 △ 319,148 3,225,171
      　 　工具器具備品 4,633,444,863
      　 　　 工具器具備品減価償却累計額 △ 3,786,545,651
      　 　　 工具器具備品減損損失累計額 △ 19,928,596 826,970,616
      　 　土地 3,082,544,000 　
      　 　　 土地減損損失累計額 △ 180,844,000 2,901,700,000
　　　　　　 有形固定資産合計 4,716,618,589
　　 2  無形固定資産
      　 　電話加入権 40,600
      　 　ソフトウェア 782,250
　　　　　　 無形固定資産合計 822,850
　　 3  投資その他の資産
        　 長期前払費用 11,430
　　　　　   投資その他資産合計 11,430
　　　　　   固定資産合計 4,717,452,869
      　　    資産合計 5,624,122,096

【負債の部】
  Ⅰ流動負債
     　短期リース債務 6,772,181
     　未払金 525,095,781
     　未払費用 1,089,322
    　 預り金 2,615,347
　　　　　　 流動負債合計 535,572,631
  Ⅱ固定負債
       資産見返負債
　　　    資産見返運営費交付金 785,245,424
　　　    資産見返物品受贈額 38,702,298 823,947,722
       長期リース債務 6,589,952
　            固定負債合計 830,537,674
        　　  負債合計 1,366,110,305
【純資産の部】
  Ⅰ資本金
　　   政府出資金 4,258,412,552
 　　　　　　資本金合計 4,258,412,552
  Ⅱ資本剰余金
　　　 資本剰余金 578,043,817
　　　 損益外減価償却累計額（△） △ 772,237,210
　　　 損益外減損損失累計額（△） △ 183,793,088
　　　　　   資本剰余金合計 △ 377,986,481
  Ⅲ利益剰余金
　　　 積立金 17,720,906
　　　 当期未処分利益 359,864,814
　　　（うち当期総利益） 359,864,814
  　　　　利益剰余金合計 377,585,720
         　   純資産合計 4,258,011,791
　　　　　　　  負債・純資産合計 5,624,122,096

466,927,239 円
32,534,419 円

（平成23年3月31日）

貸　借　対　照　表

【注記】運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額
運営費交付金から充当されるべき引当外賞与の見積額
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（単位：円）
科　　　　目 金　　　額

【経常費用】
　業務費
　　　給与手当 476,855,962
　　　退職手当 64,468,800
　　　福利厚生費 59,330,058
　　　諸謝金 1,053,600
　　　研究委託費 124,191,101
　　　消耗品費 241,557,605
　　　備品費 53,880,212
　　　通信費 4,431,489
　　　水道光熱費 16,527,664
　　　支払リース料 2,381,204
　　　保守修繕費 129,188,700
　　　旅費交通費 42,613,778
　　　支払手数料 7,350,319
　　　減価償却費 280,706,469
　　　その他の業務費 31,209,404 1,535,746,365
　一般管理費
　　　役員給与手当 47,346,129
　　　役員退職手当 2,172,000
　　　給与手当 116,506,663
　　　福利厚生費 24,303,096
　　　諸謝金 267,300
　　　消耗品費 3,542,549
　　　備品費 568,407
　　　通信費 1,954,067
　　　水道光熱費 2,442,930
　　　支払リース料 357,210
　　　保守修繕費 9,548,242
　　　旅費交通費 1,524,780
　　　支払手数料 5,535,874
　　　減価償却費 1,107,869
　　　その他の一般管理費 4,359,516 221,536,632
　財務費用
      支払利息 368,358 368,358
         経常費用合計 1,757,651,355

【経常収益】
　運営費交付金収益 1,733,039,719
　固定資産見返負債戻入
  　 資産見返運営費交付金戻入 251,356,102
　   資産見返物品受贈額戻入 19,999,139 　
　   資産見返寄付金戻入 660,266 272,015,507
  受託収入
　   政府受託収入 60,907,938
　   その他受託収入 15,563,413 76,471,351
　特許権等収入 4,010,813
  施設費収益 26,110,238
　雑　　　益 743,348
　　　 経常収益合計 2,112,390,976
　　　 　  　経常利益 354,739,621

【臨時損失】
　固定資産除却損 10,250,545
　　　 臨時損失合計 10,250,545

【臨時利益】
　固定資産見返負債戻入
  　 資産見返運営費交付金戻入 8,910,235
　   資産見返物品受贈額戻入 1,340,310 10,250,545
　　　 臨時利益合計 10,250,545

【当期純利益】 354,739,621
【目的積立金取崩額】 5,125,193
【当期総利益】 359,864,814

         △63,402円であり、当該影響額を除いた当期総利益は359,928,216円であります。

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

損　益　計　算　書

【注記】ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、

（単位：円）

Ⅰ業務活動によるキャッシュフロー

　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 308,803,264

　　人件費支出 △ 725,731,123

　　その他業務支出 △ 323,451,544

　　運営費交付金収入 1,597,527,000

　　受託収入 115,776,906

　　特許権等収入 2,183,057

　　その他業務収入 △ 804,903

　　　 小　　計 356,696,129

　　利息の支払額 △ 402,525

業務活動によるキャッシュフロー 356,293,604

Ⅱ投資活動によるキャッシュフロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 483,686,525

　　施設費による収入 114,641,600

投資活動によるキャッシュフロー △ 369,044,925

Ⅲ財務活動によるキャッシュフロー

　　リース債務返済に伴う支出 △ 6,686,892

財務活動によるキャッシュフロー △ 6,686,892

Ⅳ資金増加額 △ 19,438,213

Ⅴ資金期首残高 745,073,443

Ⅵ資金期末残高 725,635,230

【注記】

　1.資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

資金期末残高 725,635,230円

      現金及び預金勘定 725,635,230円

 
 

キャッシュフロー計算書

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
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（単位：円）
科　　　　目 金　　　額

【経常費用】
　業務費
　　　給与手当 476,855,962
　　　退職手当 64,468,800
　　　福利厚生費 59,330,058
　　　諸謝金 1,053,600
　　　研究委託費 124,191,101
　　　消耗品費 241,557,605
　　　備品費 53,880,212
　　　通信費 4,431,489
　　　水道光熱費 16,527,664
　　　支払リース料 2,381,204
　　　保守修繕費 129,188,700
　　　旅費交通費 42,613,778
　　　支払手数料 7,350,319
　　　減価償却費 280,706,469
　　　その他の業務費 31,209,404 1,535,746,365
　一般管理費
　　　役員給与手当 47,346,129
　　　役員退職手当 2,172,000
　　　給与手当 116,506,663
　　　福利厚生費 24,303,096
　　　諸謝金 267,300
　　　消耗品費 3,542,549
　　　備品費 568,407
　　　通信費 1,954,067
　　　水道光熱費 2,442,930
　　　支払リース料 357,210
　　　保守修繕費 9,548,242
　　　旅費交通費 1,524,780
　　　支払手数料 5,535,874
　　　減価償却費 1,107,869
　　　その他の一般管理費 4,359,516 221,536,632
　財務費用
      支払利息 368,358 368,358
         経常費用合計 1,757,651,355

【経常収益】
　運営費交付金収益 1,733,039,719
　固定資産見返負債戻入
  　 資産見返運営費交付金戻入 251,356,102
　   資産見返物品受贈額戻入 19,999,139 　
　   資産見返寄付金戻入 660,266 272,015,507
  受託収入
　   政府受託収入 60,907,938
　   その他受託収入 15,563,413 76,471,351
　特許権等収入 4,010,813
  施設費収益 26,110,238
　雑　　　益 743,348
　　　 経常収益合計 2,112,390,976
　　　 　  　経常利益 354,739,621

【臨時損失】
　固定資産除却損 10,250,545
　　　 臨時損失合計 10,250,545

【臨時利益】
　固定資産見返負債戻入
  　 資産見返運営費交付金戻入 8,910,235
　   資産見返物品受贈額戻入 1,340,310 10,250,545
　　　 臨時利益合計 10,250,545

【当期純利益】 354,739,621
【目的積立金取崩額】 5,125,193
【当期総利益】 359,864,814

         △63,402円であり、当該影響額を除いた当期総利益は359,928,216円であります。

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

損　益　計　算　書

【注記】ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、

（単位：円）

Ⅰ業務活動によるキャッシュフロー

　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 308,803,264

　　人件費支出 △ 725,731,123

　　その他業務支出 △ 323,451,544

　　運営費交付金収入 1,597,527,000

　　受託収入 115,776,906

　　特許権等収入 2,183,057

　　その他業務収入 △ 804,903

　　　 小　　計 356,696,129

　　利息の支払額 △ 402,525

業務活動によるキャッシュフロー 356,293,604

Ⅱ投資活動によるキャッシュフロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 483,686,525

　　施設費による収入 114,641,600

投資活動によるキャッシュフロー △ 369,044,925

Ⅲ財務活動によるキャッシュフロー

　　リース債務返済に伴う支出 △ 6,686,892

財務活動によるキャッシュフロー △ 6,686,892

Ⅳ資金増加額 △ 19,438,213

Ⅴ資金期首残高 745,073,443

Ⅵ資金期末残高 725,635,230

【注記】

　1.資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

資金期末残高 725,635,230円

      現金及び預金勘定 725,635,230円

 
 

キャッシュフロー計算書

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 359,864,814
　　　　当期総利益 359,864,814

Ⅱ　利益処分額
　　　　積立金 359,864,814 359,864,814

　 　

利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ業務費用

　 (1)損益計算書上の費用

　　　 業務費 1,535,746,365

　　　 一般管理費 221,536,632

　　　 財務費用 368,358

    　 固定資産除却損 10,250,545 1,767,901,900

　 (2)（控除）自己収入等

　　　 受託収入 △ 75,430,351

　　　 特許権等収入 △ 4,010,813

　　　 雑　　　益 △ 743,348 　

　　　 資産見返寄付金戻入 △ 660,266 △ 80,844,778

    業務費用合計 1,687,057,122

Ⅱ損益外減価償却等相当額

　　損益外減価償却相当額 59,813,337 　

　　損益外固定資産除却相当額 4,999 59,818,336

Ⅲ損益外減損損失相当額

　　損益外減損損失相当額 183,378,688

Ⅳ引当外賞与見積額 △ 5,106,967

Ⅴ引当外退職給付増加見積額 △ 10,357,896

Ⅵ機会費用

　　政府出資等の機会費用 48,940,992

Ⅶ行政サービス実施コスト 1,963,730,275

【注記】
　引当外退職給付増加見積額のうち国からの出向職員に係る金額は、1,586,125円であります。

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

行政サービス実施コスト計算書
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 359,864,814
　　　　当期総利益 359,864,814

Ⅱ　利益処分額
　　　　積立金 359,864,814 359,864,814

　 　

利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ業務費用

　 (1)損益計算書上の費用

　　　 業務費 1,535,746,365

　　　 一般管理費 221,536,632

　　　 財務費用 368,358

    　 固定資産除却損 10,250,545 1,767,901,900

　 (2)（控除）自己収入等

　　　 受託収入 △ 75,430,351

　　　 特許権等収入 △ 4,010,813

　　　 雑　　　益 △ 743,348 　

　　　 資産見返寄付金戻入 △ 660,266 △ 80,844,778

    業務費用合計 1,687,057,122

Ⅱ損益外減価償却等相当額

　　損益外減価償却相当額 59,813,337 　

　　損益外固定資産除却相当額 4,999 59,818,336

Ⅲ損益外減損損失相当額

　　損益外減損損失相当額 183,378,688

Ⅳ引当外賞与見積額 △ 5,106,967

Ⅴ引当外退職給付増加見積額 △ 10,357,896

Ⅵ機会費用

　　政府出資等の機会費用 48,940,992

Ⅶ行政サービス実施コスト 1,963,730,275

【注記】
　引当外退職給付増加見積額のうち国からの出向職員に係る金額は、1,586,125円であります。

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

行政サービス実施コスト計算書
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注記事項 

 

【重要な会計方針】 

 

当事業年度より、「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（独立

行政法人会計基準研究会 財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 平成

22 年 10 月 25 日改訂）」及び「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注

解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局 財務省主計局 日本公認会計士協会 平成 22

年 11 月最終改訂）」を適用しております。 

 

 

1. 運営費交付金収益の計上基準 

費用進行基準を採用しております。 

研究の長期化により単年度における達成度や進捗度を客観的に測定することが困難で

あることから、業務達成基準及び期間進行基準を採用することが難しいため、費用進行

基準を採用しております。 

 

2. 減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

主な固定資産の耐用年数については、以下のとおりです。 

建物       2～50 年 

構築物      2～29 年 

航空機        5 年 

車両運搬具      2～ 4 年 

工具器具備品   2～10 年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87）の減価償却相当額について 

は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

なお、リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を 0とする定額

法を採用しております。    

 (2)無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

     なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間 

（5年以内）に基づいております。 

 

3. 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る

引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行

政法人会計基準第 38 に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加

（減少）額を計上しております。 

 

4. 賞与引当金及び見積額の計上基準 

    賞与については財源措置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。 

  また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在

職する役職員について、当期末の支給見積額から前期末の支給見積額を控除して計算し

ております。 

 

5. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

資産の種別に応じて、以下のとおりとしております。 

貯蔵品        最終仕入原価法 

未成受託研究支出金 個別法 

 

6. 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 23年 3 月末利回りを参考に 1.255％で計算しております。 

 

7. リース取引の処理方法 

リース料総額が 50 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が 50 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

8. 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

  

【金融商品の時価等に関する事項】 

 

 1.金融商品の状況に関する事項 

  当法人の資金運用については短期的な預金に限定しており、主に運営費交付金により資

金を調達しております。 

  未収債権等は、会計規程等に沿って適正に管理しております。 

 

 2.金融商品の時価等に関する事項 

  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

                              

 

─ 224 ─



注記事項 

 

【重要な会計方針】 

 

当事業年度より、「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（独立

行政法人会計基準研究会 財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 平成

22 年 10 月 25 日改訂）」及び「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注

解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局 財務省主計局 日本公認会計士協会 平成 22

年 11 月最終改訂）」を適用しております。 

 

 

1. 運営費交付金収益の計上基準 

費用進行基準を採用しております。 

研究の長期化により単年度における達成度や進捗度を客観的に測定することが困難で

あることから、業務達成基準及び期間進行基準を採用することが難しいため、費用進行

基準を採用しております。 

 

2. 減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

主な固定資産の耐用年数については、以下のとおりです。 

建物       2～50 年 

構築物      2～29 年 

航空機        5 年 

車両運搬具      2～ 4 年 

工具器具備品   2～10 年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87）の減価償却相当額について 

は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

なお、リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を 0とする定額

法を採用しております。    

 (2)無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

     なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間 

（5年以内）に基づいております。 

 

3. 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る

引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行

政法人会計基準第 38 に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加

（減少）額を計上しております。 

 

4. 賞与引当金及び見積額の計上基準 

    賞与については財源措置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。 

  また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在

職する役職員について、当期末の支給見積額から前期末の支給見積額を控除して計算し

ております。 

 

5. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

資産の種別に応じて、以下のとおりとしております。 

貯蔵品        最終仕入原価法 

未成受託研究支出金 個別法 

 

6. 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 23年 3 月末利回りを参考に 1.255％で計算しております。 

 

7. リース取引の処理方法 

リース料総額が 50 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が 50 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

8. 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

  

【金融商品の時価等に関する事項】 

 

 1.金融商品の状況に関する事項 

  当法人の資金運用については短期的な預金に限定しており、主に運営費交付金により資

金を調達しております。 

  未収債権等は、会計規程等に沿って適正に管理しております。 

 

 2.金融商品の時価等に関する事項 

  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 
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    (単位：円) 

 

 

貸借対照表 

計上額 

時価 

 

差額 

（1）現金及び預金 

（2）未収金 

（3）未払金 

725,635,230

156,168,750

(525,095,781)

725,635,230 

156,168,750 

(525,095,781) 

－ 

－ 

（－）

（注 1）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

（注 2）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

 （1）現金及び預金、（2）未収金 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

 （3）未払金 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

 

 

【リース取引関係】 

 

 1.ファイナンス・リース取引 

   有形固定資産 

  主に研究業務等に使用する電子計算機（工具器具備品）であります。 

 

 2.オペレーティング・リース取引 

    該当事項はありません。 

   

【重要な会計方針の変更】 

１．資産除去債務に係る会計処理 

「「独立行政法人会計基準の改訂について」（平成22年3月30日 独立行政法人会計基準研究会 

財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会）」に基づき、「「独立行政法人会計基

準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成22年3月30日改訂）」（「独立行政法人会計基

準」第８０の規定を除く）の適用が、当事業年度からであることから、当事業年度より、「資産

除去債務に係る会計処理」を適用しております。 

これによる当事業年度の経常利益及び当期純利益に影響はありません。 

 

【重要な債務負担行為】 

 

    該当事項はありません。 

 

 

【重要な後発事象】 

 

    該当事項はありません。  

 

【その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報】 

 

  組織統合について 

平成 19年 12 月 24 日閣議決定された「独立行政法人整理合理化計画」により、当研

究所は、原則として平成 22 年度末までに交通分野の 4 研究機関（交通安全環境研究所、

海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所、電子航法研究所）について 1法人に統合す

る措置を講ずることとされておりましたが、平成 21 年 12 月 25 日閣議決定された「独

立行政法人の抜本的な見直しについて」により、当該措置は当面凍結、再検討されるこ

ととなりました。今後につきましても統合の有無を含め、全て未定となっております。 

 

【減損関係】 

 

当期に減損を認識した資産 

１．資産の種類、名称  有形固定資産 土地 

（１）使用用途及び場所 

   岩沼分室の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   258,544,000 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   当該資産が存する地域は、地価の下落が進行しており、市場価格が著しく下落し、回

復が見込まれないため、減損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 180,844,000 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額           －円 

  イ 損益外減損損失累計額        180,844,000 円 

（５）算定方法等の概要 

   減損の測定にあたっては、正味売却価額を回収可能サービス価額として採用しており

ます。正味売却価額は不動産鑑定評価額（正常価格）より処分費用見込額を控除して算

定しております。 

 

２．資産の種類、名称 有形固定資産 建物 

（１）使用用途及び場所 

   岩沼分室の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   486,865 円 
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    (単位：円) 

 

 

貸借対照表 

計上額 

時価 

 

差額 

（1）現金及び預金 

（2）未収金 

（3）未払金 

725,635,230

156,168,750

(525,095,781)

725,635,230 

156,168,750 

(525,095,781) 

－ 

－ 

（－）

（注 1）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

（注 2）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

 （1）現金及び預金、（2）未収金 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

 （3）未払金 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

 

 

【リース取引関係】 

 

 1.ファイナンス・リース取引 

   有形固定資産 

  主に研究業務等に使用する電子計算機（工具器具備品）であります。 

 

 2.オペレーティング・リース取引 

    該当事項はありません。 

   

【重要な会計方針の変更】 

１．資産除去債務に係る会計処理 

「「独立行政法人会計基準の改訂について」（平成22年3月30日 独立行政法人会計基準研究会 

財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会）」に基づき、「「独立行政法人会計基

準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成22年3月30日改訂）」（「独立行政法人会計基

準」第８０の規定を除く）の適用が、当事業年度からであることから、当事業年度より、「資産

除去債務に係る会計処理」を適用しております。 

これによる当事業年度の経常利益及び当期純利益に影響はありません。 

 

【重要な債務負担行為】 

 

    該当事項はありません。 

 

 

【重要な後発事象】 

 

    該当事項はありません。  

 

【その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報】 

 

  組織統合について 

平成 19年 12 月 24 日閣議決定された「独立行政法人整理合理化計画」により、当研

究所は、原則として平成 22 年度末までに交通分野の 4 研究機関（交通安全環境研究所、

海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所、電子航法研究所）について 1法人に統合す

る措置を講ずることとされておりましたが、平成 21 年 12 月 25 日閣議決定された「独

立行政法人の抜本的な見直しについて」により、当該措置は当面凍結、再検討されるこ

ととなりました。今後につきましても統合の有無を含め、全て未定となっております。 

 

【減損関係】 

 

当期に減損を認識した資産 

１．資産の種類、名称  有形固定資産 土地 

（１）使用用途及び場所 

   岩沼分室の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   258,544,000 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   当該資産が存する地域は、地価の下落が進行しており、市場価格が著しく下落し、回

復が見込まれないため、減損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 180,844,000 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額           －円 

  イ 損益外減損損失累計額        180,844,000 円 

（５）算定方法等の概要 

   減損の測定にあたっては、正味売却価額を回収可能サービス価額として採用しており

ます。正味売却価額は不動産鑑定評価額（正常価格）より処分費用見込額を控除して算

定しております。 

 

２．資産の種類、名称 有形固定資産 建物 

（１）使用用途及び場所 

   岩沼分室の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   486,865 円 
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（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 486,865 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額          －円       

  イ 損益外減損損失累計額        486,865 円 

（５）算定方法等の概要 

   当該資産の残存価額の全額を減損処理しております。 

 

３．資産の種類、名称 有形固定資産 構築物 

（１）使用用途及び場所 

   岩沼分室の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   4,991,620 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 4,991,620 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額          －円 

  イ 損益外減損損失累計額          11,820 円 

  ウ 資産見返負債の減少額        4,979,800 円 

（５）算定方法等の概要 

   当該資産の残存価額の全額を減損処理しております。 

 

４．資産の種類、名称 有形固定資産 航空機 

（１）使用用途及び場所 

   実験の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   2,036,003 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 2,036,003 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額          －円 

  イ 損益外減損損失累計額        2,036,003 円 

（５）算定方法等の概要 

   当該資産の残存価額の全額を減損処理しております。 

 

５．資産の種類、名称 有形固定資産 車両運搬具 

（１）使用用途及び場所 

   実験の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   319,148 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 319,148 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額         －円 

  イ 資産見返負債の減少額        319,148 円   

（５）算定方法等の概要 

   当該資産の残存価額の全額を減損処理しております。 

 

６．資産の種類、名称 有形固定資産 工具器具備品 

（１）使用用途及び場所 

   実験の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   15,223,907 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 15,223,907 円を認識しおり、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額          －円 

  イ 資産見返負債の減少額       15,223,907 円 

（５）算定方法等の概要 
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（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 486,865 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額          －円       

  イ 損益外減損損失累計額        486,865 円 

（５）算定方法等の概要 

   当該資産の残存価額の全額を減損処理しております。 

 

３．資産の種類、名称 有形固定資産 構築物 

（１）使用用途及び場所 

   岩沼分室の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   4,991,620 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 4,991,620 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額          －円 

  イ 損益外減損損失累計額          11,820 円 

  ウ 資産見返負債の減少額        4,979,800 円 

（５）算定方法等の概要 

   当該資産の残存価額の全額を減損処理しております。 

 

４．資産の種類、名称 有形固定資産 航空機 

（１）使用用途及び場所 

   実験の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   2,036,003 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 2,036,003 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額          －円 

  イ 損益外減損損失累計額        2,036,003 円 

（５）算定方法等の概要 

   当該資産の残存価額の全額を減損処理しております。 

 

５．資産の種類、名称 有形固定資産 車両運搬具 

（１）使用用途及び場所 

   実験の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   319,148 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 319,148 円を認識しており、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額         －円 

  イ 資産見返負債の減少額        319,148 円   

（５）算定方法等の概要 

   当該資産の残存価額の全額を減損処理しております。 

 

６．資産の種類、名称 有形固定資産 工具器具備品 

（１）使用用途及び場所 

   実験の用 宮城県岩沼市 

（２）帳簿価額等の概要 

   15,223,907 円 

（３）減損の認識に至った経緯 

   平成 23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、資産の滅失損壊がおこり、その

使用目的に沿った機能を失い、将来の使用見込みが客観的に存在しなくなったため、減

損を認識しました。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと

の内訳 

   減損損失 15,223,907 円を認識しおり、内訳は以下のとおりです。 

  ア 損益計算書に計上した金額          －円 

  イ 資産見返負債の減少額       15,223,907 円 

（５）算定方法等の概要 
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   当該資産の残存価額の全額を減損処理しております。
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2. たな卸資産の明細

（単位：円）

種 類 期首残高 当期購入・ その他 払出・振替 その他 期末残高 摘　要

製造・振替

貯蔵品 2,624,084  126,480        -          2,624,084     -          126,480        

未成受託研究支出金 -             21,230,206    -          -                 -          21,230,206    

計 2,624,084  21,356,686    -          2,624,084     -          21,356,686    

当期増加額 当期減少額

3. 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

資本金 政府出資金 4,258,412,552 -                 -                 4,258,412,552

計 4,258,412,552 -                 -                 4,258,412,552

資本剰余金 資本剰余金

　　無償譲与 455,000 -                 -                 455,000

　　施設費 361,395,133 268,609,862 -                 630,004,995 注１

　　損益外除却額 △ 52,166,363 △ 249,815 -                 △ 52,416,178 注２

計 309,683,770 268,360,047 -                 578,043,817

損益外減価償却累計額 712,668,689 59,813,337 244,816 772,237,210 注２

損益外減損損失累計額 414,400 183,378,688 -                 183,793,088

差引計 △ 403,399,319 25,168,022 244,816 △ 377,986,481

（注１）施設費当期増加額は、6号棟建物新築工事及び1号棟・3号棟・5号棟建物改修工事の取得によるものです
（注２）損益外除却額の当期増加額及び損益外減価償却累計額の当期減少額は、1号棟・3号棟・5号棟建物改修
工事の撤去部分に係る除却によるものです。

区　　分
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2. たな卸資産の明細

（単位：円）

種 類 期首残高 当期購入・ その他 払出・振替 その他 期末残高 摘　要

製造・振替

貯蔵品 2,624,084  126,480        -          2,624,084     -          126,480        

未成受託研究支出金 -             21,230,206    -          -                 -          21,230,206    

計 2,624,084  21,356,686    -          2,624,084     -          21,356,686    

当期増加額 当期減少額

3. 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

資本金 政府出資金 4,258,412,552 -                 -                 4,258,412,552

計 4,258,412,552 -                 -                 4,258,412,552

資本剰余金 資本剰余金

　　無償譲与 455,000 -                 -                 455,000

　　施設費 361,395,133 268,609,862 -                 630,004,995 注１

　　損益外除却額 △ 52,166,363 △ 249,815 -                 △ 52,416,178 注２

計 309,683,770 268,360,047 -                 578,043,817

損益外減価償却累計額 712,668,689 59,813,337 244,816 772,237,210 注２

損益外減損損失累計額 414,400 183,378,688 -                 183,793,088

差引計 △ 403,399,319 25,168,022 244,816 △ 377,986,481

（注１）施設費当期増加額は、6号棟建物新築工事及び1号棟・3号棟・5号棟建物改修工事の取得によるものです
（注２）損益外除却額の当期増加額及び損益外減価償却累計額の当期減少額は、1号棟・3号棟・5号棟建物改修
工事の撤去部分に係る除却によるものです。
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4. 積立金の明細及び目的積立金等の取崩しの明細

(1)積立金の明細

（単位：円）

区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

研究開発及び研究基盤整備積立金 5,125,193      -                 5,125,193      -                 注1

通則法44条１項積立金 17,951,988 -                 231,082        17,720,906 注2

計 23,077,181 -                 5,356,275      17,720,906

注1　当期減少額は（２）参照。
注2　当期減少額は、前期未処理損失により取り崩したものであります。

(2)目的積立金等の取崩しの明細

（単位：円）

金　　額

5,125,193      研究開発及び研究基盤整備積立金取崩額
中期計画に定めている、国際交流事業
の実施（国際会議の開催）に係る費用
のため取崩し。

区　　　　　　　　　分 摘　　　　　　　　要

5. 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

交付年度 期首残高 交付金当 期末残高

期交付額 運営費交 資産見返 建設仮勘定 資本剰余金 小　　計
付金収益 運営費交 見返運営費

付金 交付金

平成18年度 33,964,664 -                 33,964,664 -               -               -               33,964,664 -                  

平成19年度 89,363,466 -                 89,363,466 -               -               -               89,363,466 -                  

平成20年度 31,464,296 -                 31,464,296 -               -               -               31,464,296 -                  

平成21年度 291,137,033 -                 204,159,896 86,977,137 -               -               291,137,033 -                  

平成22年度 -                    1,597,527,000 1,374,087,397 223,439,603 -               -               1,597,527,000 -                  

合　計 445,929,459 1,597,527,000 1,733,039,719 310,416,740 -               -               2,043,456,459 -                  

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細 （単位：円）

金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
  無し

33,964,664

33,964,664

金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
  無し

89,363,466

89,363,466

会計基準第81第3項による振
替額

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

合　　　計

資本剰余金 -                 

計 -                 

18年度交付分

区        分 内               訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

-                 

資産見返運営費
交付金

-                 

建設仮勘定見返
運営費交付金

-                 

当期振替額

会計基準第81第３項による振
替額

資本剰余金

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

-                 

合　　　計

-                 

-                 

19年度交付分

区        分 内               訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

-                 

資産見返運営費
交付金

-                 

建設仮勘定見返
運営費交付金

計
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4. 積立金の明細及び目的積立金等の取崩しの明細

(1)積立金の明細

（単位：円）

区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

研究開発及び研究基盤整備積立金 5,125,193      -                 5,125,193      -                 注1

通則法44条１項積立金 17,951,988 -                 231,082        17,720,906 注2

計 23,077,181 -                 5,356,275      17,720,906

注1　当期減少額は（２）参照。
注2　当期減少額は、前期未処理損失により取り崩したものであります。

(2)目的積立金等の取崩しの明細

（単位：円）

金　　額

5,125,193      研究開発及び研究基盤整備積立金取崩額
中期計画に定めている、国際交流事業
の実施（国際会議の開催）に係る費用
のため取崩し。

区　　　　　　　　　分 摘　　　　　　　　要

5. 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

交付年度 期首残高 交付金当 期末残高

期交付額 運営費交 資産見返 建設仮勘定 資本剰余金 小　　計
付金収益 運営費交 見返運営費

付金 交付金

平成18年度 33,964,664 -                 33,964,664 -               -               -               33,964,664 -                  

平成19年度 89,363,466 -                 89,363,466 -               -               -               89,363,466 -                  

平成20年度 31,464,296 -                 31,464,296 -               -               -               31,464,296 -                  

平成21年度 291,137,033 -                 204,159,896 86,977,137 -               -               291,137,033 -                  

平成22年度 -                    1,597,527,000 1,374,087,397 223,439,603 -               -               1,597,527,000 -                  

合　計 445,929,459 1,597,527,000 1,733,039,719 310,416,740 -               -               2,043,456,459 -                  

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細 （単位：円）

金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
  無し

33,964,664

33,964,664

金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
  無し

89,363,466

89,363,466

会計基準第81第3項による振
替額

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

合　　　計

資本剰余金 -                 

計 -                 

18年度交付分

区        分 内               訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

-                 

資産見返運営費
交付金

-                 

建設仮勘定見返
運営費交付金

-                 

当期振替額

会計基準第81第３項による振
替額

資本剰余金

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

-                 

合　　　計

-                 

-                 

19年度交付分

区        分 内               訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

-                 

資産見返運営費
交付金

-                 

建設仮勘定見返
運営費交付金

計
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金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
  無し

31,464,296

31,464,296

金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
  ア）損益計算書に計上した費用の額：その他経費98,521,305
  イ）複数年度契約による固定資産の取得額：業務用器具備品等 86,977,137

　

105,638,591

291,137,033

金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
　ア）損益計算書に計上した費用の額： 1,296,636,291
　　（役職員人件費：711,232,323, その他の経費：585,403,968）
　イ）年度計画による自己収入からの運営費交付金債務への充当額
　　　 ： 22,046,096
　ウ）固定資産の取得額：業務用器具備品等 223,439,603

③運営費交付金の振替額の積算根拠
　 費用1,296,636,291－自己収入からの充当額22,046,096=1,274,590,195

99,497,202

1,597,527,000

会計基準第81第３項による振
替額

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

合　　　計

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

1,274,590,195

資産見返運営費
交付金

223,439,603

建設仮勘定見返
運営費交付金

-                 

資本剰余金 -                 

計 1,498,029,798

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

合　　　計

22年度交付分

区        分 内               訳

-                 

計 185,498,442

会計基準第81第３項による振
替額

区        分 内               訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

98,521,305

資産見返運営費
交付金

86,977,137

建設仮勘定見返
運営費交付金

-                 

資本剰余金

会計基準第81第3項による振
替額

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

合　　　計

21年度交付分

資本剰余金 -                 

計 -                 

20年度交付分

区        分 内               訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

-                 

資産見返運営費
交付金

-                 

建設仮勘定見返
運営費交付金

-                 

6. 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（単位：円）

建 設 仮 勘 定
見 返 施 設 費

資本剰余金 そ の 他
摘要当 期 交 付 額

合 計

区 分

施設整備費補助金 231,296,600 -                      

左の会計処理内訳

205,186,362       26,110,238         

231,296,600 -                      205,186,362       26,110,238         
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金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
  無し

31,464,296

31,464,296

金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
  ア）損益計算書に計上した費用の額：その他経費98,521,305
  イ）複数年度契約による固定資産の取得額：業務用器具備品等 86,977,137

　

105,638,591

291,137,033

金     額

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
　ア）損益計算書に計上した費用の額： 1,296,636,291
　　（役職員人件費：711,232,323, その他の経費：585,403,968）
　イ）年度計画による自己収入からの運営費交付金債務への充当額
　　　 ： 22,046,096
　ウ）固定資産の取得額：業務用器具備品等 223,439,603

③運営費交付金の振替額の積算根拠
　 費用1,296,636,291－自己収入からの充当額22,046,096=1,274,590,195

99,497,202

1,597,527,000

会計基準第81第３項による振
替額

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

合　　　計

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

1,274,590,195

資産見返運営費
交付金

223,439,603

建設仮勘定見返
運営費交付金

-                 

資本剰余金 -                 

計 1,498,029,798

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

合　　　計

22年度交付分

区        分 内               訳

-                 

計 185,498,442

会計基準第81第３項による振
替額

区        分 内               訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

98,521,305

資産見返運営費
交付金

86,977,137

建設仮勘定見返
運営費交付金

-                 

資本剰余金

会計基準第81第3項による振
替額

○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第3項の規定に基づき、
運営費交付金債務残高の全額を収益化。

合　　　計

21年度交付分

資本剰余金 -                 

計 -                 

20年度交付分

区        分 内               訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金
収益

-                 

資産見返運営費
交付金

-                 

建設仮勘定見返
運営費交付金

-                 

6. 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（単位：円）

建 設 仮 勘 定
見 返 施 設 費

資本剰余金 そ の 他
摘要当 期 交 付 額

合 計

区 分

施設整備費補助金 231,296,600 -                      

左の会計処理内訳

205,186,362       26,110,238         

231,296,600 -                      205,186,362       26,110,238         
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7. 役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

(2,960) (1) (2,172) (1)
44,386 3 -                              -             

(83,263) (44) (-) (-)
510,100 61 64,469                       2             
(86,223) (45) (2,172) (1)
554,486 64 64,469                       2             

(注1)役員報酬基準の概要は、理事長919,000円、理事782,000円、監事726,000円、非常勤監事247,000円

        を月額として支給しております。

　     その他諸手当及び退職手当については、「独立行政法人電子航法研究所役員給与規程」及び

　     「独立行政法人電子航法研究所役員退職手当支給規程」に基づき支給しております。

(注2)職員に対する給与は、「独立行政法人電子航法研究所職員給与規程」、「独立行政法人電子航法研

        究所職員退職手当規程」及び｢独立行政法人電子航法研究所契約職員等就業規則」に基づき支給し

        ております。

(注3)支給人員は、年間平均支給人員数によっております。

(注4)非常勤役員及び非常勤職員については、外数として（　）で記載しております。

(注5)中期計画においては、法定福利費を含めて予算上の人件費としておりますが、上記明細には、法定

　     福利費は含まれておりません。

職 員

合 計

報　酬　又　は　給　与 退　職　手　当
区 分

役 員

平成22年度　決算報告書

添　付　書　類

独立行政法人　電子航法研究所
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7. 役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

(2,960) (1) (2,172) (1)
44,386 3 -                              -             

(83,263) (44) (-) (-)
510,100 61 64,469                       2             
(86,223) (45) (2,172) (1)
554,486 64 64,469                       2             

(注1)役員報酬基準の概要は、理事長919,000円、理事782,000円、監事726,000円、非常勤監事247,000円

        を月額として支給しております。

　     その他諸手当及び退職手当については、「独立行政法人電子航法研究所役員給与規程」及び

　     「独立行政法人電子航法研究所役員退職手当支給規程」に基づき支給しております。

(注2)職員に対する給与は、「独立行政法人電子航法研究所職員給与規程」、「独立行政法人電子航法研

        究所職員退職手当規程」及び｢独立行政法人電子航法研究所契約職員等就業規則」に基づき支給し

        ております。

(注3)支給人員は、年間平均支給人員数によっております。

(注4)非常勤役員及び非常勤職員については、外数として（　）で記載しております。

(注5)中期計画においては、法定福利費を含めて予算上の人件費としておりますが、上記明細には、法定

　     福利費は含まれておりません。

職 員

合 計

報　酬　又　は　給　与 退　職　手　当
区 分

役 員

平成22年度　決算報告書

添　付　書　類

独立行政法人　電子航法研究所



決　　算　　報　　告　　書

単　位　：　円

区分 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 差額 備考

収入 （Ｂ－Ａ）

運営費交付金 1,597,527,000 1,597,527,000 0

施設整備費補助金 138,792,000 231,296,600 92,504,600 前年度からの繰越による

受託収入 415,316,000 76,471,351 △ 338,844,649

その他の収入 0 4,754,161 4,754,161 特許権収入等があったため

計 2,151,635,000 1,910,049,112 △ 241,585,888

支出 （Ａ－Ｂ）

業務経費 868,833,000 971,257,161 △ 102,424,161

施設整備費 138,792,000 231,296,600 △ 92,504,600 前年度からの繰越による

受託経費 363,160,000 49,791,333 313,368,667

受託管理費 13,669,000 8,885,370 4,783,630

一般管理費 47,366,000 47,338,163 27,837 業務効率化による削減額

人件費 719,815,000 685,279,228 34,535,772

計 2,151,635,000 1,993,847,855 157,787,145

年度計画策定時に予定していた
政府受託等が減少したため

年度計画策定時に予定していた
政府受託等が減少したため

年度計画策定時に予定していた
政府受託等が減少したため

前年度の複数年契約による支出
等のため

─ 241 ─



電 話　0422-41-3168

　　東京都調布市深大寺東町７丁目42番地23
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